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2.5 汚染水処理設備等 

2.5.1 基本設計 

2.5.1.1 設置の目的 

タービン建屋等には，東北地方太平洋沖地震による津波，炉心冷却水の流入，雨水の浸入，

地下水の浸透等により海水成分を含んだ高レベルの放射性汚染水が滞留している（以下，

「滞留水」という）。 

このため，汚染水処理設備等では，滞留水を安全な箇所に移送すること，滞留水に含まれ

る主要な放射性物質を除去し環境中に移行し難い性状とすること，除去した放射性物質を

一時的に貯蔵すること，滞留水の発生量を抑制するため塩分を除去し原子炉への注水に再

利用する循環冷却を構築することを目的とする。 

 

2.5.1.2 要求される機能 

(1)  発生する高レベル放射性汚染水量（地下水及び雨水の流入による増量分を含む）を上回

る処理能力を有すること 

(2)  高レベル放射性汚染水中の放射性物質等の濃度及び量を適切な値に低減する能力を有

すること 

(3)  汚染水処理設備が停止した場合に備え，複数系統及び十分な貯留設備を有すること 

(4)  汚染水処理設備等は漏えいを防止できること 

(5)  万一，高レベル放射性汚染水の漏えいがあった場合，高レベル放射性汚染水の散逸を抑

制する機能を有すること 

(6)  高レベル放射性汚染水を処理する過程で発生する気体状の放射性物質及び可燃性ガス

の検出，管理及び処理が適切に行える機能を有すること 

 

2.5.1.3 設計方針 

2.5.1.3.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）

の設計方針 

(1) 処理能力 

a. 汚染水処理設備及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）は，原子炉への注水，雨水

の浸入，地下水の浸透等により 1号～4号機のタービン建屋等に発生する滞留水に対

して十分対処できる処理容量とする。 

b. 汚染水処理設備の除染能力及び塩素除去能力は，処理済水の発電所内再使用を可能と

するのに十分な性能を有するものとする。 

 

(2) 汚染水処理設備等の長期停止に対する考慮 

a. 主要核種の除去を行う処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セ

シウム吸着装置及び除染装置）は，単独もしくは組み合わせでの運転が可能な設計と
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する。また，セシウム吸着装置及び除染装置と第二セシウム吸着装置は，それぞれ異

なる系統の所内高圧母線から受電する構成とし，第三セシウム吸着装置は，二つの異

なる系統の所内高圧母線から受電する構成とする。 

b. 汚染水処理設備及び関連設備（移送ポンプ等）の動的機器は，その故障により滞留水

の移送・処理が長期間停止することがないように原則として多重化する。 

c. 汚染水処理設備が長期間停止した場合を想定し，滞留水がタービン建屋等から系外に

漏れ出ないように，タービン建屋等の水位を管理するとともに，貯留用のタンクを設

ける。 

d. 汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備（移送ポンプ等）は，所内高圧母線から受電

できる設計とする。 

e. 汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備（移送ポンプ等）は，外部電源喪失の場合に

おいても，非常用所内電源から必要に応じて受電できる設計とする。 

 

(3) 規格・基準等 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）の機器等は，設計，

材料の選定，製作及び検査について，原則として適切と認められる規格及び基準によるもの

とする。 

 

(4) 放射性物質の漏えい防止及び管理されない放出の防止 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）は，液体状の放射性

物質の漏えいの防止及び所外への管理されない放出を防止するため，次の各項を考慮した

設計とする。 

a. 漏えいの発生を防止するため，機器等には設置環境や内部流体の性状等に応じた適切

な材料を使用するとともに，タンク水位の検出器等を設ける。 

b. 液体状の放射性物質が漏えいした場合は，漏えいの早期検出を可能にするとともに，

漏えいを停止するのに適切な措置をとれるようにする。また，汚染水処理設備，貯留

設備においては漏えい水の拡大を抑制するための堰等を設ける。 

c. タンク水位，漏えい検知等の警報については，免震重要棟集中監視室及びシールド中

央制御室（シールド中操）に表示し，異常を確実に運転員に伝え適切な措置をとれる

ようにする。なお，シールド中央制御室（シールド中操）の機能移転後に設置する設

備のタンク水位，漏えい検知等の警報は，免震重要棟集中監視室に発報・表示し，同

様の措置を実施する。 

 

(5) 放射線遮へいに対する考慮 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）は，放射線業務従事

者等の線量を低減する観点から，放射線を適切に遮へいする設計とする。 
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(6) 崩壊熱除去に対する考慮 

汚染水処理設備は，放射性物質の崩壊熱による温度上昇を考慮し，必要に応じて崩壊熱を

除去できる設計とする。 

 

(7) 可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

汚染水処理設備は，水の放射線分解により発生する可燃性ガスを適切に排出できる設計

とする。 

 

(8) 気体廃棄物の放出に対する考慮 

汚染水処理設備は，放出する可燃性ガス等の気体に放射性物質が含まれる可能性がある

場合には，排気設備にフィルタ等を設け捕獲する設計とする。 

 

(9) 健全性に対する考慮 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備は，機器の重要度に応じた有効な保全ができるも

のとする。 

 

2.5.1.3.2 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設の設計方針 

(1) 貯蔵能力 

使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設は，汚染水処理設備，多核種除去

設備，高性能多核種除去設備，モバイル式処理装置，増設多核種除去設備，サブドレン他浄

化装置，高性能多核種除去設備検証試験装置，モバイル型ストロンチウム除去装置，RO 濃

縮水処理設備，第二モバイル型ストロンチウム除去装置，放水路浄化装置，５・６号機仮設

設備（滞留水貯留設備）浄化ユニットで発生する放射性廃棄物を貯蔵できる容量とする。ま

た，必要に応じて増設する。 

 

(2) 多重性等 

廃スラッジ貯蔵施設の動的機器は，故障により設備が長期間停止することがないように，

原則として多重化する。 

 

(3) 規格・基準等 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設の機器等は，設計，材料の選定，製

作及び検査について，原則として適切と認められる規格及び基準によるものとする。 

 

(4) 放射性物質の漏えい防止及び管理されない放出の防止 

廃スラッジ貯蔵施設の機器等は，液体状の放射性物質の漏えいの防止及び所外への管理
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されない放出を防止するため，次の各項を考慮した設計とする。 

a. 漏えいの発生を防止するため，機器等には設置環境や内部流体の性状等に応じた適切

な材料を使用するとともに，タンク水位の検出器等を設ける。 

b. 液体状の放射性物質が漏えいした場合は，漏えいの早期検出を可能にするとともに，

漏えい液体の除去・回収を行えるようにする。 

c. タンク水位，漏えい検知等の警報については，免震重要棟集中監視室及びシールド中

央制御室（シールド中操）に表示し，異常を確実に運転員に伝え適切な措置をとれる

ようにする。 

 

なお，セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，高性能多核

種除去設備，モバイル式処理装置，サブドレン他浄化装置，高性能多核種除去設備検証試

験装置，RO濃縮水処理設備，第二モバイル型ストロンチウム除去装置，放水路浄化装置の

使用済みの吸着塔，モバイル型ストロンチウム除去装置の使用済みのフィルタ及び吸着塔，

多核種除去設備及び増設多核種除去設備の使用済みの吸着材を収容した高性能容器及び

多核種除去設備にて発生する処理カラム，５・６号機仮設設備（滞留水貯留設備）浄化ユ

ニットの使用済セシウム／ストロンチウム同時吸着塔は，内部の水を抜いた状態で貯蔵す

るため，漏えいの可能性はない。 

 

(5) 放射線遮へいに対する考慮 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設は，放射線業務従事者の線量を低減

する観点から，放射線を適切に遮へいする設計とする。 

 

(6) 崩壊熱除去に対する考慮 

a. 吸着塔，フィルタ，高性能容器及び処理カラムは，崩壊熱を大気に逃す設計とする。 

b. 廃スラッジ貯蔵施設は，放射性物質の崩壊熱による温度上昇を考慮し，必要に応じて

熱を除去できる設計とする。 

 

(7) 可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

吸着塔，フィルタ，高性能容器，処理カラム及び廃スラッジ貯蔵施設は，水の放射線分解

により発生する可燃性ガスの滞留を防止でき，必要に応じて適切に排出できる設計とする。 

 

(8) 気体廃棄物の放出に対する考慮 

廃スラッジ貯蔵施設は，放出する可燃性ガス等の気体に放射性物質を含む可能性がある

場合は，排気設備にフィルタ等を設け捕獲収集する設計とする。また，気体廃棄物の放出を

監視するためのモニタ等を設ける。 
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(9) 健全性に対する考慮 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設は，機器の重要度に応じた有効な保

全ができるものとする。 

 

2.5.1.4 供用期間中に確認する項目 

(1) 汚染水処理設備は，滞留水の放射性物質の濃度を原子炉注水に再利用可能な濃度まで

低減できる能力を有すること。 

(2) 汚染水処理設備は，滞留水の塩化物イオン濃度を原子炉注水に再利用可能な濃度まで

低減できる能力を有すること。 

 

2.5.1.5 主要な機器 

2.5.1.5.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 

汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）は，滞

留水移送装置，油分分離装置，処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三

セシウム吸着装置及び除染装置），淡水化装置（逆浸透膜装置，蒸発濃縮装置），中低濃度タ

ンク，地下貯水槽等で構成する。 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設及び関連施設（移送配管，移送ポン

プ等）は，使用済セシウム吸着塔仮保管施設，使用済セシウム吸着塔一時保管施設，造粒固

化体貯槽(D)，廃スラッジ一時保管施設等で構成する。 

1 号～4号機のタービン建屋等の滞留水は，滞留水移送装置によりプロセス主建屋，雑固

体廃棄物減容処理建屋（以下，「高温焼却炉建屋」という。）へ移送した後，プロセス主建

屋等の地下階を介して，必要に応じて油分を除去し，処理装置へ移送，またはプロセス主建

屋等の地下階を介さずにセシウム吸着装置・第二セシウム吸着装置へ直接移送し，主要核種

を除去した後，淡水化装置により塩分を除去する。また，各装置間には処理済水，廃水を保

管するための中低濃度タンク，地下貯水槽を設置する。 

二次廃棄物となる使用済みの吸着材を収容したセシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム

吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔，モバイル型ス

トロンチウム除去装置の使用済フィルタ・吸着塔，第二モバイル型ストロンチウム除去装置，

放水路浄化装置吸着塔は使用済セシウム吸着塔仮保管施設，もしくは使用済セシウム吸着

塔一時保管施設に一時的に貯蔵し，高性能多核種除去設備，高性能多核種除去設備検証試験

装置，サブドレン他浄化装置，RO 濃縮水処理設備で発生する吸着塔，多核種除去設備，増

設多核種除去設備にて発生する二次廃棄物を収容する高性能容器及び多核種除去設備にて

発生する処理カラム，５・６号機仮設設備（滞留水貯留設備）浄化ユニットで発生する使用

済セシウム／ストロンチウム同時吸着塔は使用済セシウム吸着塔一時保管施設に一時的に

貯蔵する。なお，セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸

着装置吸着塔，多核種除去設備にて発生する処理カラム，高性能多核種除去設備，サブドレ
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ン他浄化装置，RO 濃縮水処理設備で発生する吸着塔は大型廃棄物保管庫にも一時的に貯蔵

する。また，二次廃棄物の廃スラッジは造粒固化体貯槽(D)，廃スラッジ一時保管施設で一

時的に貯蔵する。 

 汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備の主要な機器は，免震重要棟集中監視室またはシ

ールド中央制御室（シールド中操）から遠隔操作及び運転状況の監視を行う。 

 

(1) 滞留水移送装置 

滞留水移送装置は，タービン建屋等にある滞留水を汚染水処理設備のあるプロセス主建

屋，高温焼却炉建屋へ移送することを目的に，移送ポンプ，移送ライン等で構成する。 

移送ポンプは，1 号機タービン建屋に 6 台，1 号機原子炉建屋に 2 台，1 号機廃棄物処理

建屋に 2 台，2 号機タービン建屋に 6 台，2 号機原子炉建屋に 2 台，2 号機廃棄物処理建屋

に 6 台，3 号機のタービン建屋に 9 台，3 号機原子炉建屋に 4 台，3 号機廃棄物処理建屋に

6 台，4 号機タービン建屋に 7 台，4 号機原子炉建屋に 6 台，4 号機廃棄物処理建屋に 6 台

設置し，原子炉への注水，雨水の浸入，地下水の浸透等により 1号～4号機のタービン建屋

等に発生する滞留水に対して十分対処可能な設備容量を確保する。滞留水の移送は，移送元

のタービン建屋等の水位や移送先となるプロセス主建屋，高温焼却炉建屋の水位の状況に

応じて，ポンプの起動台数，移送元，移送先を適宜選定して実施する。 

移送ラインは，設備故障及び損傷を考慮し複数の移送ラインを準備する。また，使用環境

を考慮した材料を選定し，必要に応じて遮へい，保温材等を設置するとともに,屋外敷設箇

所は移送ラインの線量当量率等を監視し漏えいの有無を確認する。 

 

(2) 油分分離装置 

油分分離装置は，油分がセシウム吸着装置の吸着性能を低下させるため，その上流側に設

置し，滞留水に含まれる油分を自然浮上分離により除去する。油分分離装置は，プロセス主

建屋内に 3台設置する。 

 

(3) 処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置，除染装

置） 

セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置は，吸着塔内部に充

填された吸着材のイオン交換作用により，滞留水に含まれるセシウム等の核種を除去する。

除染装置は，滞留水にセシウム等の核種を吸着する薬品を注入し凝集・沈殿させ，上澄液と

スラッジに分離することで，滞留水に含まれるセシウム等の核種を除去する。また，各装置

は装置の処理能力を確認するための試料を採取できる設備とする。 

処理装置は，複数の装置により多様性を確保するとともに，各装置の組み合わせもしくは

単独により運転が可能な系統構成とする。 
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a. セシウム吸着装置 

セシウム吸着装置は，焼却工作建屋内に4系列配置しており，多段の吸着塔により滞

留水に含まれる放射性のセシウム，ストロンチウムを除去する。 

セシウム吸着装置は，４系列でセシウムを除去するセシウム吸着運転（以下，「Cs吸

着運転」という）または４系列を２系列化しセシウム及びストロンチウムを除去するセ

シウム／ストロンチウム同時吸着運転（以下，「Cs/Sr同時吸着運転」という）を行

う。 

吸着塔は，二重の円筒形容器で，内側は内部に吸着材を充填したステンレス製の容器，

外側は炭素鋼製の遮へい容器からなる構造とする。 

使用済みの吸着塔は一月あたり６本程度発生し，使用済セシウム吸着塔仮保管施設

にて内部の水抜きを行い，使用済セシウム吸着塔仮保管施設及び使用済セシウム吸着

塔一時保管施設あるいは大型廃棄物保管庫にて貯蔵する。 

 

b. 第二セシウム吸着装置 

第二セシウム吸着装置は，高温焼却炉建屋内に 2 系列配置し，各系列で多段の吸着

塔によりセシウム，ストロンチウム等の核種を除去する。 

第二セシウム吸着装置は，セシウム吸着塔によりセシウムを除去するセシウム吸着

運転（以下，「Cs 吸着運転」という），または同時吸着塔によりセシウム及びストロ

ンチウムを除去するセシウム／ストロンチウム同時吸着運転（以下，「Cs/Sr 同時吸着

運転」という）を行う。 

吸着塔は，ステンレス製の容器にゼオライト等の吸着材を充填し，周囲は鉛等で遮

へいする構造とする。 

使用済みの吸着塔は，Cs 吸着運転においては一月あたり４本程度発生し，Cs/Sr 同

時吸着運転においては一月あたり４本程度発生する。 

使用済み吸着塔は，本装置において内部の水抜きを行い，使用済セシウム吸着塔仮

保管施設及び使用済セシウム吸着塔一時保管施設あるいは大型廃棄物保管庫にて貯蔵

する。 

 

c. 第三セシウム吸着装置 

第三セシウム吸着装置は，サイトバンカ建屋内に 1 系列配置し，多段の吸着塔によ

りセシウム，ストロンチウム等の核種を除去する。 

第三セシウム吸着装置は，セシウム及びストロンチウム同時吸着塔によりセシウム

及びストロンチウムを除去する Cs/Sr 同時吸着運転を行う。 

吸着塔は，ステンレス製の容器にゼオライト等の吸着材を充填し，周囲は鉛等で遮

へいする構造とする。 

使用済みの吸着塔は，一カ月あたり 1 本程度発生する。使用済み吸着塔は，本装置
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において内部の水抜きを行い，使用済セシウム吸着塔一時保管施設あるいは大型廃棄

物保管庫にて貯蔵する。 

 

d. 除染装置 

除染装置は，プロセス主建屋に 1系列設置し，滞留水に含まれる懸濁物質や浮遊物質

を除去する加圧浮上分離装置，薬液注入装置から吸着剤を注入し放射性物質の吸着を

促す反応槽，薬液注入装置から凝集剤を注入し放射性物質を凝集・沈殿させ上澄液と

スラッジに分離する凝集沈殿装置，懸濁物質の流出を防止するディスクフィルター，

吸着材を注入する薬品注入装置で構成する。反応槽及び凝集沈殿装置は，１組の装置

を 2 段設置することにより放射能除去性能を高める設計とするが，1 段のみでも運転

可能な設計とする。スラッジは造粒固化体貯槽(D)に排出する。 

 

(4) 淡水化装置（逆浸透膜装置，蒸発濃縮装置） 

淡水化装置は，滞留水を原子炉注水に再使用するため，滞留水に含まれる塩分を除去する

ことを目的に，逆浸透膜装置，蒸発濃縮装置で構成する。 

逆浸透膜装置は，4 号機タービン建屋 2階及び蛇腹ハウス内に設置する 3系列 3台で構成

し，水を通しイオンや塩類などの不純物は透過しない逆浸透膜の性質を利用して滞留水に

含まれる塩分を除去し，処理済水と塩分が濃縮された廃水に分離する。運転系列は，耐震性

を向上させた 4 号機タービン建屋 2 階に設置する逆浸透膜装置（以下，「建屋内 RO」とい

う。）を原則として使用する。また，蛇腹ハウス内に設置している逆浸透膜装置は,逆浸透膜

を通さずに滞留水を濃縮廃水側へ送水する機能も有する。蒸発濃縮装置は 3 系列 8 台で構

成し，逆浸透膜装置により塩分が濃縮された廃水を蒸気により蒸発濃縮（蒸留）する設備で

あるが、平成 28 年 1 月現在運用を停止している。また，各装置は装置の処理能力を確認す

るための試料を採取できる設備とする。 

なお，建屋内 RO 及びこれに付帯する機器を建屋内 RO 循環設備という。 

淡水化装置は，複数の装置及び系統により多重性及び多様性を確保する。 

 

(5) 廃止（高濃度滞留水受タンク） 

 

(6) 中低濃度タンク 

中低濃度タンクは，処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム

吸着装置及び除染装置）により主要核種が除去された水等を貯留する目的で主に屋外に設

置する。 

中低濃度タンクは，貯留する水の性状により分類し，処理装置（セシウム吸着装置，第二

セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置及び除染装置）により主要核種を除去された水等

を貯留するサプレッション・プール水サージタンク及び廃液 RO供給タンク，逆浸透膜装置



Ⅱ-2-5-9 

の廃水を貯留するRO後濃縮塩水受タンク※１，蒸発濃縮装置の廃水を貯留する濃縮廃液貯槽，

逆浸透膜装置の処理済水を貯留する RO後淡水受タンク※２，多核種除去設備，増設多核種除

去設備及び高性能多核種除去設備の処理済水を貯留する多核種処理水タンク※３及び RO 濃

縮水処理設備の処理済水，サブドレン他水処理施設で汲み上げた地下水を貯留する Sr 処理

水タンク※４で構成する。 

サプレッション･プール水サージタンクは，液体廃棄物処理系の設備として既に設置され

ていた設備を使用し，工事計画認可申請書（57 資庁第 2974 号 昭和 57 年 4 月 20 日認可）

において確認を実施している。RO 後淡水受タンクの貯留水は，処理済水として原子炉への

注水に再利用する。 

なお，各タンクは定期的に必要量を確認し※５，必要に応じて増設する。 

 ※１：ＲＯ濃縮水貯槽，地下貯水槽（ＲＯ後濃縮塩水用分）にて構成。 

 ※２：ＲＯ処理水貯槽，蒸発濃縮処理水貯槽にて構成。 

 ※３：多核種処理水貯槽で構成。 

 ※４：Sr 処理水貯槽で構成。 

※５：「福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含むたまり水の貯蔵及び処理の状況について」にて確認

を実施。 

 

(7) 地下貯水槽 

地下貯水槽は，発電所構内の敷地を有効活用する観点で地面を掘削して地中に設置する。

また，止水のための 3 重シート（2 重の遮水シート及びベントナイトシート），その内部に

地面からの荷重を受けるためのプラスチック製枠材を配置した構造とする。 

地下貯水槽には，逆浸透膜装置の廃水等を貯留する。 

なお，地下貯水槽からの漏えいが認められたことから，別のタンクへの貯留水の移送が完

了次第，使用しないこととする。 

 

(8) ろ過水タンク 

ろ過水タンクは，既に屋外に設置されていたもので，放射性物質を含まない水を貯留する

タンクであるが，地下貯水槽に貯留した逆浸透膜装置の廃水の貯留用として一時的に使用

する。ろ過水タンクは，放射性流体を貯留するための設備ではないため，逆浸透膜装置の廃

水を貯留する場合の適合性評価を行う。また，ろ過水タンク周囲に設置した線量計で雰囲気

線量を確認する等により漏えいの有無を確認する。なお，貯留期間は貯留開始後１年以内を

目途とし，ろ過水タンクに貯留した逆浸透膜装置の廃水を別のタンクに移送する。 

 

(9) 電源設備 

電源は，所内高圧母線から受電でき，非常用所内電源とも接続できる構成とする。セシウ

ム吸着装置及び除染装置と第二セシウム吸着装置は，それぞれ異なる系統の所内高圧母線

から受電する構成とし，第三セシウム吸着装置は，二つの異なる系統の所内高圧母線から受

電する構成とすることにより，所内高圧母線の点検等による電源停止においても，何れかの
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処理装置により，滞留水の処理が可能な設計とする。また，汚染水処理設備等は，外部電源

喪失の場合は，タービン建屋等の水位の状況や汚染水処理設備以外の設備負荷を考慮しな

がら復旧する。 

 

(10) 廃止（モバイル式処理設備） 

 

(11)滞留水浄化設備 

 １～４号機の建屋滞留水の放射性物質濃度を低減する目的で，１～４号機の滞留水を 

浄化する設備（以下，滞留水浄化設備）を設置する。滞留水浄化設備は，建屋内 RO 循環   

設備で敷設した配管から各建屋へ分岐する配管で構成する。 

 

2.5.1.5.2 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

使用済セシウム吸着塔保管施設は，使用済セシウム吸着塔仮保管施設，使用済セシウム吸

着塔一時保管施設で構成する。廃スラッジ貯蔵施設は造粒固化体貯槽(D)，廃スラッジ一時

保管施設で構成する。 

廃スラッジ貯蔵施設の主要な機器は，免震重要棟集中監視室またはシールド中央制御室

（シールド中操）から遠隔操作及び運転状況の監視を行う。 

 

(1) 使用済セシウム吸着塔保管施設 

a. 使用済セシウム吸着塔仮保管施設 

使用済セシウム吸着塔仮保管施設は，セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，

モバイル式処理装置，第二モバイル型ストロンチウム除去装置及び放水路浄化装置で

発生する吸着塔並びにモバイル型ストロンチウム除去装置で発生するフィルタ及び

吸着塔を使用済セシウム吸着塔一時保管施設へ移送するまでの間貯蔵するために設

けた施設であり，吸着塔を取り扱うための門型クレーン，セシウム吸着装置吸着塔等

のろ過水による洗浄・水抜きを実施する装置，遮へい機能を有するコンクリート製ボ

ックスカルバート等にて構成する。 

 

b. 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設は，セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，

第三セシウム吸着装置，モバイル式処理装置，高性能多核種除去設備，サブドレン他

浄化装置，高性能多核種除去設備検証試験装置，RO 濃縮水処理設備及び第二モバイル

型ストロンチウム除去装置，放水路浄化装置で発生する吸着塔，モバイル型ストロン

チウム除去装置で発生するフィルタ及び吸着塔，多核種除去設備，増設多核種除去設

備にて発生する二次廃棄物を収容する高性能容器及び多核種除去設備にて発生する

処理カラム，５・６号機仮設設備（滞留水貯留設備）浄化ユニットで発生する使用済
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セシウム／ストロンチウム同時吸着塔の処理施設等が設置されるまでの間一時的に

貯蔵を行う施設であり，吸着塔，フィルタ，高性能容器及び処理カラムを取り扱うた

めの門型クレーン，遮へい機能を有するコンクリート製ボックスカルバート等により

構成する。 

なお，使用済セシウム吸着塔一時保管施設は必要に応じて増設する。 

 

(2) 廃スラッジ貯蔵施設 

a. 造粒固化体貯槽(D) 

造粒固化体貯槽(D)は，除染装置の凝集沈殿装置で発生したスラッジを廃スラッジ

一時保管施設へ移送するまでの間，貯蔵する設備であり，固体廃棄物処理系の設備と

して既にプロセス主建屋に設置していた設備を改造して使用する。なお，造粒固化体

貯槽（D）はプロセス主建屋と一体構造であるため，「2.6 滞留水を貯留している（滞

留している場合を含む）建屋」において確認している。 

 

b. 廃スラッジ一時保管施設 

廃スラッジ一時保管施設は，廃スラッジを処理施設等へ移送するまでの間一時貯蔵

する設備として設置する。廃スラッジ一時保管施設は，スラッジ貯槽，セル及びオフ

ガス処理系等を収容するスラッジ棟，圧縮空気系の機器等を収容する設備棟で構成す

る。 

廃スラッジ一時保管施設の動的機器は，故障により設備が長期間停止することがな

いよう，原則として多重化する。 

また，廃スラッジ一時保管施設の電源は，所内高圧母線から受電でき，非常用所内

電源とも接続できる構成とする。また，外部電源喪失の場合は，タービン建屋等の水

位の状況や汚染水処理設備以外の設備負荷を考慮しながら復旧する。 

 

2.5.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

滞留水移送装置，処理装置等一部の設備を除き，アウターライズ津波が到達しないと考え

られる T.P.約 28m 以上の場所に設置する。 

滞留水移送装置，処理装置等，東北地方太平洋沖地震津波が到達したエリアに設置する設

備については，アウターライズ津波による浸水を防止するため仮設防潮堤内に設置する。ま

た，アウターライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大津波警報が出た際は滞留水移送装置，

処理装置を停止し，処理装置については隔離弁を閉めることにより滞留水の流出を防止す

る。 
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(2) 台風（強風） 

汚染水処理設備等のうち，処理装置及び建屋内 ROは台風（強風）による設備損傷の可能

性が低い鉄筋コンクリート造の建屋内に設置する。淡水化装置（建屋内 RO除く）は，蛇腹

ハウスやテントハウス内に設置しているため，台風（強風）によりハウスの一部が破損する

可能性はあるが，ハウス破損に伴い，淡水化装置に損傷を与える可能性がある場合は，淡水

化装置の停止等の操作を行い，装置損傷による汚染水の漏えい防止を図る。 

 

(3) 火災 

初期消火の対応ができるよう，近傍に消火器を設置する。 

 

2.5.1.7 構造強度及び耐震性 

2.5.1.7.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 

(1) 構造強度 

a. 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手した

機器等 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備を構成する機器は，「発電用原子力設備に関する

技術基準を定める省令」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3機器に準ずるものと

位置付けられる。クラス 3機器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・

建設規格」（以下，「JSME 規格」という。）で規定される。 

しかしながら，震災以降緊急対応的にこれまで設置してきた機器等は，必ずしも JSME 規

格に従って設計・製作・検査をされたものではなく，日本産業規格（JIS）や日本水道協会

規格等の国内外の民間規格，製品の試験データ等を踏まえ，福島第一原子力発電所構内の作

業環境，機器等の設置環境や時間的裕度を勘案した中で設計・製作・検査を行ってきている。 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備を構成する機器は，高濃度の汚染水を内包するた

め，バウンダリ機能の健全性を確認する観点から，設計された肉厚が十分であることを確認

している。また，溶接部については，耐圧・漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい等の

ないことを確認している。 

機器等の経年劣化に対しては，適切な保全を実施することで健全性を維持していく。 

 

b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計する機器等 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備を構成する機器は，「実用発電用原子炉及びその

付属設備の技術基準に関する規則」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3機器に準

ずるものと位置付けられる。クラス 3機器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備

規格 設計・建設規格」等（以下，「JSME 規格」という。）で規定される。 

汚染水処理設備等は，地下水等の流入により増加する汚染水の対応が必要であり，短期間

での機器の設置が求められる。また，汚染水漏えい等のトラブルにより緊急的な対応が必要
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となることもある。 

従って，今後設計する機器等については，JSME 規格に限定するものではなく，日本産業

規格（JIS）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，或いは American Society of 

Mechanical Engineers（ASME 規格），日本産業規格（JIS），またはこれらと同等の技術的妥

当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。溶接（溶接施工法および溶接士）は JSME

規格，American Society of Mechanical Engineers（ASME 規格），日本産業規格（JIS），お

よび発電用火力設備に関する技術基準を定める省令にて認証された溶接，または同等の溶

接とする。また，JSME 規格で規定される材料の日本産業規格（JIS）年度指定は，技術的妥

当性の範囲において材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 

さらに，今後も JSME 規格に記載のない非金属材料（耐圧ホース，ポリエチレン管等）に

ついては，現場の作業環境等から採用を継続する必要があるが，これらの機器等については，

日本産業規格（JIS）や日本水道協会規格，製品の試験データ等を用いて設計を行う。 

 

(2) 耐震性 

汚染水処理設備等を構成する機器は，その安全機能の重要度，地震によって機能の喪失を

起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動への影響等を考慮した上で，

核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における耐震クラス分類を参考にし

て適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられる設計用地震力に十分耐えら

れる設計とする。要求される地震力に対して耐震性を確保できない場合は，その影響につい

て評価を行う。支持部材がない等の理由によって，耐震性に関する評価ができない設備を設

置する場合においては，可撓性を有する材料を使用するなどし，耐震性を確保する。 

なお，検討用地震動および同津波に対する評価が必要な設備として抽出された機器等に

ついては，今後対策を講じる。 

また，各機器は必要な耐震性を確保するために，原則として以下の方針に基づき設計する。 

・倒れ難い構造（機器等の重心を低くする，基礎幅や支柱幅を大きくとる） 

・動き難い構造，外れ難い構造（機器をアンカ，溶接等で固定する） 

・座屈が起こり難い構造 

・変位による破壊を防止する構造（定ピッチスパン法による配管サポート間隔の設定,

配管等に可撓性のある材料を使用） 

 

2.5.1.7.2 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

(1) 構造強度 

a.  震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25年 8月 14 日より前に）設計に着手した

機器等 

使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設を構成する機器は，震災以降緊

急対応的に設置してきたもので，「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」にお
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いて，廃棄物処理設備に相当するクラス 3機器に準ずるものと位置付けられる。クラス 3機

器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「JSME 規

格」という。）で規定される。 

しかしながら震災以降緊急対応的にこれまで設置してきた機器等は，必ずしも JSME 規格

に従って設計・製作・検査をされたものではなく，日本産業規格（JIS）等規格適合品また

は製品の試験データ等を踏まえ，福島第一原子力発電所構内の作業環境，機器等の設置環境

や緊急時対応の時間的裕度を勘案した中で設計・製作・検査を行ってきている。 

廃スラッジ貯蔵施設を構成する機器は，高濃度の汚染水を内包するため，バウンダリ機能

の健全性を確認する観点から，設計された肉厚が十分であることを確認している。また，溶

接部については，耐圧・漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい等のないことを確認して

いる。 

なお，使用済セシウム吸着塔保管施設を構成するコンクリート製ボックスカルバートは

遮へい物として吸着塔等の周囲に配置するものであり，JSME 規格で定める機器には該当し

ない。 

 

b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計する機器等 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設は必要に応じて増設することとしており，地下水等

の流入により増加する汚染水の処理に伴う二次廃棄物への対応上，短期間での施設の設置

が必要である。このため今後設計する機器等については，日本産業規格（JIS）等規格に適

合した工業用品の採用，或いは JIS 等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を

行う。 

 

(2) 耐震性 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設を構成する機器は，「発電用原子炉

施設に関する耐震設計審査指針」の Bクラス相当の設備と位置づけられる。 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設の耐震性に関する評価にあたって

は，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」に準拠することを基本とするが，必要に応

じて現実的な評価を行う。また，配管に関しては，変位による破壊を防止するため，定ピッ

チスパン法による配管サポート間隔の設定や，可撓性のある材料を使用する。 

なお，検討用地震動および同津波に対する評価が必要な設備として抽出された機器等に

ついては，今後対策を講じる。 

 

2.5.1.8 機器の故障への対応 

2.5.1.8.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連施設（移送配管，移送ポンプ等） 

(1) 機器の単一故障 

a. 動的機器の単一故障 
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汚染水処理設備は，機器の単一故障により滞留水の処理機能が喪失するのを防止す

るため動的機器や外部電源を多重化しているが，汚染水処理設備の動的機器が故障し

た場合は，待機設備へ切替を行い，滞留水の処理を再開する。 

 

(2) 主要機器の複数同時故障 

a. 処理装置の除染能力が目標性能以下 

汚染水処理設備は，セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着

装置及び除染装置による処理装置全体で多重化が確立されており，各装置の組み合わ

せもしくは単独による運転が可能である。そのため，一つの処理装置が故障しても性

能回復は短時間で行えるが，万一，所定の除染能力が得られず下流側の逆浸透膜装置

の受け入れ条件（102Bq/cm3オーダ）を満足しない場合は，以下の対応を行う。 

逆浸透膜装置後淡水受タンクでの希釈効果等を踏まえながら，必要に応じて処理装

置出口の処理済水を再度セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸

着装置及び除染装置に水を戻す「再循環処理」を実施する（手動操作）。なお，再循環

処理を実施する場合，稼働率が 50%以下となるため，タービン建屋等からの滞留水の

移送量を調整し，プロセス主建屋，高温焼却炉建屋の水位上昇を監視する。 

 

b. 滞留水の処理機能喪失 

汚染水処理設備は，セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着

装置及び除染装置のそれぞれで単独運転が可能である。 

また，セシウム吸着装置及び除染装置と第二セシウム吸着装置は，それぞれ異なる

系統の所内高圧母線から受電する構成とし，第三セシウム吸着装置は，二つの異なる

系統の所内高圧母線から受電する構成としている。 

さらに，セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置及び除

染装置は，建屋により分離して設置している。以上のことから，共通要因によりすべ

ての処理装置が機能喪失する可能性は十分低いと想定するが，全装置が長期間停止す

る場合は，以下の対応を行う。 

 

(a) 処理装置が長期間停止する場合，炉注水量を調整し，滞留水の発生量を抑制する。 

(b) セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置または第三セシウム吸着装置の吸着塔

の予備品を用意し，短期間（1ヶ月程度）で新たな処理が可能なように準備する。 

(c) タービン建屋等の水位が所外放出レベル近くに達した場合，滞留水をタービン建

屋の復水器に移送することで，放射性物質の所外放出を防止する。 

(d) 滞留水の系外への漏えいを防止するために，集中廃棄物処理建屋のサイトバンカ

建屋，焼却工作室建屋等への移送準備を行い，滞留水受け入れ容量を確保する。 
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(3) その他の事象 

a. 降水量が多い場合の対応 

降水量が多い場合には，滞留水の移送量，処理量を増加させる等の措置をとる。ま

た，大量の降雨が予想される場合には，事前に滞留水をプロセス主建屋等へ移送し，

タービン建屋等の水位を低下させる措置をとる。 

さらに，タービン建屋の水位が上昇すれば，炉注水量の低下措置等の対応を図る。 

 

(4) 異常時の評価 

a. 滞留水の処理機能喪失時の評価 

処理装置が長期に機能喪失した場合でも，タービン建屋等の水位は T.P.1,200mm 程

度で管理しているため所外放出レベルのT.P.2,564mmに達するまでの貯留容量として

約 30,000m3を確保している。さらにタービン建屋の復水器等へ滞留水を移送すること

により，これまでの運転実績から，原子炉への注水量を約 400m3/日，地下水の浸透，

雨水の浸入により追加発生する滞留水量を約 400m3/日と想定した場合においても，1

ヶ月分（約 24,000m3）以上の貯留が可能である。 

本資料に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読替値（-727mm）を用いて，下式

に基づき換算している。 

＜換算式＞T.P.=旧 O.P.-1,436mm 

 

b. 降水量が多い場合の評価 

月降水量の最大値は，気象庁の観測データにおいて福島県浪江町で 634mm（2006 年

10 月），富岡町で 615mm（1998 年 8 月）である。また，タービン建屋等の水位は，降

水量に対し 85%の水位上昇を示したことがあるため 1 ヶ月あたりタービン建屋の水位

を 540mm（634mm×0.85％）上昇させる可能性がある。 

その他，建屋水位を上昇させるものとして，①地下水流入と②原子炉への注水があ

り，各々約 400m3/日が想定される。1 号～4 号機の滞留水が存在している建屋面積の

合計は約 23,000m2となるため，降雨，地下水流入，及び原子炉への注水により 1ヶ月

に発生する滞留水量の合計は 36,420m3となる。そのため，各建屋の水位を維持するた

めには，約 1,220m3/日の滞留水移送・処理が必要となる。一方，移送装置は移送ポン

プが1台あたり20m3/hの運転実績があるため1,920m3/日の滞留水移送が可能であり，

処理装置も実績として 1,680m3/日で処理を実施したことがある。 

したがって，月降水量 1,000mm 以上の場合でも，現状の移送装置，処理装置の能力

でタービン建屋等の水位を維持することが可能である。 
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2.5.1.8.2 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

(1) 機器の単一故障 

a. 動的機器の単一故障 

廃スラッジ一時保管施設は，機器の単一故障により安全機能が喪失するのを防止す

るため，動的機器を多重化しているが，動的機器が故障した場合は，待機設備へ切替

を行い，安全機能を回復する。 

 

b. 外部電源喪失時 

使用済セシウム吸着塔仮保管施設，使用済セシウム吸着塔一時保管施設は，使用済

みのセシウム吸着塔等を静的に保管する施設であり，外部電源喪失した場合でも，安

全機能に影響を及ぼすことはない。 

造粒固化体貯槽(D)は排気用の仮設電源を設けており，外部電源喪失により貯槽内

気相部の排気が不可能となった場合は，必要に応じ電源切替を操作することで可燃性

ガスを放出する。 

廃スラッジ一時保管施設は，外部電源喪失により貯槽内気相部の排気が不可能とな

るが，以下を考慮しており，短時間のうちに安全機能の回復が可能である。 

・電源車の接続口を設置 

・仮設送風機（エンジン付きコンプレッサ）の接続が可能なように取合口を設置 

・窒素ボンベによる掃気が可能なようにボンベを設置 

・手動弁を操作することで，可燃性ガスを放出（ベント）できるラインを設置 
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2.5.2 基本仕様 

2.5.2.1 主要仕様 

2.5.2.1.1 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 

(1) 1 号機タービン建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        30ｍ 

(追設)台  数        4 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(2) 2 号機タービン建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        30ｍ 

(追設)台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(3) 3 号機タービン建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        30ｍ 

(追設)台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(4) 4 号機タービン建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        3 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        30ｍ 

(追設)台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 
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(5) サイトバンカ排水ポンプ（完成品） 

台  数        1 

容  量        12 m3/h 

揚  程        30 m 

 

(6) プロセス主建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 （高濃度滞留水受タンク移送ポンプと共用） 

容  量        50 m3/h（1 台あたり） 

揚  程        38.5～63ｍ 

 

 

(7) 高温焼却炉建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        50m3/h（1 台あたり） 

揚  程        38.5m 

 

(8) 油分分離装置処理水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        50m3/h（1 台あたり） 

揚  程        65m 

 

(9) 第二セシウム吸着装置ブースターポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        50m3/h（1 台あたり） 

揚  程        108m 

 

(10) セシウム吸着処理水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        50m3/h（1 台あたり） 

揚  程        41m 

 

(11) 廃止（除染装置処理水移送ポンプ（完成品）） 
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(12) ＳＰＴ廃液抜出ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 50m3/h（1台あたり） 

揚  程 30m 

 

(13) ＳＰＴ受入水移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 50m3/h（1台あたり） 

揚  程 75m 

 

(14) 廃液ＲＯ供給ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 70m3/h（1台あたり） 

揚  程 30m 

 

(15) ＲＯ処理水供給ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 50m3/h（1台あたり） 

揚  程 75m 

 

(16) ＲＯ処理水移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 50m3/h（1台あたり） 

揚  程 75m 

 

(17) ＲＯ濃縮水供給ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 50m3/h（1台あたり） 

揚  程 75m 

 

(18) 廃止（ＲＯ濃縮水貯槽移送ポンプ（完成品）） 
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(19) ＲＯ濃縮水移送ポンプ（完成品） 

台  数 12 

容  量 50m3/h（1台あたり） 

揚  程 50～75m 

 

(20) 廃止（濃縮水供給ポンプ（完成品）） 

 

 

 

 

(21) 廃止（蒸留水移送ポンプ（完成品）） 

 

 

 

 

(22) 廃止（濃縮処理水供給ポンプ（完成品）） 

 

 

 

 

(23) 廃止（濃縮処理水移送ポンプ（完成品）） 

 

 

 

 

(24) 濃縮水移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 40m3/h（1台あたり） 

揚  程 50m 

 

(25) 高濃度滞留水受タンク移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 

容  量 30m3/h（1台あたり） 

揚  程 65m 
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(26) 廃止（高濃度滞留水受タンク（完成品）） 

 

 

 

    

(27) 油分分離装置処理水タンク（完成品）※１ 

合計容量（公称） 37.5 m3 

基  数 3 基 

容量（単基） 12.5 m3／基 

 

(28) セシウム吸着処理水タンク（完成品）※１ 

合計容量（公称） 37.5 m3 

基  数 3 基 

容量（単基） 12.5 m3／基 

 

(29) 除染装置処理水タンク（完成品）※１ 

合計容量（公称） 37.5 m3 

基  数 3 基 

容量（単基） 12.5 m3／基 

 

(30) サプレッションプール水サージタンク（既設品） 

基  数 2 基 

容    量 3,500 m3／基 

 

(31) ＳＰＴ受入水タンク（完成品）※１ 

基  数 1 基 

容  量 85 m3 

 

(32) 廃液ＲＯ供給タンク（完成品）※１ 

合計容量（公称） 1,200m3 

基  数 34 基 

容量（単基） 35～110 m3／基 

 

(33) ＲＯ処理水受タンク（完成品）※１ 

基  数 1 基 

容  量 85 m3 

※１ 公称容量であり，運用上の容量は公称容量とは異なる。 
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(34) 廃止（ＲＯ処理水一時貯槽） 

 

 

(35) ＲＯ処理水貯槽 ※１ 

合計容量（公称） 7,000m3 

基  数 7 基 

容量（単基） 1,000 m3以上／基※２ 

材  料 SS400 

板厚（側板） 15mm 

 

(36) 廃止（中低濃度滞留水受タンク（完成品）） 

 

 

 

 

(37) ＲＯ濃縮水受タンク（完成品）※１ 

基  数 1 基 

容  量 85 m3 

    

(38) 廃止（ＲＯ濃縮水貯槽（完成品）） 

 

(39) ＲＯ濃縮水貯槽 ※１ 

合計容量（公称） 187,000 m3（必要に応じて増設）  

基  数 190 基（必要に応じて増設） 

容量（単基） 700 m3以上, 1,000 m3以上／基※２ 

材  料 SS400 

板厚（側板） 16mm（700m3），12mm（1,000m3）, 15mm（1,000m3） 

 

 

(40) 廃止（濃縮水受タンク（完成品）） 

 

 

(41) 廃止（蒸留水タンク（完成品）） 

 

 

※１ 公称容量であり，運用上の容量は公称容量とは異なる。 

※２ 運用上の容量は，水位計 100%までの容量とする。 
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(42) 廃止（濃縮処理水タンク（完成品）） 

 

 

(43) 蒸発濃縮処理水貯槽 ※１ 

合計容量（公称） 5,000m3 

基  数 5 基 

容量（単基） 1,000m3以上／基※２ 

材  料 SS400 

板厚（側板） 15mm 

 

(44) 濃縮水タンク（完成品）※１ 

合計容量（公称） 150m3 

基  数 5 基 

容量（単基） 40m3／基 

 

(45) 濃縮廃液貯槽（完成品）※１ 

合計容量（公称） 300m3 

基  数  3 基 

容量（単基）  100m3／基 

 

(46) 多核種処理水貯槽 ※１,3,4 

合計容量（公称） 1,153,489 m3（必要に応じて増設） 

基  数  820 基（必要に応じて増設） 

容量（単基）  700m3, 1,000m3, 1,060m3，1,140m3，1,160m3，1,200m3， 

 1,220 m3，1,235m3, 1,330m3, 1,356m3, 2,400m3， 

2,900m3／基※２ 

材  料 SS400, SM400A，SM400B, SM400C，SM490A, SM490C 

板厚（側板） 12mm（700m3, 1,000m3, 1,160m3，1,200m3，1,220m3，1,235m3, 

1,330m3,1,356m3）,18.8mm（2,400m3），15mm（1,000 m3, 

1,060m3，1,140m3，1,330m3，2,900m3），16mm（700m3） 

 

 

 

 

 

 

※１ 公称容量であり，運用上の容量は公称容量とは異なる。 

※２ 運用上の容量は，水位計 100%までの容量とする。 

※３ 今後増設するタンク（Ｊ６,Ｋ１北,Ｋ２,Ｋ１南,Ｈ１,Ｊ７,Ｊ４（1,160m3）,Ｈ１東,Ｊ８,Ｋ３,Ｊ９,Ｋ４,Ｈ２, 
Ｈ４北,Ｈ４南,Ｇ１南,Ｈ５,Ｈ６（Ⅰ）,Ｂ,Ｂ南,Ｈ３,Ｈ６（Ⅱ）,Ｇ６,Ｇ１,Ｇ４南，Ｇ４北，Ｇ５エリア）は，

公称容量を運用水位上限とする。 

※４ Ｋ４エリアタンクの一部を「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」の測定・確認用タンクと兼用

する。 
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(47) 地下貯水槽 ※１ 

合計容量（公称） 56,000 m3 

基  数           6 基 

容  量    4,000～14,000m3 

材  料 ポリエチレン，ベントナイト 

厚  さ 1.5mm（ポリエチレン），6.4mm（ベントナイト） 

 

(48) ろ過水タンク（既設品） 

基  数 1 基 

容  量 8,000 m3 

 

(49) 油分分離装置（完成品） 

台  数 3 

容  量 1,200 m3／日（1台で 100%容量） 

性  能 出口にて浮遊油 100ppm 以下（目標値） 

 

(50) セシウム吸着装置 

系 列 数        4 系列（Cs吸着運転） 

            2 系列（Cs/Sr 同時吸着運転） 

処 理 量（定格）    1,200 m3/日 （4 系列：Cs 吸着運転） 

             600 m3/日 （2系列：Cs/Sr 同時吸着運転） 

除染係数（設計目標値） ・Cs吸着運転 

放射性セシウム : 103～105 程度  

            ・Cs/Sr 同時吸着運転 

                        放射性セシウム: 103～105 程度 

            放射性ストロンチウム : 10～103 程度 

(51) 第二セシウム吸着装置 

系 列 数 2 

処 理 量 1,200 m3/日 

除染係数（設計目標値） 104～106程度 

 

(52) 第三セシウム吸着装置 

系 列 数 1 

処 理 量 600 m3/日 

除染係数（設計目標値） 103～105程度 

 

※１ 公称容量であり，運用上の容量は公称容量とは異なる。 
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(53) 第三セシウム吸着装置ブースターポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        25m3/h（1 台あたり） 

揚  程        110m 

 

(54) 除染装置（凝集沈殿法） 

系 列 数 1 

処 理 量 1,200 m3／日 

除染係数（設計目標値） 103程度 

 

(55) 淡水化装置（逆浸透膜装置）（完成品） 

(RO-1A) 廃止 

  

(RO-1B) 廃止 

  

(RO-2)  廃止 

   

(RO-3)   処 理 量       1,200 m3／日 

 淡水化率       約 40％ 

(RO-TA)  処 理 量  800 m3／日 

  淡水化率  約 50％ 

(RO-TB)  処 理 量  800 m3／日 

 淡水化率        約 50％ 

 

(56) 淡水化装置（蒸発濃縮装置）（完成品） 

(蒸発濃縮-1A) 処 理 量    12.7 m3／日 

 淡水化率    約 30％ 

(蒸発濃縮-1B) 処 理 量    27 m3／日 

 淡水化率    約 30％ 

(蒸発濃縮-1C) 処 理 量    52 m3／日 

 淡水化率    約 30％ 

(蒸発濃縮-2A/2B) 処 理 量    80 m3／日 

 淡水化率    約 30％ 

(蒸発濃縮-3A/3B/3C) 処 理 量    250 m3／日 

 淡水化率    約 70％ 
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(57) 廃止（モバイル式処理装置） 

 

 

 

(58)廃止（モバイル式処理装置 吸着塔） 
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(59)廃止（トレンチ滞留水移送装置 移送ポンプ（完成品）） 

    

 

 

 

(60) Sr 処理水貯槽※１，3 

合計容量（公称） 55,596 m3 （必要に応じて増設） 

基  数  50 基  （必要に応じて増設） 

容量（単基）  1,057m3以上, 1,160m3以上，1,200m3以上／基※２ 

材  料 SS400, SM400A，SM400C 

板厚（側板） 15mm（1,057m3）, 12mm（1,160m3），12mm（1,200m3） 

 

(61) 濃縮廃液貯槽 

合計容量（公称） 10,000 m3  

基  数  10 基 

容量（単基）  1,000m3以上／基※２ 

材  料 SS400 

板厚（側板） 15mm（1,000m3） 

 

(62) 1 号機原子炉建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(63) 2 号機原子炉建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(64) 2 号機廃棄物処理建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

 

 

※１ 公称容量であり，運用上の容量は公称容量とは異なる。 

※２ 運用上の容量は，水位計 100%までの容量とする。 

※３ 今後増設するタンク（Ｊ６,Ｋ１北,Ｋ２,Ｋ１南,Ｈ１,Ｊ７,Ｊ４（1,160m3）,Ｈ１東,Ｊ８,Ｋ３,Ｊ９,Ｋ４,Ｈ２,

Ｈ４北,Ｈ４南,Ｇ１南,Ｈ５,Ｈ６（Ⅰ）,Ｂ,Ｂ南,Ｈ３,Ｈ６（Ⅱ）,Ｇ６，Ｇ１，Ｇ４南，Ｇ４北，Ｇ５エリア）

は，公称容量を運用水位上限とする。 
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(65) 3 号機原子炉建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        4 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(66) 3 号機廃棄物処理建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(67) 4 号機原子炉建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(68) 4 号機廃棄物処理建屋滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        18m3/h（1 台あたり） 

揚  程        46ｍ 

 

(69) ＳＰＴ廃液移送ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   35m3/h（1台あたり） 

揚  程   75m 

 

(70) ＳＰＴ廃液昇圧ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   35m3/h（1台あたり） 

揚  程   30m 

 

(71) ろ過処理水移送ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   35m3/h（1台あたり） 

揚  程   30m 
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(72) ろ過処理水昇圧ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   35m3/h（1台あたり） 

揚  程   300m 

 

(73) ＣＳＴ移送ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   20m3/h（1台あたり） 

揚  程   70m 

 

(74) ろ過処理水受タンク 

基  数   2 基 

容  量   10 m3／基 

材  料   強化プラスチック（FRP） 

厚  さ   胴板 9.0mm 

 

(75) 淡水化処理水受タンク 

基  数   2 基 

容  量   10 m3／基 

材  料   SM400C 

厚  さ   胴板 9.0mm 

 

(76) ろ過器 

基  数   2 基 

容   量   35 m3／h／基 

材  料   SM400A（ゴムライニング） 

厚  さ   胴板 9.0mm 

 

(77)第二セシウム吸着装置第二ブースターポンプ（完成品） 

 台  数   2 

 容  量   50m3/h（1台あたり） 

 揚  程   103m 
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(78)セシウム吸着装置ブースターポンプ（完成品） 

 台  数   2 

 容  量   50m3/h（1台あたり） 

 揚  程   103m 

 

(79) 1 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(80) 2 号機タービン建屋床ドレンサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(81) 2 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ａ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(82) 2 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(83) 3 号機タービン建屋床ドレンサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(84) 3 号機タービン建屋サービスエリアストームドレンサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  
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(85) 3 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ａ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(86) 3 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(87) 4 号機タービン建屋床ドレンサンプ滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(88) 4 号機原子炉建屋床ドレンサンプ（Ａ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(89) 4 号機原子炉建屋床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(90) 4 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ａ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(91) 4 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  
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(92) 建屋内 RO濃縮水受タンク 

基  数   1 基 

容  量   30 m3／基 

材  料   ポリエチレン（PE） 

厚  さ   胴板 16.0mm 

 

(93) 増設 RO 濃縮水受タンク（RO濃縮水処理設備※から用途変更） 

基  数   1 基 

容  量   30 m3／基 

材  料   SUS316L 

厚  さ   胴板 9.0mm 

    ※Ⅱ-2.38 RO 濃縮水処理設備 2.38.2.2 機器仕様（1）容器 

 

(94) 建屋内 RO濃縮水移送ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   15m3/h（1台あたり） 

揚  程   76m 

 

(95) 増設 RO 濃縮水供給ポンプ（完成品） 

台  数   2 

容  量   15m3/h（1台あたり） 

揚  程   76m 

 



Ⅱ-2-5-34 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１／２７） 

名 称 仕 様 

１号機タービン建屋から 

１号機廃棄物処理建屋まで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

１号機原子炉建屋から 

１号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当, 
100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

１号機タービン建屋から 

１号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当, 
100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

１号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）から１号機タービン建屋ストレー
ナユニット分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２／２７） 

名 称 仕 様 

１号機集合ヘッダー 

（鋼管） 
呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

１号機集合ヘッダー出口から 

２号機タービン建屋取り合いまで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

２号機原子炉建屋から 

２号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40,80A/Sch.40, 
100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

２号機タービン建屋から 

２号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40,80A/Sch40, 
100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

２号機タービン建屋床ドレンサンプから
２号機タービン建屋ポンプ出口弁スキッ
ド分岐部まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（３／２７） 

名 称 仕 様 

２号機タービン建屋床ドレンサンプから
２号機タービン建屋ポンプ出口弁スキッ
ド分岐部まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

２号機廃棄物処理建屋から 

２号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40,80A/Sch.40, 
100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

２号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ａ）から２号機廃棄物処理建屋ポンプ
出口弁スキッド分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（４／２７） 

名 称 仕 様 

２号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ａ）から２号機廃棄物処理建屋ポンプ
出口弁スキッド分岐部まで 

（鋼管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

２号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）から２号機廃棄物処理建屋床ドレ
ンサンプ（Ａ）まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

２号機集合ヘッダー 

（鋼管） 
呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

２号機集合ヘッダー出口から 

２号機タービン建屋取り合いまで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

２号機タービン建屋から 

３号機タービン建屋まで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

２号機タービン建屋から 

４号機弁ユニットまで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

３号機原子炉建屋から 

３号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（５／２７） 

名 称 仕 様 

３号機原子炉建屋から 

３号機集合ヘッダー入口まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40,80A/Sch.40, 
100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機原子炉建屋トーラス室から３号機
原子炉建屋ポンプ出口弁スキッド分岐部
まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機タービン建屋から 

３号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管）  呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40,80A/Sch.40, 
100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機タービン建屋床ドレンサンプから
３号機タービン建屋ポンプ出口弁スキッ
ド分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（６／２７） 

名 称 仕 様 

３号機タービン建屋床ドレンサンプから
３号機タービン建屋ポンプ出口弁スキッ
ド分岐部まで 

（鋼管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機タービン建屋サービスエリアスト
ームドレンサンプから３号機タービン建
屋床ドレンサンプまで 

(耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

３号機廃棄物処理建屋から 

３号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリ塩化ビニル 
0.96MPa 
40℃ 

(ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 

 
呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40,80A/Sch.40, 
100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ａ）から３号機廃棄物処理建屋床ドレ
ンサンプ（Ｂ）まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（７／２７） 

名 称 仕 様 

３号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ａ）から３号機廃棄物処理建屋床ドレ
ンサンプ（Ｂ）まで 

（鋼管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

３号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）から３号機廃棄物処理建屋ポンプ
出口弁スキッド分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機集合ヘッダー 

（鋼管） 
呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

３号機集合ヘッダー出口から 

３号機タービン建屋取り合いまで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

３号機タービン建屋から 

４号機弁ユニットまで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

３号機タービン建屋から 

４号機タービン建屋まで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

４号機原子炉建屋から 

４号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（８／２７） 

名 称 仕 様 

４号機原子炉建屋から 

４号機集合ヘッダー入口まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当， 
100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機原子炉建屋床ドレンサンプ（Ａ）
から４号機原子炉建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機原子炉建屋床ドレンサンプ（Ｂ）
から４号機原子炉建屋ストレーナユニッ
ト分岐部まで 

(耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機タービン建屋から 

４号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

(ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（９／２７） 

名 称 仕 様 

４号機タービン建屋から 

４号機集合ヘッダー入口まで 

（鋼管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機タービン建屋床ドレンサンプか
ら４号機タービン建屋ストレーナユニ
ット分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機廃棄物処理建屋から 

４号機集合ヘッダー入口まで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当， 
100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ａ）から４号機廃棄物処理建屋ストレ
ーナユニット分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１０／２７） 

名 称 仕 様 

４号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）から４号機廃棄物処理建屋床ドレ
ンサンプ（Ａ）まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,80A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機集合ヘッダー 

（鋼管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

４号機集合ヘッダー出口から 

４号機タービン建屋取り合いまで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

４号機タービン建屋取り合いから 

４号機弁ユニットまで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

４号機弁ユニットから 

プロセス主建屋切替弁スキッド入口，高
温焼却炉建屋弁ユニット入口まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

サイトバンカ建屋から 

プロセス主建屋まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 
40℃ 

プロセス主建屋 3階取り合いから 

油分分離装置入口ヘッダーまで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１１／２７） 

名 称 仕 様 

油分分離装置入口ヘッダーから 

油分分離装置処理水タンクまで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

200A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 

油分分離装置処理水タンクから 

セシウム吸着装置入口まで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 

油分分離装置処理水タンクから 

第二セシウム吸着装置入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 

セシウム吸着装置入口から 

セシウム吸着装置出口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A,80A／Sch.40 
SUS316L 
0.97MPa 
66℃ 

セシウム吸着装置出口から 

セシウム吸着処理水タンクまで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 

セシウム吸着処理水タンクから 

除染装置入口まで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 

除染装置入口から 

除染装置出口まで 

（鋼管） 

呼び径 
／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A,80A,100A,150A,200A
／Sch.20S 
SUS316L 
0.3MPa 
50℃ 

除染装置出口から 

サイトバンカ建屋取り合い（除染装置
側）まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370,STPT370 
1.37MPa 
66℃ 

セシウム吸着処理水タンクから 

ＳＰＴ建屋取り合いまで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 

STPG370,STPT370 

1.37MPa 
66℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１２／２７） 

名 称 仕 様 

ＳＰＴ建屋取り合いから 

ＳＰＴ（Ｂ）まで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 
40℃ 

高温焼却炉建屋１階ハッチから 

高温焼却炉建屋１階取り合いまで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 
40℃ 

高温焼却炉建屋 1階取り合いから 

第二セシウム吸着装置入口まで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

100A／Sch.80 

STPG370,STPT370 

1.37MPa 
66℃ 

第二セシウム吸着装置入口から 

第二セシウム吸着装置出口まで 

（鋼管） 

 

呼び径 

／厚さ 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

50A,80A,100A,150A／ 

Sch.80 

STPG370,STPT370 

1.37MPa 
66℃ 

第二セシウム吸着装置入口から 

第二セシウム吸着装置出口まで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
 
 
 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A，80A／Sch.40 
SUS316L 
ASME SA312 S31603 
ASME SA790 S32205 
ASME SA790 S32750 
1.37MPa 
66℃ 

第二セシウム吸着装置入口から 

第二セシウム吸着装置出口まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
合成ゴム（EPDM） 
1.37MPa 
66℃ 

第二セシウム吸着装置出口から 

ＳＰＴ（Ｂ）まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

150A／Sch.80 

STPG370,STPT370 

1.37MPa 
66℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１３／２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 称 仕 様 

ＳＰＴ（Ｂ）から 

淡水化装置（ＲＯ）まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当，100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 
40℃ 

淡水化装置（ＲＯ）から 

ＲＯ処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯
槽まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当， 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

ＲＯ処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯
槽から 

処理水バッファタンク及びＣＳＴまで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

75A 相当，100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１４／２７） 

名 称 仕 様 

淡水化装置（ＲＯ）から 

ＲＯ濃縮水貯槽まで 

（ポリエチレン管） 

 

 

 

（鋼管） 

 

 

 

 

（鋼管） 

 

 

 

 

（鋼管） 

呼び径 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，65A 相当， 

80A 相当，100A 相当 

150A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa，0.98MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.40 

150A/Sch.40 

STPT410，STPT370，SUS316L 

0.98MPa 

40℃ 

 

100A 

SGP 

1.0MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.10 

80A/Sch.10 

50A/Sch.10 

SUS304 

0.98MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１５／２７） 

名 称 仕 様 

中低濃度タンクから 

ＲＯ濃縮水移送ポンプ配管分岐部 

まで 

（ポリエチレン管） 

 

（ポリエチレン管） 

 

 

 

 

（鋼管） 

 

 

 

 

（鋼管） 

 

 

 

 

（鋼管） 

 

 

 

 

 

（鋼管） 

 

 

 

 

 

（鋼管） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa，0.98MPa 

40℃ 

 

75A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.40 

STPT370 

0.98MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.20 

SUS304 

1.0MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.40，80A/Sch.40， 

50A/Sch.80 

STPT410＋ライニング 

0.98MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.10，80A/Sch.10， 

50A/Sch.10 

SUS304 

0.98MPa 

40℃ 

 

100A/Sch.10，65A/Sch.10， 

40A/Sch.10 

SUS316L 

0.98MPa 

40℃ 

蒸発濃縮装置から 

濃縮水タンクまで 

（耐圧ホース） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，100A 相当 

EPDM 合成ゴム 

0.98MPa 

74℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１６／２７） 

名 称 仕 様 

濃縮水タンクから 

濃縮廃液貯槽まで 

（ポリエチレン管） 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

水中ポンプ出口 

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当,100A 相当 

ポリ塩化ビニル 

0.98MPa 

50℃ 

プロセス主建屋内取り合いから 

プロセス主建屋出口取り合いまで 

（戻り系統含む） 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A, 100A／Sch80 

STPG370 

0.5MPa 

66℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１７／２７） 

名 称 仕 様 

セシウム吸着装置南側取り合いから 

セシウム吸着装置入口まで 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370 
1.37MPa 

66℃ 

高温焼却炉建屋１階東側取り合いから 

高温焼却炉建屋１階ハッチまで 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370 
1.37MPa 

66℃ 

 呼び径 
材質 
最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
1.0MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１８／２７） 

名 称 仕 様 

SPT 廃液移送ポンプ出口からろ過処理
水受タンク入口まで 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 
最高使用温度 

50A／Sch.80 

STPT410 

0.98MPa 
40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当，100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当 

合成ゴム 

0.98MPa 

40℃ 

ろ過処理水受タンク出口から建屋内 RO
入口まで 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

STPT410 

4.5MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A,150A／Sch.40 

STPT410 

静水頭 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A，100A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

150A 相当 

ポリエチレン 

静水頭 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（１９／２７） 

名 称 仕 様 

建屋内 RO出口から淡水化処理水受タン
ク入口まで 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

SUS316LTP 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

淡水化処理水受タンク出口から CST 移
送ライン操作弁ユニット入口まで 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

SUS316LTP 

静水頭，0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A，50A／Sch.80 

SUS316LTP 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当 

ポリエチレン 

静水頭，0.98MPa 

40℃ 

建屋内RO出口から建屋内RO濃縮水受タ
ンク入口まで及びろ過処理水受タンク
入口まで 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

65A，80A／Sch.40 

STPT410 

4.5MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２０／２７） 

名 称 仕 様 

建屋内 RO入口から建屋内 RO出口まで 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A／Sch.80 

STPT410 

4.5MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

65A，80A，100A／Sch.40 

STPT410 

4.5MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

40A 相当 

合成ゴム 

4.5MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A，50A／Sch.80 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A 相当 

合成ゴム 

0.98MPa 

40℃ 

４号機弁ユニット入口分岐から 

４号機弁ユニット出口合流まで 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A/Sch.40 

STPG370 

1.0MPa 

40℃ 

高温焼却炉建屋弁ユニット入口から 

高温焼却炉建屋弁ユニット出口まで 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A/Sch.80 

STPG370 

1.0MPa 

40℃ 

高温焼却炉建屋弁ユニット出口から 

高温焼却炉建屋北側取り合いまで 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２１／２７） 

名 称 仕 様 

高温焼却炉建屋 1階取り合いから 

高温焼却炉建屋弁ユニット出口まで 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.80 
STPG370 
1.37MPa 

66℃ 

高温焼却炉建屋弁ユニット出口から 

高温焼却炉建屋 1階東側取り合いまで 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A/Sch.80，100A/Sch.80 

STPG370 

1.37MPa 

66℃ 

高温焼却炉建屋弁ユニット出口から 

高温焼却炉建屋１階ハッチまで 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

高温焼却炉建屋弁ユニット出口から 

第二セシウム吸着装置入口まで 

 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0MPa 

40℃ 

 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A/Sch.80，100A/Sch.80 

STPG370 

1.37MPa 

66℃ 

プロセス主建屋 1階西側取り合いから 

プロセス主建屋地下階まで 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A／Sch.80 

STPG370,STPT370 

1.37MPa 

66℃ 

※ 現場施工状況により，配管仕様の一部を使用しない場合もある。 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２２／２７） 

名 称 仕 様 

プロセス主建屋切替弁スキッド入口か

らプロセス主建屋切替弁スキッド出口

まで 

（鋼管） 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

150A/Sch80, 100A/Sch80, 

50A/Sch80 

STPG370 

1.0 MPa 

40 ℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

150A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40 ℃ 

プロセス主建屋切替弁スキッド出口か

らプロセス主建屋まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40 ℃ 

プロセス主建屋切替弁スキッド出口か

ら第三セシウム吸着装置入口まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40 ℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２３／２７） 

名 称 仕 様 

第三セシウム吸着装置入口から第三セ

シウム吸着装置出口まで 

（鋼管） 

 

 

 

 

 

（ポリエチレン管） 

 

 

 

（耐圧ホース） 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

 

 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A/Sch40, 80A/Sch40, 

65A/Sch40, 50A/Sch40, 

40A/Sch40 

SUS316L 

ASME SA790 S32205 

ASME SA790 S32750 

1.37 MPa 

40 ℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.37 MPa 

40 ℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

65A 相当 

合成ゴム(NBR，EPDM) 

1.37 MPa 

40 ℃ 

第三セシウム吸着装置出口からＳＰＴ

（Ｂ）まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40 ℃ 

プロセス主建屋１階西側分岐からプロ

セス主建屋切替弁スキッドまで 

（鋼管） 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A/Sch80 

STPG370 

1.37MPa 

66℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２４／２７） 

名 称 仕 様 

高温焼却炉建屋切替弁スキッドからＳ

ＰＴ建屋１階中央南側分岐まで 

（鋼管） 

 

（ポリエチレン管） 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A/Sch80 

STPG370 

1.37MPa 

66℃ 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40℃ 

ＳＰＴ建屋１階中央南側分岐からプロ

セス主建屋切替弁スキッドまで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

1.0 MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２５／２７） 

名称 仕様 

建屋内 RO 出口側ライン 

分岐から１号機原子炉建屋

まで 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.40 

SUS316LTP 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80，80A／Sch.40， 

100A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

建屋内 RO 出口側ライン 

分岐から２号機タービン 

建屋まで 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.40 

SUS316LTP 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A／Sch.80，80A／Sch.40，

100A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 
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表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２６／２７） 

名称 仕様 

建屋内 RO 入口側 

タイライン分岐から 

３･４号機タービン建屋 

まで 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40， 

100A／Sch.40， 

150A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

 

 

表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（２７／２７） 

名 称 仕 様 

SPT廃液移送ポンプ出口分岐から建屋内

RO 濃縮水受タンク入口まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

建屋内 RO濃縮水受タンク出口から 8.5m

盤 SPT 受入水移送ポンプ出口ライン合

流まで 

（ポリエチレン管） 

（鋼管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，80A 相当,100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

80A／Sch.40 

STPT410 

0.98MPa 

40℃ 

33.5m 盤 SPT受入水移送ポンプ出口分岐

から増設 RO 濃縮水受タンク入口まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 

増設 RO 濃縮水受タンク出口から 33.5m

盤 RO 濃縮水供給ポンプ出口ライン合流

まで 

（ポリエチレン管） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

50A 相当，100A 相当 

ポリエチレン 

0.98MPa 

40℃ 
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表２．５－２ 放射線監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 放射線モニタ エリア放射線モニタ 

基数 5 基 2 基 3 基 

種類 半導体検出器 半導体検出器 半導体検出器 

取付箇所 
滞留水移送ライン 

屋外敷設箇所 

第三セシウム吸着装置 

設置エリア 
ろ過水タンク周辺 

計測範囲 0.01mSv/h～100mSv/h 0.001mSv/h～10mSv/h 0.001mSv/h～99.99mSv/h 

 

2.5.2.1.2 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

(1) 使用済セシウム吸着塔仮保管施設 

吸着塔保管体数 

 308 体（セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔， 

     モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ・吸着塔， 

第二モバイル型ストロンチウム除去装置吸着塔， 

放水路浄化装置吸着塔） 

9 体（第二セシウム吸着装置吸着塔） 

  

(2) 使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第一施設） 

吸着塔保管体数 

   544 体（セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔， 

サブドレン他浄化装置吸着塔， 

高性能多核種除去設備検証試験装置吸着塔， 

モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ・吸着塔， 

第二モバイル型ストロンチウム除去装置吸着塔， 

放水路浄化装置吸着塔，浄化ユニット吸着塔） 

230 体（第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔， 

多核種除去設備処理カラム，高性能多核種除去設備吸着塔，RO 

濃縮水処理設備吸着塔，サブドレン他浄化装置吸着塔） 

 

(3) 使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第二施設） 

吸着塔保管体数  

   736 体（セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備高性能容器， 

増設多核種除去設備高性能容器） 
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(4) 使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設） 

吸着塔保管体数  

     3,648 体（多核種除去設備高性能容器，増設多核種除去設備高性能容器） 

     

(5) 使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第四施設） 

吸着塔保管体数  

     680 体（セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔， 

サブドレン他浄化装置吸着塔， 

高性能多核種除去設備検証試験装置吸着塔 

モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ・吸着塔， 

第二モバイル型ストロンチウム除去装置吸着塔， 

放水路浄化装置吸着塔，浄化ユニット吸着塔） 

345 体（第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔， 

多核種除去設備処理カラム，高性能多核種除去設備吸着塔， 

RO 濃縮水処理設備吸着塔，サブドレン他浄化装置吸着塔） 

 

(6) 造粒固化体貯槽(D) （既設品） 

 スラッジ保管容量  700m3 

 

(7) 廃スラッジ一時保管施設 

 スラッジ保管容量  720m3 (予備機含む) 

 スラッジ貯層基数  8 基 

 スラッジ貯層容量  90m3/基 
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表２．５－３ 廃スラッジ貯蔵施設の主要配管仕様 

名 称 仕 様 

除染装置から 

造粒固化体貯槽（D） 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A, 80A / Sch20S 
SUS316L 
0.3MPa 
50℃ 

造粒固化体貯槽（D）から 

プロセス主建屋壁面取合まで 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A, 80A / Sch20S 
SUS316L 
0.98MPa 
50℃ 

プロセス主建屋壁面取合から 

廃スラッジ一時保管施設取合まで 

（二重管ホース） 

 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
0.72MPa 
82.2℃ 

廃スラッジ一時保管施設取合から
スラッジ貯槽まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A，50A / Sch40 
SUS316L 
0.98MPa 
50℃ 

廃スラッジ一時保管施設内 

上澄み移送ライン 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A，100A，80A /Sch40 
SUS329J4L 
0.98MPa 
50℃ 

廃スラッジ一時保管施設内 

スラッジ移送ライン 

（鋼管） 

 

呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A，80A，50A / Sch40 

SUS316L 

0.98MPa 

50℃ 
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2.5.3 添付資料  

添付資料－１  系統概要 

添付資料－２  主要設備概要図 

添付資料－３  汚染水処理設備等に関する構造強度及び耐震性等の評価結果 

添付資料－４  廃スラッジ一時保管施設の耐震性に関する検討結果 

添付資料－５  汚染水処理設備等の具体的な安全確保策について 

添付資料－６  セシウム吸着装置及び第二セシウム吸着装置の吸着塔の温度評価 

添付資料－７  廃スラッジ一時保管施設の崩壊熱評価 

添付資料－８  廃スラッジ一時保管施設の遮へい設計 

添付資料－９  汚染水処理設備等の工事計画及び工程について 

添付資料－１０ No.1 ろ過水タンクへの逆浸透膜装置廃水の貯留について 

添付資料－１１ ２号機及び３号機の海水配管トレンチにおける高濃度汚染水の処理設備 

        （モバイル式処理設備）の撤去について 

添付資料－１２ 中低濃度タンクの設計・確認の方針について 

添付資料－１３ 中低濃度タンク及び高濃度滞留水受タンクの解体・撤去の方法について 

添付資料－１４ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設） 

添付資料－１５ 建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器の設計・確認の方針について 

添付資料－１６ 滞留水移送装置の設計・確認方法について 

添付資料―１７ セシウム吸着装置におけるストロンチウム除去について 

添付資料－１８ セシウム吸着装置により高温焼却炉建屋の滞留水を浄化するために使用 

する配管について 

添付資料－１９ 第二セシウム吸着装置における Cs 及び Srの除去について 

添付資料－２０ （廃止）RO濃縮塩水を移送する配管の追設について 

添付資料－２１ 滞留水移送装置による水位調整が不可能なエリアの対応について 

添付資料－２２ プロセス主建屋，高温焼却炉建屋の地下階を介さずに滞留水を処理装置へ

移送する設備について 

添付資料－２３ 蒸留水タンク，濃縮水受タンク，濃縮処理水タンクの撤去方法について 

添付資料－２４ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設の架台とボックスカルバートについ

て 

添付資料－２５ SPT 建屋の構造強度及び耐震性について 

添付資料－２６ 濃縮廃液貯槽(完成品)の安全確保策について 

添付資料－２７ 地下貯水槽 No.５の解体・撤去について 

添付資料－２８ 除染装置処理水移送ポンプ及び弁を含む付属配管の撤去について 

添付資料－２９ 滞留水浄化設備の設計・確認方法について 

添付資料－３０ 第三セシウム吸着装置について 

添付資料－３１ 主要配管の確認事項について 
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添付資料－１ 

 

表１ 設備の構成 

 

 
汚染水処理設備等 

汚染水処理設備 貯留設備 関連設備 使用済セシウム吸着塔保管施設 廃スラッジ貯蔵施設 

処理装置 
 ・セシウム吸着装置 
 ・第二セシウム吸着装置 
・第三セシウム吸着装置 

 ・除染装置 
 
淡水化装置 
 ・逆浸透膜装置 
 ・蒸発濃縮装置 

中低濃度タンク 
 ・サプレッション・プール水サージタンク 
 ・廃液 RO 供給タンク 
 ・RO 後濃縮塩水受タンク 
 ・濃縮廃液貯槽 
 ・RO 後淡水受タンク 
 ・多核種処理水タンク 
 ・Ｓｒ処理水タンク 
 
地下貯水槽 
 
ろ過水タンク 

油分分離装置 
 
モバイル式処理設備 
 
電源設備 
 
滞留水移送装置 
・移送ポンプ 
・移送配管 

使用済セシウム吸着塔仮保管施設 
使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

造粒固化体貯槽(D) 
廃スラッジ一時保管施設 
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水
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理
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等
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体
概
要
図
（
１
／
２
）
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※

※

※

中低濃度タンク

(35),(39),(45),

(46),(43),(61)

及び

地下貯水槽

※ 各中低濃度タンク（RO後濃縮塩水受タンク）まで

中低濃度タンク

(39), (46)

中低濃度タンク

(46),(60）

（34）廃止（ＲＯ処理水一時貯槽）
（38）廃止（ＲＯ濃縮水貯槽（完成品））

多核種除去設備

使用済セシウム吸着塔
一時保管施設

シールド中央制御室
（シールド中操）

使用済セシウム吸着塔
仮保管施設

第二セシウム吸着装置

セシウム吸着装置(1F)

造粒固化体貯槽(D)

(地下)

油分分離装置(4F) 除染装置(1F)

廃スラッジ
一時保管施設

ろ過水タンク

モバイル式処理装置(車載)

主な移送配管

淡水化装置(2F)

中低濃度タンク(46)

中低濃度タンク(46)

中低濃度タンク(46)

第三セシウム吸着装置(2F)

淡水化装置

使用済セシウム吸着塔

一時保管施設

中低濃度タンク(46)

中低濃度タンク
(39),(46)

 

 

 

(b) 配置概要 

図－１ 汚染水処理設備等の全体概要図（２／２） 
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(b) 移送装置 配管ルート図 

図－２ 滞留水移送装置の系統構成図（３／３） 

 

３，４号機滞留水移送系統（各建屋１階） 

※ポンプ・配管は多重化しているものの、本図では単一のものとして示す 

１，２号機滞留水移送系統（各建屋１階） 
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添付資料－３ 

 

汚染水処理設備等に関する構造強度及び耐震性等の評価結果 

 

 汚染水処理設備等を構成する設備について,構造強度評価の基本方針及び耐震性評価の

基本方針に基づき構造強度及び耐震性等の評価を行う。 

 

1. 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 

1.1. 基本方針 

1.1.1. 構造強度評価の基本方針 

a. 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手し

た機器等 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備を構成する機器は，「発電用原子力設備に関

する技術基準を定める省令」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3 機器に準

ずるものと位置付けられる。クラス 3機器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力

設備規格 設計・建設規格」（以下，「JSME 規格」という。）で規定される。 

しかしながら，震災以降緊急対応的にこれまで設置してきた機器等は，必ずしも JSME

規格に従って設計・製作・検査をされたものではなく，日本産業規格（JIS）や日本水

道協会規格等の国内外の民間規格，製品の試験データ等を踏まえ，福島第一原子力発

電所構内の作業環境，機器等の設置環境や時間的裕度を勘案した中で設計・製作・検

査を行ってきている。 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備を構成する機器は，高濃度の汚染水を内包

するため，バウンダリ機能の健全性を確認する観点から，設計された肉厚が十分であ

ることを確認している。また，溶接部については，耐圧・漏えい試験等を行い，有意

な変形や漏えい等のないことを確認している。 

機器等の経年劣化に対しては，適切な保全を実施することで健全性を維持していく。 

 

b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計する機器等 

汚染水処理設備，貯留設備及び関連設備を構成する機器は，「実用発電用原子炉及び

その付属設備の技術基準に関する規則」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3

機器に準ずるものと位置付けられる。クラス 3機器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電

用原子力設備規格 設計・建設規格」等（以下，「JSME 規格」という。）で規定される。 

汚染水処理設備等は，地下水等の流入により増加する汚染水の対応が必要であり，

短期間での機器の設置が求められる。また，汚染水漏えい等のトラブルにより緊急的

な対応が必要となることもある。 

従って，今後設計する機器等については，JSME 規格に限定するものではなく，日本
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産業規格（JIS）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，或いは American 

Society of Mechanical Engineers（ASME 規格），日本産業規格（JIS），またはこれら

と同等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。溶接（溶接施工法

および溶接士）は JSME 規格，American Society of Mechanical Engineers（ASME 規格），

日本産業規格（JIS），および発電用火力設備に関する技術基準を定める省令にて認証

された溶接，または同等の溶接とする。また，JSME 規格で規定される材料の日本産業

規格（JIS）年度指定は，技術的妥当性の範囲において材料調達性の観点から考慮しな

い場合もある。 

さらに，今後も JSME 規格に記載のない非金属材料（耐圧ホース，ポリエチレン管等）

については，現場の作業環境等から採用を継続する必要があるが，これらの機器等に

ついては，日本産業規格（JIS）や日本水道協会規格，製品の試験データ等を用いて設

計を行う。 

 

1.1.2. 耐震性評価の基本方針 

汚染水処理設備等を構成する機器は，その安全機能の重要度，地震によって機能の

喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動への影響等を

考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における耐震ク

ラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられる設

計用地震力に十分耐えられる設計とする。要求される地震力に対して耐震性を確保で

きない場合は，その影響について評価を行う。支持部材がない等の理由によって，耐

震性に関する評価ができない設備を設置する場合においては，可撓性を有する材料を

使用するなどし，耐震性を確保する。 

なお，汚染水処理設備等のうち高濃度の滞留水を扱う設備等については，参考とし

て Sクラス相当の評価を行う。  

 

1.2. 評価結果 

1.2.1. 滞留水移送装置 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，滞留水移送装置は必要な構造強度を有すると評価した。 

 

(2)耐震性評価 

移送ポンプは，水中ポンプのため地震により有意な応力は発生しない。 

 



Ⅱ-2-5-添 3-3 

1.2.2. 油分分離装置 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，油分分離装置は必要な構造強度を有すると評価した。 

 

(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重に

よる安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

m[kg]

H

L
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b. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボ

ルトの強度が確保されることを確認した（表－１）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

 

表－１ 油分分離装置耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

油分分離装置 

本体 転倒 
0.36 50 

83 kN･m 
0.57 79 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 24 

129 MPa 
0.57 37 

引張 
0.36 <0 

- MPa 
0.57 <0 

 

H

L

m[kg]

L1

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 
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1.2.3. 処理装置（セシウム吸着装置） 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。 

また，吸着塔の円筒型容器については，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施

した。評価の結果，内圧に耐えられることを確認した（表－２）。 

 

 

 

P

PDi
t

2.12S 


η
 

 

 

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。 

 

表－２ セシウム吸着装置構造強度結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

セシウム吸着装置 吸着塔 板厚 6.8 9.5※ 

  ※ 最小値 

 

 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

  Di ： 胴の内径             

  P ： 最高使用圧力           

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力           

 η ： 長手継手の効率               
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(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重によ

る安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

 

b. 滑動評価 

地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評

価を実施した。評価の結果,地震時の水平荷重によるすべり力は接地面の摩擦力より小

さいことから,滑動しないことを確認した（表－３）。なお，S クラス相当の評価では，

セシウム吸着塔において地震時の水平荷重によるすべり力が接地面の摩擦力より大き

くなったことから，FEM によるによるトラニオンとピンガイドの強度評価を行った。 

 

 

地震時の水平荷重によるすべり力：FL＝CH×m×g 

接地面の摩擦力：Fμ＝μ×m×g 

 

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

CH ： 水平方向設計震度 

μ ： 摩擦係数 
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c. FEM によるトラニオンとピンガイドの強度評価 

セシウム吸着塔は，本体下部に位置決めのためのトラニオンが施工されており，ス

キッド側ピンガイドと取合構造となっている（図－１参照）。 

b.滑動評価において，地震時の水平荷重によるすべり力が接地面の摩擦力より大き

くなったことから，軸方向荷重及び軸直交方向荷重を想定し，トラニオンとピンガイ

ドの強度を FEM により確認する。なお，FEM モデルは，ピンガイドについては各部材の

中立面にシェル要素で，トラニオンはソリッド要素で作成した（図－２参照）。FEM に

よる強度評価の結果ピンガイドは破断せず吸着塔を支持することを確認した（表－３）。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

               （上面：軸方向荷重）  （上面：軸直交方向荷重） 

 

 

     （側面） 

図－１ トラニオン～ピンガイド概要 

  

 

 

(図面) (FEM モデル) 

図－２ FEM モデル形状 

 

 

F=m×g×a

m×g

F

F

F

F/2F/2
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d. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボ

ルトの強度が確保されることを確認した（表－３）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

H

L

m[kg]

L1

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 
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表－３ セシウム吸着装置耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

セシウム 

吸着塔 

本体 

転倒 
0.36 90 

130 kN･m 
0.51 128 

滑動 
0.36 0.36 

0.52 - 
0.57 0.57 

ピンガイド 相当応力 0.57 182 
Sy=159 

Su=459 
MPa 

スキッド 

本体 転倒 
0.36 513 

881 kN･m 
0.57 811 

基礎 転倒 
0.36 616 

958 kN･m 
0.57 975 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 33 

129 MPa 
0.57 52 

引張 
0.36 <0 － 

MPa 
0.57 2 152 

セシウム吸着 

処理水タンク 

本体 転倒 
0.36 144 

175 kN･m 
0.57 227 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 19 

129 MPa 
0.57 30 

引張 
0.36 <0 - 

MPa 
0.57 23 168 

セシウム吸着 

処理水移送ポンプ 

本体 転倒 
0.36 2.1 

7.2 kN･m 
0.57 3.4 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 6 

129 MPa 
0.57 9 

引張 
0.36 <0 

- MPa 
0.57 <0 
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1.2.4. 処理装置（第二セシウム吸着装置） 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。 

また，吸着塔の円筒形容器については，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施

した。評価の結果，内圧に耐えられることを確認した（表－４）。 

 

 

     

 

P

PDi
t

2.12S 


η
 

 

 

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。 

 

表－４ 第二セシウム吸着装置構造強度結果 

 

 

 

 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

第二セシウム吸着装置 吸着塔 板厚 9.6 12 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

  Di ： 胴の内径             

  P ： 最高使用圧力           

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力           

 η ： 長手継手の効率               
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(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重に

よる安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

b. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボ

ルトの強度が確保されることを確認した（表－５）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 

 

 

H

L

m[kg]

L1

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 
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基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

 

 

表－５ 第二セシウム吸着装置耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第二セシウム 

吸着塔 

本体 転倒 
0.36 144 

169 kN･m 
0.42 168 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 71 

133 MPa 
0.55 108 

引張 
0.36 <0 

69 MPa 
0.55 68 

ポンプスキッド 

本体 転倒 
0.36 3.9 

6.9 kN･m 
0.60 6.4 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 4 

133 MPa 
0.60 7 

引張 
0.36 <0 

- MPa 
0.60 <0 
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1.2.5. 処理装置（除染装置） 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，除染装置は必要な構造強度を有すると評価した。 

 

(2)耐震性評価 

a. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボ

ルトの強度が確保されることを確認した（表－６）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

 

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 

 

 

H

L

m[kg]

L1
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b. 有限要素法によるフレーム構造解析を用いた基礎ボルト強度評価 

主要設備についてはコンクリートにアンカーを打った上で架台にて強固に据え付け

られていることから，加圧浮上分離装置（ＤＡＦ），凝集沈殿装置（アクチフロー），

ディスクフィルタについて有限要素法によるフレーム構造解析を用いて基礎ボルトの

強度評価を実施した。評価の結果，基礎ボルトの強度に問題がないことを確認した（表

－６）。 

① 加圧浮上分離装置（DAF） 

設計用水平震度：0.6G 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 加圧浮上分離装置（DAF）解析モデル 
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② 凝集沈殿装置（アクチフロー） 

設計用水平震度：0.6G 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 凝集沈殿装置（アクチフロー）解析モデル 
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③ ディスクフィルタ 

設計用水平震度：0.6G 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ ディスクフィルタ解析モデル 

 

 

c. 架台強度評価 

加圧浮上分離装置（ＤＡＦ），凝集沈殿装置（マルチフロー），凝集沈殿装置（アク

チフロー），ディスクフィルタについて有限要素法によるフレーム構造解析を用いて各

部材に発生するたわみ量の評価を実施した。評価の結果，架台強度に問題がないこと

を確認した（表－６）。 
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表－６ 除染装置耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

加圧浮上分離装置

（DAF） 

架台（柱脚） 変位 0.60 1/290 1/120 変位量 

基礎 

ボルト 

せん断 0.60 27 118 MPa 

引張 0.60 6 153 MPa 

反応槽 
基礎 

ボルト 

せん断 
0.36 49 

118 MPa 
0.50 68 

引張 
0.36 17 135 

MPa 
0.50 76 105 

凝集沈殿装置 

（マルチフロー） 

本体（壁パネル） 変位 0.60 1/515 1/120 変位量 

基礎 

ボルト 

せん断 
0.36 71 

135 MPa 
0.60 119 

引張 
0.36 <0 - 

MPa 
0.60 7 56 

凝集沈殿装置 

（アクチフロー） 

架台（柱脚） 変位 0.6 1/936 1/120 変位量 

基礎 

ボルト 

せん断 0.60 38 118 MPa 

引張 0.60 51 153 MPa 

ディスク 

フィルタ 

架台（柱脚） 変位 0.6 1/527 1/120 変位量 

基礎 

ルト 

せん断 0.60 44 118 MPa 

引張 0.60 19 143 MPa 
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1.2.6. 淡水化装置 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，淡水化装置は必要な構造強度を有すると評価した。 

 

(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重に

よる安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－７）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

m[kg]

H

L
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b. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボ

ルトの強度が確保されることを確認した（表－７）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

 

c. 滑動評価 

地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評

価を実施した。評価の結果,地震時の水平荷重によるすべり力は接地面の摩擦力より小

さいことから,滑動しないことを確認した（表－７）。 

 

地震時の水平荷重によるすべり力：FL＝CH×m×g 

接地面の摩擦力：Fμ＝μ×m×g 

 

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 

 

 

H

L

m[kg]

L1

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

CH ： 水平方向設計震度 

μ ： 摩擦係数 
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表－７ 淡水化装置耐震評価結果 (1/2) 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

SPT 受入水移送ポンプ 本体 転倒 0.36 0.21 0.77 m 

廃液 RO 供給ポンプ 本体 転倒 0.36 0.21 0.92 m 

RO 処理水供給ポンプ 本体 転倒 0.36 0.21 0.77 m 

RO 処理水移送ポンプ 本体 転倒 0.36 0.47 0.77 m 

RO 濃縮水供給ポンプ 本体 転倒 0.36 0.21 0.77 m 

RO 濃縮水移送ポンプ 

（旧 RO 濃縮水貯槽移送 

ポンプ） 

本体 転倒 0.36 0.36 0.77 m 

RO 濃縮水移送ポンプ 本体 転倒 0.36 0.35 0.71 m 

濃縮水移送ポンプ 本体 転倒 0.36 0.20 0.77 m 

配管・弁モジュール 本体 転倒 0.36 0.19 0.28 m 

逆浸透膜装置 

（RO-3） 
本体 転倒 0.36 1.70 1.80 kN・m 
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表－７ 淡水化装置耐震評価結果 (2/2) 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

蒸発濃縮装置 

（蒸発濃縮-1A） 

基礎 

ボルト 

せん断 0.36 30 131 MPa 

引張 0.36 <0 - MPa 

蒸発濃縮装置 

（蒸発濃縮-1B） 

基礎 

ボルト 

せん断 0.36 39 131 MPa 

引張 0.36 <0 - MPa 

蒸発濃縮装置 

（蒸発濃縮-1C） 

基礎 

ボルト 

せん断 0.36 36 131 MPa 

引張 0.36 <0 - MPa 

蒸発濃縮装置 

（蒸発濃縮-2A,B） 

(濃縮装置) 

本体 転倒 0.36 <0 - kN 

基礎 

ボルト 

せん断 0.36 88 108 MPa 

引張 0.36 <0 - MPa 

蒸発濃縮装置 

（蒸発濃縮-3A,B,C） 

(濃縮装置) 

本体 転倒 0.36 <0 - kN 

基礎 

ボルト 

せん断 0.36 98 108 MPa 

引張 0.36 <0 - MPa 
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1.2.7. 廃止（高濃度滞留水受タンク） 
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1.2.8. 中低濃度タンク 

(1)構造強度評価 

震災以降緊急対応的に設置したものについては材料証明書がなく，設計・建設規格

におけるクラス 3 機器の要求を満足するものではないが，水頭圧による漏えい試験を

行い，有意な変形や漏えいがないことを確認した。また，タンクは全て大気開放のた

め，水頭圧以上の内圧が作用することは無い。 

以上のことから，中低濃度タンクは必要な構造強度を有していると評価できる。 

また，円筒型タンクについては，主要仕様から必要肉厚を評価し，十分な肉厚を有

していることを確認した。 

なお，サプレッションプール水サージタンクは，工事計画認可申請書（57 資庁第 2974

号 昭和 57 年 4 月 20 日認可）において確認を実施している。 

 

a. 円筒型タンクの胴の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評価の結果，水頭圧に耐えられる

ことを確認した（表－８）。 

 

 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。また，内径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

  Di ： 胴の内径             

  H ： 水頭                 

ρ ： 液体の比重               

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力          

 η ： 長手継手の効率               
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表－８ 円筒型タンクの胴の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 

多核種処理水貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 

タンク板厚 9.6 12.0 

タンク板厚 9.8 12.0 

濃縮廃液貯槽 
100m3容量 

円筒型（横置き） 
タンク板厚 3.0 9.0 
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(2)耐震性評価 

サプレッションプール水サージタンクは，工事計画認可申請書（57資庁第2974号 昭

和 57 年 4 月 20 日認可）において確認を実施している。その他の中低濃度タンクに関

する耐震性評価を以下に示す。 

 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重に

よる安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

m[kg]

H

L

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 
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表－９ タンク・槽類の転倒評価結果 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

地震動 
算出値 許容値 単位 

SPT 受入水タンク 本体 転倒 0.36 5.8×102 2.9×103 kN･m 

廃液 RO 

供給タンク 

35m3容量 本体 転倒 0.36 1.8×102 4.2×102 kN･m 

40m3容量 本体 転倒 0.36 2.3×102 5.4×102 kN･m 

42m3容量 本体 転倒 0.36 2.0×102 5.5×102 kN･m 

110m3容量 本体 転倒 0.36 5.8×102 2.9×103 kN･m 

RO 処理水受タンク 本体 転倒 0.36 5.8×102 2.9×103 kN･m 

RO 濃縮水受タンク 本体 転倒 0.36 5.8×102 2.9×103 kN･m 

RO 濃縮水 

貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 

本体 転倒 0.36 2.4×104 7.4×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 2.5×104 7.6×104 kN･m 

多核種処理水

貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 

本体 転倒 0.36 2.4×104 7.4×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 2.5×104 7.6×104 kN･m 

濃縮水タンク 本体 転倒 0.36 2.1×102 5.4×102 kN･m 

濃縮廃液貯槽 本体 転倒 0.36 1.1×103 2.3×103 kN･m 
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b. 廃止（基準地震動Ｓｓに対する評価） 

フランジタンク撤去に伴い本内容を削除 
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1.2.9. 地下貯水槽 

(1)構造強度評価 

設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するものではないが，社団法人 

雨水貯留浸透技術協会「プラスチック製地下貯留浸透施設技術指針」に準じたプラス

チック製枠材及び日本遮水工協会により製品認定を受けている遮水シートを使用する

ことで，高い信頼性を確保する。 

 

(2)耐震性評価 

(2)-1.1. 評価の項目・目的 

地下貯水槽の耐震性評価は次の 2項目について実施する。 

① 地下貯水槽の地震発生時の止水シートの強度（止水性）の確認 

② 地下貯水槽に地震が作用した場合の貯水槽内部の貯水枠材の強度の確認 

a) 地表面載荷荷重として 10kN/m2を考慮した場合 

b) 地下貯水槽の上盤に車両が載った場合 

表－１１に，それぞれの評価項目の目的及び内容についてまとめたものを示す。こ

のうち，最も重要なのは①にあげた地震発生時の止水性の確認であり，貯水枠材の強

度に関しては，仮に貯水枠材が破壊に至っても不具合事象としては上盤の陥没等が発

生する程度と想定され，最も重要な貯水槽の性能である止水性に悪影響はないと考え

られる。 

表－１１ 評価項目毎の目的・内容 

評価項目 目的・内容 想定不具合事象 

①止水シート強度 ○ 地震力が作用した場合の止水

シートの発生ひずみ量を解析

し，シートが破断しないか，即

ち漏えい事象が発生しないか

を確認する。 

○ 止水シートが破断すると，

地中に貯水が漏えい拡散す

るリスクが生じる。 

 

②貯水枠材強度 

a) 地表面載荷荷重 

10kN/m2 

○ 貯水枠材に地震力が作用した

場合の貯水枠材応力度を検討

して枠材の強度を確認する。 

○ 貯水枠材が破壊すると，枠

材が崩れて貯水槽の上盤が

陥没する。それにより，上

盤に敷設している PEシート

が破断する可能性がある

が，このシートは雨水混入

防止用のものであり，漏え

いには直接関係ない。 

②貯水枠材強度 

b) 車両荷重 

 

○ 貯水槽の上盤に車両が載った

場合（自動車荷重を考慮した場

合）の貯水枠材の強度を確認す

る。 
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(2)-1.2. 計算条件 

各評価項目の作用荷重等の与条件の概要を表－１２に示す。 

 

表－１２ 評価項目毎の与条件 

評価項目 作用震度 作用荷重 

①止水シート強度 B クラス：水平震度 0.3 

S クラス：水平震度 0.6 

各自重 

②貯水枠材強度 

a) 地表面載荷荷重 

10kN/m2 

B クラス：水平震度 0.3 

S クラス：水平震度 0.6 

鉛直震度 0.3 

地表載荷荷重 

覆土荷重 

貯水枠材荷重 

地震時水平土圧 

②貯水枠材強度 

b) 車両荷重 

鉛直震度 0.3 自動車荷重（T-25） 

覆土荷重 

 

(2)-1.3. 照査結果 

照査結果を表－１３に示す。また各項目の検討の詳細は表－１３に示す別添資料に

示す。 

表－１３ 評価項目毎の照査結果 

評価項目 照査対象 作用震度 計算結果 許容値 詳細 

①止水シート強度 
止水シートの 

ひずみ量 

B クラス 0.148% 560% 
別添－２ 

S クラス 0.206% 560% 

②貯水枠材強度 

a) 地表面載荷荷重 

10kN/m2 

貯水枠材の 

水平・鉛直 

強度 

B クラス 水平：23.0kN/m2 30.0kN/m2 

別添－３ 

S クラス 
水平：46.8kN/m2 

垂直：33.7kN/m2 

52.5kN/m2 

102.1kN/m2 

②貯水枠材強度 

b) 車両荷重 

貯水枠材の 

鉛直強度 
－ 77.3kN/m2 102.1kN/m2 別添－４ 

 

(3)スロッシングに対する評価 

地下貯水槽の場合，プラスチック製枠材で構築される水室の中で最も大きなものの

寸法は幅 25cm 以下と小規模であり，スロッシングのような長周期問題は顕在化しない

と考えられる。なお，検討の詳細については別添－５に示す。 

 

 



Ⅱ-2-5-添 3-30 

(4)地下貯水槽を設置する地盤の評価 

地下貯水槽は地盤を掘削して設置するため，掘削完了時の地盤は加圧密状態となっ

ている。また設置するプラスチック製枠材と貯留する水の重量は，掘削した土砂（地

盤）よりも小さいことから，地下貯水槽が掘削完了後の地盤上に設置されても，地盤

が強度破壊等の不具合を発生することはないと考えられる。しかしながら，念のため，

表層 0.5m の部分にはセメント系改良材による地盤改良を施し，地盤を補強する。 

 

1.2.10. ポンプ 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，ポンプは必要な構造強度を有すると評価した。 

なお，海外製の一部ポンプを除き，JIS 規格に準用したポンプを使用している。 

 

1.2.11. 配管等 

(1)構造強度評価 

a. 配管（鋼製） 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，配管は必要な構造強度を有すると評価した。 

また，配管の主要仕様から設計・建設規格に基づき板厚評価を実施した。評価の結

果，最高使用圧力に耐えられることを確認した（表－１４）。 

     

 

P

PDo
t

8.02S 


η
 

 

ｔ ： 管の計算上必要な厚さ 

  D0 ： 管の外径             

  P ： 最高使用圧力[MPa]           

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力[MPa]            

 η ： 長手継手の効率               
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表－１４ 配管構造強度評価結果 

 

評価機器 口径 Sch. 材質 
最高使用 

圧力[MPa] 

最高使用 

温度[℃] 

必要肉厚

[mm] 

肉厚 

[mm] 

配管① 100A 80 
STPG370 

STPT370 
1.37 66 0.84 8.6 

配管② 200A 80 
STPG370 

STPT370 
1.37 66 1.6 12.7 

配管③ 50A 40 SUS316L 1.37 66 0.39 3.9 

配管④ 80A 40 SUS316L 1.37 66 0.57 5.5 

配管⑤ 50A 20S SUS316L 0.3 50 0.14 3.5 

配管⑥ 80A 20S SUS316L 0.3 50 0.21 4.0 

配管⑦ 100A 20S SUS316L 0.3 50 0.26 4.0 

配管⑧ 150A 20S SUS316L 0.3 50 0.38 5.0 

配管⑨ 200A 20S SUS316L 0.3 50 0.50 6.5 

配管⑩ 50A 80 
STPG370 

STPT370 
1.37 66 0.45 5.5 

配管⑪ 80A 80 
STPG370 

STPT370 
1.37 66 0.66 7.6 

配管⑫ 150A 80 
STPG370 

STPT370 
1.37 66 1.3 11.0 

配管⑭ 50A 80 STPG370 0.5 66 0.17 5.5 

配管⑯ 100A 80 STPG370 0.5 66 0.31 8.6 

配管⑰ 50A 40 SUS316L 0.97 66 0.28 3.9 

配管⑱ 80A 40 SUS316L 0.97 66 0.40 5.5 

配管⑲ 50A 40 SUS316L 1.37 66 0.64 3.9 

配管⑳ 80A 40 SUS316L 1.37 66 0.94 5.5 
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b. 耐圧ホース（樹脂製） 

設計・建設規格上のクラス 3 機器に対する規定を満足する材料ではないが，系統の

温度，圧力を考慮して仕様を選定した上で，漏えい試験等を行い，漏えい，運転状態

に異常がないことを確認する。従って，耐圧ホースは，必要な構造強度を有している

と評価した。 

 

c. ポリエチレン管 

設計・建設規格上のクラス 3 機器に対する規定を満足する材料ではないが，系統の

温度，圧力を考慮して仕様を選定している。また，ポリエチレン管は，一般に耐食性，

電気特性（耐電気腐食），耐薬品性を有しているとともに以下により信頼性を確保して

いる。 

・ 日本水道協会規格等に適合したポリエチレン管を採用。 

・ 継手は可能な限り融着構造とする。 

・ 敷設時に漏えい試験等を行い，運転状態に異常がないことを確認している。 

以上のことから，ポリエチレン管は，必要な構造強度を有するものと評価した。 
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2. 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

2.1. 基本方針 

2.1.1. 構造強度評価の基本方針 

a. 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25年 8月 14 日より前に）設計に着手した

機器等 

使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設を構成する機器は，震災以

降緊急対応的に設置してきたもので，「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省

令」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3 機器に準ずるものと位置付けられ

る。クラス 3 機器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規

格」（以下，「JSME 規格」という。）で規定される。 

しかしながら震災以降緊急対応的にこれまで設置してきた機器等は，必ずしも JSME

規格に従って設計・製作・検査をされたものではなく，日本産業規格（JIS）等規格適

合品または製品の試験データ等を踏まえ，福島第一原子力発電所構内の作業環境，機

器等の設置環境や緊急時対応の時間的裕度を勘案した中で設計・製作・検査を行って

きている。 

廃スラッジ貯蔵施設を構成する機器は，高濃度の汚染水を内包するため，バウンダ

リ機能の健全性を確認する観点から，設計された肉厚が十分であることを確認してい

る。また，溶接部については，耐圧・漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい等の

ないことを確認している。 

なお，使用済セシウム吸着塔保管施設を構成するコンクリート製ボックスカルバー

トは遮へい物として吸着塔等の周囲に配置するものであり，JSME 規格で定める機器に

は該当しない。 

 

b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計する機器等 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設は必要に応じて増設することとしており，地下

水等の流入により増加する汚染水の処理に伴う二次廃棄物への対応上，短期間での施

設の設置が必要である。このため今後設計する機器等については，日本産業規格（JIS）

等規格に適合した工業用品の採用，或いは JIS 等の技術的妥当性を有する規格での設

計・製作・検査を行う。 
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2.1.2. 耐震性評価の基本方針 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設を構成する機器は，「発電用原

子炉施設に関する耐震設計審査指針」の B クラス相当の設備と位置づけられる。 

使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設の耐震性に関する評価にあた

っては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」に準拠することを基本とするが，

必要に応じて現実的な評価を行う。 

また，配管に関しては，変位による破壊を防止するため，定ピッチスパン法による

配管サポート間隔の設定や，可撓性のある材料を使用する。 

なお，廃スラッジ一時保管施設等は，高濃度の放射性物質を貯蔵することから参考

として Sクラス相当の評価を行う。 

 

2.2. 評価結果 

2.2.1. 使用済セシウム吸着塔仮保管施設 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。また，吸着塔の主要仕様から必要肉厚を評価し十分な肉厚を有しているこ

とを確認した。 

以上のことから，吸着塔は必要な構造強度を有すると評価した。 
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(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重によ

る安定モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表－１５）。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

b. 滑動評価 

地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評

価を実施した。評価の結果,地震時の水平荷重によるすべり力は接地面の摩擦力より小

さいことから,滑動しないことを確認した（表－１５）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

m[kg]

H

L
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表－１５ 使用済セシウム吸着塔仮保管施設耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ボックス 

カルバート 
本体 

転倒 0.30 1.4×102 2.9×102 kN･m 

滑動 0.30 0.30 0.40 - 

セシウム吸着装置 

吸着塔 
本体 

転倒 0.36 8.2×101 1.2×102 kN･m 

滑動 0.36 0.36 0.52 - 

第二セシウム 

吸着装置吸着塔 
本体 

転倒 
0.36 1.9×102 

4.2×102 kN･m 
0.60 3.1×102 

滑動 
0.36 0.36 

0.52 - 
0.52 0.52 

モバイル式処理装

置または第二モバ

イル型ストロンチ

ウム除去装置 

（吸着塔 1塔） 

本体 

転倒 0.36 5.1×10 1.0×102 kN･m 

滑動 0.36 0.36 0.40 - 

モバイル型ストロ

ンチウム除去装置

（フィルタ 1 塔，

吸着塔 1 塔及び架

台） 

本体 

転倒 0.36 8.8×10 1.9×102 kN･m 

滑動 0.36 0.36 0.40 － 

 

2.2.2. 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

(1)構造強度評価 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。また，吸着塔の主要仕様から必要肉厚を評価し十分な肉厚を有しているこ

とを確認した。 

以上のことから，吸着塔は必要な構造強度を有すると評価した。 

なお高性能容器（タイプ１）および高性能容器（タイプ２）（いずれも補強体付き）

に関する評価は「Ⅱ 2.16 放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設」に記す。 

 

(2)耐震性評価 

a．転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を行った。なお，セシウム吸着装置吸着塔はそれを格納する各々

の蓋付ボックスカルバートと吸着塔の評価，第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシ
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ウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理カラム，高性能多核種除去設備吸着塔，RO

濃縮水処理設備吸着塔及びサブドレン他浄化装置吸着塔はそれを格納する各々の架台

と合わせた評価を実施した。また，モバイル式処理装置吸着塔，第二モバイル型スト

ロンチウム除去装置吸着塔，モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ及び吸着塔，

サブドレン他浄化装置吸着塔，高性能多核種除去設備検証試験装置吸着塔及び浄化ユ

ニット吸着塔についても転倒評価を行い転倒しないことを確認した。なお，後者につ

いては，ボックスカルバートへの保管有無に関わらず，転倒しないことが確認されて

いるため，代表の評価結果を示す（表－１６）。 

なお高性能容器（タイプ１）および高性能容器（タイプ２）（いずれも補強体付き）

に関する評価は「Ⅱ 2.16 放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設」に記す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

m[kg]

H

L
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b. 滑動評価 

セシウム吸着装置吸着塔，モバイル式処理装置吸着塔，第二モバイル型ストロンチ

ウム除去装置吸着塔，サブドレン他浄化装置吸着塔，高性能多核種除去設備検証試験

装置吸着塔，モバイル型ストロンチウム除去装置フィルタ・吸着塔，浄化ユニット吸

着塔については，ボックスカルバートとあわせ地震時の水平荷重によるすべり力と接

地面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。評価の結果,地震時の水平

荷重によるすべり力は接地面の摩擦力より小さいことから,滑動しないことを確認し

た（表－１６）。なお，水平震度を 0.60 まで拡張した評価では，地震時の水平荷重に

よるすべり力が設置面の摩擦力より大きくなり，滑動する結果となったことから，別

途すべり量の評価を実施した。 

第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理

カラム，高性能多核種除去設備吸着塔，RO 濃縮水処理設備吸着塔及びサブドレン他浄

化装置吸着塔については，それらを格納する架台が設置床に基礎ボルトで固定されて

いることから基礎ボルトに作用するせん断荷重と許容せん断荷重を比較することより

滑動評価を実施した。基礎ボルトの許容せん断荷重は「日本建築学会：各種合成構造

設計指針・同解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説」に基づき次式を用

いた。評価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを確認した（表－１

６）。 

 

 ccSCa

H

EFaq

nCmgq




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なお高性能容器（タイプ１）および高性能容器（タイプ２）（いずれも補強体付き）

に関する評価は「Ⅱ 2.16 放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設」に記す。 

 

 

q ： 基礎ボルト一本に作用するせん断荷重 

qa ： 基礎ボルト一本当たりの許容せん断荷重 

CH ： 水平方向設計震度 

m ： 機器重量 

g ： 重力加速度 

α ： 機器と床版の摩擦係数 

n ： 機器あたりの基礎ボルト本数 

φS3：短期荷重に対する低減係数 

SCa： 基礎ボルトの定着部の断面積 

Fc ： コンクリート設計基準強度 

Ec ： コンクリートのヤング率 
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c. すべり量評価 

すべり量は，吸着塔とボックスカルバートについて，地震応答加速度時刻歴をもと

に設置床に対する累積変位量として算出した。評価の結果すべり量がボックスカルバ

ート間の許容値を超えないことを確認した（表－１７）。 
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表－１６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（１／３） 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

セシウム吸着装置※ 

（吸着塔 32 塔及び 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 16 基） 

転倒 
0.36 7.9×103 

1.8×104 kN･m 
0.60 1.4×104 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

モバイル式処理装置また

は第二モバイル型ストロ

ンチウム除去装置 

（吸着塔 1塔） 

転倒 
0.36 5.1×10 

1.0×102 kN･m 
0.60 8.5×10 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

モバイル型ストロンチウ

ム除去装置 

（フィルタ 1 塔，吸着塔

1塔及び架台） 

転倒 
0.36 8.8×10 

1.9×102 kN･m 
0.60 1.5×102 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

サブドレン他浄化装置 

（吸着塔 2塔及び架台） 

転倒 
0.36 9.6×10 

1.9×102 kN･m 
0.60 1.6×102 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

高性能多核種除去設備検

証試験装置 

（吸着塔 6塔及び架台） 

転倒 
0.36 4.9×10 

1.3×102 kN･m 
0.60 8.1×10 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

第二セシウム吸着装置 

（吸着塔 5塔×2 列 

及び架台） 

転倒 
0.36 1.7×103 

3.7×103 kN･m 
0.60 2.9×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 8 

高性能多核種除去設備 

（吸着塔（二相ステンレ

ス製）5 塔×2列 

及び架台） 

転倒 
0.36 2.0×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.3×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 10 

高性能多核種除去設備 

（吸着塔（ステンレス製）

5塔×2列 

及び架台） 

転倒 
0.36 2.1×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.4×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 10 

※ボックスカルバート２列×８行の評価である。 
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表－１６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（２／３） 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

RO 濃縮水処理設備 

（吸着塔 5塔×2 列 

及び架台） 

転倒 
0.36 2.0×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.3×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 10 

サブドレン他浄化装置吸

着塔（吸着塔 5塔×2列 

及び架台） 

転倒 
0.36 6.0×102 

1.4×103 kN･m 
0.60 9.0×102 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 3 

セシウム吸着装置※１ 

（吸着塔 64 塔及び 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 32 基） 

転倒 
0.36 1.7×104 

6.2×104 kN･m 
0.60 2.8×104 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

高性能多核種除去設備※２ 

（吸着塔（ステンレス製）

6塔×3 列及び架台） 

転倒 
0.36 3.7×103 

1.5×104 kN･m 
0.60 6.2×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
38 kN 

0.60 7 

高性能多核種除去設備※２ 

（吸着塔（ステンレス製）

6塔×2 列及び架台） 

転倒 
0.36 2.5×103 

6.6×103 kN･m 
0.60 4.1×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
38 kN 

0.60 7 

高性能多核種除去設備※２ 

（吸着塔（ステンレス製）

3塔×2 列及び架台） 

転倒 
0.36 1.3×103 

3.3×103 kN･m 
0.60 2.1×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
38 kN 

0.60 6 

高性能多核種除去設備※２ 

（吸着塔（ステンレス製）

3塔×3 列及び架台） 

転倒 
0.36 1.9×103 

7.6×103 kN･m 
0.60 3.1×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
38 kN 

0.60 6 

※1 ボックスカルバート４列×８行の評価である。 

※2第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理カラ

ム，高性能多核種除去設備吸着塔，RO 濃縮水処理設備吸着塔及びサブドレン他浄化装置吸

着塔のうち，機器重量，重心高さが評価上最も厳しい高性能多核種除去設備吸着塔（ステ

ンレス製）にて評価を実施 
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表－１６ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設耐震評価結果（３／３） 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

高性能多核種除去設備※1 

（吸着塔（ステンレス製）

2塔×2 列及び架台） 

転倒 
0.36 9.0×102 

1.7×103 kN･m 
0.60 1.4×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 8 

第三セシウム吸着装置 

（吸着塔 5塔×2 列 

及び架台） 

転倒 
0.36 2.0×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.3×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 
77 kN 

0.60 10 

浄化ユニット 

(吸着塔 6塔及び架台) 

転倒 
0.36 1.6×10 

5.3×10 kN･m 
0.60 2.6×10 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

※1 第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔，多核種除去設備処理カラ

ム，高性能多核種除去設備吸着塔，RO 濃縮水処理設備吸着塔及びサブドレン他浄化装置吸

着塔のうち，機器重量，重心高さが評価上最も厳しい高性能多核種除去設備吸着塔（ステ

ンレス製）にて評価を実施 
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表－１７ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設すべり量評価結果 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

【使用済セシウム吸着塔一時保管施設

（第一施設）（第四施設）】※ 

・セシウム吸着装置吸着塔 

・モバイル式処理装置吸着塔 

・第二モバイル型ストロンチウム除去

装置吸着塔 

・モバイル型ストロンチウム 

除去装置フィルタ及び吸着塔 

・サブドレン他浄化装置吸着塔 

・高性能多核種除去設備検証 

試験装置吸着塔 

・浄化ユニット吸着塔 

すべり量 0.60 93.3 494 mm 

※使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第一施設）（第四施設）のうち，ボックスカルバー

ト間の許容値が評価上最も厳しいセシウム吸着塔一時保管施設（第四施設）にて評価を実

施 

 

なお，使用済セシウム吸着塔一時保管施設の第一～第四施設の基礎は，地盤改良によ

る安定した地盤上に設置されており，十分な支持力を有する地盤上に設置している。 
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2.2.3. 廃スラッジ一時保管施設 

(1)構造強度評価 

スラッジ貯槽について，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した（表－１８）。 

 

 

 

   

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。また，内径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

 

表－１８ スラッジ貯槽板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

スラッジ貯槽 円筒型（横置き） タンク板厚 3.0 25.0 

 

 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ[mm] 

  Di ： 胴の内径[m]             

  H ： 水頭[m]                 

ρ ： 液体の比重               

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力[MPa]           

 η ： 長手継手の効率               
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(2)耐震性評価 

a. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程に準拠して評価を行った結果，基礎ボルトの強度が確保されるこ

とを確認した（表－１９）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

 

表－１９ スラッジ貯槽の基礎ボルトの強度評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

スラッジ貯槽 基礎ボルト 

引張 
0.36 11 

439 MPa 
0.94 131 

せん断 
0.36 42 

337 MPa 
0.94 122 

 

 

 

H

L

m[kg]

L1

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 
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2.2.4. 配管等 

(1)構造強度評価 

a. 配管（鋼製） 

材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3 機器の要求を満足するもので

はないが，漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを

確認した。従って，配管は必要な構造強度を有すると評価した。 

また，配管の主要仕様から設計・建設規格に基づき板厚評価を実施した。評価の結

果，最高使用圧力に耐えられることを確認した（表－２０）。 

     

 

P

PDo
t

8.02S 


η
 

 

 

 

表－２０ 配管構造強度評価結果 

 

b. 耐圧ホース（樹脂製） 

設計・建設規格上のクラス 3 機器に対する規定を満足する材料ではないが，系統の

温度，圧力を考慮して仕様を選定した上で，漏えい試験等を行い，漏えい，運転状態

に異常がないことを確認する。従って，耐圧ホースは，必要な構造強度を有している

と評価した。 

以上 

評価機器 口径 Sch. 材質 
最高使用 

圧力[MPa] 

最高使用 

温度[℃] 

必要肉厚

[mm] 
肉厚[mm] 

配管① 50A 20S SUS316L 0.3 50 0.09 3.5 

配管② 80A 20S SUS316L 0.3 50 0.13 4.0 

配管③ 50A 20S SUS316L 0.98 50 0.27 3.5 

配管④ 80A 20S SUS316L 0.98 50 0.40 4.0 

配管⑤ 50A 40 SUS316L 0.98 50 0.27 3.9 

配管⑥ 80A 40 SUS316L 0.98 50 0.40 5.5 

配管⑦ 80A 40 SUS329J4L 0.98 50 0.40 5.5 

配管⑧ 100A 40 SUS329J4L 0.98 50 0.51 6.0 

配管⑨ 125A 40 SUS329J4L 0.98 50 0.63 6.6 

配管⑩ 100A 40 SUS316L 0.98 50 0.51 6.0 

ｔ ： 管の計算上必要な厚さ 

  D0 ： 管の外径             

  P ： 最高使用圧力[MPa]           

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力[MPa]            

 η ： 長手継手の効率               
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添付資料‐3 別添‐１ 

 

高濃度滞留水受タンクの耐震性評価 

 

高濃度滞留水受タンクの撤去に伴い本内容を削除 
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添付資料－３ 別添－２ 

 

地下貯水槽の遮水シートの耐震性評価 

 

プラスチック製地下貯水槽（以下，「貯水槽」という）の耐震安全性を二次元静的 FEM 解

析に基づいて評価し，貯水機能が保持されることを確認する。 

 

(1) 対象とする貯水槽 

対象とする貯水槽は，プラスチック製の貯留材（以下，「貯留材」という）と遮水シート

で構築される。貯水槽の概要を図－１に示す。貯水槽は段丘堆積層を掘削して設置し，盛

土によって 0.7m の土被り厚を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 耐震安全性評価 

a. 評価手順 

貯水槽の耐震安全性評価では，地震力によって生じる遮水シートの引張ひずみ（照

査用応答値）が遮水シートの最大引張ひずみ（評価基準値）以下であることを確認す

る。評価フローを図－２に示す。 

貯水槽 標準図 

標準平面図 法面部 標準断面図 

図－１ 貯水槽の概要 

貯水槽 

貯留材 
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b. 評価条件 

解析に用いる地盤の物性値，並びに考慮する荷重は以下のとおりとする。 

ⅰ. 地盤の物性値 

貯水槽は，段丘堆積層内に設置される。段丘堆積層の地盤物性値を表－１に示す。

なお，盛土による荷重は上載荷重として扱い，解析では節点力としてモデルに作用

させている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ. 設計用地震力 

設計用地震力は水平地震力のみ考慮することとし，B クラス相当として水平震度

ＫH＝0.3 及び Sクラス相当として水平震度ＫH＝0.6 とする。 

 

 
常時解析 

二次元静的有限要素法解析 

 

 

地震時解析 

二次元静的有限要素法解析 

 

耐震安全性評価 

遮水シートの引張ひずみによる照査 
 

評価基準値 

遮水シートの最大引張ひずみ 

図－２ 貯水槽の耐震評価フロー 

 

表－１ 地盤の物性値 

 段丘体積層 

物理特性 ρt（g/cm3） 1.59 

静的変形特性 
E0（N/mm2） 23.5 

ν 0.21 

動的変形特性 
G0（N/mm2） 158 

νd 0.48 
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(3) 評価結果 

a. 評価方法 

耐震安全性評価では，水平地震力（ＫH=0.3 及びＫH=0.6）を用いた静的 FEM 解析に

基づいた応答値が，評価基準値を下回ることを確認する。 

照査用応答値は，遮水シート設置位置における節点変位による引張ひずみとする。

評価基準値は，日本遮水工協会基準に基づく最大引張ひずみとする。 

 

b. 照査結果 

照査結果を表－２に示す。照査用応答値は，評価基準値 560％を下回ることを確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 評価結果 

遮水シートの照査用応答値は，評価基準値を下回るとともに十分な裕度を有してい

ることから，貯水機能が保持されるものと評価した。 

 

以上 

 

 

  

 

表－２ 照査結果 

 
照査用応答値 

εd（％） 

評価基準値 

εu（％） 

照 査 

（εd／εu） 

ＫH=0.3 の場合 0.148 560 0.00026 

ＫH=0.6 の場合 0.206 560 0.00037 
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添付資料－３ 別添－３ 

 

地下貯水槽のプラスチック製貯水枠材の耐震性評価 

 

(1) 評価手順 

プラスチック製貯水枠材の耐震評価のフローを図－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 耐震評価（Bクラス） 

a. 作用荷重の算定 

（社）雨水貯留浸透技術協会の技術マニュアルにしたがって，地表載荷荷重 10kN/m2

を考慮し，貯水枠材の最下部における鉛直方向荷重を求める。覆土を構成する材料の

単位体積重量（一般値）を表-1 に，照査対象と作用荷重を図－２に示す。 

なお，覆土材料は砂質土と砂礫の複合材であるが，安全をとって重量の大きい砂礫

の単位体積重量を使用することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

設置形状・埋設深さなどの設定 

作用荷重の算定 

設計震度の設定・地震時土圧係数の算定 

地震時荷重の算定 

地震時荷重＜単位面積あたりの許容荷重 

OK 

No 

Yes 

図－１ プラスチック製貯水枠材の耐震評価フロー 

表－１ 覆土を構成する材料の単位体積重量（一般値） 

材料名 単位体積重量（kN/m3） 

盛土（砂及び砂礫） 20.0 

盛土（砂質土） 19.0 

出典：「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編」社団法人日本道路協会 
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図－２ 照査対象と作用荷重 

 

貯水枠材を階段状に積み上げたとき，最下部（仮想地表面）の上面に作用する鉛直

方向荷重は，仮想地表面より上部の地表載荷荷重・覆土重量・貯水枠材重量の合計荷

重 V1となる。 

また最下部の側面に作用する水平方向荷重は，V1 と仮想地表面より下部の砕石重量

V2 に地震時水平土圧をかけた値となる。 

 

ここで， 

 V1＝10＋20×0.7＋1.9＝25.9（kN/m2） 

 V2＝20×1.1＝22.0（kN/m2） 

 

b. 設計水平震度の設定と地震時水平土圧の算定 

B クラス評価の場合には，設計水平震度 Kh を 0.3 とする。地震時土圧係数 Kea は，

道路などの設計で一般的に用いられている「道路橋標準示方書・同解説（Ｖ 耐震設計

編）」（社団法人日本道路協会）にしたがい 0.48 とする。 

 

c. 地震時荷重（水平方向）の算定 

貯水枠材最下部の側面に作用する水平方向荷重 Phは， 

 Ph＝Kea×（V1＋V2）＝0.48×（25.9＋22.0）＝23.0（kN/m2） 

貯水枠材重量 

1.9kN/m2 

照査対象 
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d. 耐震評価 

今回使用する貯水枠材のうち，最も水平方向の単位面積あたりの許容荷重（許容応

力）（注１）が小さいものは次の通りである。 

 水平方向の単位面積あたりの許容荷重（許容応力）σha：30.0kN/m2 

（注1） 貯水枠材の許容荷重は，材料の安全率 1.3 を考慮した許容応力とし，

その値は（社）雨水貯留浸透技術協会の技術マニュアルによる。 

よって， 

 σha＝30.0＞Ph＝23.0 

となり，貯水枠材の強度は十分であると評価できる。 

 

(3) 耐震評価（Sクラス） 

a. 作用荷重の算定 

（社）雨水貯留浸透技術協会の技術マニュアルにしたがって，地表載荷荷重 10kN/m2

を考慮し，貯水枠材の最下部における鉛直方向荷重を求める。覆土を構成する材料の

単位体積重量（一般値）を表－２に，照査対象と作用荷重を図－３に示す。 

なお，覆土材料は砂質土と砂礫の複合材であるが，安全をとって重量の大きい砂礫

の単位体積重量を使用することとする。 

 

表－２ 覆土を構成する材料の単位体積重量（一般値） 

材料名 単位体積重量（kN/m3） 

盛土（砂及び砂礫） 20.0 

盛土（砂質土） 19.0 

出典：「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編」社団法人日本道路協会 

 

貯水枠材を階段状に積み上げたとき，最下部（仮想地表面）の上面に作用する鉛直

方向荷重は，仮想地表面より上部の地表載荷荷重・覆土重量・貯水枠材重量の合計荷

重 V1となる。 

また最下部の側面に作用する水平方向荷重は，V1 と仮想地表面より下部の砕石重量

V2 に地震時水平土圧をかけた値となる。 

 

ここで， 

 V1＝10＋20×0.7＋1.9＝25.9（kN/m2） 

 V2＝20×1.1＝22.0（kN/m2） 
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図－３ 照査対象と作用荷重 

 

b. 設計水平震度・設計鉛直震度の設定と地震時水平土圧の算定 

S クラス評価の場合には，設計水平震度 Kh を 0.6，設計鉛直震度 Kv を 0.3 として，

水平方向・鉛直方向地震の組み合わせを考慮する。地震時土圧係数 Kea は，道路など

の設計で一般的に用いられている「道路橋標準示方書・同解説（Ｖ 耐震設計編）」（社

団法人日本道路協会）にしたがい 0.75 とする。 

 

c. 地震時荷重（鉛直方向）の算定 

貯水枠材最下部の上面に作用する鉛直方向荷重 Pvは， 

 Pv＝（1＋Kv）×V1＝（1＋0.3）×25.9＝33.7（kN/m2） 

 

d. 地震時荷重（水平方向）の算定 

貯水枠材最下部の側面に作用する水平方向荷重 Phは， 

 Ph＝Kea×（1+Kv）×（V1＋V2）＝0.75×(1+0.3)×（25.9＋22.0）＝46.8（kN/m2） 

 

e. 耐震評価 

S クラス評価は比例限界応力（注 2）に基づいて評価を実施する。今回使用する貯水枠

材のうち，最も比例限界応力が小さいものは次の通りである。 

 水平方向の比例限界応力σhc：52.5kN/m2 

 鉛直方向の比例限界応力σvc：102.1kN/m2 

貯水枠材重量 

1.9kN/m2 

照査対象 
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（注2） Sクラス評価の場合には求められる性能が機能維持であることから，

貯水枠材の許容荷重は材料の安全率を 1.0 とした比例限界応力を用

いることとし，その値は（社）雨水貯留浸透技術協会の技術マニュ

アルによる。 

 

よって， 

 σhc＝52.5＞Ph＝46.8 

 σvc＝102.1＞Pv＝33.7 

となり，貯水枠材の強度機能の維持は可能と評価できる。 

 

 

(4) 載荷荷重について 

上述の強度照査により，貯水枠材の強度は地下貯水槽上に 10kN/m2の荷重を載荷した場合

でも十分であることが評価できる。 

ただし，地下貯水槽上に物資を搬入する場合には，設計上載荷重との関係を個別に評価

する。 

 

以上 
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（参考）貯水枠材の強度に関する試験方法 

 

（社）雨水貯留浸透技術協会の技術マニュアルでは，貯水枠材の圧縮強度に関する試験

方法を以下のように定めている。 

 

構造部材の圧縮試験方法（Arsit A-1:2008） 

圧縮試験は，貯留枠材の鉛直方向及び水平方向の耐力を求める重要な試験である。 

JIS の試験方法は，材料試験を目的とした試験で，角柱，円柱，管形状の供試体としてい

るが，貯水枠材として必要な強度は構造体としての性能であることに留意すべきである。 

1) 引用規格 

プラスチック－圧縮特性の試験方法 JIS K 7181，JIS Z 0212 

2) 供試体 

部材には異方性があり，使用状態で鉛直方向と水平方向（2方向）の強度が異なると考え

られる場合には，3方向あるいは 2方向で試験を行う（図－４ (a)）。また，図－４(b)のよ

うに異方性の部材を組み合わせて各方向の強度の均等化を図っている場合は，最小構成単

位（図－４(b)の場合は 4 個）の単位部材とみなして試験を行うことが望ましい。しかし，

試験が大掛かりになる場合は，構成要素の方向別強度を平均するなどの簡略化をしても良

い。 

鉛直方向の載荷試験では，最小構成単位（1 段）から始めて，2 段，3 段・・・と積み上

げる段数を増やして，各載荷試験での最大応力値が収束することを確認する。水平方向の

載荷試験では，鉛直方向で求めた収束段数と同数の積み上げ段数のみの試験で良い。供試

体を載荷装置に設置する際や載荷試験時に，供試体が不安定になるなどの理由で外枠ある

いは紐状の材料で安定させる場合は，試験結果に悪影響を及ぼさないように配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (a) 3 方向で強度が異なる場合     (b) 単体の組み合わせで強度が決まる場合 

図－４ 圧縮強度の異方性 
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3) 試験方法 

載荷は，1分当り 10mm 程度の一定速度で行う。 

供試体は，試験前に載荷方向の長さを 2箇所以上で測定しておく。試験時は，0.1mm 以上

の精度を持つ測定器で，供試体の載荷方向の長さ変化を測定する。 

4) 温度 

試験は，23±2℃一定の条件で実施することを原則とする。この条件での試験が難しい場

合は，供試体を 24時間以上 23±2℃の条件に置いた後，速やかに試験を実施する。 

5) 試験結果の整理 

試験で得られた供試体の載荷方向のひずみと応力関係（SS カーブ）の例を，図－５に示

す。 

ひずみがゼロからε1までの勾配の小さい区間は，供試体の初期不整やたわみなどが原因

で生じる。その後，ひずみと応力の関係がほぼ一定で推移する区間があり，さらに応力の

山が 2 つ以上現れる場合があるが，最初に応力の低下を示す前の最大応力（圧縮強さ）を

σmax とする。 

最大応力（圧縮強さ）σmax の 70%を「比例限界応力σc」とすることができる。ただし，

その値が SS カーブの直線上にない場合は，直線上にある最も近い値を「比例限界応力σc」

とする。 

また，「比例限界応力σc」に安全率 1.3 を考慮し，σcを材料の安全率（一般的に 1.3）

で割った値を「許容応力σa」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ ひずみと応力の関係例 

以上 

σa=σc/1.3 
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添付資料－３ 別添－４ 

 

駐車車両を想定した場合のプラスチック製貯水枠材の強度照査 

 

(1) 評価手順 

駐車車両を想定した場合の貯水枠材の強度照査のフローを図－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 荷重条件 

a. 死荷重 

死荷重としては覆土を 0.7m まで施した場合を想定する。覆土材料は砂質土と砂礫の

複合材であるが，安全をとって重量の大きい砂礫の単位体積重量を使用することとす

る。表－１に覆土を構成する材料の単位体積重量（一般値）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土被りの設定 

設定した土被りに対応する死荷重の算定 

駐車車両を想定した活荷重の設定 

合計荷重の算定 

荷重＜単位面積あたりの許容荷重 

設定土被りはＯＫ 

No 

Yes 

図－１ 駐車車両を想定した場合の貯水枠材の強度照査フロー 

表－１ 覆土を構成する材料の単位体積重量（一般値） 

材料名 単位体積重量（kN/m3） 

盛土（砂及び砂礫） 20.0 

盛土（砂質土） 19.0 

出典：「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編」社団法人日本道路協会 



 

 

 

Ⅱ-2-5-添 3-59 

死荷重は， 

 BL＝γ×h1 

ここに， 

 BL：覆土の上載荷重（kN/m2） 

 γ：覆土材料の単位体積重量（kN/m3） 

 h1：覆土厚さ（m） 

 

b. 活荷重 

活荷重としては，高速自動車国道，一般国道に用いられている T-25 荷重（ただし，

駐車スペースなので衝撃なし）を用いる。これは総重量 25 トンの大型トラックの荷重

を想定したものである。 

貯水槽上面に作用する自動車荷重は道路横断方向に際限なく載荷させるものとして，

単位長さ当たりの荷重は次式により求める。 

 

 

 

ここに， 

 P1：後輪荷重による横方向単位長さあたりの荷重（kN/m） 

 P2：前輪荷重による横方向単位長さあたりの荷重（kN/m） 

 T1：自動車の 1 後輪荷重 

 T2：自動車の 1 前輪荷重 

 B：自動車占有幅（2.75m） 

 i：衝撃係数（0） 

 

また，T-25 荷重の諸元を表－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

なお，輪荷重による活荷重は図－２のように地表面より接地幅 0.2m で車両進行方向

に 45°の角度をもって地中に分散するものとする。 

したがって，貯水槽上面に作用する自動車荷重は次のようになる。 

 

 

 i
B

T
P  1

22
2 i

B

T
P  1

12
1

2.012

1
1




h

P
q

2.012

2
2




h

P
q

表－２ T-25 荷重の諸元 

自動車荷重 総荷重 

（kN） 

T1:後輪荷重 

（kN） 

T2:前輪荷重 

（kN） 

接地幅 

（m） 

前後車輪間隔 

（m） 

T-25 250 100 25 0.2 4.0 
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ここに， 

 q1：後輪の分布荷重（kN/m2） 

 q2：前輪の分布荷重（kN/m2） 

 h1：覆土厚さ（m） 

 L：前輪と後輪の中心距離（軸距 4.0m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 輪荷重による活荷重 

 

図－２から明らかなように，自動車荷重の最大値は次のようになる。 

    L＞2h1＋0.2 の場合は，後輪荷重のみの q=q1 

    L≦2h1＋0.2 の場合は，後輪荷重と前輪荷重を考慮した q＝q1＋q2 

今回の場合，L＝4.0m，2h1+0.2＝1.6m なので，前者に当たり，自動車荷重としては

q1 のみを考慮することとなる。 

 

(3) 設計震度と許容荷重 

検討に用いた設計震度と照査に用いた許容荷重（注）を表－３に示す。 

（注） 求められる性能を機能維持とし，貯水枠材の許容荷重としては材料の安全

率を 1.0 とした「比例限界応力」を用いることとし，その値は（社）雨水貯

留浸透技術協会の技術マニュアルによる。 

 

表－３ 設計震度と許容荷重 

設計震度（鉛直） 許容荷重（比例限界応力） 

0.3 102.1kN/m2 

０．２ｍ 

Ｌ＝４ｍ 

Ｐ1 Ｐ2 

４５° ４５° ０．２ｍ 

2.012

1

h

P

2.012

2

h

P

2.012

21





h

PP

ｈ1 
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 (4) 合計荷重の算定 

上述の計算手順にしたがい，算定した合計荷重を表－４に示す。 

 

表－４ 合計荷重の計算結果 

荷重 条件・計算結果 算定式 

【死荷重】   

γ：覆土単位体積重量 20kN/m3  

 h1：覆土厚さ 0.7m  

BL：死荷重 14kN/m2 γ×h1 

【活荷重】   

 T1：後輪荷重 100kN  

 B：自動車占有幅 2.75m  

 P1：後輪単位幅荷重 72.8kN/m2 2×T1×(1+i)/B 

 h1：覆土厚さ 0.7m  

q1：活荷重 45.5kN/m2 P1/(2×h1+0.2) 

【合計荷重：常時】：σ 59.5kN/m2 BL＋q1 

 

 計算結果 算定式 

【合計荷重：地震時】：σt 77.3kN/m2 σ×(1+0.3) 

 

(5) 強度照査 

今回使用する貯水枠材のうち，最も単位面積あたりの許容荷重が小さいものは表－３に

示した通りである。それに基づき強度照査を実施した結果を表－５に示す。この結果より，

貯水枠材の強度は十分であると評価できる。 

 

 

 

 

 

(6) 載荷荷重について 

上述の強度照査により，貯水枠材の強度は地下貯水槽上に T-25 荷重を載荷した場合でも

十分であることが評価できる。 

ただし，地下貯水槽上に物資を搬入する場合には，設計上載荷荷重との関係を個別に評

価する。 

以上 

表－５ 強度照査結果 

計算結果 許容荷重（比例限界応力） 

77.3kN/m2 102.1kN/m2 
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添付資料－３ 別添－５ 

 

地下貯水槽のスロッシング評価 

 

(1) 評価方法 

スロッシングはタンク内包水が地震により揺れる現象をいい，地震波の中でもやや長周

期のものが，比較的直径の大きなタンクの形状に影響して発生すると考えられている。 

地下貯水槽の場合，プラスチック製枠材で構築される水室の中で最も大きなものの寸法

は幅 30cm 以下と小規模であり，スロッシングの様な長周期問題は顕在化しないと考えられ

るが，確認のためスロッシングによる液位上昇量を計算して溢水等が発生しないか確認を

行う。 

評価方法は容器構造設計指針（日本建築学会）に従うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【スロッシング計算法】 
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(2) 評価条件 

対象とする水室の形状は次図のものを想定した。スロッシングは共振問題に近いため，

鏡面構造をとると考えられることから，支柱で区切られる 1 ブロックを水室と仮定した。

スロッシングは寸法が大きいものの方が，発生する液位上昇がより高くなることが知られ

ているので，使用する貯水枠材の中でも最も大きな水室を構成する枠材を検討対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  HL：静水時の水位 0.52m 

（実運用の水位 0.27m） 

  D：水室の内径 0.545÷2m 

 

(3) 評価結果 

計算の結果は次の通り。 

  η：液位上昇量 ＝ 0.12m （実運用水位も同値） 

 

地下貯水槽は貯水枠上面より 0.25m 下がりで運用する計画であるので，0.12m の液位上昇

があっても貯水槽外に溢水することはない。仮に液位が貯水枠上面を超えても止水シート

が敷設されているので，溢水は防げるものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

0.545m÷2m 

0.52m 

図－２ 貯水槽平面図 

図－１ 貯水槽断面図 

貯水運用 

0.25m 下がり 

覆土 

止水シート 

（高密度ポリエチレン） 

0.12m 上昇 

スペーサ 

図－３ スロッシング時の水面変化 
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添付資料－３ 別添－６ 

 

フランジタンク撤去に伴い本内容を削除 

 

廃止（円筒型タンク（1000m3容量）の基準地震動Ｓｓに対する耐震性評価結果） 
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添付資料－４ 

 

廃スラッジ一時保管施設の耐震性に関する検討結果 

 

 廃スラッジ一時保管施設を構成するスラッジ棟及び設備棟は，「発電用原子炉施設に関する耐

震設計審査指針」の B クラス相当の建物と位置づけられるため，耐震 B クラスとしての評価を実

施した。なお，参考として，廃スラッジ一時保管施設等は，高濃度の放射性物質を貯蔵すること

から参考として S クラス相当の評価を行う。 

 

1. スラッジ棟の耐震性評価 

1.1 スラッジ棟の耐震 Bクラスに対する評価 

1.1.1. 評価方針 

スラッジ棟は，地上１階建で平面が 24.8ｍ（NS）×63.6ｍ（EW）の鉄筋コンクリー

ト造の建物である。基礎底面からの高さは 12.39ｍであり，地上高さは 11.09ｍである。 

基礎スラブは厚さ 1.5ｍのべた基礎である。基礎スラブは，厚さ 2.8ｍ～3.8ｍの改

良地盤を介して，N 値 20 以上の地盤に支持させる。スラッジ棟の平面図及び断面図を

図－１～図－４に示す。 

建屋の地震時の水平力は，耐震壁で負担する。なお，建屋内壁には開口が多いため

外壁のみを耐震上有効な耐震壁とみなす。 

耐震壁の評価は，地上 1 階の層せん断力係数として 0.3 を採用した場合の該当部位

のせん断応力に対して行う。但し，耐震壁の設計用せん断力は，本建物の構造計算を

NS，EW 方向ともに平成 19 年国土交通省告示第 593 号の構造計算（ルート 1）とするた

め，層せん断力係数 0.3 に相当する地震力に，耐力壁せん断力の割増し率 2.0（同告示

による）を乗じて求める。耐震性の評価は，耐震壁の応力度を短期許容せん断応力度

と比較することによって行うこととする。その際，地震時のせん断力はすべて鉄筋が

負担するものとする。 

スラッジ棟の評価手順を図－５に示す。 
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図－１ スラッジ棟 建屋平面図（設計 G.L. +0.2）（単位：m） 

 添付資料４では，設計 G.L.±0m= T.P.32.9m(※)とする。 

(※)震災後の地盤沈下量（－709mm）と O.P.から T.P.への読替値（－727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.－1,436mm 

 



 
 

Ⅱ-2-5-添 4-3 

3 4 5

A

B

C

D

E

 
 

図－２ スラッジ棟 屋根平面図（設計 G.L. +11.1）（単位：m） 
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図－３ スラッジ棟 Ａ－Ａ断面図（NS 方向）（単位：m） 

 
 
 

ABCDE

O.P.34.4
設計GL

 
図－４ スラッジ棟 Ｂ－Ｂ断面図（EW 方向）（単位：m） 
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図－５ 建屋の耐震安全性評価手順 

 

 

評価終了 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

地上 1階の層せん断力係数として 0.30 を 

採用した場合の層せん断力の算定 

 

設計仮定断面の設定 

耐力壁せん断力の割増し率 2.0 

を乗じて耐震壁のせん断応力度を算出 

 耐震壁の短期許容せん断 
応力度以下か 
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1.1.2. 評価条件（検討に用いる層せん断力の設定） 

層せん断力係数を 0.3 とした場合の層せん断力係数一覧を表－１に示す。評価に用

いる材料の許容応力度を表－２及び表－３に示す。 

 

表－１ 層せん断力係数一覧 

G.L. 

（ｍ） 

Ｗi 

（kN） 

地震層せん断力係数 

1.5・Ｃi（Ｋ） 

設計用地震力（ＳB） 

（×104 kN） 

NS EW NS EW 

＋11.09 ～ 

＋0.2 

74,904 0.30 2.25 

 

 

表－２ 評価に用いるコンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

設計基準強度 
短   期 

圧 縮 引張り せん断 

Ｆｃ＝30 20 － 1.18 

 

 

表－３ 評価に用いる鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

鉄筋種類 
短   期 

引張り及び圧縮 せん断補強 

SD345 345 345 
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1.1.3. 評価結果 

NS 方向と EW 方向は設計用地震力が同じであり，壁量の少ない NS 方向について検討

する。 

検討により求められた耐震壁のせん断応力度をもとに，地震時のせん断力をすべて

鉄筋が負担するものとして求めた鉄筋の応力度を，鉄筋の短期許容せん断応力度と比

較して表－４に示す。 

 

表－４ 耐震壁のせん断による鉄筋応力度 

方向 
耐震壁のせん断 

応力度(N/mm2) 

鉄筋のせん断 

応力度(N/mm2) 

鉄筋の短期許容 

せん断応力度(N/mm2) 

NS 方向 1.16 323 345 

 

 

これより，耐震壁の鉄筋に生じるせん断応力度は，短期許容応力度以下となってお

り，耐震安全性は確保されている。
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1.2 スラッジ棟の基準地震動 Ss に対する評価 

1.2.1. 解析評価方針 

スラッジ棟について，基準地震動 Ss による地震力に対し，崩壊しないことを確認す

る。 

解析モデルは，基礎及び地上階について機器を含む建屋全域を NS 方向，EW 方向とも

１軸質点系モデルとする。 

耐震壁の評価は，地震応答解析により得られた該当部位のせん断応力に対して，鉄

筋コンクリート耐震壁の終局せん断応力と比較することによって行う。また，地震応

答解析により得られたせん断ひずみについても確認を行うこととする。 

スラッジ棟の地震応答解析の評価手順を，図－６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
耐震壁のせん断応力の算出 耐震壁のせん断ひずみの算出 

 2×10-3 

以下か 

評価終了 

NO NO 

YES 

地震応答解析モデルの設定 

基準地震動 Ss-1，Ss-2，Ss-3 を 

入力地震動として用いた地震応答解析 

YES 鉄筋コンクリート耐震壁の 
終局せん断応力以下か 

図－６ スラッジ棟の地震応答解析の評価手順 

詳細検討による評価 
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1.2.2. 解析に用いる入力地震動 

スラッジ棟への入力地震動は，「福島第一原子力発電所 『発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（原管発官

19 第 603 号 平成 20 年 3 月 31 日付け）にて作成した解放基盤表面レベルに想定する

基準地震動 Ss-1，Ss-2 及び Ss-3 を用いることとする。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図－７に示す。このスラッジ棟の解析

モデルは建屋－地盤相互作用を考慮したスウェイ･ロッキングモデルである。モデルに

入力する地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルに想定する基準地震

動 Ss に対する地盤の応答として評価する。このうち，解放基盤表面位置における基準

地震動 Ss-1，Ss-2 及び Ss-3 の加速度波形について，図－８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 

G.L. －1.3m 

改良地盤 

主に砂礫 

主に泥岩 

G.L. －230.4m 

解放基盤面 

T.P. 32.9m（G.L.±0） 

入
射
波
Ｅ 

反
射
波
Ｆ 

入
射
波
Ｅ 

基準地震動 Ss 

2E 

一次元波動論に

よる応答計算 

基礎底面位置の

2E 波を入力 

G.L. －1.3m 
水平ばね 

回転ばね 

(a) 建屋モデル (b) 地盤モデル 

（震災前 O.P.－196m） 

添付資料４に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（－709mm）と O.P.から T.P.への読替値（－727mm） 

を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.－1,436mm 
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図－８ 解放基盤表面位置における地震動の加速度時刻歴波形（水平方向） 
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1.2.3. 地震応答解析モデル 

基準地震動 Ss に対するスラッジ棟建屋の地震応答解析は，「1.2.2. 解析に用いる

入力地震動」で算定した入力地震動を用いた動的解析による。 

水平方向の地震応答解析モデルは，図－９に示すように，建屋を曲げ変形とせん断

変形をする質点系とし，地盤を等価なばねで評価した建屋－地盤連成系モデルとする。

建屋－地盤連成系としての効果は地盤ばねによって評価される。解析に用いるコンク

リートの物性値を表－５に，建屋解析モデルの諸元を表－６及び表－７に示す。 

地盤定数は，水平成層地盤と仮定し，地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定め

た。解析に用いた地盤定数を表－８～表－１０に示す。 

水平方向の解析モデルにおいて，基礎底面地盤ばねについては，JEAC4601 原子力発

電所耐震設計技術規定（以下，「耐震設計技術規定」という。）に示された手法を参

考にして，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づいて，スウェイ及

びロッキングばね定数を近似的に評価する。 

地盤ばねは振動数に依存した複素剛性として得られるが，図－１０に示すようにば

ね定数（Kc）として実部の静的な値を，また，減衰係数（Cc）として建屋－地盤連成

系の 1 次固有振動数に対応する虚部の値と原点を結ぶ直線の傾きを採用することによ

り近似する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ スラッジ棟建屋 地震応答解析モデル（NS 方向・EW 方向） 

G.L. －1.3m 

水平ばね G.L. －0.55m 

G.L. ＋0.2m 

G.L. ＋10.45m 

回転ばね 
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図－１０ 地盤ばねの近似 

 

 

表－５ 地震応答解析に用いるコンクリートの物性値 

材料 
設計基準強度 

Ｆc（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

せん断弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

コンクリート 30 2.44×104 1.02×104 5 

 

表－６ 質点重量及び回転慣性重量 

 

重量（kN） 

回転慣性重量（×106 kN･m2） 

NS 方向 EW 方向 

G.L. ＋10.45m 74904 3.85 25.3 

G.L. －0.55m 108739 5.59 36.7 

 

表－７ せん断断面積及び断面二次モーメント 

 せん断断面積（ｍ2） 断面二次モーメント（ｍ4） 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

G.L. ＋10.45m～ 

G.L. ＋0.2m 
38.8 105.5 4285 53300 

 

 



 
 

 

表－８ 地盤定数（Ss-1H地震時） 

 

 

 
地層 

Ｓ波速度 

Ｖs 

（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖp 

（m/s） 

密度 

γ 

（g/cm3） 

ポアソン 

比 

ν 

初期せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

（N/mm2） 

初期 

減衰定数 

ｈ0（％） 

Ss-1H地震時 

剛性 

低下率 

Ｇ/Ｇ0 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰 

定数 

ｈ（％） 

 改良地盤 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.55 87 7 

段丘堆積物 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.55 87 7 

砂岩 380 1679 1.82 0.473 262 3 0.63 165 8 

泥岩 450 1736 1.68 0.464 341 3 0.77 263 3 

泥岩 500 1740 1.74 0.455 436 3 0.77 336 3 

泥岩 560 1794 1.79 0.446 563 3 0.77 434 3 

泥岩 600 1861 1.82 0.442 653 3 0.75 490 3 

基盤 700 1895 1.89 0.421 924 － － 924 － 

 

 

G.L. 

（ｍ） 

－1.3 

－4.1 

－10.3 

－32.5 

－44.4 

－114.4 

－142.4 

－230.4 

Ⅱ
-
2
-
5
-
添

4
-
1
3
 



 
 

 

表－９ 地盤定数（Ss-2H地震時） 

 

 

 
地層 

Ｓ波速度 

Ｖs 

（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖp 

（m/s） 

密度 

γ 

（g/cm3） 

ポアソン 

比 

ν 

初期せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

（N/mm2） 

初期 

減衰定数 

ｈ0（％） 

Ss-2H地震時 

剛性 

低下率 

Ｇ/Ｇ0 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰 

定数 

ｈ（％） 

 改良地盤 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.54 85 7 

段丘堆積物 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.54 85 7 

砂岩 380 1679 1.82 0.473 262 3 0.64 168 8 

泥岩 450 1736 1.68 0.464 341 3 0.79 269 3 

泥岩 500 1740 1.74 0.455 436 3 0.78 340 3 

泥岩 560 1794 1.79 0.446 563 3 0.81 456 3 

泥岩 600 1861 1.82 0.442 653 3 0.81 529 3 

基盤 700 1895 1.89 0.421 924 － － 924 － 

 

 

G.L. 

（ｍ） 

－1.3 

－4.1 

－10.3 

－32.5 

－44.4 

－114.4 

－142.4 

－230.4 

Ⅱ
-
2
-
5
-
添

4
-
1
4
 



 
 

 

表－１０ 地盤定数（Ss-3H地震時） 

 

 

 
地層 

Ｓ波速度 

Ｖs 

（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖp 

（m/s） 

密度 

γ 

（g/cm3） 

ポアソン 

比 

ν 

初期せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

（N/mm2） 

初期 

減衰定数 

ｈ0（％） 

Ss-3H地震時 

剛性 

低下率 

Ｇ/Ｇ0 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰 

定数 

ｈ（％） 

 改良地盤 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.56 88 7 

段丘堆積物 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.56 88 7 

砂岩 380 1679 1.82 0.473 262 3 0.66 173 7 

泥岩 450 1736 1.68 0.464 341 3 0.79 269 3 

泥岩 500 1740 1.74 0.455 436 3 0.77 336 3 

泥岩 560 1794 1.79 0.446 563 3 0.73 411 3 

泥岩 600 1861 1.82 0.442 653 3 0.77 503 3 

基盤 700 1895 1.89 0.421 924 － － 924 － 

 

 

G.L. 

（ｍ） 

－1.3 

－4.1 

－10.3 

－32.5 

－44.4 

－114.4 

－142.4 

－230.4 

Ⅱ
-
2
-
5
-
添

4
-
1
5
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1.2.4. 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められた NS 方向，EW 方向の最大応答加速度を図－１１及び図

－１２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G.L.＋10.45 

G.L.＋0.2 

G.L.－0.55 

G.L.－1.3 

0 500 
cm/s2 Ss－1H

Ss－2H

Ss－3H

E

G.L.＋10.45 

G.L.＋0.2 

G.L.－0.55 

G.L.－1.3 

0 500 
cm/s2 Ss－1H

Ss－2H

Ss－3H

E

 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 

G.L.＋10.45 882 820 832 

G.L.＋0.2 728 704 659 

G.L.－0.55 722 700 653 

G.L.－1.3 716 697 646 

 

(単位：cm/s2) 

図－１１ 最大応答加速度（NS 方向） 

図－１２ 最大応答加速度（EW 方向） 

 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 

G.L.＋10.45 802 746 742 

G.L.＋0.2 770 727 702 

G.L.－0.55 769 726 701 

G.L.－1.3 768 726 700 

 

(単位：cm/s2) 
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1.2.5. 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られたせん断応力を，鉄筋コンクリート壁の終局せん断応力

と併せて表－１１に示す。これより，地震応答解析による応答せん断応力は鉄筋コン

クリート耐震壁の終局せん断応力を下回っている。 

また，地震応答解析により得られたせん断ひずみを，壁のひずみの許容限界目安値

と併せて表－１２に示す。せん断ひずみは耐震設計技術規程に基づく許容限界の目安

値（γ＝2.0×10-3）に対して十分な安全裕度を有している。 

以上のことから，Ss 地震に対する耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表－１１ せん断応力 

 NS 方向 EW 方向 

せん断応力*1 

（N/mm2） 

終局せん断応力*2 

（N/mm2） 

せん断応力*1 

（N/mm2） 

終局せん断応力*2 

（N/mm2） 

G.L.＋10.45 

～G.L.＋0.2 
1.74 4.42 0.58 4.27 

注記*1： Ss-1H，Ss-2H，Ss-3Hの応答の最大値を示す。 

注記*2： 耐震設計技術規程に基づき，鉄筋コンクリート耐震壁のスケルトンカーブの終局

時せん断応力 τuを示す。 

 

 

表－１２ せん断ひずみ度 

 NS 方向*1 

（×10-3） 

EW 方向*1 

（×10-3） 
許容限界の目安値（×10-3） 

G.L.＋10.45 

～G.L.＋0.2 
0.171 0.057 2.0 

注記＊１： Ss-1H，Ss-2H，Ss-3Hの応答の最大値を示す。 
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2. 設備棟の耐震性評価 

2.1 設備棟の耐震 B クラスに対する評価 

2.1.1. 評価方針 

設備棟は，地上１階建で平面が 12.0ｍ×65.0ｍの鉄骨造の建物である。基礎底面か

らの高さは 7.4ｍであり，地上高さは 6.6ｍである。 

基礎スラブは厚さ 1.0ｍのべた基礎である。基礎スラブは，厚さ 3.3ｍの改良地盤を

介して，N 値 20 以上の地盤に支持させる。設備棟の平面図及び断面図を図－１３～図

－１６に示す。 

建屋の地震時の水平力に対して，NS 方向は純ラーメン構造，EW 方向はブレース構造

とする。 

耐震性の評価は，地上 1 階の層せん断力係数として 0.3 を採用した場合の該当部位

の応力に対して行う。但し，断面算定に用いる地震荷重時応力は，余裕を見て設計用

地震力に対する応力の 1.0/0.3 倍とする。（層せん断力係数 1.0 に相当） 

設備棟の評価手順を図－１７に示す。 
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B1

D1

F

21

 
図－１３ 設備棟 建屋平面図 設計 G.L.＋0.2（単位：m） 

 添付資料４では，設計 G.L.±0m= T.P.32.9m(※)とする。 

(※)震災後の地盤沈下量（－709mm）と O.P.から T.P.への読替値（－727mm）を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.－1,436mm 
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1 2

B1

D1

F  
図－１４ 設備棟 屋根平面図 設計 G.L.＋6.6（単位：m） 
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O.P.34.4
設計GL

A

 
 

図－１５ 設備棟 Ａ－Ａ断面図（NS 方向）（単位：m） 
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図－１６ 設備棟 Ｂ－Ｂ断面図（EW 方向）（単位：m） 
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NO 

図－１７ 建屋の耐震安全性評価手順 

設計裕度確保のため 1.0/0.3 

を乗じて断面算定用応力を算出 

 

評価終了 

地上 1階の層せん断力係数として 0.30 を 

採用した場合の層せん断力の算定 

 

設計仮定断面の設定 

鋼材の短期許容せん断 
応力度以下か 
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2.1.2. 評価条件（検討に用いる層せん断力の設定） 

層せん断力係数を 0.3 とした場合の層せん断力係数一覧を表－１３に示す。評価に

用いる材料の許容応力度を表－１４に示す。 

 

 

表－１３ 層せん断力係数一覧 

G.L.（ｍ） 
Ｗi 

（kN） 

地震層せん断力係数 

1.5・Ｃi（Ｋ） 

設計用地震力（ＳB） 

（×102 kN） 

NS EW NS EW 

＋6.6～＋0.2 2,560 0.30 7.68 

 

 

表－１４ 構造用鋼材の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 
板厚 材料 

基準強度 

Ｆ 
許容応力度 

構造用鋼材 

ｔ≦40 mm SS400 235 「鋼構造設計規準」に従

って左記Ｆの値により求

める。 
ｔ≦40 mm 

SM490A 

SN490B 
325 
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2.1.3. 評価結果 

NS 方向については，スパン方向の大梁及び柱を線材置換し，柱脚部にはその固定度

を考慮した回転ばねを付したモデルにより部材応力を評価する。 

EW 方向については，桁行方向の大梁，柱及びブレースを線材置換し，柱脚をピンと

したモデルにより部材応力を評価する。なお，ブレースは引張力に対してのみ有効と

する。 

検討により求められた鉄骨部材の応力を，短期許容応力度と比較して表－１５に示

す。 

 

表－１５ 鉄骨部材の応力と短期許容応力度 

部 材 方向 
応力 

（N/mm2） 

短期許容応力度

（N/mm2） 
応力/許容応力度比 

大梁 NS 
55.5 

（曲げ） 

250 

（曲げ） 
0.22 

柱 

NS 

69.8 

（曲げ） 

214 

（曲げ） 
0.34 

（軸力と曲げの組

み合わせ） 
3.85 

（軸力（圧縮）） 

292 

（軸力（圧縮）） 

EW 

105.2 

（曲げ） 

325 

（曲げ） 
0.36 

（軸力と曲げの組

み合わせ） 
11.7 

（軸力（圧縮）） 

292 

（軸力（圧縮）） 

ブレース EW 
149 

（引張） 

235 

（引張） 
0.64 

 

これより，鉄骨部材に生じる応力は，短期許容応力度以下となっており，耐震安全性は

確保されている。 
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2.2 設備棟の基準地震動 Ss に対する評価 

2.2.1. 解析評価方針 

設備棟について，基準地震動 Ss による地震力に対し，崩壊しないことを確認する。 

解析モデルは，基礎及び地上階について機器を含む建屋全域を NS 方向，EW 方向とも

１軸質点系モデルとする。 

鉄骨部材の評価は，地震応答解析により得られた該当部位の応力に対して，鉄骨部

材の終局耐力と比較することによって行う。終局耐力は，地震応答解析により得られ

た層間変形角も考慮して算定することとする。但し，部材応力が鋼材の短期許容応力

度以下である場合は，終局耐力との比較を省略する。 

設備棟の地震応答解析の評価手順を，図－１８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細検討による評価 

部材応力の算出 

 

評価終了 

NO 

NO 

地震応答解析モデルの設定 

基準地震動 Ss-1，Ss-2，Ss-3 を 

入力地震動として用いた地震応答解析 

鉄骨部材の 
短期許容応力度以下か 

 鉄骨部材の 
終局耐力以下か 

終局耐力の算出 

YES 

YES 

図－１８ 設備棟建屋の地震応答解析の評価手順 
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2.2.2. 解析に用いる入力地震動 

設備棟建屋への入力地震動は，「福島第一原子力発電所 『発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（原管発官

19 第 603 号 平成 20 年 3 月 31 日付け）にて作成した解放基盤表面レベルに想定する

基準地震動 Ss-1，Ss-2 及び Ss-3 を用いることとする。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図－１９に示す。この設備棟建屋の解

析モデルは建屋－地盤相互作用を考慮したスウェイ･ロッキングモデルである。モデル

に入力する地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルに想定する基準地

震動 Ss に対する地盤の応答として評価する。このうち，解放基盤表面位置における基

準地震動 Ss-1，Ss-2 及び Ss-3 の加速度波形について，図－２０に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

G.L. －0.8m 

改良地盤 

主に砂礫 

主に泥岩 

G.L. －230.4m 

解放基盤面 

T.P. 32.9m（G.L.±0） 

入
射
波
Ｅ 

反
射
波
Ｆ 

入
射
波
Ｅ 

基準地震動Ｓs 

2Ｅ 

一次元波動論に

よる応答計算 

基礎底面位置の 

2Ｅ波を入力 

G.L. －0.8m 
水平ばね 

回転ばね 

＊１ 

注記＊１： 
本図には NS 方向の建屋モデルを

図示する。EW 方向についても地

震応答解析は同様である。 

図－１９ 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

（震災前 O.P. －196m） 

添付資料４に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（－709mm）と O.P.から T.P.への読替値（－727mm） 

を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.－1,436mm 
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図－２０ 解放基盤表面位置における地震動の加速度時刻歴波形（水平方向） 
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2.2.3. 地震応答解析モデル 

基準地震動 Ss に対する設備棟建屋の地震応答解析は，「2.2.2. 解析に用いる入力

地震動」で算定した入力地震動を用いた動的解析による。 

水平方向の地震応答解析モデルは，図－２１及び図－２２に示すように，建屋を曲

げ変形とせん断変形をする質点系とし，地盤を等価なばねで評価した建屋－地盤連成

系モデルとする。建屋－地盤連成系としての効果は地盤ばねによって評価される。解

析に用いる鋼材の物性値を表－１６に，建屋解析モデルの諸元を表－１７～表－２０

に示す。 

地盤定数は，水平成層地盤と仮定し，地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定め

た。解析に用いた地盤定数を表－２１～表－２３に示す。 

水平方向の解析モデルにおいて，基礎底面地盤ばねについては，耐震設計技術規程

に示された手法を参考にして，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基

づいて，スウェイ及びロッキングばね定数を近似的に評価する。 

地盤ばねは振動数に依存した複素剛性として得られるが，図－２３に示すようにば

ね定数（Kc）として実部の静的な値を，また，減衰係数（Cc）として建屋－地盤連成

系の 1 次固有振動数に対応する虚部の値と原点を結ぶ直線の傾きを採用することによ

り近似する。 
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回転ばね 

G.L. －0.8m 
水平ばね G.L. －0.3m 

G.L. ＋0.2m 

G.L. ＋6.1m 

軸組図 

軸組図 
（1 スパンのみ表示） 

G.L. －0.8m 

G.L. －0.3m 

G.L. ＋0.2m 

G.L. ＋6.1m 

水平ばね 

回転ばね 

G.L. ＋2.565m 

G.L. ＋4.9m 

図－２２ 設備棟建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 

図－２１ 設備棟建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 
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図-3.3 地盤ばねの近似 

 

 
図－２３ 地盤ばねの近似 

 

表－１６ 地震応答解析に用いる鋼材の物性値 

材料 
基準強度 

Ｆ（N/mm2） 

ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

せん断弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

構造用鋼材 325 2.05×105 7.90×104 2 

 

 表－１７ 質点重量及び回転慣性重量（NS 方向） 

 重量（kN） 回転慣性重量（×104 kN･m2） 

G.L. ＋6.1m 2560 3.08 

G.L. －0.3m 25360 34.8 

 

表－１８ 質点重量及び回転慣性重量（EW 方向） 

 重量（kN） 回転慣性重量（×104 kN･m2） 

G.L. ＋6.1m 2170 76.4 

G.L. ＋4.9m 313 14.5 

G.L. ＋2.565m 414 19.1 

G.L. －0.3m 25023 903.0 
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表－１９ せん断断面積及び断面二次モーメント（NS 方向） 

 せん断断面積*3（×10-2ｍ2） 

G.L. ＋6.1m ～ G.L. ＋0.2m 0.94 

注記*3： 建屋と水平剛性が等価な鋼材のせん断断面積。 

 

表－２０ せん断断面積及び断面二次モーメント（EW 方向） 

 せん断断面積*4（×10-2ｍ2） 

G.L. ＋6.1m ～ G.L. ＋4.9m 5.48 

G.L. ＋4.9m ～ G.L. ＋2.565m 5.29 

G.L. ＋2.565m ～ G.L. ＋0.2m 5.29 

注記*4： 建屋と水平剛性が等価な鋼材のせん断断面積。 

 

 

 



 
 

 

表－２１ 地盤定数（Ss-1H地震時） 

 
 
 地層 

Ｓ波速度 

Ｖs 

（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖp 

（m/s） 

密度 

γ 

（g/cm3） 

ポアソン 

比 

ν 

初期せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

（N/mm2） 

初期 

減衰定数 

ｈ0（％） 

Ss-1H地震時 

剛性 

低下率 

Ｇ/Ｇ0 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰 

定数 

ｈ（％） 

 

改良地盤 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.55 87 7 

段丘堆積物 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.55 87 7 

砂岩 380 1679 1.82 0.473 262 3 0.63 165 8 

泥岩 450 1736 1.68 0.464 341 3 0.77 263 3 

泥岩 500 1740 1.74 0.455 436 3 0.77 336 3 

泥岩 560 1794 1.79 0.446 563 3 0.77 434 3 

泥岩 600 1861 1.82 0.442 653 3 0.75 490 3 

基盤 700 1895 1.89 0.421 924 － － 924 － 

 

 

G.L. 

（ｍ） 

－0.8 

－4.1 

－10.3 

－32.5 

－44.4 

－114.4 

－142.4 

－230.4 

Ⅱ
-
2
-
5
-
添

4
-
3
2
 



 
 

 

表－２２ 地盤定数（Ss-2H地震時） 

 
 
 地層 

Ｓ波速度 

Ｖs 

（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖp 

（m/s） 

密度 

γ 

（g/cm3） 

ポアソン 

比 

ν 

初期せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

（N/mm2） 

初期 

減衰定数 

ｈ0（％） 

Ss-2H地震時 

剛性 

低下率 

Ｇ/Ｇ0 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰 

定数 

ｈ（％） 

 改良地盤 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.54 85 7 

段丘堆積物 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.54 85 7 

砂岩 380 1679 1.82 0.473 262 3 0.64 168 8 

泥岩 450 1736 1.68 0.464 341 3 0.79 269 3 

泥岩 500 1740 1.74 0.455 436 3 0.78 340 3 

泥岩 560 1794 1.79 0.446 563 3 0.81 456 3 

泥岩 600 1861 1.82 0.442 653 3 0.81 529 3 

基盤 700 1895 1.89 0.421 924 － － 924 － 

 
 

G.L. 

（ｍ） 

－0.8 

－4.1 

－10.3 

－32.5 

－44.4 

－114.4 

－142.4 

－230.4 

Ⅱ
-
2
-
5
-
添

4
-
3
3
 



 
 

 

表－２３ 地盤定数（Ss-3H地震時） 

 
 
 地層 

Ｓ波速度 

Ｖs 

（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖp 

（m/s） 

密度 

γ 

（g/cm3） 

ポアソン 

比 

ν 

初期せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

（N/mm2） 

初期 

減衰定数 

ｈ0（％） 

Ss-3H地震時 

剛性 

低下率 

Ｇ/Ｇ0 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰 

定数 

ｈ（％） 

 改良地盤 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.56 88 7 

段丘堆積物 315 1606 1.59 0.480 158 3 0.56 88 7 

砂岩 380 1679 1.82 0.473 262 3 0.66 173 7 

泥岩 450 1736 1.68 0.464 341 3 0.79 269 3 

泥岩 500 1740 1.74 0.455 436 3 0.77 336 3 

泥岩 560 1794 1.79 0.446 563 3 0.73 411 3 

泥岩 600 1861 1.82 0.442 653 3 0.77 503 3 

基盤 700 1895 1.89 0.421 924 － － 924 － 

 

 

G.L. 

（ｍ） 

－0.8 

－4.1 

－10.3 

－32.5 

－44.4 

－114.4 

－142.4 

－230.4 

Ⅱ
-
2
-
5
-
添

4
-
3
4
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2.2.4. 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められた NS 方向，EW 方向の最大応答加速度を図－２４及び図

－２５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ss－1H

Ss－2H

Ss－3H

EG.L. ＋6.1 

G.L. ＋0.2 

G.L. －0.3 

G.L. －0.8 

0 500 
cm/s2 

Ss－1H

Ss－2H

Ss－3H

E

0 500 
cm/s2 

G.L. ＋6.1 

G.L. ＋0.2 

G.L. －0.3 

G.L. －0.8 

G.L. ＋4.9 

G.L. ＋2.565 

図-２５ 最大応答加速度（EW 方向） 

図－２４ 最大応答加速度（NS 方向） 

 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 

G.L. ＋6.1 2382 2052 1950 

G.L. ＋0.2 619 620 569 

G.L. －0.3 619 620 569 

G.L. －0.8 619 620 570 

 

(単位：cm/s2) 

 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 

G.L. ＋6.1 1364 1314 1167 

G.L. ＋4.9 1177 1150 1035 

G.L.＋2.565 867 780 737 

G.L. ＋0.2 651 629 595 

G.L. －0.3 651 629 595 

G.L. －0.8 651 629 595 

 

(単位：cm/s2) 
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2.2.5. 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた部材応力を，鋼材の短期許容せん断応力度と併せて表

－２４に示す。これより，地震応答解析による応力は短期許容応力度を下回っている。 

以上のことから，Ss 地震に対する耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

表－２４ 鉄骨部材の応力と短期許容応力度 

部 位 方向 
応力 

（N/mm2） 

短期許容応力度

（N/mm2） 
応力/許容応力度比 

大梁 NS 
120 

（曲げ） 

250 

（曲げ） 
0.48 

柱 

NS 

151 

（曲げ） 

214 

（曲げ） 0.73 

（軸力と曲げの 

  組み合わせ） 
6.31 

（軸力（圧縮）） 

292 

（軸力（圧縮）） 

EW 

146 

（曲げ） 

325 

（曲げ） 0.50 

（軸力と曲げの 

  組み合わせ） 
16.0 

（軸力（圧縮）） 

292 

（軸力（圧縮）） 

ブレース EW 
208 

（引張） 

235 

（引張） 
0.88 

 

 

以上 
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添付資料－５ 

 

汚染水処理設備等の具体的な安全確保策について 

 

 高レベル汚染水処理設備，貯留設備，使用済セシウム吸着塔保管施設，及び廃スラッジ

貯蔵施設等は，高レベルの放射性物質を扱うため，漏えい防止対策，放射線遮へい・崩壊

熱除去，可燃性ガス滞留防止，環境条件対策について具体的に安全確保策を以下の通り定

め，実施する。 

 

1. 汚染水処理設備，貯留設備（タンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等） 

1.1. 放射性物質漏えい防止等に対する考慮 

(1) 漏えい発生防止 

a. 滞留水移送装置は，耐食性を有するポリエチレン管，ステンレスの鋼管もしくは十分

な肉厚を有する炭素鋼の鋼管の使用を基本とする。なお，耐圧ホースを使用する箇所

は継手部にカムロック構造を採用し，継手部を番線で固縛すること等により，継手が

外れない処置を実施する。また，屋外敷設箇所のうち重機による作業や車両の通行が

ある箇所は，滞留水移送装置を損傷させないための措置を実施する。 

b. 鋼材もしくはポリエチレンの継手部は，可能な限り溶接構造もしくは融着構造とする。

また，Dエリアタンク貯留水の一部変更に伴い新設する移送配管は，漏えい堰等が設

置されないフランジ構造の継手部についてシール材又は発泡剤の充填を実施する。 

c. セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置吸着塔の

容器は，腐食による漏えい発生を防止するために，耐腐食性，耐応力腐食割れ性を有

する SUS316L 材の使用を基本とする。  

d. 除染装置のうち炭素鋼製の槽類の接液部は，腐食による漏えいを防止するために塗装

による防錆処理を実施する。また，薬品注入装置のうち強酸性又は強アルカリ性の薬

品を扱う箇所は，腐食等を防止するため塩化ビニル系やステンレス系の材料を用いる。

さらに，凝集沈殿装置内の水は，強酸性や強アルカリ性とならないように管理する。 

e. 淡水化装置は，耐食性を有するポリエチレン管の使用を基本とする。なお，耐圧ホー

スを使用する箇所は継手部にフランジ構造を採用し，継手部を番線で固縛すること等

により，継手が外れない処置を実施する。 

f. 中低濃度タンクの内，フランジボルトによる接合により組み立てている円筒型タンク

は，漏えいの発生する可能性が高い接合部に対して，毎年冬季の前にフランジボルト

のトルク確認を実施する。また，漏えいが発生する可能性が高い接合部に対し，補修

塗装等による長期健全性を確認していく。 

g. 地下貯水槽は，２重の遮水シートとベントナイトシートの 3 重のシートにより止水を

実施する。 
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h. タンク・槽類には必要に応じて水位検出器を設け，オーバーフローを防止する。 

i. ポンプ（水中ポンプを除く）の軸封部は，漏えいの発生し難いメカニカルシール構造

とする。 

j. 汚染水を内包している配管及びポンプ等の開放作業は，隔離処置及び水抜き後に実施

する。 

k. 耐圧ホース，ポリエチレン管は設計・建設規格（JSME）に記載のない非金属材料であ

るため，日本産業規格（JIS），日本水道協会規格（JWWA），製品の試験データ等を用

いて設計を行う。なお，耐圧ホース，ポリエチレン管の耐震性については，可撓性を

有しており地震による有意な応力は発生しない。 

 

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止 

a. 滞留水移送装置のうち屋外敷設箇所は，線量当量率の監視，巡視点検，並びに移送先

の水位を監視することにより系外への漏えいの有無を確認する。また，一部屋外配管

は U 字溝内に設置し，屋内敷設箇所は堰等によりエリア分けを実施することにより

漏えい水の拡大を防止する。 

b. セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置は，スキッド内

部もしくは床面に漏えい検知器を設置する。漏えい発生時は免震重要棟集中監視室及

びシールド中央制御室（シールド中操）に警報を発し，運転員が停止操作等の必要な

措置を講ずる。また，巡視点検等で漏えいがないことを確認する。また，漏えいが発

生した場合でも系外に放出させないため装置は建屋内に設置する。 なお，シールド

中央制御室（シールド中操）の機能移転後に設置する設備の漏えい検知等の警報は，

免震重要棟集中監視室に発報・表示し，同様の措置を実施する。 

c. 除染装置は，周囲が高雰囲気線量下となり巡視点検が困難なことから，免震重要棟集

中監視室またはシールド中央制御室（シールド中操）等から監視カメラにより漏えい

監視を実施する。また，漏えいが発生した場合でも系外に放出させないため装置は建

屋内に設置する。 

d. 淡水化装置（逆浸透膜装置，蒸発濃縮装置）は，漏えいの早期検知のために床面に漏

えい検知器を設置するとともに，漏えい発生時は免震重要棟集中監視室及びシールド

中央制御室（シールド中操）に警報を発し，運転員が停止操作等の必要な措置を講ず

る。合わせて，巡視点検を実施し，漏えいがないことを確認する。また，淡水化装置

を設置する仮設ハウス内には漏えい水の拡大防止のための堰を設置し，漏水防水機能

を持たせるための塗装を行う。 

e. 中低濃度タンクは，タンクからの漏えいを早期検知するためにタンク設置エリアに設

置するカメラにて監視するとともに，巡視点検にて漏えいの有無を確認する。また，

漏えいの拡大を防止するために，タンク設置エリアに鉄筋コンクリート堰，もしくは

土堰堤等を設置する。円筒型タンクについてはコンクリート基礎部に鉄筋コンクリー
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ト堰，タンク設置エリア外周部に土堰堤等を設置するとともに，貯留中はタンク間に

ある連結弁を閉じる運用とする。地表に直接設置されている鋼製の横置き円筒タンク

は，地表への漏えい水の浸透を防止するため，耐圧ホース及び接続フランジ下部にト

レー，シート等による拡大防止対策について検討する。なお，堰等を越える漏えいが

発生した場合は，土のう等による拡大防止を実施するとともに，汚染土壌の回収を実

施する。 

f. 地下貯水槽は，３重シート間に漏えい検知器を設けるとともに，地下貯水槽に水位検

出器を設け，漏えいの有無を監視する。また漏えいの拡大を防ぐため，３層目のシー

トに水分を吸収・膨潤することにより難透水性を示すベントナイトのシートを設置す

る。 

g. 汚染水を内包している配管及びポンプ等は，開放作業時に受けパン及び飛散防止カバ

ー等の漏えい拡大防止策を実施する。 

h. 屋外に敷設する移送配管については，以下の対応を行う。 

・ 漏えい堰等が設置されない移送配管等で継手部がフランジ構造となる場合には，漏

えい拡大防止カバーで覆った上で中に吸水シートを入れ，漏えい水の拡大防止に努

める。 

・ 万一漏えいが発生した場合でも構内排水路を通じて環境に汚染水が放出することが

ないように，排水路から可能な限り離隔して配管等を敷設するとともに，排水路を

跨ぐ箇所は，ボックス鋼内等に配管を敷設する。 

・ 移送配管から漏えいが確認された場合は，ポンプ等を停止し，系統の隔離及び土嚢

の設置等により漏えい水の拡大防止を図る。 

・ 移送配管の更なる漏えい検知・漏えい拡大防止策について，速やかに検討し，RO 濃

縮水処理によるリスク低減効果，漏えい拡大防止策の有効性や工期等を踏まえ，可

能なものから実施する。対策が完了するまでの間は，巡視点検による漏えい検知を

要員へ周知し，確実に実施する。 

・ 移送配管は，使用開始までに漏えい確認等を実施し，施工不良等による大規模な漏

えいの発生を防止する。また，フランジ継手部は，ガスケットの経年劣化により微

小漏えいの発生が懸念されることから，架空化により視認性を向上させ，毎日の巡

視点検により漏えいの有無を確認する。 

 

1.2. 放射線遮へい・崩壊熱除去 

(1) 放射線遮へい・被ばく低減に対する考慮 

a. 滞留水移送装置は，放射線業務従事者が接近する必要がある箇所は，鉛毛マット等に

よる遮へいを設置する。 

b. 処理装置のうち，滞留水もしくは高濃度の廃水を扱う処理装置の配管は，直接，放射

線業務従事者が近づく可能性のある箇所を対象に空間線量当量率が数 mSv/h 以下と
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なるように遮へいを設置する。 

c. 淡水化装置（逆浸透膜装置，蒸発濃縮装置）の廃水には，ストロンチウムなどのβ線

核種が集約されるため，廃水を直接扱う場合には適切なβ線防護策を実施する。 

 

(2) 崩壊熱除去 

a. セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置吸着塔内

のゼオライトに吸着した放射性物質の崩壊熱は，処理水を通水することにより除熱す

る。なお，通水がない状態でも崩壊熱による温度上昇は 1時間当たり約１℃である。 

b. 除染装置内の滞留水に含まれる放射性物質の崩壊熱は，通水により熱除去する。なお，

通水がない状態でも，セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔及び第

三セシウム吸着装置吸着塔内のゼオライトに吸着した放射性物質の崩壊熱による温

度上昇未満である。 

 

1.3. 可燃性ガスの滞留防止 

a. セシウム吸着装置では，吸着塔内で水の放射線分解により発生する可能性のある可燃

性ガスは，通水時は処理水とともに排出される。通水停止時は可燃性ガスが滞留する

可能性があるため，吸着塔にベントを設け，ベント弁を手動で開操作して通気により

排出する。なお，水の放射線分解により発生する可燃性ガスはわずかであり，ベント

弁を開操作するまでに時間的余裕があることから，手動で実施する。排出された可燃

性ガスは，建屋天井・床に設けた開口より建屋外へ排気する。 

b. セシウム吸着装置にて発生する使用済みの吸着塔は，可燃性ガスの発生抑制のため，

使用済セシウム吸着塔仮保管施設において内部の水抜きを実施する。なお，吸着塔の

内部水は，滞留水を貯留している高温焼却炉建屋の地下階に排出する。 

c. 第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置では，吸着塔内で水の放射線分解に

より発生する可能性のある可燃性ガスは，通水時は処理水とともに排出される。通水

停止後は，吸着塔上部に設けたオートベント弁・ベント管を介して可燃性ガスを屋外

に排出する。 

d. 第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置にて発生する使用済みの吸着塔は，

可燃性ガスの発生抑制のため，内部の水抜きを実施する。なお，第二セシウム吸着装

置吸着塔の内部水は，滞留水を貯留している高温焼却炉建屋の地下階に，第三セシウ

ム吸着装置吸着塔の内部水は滞留水を貯留しているプロセス主建屋の地下階にそれ

ぞれ排出する。 

e. 除染装置の塔槽類の気相部は，可燃性ガスが滞留する可能性があることから，排風機

により大気へ放出する。排風機のラインには，高性能粒子フィルタ，ヨウ素吸着フィ

ルタを設けており，気相に含まれている放射性物質を捕獲する。さらに，ダストサン

プラ等により，必要に応じて放射性物質濃度を測定する。 
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1.4. 環境条件対策 

(1) 腐食 

海水による炭素綱の腐食速度は，「材料環境学入門」（腐食防食協会編，丸善株式会

社）より，0.1mm/年程度と評価される。一方，炭素綱を使用している配管・機器は，

必要肉厚に対して十分な肉厚があり腐食代を有していることを確認している。 

セシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔及び第三セシウム吸着装置

吸着塔は，耐腐食，耐応力腐食割れを有する SUS316L 材を用いている。 

なお，高濃度の滞留水を扱う機器は，建屋内に設置しており，腐食により万一漏え

いが生じたとしても所外に放出するようなことはない。 

(2) 熱による劣化 

滞留水の温度は，ほぼ常温のため，金属材料の劣化の懸念はない。 

 

(3) 凍結 

滞留水を移送している過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。 

滞留水の移送を停止した場合，屋外に敷設されているポリエチレン管等は，凍結に

よる破損が懸念される。そのため，凍結しない十分な厚さ（100A に対して 21.4mm 以

上）を確保した保温材を取り付ける。なお，保温材は，高い気密性と断熱性を有する

硬質ポリウレタン等を使用する。 

保温材厚さの設定の際には，「建設設備の凍結防止（空気調和・衛生工学会）」に基

づき，震災以降に凍結事象が発生した外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃，保温材

厚さ 21.4mm の条件において，内部流体が 25%※凍結するまでに十分な時間（50 時間程

度）があることを確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程

度継続することはない。 

※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25%以上と推奨 

 

(4) 生物汚染 

滞留水移送装置の移送ポンプの取水口には，メッシュを設けており，大きな藻等が

ポンプ内に浸入して機器を損傷させるようなことはない。 

また，滞留水を移送している上では有意な微生物腐食等は発生しないと考えられる。

ただし，異常な速度で腐食が進み漏えいが生じた場合において，微生物腐食が原因で

あると判明すれば，生物汚染を考慮した対策を講じる。 

 

(5) 耐放射線性 

耐圧ホースの構造部材であるポリ塩化ビニルの放射線照射による影響は，105～

106Gy の集積線量において，破断時の伸びの減少等が確認されている。過去の測定に

おいて，2 号機タービン建屋の滞留水表面上の線量当量率が 1Sv/h であったことから，
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耐圧ホースの照射線量率を 1Gy/h と仮定すると，集積線量が 105Gy に到達する時間

は 105 時間（11.4 年）と評価される。そのため，耐圧ホースは数年程度の使用では

放射線照射の影響により大きく劣化することはないと考えられる。 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gy に達すると，引張強度は低下しないが，破

断時の伸びが減少する傾向を示すが，上記と同様にポリエチレン管の照射線量率を

1Gy/h と仮定すると，2×105Gy に到達する時間は 2×105 時間（22.8 年）と評価さ

れる。そのため，ポリエチレン管は数年程度の使用では放射線照射の影響を受けるこ

とはないと考えられる。なお，ポリエチレンの耐放射線性に関する長期健全性は，現

在行っている劣化試験を通じて，今後も検討していく。 

 

(6) 紫外線 

屋外敷設箇所のポリエチレン管には，紫外線による劣化を防止するための紫外線防

止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材，フィルム等で覆う処置を実施する。

カーボンブラックを添加していない保温材を使用する場合は，カーボンブラックを添

加した被覆材または紫外線による劣化のし難い材料である鋼板を取り付ける。
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2. 使用済セシウム吸着塔保管施設及び廃スラッジ貯蔵施設 

2.1. 放射性物質漏えい防止等に対する考慮 

(1) 漏えい発生防止 

a. 使用済みのセシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔及び第三セシウム

吸着装置吸着塔は，吸着塔内の水を抜いた状態で貯蔵することにより，漏えいの発生

を防止する。また，セシウム等の主要核種は，吸着塔内のゼオライトに化学的に吸着

させ，吸着塔内の放射性物質が漏えいし難い構造とする。さらに，吸着塔の容器は，

耐腐食性，耐応力腐食割れ性を有する SUS316L 材を採用する。 

b. 使用済みの吸着材を収容する高性能容器は，脱水装置により脱水し，水を抜いた状態

で貯蔵することにより，漏えいの発生を防止する。さらに高性能容器は，水に耐性を

有するポリエチレン製を使用する。 

c. 沈殿処理生成物を収容する高性能容器は，水分を抜かずに貯蔵するが，耐腐食性，耐

久性，耐放射線性，耐薬品性を有するポリエチレン製の容器とし，腐食による放射性

物質の漏えいを予防する。 

d. 使用済みの吸着材を収容する処理カラムは，内部の水を抜いた状態で貯蔵することに

より，漏えいの発生を防止する。さらに，処理カラムの容器は，耐腐食性，耐応力腐

食割れ性を有する SUS316L 材を使用する。 

 

e. 造粒固化体貯槽(D)は，プロセス主建屋と一体のピット構造となっているため，建屋

外への漏えいの可能性は低いが，念のため漏えい防止策としてコンクリート保護材を

塗布し，漏えいの発生を予防する。 

f. 廃スラッジ一時保管施設のスラッジ貯槽は，貯留水の塩分による腐食を考慮し，十分

な肉厚を有する貯槽を使用し漏えいの発生を予防する。 

g. 造粒固化体貯槽(D)，廃スラッジ一時保管施設のスラッジ貯槽には水位検出器を設け，

オーバーフローを防止する。 

h. 廃スラッジ一時保管施設のポンプ（水中ポンプを除く）軸封部は，漏えいの発生し難

いメカニカルシール構造とする。 

 

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止 

a. 使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち高性能容器を保管するボックスカルバー

トは，第二施設においては床との設置面をモルタルにて閉塞し，ボックスカルバート

底部の水抜き穴も閉塞することにより，漏えい水がボックスカルバート外に拡大する

ことを防止する。 

b. 使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち第二施設で高性能容器を保管する部分の

外周部には堰を設置し，漏えい発生時には排水用の堰の隙間を土のうで塞ぐことによ
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り，外部への漏えいの拡大を防止する。 

c. 造粒固化体貯槽(D)は，液位を免震重要棟集中監視室またはシールド中央制御室（シ

ールド中操）にて監視することで貯蔵しているスラッジの漏えいの有無を監視する。 

d. 廃スラッジ一時保管施設のスラッジ貯槽は，スラッジ貯槽下部にドリップトレイ及び

漏えい検知器を設け，漏えいを検知するとともに，スラッジ貯槽の液位を免震重要棟

集中監視室またはシールド中央制御室（シールド中操）で監視する。また，スラッジ

貯槽は漏えいの拡大を防止するためにコンクリート製の囲い（セル）の中に設置する。

なお，漏えいが発生した場合は漏えいしたスラッジ貯槽内のスラッジは予備のスラッ

ジ貯槽に移送する。 

 

2.2. 放射線遮へい・崩壊熱除去 

(1) 放射線遮へい・被ばく低減に対する考慮 

a. 使用済みのセシウム吸着装置吸着塔は，炭素鋼製の遮へい容器及びコンクリート製ボ

ックスカルバートにより放射線を遮へいする。 

b. 使用済みの第二セシウム吸着装置吸着塔及び第三セシウム吸着装置吸着塔は，鉛等を

充填した炭素鋼製の遮へい容器により放射線を遮へいする。 

c. 多核種除去設備から発生する使用済みの高性能容器は，使用済セシウム吸着塔一時保

管施設にてコンクリート製ボックスカルバートにより放射線を遮へいする。 

 

d. 使用済セシウム吸着塔一時保管施設ではスカイシャイン対策としてコンクリート製

の蓋を被せる。 

e. 廃スラッジ一時保管施設はスラッジ貯槽からの放射線を遮へいし，建屋外壁での線量

当量率が 1mSv/h となるように，スラッジ貯槽を囲うコンクリート厚さ，及び建屋の

コンクリート厚さを設定する。 

 

(2) 崩壊熱除去 

a. セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置及び第三セシウム吸着装置の使用済み吸着

塔は，吸着塔内の放射性物質による崩壊熱を，対流，輻射，伝導により大気へ放出す

る設計とする。 

b. セシウム吸着装置吸着塔の崩壊熱による温度上昇は，コンクリート製ボックスカルバ

ートに納入しない場合，保管時における定常状態での吸着塔中心部の温度は約 360℃

となる。また，コンクリート製ボックスカルバートの保温性を考慮した場合，吸着塔

中心部の温度は 377℃，炭素鋼製遮へい容器の温度は約 62℃となるが，ゼオライトの

健全性（吸着材は 600℃程度までは安定でセシウムは吸着材から離脱しない）や鉄の

遮へい性能に影響を与えるものではない。 

c. 第二セシウム吸着装置吸着塔の崩壊熱による温度上昇は，保管時における定常状態で
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の吸着塔中心部の温度は 450℃となるが，ゼオライトの健全性（吸着材は 600℃程度

までは安定でセシウムは吸着材から離脱しない）や鉛等の遮へい性能に影響を与える

ものではない。 

d. 高性能容器及び処理カラムは，容器内の放射性物質による崩壊熱を，対流，輻射，伝

導により大気へ放出する設計とする。 

e. 造粒固化体貯槽(D)は，貯槽内部に設置した熱交換器と屋外に設置した空冷チラーに

よりスラッジに含まれる放射性物質の崩壊熱を除去することで，貯槽内温度を 25℃

程度に管理する設計とする。 

f. 廃スラッジ一時保管施設では，造粒固化体貯槽(D)での運用実績からスラッジから発

生する崩壊熱を自然放熱により除去する設計とする。また，バブリング管もしくはウ

ォータジェットによりスラッジを攪拌することにより，崩壊熱の集中化を防止する。 

 

2.3. 可燃性ガスの滞留防止 

a. 使用済みのセシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム吸着装置吸着塔，第三セシウム吸

着装置吸着塔及び処理カラムは，可燃性ガスの発生を抑制するために，内部の水抜き

を行い保管する。水抜き完了後はベントを空けた状態で保管することにより，可燃性

ガスを大気に放出する設計とする。 

b. 使用済みの高性能容器は，可燃性ガスの滞留を防止するために圧縮活性炭高性能フィ

ルタを介したベント孔を設け，可燃性ガスを大気に放出する。 

c. 使用済みのセシウム吸着装置吸着塔及び高性能容器を収容するコンクリート製ボッ

クスカルバートの蓋には，内部で可燃性ガスが滞留しないように通気口を設ける。 

d. 造粒固化体貯槽(D)では，貯蔵水の放射線分解により発生する可燃性ガスは，除染装

置に設置されている排風機により大気へ放出する。 

e. 廃スラッジ一時保管施設では，貯蔵水の放射線分解により発生するガスは貯槽内に圧

縮空気を供給することにより，オフガス処理系を介して大気に放出する。 

 

2.4. 環境条件対策 

(1) 腐食 

使用済セシウム吸着塔保管施設で貯蔵するセシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム

吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔及び多核種除去設備の処理カラムは，

内部の水を抜いた状態で保管し，容器に耐腐食性，耐応力腐食割れ性を有する SUS316L

材を用いている。また，高性能容器は，耐久性，耐薬品性に優れたポリエチレン材を

用いている。 

スラッジ貯槽は，想定される腐食速度 0.25mm/年に対して肉厚 25mm を有しており，

十分な腐食代を有している。 
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(2) 熱による劣化 

吸着塔中心温度が高い第二セシウム吸着装置吸着塔においても，容器外周部の最大

温度は約 160℃であり，金属材料に有意な特性変化は生じない。 

 

(3) 凍結 

造粒固化体貯槽(D)は，万一凍結したとしても，気相部を有しているため膨張が問

題となることはない。 

また，廃スラッジ一時保管施設のスラッジ貯槽は，スラッジ棟の換気設備により暖

房されるため凍結することはない。 

 

(4) 生物汚染 

使用済セシウム吸着塔保管施設で貯蔵するセシウム吸着装置吸着塔，第二セシウム

吸着装置吸着塔，第三セシウム吸着装置吸着塔及び多核種除去設備の処理カラムは，

内部の水を抜いた状態で保管するため，生物汚染が問題となることはない。 

造粒固化体貯槽(D)は内面にコンクリート保護材を塗布しており，微生物腐食は発

生しない。 

スラッジ貯槽は高線量下なので微生物の影響はないと考えられる。ただし，異常な

速度で腐食が進み漏えいが生じた場合において，微生物腐食が原因であると判明すれ

ば，生物汚染を考慮した対策を講じる。 

 

(5) 紫外線 

使用済セシウム吸着塔保管施設にて貯蔵する高性能容器は，ポリエチレン製であり，

紫外線による劣化が懸念される。そのため，保管施設に収容後はコンクリート製の蓋

を設置する。 

 

以上 
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 添付資料－９ 

 

汚染水処理設備等の工事計画及び工程について 

 

 高レベル汚染水処理設備，貯留設備，使用済セシウム吸着塔保管施設，及び廃スラッジ

貯蔵施設等は，高レベルの放射性物質を扱うため設備の信頼性向上及び敷地境界線量の低

減を目的とした以下の工事について計画し，実施する。 

 

1 設備の現状及び工事の概要 

1.1 淡水化装置移送ラインのポリエチレン管化 

淡水化装置移送ラインの信頼性向上のため，移送ラインを耐圧ホースからポリエチ

レン管に取替を行う。現状，主要系統の配管については耐圧ホースからポリエチレン

管へ取替済みであり，今後淡水化装置及びポンプ等の機器周り耐圧ホースについて，

ポリエチレン管等の信頼性の高い設備への取替を行う。 

 

1.2 タンク増設 

汚染水処理設備，多核種除去設備，増設多核種除去設備，高性能多核種除去設備及

び RO濃縮水処理設備の稼動に合せ，淡水化装置（逆浸透膜装置，蒸発濃縮装置）から

の淡水，廃水，並びに多核種除去設備，増設多核種除去設備，高性能多核種除去設備

及び RO 濃縮水処理設備の処理済水を貯蔵する中低濃度タンクの設置を行う。今後は必

要となる容量を確認しながら逆浸透膜装置の廃水を貯留する RO濃縮水貯槽，多核種除

去設備，増設多核種除去設備及び高性能多核種除去設備の処理済水を貯留する多核種

処理水貯槽及び RO 濃縮水処理設備の処理済水を貯留する Sr 処理水貯槽について追加

設置する。貯蔵容量は地下水の流入抑制策を取ったとしても一定程度増加する汚染水

を十分に貯蔵できるように，平成 26 年度末に 80 万 m3の総容量とする計画である。な

お，増設計画は地下水流入状況を見定めつつ，柔軟に見直し，運用していく。 

また，タンク増設計画の一環として，敷地利用効率の低い鋼製角型タンク（Dエリア）

及び鋼製横置きタンク（H1・H2 エリア）の溶接型タンクへの取替，汚染水漏えい事象

を踏まえたフランジタンクの使用停止及び溶接型タンクへの取替（B・H1・H2・H3・H4・

H5・H6・G6・G4 エリア）を実施していく方針である。なお，フランジタンクの耐用年

数はフランジ部のパッキンの性能を考慮すると５年程度である。 

現在の実施計画及び至近の実施計画変更における貯蔵容量，現在の RO濃縮水，多核

種処理水及び Sr 処理水の貯蔵容量及び貯蔵量は次の通り。 
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実施計画における貯蔵容量 
現在の状況 

（2021 年 10 月 14 日） 

2020 年 7月 8日 

認可 

至近の 

変更申請後※1 
貯蔵容量※2 

汚染水 

貯蔵量※2 

RO 濃縮水貯槽他 

※3 

195,145 m3 

(83,145 m3) 

195,145 m3 

(83,145 m3) 
29,700 m3 13,411 m3 

Sr 処理水貯槽 

※4 

55,596 m3 

(32,740 m3) 

55,596 m3 

(32,740 m3) 
0 m3 0 m3 

多核種処理水貯槽 

※5 

1,122,301 m3 

(1,257,157 m3) 

1,153,489 m3 

(1,288,345 m3) 
1,337,600 m3 1,264,671 m3 

濃縮廃液貯槽 

※6 
10,300 m3 10,300 m3 10,300 m3 9,268 m3 

※1：（ ）内は実施計画上の RO 濃縮水貯槽及び Sr 処理水貯槽に多核種処理水の一部を貯蔵している状況

を反映した貯蔵容量を示す。 

※2：実施計画上の RO 濃縮水貯槽及び Sr 処理水貯槽に多核種処理水の一部を貯蔵している状況を反映した

貯蔵容量，汚染水貯蔵量を示す。 

※3：2.5 汚染水処理設備等-2.5.2 基本仕様-2.5.2.1 主要仕様-2.5.2.1.1 より（37）（39）（48）(92) (93)

を示す。 

※4：2.5 汚染水処理設備等-2.5.2 基本仕様-2.5.2.1 主要仕様-2.5.2.1.1 より（60）を示す。 

※5：2.5 汚染水処理設備等-2.5.2 基本仕様-2.5.2.1 主要仕様-2.5.2.1.1 より（46）を示す。 

※6：2.5 汚染水処理設備等-2.5.2 基本仕様-2.5.2.1 主要仕様-2.5.2.1.1 より（45）（61）を示す。 

 

 

1.3 使用済セシウム吸着塔一時保管施設増設，及び使用済吸着塔の移動 

 汚染水処理設備の稼動に合せ，放射性物質を吸着させた使用済みの吸着塔を保管す

る一時保管施設の設置を行う。現状，セシウム吸着装置及び第二セシウム吸着装置の

使用済みの吸着塔を貯蔵する第一施設，セシウム吸着装置の使用済み吸着塔及び多核

種除去設備の高性能容器を貯蔵する第二施設，セシウム吸着装置及び第二セシウム吸

着装置の使用済み吸着塔及び多核種除去設備の使用済み処理カラムを貯蔵する第四施

設が設置済みである。 

 今後，多核種除去設備の稼動に伴い，多数発生する二次廃棄物を収納する高性能容

器を貯蔵するため第三施設を増設する。また，敷地境界線量の低減のため，敷地中央

付近の第四施設に，敷地境界付近の第一施設で保管していたセシウム吸着装置及び第

二セシウム吸着装置の使用済みの吸着塔を順次移動した。 
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2 工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

淡水化装置移送ライン
のポリエチレン管化

タンク増設

使用済セシウム吸着塔
一時保管施設増設

使用済セシウム吸着塔
の移動

平成25年

項目

平成26年 平成27年

設計・据付

貯蔵容量を平成27年中頃に70万m3，

平成28年度中に80万m3　（今後、具体的に検討）に増設

平成25年10月を目途に　約44万m3　（貯蔵容量）

移動

第三施設　設計・据付（設計段階のため今後の詳細設計により決定）
（平成25年中を目途に運用を開始し、順次増設する）

貯蔵容量を平成 26 年度末に 80 万 m3の総容量とする計画 

（平成 26 年 11 月中を目途に運用を開始し、順次増設する） 

第三施設 設計・据付 第三施設については平成 26 年度中に増設完了予定 
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添付資料－１１ 

 

２号機及び３号機の海水配管トレンチにおける高濃度汚染水の 

処理設備（モバイル式処理設備）の撤去について 

 

1.撤去の理由 

千島海溝津波に対して，防潮堤を設置することで浸水を抑制し，建屋流入に伴う滞留水

の流出と増加の防止，ならびに重要設備の津波被害軽減，廃炉作業の遅延リスク緩和のた

め，防潮堤を設置する。 

防潮堤設置にあたっては，現在供用していないモバイル式処理設備が干渉するため，こ

のモバイル式処理設備配管（（ＰＥ管，バルブユニット等）を全撤去する。なお，モバイル

式処理装置は，使用済燃料プール設備と放水路浄化設備とし今後も運用する。 

 

2.撤去の妥当性 

本設備は，海水配管トレンチ（ 2, 3 号機）の滞留水を海側立坑から汲み上げ後，モバイ

ル式処理装置にてセシウム等の放射性核種を除去し，山側立坑または 2 号機タービン建屋

へ移送するため設置した設備であるが，海水配管トレンチの閉止完了により，現在は供用

していない。 

 

3.廃棄物発生量 

（1）モバイル式処理設備配管（ＰＥ管，バルブユニット等）撤去工事で発生する廃棄物は

汚染されていることから金属製の容器に格納する。 

（2）撤去工事で発生する廃棄物は，約 150m3発生する見込みである。 

（3）廃棄物について，「実施計画Ⅲ章第 3編 2.1.1 放射性固体廃棄物等の管理」に従って 

保管管理する。撤去工事で発生する廃棄物は 1mSv/h を超える表面線量率であるため， 

固体廃棄物貯蔵庫第９棟地下 1階に保管するものとする。なお，表面線量率１mSv/h 

以下の廃棄物が発生した場合は，表面線量率に応じて定められた屋外の一時保管エリ 

アへ搬入する。 

 

4.作業員の被ばく低減 

（1）配管切断時においては，開放端部をゴム質のキャップ等で養生し，作業時の被ばく低

減を図る。 

（2）高線量配管周辺には鉛遮蔽を設置する。 

（3）作業を行わない間は，容易に近づけないよう作業エリアを区画する。 
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（4）配管の開放（切断）作業時においては，全面マスクを着用して作業を実施する。また，

配管切断作業時は放射性ダスト濃度測定を実施し，必要に応じ，局所排風機，ハウス

の設置を行い，放射性ダストの飛散防止に努める。 

(5)作業前に線量測定を実施し，現場状況の把握および必要に応じ遮へい等の線量低減対

策を行う。 

 

5.漏えい拡大防止策 

（1）配管切断前に隔離処置（弁閉）を行い，配管内の水抜きを行う。 

（2）配管切断箇所に仮設受けパンを設置し，仮設受けパン廻りをシート養生する。 

（3）抜き取った水の排水において仮設ホース及び仮設ポンプを使用する際には，仮設ホー

ス継手部に養生を行い，漏えい確認を行う。 

 

6. 滞留水移送装置との取合箇所の処置 

２号機タービン建屋内にて 2.5.1.5.1 滞留水移送装置と接続する箇所について以下の処

置を行う。 

(1) 弁で隔離された状態かつ，滞留水移送停止時に配管分岐部を切断・撤去する。 

(2) 切断箇所は新しい直管のＰＥ管を融着して復旧する。 

(3) 滞留水処理を止めないために，２系列のうち１系列ずつ切断，復旧を行う。 

 

7.配管撤去に係る確認事項 

（1）モバイル式処理設備配管の撤去した範囲については，以下に基づき検査を実施する。 

表－１ 確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 
外観確認 

実施計画の通り撤去さ

れていること。 
実施計画通りであること。 

 

 

：撤去範囲 

図－１ モバイル式処理設備 撤去範囲 
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(2)モバイル式処理設備撤去に伴い，2.5.1.5.1 滞留水移送装置（ポリエチレン管）復旧 

箇所については，以下に基づき検査を実施する。 

 

表－２ 確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認すること。 

実施計画通りである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（外径相当）について記録を確

認する。 

実施計画通りである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 
有意な欠陥がないこ

と。 

据付確認 
配管の据付状態について確認

する。 

実施計画の通り施

工・据付されている

こと。 

漏えい確認 
ろ過水による通水にて，漏えい

がないことを確認する。 

耐圧部からの漏えい

がないこと。 

 

 

 

 

 

以上 

図－２ 滞留水移送装置 検査範囲図 
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添付資料－１２ 

 

中低濃度タンクの設計・確認の方針について 

 

中低濃度タンクのうち，実施計画の初回認可日（平成 25 年 8 月 14 日）以降に実施する

検査の対象となる円筒型タンクの設計・確認の方針について，以下の通り定める。 

 

1.中低濃度タンク（円筒型）の設計方針 

1.1 規格・規準 

a. 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手した

タンク 

震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8月 14 日より前に）設計に着手した

タンク（G3, J1 エリア）に関しては，設計，材料の選定，製作及び検査について，日本

産業規格等の適用，施工記録，実績等により信頼性を確保する。 

◆タンクの構造設計に関する規格（JSME 規格以外） 

・「JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造」 

・「日本鋼構造協会 JSS-Ⅰ 溶接開先標準」 

・「日本建築学会 鋼構造設計規準」 

・「日本建築学会 容器構造設計指針」 

・「日本水道鋼管協会 鋼製配水池設計指針」 

・「高圧ガス保安法 特定設備検査規則および同強度計算書式」 

 

◆溶接に関する規格 

・「JIS B 8285 圧力容器の溶接施工方法の確認試験」 

・「JIS Z 3801 手溶接技術検定における試験方法及び判定基準」 

・「JIS Z 3841 半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準」 

・「日本鋼構造協会 JSS-Ⅰ 溶接開先標準」 

 

b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計するタンク 

平成 25 年 8 月 14 日以降に設計するものに関しては，JSME 規格に限定するものではな

く，日本産業規格（JIS）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，或いは

American Society of Mechanical Engineers（ASME 規格），日本産業規格（JIS），また

はこれらと同等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。 

◆タンクの構造設計に関する規格（JSME 規格以外） 

・「JIS G 3193 熱間圧延鋼板及び鋼帯の形状，寸法，質量及びその許容差」 

・「JIS G 3454 圧力配管用炭素鋼鋼管」 

・「JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造」 
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1.2 放射性物質の漏えい防止及び管理されない放出の防止 

中低濃度タンクは，液体状の放射性物質の漏えいの防止及び所外への管理されない放

出を防止するため，次の各項を考慮した設計とする。 

a. 漏えいの発生を防止するため，中低濃度タンクには設置環境や内部流体の性状等

に応じた適切な材料を使用するとともに，タンク水位の検出器を設ける。 

b. タンクからの漏えいを早期検知するためにタンク設置エリアに設置するカメラ

にて監視するとともに，巡視点検にて漏えいの有無を確認し，液体状の放射性物

質が漏えいした場合においても，漏えいを停止するのに適切な措置をとれるよう

にする。また，中低濃度タンクは漏えい水の拡大を抑制するための堰を設ける。

基礎外周堰の堰内容量は，タンク 20 基当たり 1 基分の貯留容量（20 基以上の場

合は 20 基あたり 1 基分の割合の容量，20 基に満たない場合でも 1 基分）を確保

できる容量に，大雨時の作業等を考慮した余裕高さ（堰高さで 20cm 程度）分の

容量との合計とする。 

c. タンク水位は，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室（シールド中操）

に表示し，異常を確実に運転員に伝え適切な措置をとれるようにする。 

 

1.3 環境条件対策 

 タンク増設に合わせて敷設する移送配管については，以下の対策を行う。 

(1) 凍結 

滞留水を移送している過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。 

滞留水の移送を停止した場合，屋外に敷設されているポリエチレン管等は，凍結による

破損が懸念されるため，保温材等を取り付けて凍結防止を図る。なお，保温材は，高い気

密性と断熱性を有する硬質ポリウレタン等を使用し，凍結しない十分な厚さ（100A に対し

て 21.4mm 以上）を確保する。 

 保温材厚さの設定の際には，「建設設備の凍結防止（空気調和・衛生工学会）」に基づき，

震災以降に凍結事象が発生した外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃，保温材厚さ 21.4mm

の条件において，内部流体が 25％※凍結するまでに十分な時間（50時間程度）があること

を確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程度継続することはな

い。 

 ※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25%以上と推奨 

 

 (2) 紫外線 

屋外に敷設されているポリエチレン管等は，紫外線による劣化を防止するため，紫外線

防止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材を取り付ける，もしくは，カーボンブ

ラックを添加していない保温材を使用する場合は，カーボンブラックを添加した被覆材ま

たは紫外線による劣化のし難い材料である鋼板を取り付ける。 
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1.4 設計上の使用条件 

中低濃度タンク（円筒型）のうち，RO濃縮水貯槽及び濃縮廃液貯槽には，RO 濃縮水，濃

縮廃液等の処理装置による処理済水（37kBq/cm3以上）を貯留する。タンクの運用状況に応

じて RO 濃縮水貯槽に多核種除去設備，増設多核種除去設備，高性能多核種除去設備及び RO

濃縮水処理設備による処理済水，サブドレン他水処理施設で汲み上げた地下水（37kBq/cm3

未満）を貯留する。 

Sr 処理水貯槽には，RO濃縮水処理設備による処理済水，サブドレン他水処理施設で汲み

上げた地下水（37kBq/cm3未満）を貯留する。タンクの運用状況に応じて Sr処理水貯槽に多

核種除去設備，増設多核種除去設備，高性能多核種除去設備による処理済水（37kBq/cm3未

満）を貯留する。 

一方，多核種処理水貯槽には，多核種除去設備，増設多核種除去設備及び高性能多核種

除去設備による処理済水（37kBq/cm3未満）を貯留する。G4北，G5エリアに設置する多核種

処理水貯槽については，トリチウム以外の放射性物質を告示濃度限度比総和 1 未満となる

まで浄化処理した水を貯留する。 

RO 処理水貯槽，蒸発濃縮処理水貯槽には，逆浸透膜装置の処理済水（37kBq/cm3未満）を

貯留する。 

 

2.中低濃度タンク（円筒型）の構造強度及び耐震性評価 

2.1 中低濃度タンクの構造強度評価 

a. 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手した

タンク（G3, J1 エリア） 

中低濃度タンクは，「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」において，廃棄

物処理設備に相当するクラス 3 機器に準ずるものと位置付けられる。クラス３機器の適用

規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「JSME 規格」とい

う。）で規定される。 

しかしながら，震災以降緊急対応的にこれまで設置してきた中低濃度タンクは，必ずし

も JSME 規格に従って設計・製作・検査をされたものではなく，日本産業規格（JIS）等の

国内外の民間規格，製品の試験データ等を踏まえ，福島第一原子力発電所構内の作業環境，

機器等の設置環境や時間的裕度を勘案した中で安全確保を最優先に設計・製作・検査を行

ってきている。 

中低濃度タンクは，高濃度の汚染水を内包するため，バウンダリ機能の健全性を確認す

る観点から，設計された肉厚が十分であることを確認している。また，溶接部については，

耐圧・漏えい試験等を行い，有意な変形や漏えい等のないことを確認している。設計及び

評価の概要を以下に示す。 
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◆溶接型タンク（G3,J1 エリア） 

G3 エリア，J1 エリアタンクともに，「鋼製石油貯槽の構造（全溶接製）（JIS B 8501）」

を参考に設計したものである。線量や重装備による厳しい現場作業環境，汚染水対策とし

て短期間の設置工程の必要性を踏まえ，現場溶接作業を極力減らすための設計の工夫を行

っているため，溶接部の設計において，全ての部位が規格に適合した設計となっているわ

けではないが，当該部位については，別途構造計算等を実施し，構造強度の健全性につい

て確認を行っている。 

 

b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計するタンク 

中低濃度タンクは，「実用発電用原子炉及びその付属設備の技術基準に関する規則」にお

いて，廃棄物処理設備に相当するクラス 3 機器に準ずるものと位置付けられる。クラス 3

機器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「JSME

規格」という。）で規定される。 

従って，今後設計する中低濃度タンクについては，JSME 規格に限定するものではなく，

日本産業規格（JIS）等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，或いは American 

Society of Mechanical Engineers（ASME 規格），日本産業規格（JIS），またはこれらと同

等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。溶接(溶接施工法および溶接

士)は JSME 規格，日本産業規格（JIS），および発電用火力設備に関する技術基準を定める

省令にて認証された溶接，または同等の溶接とする。また，JSME 規格で規定される材料の

日本産業規格（JIS）年度指定は，技術的妥当性の範囲において材料調達性の観点から考慮

しない場合もある。 

さらに，今後も JSME 規格に記載のない非金属材料（耐圧ホース，ポリエチレン管等）に

ついては，現場の作業環境等から採用を継続する必要があるが，これらの機器等について

は，日本産業規格（JIS）や日本水道協会規格，製品の試験データ等を用いて設計を行う。 
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2.2 中低濃度タンクの耐震性評価 

中低濃度タンクは，原則，その安全機能の重要度，地震によって機能の喪失を起こした

場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動への影響等を考慮した上で，核燃

料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における耐震クラス分類を参考にして適

切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられる

設計とする。 

ただし，2020 年 7月 8日以前に認可された中低濃度タンクについては，「発電用原子炉施

設に関する耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラス分類を行い，「JEAC4601 原子力発電

所耐震設計技術規程」（以下，「耐震設計技術規程」という。）等に準拠して構造強度評価を

行うことを基本とすることから，この限りでない。 

また，評価手法，評価基準については，実態にあわせたものを採用する。なお，要求さ

れる地震力に対して耐震性を確保できない場合は，その影響について評価を行う。支持部

材がない等の理由によって，耐震性に関する評価ができない設備を設置する場合において

は，可撓性を有する材料を使用するなどし，耐震性を確保する。 

また，中低濃度タンクは必要な耐震性を確保するために，原則として以下の方針に基づ

き設計とする。 

・ 倒れ難い構造（基礎幅を大きくとる） 

・ 変位による破壊を防止する構造（配管等に可撓性の有る材料を使用） 

 

3. 中低濃度タンク（円筒型）の確認方針 

3.1 構造強度及び機能・性能に関する事項 

中低濃度タンクの構造強度及び機能・性能に関する確認事項を別紙－１に示す。 

 

3.2 溶接部に関する事項 

溶接部の確認が必要な中低濃度タンクの溶接部に関する確認事項は，「JSME S NB1 発電

用原子力設備規格 溶接規格」に準拠して実施することを基本とするが，確認内容，判定

基準については実態にあわせたものを適用する。溶接部に関する確認事項を別紙－３に示

す。なお，溶接施工法については，認証機関による適合性証明に限らず，溶接規格第２部

に定める溶接施工法認証標準に基づく確認試験を実施し合格したものについても適用可能

とする。また，溶接士については，JSME 規格，American Society of Mechanical Engineers

（ASME 規格），日本産業規格（JIS），および発電用火力設備に関する技術基準を定める省令

にて認証された溶接，またはこれらと同等の溶接とする。 

 

3.3 特記事項 

実施計画の初回認可日以降に実施する検査において，緊急対応的に設置又は既に（平成

25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手した中低濃度タンク｛エリア名（対象タンク基数／エ

リアタンク総基数）：G3 エリア（46 基／70 基）・J1 エリア（100 基／100 基）｝は，汚染水
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の構外への流出を回避するために，いったん汚染水を貯留することを最優先とし，汚染水

を貯留しながら，中低濃度タンクに係わる確認項目を確認するために，東京電力株式会社

福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関する規則第 20条第

1項に規定する使用前検査及び第28条第1項に規定する溶接検査に準じた検査を受検する。

確認事項の概要を以下に示す。 

 

◆溶接型タンク（G3 エリア） 

G3 エリアの溶接型タンクについては，工場および現場にて溶接作業を実施している。工

場および現場の溶接は，工場製作要領書・タンク現地溶接施工要領書にしたがって，第三

者によって認められた溶接施工法により，JIS の有資格者が実施している。開先検査記録や

溶接作業記録等の作成は省略しているものの，非破壊検査については，現場溶接部は全数，

工場溶接部はサンプリングにより実施するとともに，外観検査についてはタンク設置後で

測定可能な範囲において，脚長等が設計寸法以上であることを確認している。最終的には，

当社監理員立会のもと，24 時間の耐圧・漏洩試験（水張り試験）により，有意な変形や漏

洩等がないことを確認している。 

 

◆溶接型タンク（J1 エリア） 

J1 エリアの溶接型タンクについては，工場および現場にて溶接作業を実施している。こ

れらは，試験検査要領書に基づいて，JIS の有資格者が溶接を行うとともに，材料検査，開

先検査，溶接作業検査，非破壊検査，耐圧漏えい検査，外観検査を実施・記録を行い，当

該工事の請負業者が同記録の確認を行っている。また，当社においては，工場および現場

において，これら検査の立会および記録確認を実施している。 
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4. 基礎外周堰完成及び個別水位計設置までの安全確保事項 

中低濃度タンクは，基礎外周堰，並びに各タンクへの水位計が設置され，機能・性能

に関する確認がされる前から使用を開始するため，使用期間中は漏えいの発生防止，漏

えい検知・拡大防止の観点から，以下の事項について遵守する。 

・ 汚染水の受払いの際は，受払用タンクに水位計を設置し，受入時の溢水を防止す

ると共に，貯留状況を監視する。 

・ 汚染水の受入れが完了したタンクは，タンクの連結弁を閉じ，大量漏えいを防止

する。 

・ タンクの連結弁を閉じた後，各タンクの水位が確認できなくなるが，個別水位計

が設置されるまでの期間は，溶接型タンクについて，巡視点検でタンクからの漏

えいの有無を確認することにより，各タンクの水位が保持されていることを間接

的に確認する。 

・ RO 濃縮水貯槽及び Sr 処理水貯槽は，基礎外周堰が設置された状態で使用する。 

・ 多核種処理水貯槽は,基礎外周堰が設置された状態で使用するのが原則であるが，

建屋滞留水処理完了（循環注水を行っている１～３号機原子炉建屋以外の滞留水

処理完了）までは，J2，J3，J4，J5，J6，J7，J8，J9，H1，H1 東，H2，K3，K4，

H4 北，H4 南，G1 南，H5，H6(Ⅰ) ，B，B 南，H3，H6(Ⅱ)，G6，G1，G4 南エリア

のタンクに仮堰運用（高さ 25cm 程度の鉄板もしくはコンクリートによる堰）を適

用し，基礎外周堰が完成する前にタンクの使用を開始する。仮堰運用期間を可能

な限り短くするため，仮堰運用を適用するエリアのすべてのタンクが設置されて

から３ヶ月以内（天候等による影響を除く）を目途に基礎外周堰を完成させる。

なお，建屋滞留水処理完了以降の仮堰運用については，地下水流入量等の状況を

鑑み検討する。 

 

5. 汚染水受入れ時の漏えい対策について 

  新規タンクへ汚染水を受け入れる際には，漏えいの発生防止，漏えい検知・拡大防止

の観点から，以下の対策を行う。 

・ 新規タンクへ汚染水を受け入れる際には，隔離対象タンクの連結弁が“閉”であ

ることを確認した後に，受入れを開始する。 

・ 新規タンクへ汚染水の受入れを開始する際には，水位計の指示値を連続して確認

し，水位が安定的に上昇していることを確認すると共に，目視にてタンク，連結

弁，フランジ部からの漏えいの有無を確認する。設備に異常が無ければ，その後

は水位計の指示値を連続して確認し，巡視点検でタンクからの漏えいの有無を確

認する。 

・ 仮にタンクに不具合が発生した場合は，状況把握に努めると共に漏えい拡大の防

止を図り，漏えい水受けの設置や連絡弁の「閉」確認を行う等の応急措置を実施

する。 
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６．別紙 

（１）中低濃度タンク（円筒型）の基本仕様 

（２）中低濃度タンク（円筒型）の構造強度及び耐震性評価に関する説明書 

（３）中低濃度タンク（円筒型）に係る確認事項 

（４）(廃止)フランジタンクの止水構造に関する説明書 

（５）タンク基礎に関する説明書 

（６）中低濃度タンク（円筒型）の基礎外周堰の堰内容量に関する説明書 

（７）中低濃度タンク（円筒型）からの直接線ならびにスカイシャイン線による

実効線量 

（８）タンクエリア図 

（９）タンク概略図 

（10）中低濃度タンクのうち耐震 Cクラスと位置づけられるタンクについて 
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別紙－１ 

中低濃度タンク（円筒型）の基本仕様 

 

１．設備仕様 

a. 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手した

タンク（G3,J1 エリア） 

（1）RO 濃縮水貯槽 

廃止（G4エリア（フランジタンク）） 

 

G3 エリア 

 タンク容量  m3 1,000 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 10,537 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 9.5 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPY400EQ，STPG370 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 ポリ塩化ビニル FC200 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J1 エリア 

タンク容量 m3 1,000 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 10,812 

管台厚さ 100A mm 4.5 

200A mm 5.8 

600A mm 9.5 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPY400EQ，SGP 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 ポリ塩化ビニル FC200 

最高使用圧力 0.98MPa 0.98MPa，1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 

 

 

 

 

（2）廃止（多核種処理水貯槽） 
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b. 今後（平成 25年 8月 14 日以降）設計するタンク 

（1）RO 濃縮水貯槽 

G7 エリア  

タンク容量 m3 700 

主要寸法 内  径 mm 8,100 

胴板厚さ mm 16 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,730 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

500A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm（100A） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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D エリア 

タンク容量 m3 1,000 

主要寸法 内  径 mm 10,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,565 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm（100A） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 大気圧 

最高使用温度 50℃ 
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（2）濃縮廃液貯槽，RO処理水貯槽，蒸発濃縮処理水貯槽 

D エリア 

タンク容量 m3 1,000 

主要寸法 内  径 mm 10,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,565 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm（100A） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 大気圧 

最高使用温度 50℃ 
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（3）多核種処理水貯槽 

J5 エリア 

タンク容量 m3 1,235 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 13,000 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

650A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 0.98MPa 1.4MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J2,J3 エリア 

タンク容量 m3 2,400 

主要寸法 内  径 mm 16,200 

胴板厚さ mm 18.8 

底板厚さ mm 12 

アニュラ厚さ mm 16 

高  さ mm 13,200 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 12.0 

材料 胴板 ― SM400C 

底板 ― SS400 

アニュラ板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 60℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J4 エリア（2,900m3） 

タンク容量 m3 2,900 

主要寸法 内  径 mm 16,920 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,900 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

650A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM490C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 0.98MPa 1.4MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J6 エリア 

タンク容量 m3 1,200 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,012 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 9.5 

材料 胴板・底板 ― SM400A，SS400 

管台 ― 
STPG370，STPY400 

STPY400EQ 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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 H1 エリア 

タンク容量 m3 1,220 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ※ mm 11,622 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPT410，SM400C 

※底板厚さを含む 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J7 エリア 

タンク容量 m3 1,200 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,012 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 9.5 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，STPY400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J4 エリア（1,160m3） 

タンク容量 m3 1,160 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 13,000 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

650A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 0.98MPa 1.4MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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H1 東エリア 

タンク容量 m3 1,220 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ※ mm 11,622 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPT410，SM400C 

※底板厚さを含む 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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J8 エリア 

タンク容量 m3 700 

主要寸法 内  径 mm 9,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,012 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，STPT410，SM400A 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 6.0mm(100A) 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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K3 エリア 

タンク容量 m3 700 

主要寸法 内  径 mm 8,100 

胴板厚さ mm 16 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,730 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm(100A) 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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J9 エリア 

タンク容量 m3 700 

主要寸法 内  径 mm 9,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,012 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，STPT410，SM400A 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 6.0mm(100A) 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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K4 エリア 

タンク容量 m3 1,000 

主要寸法 内  径 mm 10,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,565 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm（100A） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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H2 エリア 

タンク容量 m3 2,400 

主要寸法 内  径 mm 16,200 

胴板厚さ mm 18.8 

底板厚さ mm 12 

アニュラ厚さ mm 16 

高  さ mm 13,200 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 12.0 

材料 胴板 ― SM400C 

底板 ― SS400 

アニュラ板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 60℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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H4 北エリア 

タンク容量 m3 1,200 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 11,700 

管台厚さ 100A mm 6 

200A mm 8.2 

760mm 

（内径） 

mm 
12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370， SM400A 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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H4 南エリア（1,060m3） 

タンク容量 m3 1,060 

主要寸法 内  径 mm 10,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,565 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm（100A） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 



 Ⅱ-2-5-添 12- 29 

H4 南エリア（1,140m3） 

タンク容量 m3 1,140 

主要寸法 内  径 mm 10,440 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 22 

高  さ mm 14,127 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SM400B 

管台 ― STPT410，SM400B 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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G1 南エリア(1,160m3) 

タンク容量 m3 1,160 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 13,000 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

650A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 0.98MPa 1.4MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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G1 南エリア(1,330m3) 

タンク容量 m3 1,330 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 22 

高  さ mm 14,878 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SM400B 

管台 ― STPT410，SM400B 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

厚   さ 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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H5,H6(Ⅰ)エリア 

タンク容量 m3 1,200 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,012 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，STPT410，SM400A 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（綱管） 

厚   さ 6.0mm(100A) 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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B,B 南エリア(1,330m3) 

タンク容量 m3 1,330 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 14,900 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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B エリア(700m3) 

タンク容量 m3 700 

主要寸法 内  径 mm 8,100 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 14,730 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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H3,H6(Ⅱ)エリア(1,356m3) 

タンク容量 m3 1,356 

主要寸法 内  径 mm 12,500 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,112 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，SM400A，STPT410 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

呼 び 径 100A（6.0mm） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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G6 エリア 

タンク容量 m3 1,330 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 14,715 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

650A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SM490A 

管台 ― STPG370，SM490B 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 0.98MPa 

最高使用温度 40℃ 
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G1,G4 南，G4 北，G5 エリア(1,356m3) 

タンク容量 m3 1,356 

主要寸法 内  径 mm 12,500 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,112 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，SM400A，STPT410 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 40℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

呼 び 径 100A Sch40 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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（4）Sr 処理水貯槽 

K1 北エリア 

タンク容量 m3 1,200 

主要寸法 内  径 mm 12,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 12,012 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

600A mm 9.5 

材料 胴板・底板 ― SM400A 

管台 ― STPG370，STPY400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 
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K2 エリア 

タンク容量 m3 1,057 

主要寸法 内  径 mm 10,000 

胴板厚さ mm 15 

底板厚さ mm 25 

高  さ mm 14,565 

管台厚さ 100A mm 8.6 

200A mm 12.7 

600A mm 16.0 

材料 胴板・底板 ― SS400 

管台 ― STPT410，SS400 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 1.0MPa 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（鋼管） 

厚   さ 8.6mm（100A） 

材   質 STPT410 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 50℃ 
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 K1 南エリア 

タンク容量 m3 1,160 

主要寸法 内  径 mm 11,000 

胴板厚さ mm 12 

底板厚さ mm 12 

高  さ mm 13,000 

管台厚さ 100A mm 6.0 

200A mm 8.2 

650A mm 12.0 

材料 胴板・底板 ― SM400C 

管台 ― STPG370，SM400C 

 

 連結管（耐圧ホース（完成品）） 連結弁（完成品） 

呼 び 径 200A 相当 200A 相当 

材   質 EPDM 合成ゴム FCD450-10 

最高使用圧力 0.98MPa 1.4MPa 

最高使用温度 50℃ 50℃ 

 

 入口配管（ポリエチレン管） 

呼 び 径 100A 相当 

材   質 ポリエチレン 

最高使用圧力 1.0MPa 

最高使用温度 40℃ 

 

以上 
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別紙－２ 

 

中低濃度タンク（円筒型）の構造強度及び耐震性評価に関する説明書 

 

1.構造強度評価 

震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8月 14 日より前に）設計に着手した

タンクについては，材料証明書がなく，設計・建設規格におけるクラス 3機器の要求を

満足するものではないが，主要仕様から必要肉厚評価，胴の穴の補強評価をし，十分な

強度を有していることを確認した。 

平成 25 年 8 月 14 日以降に設計するタンクについては，設計・建設規格に基づき，主

要仕様から必要肉厚評価，胴の穴の補強評価をし，十分な強度を有していることを確認

した。 

J2，J3 エリアのタンクについては，日本産業規格（JIS B 8501）を適用し構造強度評

価を行った。構造強度評価のうち，「円筒型タンクの胴の厚さ評価」については，日本

産業規格（JIS B 8501）内に裏当て金を使用した評価の規定がないことから，設計・建

設規格（JSME 規格）により構造強度評価を行い十分な強度を有していることを確認した。 

その他の構造強度評価については，日本産業規格（JIS B 8501）の要求仕様を満足する

設計とするが，同規格内に各評価対象部位の必要最小値を算出する方法の規定がないこ

とから，設計・建設規格により算出した値を参考値として記載する。 

 

 

(1) 震災以降緊急対応的に設置又は既に（平成 25 年 8 月 14 日より前に）設計に着手した

タンク（G3,J1 エリア） 

a. 円筒型タンクの胴の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評価の結果，水頭圧に耐えられる

ことを確認した（表－１－１）。 

 

 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。また，内径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

 

ｔ ： 管台の計算上必要な厚さ 

Di ： 管台の内径 

H ： 水頭 

ρ ： 液体の比重 

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力 

η ： 長手継手の効率      
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表－１－１ 円筒型タンクの胴の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 

多核種処理水貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 
タンク板厚 

9.6 12.0 

9.8 12.0 

 

 

b. 円筒型タンクの底板の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，底板の厚さについて評価を実施した。評価の結果，必要

板厚を確保していることを確認した（表－１－２）。 

 

表－１－２ 円筒型タンクの底板の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 

多核種処理水貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 

タンク板厚 

（底板） 
3.0※１ 12.0 

※１ 地面，基礎等に直接接触するものについては，3ｍｍ（設計・建設規格） 

 

 

c. 円筒型タンクの管台の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，管台の板厚評価を実施した。評価の結果，水頭圧に耐え

られることを確認した（表－１－３）。 

 

 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 

ただし，管台の外径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

 

 

 

 

ｔ ： 管台の計算上必要な厚さ 

Di ： 管台の内径 

H ： 水頭 

ρ ： 液体の比重 

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力 

η ： 長手継手の効率      
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表－１－３ 円筒型タンクの管台の板厚評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 

多核種処理水貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 9.5 

100A 管台板厚 3.5※ 4.5 

200A 管台板厚 3.5※ 5.8 

600A 管台板厚 3.5※ 9.5 

※管台の外径：82mm 以上のものについては 3.5mm 
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d. 円筒型タンクの胴の穴の補強評価  

設計・建設規格に準拠し，胴の穴の補強について評価を実施した。評価の結果，補

強に有効な面積が補強に必要な面積より大きいため，補強は十分であることを確認し

た（表－１－４）。 
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A0 ： 補強に有効な総面積 

A1 ： 胴,鏡板又は平板部分の補強に有効な面積 

A2 ： 管台部分の補強に有効な面積 

A3 ： すみ肉溶接部の補強に有効な面積 

A4 ： 強め材の補強に有効な面積  

η ： PVC-3161.2 に規定する効率 

ts ： 胴の最小厚さ 

tsr ： 継ぎ目のない胴の計算上必要な厚さ 

（PVC-3122(1)において 

η=１としたもの） 

tn ： 管台最小厚さ 

tn1 ： 胴板より外側の管台最小厚さ 

tn2 ： 胴板より内側の管台最小厚さ 

tnr ： 管台の計算上必要な厚さ 

P ： 最高使用圧力(水頭)=9.80665×103Ｈρ 

Ss ： 胴板材料の最高使用温度における 

許容引張応力  

Sn ： 管台材料の最高使用温度における 

許容引張応力  

Di ： 管台の内径 

X ： 胴面に沿った補強に有効な範囲 

X1 ： 補強に有効な範囲 

X2 ： 補強に有効な範囲 

Y1 ： 胴面に垂直な補強の有効な範囲 

  （胴より外側） 

Y2 ： 胴面に垂直な補強の有効な範囲 

  （胴より内側） 

h ： 管台突出し高さ（胴より内側） 

L1 ： 溶接の脚長 

L2 ： 溶接の脚長 

L３ ： 溶接の脚長 

Ar ： 補強が必要な面積 

d ： 胴の断面に現れる穴の径 

F ： 係数（図 PVC-3161.2-1 から求めた値） 

Te ： 強め材厚さ 

W ： 強め材の有効範囲 

Wi ： 開先を含めた管台直径 

De ： 強め材外径 
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表－１－４ 円筒型タンクの穴の補強評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 Ar[mm2] A0[mm2] 

RO 濃縮水貯槽 
1000m3容量 

（溶接） 

100A 管台 610 1274 

200A 管台 1194 2321 

600A 管台 3657 4376 

100A 管台 685 821 

200A 管台 1321 1444 

600A 管台 3752 4256 
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(2) 平成 25 年 8 月 14 日以降に設計するタンク 

a. 円筒型タンクの胴の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評価の結果，水頭圧に耐えられる

ことを確認した（表－２－１）。 

 

 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。また，内径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

ｔ ： 管台の計算上必要な厚さ 

Di ： 管台の内径 

H ： 水頭 

ρ ： 液体の比重 

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力 

η ： 長手継手の効率      
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表－２－１ 円筒型タンクの胴の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 700m3容量 タンク板厚 8.4 16.0 

RO 濃縮水貯槽 

濃縮廃液貯槽 

RO 処理水貯槽 

蒸発濃縮処理水貯槽 

1000m3容量 タンク板厚 10.2 15.0 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 

タンク板厚 8.2 12.0 

タンク板厚 8.4 16.0 

タンク板厚 8.4 12.0 

1000m3容量 タンク板厚 10.2 15.0 

1060m3容量 タンク板厚 10.2 15.0 

1140m3容量 タンク板厚 10.4 15.0 

1160m3容量 タンク板厚 11.7 12.0 

1200m3容量 タンク板厚 
10.9 12.0 

9.0 12.0 

1220m3容量 タンク板厚 9.8 12.0 

1235m3容量 タンク板厚 11.7 12.0 

1330m3容量 タンク板厚 
11.5 15.0 

10.8 12.0 

1356m3容量 タンク板厚 11.5 12.0 

2400m3容量 タンク板厚 16.2 18.8 

2900m3容量 タンク板厚 14.5 15.0 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量 タンク板厚 10.2 15.0 

1160m3容量 タンク板厚 11.7 12.0 

1200m3容量 タンク板厚 10.9 12.0 
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b. 円筒型タンクの底板の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，底板の厚さについて評価を実施した。評価の結果，必要

板厚を確保していることを確認した（表－２－２）。 

表－２－２ 円筒型タンクの底板の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 700m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 25.0 

RO 濃縮水貯槽 

濃縮廃液貯槽 

RO 処理水貯槽 

蒸発濃縮処理水貯槽 

1000m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 25.0 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 

タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 25.0 

1000m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 25.0 

1060m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 25.0 

1140m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 22.0 

1160m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

1200m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

1220m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

1235m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

1330m3容量 

タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 22.0 

タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

1356m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

2400m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

2900m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 25.0 

1160m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

1200m3容量 
タンク板厚 
（底板） 

3.0※１ 12.0 

※１ 地面，基礎等に直接接触するものについては，3ｍｍ（設計・建設規格） 
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c. 円筒型タンクの管台の厚さ評価  

設計・建設規格に準拠し，管台の板厚評価を実施した。評価の結果，水頭圧に耐え

られることを確認した（表－２－３）。 

 

 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 

ただし，管台の外径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

 

 

 

ｔ ： 管台の計算上必要な厚さ 

Di ： 管台の内径 

H ： 水頭 

ρ ： 液体の比重 

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力 

η ： 長手継手の効率      
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表－２－３ 円筒型タンクの管台の板厚評価結果(1/2) 

機器名称 管台口径 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

RO 濃縮水貯槽 700m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

RO 濃縮水貯槽 

濃縮廃液貯槽 

RO 処理水貯槽 

蒸発濃縮処理水貯槽 

1000m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

600A 管台板厚 3.5※ 12.0 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

1000m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

1060m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

1140m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

1160m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

650A 管台板厚 3.5※ 12.0 

1200m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

600A 管台板厚 
3.5※ 9.5 

3.5※ 12.0 

760mm 

（内径） 
管台板厚 3.5※ 12.0 
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表－２－３ 円筒型タンクの管台の板厚評価結果(2/2) 

機器名称 管台口径 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

多核種処理水貯槽 

1220m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

600A 管台板厚 3.5※ 12.0 

1235m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

650A 管台板厚 3.5※ 12.0 

1330m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

650A 管台板厚 3.5※ 16.0 

1356m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

600A 管台板厚 3.5※ 12.0 

2400m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 12.0 

2900m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

650A 管台板厚 3.5※ 12.0 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 16.0 

1160m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

650A 管台板厚 3.5※ 12.0 

1200m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 6.0 

200A 管台板厚 3.5※ 8.2 

600A 管台板厚 3.5※ 9.5 

※管台の外径：82mm 以上のものについては 3.5mm 
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d. 円筒型タンクの胴の穴の補強評価  

設計・建設規格に準拠し，胴の穴の補強について評価を実施した。評価の結果，補

強に有効な面積が補強に必要な面積より大きいため，補強は十分であることを確認し

た（表－２－４）。 
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A0 ： 補強に有効な総面積 

A1 ： 胴,鏡板又は平板部分の補強に有効な面積 

A2 ： 管台部分の補強に有効な面積 

A3 ： すみ肉溶接部の補強に有効な面積 

A4 ： 強め材の補強に有効な面積  

η ： PVC-3161.2 に規定する効率 

ts ： 胴の最小厚さ 

tsr ： 継ぎ目のない胴の計算上必要な厚さ 

（PVC-3122(1)において 

η=１としたもの） 

tn ： 管台最小厚さ 

tn1 ： 胴板より外側の管台最小厚さ 

tn2 ： 胴板より内側の管台最小厚さ 

tnr ： 管台の計算上必要な厚さ 

P ： 最高使用圧力(水頭)=9.80665×103Ｈρ 

Ss ： 胴板材料の最高使用温度における 

許容引張応力  

Sn ： 管台材料の最高使用温度における 

許容引張応力  

Di ： 管台の内径 

X ： 胴面に沿った補強に有効な範囲 

X1 ： 補強に有効な範囲 

X2 ： 補強に有効な範囲 

Y1 ： 胴面に垂直な補強の有効な範囲 

  （胴より外側） 

Y2 ： 胴面に垂直な補強の有効な範囲 

  （胴より内側） 

h ： 管台突出し高さ（胴より内側） 

L1 ： 溶接の脚長 

L2 ： 溶接の脚長 

L３ ： 溶接の脚長 

Ar ： 補強が必要な面積 

d ： 胴の断面に現れる穴の径 

F ： 係数（図 PVC-3161.2-1 から求めた値） 

Te ： 強め材厚さ 

W ： 強め材の有効範囲 

Wi ： 開先を含めた管台直径 

De ： 強め材外径 
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表－２－４ 円筒型タンクの穴の補強評価結果(1/2) 

 機器名称 管台口径 評価部位 Ar[mm2] A0[mm2] 

RO 濃縮水貯槽 700m3容量 

100A 管台 569 2751 

200A 管台 1118 5394 

500A 管台 2787 9826 

RO 濃縮水貯槽 

濃縮廃液貯槽 

RO 処理水貯槽 

蒸発濃縮処理水貯槽 

1000m3容量 

100A 管台 694 2529 

200A 管台 1365 4890 

600A 管台 4129 9435 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 

100A 

管台 626 2775 

管台 569 2751 

管台 575 2511 

200A 

管台 1168 4924 

管台 1210 5198 

管台 1127 4584 

600A 

管台 3247 12707 

管台 3382 10822 

管台 3378 9627 

1000m3容量 

100A 管台 694 2529 

200A 管台 1365 4890 

600A 管台 4129 9435 

1060m3容量 

100A 管台 694 2529 

200A 管台 1365 4890 

600A 管台 4129 9435 

1140m3容量 

100A 管台 703 1951 

200A 管台 1382 3729 

600A 管台 4181 7058 

1160m3容量 

100A 管台 724 1616 

200A 管台 1411 3195 

650A 管台 4466 10840 

1200m3容量 

100A 管台 
828 2545 

650 2060 

200A 管台 
1551 4530 

1267 4133 

600A 管台 
4321 11400 

4324 11664 

760mm 

（内径） 
管台 4788 14670 
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表－２－４ 円筒型タンクの穴の補強評価結果(2/2) 

機器名称 管台口径 評価部位 Ar[mm2] A0[mm2] 

多核種処理水貯槽 

1220m3容量 

100A 管台 724 1677 

200A 管台 1401 3240 

600A 管台 4031 5029 

1235m3容量 

100A 管台 724 1616 

200A 管台 1411 3195 

650A 管台 4466 10840 

1330m3容量 

100A 

管台 780 1873 

管台 790 2644 

管台 720 1651 

200A 

管台 1534 3577 

管台 1548 4955 

管台 1396 3252 

600A 
管台 4640 6598 

管台 4641 10448 

650A 管台 4413 11133 

1356m3容量 

100A 管台 871 2502 

200A 管台 1631 4437 

600A 管台 4545 11441 

2400m3容量 

100A 管台 1031 3547 

200A 管台 2020 6631 

600A 管台 6139 17461 

2900m3容量 

100A 管台 1521 1854 

200A 管台 2950 3713 

650A 管台 9289 12857 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量 

100A 管台 694 2529 

200A 管台 1365 4890 

600A 管台 4129 9435 

1160m3容量 

100A 管台 724 1616 

200A 管台 1411 3195 

650A 管台 4466 10840 

1200m3容量 

100A 管台 828 2545 

200A 管台 1551 4530 

600A 管台 4321 11400 
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e. 強め材の取付け強さ  

設計・建設規格に準拠し，強め材の取り付け強さについて評価を実施した。評価の

結果，溶接部の強度が十分であることを確認した（表－２－５）。 
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F1 ： 断面（管台外側のすみ肉溶接部）におけるせん断強さ 

F2 ： 断面（管台内側の管台壁）におけるせん断強さ 

F3 ： 断面（突合せ溶接部）におけるせん断強さ 

F4 ： 断面（管台内側のすみ肉溶接部）におけるせん断強さ 

F5 ： 断面（強め材のすみ肉溶接部）におけるせん断強さ 

F6 ： 断面（突合せ溶接部）におけるせん断強さ 

do ： 管台外径 

d ： 管台内径 

do’ ： 胴の穴の径 

Wo ： 強め材の外径 

S ： 胴板材料の最高使用温度における許容引張応力 

Sn ： 管台材料の最高使用温度における許容引張応力 

L1 ： すみ肉溶接部の脚長（管台取付部（胴より外側）） 

L2 ： すみ肉溶接部の脚長（管台取付部（胴より内側）） 

L3 ： 溶接部の脚長（強め材） 

η1 ： 強め材の取付け強さ（表 PVC-3169-1 の値） 

η2 ： 強め材の取付け強さ（表 PVC-3169-1 の値） 

η3 ： 強め材の取付け強さ（表 PVC-3169-1 の値） 

W : 溶接部の負うべき荷重 

tsr ： 継目のない胴の計算上必要な厚さ 

（PVC-3122(1)においてη=１としたもの） 

F ： 管台の取付角度より求まる係数 

（図 PVC-3161.2-1 から求めた値） 

X ： 補強に有効な範囲 

W1 ： 予想される破断箇所の強さ 

W2 ： 予想される破断箇所の強さ 

W３ ： 予想される破断箇所の強さ 

W４ ： 予想される破断箇所の強さ 

W５ ： 予想される破断箇所の強さ 

W６ ： 予想される破断箇所の強さ 
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表－２－５ 円筒型タンクの強め材の取付け強さ（1/3） 

機器名称 

管台 

口径 

溶接部の負

うべき荷重 
予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 

Ｗ1 

[N] 

Ｗ2 

[N] 

Ｗ3 

[N] 

Ｗ4 

[N] 

Ｗ5 

[N] 

Ｗ6 

[N] 

RO 濃縮水貯槽 700m3容量 

100A 1864.1 166151 349750 314371 441231 293011 467970 

200A -25256.1※ － － － － － － 

500A -137004※ － － － － － － 

RO 濃縮水貯槽 

濃縮廃液貯槽 

RO 処理水貯槽 

蒸発濃縮処理

水貯槽 

1000m3容量 

100A 33964.16 166151 337182 324487 437680 279344 495518 

200A 39660.64 407243 638076 554885 661549 513907 785718 

600A 22336.96 1412596 1798294 1471384 1477146 1418358 1857082 

多核種処理水 

貯槽 

700m3容量 

100A 

61639 115577 272545 239591 299186 175172 396559 

1864.1 166150 349748 324487 441347 293010 508085 

32107.58 159722 299475 211841 293097 240978 351594 

200A 

115699 250813 515761 422299 501432 329946 687247 

4663.9 454128 755632 564998 696546 585676 866502 

39114.82 435468 613611 508042 561357 488783 686185 

600A 

324148 904190 1453572 1398685 1421230 926735 1948068 

-180590.4※ － － － － － － 

35356.48 1544737 1729347 1633960 1437975 1348752 1818570 

1000m3容量 

100A 33964.16 166151 337182 324487 437680 279344 495518 

200A 39660.64 407243 638076 554885 661549 513907 785718 

600A 22336.96 1412596 1798294 1471384 1477146 1418358 1857082 

1060m3容量 

100A 33964.16 166151 337182 324487 437680 279344 495518 

200A 39660.64 407243 638076 554885 661549 513907 785718 

600A 22336.96 1412596 1798294 1471384 1477146 1418358 1857082 

1140m3容量 

100A 56681.96 149067 299476 307403 396676 238340 457812 

200A 89746.84 361062 566725 508704 586899 439257 714367 

600A 193413.76 1222064 1597205 1280852 1272759 1213971 1655993 

1160m3容量 

100A 37367.82 154937 278514 119886 199587 234638 243463 

200A 63939.66 342042 570661 300675 402159 443526 529294 

650A 167003.76 1412331 2016618 1600574 1641873 1453630 2204861 

※溶接部の負うべき荷重が負であるため，溶接部の取付け強さの確認は不要である。 
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表－２－５ 円筒型タンクの強め材の取付け強さ（2/3） 

機器名称 
管台 
口径 

溶接部の負
うべき荷重 

予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 
Ｗ1 

[N] 
Ｗ2 

[N] 
Ｗ3 

[N] 
Ｗ4 

[N] 
Ｗ5 

[N] 
Ｗ6 

[N] 

多核種処理水
貯槽 

1200m3

容量 

100A 
82175 115577 272545 239591 299186 175172 396559 

24978 112320 249923 172957 265888 205251 310560 

200A 
154246 250813 515761 422299 501432 329946 687247 

36114 308283 566725 375720 498382 430945 634162 

600A 
432145 801839 1453572 1296335 1421230 926735 1948068 

130882.4 904189 1453570 1398685 1421229 926733 1948066 

760mm 
(内径) 

79200 1512639 2224097 2092065 2129011 1549585 2803523 

1220m3

容量 

100A 55708 102524 227151 211627 208210 239071 － 

200A 93155 276035 523632 416928 422218 489306 － 

600A 235930 1053369 1607899 1495884 1367515 1490789 － 

1235m3

容量 

100A 37367.82 154937 278514 119886 199587 234638 243463 

200A 63939.66 342042 570661 300675 402159 443526 529294 

650A 167003.76 1412331 2016618 1600574 1641873 1453630 2204861 

1330m3 

容量 

100A 

72095.91 149067 299476 307403 396676 238340 457812 

54189.7 159722 337179 211841 334760 282641 389298 

49298.40 137365 307402 151959 263968 249374 321996 

200A 

120050.88 361062 566725 508704 586899 439257 714367 

76526.3 451097 700590 536945 665569 579721 786438 

84993.00 393683 697071 396642 531885 528926 700030 

600A 
285103.70 1222064 1597205 1280852 1272759 1213971 1655993 

127803.2 1676880 2062577 1771247 1780308 1685941 2156944 

650A 210133.20 1807123 2304356 2214742 2019501 1611882 2711975 

1356m3

容量 

100A 33261.80 115576 272544 239590 299185 175171 396558 

200A 62433.80 250811 515759 422298 501431 329944 687246 

600A 174917.60 904189 1453570 1398685 1421229 926733 1948066 

2400m3 
容量 

100A 87207.86 159722 384937 393927 582021 347816 619142 

200A 122940.94 451097 790967 733483 969901 687515 1073353 

600A 205800.96 1301251 2185144 2158562 2683236 1825925 3042455 

2900m3

容量 

100A 55660 106517 343620 151710 331515 286322 388813 

200A 94803 263580 727160 428196 724848 560232 891776 

650A 243134 1372633 2454917 2137497 2706349 1941485 3219781 
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表－２－５ 円筒型タンクの強め材の取付け強さ（3/3） 

機器名称 
管台 

口径 

溶接部の

負うべき

荷重 

予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 

Ｗ1 

[N] 

Ｗ2 

[N] 

Ｗ3 

[N] 

Ｗ4 

[N] 

Ｗ5 

[N] 

Ｗ6 

[N] 

Sr 処理水貯槽 

1057m3

容量 

100A 33964.16 166151 337182 324487 437680 279344 495518 

200A 39660.64 407243 638076 554885 661549 513907 785718 

600A 22336.96 1412596 1798294 1471384 1477146 1418358 1857082 

1160m3

容量 

100A 37367.82 154937 278514 119886 199587 234638 243463 

200A 63939.66 342042 570661 300675 402159 443526 529294 

650A 167003.76 1412331 2016618 1600574 1641873 1453630 2204861 

1200m3

容量 

100A 82175 115577 272545 239591 299186 175172 396559 

200A 154246 250813 515761 422299 501432 329946 687247 

600A 432145 801839 1453572 1296335 1421230 926735 1948068 
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(3) 平成 25 年 8 月 14 日以降に設計するタンクのうち J2・J3 エリアのタンク 

a. 円筒型タンクの胴の厚さ評価 

設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評価の結果，水頭圧に耐えられる

ことを確認した（表－３－１）。 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は

t=1.5[mm]以上とする。また，内径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

 

表－３－１ 円筒型タンクの胴の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 タンク板厚 14.3 18.8 

 

 

b. 円筒型タンクの底板の厚さ評価【日本産業規格】 

   JIS8501 鋼製石油貯槽の構造（2013）5.4.2 底板の大きさ a）,b）に基づき最小

呼び厚さとして選定した。（表－３－２） 

アニュラ板：側板最下段の厚さ（18.8mm）15＜ts≦20 の場合,アニュラ板の最小厚さ

は 12mm とする。 

底板：底板に使用する板の厚さは,6mm 未満となってはならない。 

  

表－３－２ 円筒型タンクの底板の板厚評価結果 

機器名称 評価部位 
最小呼び厚さ

[mm] 
実厚[mm] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 

タンク板厚 

（アニュラ板） 
12.0 16.0 

タンク板厚 

（底板） 
6.0 12.0 

 

 

 

 

ｃ-1.円筒型タンクの管台の厚さの評価【日本産業規格】  

JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造（2013） 5.10.3 側ノズル 表 13 に基づき，ノズ

ルの呼び径からネックの最小呼び径厚さを選定した。（表－３－３） 
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表－３－３ 円筒型タンクの管台の板厚評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 
ネックの最小呼び径厚さ

[mm] 

実厚

[mm] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 
100A 管台板厚 8.6 8.6 

200A 管台板厚 12.7 12.7 

 

 

 

ｃ-2.円筒型タンクのマンホール管台の厚さ,補強評価【日本産業規格】 

JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造（2013） 5.10.3 側ノズル 表 11,よりに基づき，

測板よりネック部最小厚さを選定した。（表－３－４） 

 

表－３－４ 円筒型タンクの管台の板厚評価結果（マンホール） 

機器名称 管台口径 評価部位 ネック部最小厚さ[mm] 
実厚

[mm] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 600A 管台板厚 12.0 12.0 

 

 

 

c-3.円筒型タンクの管台の厚さ評価（参考） 

参考として，設計・建設規格に準拠し，管台の板厚評価を実施した。評価の結果，水

頭圧に耐えられることを確認した（表－３－５）。 

 

 

 

η

ρ

0.204S

DiH
t   

 

 

 

 

ただし，管台の外径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

 

表－３－５ 円筒型タンクの管台の板厚評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 

100A 管台板厚 3.5※ 8.6 

200A 管台板厚 3.5※ 12.7 

600A 管台板厚 3.5※ 12.0 

※管台の外径：82mm 以上のものについては 3.5mm 

 

ｔ ： 管台の計算上必要な厚さ 

Di ： 管台の内径 

H ： 水頭 

ρ ： 液体の比重 

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力 

η ： 長手継手の効率      
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d-1.円筒型タンクの管台の側ノズルの評価【日本産業規格】  

JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造（2013） 5.10.3 側ノズル 表 13 に基づき，ノズル

の呼び径から強め材を選定した。（表－３－６） 

尚,強め材の形状の選定として, 5.10.3 側ノズル 図 12 2）丸型を採用する 

 

 表－３－６ 円筒型タンクの穴の補強評価結果（強め材） 

機器名称 管台口径 評価部位 
強め材 

材料 

強め材の幅 

[mm] 

強め材の穴

の直径 

[mm] 

強め材板厚 

[mm] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 
100A 管台 SM400C 305 118 18.8 

200A 管台 SM400C 480 220 18.8 

 

 

d-2.円筒型タンクのマンホール管台の厚さ,補強評価【日本産業規格】 

JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造（2013） 5.10.3 側ノズル 表 11,よりに基づき 

強め材を選定した。（表－３－７） 

 

表－３－７ 円筒型タンクの穴の補強評価結果（強め材） 

機器名称 管台口径 評価部位 
強め材 

材料 

強め材の幅 

[mm] 

強め材の穴

の直径 

 [mm] 

強め材板厚 

[mm] 

多核種処理水

貯槽 
2400m3容量 600A 管台 SM400C 1370 613 18.8 
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d-3. 円筒型タンクの胴の穴の補強評価（参考） 

参考として，設計・建設規格に準拠し，胴の穴の補強について評価を実施した。評

価の結果，補強に有効な面積が補強に必要な面積より大きいため，補強は十分である

ことを確認した（表－３－８）。 
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A0 ： 補強に有効な総面積 

A1 ： 胴,鏡板又は平板部分の補強に有効な面積 

A2 ： 管台部分の補強に有効な面積 

A3 ： すみ肉溶接部の補強に有効な面積 

A4 ： 強め材の補強に有効な面積  

η ： PVC-3161.2 に規定する効率 

ts ： 胴の最小厚さ 

tsr ： 継ぎ目のない胴の計算上必要な厚さ 

（PVC-3122(1)において 

η=１としたもの） 

tn ： 管台最小厚さ 

tn1 ： 胴板より外側の管台最小厚さ 

tn2 ： 胴板より内側の管台最小厚さ 

tnr ： 管台の計算上必要な厚さ 

P ： 最高使用圧力(水頭)=9.80665×103Ｈρ 

Ss ： 胴板材料の最高使用温度における 

許容引張応力  

Sn ： 管台材料の最高使用温度における 

許容引張応力  

Di ： 管台の内径 

X ： 胴面に沿った補強に有効な範囲 

X1 ： 補強に有効な範囲 

X2 ： 補強に有効な範囲 

Y1 ： 胴面に垂直な補強の有効な範囲 

  （胴より外側） 

Y2 ： 胴面に垂直な補強の有効な範囲 

  （胴より内側） 

h ： 管台突出し高さ（胴より内側） 

L1 ： 溶接の脚長 

L2 ： 溶接の脚長 

L３ ： 溶接の脚長 

Ar ： 補強が必要な面積 

d ： 胴の断面に現れる穴の径 

F ： 係数（図 PVC-3161.2-1 から求めた値） 

Te ： 強め材厚さ 

W ： 強め材の有効範囲 

Wi ： 開先を含めた管台直径 

De ： 強め材外径 
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d-4. 強め材の取付け強さ（参考） 

参考として，設計・建設規格に準拠し，強め材の取り付け強さについて評価を実施

した。評価の結果，溶接部の強度が十分であることを確認した（表－３－９）。 
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F1 ： 断面（管台外側のすみ肉溶接部）におけるせん断強さ 

F2 ： 断面（管台内側の管台壁）におけるせん断強さ 

F3 ： 断面（突合せ溶接部）におけるせん断強さ 

F4 ： 断面（管台内側のすみ肉溶接部）におけるせん断強さ 

F5 ： 断面（強め材のすみ肉溶接部）におけるせん断強さ 

F6 ： 断面（突合せ溶接部）におけるせん断強さ 

do ： 管台外径 

d ： 管台内径 

do’ ： 胴の穴の径 

Wo ： 強め材の外径 

S ： 胴板材料の最高使用温度における許容引張応力 

Sn ： 管台材料の最高使用温度における許容引張応力 

L1 ： すみ肉溶接部の脚長（管台取付部（胴より外側）） 

L2 ： すみ肉溶接部の脚長（管台取付部（胴より内側）） 

L3 ： 溶接部の脚長（強め材） 

η1 ： 強め材の取付け強さ（表 PVC-3169-1 の値） 

η2 ： 強め材の取付け強さ（表 PVC-3169-1 の値） 

η3 ： 強め材の取付け強さ（表 PVC-3169-1 の値） 

W : 溶接部の負うべき荷重 

tsr ： 継目のない胴の計算上必要な厚さ 

（PVC-3122(1)においてη=１としたもの） 

F ： 管台の取付角度より求まる係数 

（図 PVC-3161.2-1 から求めた値） 

X ： 補強に有効な範囲 

W1 ： 予想される破断箇所の強さ 

W2 ： 予想される破断箇所の強さ 

W３ ： 予想される破断箇所の強さ 

W４ ： 予想される破断箇所の強さ 

W５ ： 予想される破断箇所の強さ 

W６ ： 予想される破断箇所の強さ 
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表－３－８ 円筒型タンクの穴の補強評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 Ar[mm2] A0[mm2] 

多核種処理水貯槽 2400m3容量 

100A 管台 911 3665 

200A 管台 1785 6864 

600A 管台 5423 18198 

 

 

 

表－３－９ 円筒型タンクの強め材の取付け強さ 

機器名称 

管台 

口径 

溶接部の負

うべき荷重 
予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 

Ｗ1 

[N] 

Ｗ2 

[N] 

Ｗ3 

[N] 

Ｗ4 

[N] 

Ｗ5 

[N] 

Ｗ6 

[N] 

多核種処理水貯槽 
2400m3

容量 

100A 63457.2 159724 384940 393929 582023 347818 619145 

200A 76246.8 451099 790970 733485 969903 687517 1073356 

600A 62563.2 1301253 2185147 2158564 2683238 1825927 3042458 

 

 

2.耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較す

ることにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重に

よる安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 
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表－４ タンク・槽類の転倒評価結果 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

RO 濃縮水貯槽 

多核種処理水貯槽 

1000m3容量 

（溶接） 

本体 転倒 0.36 2.4×104 7.4×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 2.5×104 7.7×104 kN･m 

RO 濃縮水貯槽 700m3容量 本体 転倒 0.36 2.2×104 3.5×104 kN･m 

RO 濃縮水貯槽 

濃縮廃液貯槽 

RO 処理水貯槽 

蒸発濃縮処理水貯槽 

1000m3容量 本体 転倒 0.36 3.2×104 6.3×104 kN･m 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 

本体 転倒 0.36 1.8×104 3.5×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 2.0×104 3.4×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 2.2×104 3.2×104 kN･m 

1000m3容量 本体 転倒 0.36 3.2×104 6.3×104 kN･m 

1060m3容量 本体 転倒 0.36 3.2×104 6.3×104 kN･m 

1140m3容量 本体 転倒 0.36 3.3×104 6.6×104 kN･m 

1160m3容量 本体 転倒 0.36 3.1×104 7.1×104 kN･m 

1200m3容量 
本体 転倒 0.36 3.1×104 8.3×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 2.4×104 7.5×104 kN･m 

1220m3容量 本体 転倒 0.36 2.7×104 7.8×104 kN･m 

1235m3容量 本体 転倒 0.36 3.1×104 7.1×104 kN･m 

1330m3容量 

本体 転倒 0.36 4.0×104 8.1×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 4.0×104 8.0×104 kN･m 

本体 転倒 0.36 3.9×104 8.0×104 kN･m 

1356m3容量 本体 転倒 0.36 3.4×104 9.6×104 kN･m 

2400m3容量 

（J2,J3） 
本体 転倒 0.36 6.8×104 23.2×104 kN･m 

2400m3容量 

（H2） 
本体 転倒 0.36 6.9×104 23.3×104 kN･m 

2900m3容量 本体 転倒 0.36 7.1×104 2.5×105 kN･m 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量 本体 転倒 0.36 3.2×104 6.3×104 kN･m 

1160m3容量 本体 転倒 0.36 3.1×104 7.1×104 kN･m 

1200m3容量 本体 転倒 0.36 3.1×104 8.3×104 kN･m 
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b. 応力評価及び座屈評価 

 

 汚染水処理設備等を構成する機器のうち中低濃度タンク（円筒型）については，以下の

通り貯留機能維持について評価する。 

『JEAC4601-2008 原子力発電所耐震設計技術規程』に基づき，タンク胴板の応力評価及び

座屈評価により，発生する応力が許容値を超えないことを確認する。 

 

 

1.評価 

1.1. 胴の応力評価 

イ.組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。 

応力の種類 許 容 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい方の値。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用いる。 

(1)  静水頭及び鉛直方向地震による応力 

ｔ

ρ′・
＝

2・

ｉ・Ｈ・
１φσ

Ｄg

  

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ

g

  

＝0１ｘσ   

(2)  運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直

方向地震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g

  

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g

  

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメ

ントを受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応

力は次のように求める。 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g

  

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g

  

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 
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２１ φφφ σσσ ＋＝   

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝   

(b) 組合せ圧縮応力 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

２１ φφφ σσσ －＝－   

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－   

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，  

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝と

する。一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

表－５ 円筒型タンク応力評価結果 

機器名称 部材 材料 
水平方向 
設計震度 

応力 
算出応力 
［MPa］ 

許容応力 
［MPa］ 

多核種処理水貯槽 

700m３ 

容量 

胴板 SM400A 0.36 一次一般膜 54 237 

胴板 SS400 0.36 一次一般膜 43 236 

胴板 SM400C 0.36 一次一般膜 61 235 

1000m３ 

容量 
胴板 SS400 0.36 一次一般膜 58 236 

1060m3 

容量 
胴板 SS400 0.36 一次一般膜 58 236 

1140m３ 

容量 
胴板 SM400B 0.36 一次一般膜 57 236 

1160m３ 

容量 
胴板 SM400C 0.36 一次一般膜 70 231 

1200m３ 

容量 
胴板 SM400A 0.36 一次一般膜 62 240 

1220m３ 

容量 
胴板 SM400C 0.36 一次一般膜 64 240 

1330m３ 

容量 

胴板 SM400B 0.36 一次一般膜 80 236 

胴板 SM400C 0.36 一次一般膜 65 235 

胴板 SM490A 0.36 一次一般膜 79 279 

1356m３ 

容量 
胴板 SM400A 0.36 一次一般膜 73 236 

2400m３ 

容量 
胴板 SM400C 0.36 一次一般膜 65 235 
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ロ．圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

１≦
・

＋
）＋・（

ｂ

ｘ

ｃ

ｘｘ ４３２ σησση
 f f

  

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆc f   

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 



































Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

8000・
Ｆ－φ  ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ

ｉ
 １ｃ

gg

g
 f

 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｃ １ f   

ただし， （ｘ）φ１ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ１  

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂ f   

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
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



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

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
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

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Ｆ
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2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦
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ただし， （ｘ）φ２ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η   

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g

g
  

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η   

 

表－６ 円筒型タンク座屈評価 

機器名称 部材 材料 
水平方向 
設計震度 

座屈評価結果 

多核種処理水貯槽 

700m３ 

容量 

胴板 SM400A 0.36 0.24 < 1 

胴板 SS400 0.36 0.17 < 1 

胴板 SM400C 0.36 0.29 < 1 

1000m３ 

容量 
胴板 SS400 0.36 0.24 < 1 

1060m3 

容量 
胴板 SS400 0.36 0.24 < 1 

1140m３ 

容量 
胴板 SM400B 0.36 0.20 < 1 

1160m３ 

容量 
胴板 SM400C 0.36 0.36 < 1 

1200m３ 

容量 
胴板 SM400A 0.36 0.28 < 1 

1220m３ 

容量 
胴板 SM400C 0.36 0.31 < 1 

1330m３ 

容量 

胴板 SM400B 0.36 0.48 < 1 

胴板 SM400C 0.36 0.27 < 1 

胴板 SM490A 0.36 0.43 < 1 

1356m３ 

容量 
胴板 SM400A 0.36 0.37 < 1 

2400m３ 

容量 
胴板 SM400C 0.36 0.23 < 1 
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記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｔ 胴板の厚さ mm 

  座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－６） kg/mm
3
 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 胴の水平方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

 

以上 
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別紙－３ 

 

中低濃度タンク（円筒型）に係る確認事項 

 

表－１－１ 構造強度及び機能・性能に関する確認事項（中低濃度タンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

使用材料を材料証明書により確認する。 

連結管･連結弁については，納品記録，製

品仕様にて確認する。 

実施計画に記載の材料が使用されてい

ること。 

連結管及び連結弁は製品仕様（最高使

用圧力）がタンクの水頭圧以上である

こと。 

寸法確認 
主要寸法（板厚，内径，高さ）を確認

する。 
実施計画の記載とおりであること。 

外観確認 
タンク本体（塗装状態含む），連結管・

連結弁の外観を確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

組立状態及び据付状態を確認する。 
組立状態及び据付状態に異常がないこ

と。 

タンク基礎の不陸について確認する。 異常な不陸がないこと。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

①：G3・J1 エリア 

運用水位以上で，一定時間（24 時間）

以上保持した後，試験圧力に耐え，か

つ，漏えいのないことを確認する。 

各部からの有意な漏えいおよび水位の

低下がないこと。 
②：①・③以外のタンク 

設計・建設規格に基づき耐圧・漏えい

試験を行う。 

③：J2・J3 エリア 

日本産業規格に基づき耐圧・漏えい試

験を行う。 

地盤支持

力確認 

支持力試験にてタンク基礎の地盤支持

力を確認する。 
必要な支持力を有していること。 

機能 

・性能 

監視 

確認 

水位計について，免震重要棟集中監視

室及びシールド中央制御室にタンク水

位が表示できることを確認する。 

免震重要棟集中監視室及びシールド中

央制御室にタンク水位が表示できるこ

と。 

寸法確認 

基礎外周堰の高さ，もしくは堰内容量

を確認する。（別紙-6 表-1 に記載のエ

リアは基礎外周堰の高さ、別紙-6 表-2

に記載のエリアは堰内容量を確認す

る。） 

必要容量に相当する高さ，もしくは堰

内容量があること。（別紙-6 表-1 に記

載のエリアは基礎外周堰の高さ、別紙

-6表-2に記載のエリアは堰内容量を確

認する。） 

外観確認 基礎外周堰の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

貯留機能 
漏えいなく貯留できることを確認す

る。 

タンク及び附属設備（連結管，連結弁,

マンホール,ドレン弁）に漏えいがない

こと。 
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表－１－２ 構造強度及び機能・性能に関する確認事項 

（タンク入口配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて，材料証明書または納品

書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法に

ついて，材料証明書または納品

書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおり据付ている

ことを立会いまたは記録により

確認する。 

図面のとおり施工・据付ているこ

と。 

耐圧・ 

漏えい確認 

注１ 

①：最高使用圧力の 1.5 倍で一

定時間保持後，同圧力に耐えて

いること，また，耐圧部からの

漏えいがないことを立会いまた

は記録により確認する。 

最高使用圧力の 1.5 倍に耐え，か

つ構造物の変形等がないこと。ま

た，耐圧部から漏えいがないこ

と。 

②：運転圧力で耐圧部からの漏

えいのないことを立会いまたは

記録により確認する。※１ 

耐圧部から漏えいがないこと。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いまた

は記録により確認する。 
通水ができること。 

※１：運転圧力による耐圧部の漏えい検査が実施できない配管フランジ部については， 

トルク確認等の代替検査を実施する。 

注１：耐圧漏えい確認は，①②のいずれかとする。 
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表－１－３ 構造強度及び機能・性能に関する確認事項 

（主要配管及びタンク入口配管（ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した材料について，
製品検査成績書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ
と。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法（外径
相当）について，製品検査成績書に
より確認する。 

実施計画の記載とおりであること。 

外観確認 
各部の外観について，立会いまたは
記録により確認する。 

有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器が図面のとおりに据付ている
ことを立会いまたは記録により確
認する。 

図面のとおり施工・据付ているこ
と。 

耐圧・ 
漏えい 
確認 
注１ 

①：最高使用圧力以上で一定時間保
持後，同圧力に耐えていること，ま
た，耐圧部からの漏えいがないこと
を立会いまたは記録により確認す
る。 

最高使用圧力に耐え，かつ構造物の
変形等がないこと。また，耐圧部か
ら漏えいがないこと。 

②：気圧により，耐圧部からの漏え
いのないことを立会いまたは記録
で確認する。 

耐圧部から漏えいがないこと。 
③：運転圧力で耐圧部からの漏えい
がないことを立会いまたは記録で
確認する。 

機能 
・性能 

通水確認 
通水ができることを立会いまたは
記録により確認する。 

通水ができること。 

注１：耐圧漏えい確認は，①②③のいずれかとする。 
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廃止（表－２－１ 溶接部に関する確認事項） 

（中低濃度タンク（Ｇ４エリア）） 
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表－２－２ 溶接部に関する確認事項 

（中低濃度タンク（Ｇ３エリア）） 

確認項目 確認内容 判定 

材料確認 使用材料を材料証明書により確認する。 実施計画に記載の材料が使用されていること。 

炭素含有量が 0.35％を超えていないこと。 

開先確認 

開先に関連する記録，使用された切断

機械の仕様，要領書等により，開先加

工の管理が行われていることを確認す

る。 

開先加工の管理が行われていること。 

溶接作業

確認 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定め

る溶接施工法認証標準に基づく確認試

験を実施し合格したものであることを

確認する。 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶接施

工法認証標準に基づく確認試験を実施し合格

したものであること。 

溶接設備が溶接施工法に適したもので

あることを確認する。 

溶接設備が溶接施工法に適したものであるこ

と。 

溶接士が，JIS の有資格者であって，同

資格が有効期間内であることを確認す

る。 

溶接士が JIS の有資格者であること。 

同資格が有効期間内であること。 

非破壊 

確認 

機能に影響を及ぼす有意な欠陥がない

ことを確認する。または，同じ工場で

製作された同型タンクの記録やサンプ

リングした代表溶接線の記録におい

て，機能に影響を及ぼす有意な欠陥が

ないことを確認する。 

機能に影響を及ぼす有意な欠陥がないこと。 

耐圧確認 

運用水位以上で，一定時間（溶接型タ

ンク：24 時間）以上保持した後，試験

圧力に耐え，かつ，漏えいのないこと

を確認する。 

耐圧試験に耐え,かつ,漏えいがないこと。 

外観確認 

溶接部の寸法が，強度上必要な設計寸

法以上であることを確認する。 

または，同じ工場で製作された同型タ

ンクの記録やサンプリングした代表溶

接線の記録において，寸法が，強度上

必要な設計寸法以上であることを確認

する 

溶接部の寸法が，強度上必要な設計寸法以上で

あること。 
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表－２－３ 溶接部に関する確認事項 

（中低濃度タンク（Ｊ１エリア）） 

確認項目 確認内容 判定 

材料確認 使用材料を材料証明書により確認する。 

実施計画に記載の材料が使用されているこ

と。 

炭素含有量が 0.35％を超えていないこと。 

開先確認 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，

付着物の有無を確認する。 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物がないこと。  

開先形状，寸法について確認する。 

開先形状，寸法が設計・建設規格，または

日本産業規格に適合していること。 

適合していない形状・寸法については，強

度計算により必要な強度を有しているこ

と。 

溶接作業

確認※ 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定め

る溶接施工法認証標準に基づく確認試

験を実施し合格したものであることを

確認する。 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶

接施工法認証標準に基づく確認試験を実施

し合格したものであること。 

溶接設備が溶接施工法に適したもので

あることを確認する。 

溶接設備が溶接施工法に適したものである

こと。 

溶接士が，JIS の有資格者であって，同

資格が有効期間内であることを確認す

る。 

溶接士が JIS の有資格者であること。 

同資格が有効期間内であること。 

溶接が，あらかじめ決められた溶接施

工法によって，溶接士が保有する資格

の作業範囲内で行われていることを確

認する。 

溶接が，あらかじめ決められた溶接施工法

で行われていること。 

溶接士が保有する資格の作業範囲内で行わ

れていること。 

非破壊 

確認 

溶接部について非破壊検査を行い，そ

の試験方法及び結果が溶接規格等に適

合することを確認する。 

溶接部の非破壊検査結果が溶接規格等に適

合していること。 

耐圧確認 

運用水位以上で，一定時間（溶接型タ

ンク：24 時間）以上保持した後，試験

圧力に耐え，かつ，漏えいのないこと

を確認する。 

耐圧試験に耐え,かつ,漏えいがないこと。 

外観確認 
溶接部の形状，寸法，及び状態につい

て確認する。 

溶接部の形状及び寸法が，設計・建設規格，

又は日本産業規格に適合していること。 

適合していない溶接部については，強度計

算により必要な強度を有していること。 

溶接部に有害なものがないこと。 

※自動溶接機を用いる溶接士については，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」 別記

-５ 日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たっての記載のうち， “3．溶接規格「第 3部 溶接士技能認証標準」（３）

溶接士技能認証標準と同等と認められるもの”及び“3．溶接規格「第 3 部 溶接士技能認証標準」（４）溶接士技能認

証標準に適合する溶接士技能の有効期間”を満足することを確認する。 
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表－２－４ 溶接部に関する確認事項 

（中低濃度タンク（Ｇ７エリア）） 

確認項目 確認内容 判定 

材料確認 使用材料を材料証明書により確認する。 

実施計画に記載の材料が使用されている

こと。 

炭素含有量が 0.35％を超えていないこ

と。 

開先確認 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物の有無を確認する。 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物がないこと。  

開先形状，寸法について確認する。 
開先形状，寸法が溶接規格に適合している

こと。 

溶接作業

確認 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶

接施工法認証標準に基づく確認試験を実

施し合格したものまたは電気事業法に基

づき実施された検査において適合性が確

認されたものであることを確認する。 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶

接施工法認証標準に基づく確認試験を実

施し合格したものまたは電気事業法に基

づき実施された検査において適合性が確

認されたものであること。 

溶接設備が溶接施工法に適したものであ

ることを確認する。 

溶接設備が溶接施工法に適したものであ

ること。 

溶接士は，実機作業が可能となる次のいず

れかの資格を有し，同資格が有効期限内で

あることを確認する。 

・溶接規格第３部に定める溶接士技能認証

標準に基づく有資格者， 

・溶接技能認証標準と同等と認められる

JIS の適合性証明書交付受領者 

・溶接技能認証標準と同等の施工会社社内

技能認証標準に基づく有資格者 

溶接士は，実機作業が可能となる次のいず

れかの資格を有し，同資格が有効期限内で

あること。 

・溶接規格第３部に定める溶接士技能認証

標準に基づく有資格者 

・溶接技能認証標準と同等と認められる

JIS の適合性証明書交付受領者 

・溶接技能認証標準と同等の施工会社社内

技能認証標準に基づく有資格者 

溶接が，あらかじめ決められた溶接施工法

によって，溶接士が保有する資格の作業範

囲内で行われていることを確認する。 

溶接が，あらかじめ決められた溶接施工法

で行われていること。 

溶接士が保有する資格の作業範囲内で行

われていること。 

非破壊 

確認 

溶接部について非破壊検査を行い，その試

験方法及び結果が溶接規格等に適合する

ことを確認する。 

溶接部の非破壊検査結果が溶接規格等に

適合していること。 

耐圧確認 

溶接規格に基づき耐圧試験を行う。 

また，耐圧確認時に漏えい確認が困難な箇

所については，代替試験にて確認する。 

耐圧試験に耐え,かつ,漏えいがないこと。 

代替試験については，溶接規格に適合して

いること。 

外観確認 
溶接部の形状，寸法，及び状態について確

認する。 

溶接部の形状及び寸法が，溶接規格に適合

していること。 

溶接部に有害なものがないこと。 

 
  
 
 
 
 



Ⅱ-2-5-添 12- 78 

 

 
表－２ー５ 溶接部に関する確認事項 

（中低濃度タンク（Ｄエリア）） 

確認項目 確認内容 判定 

材料確認 使用材料を材料証明書により確認する。 

実施計画に記載の材料が使用されている

こと。 

炭素含有量が 0.35％を超えていないこ

と。 

開先確認 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物の有無を確認する。 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物がないこと。  

開先形状，寸法について確認する。 
開先形状，寸法が溶接規格に適合している

こと。 

溶接作業

確認 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶

接施工法認証標準に基づく確認試験を実

施し合格したものまたは電気事業法に基

づき実施された検査において適合性が確

認されたものであることを確認する。 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶

接施工法認証標準に基づく確認試験を実

施し合格したものまたは電気事業法に基

づき実施された検査において適合性が確

認されたものであること。 

溶接設備が溶接施工法に適したものであ

ることを確認する。 

溶接設備が溶接施工法に適したものであ

ること。 

溶接士は，実機作業が可能となる次のいず

れかの資格を有し，同資格が有効期限内で

あることを確認する。 

・溶接規格第３部に定める溶接士技能認証

標準に基づく有資格者， 

・溶接技能認証標準と同等と認められる

JIS の適合性証明書交付受領者 

 

溶接士は，実機作業が可能となる次のいず

れかの資格を有し，同資格が有効期限内で

あること。 

・溶接規格第３部に定める溶接士技能認証

標準に基づく有資格者 

・溶接技能認証標準と同等と認められる

JIS の適合性証明書交付受領者 

 

溶接が，あらかじめ決められた溶接施工法

によって，溶接士が保有する資格の作業範

囲内で行われていることを確認する。 

溶接が，あらかじめ決められた溶接施工法

で行われていること。 

溶接士が保有する資格の作業範囲内で行

われていること。 

非破壊 

確認 

溶接部について非破壊検査を行い，その試

験方法及び結果が溶接規格等に適合する

ことを確認する。 

溶接部の非破壊検査結果が溶接規格等に

適合していること。 

耐圧確認 

溶接規格に基づき耐圧試験を行う。 

また，耐圧確認時に漏えい確認が困難な箇

所については，代替試験にて確認する。 

耐圧試験に耐え,かつ,漏えいがないこと。 

代替試験については，溶接規格に適合して

いること。 

外観確認 
溶接部の形状，寸法，及び状態について確

認する。 

溶接部の形状及び寸法が，溶接規格に適合

していること。 

溶接部に有害なものがないこと。 

 

以上 
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別紙－４ 

 

廃止（フランジタンクの止水構造に関する説明書） 

 

フランジタンク撤去に伴い本内容を削除 
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別紙－５ 

 

タンク基礎に関する説明書 

 

 

１．タンク基礎の支持力 

（１）評価方法 

タンクの鉛直荷重と極限支持力を比較して評価を行う。支持力の算定式は「社団法人

日本道路協会（2002）：道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」に基づき次式を用いる。

計算した結果，①タンクの鉛直荷重＜②タンク基礎底面地盤の極限支持力であり，安全

性を有していることを確認する。 

 

①タンクの鉛直荷重： gmW ×=  

②タンク基礎底面地盤の極限支持力： 







 rreqqcceu SNBSkqNSkcNAQ  1

2

1
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）管理 

地盤改良後，簡易支持力測定器（キャスポル）※により地盤の強度を測定し，上記式

により必要な極限支持力を有していることを確認する。 

※ ランマー（重鎮）を一定の高さから地盤に自由落下させたときに生ずる衝撃加速度の

最大値と地盤強度特性値と相関させる衝撃加速度法を基本原理とした簡易な測定器。 

 

 

 

m 

g 

Ae 

α，β 

k 

c 

Nc，Nq，Nr 

Sc，Sq，Sr 

q 

γ1，γ2 

Df 

Be 

B 

eB 

 

：機器質量 

：重力加速度 

：有効載荷面積 

：基礎の形状係数 

：根入れ効果に対する割増し係数 

：地盤の粘着力 

：荷重の傾斜を考慮した支持力係数 

：支持力係数の寸法効果に関する補正係数 

：上載荷重（q＝γ2Df） 

：支持地盤及び根入れ地盤の単位重量（γ1，γ2＝15.9kN/m2） 

：基礎の有効根入れ深さ 

：荷重の偏心を考慮した基礎の有効載荷幅（Be＝B－2eB） 

：基礎幅 

：荷重の偏心量 
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２．タンク基礎の不陸 

（１）評価方法 

   タンクの設置高さが，設計高さに対して許容値以内※であることを確認する。 

   ※ 設計高さ±30mm（社内基準値） 

 

（２）管理 

タンク基礎高さ（レベル）を測量し，当該高さが設計高さに対して±30mm 以内である

ことを確認する。 

 

以上 
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別紙－６ 

 

中低濃度タンク（円筒型）の基礎外周堰の堰内容量に関する説明書 

 

中低濃度タンクから漏えいが生じた際に漏えい水の拡大を抑制するための基礎外周堰の

堰内容量は，タンク 20基当たり 1基分の貯留容量（20 基以上の場合は 20基あたり 1基分

の割合の容量，20 基に満たない場合でも 1 基分）を確保できる容量に，大雨時の作業等を

考慮した余裕高さ（堰高さで 20cm 程度）分の容量との合計とする。各タンク設置エリアの

基礎外周堰の高さもしくは，堰内容量を表―１，２に示す。 

 

表－１ 各タンク設置エリアの基礎外周堰の高さ 

設置場所 

タンク

設置 

基数 

想定漏えい 基礎外周 

堰内面積 

（m2） 

タンク 

専有面積 

（m2） 

貯留可能 

面積 

（m2） 

基礎外周堰

の高さ 

（m） 基数 

容量 

(m3) 

① ② ③ ④※１ ⑤※２ 

J5 35 1.75 2,162 5,319 3,305 2,014 1.274 以上 

J3 22 1.1 2,640 7,455 4,349 3,106 1.050 以上 

J6 38 1.9 2,280 6,751 4,206 2,545 1.096 以上 

K1 北 12 1 1,200 2,499 1,250 1,249 1.161 以上 

K1 南 10 1 1,160 1,800 860 941 1.433 以上 

H1 63 3.15 3,843 11,723 6,820 4,903 0.984 以上 

※１ ④＝②―③ 

※２ ⑤＝①／④＋0.2（余裕分 20cm） 
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表－２ 各タンク設置エリアの基礎外周堰の堰内容量（１／２） 

設置 

場所 

タンク 

設置 

基数 

想定漏えい  

基礎外周堰 

の堰内容量 

（m3） 

（計画値） 

基数 

容量 

(m3) 

基礎外周 

堰内面積 

（m2） 

タンク 

専有面積 

（m2） 

貯留可能 

面積 

（m2） 

基礎外周堰 

の高さ 

（m） 

① ②※１ ③ ④ ⑤※２ ⑥※３ 

J1(Ⅰ) 28 1.4 1,400 1,823 以上 5,158 3,051 2,107 0.865 以上 

J1(Ⅱ) 35 1.75 1,750 2,281 以上 6,494 3,842 2,652 0.860 以上 

J1(Ⅲ) 37 1.85 1,850 2,411 以上 6,875 4,068 2,807 0.859 以上 

J2※４ 42 2.1 5,040 6,208 以上 

6,883 

6,139 

1,073 

4,556 

3,728 

- 

2,327 

2,411 

1,073 

1.121 以上※４

0.771 以上※４ 

1.621 以上※４ 

J4 35 1.75 5,075 6,208 以上 12,660 6,991 5,669 1.095 以上 

J7 42 2.1 2,520 3,146 以上 7,671 4,547 3,124 1.007 以上 

H1 東 24 1.2 1,464 1,857 以上 4,562 2,606 1,956 0.949 以上 

J8 9 1 700 818 以上 1,100 512 588 1.391 以上 

K3 12 1 700 836 以上 1,248 572 676 1.236 以上 

J9 12 1 700 826 以上 1,332 704 628 1.315 以上 

K4 35※８ 1.75 1,750 2,190 以上 5,145 2,944 2,201 0.995 以上 

H2 44 2.2 5,280 6,548 以上 15,035 8,697 6,338 1.033 以上 

H4 北 35 1.75 2,100 2,656 以上 6,630 3,861 2,769 0.959 以上 

H4 南 51 2.55 2,910 3,567 以上 7,413 4,128 3,285 1.086 以上 

G1 南 23 1.15 1,530 1,868 以上 3,815 2,129 1,686 1.108 以上 

H5 32 1.6 1,920 2,510 以上 6,471 3,521 2,950 0.851 以上 

H6(Ⅰ) 12※６ 1 1,200 1,473 以上 2,564 1,200 1,364 1.080 以上 

B 37 1.85 2,470 2,875 以上 4,287 2,262 2,025 1.420 以上 

B 南 7 1 1,330 1,485 以上 1,349 574 775 1.917 以上 

H3※４ 10 1 1,356 1,633 以上 
2,126 

365 

1,109 

－ 

1,017 

365 

1.050 以上※４ 

1.550 以上※４ 

H6(Ⅱ) 24 1.2 1,630 2,034 以上 4,855 2,834 2,021 1.007 以上 

G3 北 6 1 1,100 1,322 以上 1,677 569 1,108 
1.193 以上※４ 

1.393 以上※４ 

G3 西 40※５ 
2.5 2,600 3,453 以上 

8,072 4,320 3,752 0.878 以上 

G7 10 1,019 520 499 0.315 以上 

G6 38 1.90 2,530 3,024 以上 6,002 3,536 2,466 1.226 以上 

K2 28 1.40 1,480 1,948 以上 4,462 2,133 2,329 0.836 以上 

D 41※７ 2.05 2,140 2,679 以上 5,781 3,097 2,684 0.998 以上 

G1 66 3.30 4,480 5,408 以上 12,407 7,769 4,638 1.166 以上 

G4 南 26 1.3 1,770 2,168 以上 5,064 3,083 1,981 1.094 以上 
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表－２ 各タンク設置エリアの基礎外周堰の堰内容量（２／２） 

設置 

場所 

タンク 

設置 

基数 

想定漏えい  

基礎外周堰 

の堰内容量 

（m3） 

（計画値） 

基数 

容量 

(m3) 

基礎外周 

堰内面積 

（m2） 

タンク 

専有面積 

（m2） 

貯留可能 

面積 

（m2） 

基礎外周堰 

の高さ 

（m） 

① ②※１ ③ ④ ⑤※２ ⑥※３ 

G4 北※4 6 1 1,356 1,566 以上 
1,203 

457 

617 

- 

586 

457 

1.376 以上※4 

1.661 以上※4 

G5 17 1 1,356 1,610 以上 3,236 1,973 1,263 1.274 以上 

 

※１ ②＝⑤×⑥ 

J2,H3,G4 北は場所により基礎外周堰の高さが異なるため，堰内容量は合計値を記載。 

G3 西･G7 は基礎外周堰を共有しているため，想定漏えい容量および基礎外周堰の堰内容量は合計値を記載。 

※２ ⑤＝③－④ 

※３ ⑥＝①／⑤＋0.2（余裕分 20cm） 

J2,H3 の基礎外周堰の高さは，想定漏えい容量を貯留可能な堰高さを求め，各々に余裕分 20cm を加えた値を記載。 

※４ J2,H3，G3 北，G4 北は場所により基礎標高が異なるため，計画値は各々の値を記載。 

※５ 40 基中１基は雨水回収タンク 

※６ 12 基中１基は雨水回収タンク 

※７ 41 基中 12 基は RO 後淡水受タンク（RO 処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽） 

※８ 35 基中 30 基は「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」の測定・確認用タンクと兼用する。 
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別紙－７ 

 

中低濃度タンク（円筒型）からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 

１．評価条件 

１．１ 多核種処理水貯槽 

 多核種処理水は，RO 濃縮水に対して放射能濃度が低く，敷地境界線量に及ぼす影響は小

さいと考えられるが，各エリアの多核種処理水貯槽に貯留する多核種処理水による敷地境

界での線量評価を実施する。評価条件については，多核種処理水の分析結果（平成 25 年 7

月）をタンク内保有水の放射能濃度として設定し，評価対象タンク群を等価面積の大型円

柱形状，又は評価対象タンク群を囲うような多角形としてモデル化する。なお，本評価条

件では，大型円柱形状の場合は線量評価点に最も近いタンクに当該タンク群の線源を集合

させてモデル化を行うことにより，評価上の距離が実際よりも短くなること，多角形でモ

デル化した場合はタンク設置面積より大きくモデル化することから，保守的な評価結果と

なる。 

 

１．２ Sr 処理水貯槽 

評価条件については， RO 濃縮水処理設備の処理済水の想定放射能濃度として設定し，評

価対象タンク群を囲うような多角形としてモデル化する。なお，本評価条件では，多角形

でモデル化した場合はタンク設置面積より大きくモデル化することから，保守的な評価結

果となる。 

 

１．３ RO 濃縮水貯槽，濃縮廃液貯槽，RO処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽 

 評価条件については，RO 濃縮水及び濃縮廃液の分析結果をタンク内保有水の放射能濃度

として設定し，評価対象タンク１基ずつの形状をモデル化する。 

 D エリアについては，RO 濃縮水貯槽（1.6×104 Bq/cm3）及び濃縮廃液貯槽（2.8×105 Bq/cm3）

に貯留する高濃度の液体による敷地境界線量への影響が支配的であり，RO 処理水貯槽及び

蒸発濃縮処理水貯槽に貯留する液体の放射能濃度は，1.0×10-2 Bq/cm3と低い為，考慮しな

い事とする。 

 

２．評価結果 

２．１ 多核種処理水貯槽 

２．１．１ J2 エリア 

 最寄りの線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，0.001 mSv/y 未満

であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量評価点にお

ける直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，敷地境界線

量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２ J3 エリア 

最寄りの線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，0.001 mSv/y 未満

であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量評価点にお
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ける直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，敷地境界線

量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．３ J4 エリア 

最寄りの線量評価点（No.16）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約 1.8

×10-3 mSv/y であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量

評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．４ J6 エリア 

最寄りの線量評価点（No.16）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，0.001 

mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量評

価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，敷

地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．５ H1 エリア 

最寄りの線量評価点（No.38）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，0.0001 

mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量評

価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，敷

地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．６ J7 エリア 

最寄りの線量評価点（No.17）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約 1.1

×10-3 mSv/y であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量

評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．７ H1 東エリア 

最寄りの線量評価点（No.37）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，0.0001 

mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量評

価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，敷

地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．８ J8 エリア 

最寄りの線量評価点（No.17）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，0.0001 

mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線量評

価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，敷

地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．９ K3 エリア 

最寄りの線量評価点（No.70）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，
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0.0001mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大

線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低

く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１０ J9 エリア 

最寄りの線量評価点（No.17）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

0.0001mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大

線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低

く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１１ K4 エリア※ 

最寄りの線量評価点（No.70）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

0.0001mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大

線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低

く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

※K4 エリアタンクの一部を「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」の測定・確認用タンクと兼用する。 

 

２．１．１２ H2 エリア 

最寄りの線量評価点（No.17）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

0.0001mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大

線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低

く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１３ H4 北エリア 

最寄りの線量評価点（No.14）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

0.0001mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大

線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低

く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１４ H4 南エリア 

最寄りの線量評価点（No.14）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

0.0001mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大

線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低

く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１５ G1南エリア  

最寄りの線量評価点（No.5）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 
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２．１．１６ H5エリア  

最寄りの線量評価点（No.14）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１７ H6(Ⅰ)エリア  

最寄りの線量評価点（No.14）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１８ Ｂエリア  

最寄りの線量評価点（No.7）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

1.0×10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最

大線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より

低く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．１９ Ｂ南エリア  

最寄りの線量評価点（No.7）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，

1.0×10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最

大線量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より

低く，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２０ Ｈ３エリア  

最寄りの線量評価点（No.17）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２１ Ｈ６（Ⅱ）エリア  

最寄りの線量評価点（No.14）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２２ G6エリア  

最寄りの線量評価点（No.7）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-3mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，
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敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

２．１．２３ Ｇ１エリア  

最寄りの線量評価点（No.7）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２４ Ｇ４南エリア  

最寄りの線量評価点（No.5）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２５ Ｇ４北エリア  

最寄りの線量評価点（No.5）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-4mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．１．２６ Ｇ５エリア  

最寄りの線量評価点（No.5）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0×

10-3mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。また，敷地境界線上の最大線

量評価点における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，最寄りの線量評価点より低く，

敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．２ Sr 処理水貯槽 

２．２．１ K1 北エリア 

最寄りの線量評価点（No.66）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約

0.11mSv/y であり，敷地境界線量は 1mSv/y を超過しない。また，敷地境界線上の最大線量

評価点（No.7）（2014 年 12 月現在）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0

×10-4 mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．２．２ K2 エリア 

最寄りの線量評価点（No.66）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約

0.36mSv/y であり，敷地境界線量は 1mSv/y を超過しない。また，敷地境界線上の最大線量

評価点（No.7）（2014 年 12 月現在）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0

×10-4 mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 

 

２．２．３ K1 南エリア 

最寄りの線量評価点（No.66）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約

0.029mSv/y であり，敷地境界線量は 1mSv/y を超過しない。また，敷地境界線上の最大線量
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評価点（No.7）（2015 年 3 月現在）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.0

×10-4 mSv/y 未満であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。参考として，線量評価点

（No.30），（No.38）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約 9.7×10-4 mSv/y，

約 2.0×10-3 mSv/y である。 

 

２．３ RO 濃縮水貯槽，濃縮廃液貯槽，RO処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽 

２．３．１ Dエリア 

最寄りの線量評価点（No.30）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，約

0.061mSv/y であり，敷地境界線量は 1mSv/y を超過しない。また，敷地境界線上の最大線量

評価点（No.71）（2019 年 8 月現在）における直接線・スカイシャイン線の評価結果は，1.5

×10-3 mSv/y であり，敷地境界線量に及ぼす影響は小さい。 
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別紙－８ 

 
タンクエリア全体図 

 

タンクエリア全体図 
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タンクエリア全体図 

 

 

 

タンクエリア詳細図 
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多核種除去設備
増設多核種除去設備

G4南エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

G1南エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

G７エリア
（溶接型タンク）
【RO濃縮水】

G3エリア
（溶接型タンク）
【RO濃縮水】

G3エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

雨水回収タンク

G4北エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

G5エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

 

タンクエリア詳細図 
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多核種除去設備

増設多核種除去設備

Ｇ１エリア

（溶接型タンク）

【多核種処理水】

 

 

タンクエリア詳細図 
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タンクエリア詳細図 
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タンクエリア詳細図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ３エリア 
（溶接型タンク） 

Ｊ６エリア 

（溶接型タンク） 
【多核種処理水】 

Ｊ４エリア 

（溶接型タンク） 

Ｊ５エリア 

（溶接型タンク） 
【多核種処理水】 

Ｊ７エリア 

 （溶接型タンク） 

【多核種処理水】 

多核種除去設備 

増設多核種除去設備 

高性能多核種除去設備 

【多核種処理水】 

【多核種処理水】 
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Ｊ９エリア
（溶接型タンク）
【ＡＬＰＳ処理水】

Ｊ８エリア
（溶接型タンク）
【ＡＬＰＳ処理水】

既設多核種除去設備

高性能多核種除去設備

 

タンクエリア詳細図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ9 エリア 

(溶接型タンク) 

【多核種処理水】 

Ｊ8 エリア 

(溶接型タンク) 
【多核種処理水】 

多核種除去設備 

高性能多核種除去設備 
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タンクエリア詳細図 

 

 

 

高性能 
多核種 
除去設備 

Ｋ３エリア 
（溶接型タンク） 
【多核種処理水】 

Ｋ４エリア 
（溶接型タンク） 
【多核種処理水】 

多核種除去設備 
増設多核種除去設備 
高性能多核種除去設備 

Ｋ１北エリア 
（溶接型タンク） 
【 Ｓｒ処理水】 

Ｋ１南エリア 
（溶接型タンク） 
【 Ｓｒ処理水】 

Ｋ２エリア 
（溶接型タンク） 
【 Ｓｒ処理水】 多核種除去設備 

増設多核種除去設備 

高性能多核種除去設備 
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Ｈ２エリア
（溶接型タンク）

【多核種処理水】

多核種除去設備

増設多核種除去設備

Ｈ３エリア
（溶接型タンク）

【多核種処理水】

高性能多核種除去設備
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タンクエリア詳細図 

 

 

Ｈ４南エリア 
（溶接型タンク） 
【多核種処理水】 

    多核種除去設備 

    増設多核種除去設備 

Ｈ４北エリア 
（溶接型タンク） 
【多核種処理水】 
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Ｈ５エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

多核種除去設備

増設多核種除去設備

 

 

 

 

 

タンクエリア詳細図 

 

 

雨水回収タンク 
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Ｂエリア

（溶接型タンク）

【多核種処理水】

多核種除去設備

増設多核種除去設備

 

 

Ｂ南エリア

（溶接型タンク）

【多核種処理水】

増設多核種除去設備

 

 

タンクエリア詳細図 
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Ｈ６（Ⅱ）エリア
（溶接型タンク）
【多核種処理水】

多核種除去設備

増設多核種除去設備

 

タンクエリア詳細図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ６エリア

（溶接型タンク）

【多核種処理水】

多核種除去設備

増設多核種除去設備

 

 

タンクエリア詳細図 

 



Ⅱ-2-5-添 12- 103 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移送配管系統図（J4，J7，J8，J9） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移送配管系統図（K1 南，K3，K4） 

 

高性能多核種 
除去設備 

増設多核種 
除去設備 

多核種 
除去設備 

J7 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

J4 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

J8 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

J9 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

K4 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

K3 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

多核種 
処理水 
貯槽 

K1 南エリア 

高性能多核種 
除去設備 

増設多核種 
除去設備 

多核種 
除去設備 

RO 濃縮水 
処理設備 

その他エリアの 
Sr 処理水貯槽へ 



Ⅱ-2-5-添 12- 104 

 

 
 

H1 東エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

高性能多核種 
除去設備 

増設多核種 
除去設備 

多核種 
除去設備 

H1 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H4 北エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H2 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H4 南エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H5 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H6(Ⅰ)エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H3 エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H6(Ⅱ)エリア 

多核種 
処理水 
貯槽 

H8エリア

RO濃縮水

貯槽

 

移送配管系統図（H1，H1 東，H2，H4 北，H4南，H5，H6(Ⅰ)，H3，H6 (Ⅱ) ，H8） 

 

G4南エリア

多核種
処理水
貯槽

増設多核種

除去設備

多核種

除去設備 G1エリア

多核種
処理水
貯槽

多核種
処理水
貯槽

G1南エリアG4北エリア

多核種
処理水
貯槽

G5エリア

多核種
処理水
貯槽

G6エリア

多核種
処理水
貯槽

 

移送配管系統図（G1 南，G6，G1，G4 南，G4北，G5） 
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Bエリア

多核種

処理水
貯槽

多核種

除去設備

増設多核種

除去設備 B南エリア

多核種

処理水
貯槽

 
 

 

移送配管系統図（B，B南） 
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（別添）RO 濃縮水貯槽，多核種処理水貯槽，Sr 処理水貯槽及び濃縮廃液貯槽のエリア別の基数について 

エリア 
タンク公称容

量[m3] 
（39）RO 濃縮

水貯槽 
（46）多核種
処理水貯槽 

（60）Sr 処理
水貯槽 

（61）濃縮廃
液貯槽 

G3 東 1,000 0 24   

G3 北 1,000 6 0   

G3 西 1,000 39 0   

J1 1,000 100 0   

その他 1,000 16 0   

G7 700 10 0   

J5 1,235  35   

D 1,000 19 0  10 

J2 2,400  42   

J3 2,400  22   

J4 
2,900  30   

1,160  5   

J6 1,200  38   

K1 北 1,200   12  

K2 1,057   28  

K1 南 1,160   10  

H1 1,220  63   

J7 1,200  42   

H1 東 1,220  24   

J8 700  9   

K3 700  12   

J9 700  12   

K4 1,000  35※   

H2 2,400  44   

H4 北 1,200  35   

H4 南 
1,060  13   

1,140  38   

G1 南 
1,160  8   

1,330  15   

H5 1,200  32   

H6(Ⅰ) 1,200  11   

B 
1,330  10   

700  27   

B 南 1,330  7   

H3 1,356  10   

H6(Ⅱ) 1,356  24   

G6 1,330  38   

G1 1,356  66   

G4 南 1,356  26   

G4 北 1,356  6   

G5 1,356  17   

計  190 820 50 10 

※K4 エリアタンクの 30 基を「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」の測定・確認用タンクと兼用する。
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別紙－９ 

 

 

 

溶接型タンク概略図（G3） 
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廃止（フランジタンク概略図（G4,G5）） 
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溶接型タンク概略図（J1） 
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溶接型タンク概略図（G7） 
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溶接型タンク概略図（D，K2，K4，H4 南(1,060m3)） 
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 溶接型タンク概略図（J5，K1 南，J4(1,160m3) ，G1 南(1,160m3）） 
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溶接型タンク概略図（J2,J3） 
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溶接型タンク概略図（J4(2,900m3)） 
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溶接型タンク概略図（J6, K1 北，J7，H5，H6(Ⅰ)） 
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溶接型タンク概略図（H1，H1 東） 
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溶接型タンク概略図（J8，J9）
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溶接型タンク概略図（K3） 
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溶接型タンク概略図（H2） 
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 溶接型タンク概略図（H4北） 
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溶接型タンク概略図（H4南(1,140m3)） 
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溶接型タンク概略図（G1南（1,330m3）） 
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溶接型タンク概略図（B，B南(1,330m3)） 
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溶接型タンク概略図（B(700m3)） 
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溶接型タンク概略図（H3,H6(Ⅱ),G1,G4 南，G4 北，G5） 
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溶接型タンク概略図（G6） 
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参考資料 

 

中低濃度タンクに対する静的地震力 3.6Ci を適用した場合の転倒評価 

 

J2・J3・J4・J6・K1 北・K2・K1 南・H1・J7・H1 東・J8・K3・J9・K4・H2・H4 北・H4 南・

G1 南・H5・H6(Ⅰ)・H3・H6(Ⅱ)エリアの中低濃度タンクについて，参考として静的地震力

3.6Ci を適用した場合の転倒評価を行う。地震による転倒モーメントと自重による安定モー

メントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震に

よる転倒モーメントは自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中低濃度タンクの転倒評価結果(1/2) 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 
本体 転倒 0.72 3.44×104 3.57×104 kN･m 

本体 転倒 0.72 3.470×104※１ 3.477×104 kN･m 

1000m3容量※２ 本体 転倒 0.72 5.5×104 5.8×104 kN･m 

1060m3容量※２ 本体 転倒 0.72 5.7×104 5.9×104 kN･m 

1140m3容量※２ 本体 転倒 0.72 6.1×104 6.3×104 kN･m 

1160m3容量 本体 転倒 0.72 6.2×104 7.1×104 kN･m 

1200m3容量 本体 転倒 
0.72 6.1×104 8.3×104 kN･m 

0.72 4.9×104 7.5×104 kN･m 

1220m3容量 本体 転倒 0.72 5.4×104 7.8×104 kN･m 

1330m3容量 本体 転倒 0.72 7.99×104 8.18×104 kN･m 

1356m3容量 本体 転倒 0.72 6.8×104 9.6×104 kN･m 

※１：スロッシングによる液面振動を加味した算出値 

※２：公称容量での評価 

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 
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中低濃度タンクの転倒評価結果(2/2) 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

多核種処理水貯槽 

2400m3容量 
（J2,J3） 

本体 転倒 0.72 1.36×105 2.32×105 kN･m 

2400m3容量 

（H2） 
本体 転倒 0.72 1.38×105 2.32×105 kN･m 

2900m3容量 本体 転倒 0.72 1.5×105 2.5×105 kN･m 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量※ 本体 転倒 0.72 5.5×104 5.8×104 kN･m 

1160m3容量 本体 転倒 0.72 6.2×104 7.1×104 kN･m 

1200m3容量 本体 転倒 0.72 6.1×104 8.3×104 kN･m 

※：公称容量での評価 

以上 
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参考資料 

 

中低濃度タンクに対する波及的影響評価について 

 

中低濃度タンクのうち，高性能多核種除去設備上屋に隣接する立地となる K3，K4 エリア，

RO 濃縮水移送配管に隣接する立地となる H4 南，H5，H6(Ⅰ)エリア，蒸発濃縮装置に隣接

する立地となる H6(Ⅱ)エリアについて，波及的影響の有無について評価を実施した。タン

ク設置エリアにおける基準地震動 Ss-1,2,3 のうち，水平方向及び鉛直方向の応答加速度の

組み合わせが最も厳しい時刻における転倒評価を行った結果，タンクが転倒せず，波及的

影響がないことを確認した。 

 

転倒評価の内容は下記の通り。 

・タンク設置エリアの地表面における基準地震動：Ss-1,2,3 で，水平方向及び鉛直方向

の応答加速度の組み合わせが最も厳しい時刻における転倒モーメントをスロッシング

による液面振動を加味して算出する。 

・タンク設置エリアの地表面における基準地震動：Ss-1,2,3 で，水平方向及び鉛直方向

の応答加速度の組み合わせが最も厳しい時刻における安定モーメントを算出する。 

・各基準地震動において，転倒モーメントと安定モーメントを比較し，転倒モーメント

が安定モーメントより小さいことを確認する。 

 

M  =  Ch × g × W0 × h0 ＋ 1.2 × W1 × g × θh × h1 

Mc ＝ m0 × (1 － Cv)※ × g × r           ※：(1 － Cv)≦1 

 

M：転倒モーメント（kN・m） 

Mc：安定モーメント（kN・m） 

W0：スロッシングによる衝撃力を加味した全等価質量（t） 

W1：スロッシングによる振動力を加味した内包水の等価質量（t） 

h0：W0 の作用点高さ（m） 

h1：W1 の作用点高さ（m） 

θh：液体表面の自由振動角度（rad） 

m0：総重量（t） 

r：底板半径（m） 

Ch：水平方向震度 

Cv：鉛直方向震度 

g：重力加速度（m/s2） 
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最大加速度振幅 5.43m/sec2 

最大加速度振幅 3.30m/sec2 

最大加速度振幅 5.33m/sec2 

最大加速度振幅 3.57m/sec2 
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中低濃度タンクの波及的影響評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

基準 

地震動 

算出値 

単位 転倒 

モーメント 

安定 

モーメント 

多核種 

処理水 

貯槽 

700m3容量 本体 転倒 

Ss-1 2.5 × 104 2.9 × 104 kN･m 

Ss-2 2.7 × 104 3.1 × 104 kN･m 

Ss-3 2.3 × 104 3.0 × 104 kN･m 

1000m3容量 本体 転倒 

Ss-1 3.1 × 104 4.6 × 104 kN･m 

Ss-2 2.5 × 104 4.1 × 104 kN･m 

Ss-3 3.4 × 104 5.6 × 104 kN･m 

1060m3容量 本体 転倒 

Ss-1 2.9 × 104 4.3 × 104 kN･m 

Ss-2 2.4 × 104 3.9 × 104 kN･m 

Ss-3 3.2 × 104 5.3 × 104 kN･m 

1140m3容量 本体 転倒 

Ss-1 3.0 × 104 4.5 × 104 kN･m 

Ss-2 2.5 × 104 4.1 × 104 kN･m 

Ss-3 3.4 × 104 5.6 × 104 kN･m 

1200m3容量 本体 転倒 

Ss-1 2.4 × 104 5.4 × 104 kN･m 

Ss-2 2.0 × 104 4.9 × 104 kN･m 

Ss-3 1.7 × 104 5.5 × 104 kN･m 

1356m3容量 本体 転倒 

Ss-1 3.1 × 104 6.9 × 104 kN･m 

Ss-2 2.6 × 104 6.3 × 104 kN･m 

Ss-3 2.1 × 104 7.1 × 104 kN･m 

以上 

最大加速度振幅 5.23m/sec2 

最大加速度振幅 3.25m/sec2 
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 参考資料 

 

中低濃度タンクに対するスロッシング評価 

 

J6・K1 北・K2・K1 南・H1・J7・J4(1,160m3)・H1 東・J8・K3・J9・K4・H2・H4 北・H4 南・

G1 南・H5・H6(Ⅰ)･ B・B南・H3・H6(Ⅱ)，G6 エリアの円筒型の中低濃度タンクについて地

震発生時のタンク内包水のスロッシング評価を実施した。速度ポテンシャル理論に基づき

スロッシング波高の評価を行った結果，スロッシング時のタンク内の液位がタンク天板に

到達しないことを確認した。 

 スロッシング評価の流れは下記の通り。 

 

・ 速度ポテンシャル理論に基づき，スロッシング固有周期（水面の一次固有周期）

を算出する。 

・ タンク設置エリアの地表面における基準地震動：Ss-1,2,3 に対する速度応答スペ

クトルから，スロッシング固有周期に応じた速度応答値を求める。 

・ 速度ポテンシャル理論に基づき，速度応答値からスロッシング波高を算出する。 

・ スロッシング波高がタンク高さを超えないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D ： タンク内径 [m] 

H ： タンク液位 [m] 

g ： 重力加速度 [m/s2] 

Ts ： スロッシング固有周期 [s] 

Sv ： 速度応答値 [m/s] 

η ： スロッシング波高 [m] 
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速度応答スペクトル（水平方向・減衰なし） 

 

中低濃度タンクのスロッシング評価結果 

機器名称 
スロッシング 

波高［mm］ 

スロッシング時

液位［mm］ 

タンク高さ

［mm］ 

多核種処理水貯槽 

700m3容量 
667 11,677 12,012 

670 14,400 14,730 

1000m3容量 662 14,127 14,565 

1060m3容量 662 14,274 14,565 

1140m3容量 682 14,068 14,127 

1160m3容量 702 12,908 13,000 

1200m3容量 
799 11,410 12,012 

799 11,499 11,700 

1220m3容量 799 11,586 11,610 

1330m3容量 

701 14,696 14,878 

701 14,696 14,900 

701 14,696 14,715 

1356m3容量 817 11,867 12,112 

2400m3容量 753 12,403 13,200 

Sr 処理水貯槽 

1057m3容量 662 14,127 14,565 

1160m3容量 702 12,908 13,000 

1200m3容量 799 11,410 12,012 

以上
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別紙－１０ 

 

中低濃度タンクのうち耐震 Cクラスと位置づけられるタンクについて 

 

G4 北，G5エリアに設置するタンクについては，トリチウム以外の放射性物質を告示濃度

限度比総和 1未満となるまで浄化処理した水を貯留することを踏まえ，設備等の機能喪失

による公衆への放射線影響の程度，及び機動的対応等の影響を緩和する措置により，耐震 C

クラスと位置づけられる。 

 

1. 貯留水の混水の可能性について 

G4 北，G5 エリアのタンクにトリチウム以外の放射性物質の告示濃度限度比総和 1以上の

水が混水することを防止するために，以下，設計，運用上の対策を行う。 

・ 当該タンクに接続する移送配管は，多核種除去設備等の移送配管のみであり，配管構成

上，Sr 処理水等が混水する可能性は無い。 

・ 多核種除去設備等の移送配管を使用し，至近に移送を行った G1エリアタンクの放射能

濃度は，トリチウム以外の放射性物質※１の告示濃度限度比総和が 1未満であることを確

認している。 

・ 当該タンクはK4エリアタンクの水抜きを行う際の移送先としても使用を予定しており，

K4 エリアタンクの水質は，トリチウム以外の放射性物質※１の告示濃度限度比総和が 1

未満であることを確認している。 

・ K4 エリアタンクから G4北，G5エリアタンクへ移送を行う際は，多核種除去設備等のサ

ンプルタンク経由での仮設移送とし，使用する機器は汚染のない新品とする。 

※１：Cs-134,Cs-137,Sr-90,Co-60,Sb-125,Ru-106,I-129 の 7核種 

 

2. 機能喪失による公衆への放射線影響の程度について 

G4 北，G5エリアについて，機能喪失による公衆への放射線影響の程度の線量評価を実施

する。評価条件については，別紙-7に記載の評価条件に準じ，多核種処理水の分析結果（平

成 25年 7月）をタンク内保有水の放射能濃度として設定する。 

 

2.1. 漏えい水の直接線・スカイシャイン線による被ばく評価 

地震によるタンクの滑動等により連結管等が損傷し，G4 北，G5 エリアそれぞれのタンク

の貯留水全てがタンク外に漏えい。タンク群と体積・高さが同じとなる１つの大型円柱形

状で存在し続けると仮定した場合の，最寄りの線量評価点（No.5）における直接線・スカ

イシャイン線による被ばく量は 1μSv/y 未満であり，公衆への放射線影響は殆ど無い。 

 

2.2. 漏えい水の気中移行による被ばく評価 

地震によるタンクの滑動等により連結管等が損傷し，G4 北，G5 エリアそれぞれの基礎外

周堰の貯留可能面積全域に漏えい水が広がり，トリチウムを含む漏えい水から蒸発した水

蒸気が拡散。漏えい水の回収に 2週間を要したと仮定した場合の，最寄りの線量評価点

（No.5）に居住する住民が呼吸により摂取したトリチウムによる内部被ばく量は 50μSv と

いう Cクラスの基準に対して十分に低く，公衆への放射線影響は殆ど無い。 
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3. 機動的対応等の影響を緩和する措置について 

G4 北，G5エリアに設置するタンクは，可撓性のある連結管にてタンク間を連結し，タン

クへ移送を行う際には連結弁を開とし，タンクの満水後には連結弁を閉とする運用を行う。

地震による機能喪失を考慮し，以下，機動的対応等の影響を緩和する措置を行う。 

・震度 5弱以上の地震発生時，連結管を開として運用しているタンクについて優先的に現

場確認を行い，漏えいが確認された場合は速やかに連結弁を閉とする。 

・作業により連結弁を開とする場合は，可能な限り短い作業時間となる様に検討を行う。 

・地震により耐震 Cクラスのタンク等が損傷し，貯留水が敷地外へ著しく漏えいすること

を防止するために基礎外周堰を設置する。当該堰については耐震 Bクラスとし，Bクラ

スの構築物に要求される水平方向設計震度に対して，必要な強度を確保する。 

・貯留水が漏えいし，基礎外周堰内に溜った場合には，仮設ポンプ，高圧吸引車等にて漏

えい水の回収を行う。回収した漏えい水は，健全なタンク，建屋に排水を行う。 

 

4．タンクの構造健全性評価について 

耐震 Cクラスとしての構造健全性評価については，別紙-2の耐震 Bクラスの評価をもっ

て包括されている。 

以上 
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添付資料－１３ 

 

中低濃度タンク及び高濃度滞留水受タンクの解体・撤去の方法について 

 

 中低濃度タンク及び高濃度滞留水受タンクの取替に伴い，核燃料物質その他の放射性物

質に汚染されている可能性のある既設のタンクの解体・撤去作業※の方法について 1～5，8

に定める。 

 

 

1. ＲＯ処理水一時貯槽 

ＲＯ処理水一時貯槽は，Ｄエリアに設置されているノッチタンク（計 139 基）であり，

貯留しているＲＯ処理水をＤエリアと隣接するエリアに移送し，ノッチタンクの汚染拡大

防止策を図った上で，構内に仮置きを行う。ノッチタンクの仮置き場所を図－１に示す。 

 

1.1. 汚染拡大防止策 

（1）ＲＯ処理水の移送後は，ノッチタンクの付属機器を取り外し，タンク内に残水がない

ことを確認した後に，取り外し部をフランジで閉止する。なお，付属機器の取り外し

の際には，仮設の水受けを設置する。 

 

1.2. 仮置き時のノッチタンクの安定性について 

（1）ノッチタンクは，空の状態で格子状に２段積みにして仮置きする。ノッチタンクの仮

置き状態図を図－２に示す。仮置き時のノッチタンクについて，地震による転倒評価

を実施した結果，地震による転倒モーメントはＲＯ処理水一時貯槽の自重による安定

モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 ※実施計画上の撤去作業には仮置き作業を含む 

 

 また，中低濃度タンクを雨水回収タンクに転用する場合のタンク洗浄作業の方法につい

て 6 に，ＲＯ濃縮水貯槽(Ｄエリア)をＲＯ処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽に転用する

場合のタンク洗浄作業の方法について 7に定める。 
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図－１ ＲＯ処理水一時貯槽の仮置き場所 

 

 

 

 

 

 

図－２ ＲＯ処理水一時貯槽の仮置き状態図 

2,200mm 

9,300mm 
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2. ＲＯ濃縮水貯槽（完成品） 

ＲＯ濃縮水貯槽（完成品）は，H1 エリアのブルータンク（計 170 基）であり，貯留して

いるＲＯ濃縮水を他のエリアのＲＯ濃縮水貯槽に移送し，ブルータンクの汚染拡大防止策

を図った上で，構内にて仮置きを行う。ブルータンクの仮置き場所を図－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ ブルータンクの仮置き場所 

 

2.1. 汚染拡大防止策 

(1) ＲＯ濃縮水の移送後は，ブルータンクの付属機器（出入口配管等）を取り外し，タン

ク内に残水がないことを確認した後に，取り外し部をフランジで閉止する。なお，付属

機器の取り外しの際には，仮設の水受けを設置する。 

 

2.2. 仮置き時のブルータンクの管理 

(1) 区画 

ブルータンクの仮置き場所に関係者以外が立ち入らないように，柵等で区画を明示す

るとともに，立入制限の表示を行う。 

(2) 線量率測定 

被ばく低減の観点から，仮置きエリアの線量当量率を定期的に測定し，作業員への注

意喚起のために測定結果を表示する。 

(3) 巡視，仮置き状態確認 

ブルータンクの仮置き状態を確認するため，定期的に仮置きエリアを巡視する。 

 

2.3.  被ばく低減 

ブルータンクの仮置きに伴ってエリア周辺における作業員の被ばく線量が増加するのを

防止するために，エリア周辺の線量当量率において，仮置きブルータンクからの線量寄与

ブルータンクエリア A 

（30 基（H1 エリアより）） 

ブルータンクエリア C 

（97 基（H2 エリアより）） 

（6基（H1 エリアより）） 

ブルータンクエリア B 

（134 基（H1 エリアより）） 
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がほとんど無視できる範囲に可能な限り区画をして立入制限を行う。エリア周辺の道路や

干渉物の制約により，仮置きブルータンクからの線量寄与がほとんど無視できる範囲に区

画をできない場合は，設置可能な範囲で最大限の距離を取って区画をするとともに，線量

率表示による注意喚起を通して被ばく低減を図る。ブルータンクエリアの区画図を図－４

及び図－５に示す。 

なお，今後，敷地内の線量低減が進み，当該エリア周辺における仮置きブルータンクか

らの線量寄与により目標線量当量率※を達成できなくなると想定される場合には，適切な

遮へいまたはブルータンクの移設等の追加処置により線量低減を図る。 

※「Ⅲ 第三編 3.1.3 敷地内に飛散した放射性物質の拡散防止及び除染による線量低

減」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ ブルータンクエリアＡ区画図 
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図－５ ブルータンクエリアＢ区画図 

 

2.4. ブルータンクの付属機器 

 H1 エリアのブルータンクの撤去に伴い，ブルータンク付属機器（ホース及び弁）が瓦礫

類として約 140m3発生する。瓦礫類は，1mSv/h 以下の表面線量率であり，表面線量率に応じ

て定められた屋外の一時保管エリア（受入目安表面線量率 0.1mSv/h 以下（一時保管エリア

J・B・C・U・P1・F2・N・O）のエリアまたは受入目安表面線量率 1mSv/h 以下のエリア（一

時保管エリア D・E1・P2・W））へ搬入する。 

なお，保守的に瓦礫類が全て 0.5mSv/h を超え 1mSv/h 以下の表面線量率であったとして

も，受入可能な一時保管エリアについては，平成 27 年 1 月 31 日時点で，瓦礫類保管量：

24,800m3・瓦礫類保管容量：54,300m3・空き保管容量：29,500m3であり，ブルータンクの付

属機器を瓦礫類として一時保管するにあたり支障をきたすことはない。 

今後発生する瓦礫類の保管容量が逼迫する場合は，受入目安表面線量率を満足する他の

線量区分のエリアに瓦礫類を一時保管することにより保管容量を確保する。また，固体廃

棄物貯蔵庫第９棟等の設置を行うことにより容量不足を解消していく。 

 

受入目安表面線量率 0.1mSv/h 以下 1mSv/h 以下 1～30mSv/h 

瓦礫類保管量[m3] 

（平成 27年 1月 31 日時点） 
88,600 27,400 17,400 

瓦礫類保管容量※[m3] 207,850 57,300 33,650 

※実施計画における貯蔵量（平成 26 年 6 月 25 日認可）の値を示す。 

1
5
00

No.10

No.9

送水（2系統）

地下水バイパス管

埋設ケーブル

地上ケーブル

2
2
22

1
0
69 ①②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨ ⑩

⑪

⑫

基点

エリアＢ

約3m

約3m

約1m以上

約2m

仮置きブルータンク区画仮置きブルータンク区画

N

道路

電源ケーブル
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2.5. 仮置き時のブルータンクによる直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 仮置き時のブルータンクは，空の状態で仮置きするが，タンク内には貯留していたＲＯ

濃縮水による汚染が内包された状態であるため，仮置き時における敷地境界線量に及ぼす

影響を評価する。ブルータンクエリアＡに仮置きするブルータンクについては，仮置き予

定のブルータンクを表面線量率に応じて２つに分けて配置し，エリアＡ１及びエリアＡ２

としてモデル化する。ブルータンクエリアＢ及びブルータンクエリアＣについては，それ

ぞれ仮置き予定のブルータンクを１つのモデルとして評価する。各仮置きエリアからの最

寄りの敷地境界評価地点における実効線量は以下の通り。 

 

（1） ブルータンクエリアＡ１ 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.70 約 4.8×10-4 

（参考）No.7※ 約 1.0×10-4未満 

※2017 年 3 月現在で実効線量が最大となる敷地境界線量評価地点 

 

（2） ブルータンクエリアＡ２ 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.70 約 6.7×10-5 

（参考）No.7※ 約 1.0×10-4未満 

※2017 年 3 月現在で実効線量が最大となる敷地境界線量評価地点 

 

（3） ブルータンクエリアＢ 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.14 約 4.47×10-3 

（参考）No.5 約 6.95×10-4 

（参考）No.30 約 1.71×10-3 

（参考）No.38 約 1.35×10-3 

（参考）No.66 約 6.99×10-4 

（参考）No.70 約 5.80×10-4 

 

（4） ブルータンクエリアＣ４ 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.7 約 5.98×10-4 

（参考）No.15 約 5.29×10-4 

（参考）No.70 約 1.0×10-4未満 
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2.6. 仮置き時のブルータンクの安定性について 

(1) 仮置きブルータンクの耐震性評価 

① 仮置きブルータンクの転倒評価 

ブルータンクは，俵積み状に２段積みし，仮置きする。ブルータンクの仮置き状態図

を図－６に示す。仮置き時のブルータンクは，内部に汚染水がない空の状態であるため，

耐震Ｃクラス相当と考えて，地震による転倒評価を実施した結果，地震による転倒モー

メントがタンク自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認

した。（表－１） 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ ブルータンクの仮置き状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１ 転倒評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M1 

許容値 

M2 
単位 

ブルータンク 
１段目 本体 転倒 0.24 2.43×102 7.15×102 kN･m 

２段目 本体 転倒 0.24 1.03×102 2.06×102 kN･m 

 

m： 機器質量 

g： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度（0.24） 

地震による転倒モーメント： 

M1[N・m] = m×g×CH×H 

 

自重による安定モーメント： 

M2[N・m] = m×g×L 

m[kg]

H

L
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② 仮置きブルータンクの滑動評価 

  仮置きブルータンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，１段目と２

段目のブルータンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。

評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力は接触面の摩擦力より小さいことから，

滑動しないことを確認した。（表－２） 

 

表－２ 滑動評価結果 

機器名称 
評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 許容値 単位 

ブルータンク 滑動 0.24 0.24 0.52 - 
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(2) 周辺機器への波及的影響について 

 仮置きブルータンクについて耐震Ｃクラス相当の地震による転倒，滑動評価を実施して

問題ないことを確認しているが，仮置きブルータンク周辺には，その他の機器が複数設置

されていることから，機器自身の耐震クラスを超える地震によって周辺機器へ及ぼす波及

的影響について考慮する。 

 

① 周辺機器の状況 

 ブルータンクエリアＡ及びブルータンクエリアＢの周辺の機器配置図を図－７及び図－

８に示す。 

ブルータンクエリアＡの周辺近傍には，雨水濃縮水移送配管と通信ケーブルが設置され

ており，ブルータンクエリアＢの周辺近傍には，電源ケーブル，地下水バイパス設備が設

置されている。 

周辺機器の状況から仮置きブルータンクが地震により転倒・滑動することによって，周

辺の機器が損傷しないことを確認する。なお，地震時の機能要求のない地下水バイパス，

本設化に伴い移設する雨水配管は，評価の対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ ブルータンクエリアＡ周辺図 

 

約 5m 

約 6m 

雨水濃縮水移送配管 

通信ケーブル 
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図－８ ブルータンクエリアＢ周辺図 
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② 耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価 

 仮置きブルータンクに対して，耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価を行う。 

 

a. ブルータンク１段目の締結ボルトの強度評価 

据付面とベース端部の接点を転倒支点とし，水平方向地震動による転倒評価をした結果，

隣接タンクとの締結ボルトの強度が確保されることを確認した。（表－３） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ タンク１段目の耐震Ｓクラス評価結果 

評価対象 評価部位 評価項目 算出値 許容値 単位 

タンク１段目 締結ボルト 
引張 1 176 MPa 

せん断 48 135 MPa 

 

m[kg]

H

L

L3：ベース端部から締結ボルトまでの水平距離 

nf：引張力の作用する締結ボルトの評価本数 

n ：せん断力の作用する締結ボルトの評価本数 

A ：締結ボルトの軸断面積 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

CH： 水平方向設計震度（0.72） 

 

締結ボルトに作用する引張力：F = 

3L

g
{ CH×（m1×H1＋m2×H2）－(m1×L1＋

2

m 2
×L2)} 

締結ボルトの引張応力：σ = 
An

F

f 
 

締結ボルトのせん断応力：τ = 
 

An

Cgmm H21



＋
 

H1
H2

L1

L2

L3

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目タンク重量 

H1：据付面から重心までの垂直距離 

H2：据付面から２段目タンク接点までの垂直距離 

L1：ベース端部から機器重心までの水平距離 

L2：ベース端部から２段目タンク接点までの水平距離 
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b. ブルータンク２段目の転倒評価 

２段目と１段目との接点を転倒支点とし，水平方向地震動，タンク自重による転倒およ

び抵抗モーメントを比較すると，転倒モーメントよりも抵抗モーメントが大きくなるため，

２段目のタンクが転倒することはないことを確認した。（表－４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－４ タンク２段目の耐震Ｓクラス評価結果 

評価対象 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M3 

許容値 

M4 
単位 

タンク２段目 0.72 3.07×102 3.10×102 kN･m 

 

36.6°

Ｙ

X

H3

H4

L3

転倒モーメント： M3[N・m] = m×g×CH×H = g×CH×cosθ×(m2×H3＋m1×H4) 

安定モーメント： M4[N・m] = m×g×H＋m×g×CH×L = g×sinθ×(m2×H3＋CH×m1×L3) 

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目タンク重量 

H3：転倒支点から重心までのＹ成分距離 

H4：転倒支点からタンク接点までのＹ成分距離 

L3：転倒支点からタンク接点までのＸ成分距離 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

CH： 水平方向設計震度（0.72） 
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c. ブルータンクのすべり量評価 

仮置きブルータンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，１段目と２

段目のブルータンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。

評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力が接地面の摩擦力より大きくなり，滑動

する結果となったことから，すべり量の評価を実施した。 

すべり量は，ブルータンク１段目とブルータンク２段目の接地面に対する累積変位量

として，地震応答加速度時刻歴をもとに算出した。評価の結果，ブルータンク全長 15m

に対して小さいことから，２段目のブルータンクが１段目から落下することはないこと

を確認した。（表－５） 

 

表－５ すべり量評価結果 

評価対象 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ブルータンク すべり量 0.60 57.5 7.5×103 mm 
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③ 追加的安全措置 

仮置きブルータンクについて耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価を実施し，周辺

機器へ影響を与えないことを確認したが，更なる安全性向上のために追加的措置を行う。 

仮置きブルータンク自体については，１段目の端に位置するタンク及び２段目の端に位

置するタンクが地震により転倒すると想定し，１段目の端に位置する２基と２段目の１基

の計３基をラッシングベルトで固縛して一体化し，周辺機器から可能な限りの離隔距離を

確保して設置する。 

 更に，雨水濃縮水移送配管と通信ケーブルについては H 鋼と鉄板による養生を実施し，

電源ケーブル（所内共通 M/C2B～所内共通 D/G(B)M/C，所内共通 M/C2B～プロセス建屋後備

M/C）については，仮置きブルータンクとの間に土嚢を設置することにより，仮置きブルー

タンクが転倒することを想定した場合に，周辺機器が損傷するリスクを低減する。 

 

2.7 自然災害対策等 

(1) 津波 

  ブルータンクは，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 33m に仮置き

するため，津波の影響は受けない。 

(2) 台風（強風） 

  建築基準法施行令及び建設省告示に基づいて評価したブルータンクに加わる風荷重が，

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」における耐震Ｃクラス相当の地震荷重

に比べて小さいため，ブルータンクは，仮置き状態において台風（強風）により転倒し

ない。 

(3) 豪雨  

  ブルータンクは，開口部を閉止して仮置きするため，雨水が内部に浸入しない。 
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3. 濃縮廃液貯槽（完成品） 

濃縮廃液貯槽（完成品）は，H2エリアのブルータンク（計 97基）であり，貯留している

濃縮廃液を他のエリアのＲＯ濃縮水貯槽に移送し，ブルータンクの汚染拡大防止策を図っ

た上で，構内のブルータンクエリア C に仮置きを行う。ブルータンクの仮置き場所を図－

９に示す。 

 

図－９ ブルータンクの仮置き場所 

 

3.1. 濃縮廃液移送に係わる漏えい防止策及び漏えい拡大防止策 

(1)  仮設ホース，仮設ポンプを使用して濃縮廃液を移送する際は，漏えい防止策として,

仮設ホースの継手部をカムロック式とし，番線等で固縛して，継手の外れ防止を行う。

また，漏えい拡大防止策として，仮設ホースの継手部を袋で養生し下部に水受けを設け

ることにより，漏えい時に汚染水を受けられるようにする。移送中は作業員による常時

監視を行い，漏えいが発生した場合でも，速やかに移送ポンプを停止し，移送を中断で

きる体制とする。 

(2) 濃縮廃液の移送後は，ブルータンクの付属機器（出入口配管等）を取り外し，タンク

内に残水がないことを確認した後に，取り外し部をフランジで閉止する。なお，付属機

器の取り外しの際には，仮設の水受けを設置する。 

 

3.2. 仮置き時のブルータンクの管理 

(1) 区画 

ブルータンクの仮置き場所に関係者以外が立ち入らないように，柵等で区画を明示す

るとともに，立入制限の表示を行う。
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(2) 線量率測定 

被ばく低減の観点から，仮置きエリアの線量当量率を定期的に測定し，作業員への注

意喚起のために測定結果を表示する。 

(3) 巡視，仮置き状態確認 

ブルータンクの仮置き状態を確認するため，定期的に仮置きエリアを巡視する。 

 

3.3.  被ばく低減 

ブルータンクの仮置きに伴ってエリア周辺における作業員の被ばく線量が増加するのを

防止するために，エリア周辺の線量当量率において，仮置きブルータンクからの線量寄与

がほとんど無視できる範囲に可能な限り区画をして立入制限を行う。エリア周辺の道路や

干渉物の制約により，仮置きブルータンクからの線量寄与がほとんど無視できる範囲に区

画をできない場合は，設置可能な範囲で最大限の距離を取って区画をするとともに，線量

率表示による注意喚起を通して被ばく低減を図る。ブルータンクエリアの区画図を図－１

０に示す。 

なお，今後，敷地内の線量低減が進み，当該エリア周辺における仮置きブルータンクか

らの線量寄与により目標線量当量率※を達成できなくなると想定される場合には，適切な

遮へいまたはブルータンクの移設等の追加処置により線量低減を図る。 

※「Ⅲ 第三編 3.1.3 敷地内に飛散した放射性物質の拡散防止及び除染による線量低

減」参照 

 

進入路

既設柵

既設柵

仮設柵

フランジタンク解体片
一時仮置きテント

約5m

約5m

 

図－１０ ブルータンクエリアＣ区画図 
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3.4. ブルータンクの付属機器 

 H2 エリアのブルータンクの撤去に伴い，ブルータンク付属機器（ホース及び弁）が瓦礫

類として約 130m3発生する。瓦礫類は，1mSv/h 以下の表面線量率であり，表面線量率に応じ

て定められた屋外の一時保管エリア（受入目安表面線量率 0.1mSv/h 以下（一時保管エリア

J・B・C・U・P1・F2・N・O）のエリアまたは受入目安表面線量率 1mSv/h 以下のエリア（一

時保管エリア D・E1・P2・W））へ搬入する。 

今後発生する瓦礫類の保管容量が逼迫する場合は，受入目安表面線量率を満足する他の

線量区分のエリアに瓦礫類を一時保管することにより保管容量を確保する。 

 

3.5. 仮置き時のブルータンクによる直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 仮置き時のブルータンクは，空の状態で仮置きするが，タンク内には貯留していた濃縮

廃液による汚染が内包された状態であるため，仮置き時における敷地境界線量に及ぼす影

響を評価する。ブルータンクエリア C に仮置きするブルータンクについては，仮置き予定

のブルータンクを表面線量率に応じて３つに分けて配置し，エリア C1，エリア C2 及びエリ

ア C3としてモデル化する。各仮置きエリアからの最寄りの敷地境界評価地点における実効

線量は以下の通り。 

 

(1)  ブルータンクエリア C1 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.7 約 1.10×10-2 

（参考）No.15 約 1.05×10-2 

（参考）No.70 約 4.87×10-4 

 

(2)  ブルータンクエリア C2 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.15 約 4.07×10-4 

（参考）No.7 約 3.02×10-4 

（参考）No.70 約 1.0×10-4未満 

 

(3)  ブルータンクエリア C3 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.15 約 1.85×10-3 

（参考）No.7 約 1.39×10-3 

（参考）No.70 約 1.0×10-4未満 

 

 



 Ⅱ-2-5-添 13- 18 

 

3.6. 仮置き時のブルータンクの安定性について 

(1) 仮置きブルータンクの耐震性評価 

① 仮置きブルータンクの転倒評価 

ブルータンクは，俵積み状に２段積みし，仮置きする。ブルータンクの仮置き状態図

を図－１１に示す。仮置き時のブルータンクは，内部に汚染水がない空の状態であるた

め，耐震Ｃクラス相当と考えて，地震による転倒評価を実施した結果，地震による転倒

モーメントがタンク自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを

確認した。（表－６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１１ ブルータンクの仮置き状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－６ 転倒評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M1 

許容値 

M2 
単位 

ブルータンク 
１段目 本体 転倒 0.24 204 557 kN･m 

２段目 本体 転倒 0.24 84 168 kN･m 

m： 機器質量 

g： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度（0.24） 

地震による転倒モーメント： 

M1[N・m] = m×g×CH×H 

 

自重による安定モーメント： 

M2[N・m] = m×g×L 

m[kg]

H

L
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② 仮置きブルータンクの滑動評価 

  仮置きブルータンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，１段目と２

段目のブルータンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。

評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力は接触面の摩擦力より小さいことから，

滑動しないことを確認した。（表－７） 

 

表－７ 滑動評価結果 

機器名称 
評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 許容値 単位 

ブルータンク 滑動 0.24 0.24 0.52 - 

 

 

(2) 周辺機器への波及的影響について 

 仮置きブルータンクについて耐震Ｃクラス相当の地震による転倒，滑動評価を実施して

問題ないことを確認しているが，仮置きブルータンク周辺には，その他の機器が複数設置

されていることから，機器自身の耐震クラスを超える地震によって周辺機器へ及ぼす波及

的影響について考慮する。 
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①  周辺機器の状況 

 ブルータンクエリアＣの周辺の機器配置図を図－１２に示す。 

ブルータンクエリアＣの周辺近傍には，電源ケーブル，地下水バイパス設備が設置され

ている。 

周辺機器の状況から仮置きブルータンクが地震により転倒・滑動することによって，周

辺の機器が損傷しないことを確認する。なお，地震時の機能要求のない地下水バイパスは，

評価の対象外とする。 

 

電源ケーブル
（所内共通Ｍ／Ｃ２Ａ～プロセス建屋常用Ｍ／Ｃ）
（所内共通Ｍ／Ｃ２Ａ～所内共通Ｄ／Ｇ（Ａ）Ｍ／Ｃ）

地下水バイパス用
送水配管・電源ケーブル

土嚢
フランジタンク解体片
一時仮置きテント

地下水バイパス用
観測井戸

地下水バイパス用
観測井戸

 

 

図－１２ ブルータンクエリアＣ周辺図 
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② 耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価 

 仮置きブルータンクに対して，耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価を行う。 

 

a. ブルータンク１段目の締結ボルトの強度評価 

据付面とベース端部の接点を転倒支点とし，水平方向地震動による転倒評価をした結果，

隣接タンクとの締結ボルトの強度が確保されることを確認した。（表－８） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－８ タンク１段目の耐震Ｓクラス評価結果 

評価対象 評価部位 評価項目 算出値 許容値 単位 

タンク１段目 締結ボルト 
引張 6 176 MPa 

せん断 42 135 MPa 

 

m[kg]

H

L

L3：ベース端部から締結ボルトまでの水平距離 

nf：引張力の作用する締結ボルトの評価本数 

n ：せん断力の作用する締結ボルトの評価本数 

A ：締結ボルトの軸断面積 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

CH： 水平方向設計震度（0.72） 

 

締結ボルトに作用する引張力：F = 

3L

g
{ CH×（m1×H1＋m2×H2）－(m1×L1＋

2

m 2
×L2)} 

締結ボルトの引張応力：σ = 
An

F

f 
 

締結ボルトのせん断応力：τ = 
 

An

Cgmm H21



＋
 

H1
H2

L1

L2

L3

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目タンク重量 

H1：据付面から重心までの垂直距離 

H2：据付面から２段目タンク接点までの垂直距離 

L1：ベース端部から機器重心までの水平距離 

L2：ベース端部から２段目タンク接点までの水平距離 
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b. ブルータンク２段目の転倒評価 

２段目と１段目との接点を転倒支点とし，水平方向地震動，タンク自重による転倒およ

び抵抗モーメントを比較すると，転倒モーメントよりも抵抗モーメントが大きくなるため，

２段目のタンクが転倒することはないことを確認した。（表－９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－９ タンク２段目の耐震Ｓクラス評価結果 

評価対象 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M3 

許容値 

M4 
単位 

タンク２段目 0.72 251.4 252.5 kN･m 

 

36.6°

Ｙ

X

H3

H4

L3

転倒モーメント： M3[N・m] = m×g×CH×H = g×CH×cosθ×(m2×H3＋m1×H4) 

安定モーメント： M4[N・m] = m×g×H＋m×g×CH×L = g×sinθ×(m2×H3＋CH×m1×L3) 

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目タンク重量 

H3：転倒支点から重心までのＹ成分距離 

H4：転倒支点からタンク接点までのＹ成分距離 

L3：転倒支点からタンク接点までのＸ成分距離 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

CH： 水平方向設計震度（0.72） 
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c. ブルータンクのすべり量評価 

仮置きブルータンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，１段目と２

段目のブルータンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。

評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力が接地面の摩擦力より大きくなり，滑動

する結果となったことから，すべり量の評価を実施した。 

すべり量は，ブルータンク１段目とブルータンク２段目の接地面に対する累積変位量

として，地震応答加速度時刻歴をもとに算出した。評価の結果，ブルータンク全長 14m

に対して小さいことから，２段目のブルータンクが１段目から落下することはないこと

を確認した。（表－１０） 

 

表－１０ すべり量評価結果 

評価対象 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ブルータンク すべり量 0.60 57.5 7000 mm 
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③ 追加的安全措置 

仮置きブルータンクについて耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価を実施し，周辺

機器へ影響を与えないことを確認したが，更なる安全性向上のために追加的措置を行う。 

仮置きブルータンク自体については，１段目の端に位置するタンク及び２段目の端に位

置するタンクが地震により転倒すると想定し，１段目の端に位置する２基と２段目の１基

の計３基をラッシングベルトで固縛して一体化する。 

 電源ケーブル（所内共通 M/C2A～所内共通 D/G(A)M/C，所内共通 M/C2A～プロセス建屋常

用 M/C）については，仮置きブルータンクとの間に土嚢を設置することにより，仮置きブル

ータンクが転倒することを想定した場合に，電源ケーブルが損傷するリスクを低減する。 

 

3.7 自然災害対策等 

(1) 津波 

  ブルータンクは，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 33m に仮置き

するため，津波の影響は受けない。 

(2) 台風（強風） 

  建築基準法施行令及び建設省告示に基づいて評価したブルータンクに加わる風荷重が，

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」における耐震Ｃクラス相当の地震荷重

に比べて小さいため，ブルータンクは，仮置き状態において台風（強風）により転倒し

ない。 

(3) 豪雨  

  ブルータンクは，開口部を閉止して仮置きするため，雨水が内部に浸入しない。 
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4. 高濃度滞留水受タンク，中低濃度滞留水受タンク（完成品） 

高濃度滞留水受タンク（完成品），中低濃度滞留水受タンク（完成品）は，Ｇ１エリアの

ブルータンク（計 100 基）であり，中低濃度滞留水受タンクに貯留しているＲＯ処理水（淡

水）を他のエリアのＧ３に移送し，ブルータンクの汚染拡大防止策を図った上で，同エリ

アのブルータンクエリア Dに仮置きを行う。ブルータンクの仮置き場所を図－１３に示す。 

 

 

図－１３ ブルータンクの仮置き場所 

 

4.1. ＲＯ処理水移送に係わる漏えい防止策及び漏えい拡大防止策 

(1)  仮設ホース，仮設ポンプを使用してＲＯ処理水を移送する際は，漏えい防止策とし 

て,仮設ホースの継手部をカムロック式とし，番線等で固縛して，継手の外れ防止を行う。 

また，漏えい拡大防止策として，仮設ホースの継手部を袋で養生し下部に水受けを設け 

ることにより，漏えい時に汚染水を受けられるようにする。移送中は作業員による常時 

監視を行い，漏えいが発生した場合でも，速やかに移送ポンプを停止し，移送を中断で 

きる体制とする。 

ク内に残水がないことを確認した後に，取り外し部をフランジで閉止する。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ＲＯ処理水の移送後は，ブルータンクの付属機器（出入口配管等）を取り外し，タン 

ブルータンクエリアＤ 

（高濃度滞留水受タンク 28 基） 

（中低濃度滞留水受タンク 72 基） 
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4.2. 仮置き時のブルータンクの管理 

(1) 区画 

ブルータンクの仮置き場所に関係者以外が立ち入らないように，柵等で区画を明示す

るとともに，立入制限の表示を行う。 

(2) 線量率測定 

被ばく低減の観点から，仮置きエリアの線量当量率を定期的に測定し，作業員への注 

意喚起のために測定結果を表示する。 

(3) 巡視，仮置き状態確認 

ブルータンクの仮置き状態を確認するため，定期的に仮置きエリアを巡視する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 Ⅱ-2-5-添 13- 27 

 

4.3.  被ばく低減 

ブルータンクの仮置きに伴ってエリア周辺における作業員の被ばく線量が増加するのを

防止するために，エリア周辺の線量当量率において，仮置きブルータンクからの線量寄与

がほとんど無視できる範囲に可能な限り区画をして立入制限を行う。エリア周辺の道路や

干渉物の制約により，仮置きブルータンクからの線量寄与がほとんど無視できる範囲に区

画をできない場合は，設置可能な範囲で最大限の距離を取って区画をするとともに，線量

率表示による注意喚起を通して被ばく低減を図る。ブルータンクエリアの区画図を図－１

４に示す。 

なお，今後，敷地内の線量低減が進み，当該エリア周辺における仮置きブルータンクか

らの線量寄与により目標線量当量率※を達成できなくなると想定される場合には，適切な

遮へいまたはブルータンクの移設等の追加処置により線量低減を図る。 

※「Ⅲ 第三編 3.1.3 敷地内に飛散した放射性物質の拡散防止及び除染による線量低

減」参照 

 

 

図－１４ ブルータンクエリアＤ区画図 

   ：仮置きブルータンク区画 

仮置きブルータンクと区画との離隔：約 1m 
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4.4. ブルータンクの付属機器 

 G1 エリアのブルータンクの撤去に伴い，ブルータンク付属機器（ホース及び弁）が瓦礫

類として約 480m3発生する。瓦礫類は，1mSv/h 以下の表面線量率であり，表面線量率に応じ

て定められた屋外の一時保管エリア（受入目安表面線量率 0.1mSv/h 以下（一時保管エリア

J・B・C・U・P1・F2・N・O）のエリアまたは受入目安表面線量率 1mSv/h 以下のエリア（一

時保管エリア D・E1・P2・W））へ搬入する。 

今後発生する瓦礫類の保管容量が逼迫する場合は，受入目安表面線量率を満足する他の

線量区分のエリアに瓦礫類を一時保管することにより保管容量を確保する。 

 

4.5. 仮置き時のブルータンクによる直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 仮置き時のブルータンクは，空の状態で仮置きするが，タンク内には貯留していたＲＯ

処理水による汚染が内包された状態であるため，仮置き時における敷地境界線量に及ぼす

影響を評価する。ブルータンクエリア D に仮置きするブルータンクについては，仮置き予

定のブルータンクを 1 つのモデルとして評価する。各仮置きエリアからの最寄りの敷地境

界評価地点における実効線量は以下の通り。 

 

(1) ブルータンクエリアＤ 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.7 約 7.8×10-7 
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4.6. 仮置き時のブルータンクの安定性について 

(1) 仮置きブルータンクの耐震性評価 

① 仮置きブルータンクの転倒評価 

ブルータンクは，俵積み状に２段積みし，仮置きする。ブルータンクの仮置き状態図

を図－１５に示す。仮置き時のブルータンクは，内部に汚染水がない空の状態であるた

め，耐震Ｃクラス相当と考えて，地震による転倒評価を実施した結果，地震による転倒

モーメントがタンク自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを

確認した。（表－１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１５ ブルータンクの仮置き状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１１ 転倒評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M1 

許容値 

M2 
単位 

ブルータンク 
１段目 本体 転倒 0.24 204 557 kN･m 

２段目 本体 転倒 0.24 84 168 kN･m 

m： 機器質量 

g： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度（0.24） 

地震による転倒モーメント： 

M1[N・m] = m×g×CH×H 

 

自重による安定モーメント： 

M2[N・m] = m×g×L 

m[kg]

H

L
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②  仮置きブルータンクの滑動評価 

  仮置きブルータンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，１段目と２

段目のブルータンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。

評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力は接触面の摩擦力より小さいことから，

滑動しないことを確認した。（表－１２） 

表－１２ 滑動評価結果 

機器名称 
評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 許容値 単位 

ブルータンク 滑動 0.24 0.24 0.52 - 

 

(2) 周辺機器への波及的影響について 

 仮置きブルータンクについて耐震Ｃクラス相当の地震による転倒，滑動評価を実施して

問題ないことを確認しているが，仮置きブルータンク周辺には，その他の機器が複数設置

されていることから，機器自身の耐震クラスを超える地震によって周辺機器へ及ぼす波及

的影響について考慮する。 

① 周辺機器の状況 

 ブルータンクエリアＤの周辺の機器配置図を図－１６に示す。 

ブルータンクエリアＤの周辺近傍には，廃スラッジ建屋及び濃縮処理水タンクが仮置き

されている。 

周辺機器の状況から仮置きブルータンクが地震により転倒・滑動することによって，周辺

の機器が損傷しないことを確認する。なお，地震時の機能要求のない濃縮処理水タンクは，

評価の対象外とする。 

 

図－１６ ブルータンクエリア D周辺図 
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② 耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価 

 仮置きブルータンクに対して，耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価を行う。 

 

a. ブルータンク１段目の締結ボルトの強度評価 

据付面とベース端部の接点を転倒支点とし，水平方向地震動による転倒評価をした結果，

隣接タンクとの締結ボルトの強度が確保されることを確認した。（表－１３） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１３ タンク１段目の耐震Ｓクラス評価結果 

評価対象 評価部位 評価項目 算出値 許容値 単位 

タンク１段目 締結ボルト 
引張 6 176 MPa 

せん断 42 135 MPa 

 

m[kg]

H

L

L3：ベース端部から締結ボルトまでの水平距離 

nf：引張力の作用する締結ボルトの評価本数 

n ：せん断力の作用する締結ボルトの評価本数 

A ：締結ボルトの軸断面積 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

CH： 水平方向設計震度（0.72） 

 

締結ボルトに作用する引張力：F = 

3L

g
{ CH×（m1×H1＋m2×H2）－(m1×L1＋

2

m 2
×L2)} 

締結ボルトの引張応力：σ = 
An

F

f 
 

締結ボルトのせん断応力：τ = 
 

An

Cgmm H21



＋
 

H1
H2

L1

L2

L3

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目タンク重量 

H1：据付面から重心までの垂直距離 

H2：据付面から２段目タンク接点までの垂直距離 

L1：ベース端部から機器重心までの水平距離 

L2：ベース端部から２段目タンク接点までの水平距離 
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b. ブルータンク２段目の転倒評価 

２段目と１段目との接点を転倒支点とし，水平方向地震動，タンク自重による転倒およ

び抵抗モーメントを比較すると，転倒モーメントよりも抵抗モーメントが大きくなるため，

２段目のタンクが転倒することはないことを確認した。（表－１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１４ タンク２段目の耐震Ｓクラス評価結果 

評価対象 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M3 

許容値 

M4 
単位 

タンク２段目 0.72 251.4 252.5 kN･m 

 

36.6°

Ｙ

X

H3

H4

L3

転倒モーメント： M3[N・m] = m×g×CH×H = g×CH×cosθ×(m2×H3＋m1×H4) 

安定モーメント： M4[N・m] = m×g×H＋m×g×CH×L = g×sinθ×(m2×H3＋CH×m1×L3) 

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目タンク重量 

H3：転倒支点から重心までのＹ成分距離 

H4：転倒支点からタンク接点までのＹ成分距離 

L3：転倒支点からタンク接点までのＸ成分距離 

g ： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

CH： 水平方向設計震度（0.72） 
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c. ブルータンクのすべり量評価 

仮置きブルータンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，１段目と２

段目のブルータンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。

評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力が接地面の摩擦力より大きくなり，滑動

する結果となったことから，すべり量の評価を実施した。 

すべり量は，ブルータンク１段目とブルータンク２段目の接地面に対する累積変位量

として，地震応答加速度時刻歴をもとに算出した。評価の結果，ブルータンク全長 14m

に対して小さいことから，２段目のブルータンクが１段目から落下することはないこと

を確認した。（表－１５） 

 

表－１５ すべり量評価結果 

評価対象 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ブルータンク すべり量 0.60 57.5 7000 mm 

 

③ 追加的安全措置 

仮置きブルータンクについて耐震Ｓクラス相当の地震による耐震性評価を実施し，周辺

機器へ影響を与えないことを確認したが，更なる安全性向上のために追加的措置を行う。 

仮置きブルータンク自体については，１段目の端に位置するタンク及び２段目の端に位

置するタンクが地震により転倒すると想定し，１段目の端に位置する２基と２段目の１基

の計３基をラッシングベルトで固縛して一体化する。 

 

4.7 自然災害対策等 

(1) 津波 

  ブルータンクは，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 33m に仮置き

するため，津波の影響は受けない。 

(2) 台風（強風） 

  建築基準法施行令及び建設省告示に基づいて評価したブルータンクに加わる風荷重が，

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」における耐震Ｃクラス相当の地震荷重

に比べて小さいため，ブルータンクは，仮置き状態において台風（強風）により転倒し

ない。 

(3) 豪雨  

  ブルータンクは，開口部を閉止して仮置きするため，雨水が内部に浸入しない。 
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5. ＲＯ濃縮水貯槽及びＲＯ処理水貯槽 

 ＲＯ濃縮水貯槽（フランジタンク）及びＲＯ処理水貯槽（フランジタンク）は，貯留し

ているＲＯ濃縮水もしくはＲＯ処理水を直接または多核種除去設備等により処理した後に

他の貯槽に移送し，汚染拡大防止を図った上で解体・切断し，構内で保管する。 

 

5.1. 残水処理作業時(残水処理前の仮設ポンプによる水抜き作業を含む)の漏えい防止策

及び漏えい拡大防止策 

汚染水の処理後にタンク底部に残る残水及び散水により発生する汚染水の残水（以下：

残水等）の回収処理作業では，仮設ホース，仮設ポンプ，バキュームカー及び底部残水回

収装置等を使ってタンク底部より残水を回収し，他の貯槽へ移送した後，多核種除去設備

等により処理する。 

なお，散水により発生する汚染水の量は，1 回に 1m3程度であり，ダスト上昇の追加対策

として実施する追加散水を考慮しても最大でタンク 1基あたり 5m3程度であり，汚染水の貯

留に支障をきたすことはない。 

当該作業を行う際の，漏えい防止策及び漏えい拡大防止策は以下の通り。 

a. 漏えい防止策として，仮設ホースを使用する場合は，仮設ホースの継手部をカムロ

ック式とし，さらに番線等で固縛して，継手の外れ防止を行う。また，タンクの撤

去にあたり実施する残水回収処理作業にバキュームカーを使用する場合には，バキ

ュームカーとホースの接続にロック機構を有するものを使用し，確実にロックされ

ていることを確認する。 

 b. 漏えい拡大防止策として，仮設ホースの接続部に水受けを設けることにより，漏え

い時に汚染水を受けられるようにした上で，残水移送中には作業員による常時監視

を行う。 

 

5.2. 解体作業時の汚染拡大防止策 

 解体作業手順の概要を図―１７に示す。 

 a. タンク上部のマンホールからタンク内表面に散水し，表面の汚染をできるだけ洗い

流すことにより，放射性物質の飛散のリスクを低減する。 

 b. 局所排気装置を設置し，タンク下部のマンホールからタンク内部の空気を吸引し，

フィルタでろ過することにより，タンク上部から放射性物質が飛散するリスクを抑

制する。 

 c. タンク解体片は，地面に降ろした後，周辺の汚染レベルを上昇させないように養生

等を実施し運搬する。 

d. 最下段の側板及び底板の解体は，残水が完全に除去されていることを確認した後に

着手する。 

e. 解体作業の期間中は，タンク上部の空気中の放射性物質濃度を定期的に確認する。
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なお，測定値に異常が確認された場合には，作業を中断し，追加散水や集塵の強化

等の対策を実施し，測定値が通常時に戻ったことを確認してから再開する。 

ｆ．追加散水や集塵の強化等の対策を施しても測定値が通常時に戻らない場合には，作

業を中止し，タンク上部に仮天板を取り付ける。その後，原因を調査し，必要に応

じて対策を施した上で再開する。 

 

5.3. 減容作業・保管時の汚染拡大防止策 

 a. 切断作業は既設建屋内で実施し，切断に伴い発生するダストを局所排風機で回収す

ることにより汚染の拡大防止とする。 

b. タンク解体片を切断した減容片は，20ft コンテナ（以下，容器）に収納し保管する。 

c. 切断作業の期間中は，既設建屋周辺の空気中の放射性物質濃度を定期的に確認する。

なお，測定値に異常が確認された場合には，速やかに作業を中止し，原因を調査し，

必要に応じて対策を施した上で再開する。 

 

5.4. 汚染土壌回収作業時の汚染拡大防止策 

 H4 エリアフランジタンクの解体・撤去作業の際には, 過去に発生した「汚染水貯留設備

RO 濃縮水貯槽からの漏えい事象」に関する報告書に基づいて，タンク基礎下部の汚染土壌

を回収し，合わせて土壌の汚染状況について調査を行う。汚染土壌の回収作業は，コンク

リート基礎撤去後の土壌の表面線量率を測定し,汚染土壌の回収範囲を絞り込み,対象箇所

の土壌の表面線量率がβ線で 0.01mSv/h 未満になるまで実施する。当該作業における汚染

拡大防止策は以下の通り。 

 なお，過去に RO 濃縮水を堰外に漏えいした H6 北エリアフランジタンクについても，タ

ンク基礎下部に汚染土壌が確認された場合には，上記と同様の対応を実施する。 

 a. 雨水が汚染土壌に混入し汚染が拡大するのを防止するため,汚染が認められる範囲

をブルーシート等により養生し,シートの継ぎ目については,防水措置を施す。 

b. 養生したブルーシート等に雨水が溜まる場合は,ブルーシート等の外側に水切りを

行う。 

 c. H4 北エリアの汚染土壌回収作業は,深層部の汚染土壌を回収するため土止め壁を設

置して回収作業を実施する。土止め壁がタンク基礎に及ぼす影響範囲を評価した結果,

土止め壁に最も近傍のタンク基礎においても影響範囲外であることを確認している。

但し,近傍タンク基礎に変位が生じる場合に備え,汚染土壌回収作業中は近傍タンク

基礎の変位を定期的に観測する。仮に近傍タンク基礎に憂慮すべき変位が確認された

場合には,変位抑制対策を実施する。 

 

5.5. 汚染土壌保管時の汚染拡大防止策 

 回収した汚染土壌は，一時保管エリアに運搬して，土嚢に収納した上で金属製容器に入
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れて屋外保管する。汚染拡大防止策は以下の通り。 

 a. 回収した汚染土壌は,滞留水起源の汚染土壌であるため,金属製容器に収納する。 

b. 汚染土壌を金属製容器に収納する際には,容器上部をシート等で養生し,雨水浸入防

止対策も兼ねる。 

 また，回収した汚染土壌の保管完了から１年以内に，汚染土壌保管エリアに堰及び屋根 

の設置を完了させることにより，汚染土壌を入れた金属製容器内に雨水等が浸入し，汚染 

土壌と混ざることで汚染水が発生し，金属製容器から漏えいする事象に対する漏えい拡大 

防止対策とする。 

 

5.6. 作業員の被ばく低減 

 a. タンク内の残水処理では，底部残水回収装置を用いて可能な限り遠隔操作を行うこ

とにより，被ばく低減を図る。 

 b. タンク底部の解体では，ゴムマット等を敷くことにより，β線の被ばく低減を図る。 

 c. タンク切断では，可能な限り遠隔作業により被ばくの低減を図る。 

 d. 解体作業中にダスト濃度が万が一上昇した場合に備えて，念のため全面マスクを着

用する。 

  ポンプおよび配管の開放作業時においても，全面マスクを着用して作業を実施する。

なお，開放作業時におけるダストの舞い上がりは少ないと考えるものの，適宜，空気中

の放射性物質濃度を測定し，必要に応じて遮へい，局所排風機，ハウスを設置する。ま

た，機器の取り外しまたは切断時においては，開放端部をゴム質のキャップ等で養生し， 

 作業時の被ばく低減を図る。 

 

5.7. 瓦礫類発生量 

a. フランジタンクの解体・撤去に伴い，H1 エリア：約 2,500m3，H2エリア：約 5,900m3，

H4エリア（汚染土壌を含む）：約15,100m3，Bエリア：約4,400m3，H3エリア：約2,700m3，

H5 エリア：約 5,600m3，H6エリア：約 2,000m3 ，G6 エリア:約 5,900m3，H5北エリア：

約 1,700m3，H6 北エリア（汚染土壌を含む）：約 4,400m3，G4 南エリア：約 6,080m3，

Ｅエリア：約 15,990 m3，Cエリア：約 2,750m3の瓦礫類が発生する見込みである。 

 b. 瓦礫類は 0.1mSv/h 以下の表面線量率であり，表面線量率に応じて定められた屋外の

一時保管エリア（受入目安表面線量率 0.1mSv/h 以下のエリア（一時保管エリア C，N，

O，P1，AA））へ搬入する。 

ただし，表面線量率 0.1mSv/h を超えた瓦礫類は，エリア E1，P2，W，X へ保管し，

タンク減容片を保管した容器については，一時保管エリアP1または AAへ搬入する。 

また，表面線量率1mSv/hを超えて30mSv/h以下の瓦礫類は，固体廃棄物貯蔵庫第６， 

７，８，９棟へ搬入する。  

c. 今後発生する瓦礫類の保管容量が逼迫する場合は，受入目安表面線量率を満足する他
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の線量区分のエリアに瓦礫類を一時保管することにより保管容量を確保する。また，

固体廃棄物貯蔵庫の追設等を行うことにより容量不足を解消していく。 

 

5.8. 保管時の安定性評価 

 a.  容器は，４段積みし，一時保管エリア P1 において，４行×４列×４段または１行

×４列×４段を１ブロックとして，容器間を連結し固定した上で，保管する。また，

一時保管エリア AAでは，１行×１列×４段で保管する。保管の状態図を図－１８－

１，２，３に示す。 

b.  保管場所は，表面線量率 0.1mSv/h 以下の瓦礫類の一時保管エリア P1または表面線

量率 0.001mSv/h 以下の瓦礫類の一時保管エリア AAとする（図－１９）。 

c.  容器は，内部に汚染水がない状態であるため，耐震Ｃクラス相当と考えて，地震に

よる転倒評価を実施した。容器は４行×４列×４段または１行×４列×４段を１ブ

ロックとして一体で評価した。評価の結果，地震による転倒モーメントが，１ブロ

ックの自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した。

（表－１６－１，２）また，一時保管エリア AA では，容器の転倒・落下により内容

物が容器から出たとしても，屋外集積している状況と変わらないため，耐震性は考

慮せず，４段積みを行う。 
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図－１７ 解体作業のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１８－１ 容器の保管状態 

約 10.4m 

仮設ポンプにて水抜き

局所排気装置の
設置・起動

連続
運転

天板マンホール開放
タンク内表面散水

天板取り外し

側板4段目解体

側板3段目解体

側板2段目解体

※残水処理

残水処理

側板1段目解体

底板解体

停止

※作業の熟練度、作業工程
　　によっては、残水処理を
　　側板解体前に実施する
　　場合もある。
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図－１８－２ 容器の保管状態 

 

 

図－１８－３ 容器の保管状態 
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一時保管エリア（エリア P1，AA） 

 

エリア P1詳細 

 

 

エリア AA詳細 

図－１９ 容器を保管する一時保管エリア（エリア P1,AA） 

H28 年 11 月現在 

エリア P1 

（容器） 

H29 年 12 月現在 



 Ⅱ-2-5-添 13- 41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１６－１ 転倒評価結果 

 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M1 

許容値 

M2 
単位 

容器（20ft コンテナ） 

１ブロック 
本体 転倒 0.24 4.60×103 1.80×104 kN･m 

 

 

表－１６－２ 転倒評価結果 

 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平方向 

設計震度 

CH 

算出値 

M1 

許容値 

M2 
単位 

容器（20ft コンテナ） 

１ブロック 
本体 転倒 0.24 1.15×103 2.79×103 kN･m 

 

 

 

 

 

m： 機器質量 

g： 重力加速度（9.80665 m/s2） 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度（0.24） 

地震による転倒モーメント： 

M1[N・m] = m×g×CH×H 

 

自重による安定モーメント： 

M2[N・m] = m×g×L 

m[kg]

H

L
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6. 中低濃度タンクを雨水回収タンクに転用する場合のタンク洗浄について 

 雨水回収タンクに転用する中低濃度タンクは，貯留水を多核種除去設備等により処理し

た後に他の貯槽に移送し，汚染拡大防止を図った上で洗浄を実施する。 

 

6.1. 洗浄作業時の漏えい防止策及び漏えい拡大防止策 

洗浄で発生した底部に残る洗浄水及び残水の回収処理作業では，仮設ホース，仮設ポン

プ，バキュームカー及び底部残水回収装置等を使ってタンク底部より洗浄水及び残水を回

収し，他の貯槽へ移送した後，多核種除去設備等により処理する。当該作業を行う際の漏

えい防止策及び漏えい拡大防止策は以下の通り。 

a. 漏えい防止策として，仮設ホースを使用する場合は，仮設ホースの継手部をカムロ

ック式とし，さらに番線等で固縛して，継手の外れ防止を行う。また，タンクの撤

去にあたり実施する残水回収処理作業にバキュームカーを使用する場合には，バキ

ュームカーとホースの接続にロック機構を有するものを使用し，確実にロックされ

ていることを確認する。 

 b. 漏えい拡大防止策として，仮設ホースの接続部に水受けを設けることにより，漏え

い時に洗浄水及び残水を受けられるようにした上で，洗浄水及び残水移送中には作

業員による常時監視を行う。 

 

6.2. 洗浄作業時の汚染拡大防止策 

    当該作業を行う際の，汚染拡大防止策は以下の通り。 

a.  タンク内表面の汚染をできるだけ洗い流すことにより，放射性物質の飛散のリスク

を低減する。 

 b.  局所排気装置を設置し，タンク下部のマンホールからタンク内部の空気をフィルタ

でろ過することにより，タンク上部のマンホールから放射性物質が飛散するリスク

を抑制する。 

 

6.3. 作業員の被ばく低減 

 a.  洗浄作業中にダスト濃度が万が一上昇した場合に備えて，念のため全面マスクを着

用する。 

b.  タンク内の処理では，底部残水回収装置を用いて可能な限り遠隔操作を行うことに

より，被ばく低減を図る。 
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7. ＲＯ濃縮水貯槽(Ｄエリア)をＲＯ処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽に転用する場合

のタンク洗浄について 

 ＲＯ処理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽に転用するＲＯ濃縮水貯槽(Ｄエリア)は，貯留

水を多核種除去設備等により処理した後に他の貯槽に移送し，汚染拡大防止策を行った上

で洗浄を実施する。 

 

7.1. 洗浄作業の方法について 

転用するタンクのうち，タンク入口／出口の移送配管が接続されているタンクの洗浄作

業の流れは以下の通り。 

① タンク上部マンホールを開放し，高圧洗浄機を使用してタンク内側面の洗浄を行う。 

② タンク側面マンホールを開放し，ろ過水によりタンク連結管の洗浄，高圧洗浄機を使

用してタンク内側面の洗浄を行う。 

③ タンク入口／出口の移送配管については，配管開放端部より，仮設ポンプ等を使用し

てろ過水を圧送し，配管内部の付着物質を洗い流す。 

④ ②，③と並行して，タンク内底面の残水（スラッジ含む）回収を行う。作業では，仮

設ホース，仮設ポンプ，バキュームカーを使用する。 

⑤ 残水回収の完了後，水質確認のためにタンク内側面，タンク連結管にろ過水を散水す

る。なお，散水量はタンク内底面が浸る量(1～3m3程度)とする。溜まった水を採水し，

水質確認(分析)を行う。その後，残水回収を行う。 

⑥ タンク入口／出口の移送配管が接続されているタンクについては，③の手順にて新た

にろ過水をタンク内へ圧送し，⑤の水と混ぜたものを採水，水質確認(分析)を行う。 

⑦ タンク内面点検を行う。かき傷等が確認された場合は補修塗装を行う。 

⑧ タンク内面点検の完了後，各マンホールを閉止する。 

 

転用するタンクのうち，タンク入口／出口の移送配管が接続されていないタンクの洗浄

作業の流れは以下の通り。 

① タンク上部マンホールを開放し，高圧洗浄機を使用してタンク内側面の洗浄を行う。 

② タンク側面マンホールを開放し，ろ過水によりタンク連結管の洗浄，高圧洗浄機を使

用してタンク内側面の洗浄を行う。 

③ ②と並行して，タンク内底面の残水（スラッジ含む）回収を行う。作業では，仮設ホ

ース，仮設ポンプ，バキュームカーを使用する。 

④ 残水回収の完了後，水質確認のためにタンク内側面，タンク連結管にろ過水を散水す

る。なお，散水量はタンク内底面が浸る量(1～3m3程度)とする。溜まった水を採水し，

水質確認(分析)を行う。その後，残水回収を行う。 

⑤ タンク内面点検を行う。かき傷等が確認された場合は補修塗装を行う。 

⑥ タンク内面点検の完了後，各マンホールを閉止する。 
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7.2. 洗浄作業時の漏えい防止策及び漏えい拡大防止策 

洗浄で発生した底部に残る洗浄水及び残水の回収処理作業では，仮設ホース，仮設ポン

プ，バキュームカー等を使ってタンク底部より洗浄水及び残水を回収し，他の貯槽へ移送

した後，多核種除去設備等により処理する。当該作業を行う際の漏えい防止策及び漏えい

拡大防止策は以下の通り。 

a.  漏えい防止策として，仮設ホースを使用する場合は，仮設ホースの継手部をカムロ

ック式とし，さらに番線等で固縛して，継手の外れ防止を行う。また，残水回収処理

作業にバキュームカーを使用する場合には，バキュームカーとホースの接続にロック

機構を有するものを使用し，確実にロックされていることを確認する。 

b. 漏えい拡大防止策として，仮設ホースの接続部に水受けを設けることにより，漏えい

時に洗浄水及び残水を受けられるようにした上で，洗浄水及び残水移送中には作業員

による常時監視を行う。 

 

7.3. 洗浄作業時の汚染拡大防止策 

当該作業を行う際の汚染拡大防止策は以下の通り。 

a.  タンク内表面の汚染をできるだけ洗い流すことにより，放射性物質の飛散のリスク

の低減，及びタンク転用後の水質悪化を抑制する。 

b.  局所排気装置を設置し，タンク下部のマンホールからタンク内部の空気をフィルタ

でろ過することにより，タンク上部のマンホールから放射性物質が飛散するリスクを

抑制する。 

c. 作業の期間中は，空気中の放射性物質濃度を定期的に確認する。なお，測定値に異常

が確認された場合には，作業を中断し，追加散水や集塵の強化等の対策を実施し，測

定値が通常時に戻ったことを確認してから再開する。 

d. 追加散水や集塵の強化等の対策を施しても測定値が通常時に戻らない場合には，作業

を中止し，タンク上部のマンホールを閉止する。その後，原因を調査し，必要に応じ

て対策を施した上で再開する。 

 

7.4. 洗浄作業時の作業員の被ばく低減 

a.  洗浄作業中にダスト濃度が万が一上昇した場合に備えて，念のため全面マスクを着

用する。なお，作業の期間中は，空気中の放射性物質濃度を定期的に確認する 

b.  タンク内の処理では，作業時間の管理と適切な装備を使用することにより，被ばく

低減を図る。 
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7.5. 貯槽の転用に伴う配管撤去作業に関する補足 

a.  漏えい防止策として，配管の開放・切断作業は，配管系統の隔離処置及び水抜き後

に実施する。作業終了後に発生する開放端部には閉止フランジの取付けを行い，系統

弁がシートパスした際の漏えいを防止する。 

b. 漏えい拡大防止策として，配管の開放・切断作業を行う箇所の下部に水受けを設け

ることにより，配管内の残水を受けられるようにする。水受けには仮設の水中ポン

プを設置し，仮設の集水タンクへ残水を逐次回収できるようにする。仮設の集水タ

ンクには作業員を配置し，水が溜まった際に作業を中断できるよう監視を行う。 

c. 汚染拡大防止策として，配管の開放・切断作業を行う箇所には飛散防止カバーの養

生を行う。また，水受けの下部にも飛散防止カバーの養生を行う。 

 d. 貯槽転用後のＲＯ濃縮水貯槽との貯留水の混水防止策として，接続されている連結

配管の取外しを行い，開放端部には閉止フランジの取付けを行う。 

e. 作業員の被ばく低減策として，配管の開放・切断作業は，発電所構内のルールに基

づき，全面マスクを着用して作業を行う。なお，開放作業時におけるダストの舞い

上がりは少ないと考えるものの，適宜，空気中の放射性物質濃度を測定し，必要に

応じて遮へい，局所排風機，ハウスを設置する。また，配管の取り外しまたは切断

時においては，開放端部をゴム質のキャップ等で養生し，作業時の被ばく低減を図

る。 

f. 本作業において，約 5m3の瓦礫類が発生する見込みである。表面線量率 0.1mSv/h 以

下の瓦礫類は，屋外の一時保管エリア O，P1 に保管する。表面線量率 0.1mSv/h を超

える瓦礫類は，養生した上で金属製の容器に収納し，エリア E1，P2，Wに保管する。

なお，詳細については「Ⅲ特定原子力施設の保安 2 放射性廃棄物等の管理に係る補

足説明 2.1 放射性廃棄物等の管理」に準じて行う。 
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8. 多核種処理水貯槽，RO 処理水貯槽（Ｈ９）及び蒸発濃縮処理水貯槽（Ｈ９西） 

多核種処理水貯槽（フランジタンク）は，貯留している多核種処理水を他の貯槽に移送

し，汚染拡大防止を図った上で解体・切断し，構内で保管する。 

RO 処理水貯槽（Ｈ９）（フランジタンク）及び蒸発濃縮処理水貯槽（Ｈ９西）（フランジ

タンク）は，貯留している RO処理水を他の貯槽に移送し，汚染拡大防止を図った上で解体・

切断し，構内で保管する。 

 

8.1. 残水処理作業時(残水処理前の仮設ポンプによる水抜き作業を含む)の漏えい防止策 

残水等の回収処理作業では，仮設ホース，仮設ポンプ，バキュームカー及び底部残水回

収装置等を使ってタンク底部より洗浄水及び残水を回収し，他の貯槽へ移送した後，多核

種除去設備等により処理する。当該作業を行う際の漏えい防止策及び漏えい拡大防止策は

以下の通り。 

a. 漏えい防止策として，仮設ホースを使用する場合は，仮設ホースの継手部をカムロ

ック式とし，さらに番線等で固縛して，継手の外れ防止を行う。また，タンクの撤

去にあたり実施する残水回収処理作業にバキュームカーを使用する場合には，バキ

ュームカーとホースの接続にロック機構を有するものを使用し，確実にロックされ

ていることを確認する。 

 b. 漏えい拡大防止策として，仮設ホースの接続部に水受けを設けることにより，漏え

い時に洗浄水及び残水を受けられるようにした上で，洗浄水及び残水移送中には作

業員による常時監視を行う。 

 

8.2. 解体作業時の汚染拡大防止策 

  解体作業手順の概要を図―２０に示す。 

タンク内の汚染状況に応じて，汚染管理を以下の通り行う。ダスト飛散リスクが低い

と判断できる場合は，下記の a.b.を省略する。 

 

 a. タンク上部のマンホールからタンク内表面に散水し，表面の汚染をできるだけ洗い

流すことにより，放射性物質の飛散のリスクを低減する。 

 b. 局所排気装置を設置し，タンク下部のマンホールからタンク内部の空気を吸引し，

フィルタでろ過することにより，タンク上部から放射性物質が飛散するリスクを抑

制する。 

 c. タンク解体片は，表面汚染レベルに応じて養生等を実施し運搬する。 

d. 最下段の側板及び底板の解体は，残水が完全に除去されていることを確認した後に

着手する。 

e.  解体作業の期間中は，汚染状況の把握または汚染拡大の兆候を監視するための作業

環境モニタリングを行う。 
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ｆ．空気中放射性物質濃度に異常が確認された場合には，作業を中断し，追加散水や集

塵の強化等の対策を実施し，通常時に戻ったことを確認してから再開する。追加散

水や集塵の強化等の対策を施しても測定値が通常時に戻らない場合には，作業を中

止し，タンク上部に仮天井を取り付ける。その後，原因を調査し，必要に応じて対

策を施した上で再開する。 

g．初回タンクの解体作業期間中は，タンク上部の空気中の放射性物質濃度を確認する

が，解体作業中の放射性物質濃度が作業管理基準値未満であった場合は，以降のタ

ンクでは放射性物質濃度の測定について省略する。 

 

8.3. 減容作業・保管時の汚染拡大防止策 

 a. 切断作業は既設建屋内で実施し，切断に伴い発生するダストを局所排風機で回収す

ることにより汚染の拡大防止とする。 

b. タンク解体片を切断した減容片は，20ft コンテナ（以下，容器）に収納し保管する。 

c. 切断作業の期間中は，既設建屋周辺の空気中の放射性物質濃度を定期的に確認する。

なお，測定値に異常が確認された場合には，速やかに作業を中止し，原因を調査し，

必要に応じて対策を施した上で再開する。 

 

8.4. 作業員の被ばく低減 

  タンク内線量状況を確認し，下記のｂ．を省略する。 

 a. タンク内の残水処理では，高圧洗浄器を用いることにより，作業短縮に努め，被ば

く低減を図る。また，必要に応じ，底部残水回収装置等を使用する。 

 b. タンク底部の解体では，ゴムマット等を敷くことにより，β線の被ばく低減を図る。 

 c. タンク解体作業中は，作業環境に応じた装備を着用する。 

    ポンプおよび配管の開放作業中は，全面マスクを着用して作業を実施する。なお，

開放作業時におけるダストの舞い上がりは少ないと考えるものの，適宜，空気中の

放射性物質濃度を測定し，必要に応じて遮へい，局所排風機，ハウスを設置する。

また，機器の取り外しまたは切断時においては，開放端部をゴム質のキャップ等で

養生し，作業時の被ばく低減を図る。 

 d. タンク切断では，可能な限り遠隔作業により被ばくの低減を図る。 

 

8.5. 瓦礫類発生量 

H9 エリア：約 3,948ｍ3の瓦礫類が発生する見込みである。 

 b. 瓦礫類は 0.1mSv/h 以下の表面線量率であり，表面線量率に応じて定められた屋外の

一時保管エリア（受入目安表面線量率 0.1mSv/h 以下のエリア（一時保管エリア C，N，

O，P1，AA））へ搬入する。 

a. フランジタンクの解体・撤去に伴い，G4北エリア：約 2,940 m3，G5 エリア：約 8,130m3， 
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ただし，表面線量率 0.1mSv/h を超えた瓦礫類は，エリア E1，P2，W，X へ保管し，

タンク減容片を保管した容器については，一時保管エリアP1または AAへ搬入する。 

また，表面線量率1mSv/hを超えて30mSv/h以下の瓦礫類は，固体廃棄物貯蔵庫第６，

７,８,９棟へ搬入する。  

c. 今後発生する瓦礫類の保管容量が逼迫する場合は，受入目安表面線量率を満足する

他の線量区分のエリアに瓦礫類を一時保管することにより保管容量を確保する。ま

た，固体廃棄物貯蔵庫の追設等を行うことにより容量不足を解消していく。 

 

8.6. 保管時の安定性評価 

 「5.8. 保管時の安定性評価」に同じ。 

仮設ポンプにて水抜き

※１ 天板マンホール開放
タンク内表面散水

※１ 局所排気装置の
設置・起動

※１ タンク内の汚染状況を
確認してダスト飛散リ

スクが低いと判断でき
る場合、省略する。

連続
運転

天板取り外し

側板4段目解体

側板3段目解体

側板2段目解体

側板1段目解体

底板解体

停止

残水処理

※２ 残水処理

※２ 作業の熟年度、作業工程に
よっては、残水処理を

天板、側板解体前に実施する
場合もある。

※２ 残水処理

 

図－２０ 解体作業のフロー 

以上 
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添付資料－１４ 

 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設） 

 

1.はじめに 

多核種除去設備及び増設多核種除去設備の沈殿処理生成物及び使用済みの吸着材を収容

した高性能容器(以下，HIC という)は放射線を発するため適切に遮へいして保管する必要が

ある。使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）（以下，第三施設あるいは本施設と

いう）は高性能容器（タイプ 2）を保管するために設置するものである。 

将来，HIC に収容する沈殿処理生成物をより安定した状態に処理できる設備について稼働

時期の目途が得られた際には，設備稼働後も継続して保管が見込まれる HIC に対して数量

やインベントリ等の評価を行い，評価結果を踏まえ適切な耐震性を確保した保管方法（補

強策含む）を検討し，必要な措置を行う。 

 

2.基本設計 

2.1 設計概要 

本施設は HIC を取扱うための橋形クレーン，遮へい機能を有する蓋付きコンクリート

製ボックスカルバート等により構成し，本施設における HIC の貯蔵体数は 3648 基（3 段

積×4列×16 行×19 ブロック）とする(図１)。 

なお，万一の HIC 落下破損による漏えい時に HIC を移設して漏えい物の回収等を行え

るよう，十分な移設スペースを第二施設及び第三施設に確保する。 

また，設置エリアを図２に示す。 
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第三施設（平面図） 

１ブロック：3段積×4列×16行 

第三施設（北面） 第三施設（南面） 

図 1 第三施設概要 
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図２ 設置エリア 
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2.2 設計方針 

本施設は，以下の考慮を設計に反映している。  

(1)放射性物質の漏えい及び管理されない放出の防止 

    本施設に格納する HIC はそれ自体，放射性物質が漏えいしない構造となっている

ものの，万一の漏えい発生時においても管理されない放出を防止できるよう，ボッ

クスカルバートに漏えい拡大防止機能を持たせた設計とする。 

 

(2)放射線遮へいに対する考慮 

    本施設は，敷地境界線量への影響を軽減するほか，放射線業務従事者等の線量を

低減する観点からも，放射線を適切に遮へいする設計とする。 

 

(3)可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

    本施設は，HIC 内の水の放射線分解により発生する可燃性ガスを適切に排出できる

設計とする。 

 

  (4)放射線防護に係わる被ばく防止措置 

    作業における被ばく低減ができるよう，HIC の格納に際しては視認性の高いカメラ

を用いた遠隔クレーン操作による荷役が可能な構成とする。 

 

  (5)運転員操作に対する設計上の考慮 

本施設は，作業員の誤操作を防止するための適切な措置を講じた設計とする。橋

形クレーンについては HIC 取扱作業範囲を逸脱しないようにリミットスイッチを取

り付ける。 

 

(6)検査可能性に対する設計上の考慮 

本施設は，機器の重要度に応じた有効な保全ができるものとし，橋形クレーンに

ついては，リミット停止機能および法令に基づく点検を実施する。HIC の移動，格納

作業に用いる橋形クレーンは定期的な検査が可能なものとする。 
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2.2.1 移送中の落下を想定した HIC の健全性確認 

本施設内で HIC を取扱うにあたり，HIC の落下防止策，万一を想定した HIC 落下時

の衝撃緩和策および落下試験による落下時の健全性確認等を実施している。 

 

(1)落下試験 

HIC の健全性を確認する落下試験（試験条件と結果の詳細はⅡ-2-16-1 に記す）

は，本施設に格納する HIC の移送経路（図３）を網羅するよう計画・実施して

いる。落下試験の結果，本施設で想定する全ての HIC 取扱い条件において落下

を想定しても，HIC の健全性が保たれることを確認した。 

また，万一の HIC 落下破損による漏えい時の対応として，HIC からの漏えい物

の回収作業に必要な吸引車やボックスカルバート内にアクセスするための昇降

設備等を配備し，吸引車の操作等に必要な要員を確保するとともに，手順書に

基づいた漏えい物回収訓練及び吸引車の点検を定期的に行う。また、HIC 及び漏

えい物の回収等においては，作業スペースを確保するために，破損した HIC だ

けでなく，周囲に格納されている HIC の移設も必要になる場合が想定されるこ

とから，十分な移設スペースを第二施設及び第三施設に確保する。移設スペー

スの基数は，パーティション設置による漏えい拡大防止や漏えい検出器による

早期検知，回収作業の方法等を踏まえて手順書に明記する。  

(2)本施設内における HIC 落下時の損傷防止策 

橋形クレーンの巻上げリミットを HIC 落下試験高さ（9.5m）以下に設定する。

また，HIC 吊上時に吊上げシャフトを使用し，吊上げシャフト内空と HIC 直径の

隙間を小さくすることで，HIC の横倒れ・斜め落下を防止する。さらに，ボック

スカルバート内空と HIC 直径の隙間についても小さくすることで，ボックスカ

ルバート内での HIC の横倒れ・斜め落下を防止する。 

万一の落下時の衝撃を軽減するために，ボックスカルバート内底部，吊上げ

シャフト緩衝機上面，輸送用容器底部に緩衝材を設置する。なお，強風または

地震により荷振れが生じた場合を想定しても，吊上げシャフト内およびボック

スカルバート内におけるクリアランスは小さく，HIC が破損することはない。 

(3)本施設外への HIC 落下防止策 

  本施設外への HIC 落下転落を防止するため，HIC を取扱う作業範囲上のボック

スカルバート群外周部に転落防止架台(図４)を設置している。また，HIC を格納

する際，橋形クレーンの横行・走行リミットは HIC が転落防止架台へ接触する

前に動作させるものとし，HIC 格納作業前に横行・走行リミットが動作すること

を確認する。なお，強風または地震に伴う荷振れにより，万一の接触を考慮し

た場合においても，落下試験を上回る水平荷重が HIC に加わることは考え難く，

HIC の健全性に影響を及ぼすことはない。（クレーン構造規格で規定される風荷
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重（風速 16m/s）が HIC に連続作用した場合を想定しても，HIC の荷振れは約 18cm

程度に収まることになる。万一接触する場合，転落防止架台の傾斜部材と HIC

補強体の底板外周部が接触点となる。補強体の底板は，高さ 3.1m から角棒への

落下試験（約 7.8m/s）においても HIC を保護できるものであることを確認して

おり，HIC の荷振れにより HIC の健全性に影響を及ぼすことはない。） 

また，HIC 取扱に関しては，手順書に基づき，専任監視員を配置し，クレーン

の過巻上げ，横行・走行の逸脱，積重ね用架台設置忘れ等が生じぬよう監視す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 転落防止架台 

図３ 第三施設における HIC 移送中の落下を想定した HIC の健全性確認 

※ 落下試験条件及び結果の詳細は，Ⅱ-2-16-1 添付資料 5 別添-4 参照 

▼：転落防止架台頂部高さ：9.9m 

▽：吊上げシャフト頂部高さ：11m 

▼ 

▼ 
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2.2.2 漏えい発生防止，拡大防止，検知機能 

HIC の耐紫外線性については，「2.16.1 添付資料－５」で示す通り，使用前

の製造から工場出荷までの紫外線照射時間管理および紫外線が当たらないボッ

クスカルバート内で HIC を貯蔵することを踏まえると，有意な劣化はないと判

断できる。 

格納中 HIC のβ線による放射線劣化に対しては，HIC を構成するポリエチレン

の電子線照射及び材料試験を行い，HIC 表面の積算吸収線量が 2000kGy（※）ま

でに対して健全性を確認できている。今後，更なる積算吸収線量における健全

性について評価を実施する。 

 

 

漏えい拡大防止として，ボックスカルバートは壁と底板を一体としたＲＣ構

造であり，HIC，HIC の全容量を受けきる HIC 補強体に次ぐ，第三の漏えいバリ

アとなっている。 

万一，漏えいが発生した場合に浸漬する可能性のある下部材内面には防水塗

装を施し，ボックスカルバート間の目地についても，防水施工を実施している

(図５)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸気孔の設置高さは，ボックスカルバート内で HIC１基が全量漏えいした場合

に，漏えい物が当該ボックスカルバート内のみで保持されたとしても，液面が

吸気孔の内面下端より低くとどまり、吸気孔が流出路とならないよう配置して

いる。漏えい発生時には，漏えい物は通気口を通して隣接するボックスカルバ

ートに流れ、液面はより低くとどまる。漏えい拡大防止のための防水施工によ

る水密化単位である４列×８行のボックスカルバートは，9基の HIC の同時漏え

いに耐えうることになる。仮に一ヶ所のボックスカルバートで３段積みの HIC

全てが漏えいした場合でも，漏えい物は通気口を通じて隣接するボックスカル

図５ ボックスカルバート概要図 

※ 内包する放射能濃度が最も高い HIC の想定吸着量で評価すると貯蔵期間と

して約 10 年相当 
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バート内へ流れ出ることから，吸気孔を通してボックスカルバート外へ漏れ出

ることはない（図６(a)，(b)）。 

また，HIC 補強体とボックスカルバート内壁が接する可能性のある位置と吸気

孔の配置位置は水平方向に離してある。（図６(c)） 中段，上段の HIC が漏えい

し，かつ，漏えい物が HIC 補強体から溢れ出してボックスカルバートの内壁を

伝い落ちた場合においても，内壁には漏えい物が真下に流れるように撥水性の

ある塗装を施すことから，吸気孔を通じてボックスカルバート外へ漏れ出るこ

とはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図６ ボックスカルバートおよび HIC 概要図 

（a）ボックスカルバート配置平面図 

（b）ボックスカルバート概要図 吸気孔 

HIC 積重ね用架台 

HIC 
HIC 補強体 

通気口 

（c）ボックスカルバート断面形状拡大図 
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格納中の HIC からの漏えい検出については，HIC1 基の全量漏えいにおいて漏

えいを検出できるよう，漏えい検出装置を設置する（図７）。漏えいを検出した

場合には，免震重要棟集中監視室等に警報を発し，適切な対応を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，保管中の HIC については念のため，液体を内容物としている HIC のう

ち，高線量で発生数が多いスラリー（鉄共沈処理）入り HIC 及び低線量ながら

発生数が最も多いスラリー（炭酸塩沈殿処理）入り HIC から劣化が進みやすい

と想定される線量の高いものを複数ずつ選定し，これらを対象に，第二施設に

おける調査※と同様に，定期的に漏えい有無を確認する。 

 

 

吊上げシャフト内での万一の HIC の漏えいに対しても，吊上げシャフト内に

設置された緩衝機カバーが受けパンの役割を果たす設計としている。HIC からの

漏えい物はカバー内に導かれ HIC 内の全量を受けきれる容量を保有する。（図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお,蓋とボックスカルバートとの間には止水材を設置しており，雨水等が浸

入しない構造としている（図９）。そのため,万一ボックスカルバート内で HIC

からの漏えいが発生した場合においても,ボックスカルバート外の雨水とは隔

離されており，蓋が屋根の役割を果たす。 

 

図８ 吊上げシャフト内緩衝機カバー概要 

接合部は止水材有り SUS 材  

 緩衝機カバーの水張り漏えい試験状況 

1.   は漏えい検出器を示す。 

2.   は検出範囲を示す。 

※ 第二施設に保管中の HIC（平成 25 年 4 月に保管開始）については，これま

で平成 25 年 5月，6月，9月，12 月，平成 26 年 6月に調査を行い，いずれ

も漏えいがないことを確認している。 

図７ 漏えい検出器設置図 
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止水材 
(EPDM 製) 

蓋 

図９ 蓋とボックスカルバートとの間の止水材 
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2.2.3 遮へい機能 

     作業時の被ばく及び敷地境界線量への影響を軽減した設計とする(図１０)。 

(1)作業被ばく低減 

HIC は遠隔クレーン操作で格納する。また作業者が通りうる通路側はボックス

カルバートの壁厚を 150mm から 400mm に増して線量を軽減しており、HIC 格納後

の通路部線量は最大 10μSv/h 程度と評価している。 

(2)敷地境界線量への影響軽減 

上方に厚い蓋を設け，高線量 HIC を下段・中段の内部に配置し，高線量 HIC

から上方や通路側へ放出される放射線を上段及び通路に面する位置に配する低

線量 HIC で遮へいする。 

また，施設東西端のボックスカルバート内に遮へい土砂を充填する。※ 

※ボックスカルバート内へのアクセスのため，一部は空運用とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地境界線量評価に際しては，高線量 HIC として「Ⅲ特定原子力施設の保安 第

3 編 2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線

量」表２．２．２－１におけるスラリー（鉄共沈処理）入り HIC456 体及び吸着

材 3入り HIC456 体を，低線量 HIC として同じくスラリー（炭酸塩沈殿処理）入

り HIC2736 体をモデル化（図１０は 1ブロック分のみの配置を示す）している。 

2.16.1 添付 4 別添 2 に示された HIC の線量評価の上限値にもとづき，スラリー

図１０ ボックスカルバート概要図 

（HIC には自重以外の外力を掛けない） 

遮へい土砂 

通路 

下段、中段、上段における HIC 配置 

：0～ 20mSv/h の HIC 格納エリア（評価モデルは 28mSv/h） 

：0～450mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは470mSv/h） 

：0～100mSv/hのHIC格納エリア（評価モデルは120mSv/h） 
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（炭酸塩沈殿処理）より HIC 容器表面線量が小さい吸着材 1，4及び 5は低線量

HIC と，吸着材 3より線量が低くスラリー（炭酸塩沈殿処理）より線量が高い吸

着材 2及び吸着材 6は吸着材 3とみなして高線量 HIC として扱っている。 

スラリー（炭酸塩沈殿処理）及びスラリー（鉄共沈処理）の側面表面線量は

それぞれ 28mSv/h，120mSv/h と評価されており，保管施設への格納時の各 HIC

の側面表面線量実測値がこれ以下のもの（保守的に境界値をそれぞれ 20mSv/h，

100mSv/h とする）は，その測定値に応じてより低線量の HIC とみなして配置す

ることが可能である。また高線量 HIC を配置する場所に低線量 HIC を配置する

ことは可能とする。 

以上，図１０に示した配置を元に，「Ⅲ特定原子力施設の保安 第 3 編 2.2.2

敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量」に記載

の方法にて評価した結果，第三施設の最寄りの評価点（No.7）における直接線・

スカイシャイン線の評価結果（表１）は年間約 0.0202mSv となる。 

 

表 1 第三施設から敷地境界への線量影響 

評価点 評価地点までの距離（m） 年間線量（mSv／年） 

No.7 約 180 約 0.0202 
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2.2.4 HIC 格納時における崩壊熱除去機能，水素滞留防止機能 

ボックスカルバートは，下部に吸気孔および通気口，蓋に換気孔を設け，崩

壊熱及び水素を，HIC 内容物の発熱によるチムニー効果と水素の浮力による上昇

流により，自然換気できる設計としている(図１１)。HIC を格納する際の配置は，

HIC 格納時における温度評価「Ⅱ 2.16 放射性液体廃棄物処理施設及び関連施

設」の評価体系に記載する発熱量を超えない配置とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１１ ボックスカルバート内の空気の流れ 

換気孔 
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2.2.5 耐震性 

    本施設を構成するボックスカルバートは，「発電用原子炉施設に関する耐震設

計審査指針」の B クラス相当の設備と位置づけられる。耐震性に関する評価に

あたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」に準拠することを基本

とするが，必要に応じて現実的な評価を行う。なお参考評価として，耐震 S ク

ラス相当の水平震度（0.60）においても健全性が維持されることを確認した。

ボックスカルバートは，図１２に示すように４列×９行を単位として相互に連

結して転倒し難い構造としている。またボックスカルバートの内空と格納する

HIC 直径との隙間は小さいので，ボックスカルバート内の HIC が転倒することは

ない。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 連結ボルトの強度評価 

ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造として

いる。連結ボルトのうち，最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価し

た結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下となることを確認した（表２）。 

 

表２ 連結ボルトの引抜力評価結果 

名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ボックスカルバート 

連結ボルト 
引抜力 

0.36 11 
184 kN 

0.60 49 

 

図１２ 耐震性評価モデル範囲 

連結ボルト 

ボックスカルバート連結範囲。 

他箇所についても同様の配列ごとに連結。 
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(2) 転倒評価 

４列×９行のボックスカルバート群及びその中に格納可能な HIC９６基※に対

して，地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それ

らを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モー

メントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒しないこと

を確認した(表３)。 

※遮へい土砂を充填するボックスカルバート４箇所を除いた３２箇所への格納量 

 

(3) 滑動評価 

ボックスカルバートに対して，地震時の水平荷重によるすべり力と接地面の

摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。評価の結果,水平震度 0.36

では地震時の水平荷重によるすべり力が接地面の摩擦力より小さいことから,

滑動しないことを確認した（表３）。水平震度 0.60 では，地震時の水平荷重に

よるすべり力が設置面の摩擦力より大きくなり，滑動すると評価されることか

ら，別途すべり量の評価を実施した。 

 

表３ 耐震評価結果 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第三施設 

（HIC96 基とボックスカ

ルバート 36 基） 

転倒 
0.36 2.8×104 

7.4×104 kN･m 
0.60 4.6×104 

滑動 
0.36 0.36 

0.40 － 
0.60 0.60 

 

(4) すべり量評価 

すべり量は，ボックスカルバート群の設置床に対する累積変位量として，地

震応答加速度時刻歴をもとに算出した。評価の結果すべり量が隣り合うボック

スカルバートの距離(許容値)を下回ることを確認した(表４)。 

 

表４ すべり量評価結果 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

ボックスカルバート すべり量 0.60 57.5 400 mm 
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   (5) 吊上げシャフトの耐震性評価 

吊上げシャフトについては，HIC の吊下げ，保管をすることはないものの，HIC

をボックスカルバート内に収納する際に通過させることから，耐震評価（B クラ

ス相当）を実施した。評価の結果，吊上げシャフト架台のアンカーボルトのうち，

最も負荷条件が厳しいボルトについても許容値を下回ることを確認した。 

また，吊上げシャフト内の緩衝機カバーについても，地震による転倒モーメ

ントと自重による安定モーメントを比較した結果，地震による転倒モーメントは，

自重による安定モーメントより小さくなることから転倒しないことを確認した。

なお，参考評価として耐震 S クラス相当の水平震度（0.6）に対して健全性が確

認されることを確認した（表５，表６）。 

 

表５ 吊上げシャフト架台アンカーボルトの評価結果 

名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

吊上げシャフト架台 

アンカーボルト 
引抜力 

0.36 3,182 
31,790 N 

0.60 9,888 

 

表６ 吊上げシャフト内緩衝機カバーの評価結果 

名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

吊上げシャフト内 

緩衝機カバー 
転倒 

0.36 36 
71 kN・m 

0.60 60 

 

   （6）クレーンの耐震評価 

第三施設クレーンに対し，地震による転倒モーメントと自重による安定モー

メントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，

地震による転倒モーメントは，自重による安定モーメントより小さくなること

から，転倒しないことを確認した。なお，参考評価として，耐震 S クラス相当

の水平震度（0.6）に対して健全性が確認されることを確認した（表７）。 

 

表７ 第三施設クレーンの評価結果 

名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第三施設クレーン 転倒 
0.36 7.05×105 

1.85×106 kg・m 
0.60 1.17×106 
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2.2.6 基礎 

      第三施設の基礎は，地盤改良による安定した地盤上に設置されており，十分 

な支持力※を有する地盤上に設置している（極限支持力＞鉛直荷重）。 

 また，許容支持力（安全率：2）も鉛直荷重を上回ることを確認した。 

  

極限支持力（地震時）：212,500 (kN) 

 許容支持力（地震時）：106,250(kN) 

  鉛直荷重：80,500 (kN) 

 

※：支持力の算定式は「社団法人 日本道路協会 道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」に準拠 

 

2.2.7 耐震 Sクラスの評価について 

本施設を構成するボックスカルバートについて，耐震 Sクラスにおいても健全

性が維持されることを確認した。 

 

(1)連結ボルトの強度評価 

    ボックスカルバートは，連結ボルトで相互に連結して転倒し難い構造として

いる。連結ボルトのうち，最も負荷条件の厳しいものについて引抜力を評価し

た結果，ボルトの許容引張力（許容値）以下となることを確認した（表８）。 

 

表８ 連結ボルトの引抜力評価結果 

名称 評価項目 
水平 

震度 

鉛直 

震度 
算出値 許容値 単位 

ボックスカルバート 

連結ボルト 
引抜力 0.60 0.30 56 184 kN 

 

   (2)転倒評価 

４列×９行のボックスカルバート群及びその中に格納可能な HIC９６基※に対

して，地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それ

らを比較することにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モー

メントは自重による安定モーメントより小さくなることから，転倒しないこと

を確認した（表９）。 

※遮へい土砂を充填するボックスカルバート４箇所を除いた３２箇所への格納量 
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表９ 耐震評価結果 

名称 評価項目 
水平 

震度 

鉛直 

震度 
算出値 許容値 単位 

第三施設 

（HIC96 基とボック

スカルバート 36 

基） 

転倒 0.60 0.30 4.6×104 5.2×104 kN･m 

 

(3)すべり量評価 

すべり量は，ボックスカルバート群の設置床に対する累積変位量として，地

震応答加速度時刻歴をもとに算出した。評価の結果すべり量が隣り合うボック

スカルバートの距離(許容値)を下回ることを確認した（表１０）。 

 

表１０ すべり量評価結果 

機器名称 評価項目 算出値 許容値 単位 

ボックスカルバート すべり量 101 400 mm 

 

(4)基礎 

第三施設の基礎は，地盤改良による安定した地盤上に設置されており，十分な

支持力※を有する地盤上に設置している（極限支持力＞鉛直荷重）。 

 

極限支持力（地震時）：167,358 (kN) 

  鉛直荷重：104,571 (kN) 

 

 ※：支持力の算定式は「社団法人 日本道路協会 道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」に準拠 

 

(5)吊上げシャフトの耐震性評価 

吊上げシャフトについては，HIC の吊下げ，保管をすることはないものの，HIC

をボックスカルバート内に収納する際に通過させることから，参考までに耐震

評価を実施した。評価の結果，吊上げシャフト架台・吊上げシャフト内緩衝機

カバーのアンカーボルトについて許容値を下回ることを確認した（表１１）。な

お，吊上げシャフト架台アンカーボルトについては，2.2.5(5)の水平震度(0.6)

の算出時に保守的に鉛直震度を考慮しているので値は変わらない。 
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表１１ 吊上げシャフト架台とシャフト内緩衝機アンカーボルトの評価結果 

名称 評価項目 
水平 

震度 

鉛直 

震度 
算出値 許容値 単位 

吊上げシャフト架台

アンカーボルト 
引抜力 0.60 0.30 9,888 31,790 N 

吊上げシャフト内 

緩衝機カバー 

アンカーボルト 

引抜力 0.60 0.30 2,141 31,790 N 

 

(6)クレーンの耐震性評価 

第三施設クレーンに対し，参考までに地震による転倒モーメントと自重による

安定モーメントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を行った。評

価の結果，地震による転倒モーメントは，自重による安定モーメントより小さ

くなることから，転倒しないことを確認した（表１２）。 

 

表１２ 第三施設クレーンの評価結果 

名称 評価項目 
水平 

震度 

鉛直 

震度 
算出値 許容値 単位 

第三施設クレーン 転倒 0.60 0.30 1.17×106 1.29×106 kg･m 

 

(1)～(6)の評価結果より，ボックスカルバートの健全性を確保できることから，ボック

スカルバートに格納された HIC が破損することはなく，漏えいする事象は起こらない。 

 

2.3 自然災害対策等 

(1)津波 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）は津波が到達しないと考えられ

る T.P.約 33.5m 以上の場所に設置する。 

 

(2)豪雨・台風・竜巻等 

豪雨の場合においては，止水材を施したボックスカルバートの蓋により，雨がボッ

クスカルバート内に入り込まない設計としている。また，ボックスカルバートおよび

蓋等は重量物であり，台風・竜巻等の強風によって容易に動くことはない。 

なお，豪雨・台風・竜巻等のような格納作業の安全性が損なわれるおそれのある荒

天に対して，作業中止基準を設ける。 
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(3)積雪 

ボックスカルバートは RC 構造であり，福島県建築基準法施行細則に基づく積雪荷

重に対する強度は十分高い。 

 

(4)落雷 

クレーンにて HIC 格納時，万一，落雷が発生し電源停止となっても，HIC を吊った

状態で停止し，HIC が落下することはない。 

 

(5)火災 

本施設は鉄筋コンクリートあるいは鋼製構造物からなり，また HIC には鋼製補強体

を付しており，火災が発生する可能性は低いが，初期消火の対応ができるよう，近傍

に消火器を設置する。 
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使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）に係る確認事項 

 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）に係る主要な確認事項を表１３及び表

１４に示す。 

 

表１３ 確認事項（主要構造物） 

確認事項 検査項目 確認内容 判定基準 

構造検査 

 

材料検査 主要構造物（蓋・ボックスカル

バート）における主要材料を品

質記録にて確認する。 

蓋：比重 3.2 以上 

ボックスカルバート： 

比重 2.3 以上 

寸法検査 主要構造物（蓋，ボックスカル

バート）における主要厚さ寸法

を品質記録にて確認する。 

蓋：約 400mm 

壁：約 400mm／約 150mm 

外観検査 各部の外観（確認可能な範囲）

を確認する。 

有意な欠陥がないこと 

据付検査 主要構造物が実施計画書に記載

のとおり据付けされていること

を品質記録または目視にて確認

する。 

・連結ボルト 

・緩衝材 

・遮へい土砂 

・換気孔 

・吸気孔 

・通気口 

実施計画のとおり据付されて

いること 

地盤支持力

確認 

支持力試験にて，基礎の地盤支

持力を確認する。 

必要な支持力を有しているこ

と。 

機能検査 橋形クレー

ン機能検査 

橋形クレーンが実施計画書記載

のとおりに機能することを確認

する。 

横行・走行：転落防止架台に

HIC が接触する前に横行・走行

リミットが動作し，クレーン

が停止すること。 

巻上げ：HIC 底部－ボックスカ

ルバート設置床の高さが 9.5m

以下となるよう制限できるこ

と。 
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表１４ 確認事項（漏えい検出装置及び自動警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
検出器の据付位置，据付状態につい

て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付

されていること。 

機能 
漏えい 

警報確認 

漏えい信号により，警報が発生する

ことを確認する。 

漏えいの信号により，警報が

発生すること。 

以上 
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別添－１ 

 

ボックスカルバート内等での HIC 破損による漏えいへの対処 

 

1.はじめに 

第三施設において，万一の取扱い異常等により，ボックスカルバート内等で HIC からの

漏えいを生じた、あるいはその疑いのある場合、当該事象に対処する方法の考え方を以下

に示す。起点事象としては HIC を格納作業中に落下させてしまった場合が想定される。 

 

2.想定する状況 

ケース１：あるボックスカルバート内で HIC が損壊して内容物である沈殿処理生成物（ス

ラリー）が漏えいしている。漏えい量が多く、ボックスカルバート下部材の通気口を

通して隣接ボックスカルバート内へ漏えい物が流入しているところがある。なおボッ

クスカルバートは防水されており外部に漏えい物が漏れることはない。 

ケース２：吊上げシャフト内で緩衝機上へHICが落下し底部が損壊して漏えいしている。

漏えい量が多く、緩衝機カバー内に漏えい物が流れ落ちている。なお同カバーは水密

であり外部に漏えい物が漏れることはない。 

 

3.対応方針 

ケース１の場合 

(1)内部の状況を遠隔観察で把握する。 

(2)観察事実をもとに対応方針を検討し、作業員の被ばくを抑制しつつ、汚染拡大を防止

して実施可能な作業計画をたてる。 

(3)ボックスカルバート内の漏えい物を回収し、除染する。 

 ケース２の場合 

(1)接近して観察可能であるが、線量が高い場合はカバー外周に遮へいを設けて状況を把

握する。 

(2)観察事実をもとに対応方針を検討し、作業員の被ばくを抑制しつつ、汚染拡大を防止

して実施可能な作業計画をたてる。 

(3)緩衝機カバー内（水密）の漏えい物を回収し、機構部を洗浄、除染し復旧する。 

なお損壊した HIC に対する処置は(2)の計画と並行して検討するものとして、本資料内で

は取り扱わない。 

 

4.対応ステップ（括弧内は留意項目） 

 ケース１を例に示す。 

(1)事案が発生したボックスカルバート内をクレーンのカメラで観察する。（作業休止時
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等においてはボックスカルバートのふたを閉止する。また降水時は作業しない。必要

に応じて内部の放射線測定を行う(以下同じ)。） 

(2)漏えい物に浸っていない HIC（中段、上段など）や積重ね用架台を吊出し、HIC は他

のボックスカルバート内に格納し、積重ね用架台はトレーラエリア等に仮置きする。

(格納/仮置き前にスミア法等で汚染のないことを確認する。) 漏えい物に脚が浸っ

ている積重ね用架台は，ボックスカルバート上に吊上げた時点で汚染ふき取りのうえ

当該部を養生し除染作業のできる構内エリアに移送する。 

(3)再度クレーンカメラあるいは吊下げ式カメラ(要照明。以下同じ)で内部を観察し、通

気口の底部付近まで漏えい物の液面があるかを把握する。 

(4)前項観察結果をもとに、周囲のボックスカルバートへの漏えい物の越流状況を評価し、

周囲の HIC、積重ね用架台の取出し方針を決定する。（事案発生位置の全方位で越流が

ない場合でも、当該位置での状況を観察できるよう最低一箇所は全内容物を取り出す

こととする。） 

(5)前項での決定に基づき取出しを行う。(留意事項は(2)と同じ。) 

(6)内容物を取出したボックスカルバートにクレーンカメラあるいは吊下げ式カメラを

投入し、事案発生部の HIC の状況を詳細に観察する。可能であればクレーンで HIC を

最小限吊上げて底部状況等を把握する。 

(7)以上で得られた情報をもとに、それ以降の漏えい物回収・除染、当該 HIC の回収、汚

染拡大防止策、作業被ばく軽減策等を含む作業計画を立て、関係者間で合意を得る。 

(8)状況に応じ、東西遮へい部のアクセス開放あるいは無汚染カルバートへの昇降設備設

置等、人のアクセスを確立する。(放射線量に応じた離隔、作業時間短縮性などを考

慮する) 

(9)漏えい物の回収装置を準備する。漏えい物の量、アクセス性に応じて既設の吸引装置

や吸引車の活用など、設計は変わる。 

(10)（以下は周辺部からアクセスしてゆくことを想定した例である。）アクセス経路に沿

って照明を設ける。また、途中に靴、手袋等を交換できるチェンジングプレイスを設

け、漏えい物に接する作業に伴う汚染拡大の防止を図る。 

(11)漏えい物の越流範囲の最遠部のボックスカルバートに対して、隣の無汚染のボック

スカルバートから漏えい物回収を行う。概ね回収できたら緩衝ゴムの上の残留物を軽

くふき取り、表面をシート養生する。引き続きこのシート養生部を足場として次のボ

ックスカルバートの漏えい物回収を進めてゆく。 

(12)事案が発生したボックスカルバートには HIC が残っているほか、線量も最も高いと

想定される。このため当該箇所については上部からのアクセスを優先する。高揚程の

小型水中ポンプを隅角に投入する等して漏えい物をある程度回収することが望まし

い。HIC からの漏えいが止まったと判断できるまで、当該カルバートでの漏えい物回

収を継続する。 
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(13)HIC からの漏えいが止まったら当該 HIC を吊上げ回収する。事前にボックスカルバー

ト上部を養生する。（風雨のない日を選んで作業する。） 

(14)ボックスカルバート上で HIC を養生し、吊上げシャフト経由でトレーラ上の遮へい

容器に回収する。（遮へい容器には事前に養生を施す。） 

(15)事案発生ボックスカルバート内の漏えい物を回収する。 

(16)関係するボックスカルバート内の緩衝ゴムは汚染しているため撤去する。 

(17)ボックスカルバート内をふき取り、清水で拭い、除染する。スミア法で汚染の有無

を確認する。必要があれば塗装を削り落とし、再塗装する。 

(18)新品の緩衝ゴムを敷設する。 

(19)復旧状態を検査する。 

(20)供用を再開する。 

 

ケース２の場合、吊上げシャフトはアクセス性は良いものの遮へいがないため追加遮

へいを設けること、外気にさらされることから乾燥・ダスト化せぬよう若干量の清水を

定期的に散布する等の配慮が必要となる。損壊した HIC は漏出停止が確認できた時点で

養生のうえ、最寄りのトレーラエリアで輸送用遮へい容器内（事前養生する）に回収す

る。緩衝機カバーは 3m3の水張り・漏えい試験済みであり、吊上げシャフト内での漏えい

物は重力でカバー内に流下、貯留される構造となっている。3m3貯留時の液面より高い位

置にある、緩衝機メンテナンス口の閉止板を開けることで、カバー内の漏えい物は容易

に回収可能である。また漏えい物回収後に緩衝機等を清水で洗浄してからカバーを分解

することで、緩衝機のメンテナンス、復旧ができる。カバーはパッキンを交換のうえ組

立て、再度水張り・漏えい試験を行って供用に復する。 

 

5.おわりに 

以上のように、第三施設においてはボックスカルバートや吊上げシャフトの緩衝機カバ

ーが堰の機能を有していることから、漏えいが発見された場合でも十分な調査をもとに計

画的な作業を進める時間的余裕があると考えられ、汚染拡大防止(環境への流出防止)と作業

被ばく軽減を両立した漏えい水回収、除染が可能になると考えられる。 

 

以上 

 



Ⅱ-2-5-添 15-1 

 

 

添付資料－１５ 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の設計・確認の方針について 

 

1.基本設計 

1.1 設置の目的 

 2.5.1.5.1 に示す汚染水処理設備等の設備構成のうち，建屋内 RO 循環設備は塩分を除去

する逆浸透膜装置及びこれに付帯する設備を 4 号機タービン建屋 2 階に設置し，屋外に敷

設している汚染水等の移送配管縮小による放射性物質の漏えいリスク低減や原子炉注水用

の処理済水供給の信頼性向上を目的に設置する。 

 また，追設する関連機器は建屋内 ROにて生成された濃縮塩水を，RO 濃縮水貯槽まで淡水

化装置（RO-3）をバイパスして移送できることを目的とし設置する。 

 

1.2 要求される機能 

(1)建屋内 RO 循環設備は，サプレッション・プール水サージタンク（以下，「SPT」という。）

に供給される汚染水の塩分を除去し，原子炉注水系の水源である復水貯蔵タンク（以下，

「CST」という。）に処理済水を移送できること。 

(2)建屋内 RO で生成される濃縮塩水は，建屋内 RO濃縮水受タンクに移送できること。 

(3)追設する関連機器は建屋内 RO にて生成された濃縮塩水を建屋内 RO濃縮水受タンクから

RO-3 バイパスラインを介して，増設 RO濃縮水受タンクに移送できること。 

 

1.3 設計方針 

(1)処理能力 

ａ．建屋内 RO循環設備は，燃料の崩壊熱を除去するために必要な原子炉注水量を考慮し

た設計とする。 

ｂ．建屋内 ROは，原子炉注水に使用可能な塩化物イオン濃度まで低減可能な処理容量と

する。 

ｃ．追設する関連機器の処理能力については「2.5.1.3.1 汚染水処理設備，貯留設備（タ

ンク等）及び関連設備（移送配管，移送ポンプ等）の設計方針」のうち「（１）処理

能力」に示すとおり。 

 

(2)長期停止に対する考慮 

ａ．建屋内 RO循環設備は，故障により設備が長期間停止することがないように 2系列設

置する。 

ｂ．建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の電源は，異なる 2系統の所内低圧母線

から受電可能な設計とする。 
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(3)規格・規準 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，設計，材料の選定，製作及び検査に

ついて，JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME 規格），日本産業規

格（JIS 規格），American Society of Mechanical Engineers（ASME 規格）等※１の適用，

実績等により信頼性を確保する。 

※１「金属材料に関する規格」 

・JIS G 3456 高温配管用炭素鋼鋼管 

・JIS G 3459 配管用ステンレス鋼鋼管 

 

「非金属材料に関する規格」 

  ・JIS K 6331 送水用ゴムホース（ウォーターホース） 

・JIS K 6349 液圧用の鋼線又は繊維補強ゴムホース 

・JIS K 7011 構造用ガラス繊維強化プラスチック 

・JIS K 7012 ガラス繊維強化プラスチック製耐食貯槽 

・JWWA K144 水道配水用ポリエチレン管 

・ポリエチレンタンク協議会技術委員会 ポリエチレン製竪型耐食 

円筒型貯槽規格 

「溶接に関する規格」 

  ・JSME S NB1 発電用原子力設備規格 溶接規格 

・JIS B 8285 圧力容器の溶接施工方法の確認試験 

・日本鋼構造協会 JSS-Ⅰ 溶接開先標準 

・JIS Z 3040 溶接施工方法の確認試験方法 

・JIS Z 3801 手溶接技術検定における試験方法及び判定基準 

・JIS Z 3841 半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準 

 

(4)放射性物質の漏えい発生防止及び漏えい拡大防止 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器は，液体状の放射性物質の漏えい対策とし

て，次の各項を考慮した設計とする。 

ａ．漏えいの発生を防止するため，建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器には設置

環境や内部流体の性状等に応じた適切な材料を使用するとともに，タンク水位の検

出器，インターロック回路を設ける。 

ｂ．液体状の放射性物質が漏えいした場合に備え，機器周囲に堰等を設置することで漏

えいの拡大を防止する。また，4号タービン建屋 2階に設置する堰内等に漏えい検知

器を設置し，早期検知を図る。 

ｃ．タンク水位，漏えい検知等の警報は，免震重要棟に表示し，異常を確実に運転員に

伝え適切な措置をとれるようにする。 
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ｄ．追設する関連機器のうち，屋外に設置する堰内等へ堰内水位計の設置および巡視点

検により，漏えいの早期検知を図る。 

 

(5)放射線遮へいに対する考慮 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，放射線業務従事者等の線量を低減す

る観点から，放射線を適切に遮へいする設計とする。 

 

(6)誤操作の防止に対する考慮 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，運転員の誤操作，誤判断を防止する

ために，特に重要な操作については，ダブルアクションを要する等の設計とする。 

 

(7)検査可能性に対する設計上の考慮 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，漏えい検査・通水検査等の設備の機

能を確認するための検査が適切に実施できる設計とする。 

    

(8)放射線防護に係わる被ばく防止措置 

ａ．建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，作業における被ばく低減を図るため，

必要に応じて機器周囲を遮へいする。 

ｂ．建屋内 RO循環設備は，ろ過器の交換時における被ばく低減を図るため，逆洗可能な設

計とする。 

 

(9)設備保全に対する考慮 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器は，機器の重要度に応じた有効な保全を

計画し，実施が可能な設計とする。 

 

(10)監視・操作に対する考慮 

   建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，免震重要棟において計器の監視，警

報発報及び遠隔操作が可能な設計とする。 
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1.4 主要な機器 

建屋内 RO 循環設備は，SPT 廃液移送ポンプ，SPT 廃液昇圧ポンプ，ろ過器，ろ過処理水

受タンク，ろ過処理水移送ポンプ，ろ過処理水昇圧ポンプ，建屋内 RO，淡水化処理水受タ

ンク，CST 移送ポンプ及び配管等の付帯設備で構成する。 

SPT の貯留水は，SPT 廃液移送ポンプにより，4 号機タービン建屋に移送し，SPT 廃液昇

圧ポンプ及びろ過器を通して，ろ過処理水受タンクに一時貯留する。ろ過処理水受タンク

の水は，ろ過処理水移送ポンプ及びろ過処理水昇圧ポンプにより，建屋内 RO を通して塩分

を除去し，淡水化処理水受タンクを介して CST 移送ポンプにより CST に移送する。 

また，追設する関連機器は建屋内 RO 濃縮水移送ポンプ，増設 RO 濃縮水供給ポンプ，建

屋内 RO 濃縮水受タンク，増設 RO 濃縮水受タンク及び配管等で構成する。 

建屋内 ROで生成される濃縮塩水は，建屋内 RO 濃縮水受タンクに移送し，建屋内 RO 濃縮

水受タンク以降は，RO-3 バイパスラインから増設 RO 濃縮水受タンクを介して RO 濃縮水貯

槽に移送される。 

なお，運転系列は建屋内 RO を原則として使用することとし，蛇腹ハウス内に設置してい

る淡水化装置（RO）に係る設備の内，耐震 S クラスに準拠した地震に対して系外漏えいが

発生しないことを確認していない機器※については，堰内に可撓性のあるライニングを施工

し，地震時の系外漏えいリスクを低減した上で，建屋内 RO 循環設備の計画外停止により，

原子炉注水系保有水が不足する恐れがある場合に使用する。 

※逆浸透膜装置（RO-3），廃液 RO 供給タンク，廃液 RO 供給ポンプ，SPT 受入水タンク，

SPT 受入水移送ポンプ，RO 濃縮水受タンク，RO 濃縮水供給ポンプ 

 

1.5 自然災害対策等 

(1)津波 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，仮設防潮堤により，アウターライズ

津波による浸水を防止する。また，アウターライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大

津波警報が出た際は，系統を停止し，隔離弁を閉止することで，汚染水の流出を防止す

る。なお，津波による配管損傷があった場合でも，系統を停止することで，汚染水の漏

えいは限定的なものとなる。 

 

(2)風雨（豪雨・台風・竜巻） 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器のうち建屋内 RO 濃縮水移送ポンプ，建屋

内 RO 濃縮水受タンクは，4 号機タービン建屋内に設置するため，風雨により設備の安全

性が損なわれる可能性は低い。 

追設する関連機器のうち屋外に設置する増設 RO 濃縮水供給ポンプ，増設 RO 濃縮水受

タンクについては風雨により損傷を与える可能性がある場合，汚染水移送停止等の操作

を行い，機器の損傷による汚染水漏えい防止を図る。 



Ⅱ-2-5-添 15-5 

 

 

(3)火災 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器は，火災発生防止及び火災影響軽減のた

め，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用するとともに設備周辺から可能な限

り可燃物を排除する。また，初期消火の対応ができるよう，設備近傍に消火器を設置す

る。なお，火災発生は，監視カメラ等により確認可能な設計とする。 

 

 

2. 構造強度及び耐震性 

2.1 構造強度 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器は，JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設

計・建設規格（JSME 規格），日本産業規格（JIS 規格），American Society of Mechanical 

Engineers（ASME 規格），日本水道協会規格（JWWA 規格），ポリエチレン製竪型耐食円筒

型貯槽規格（ポリエチレンタンク協議会技術委員会）に準拠する。 

   また，耐圧ホースについては，製造者仕様範囲内の圧力および温度で運用すること

で，構造強度を有すると評価する。 

 

2.2 耐震性 

建屋内 RO 循環設備を構成する主要機器および追設する機器のうち，移送ポンプ類，

タンク類，配管類（鋼管）については，耐震性評価の基本方針に基づき評価を実施する。 

また，耐圧ホース，ポリエチレン管は，材料の可撓性により耐震性を確保する。 
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別紙 

（１）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器の範囲 

（２）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器の基本仕様 

（３）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器の構造強度及び耐震性 

（４）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器に係る確認事項 

（５）建屋内 RO 循環設備の関連設備における耐震性 

（６）淡水化装置（RO-1A/B，RO-2）の撤去方法について 

 

参考資料 

（１）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器の具体的な安全確保策 

（２）建屋内 RO 循環設備に係る放射性固体廃棄物発生量に関する評価 

（３）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器の配置 

（４）建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器のスロッシング評価 

（５）建屋内 RO 循環設備の関連設備におけるスロッシング評価 

 

以上 
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別紙（１） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の範囲 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の範囲を図－１に示す。 

SPT(B)

RO濃縮水貯槽

逆浸透膜装置(RO-TA)

ろ過器B

Ｐ

Ｐ

Ｐ

ろ過器A

SPT廃液昇圧ポンプA

Ｐ

Ｐ
A

Ｐ

ＳＰＴ廃液移送ポンプA/B

ろ過処理水昇圧ポンプB

逆浸透膜装置（RO-TB)

Ｐ

CST

Ｐ

Ｐ
ろ過処理水移送ポンプB

ろ過

処理水受

タンクA

ＰＰ

Ｐ

ＰＰ
ろ過処理水昇圧ポンプ

Ｐ

CST移送ポンプA

ＰＰＰＰ
ろ過処理水移送ポンプA

Ｐ

建屋内RO

濃縮水

受タンク

ろ過

処理水受

タンクB

SPT廃液昇圧ポンプB

淡水化

処理水受

タンクA

淡水化

処理水受

タンクB

CST移送ポンプB

Ｐ

：建屋内ＲＯ循環設備の範囲。

：追設する関連機器の範囲。

増設RO

濃縮水

受タンク

Ｐ

Ｐ

建屋内RO濃縮水移送ポンプB

増設RO濃縮水供給ポンプA

増設RO濃縮水供給ポンプB

Ｐ

Ｐ
建屋内RO濃縮水移送ポンプA

 

図－１ 建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の範囲図 
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別紙（２） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の基本仕様 

 

（１） ろ過器 

名 称 ろ過器 

種 類 － たて置円筒形 

容 量 m3/h/個 35 

最高使用圧力 MPa 0.98 

最高使用温度 ℃ 40 

主
要
寸
法 

上部胴内径 mm 750 

上部胴板厚さ mm 9.0 

下部胴内径 mm 750 

下部胴板厚さ mm 9.0 

上部胴フランジ厚さ mm 43.0 

下部胴フランジ厚さ mm 43.0 

鏡板厚さ mm 9.0 

高 さ mm 2251 

管台

寸法 

原水入口 mm 外径 89.1×厚さ 5.5 

ろ過処理水出口 mm 外径 89.1×厚さ 5.5 

材
料 

胴 板 － SM400A（ゴムライニング） 

鏡 板 － SM400A（ゴムライニング） 

胴フランジ － SF490A 

管 台 － STPT410 

個 数 － 2 
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（２）ろ過処理水受タンク 

名 称 ろ過処理水受タンク 

種 類 － たて置円筒形 

容 量 m3/個 10 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

主
要
寸
法 

胴内径 mm 2400 

胴板厚さ mm 9.0 

高 さ mm 3500 

管
台
寸
法 

ろ過処理水入口外径 mm 92 

ろ過処理水出口外径 mm 162 

濃縮水戻り入口外径 mm 92 

材 料 － 強化プラスチック（FRP） 

個 数 － 2 

 

（３）建屋内 RO 

名 称 逆浸透膜装置ユニット 

種 類 － 逆浸透膜型 

容 量 m3/h 35 

最高使用圧力 MPa 4.5 

最高使用温度 ℃ 40 

主
要
寸
法 

た て mm 2500 

横 mm 8600 

高 さ mm 2500 

材 

料 
ハウジング － 強化プラスチック（FRP） 

個 数 － 2 
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（４）淡水化処理水受タンク 

名 称 淡水化処理水受タンク 

種 類 － たて置円筒形 

容 量 m3/個 10 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

主
要
寸
法 

胴内径 mm 2500 

胴板厚さ mm 9.0 

底板厚さ mm 12.0 

高 さ mm 3800 

管台

寸法 

RO 処理水入口 mm 外径 89.1×厚さ 5.5 

RO 処理水出口 mm 外径 89.1×厚さ 5.5 

材
料 

胴 板 － SM400C 

底 板 － SM400C 

管 台 － STPT410 

個 数 － 2 

 

（５）SPT 受入水タンク接続管台 

名 称 SPT 受入水タンク接続管台 

最高使用圧力 MPa 大気圧 

最高使用温度 ℃ 66 

管台

寸法 
濃縮塩水受入 mm 外径 89.1×厚さ 5.5 

材料 濃縮塩水受入 － STPT410 
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（６）建屋内 RO 濃縮水受タンク 

名 称 建屋内 RO 濃縮水受タンク 

種 類 － たて置円筒形（補強枠付属） 

容 量 m3/個 30 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

主
要
寸
法 

胴外径 mm 2860 

胴板厚さ mm 16.0 

直胴部高さ mm 5250 

補強枠厚さ mm 7.0 

材
料 

胴 板 － ポリエチレン 

管 台 － ポリエチレン 

補強枠 － SUS304 

個 数 － 1 

建屋内 RO 濃縮水受タンクは，保有水のバウンダリ機能をタンク本体で，耐震性を

タンク補強枠により担保する。タンク補強枠は製作上生じる最低限の隙間部を除き，

側面の全周を覆う設計とする。 

（７）増設 RO 濃縮水受タンク 

名 称 増設 RO 濃縮水受タンク 

種 類 － たて置円筒形 

容 量 m3/個 30 

最高使用圧力 MPa 静水頭 

最高使用温度 ℃ 40 

主
要
寸
法 

胴内径 mm 3000 

胴板厚さ mm 9.0 

底板厚さ mm 12.0 

高 さ mm 5006 

管台

寸法 

RO 濃縮水入口 mm 外径 114.3×厚さ 6.0 

RO 濃縮水出口 mm 外径 114.3×厚さ 6.0 

予備 mm 外径 114.3×厚さ 6.0 

予備 mm 外径 165.2×厚さ 7.1 

材
料 

胴 板 － SUS316L 

底 板 － SUS316L 

管 台 － SUS316L 

個 数 － 1 

以上 
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別紙（３） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の構造強度及び耐震性 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器を構成する設備について，構造強度評価の基

本方針及び耐震性評価の基本方針に基づき構造強度及び耐震性の評価を行う。 

 

1.基本方針 

1.1 構造強度評価の基本方針 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器のうち，鋼材を使用しているタンク及び

鋼管については，JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME 規格）の

クラス３機器に準じた評価を行う。 

建屋内 RO，ろ過処理水受タンクは，強化プラスチック材の容器のため，American 

Society of Mechanical Engineers（ASME 規格）又は日本産業規格（JIS 規格）に準拠

したものを製造者仕様範囲内の圧力及び温度で運用することにより構造強度を有する

と評価する。 

建屋内 RO 濃縮水受タンクは，ポリエチレン材の容器のため，ポリエチレン製竪型耐

食円筒型貯槽規格（ポリエチレンタンク協議会技術委員会）に準じた評価を行う。 

ポリエチレン管は，日本水道協会規格（JWWA 規格）に適合したものを適用範囲内で使

用することで，構造強度を有すると評価する。また，耐圧ホースについては，製造者仕

様範囲内の圧力及び温度で運用することで構造強度を有すると評価する。 

 

1.2 耐震性評価の基本方針 

建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器のうち放射性物質を内包するものは，発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針の Bクラス相当の設備と位置づけられる。耐

震性評価にあたっては，JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程，ポリエチレン製竪型

耐食円筒型貯槽規格（ポリエチレンタンク協議会技術委員会）等に準拠することを基本

とする。 

また，各機器は必要な耐震性を確保するために，原則として以下の方針に基づき設計

する。 

・倒れ難い構造（機器等の重心を低くする，基礎幅や支柱幅を大きくとる） 

・動き難い構造，外れ難い構造（機器をアンカ，溶接等で固定する） 

・座屈が起こり難い構造 

・変位による破壊を防止する構造（定ピッチスパン法等による配管サポート間隔の 

設定，配管等に可撓性のある材料を使用） 

鋼管については，定ピッチスパン法で評価されるサポート間隔とする。なお，耐圧ホー

ス，ポリエチレン管は，可撓性により耐震性を確保する。 
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2.強度評価 

2.1 ろ過器 

2.1.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.1.2，2.1.3 の番号に対応する。 

図－１ ろ過器概要図 

 

2.1.2 評価方法（JSME 規格，JIS 規格） 

(1) 胴板の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3120） 

胴板の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい方の値とする。 

ａ．胴板の規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものの場合は 3mm，その他の材料で作ら

れたものの場合は 1.5mm とする。 

   

（2）

（1）

（1）

  （2）

（3）

（3）

（3）

（4）

（5）

（5）

（6）

（6）
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ｂ．胴板の計算上必要な厚さ：ｔ2 

 

 

 1.2Ｐ－2Ｓ・η

・ＤＰ
＝ ｉ

2
ｔ  

 

 

 

(2) 鏡板の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3220 及び PVC-3225） 

   半だ円形鏡板の必要な厚さは，以下の計算式により計算した値のうち，いずれか大

きい方の値とする。 

ａ．鏡板の計算上必要な厚さ：ｔ1 

 

 

 

0.2Ｐ－2Ｓ・η

Ｋ・ＤＰ・
＝ｔ１

 

 

 

 

ここで，Ｋは次の計算式により計算した値とする。 






















2

2
2

6 ｈ

Ｄ
＋ ・ 

1
＝Ｋ  

 

ｂ．鏡板フランジ部の計算上必要な厚さ：ｔ2 

 

 

 1.2Ｐ－2Ｓ・η

・ＤＰ
＝ ｉ

2
ｔ  

ｔ2：胴板の計算上必要な厚さ（mm） 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄi ：胴の内径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 

ｔ1：鏡板の計算上必要な厚さ（mm） 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄ ：鏡板の内面における長径（mm） 

Ｋ ：半だ円型鏡板の形状による係数（-） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 

Ｄ：鏡板の内面における長径（mm） 

ｈ：鏡板の内面における短径の 1/2（mm） 

ｔ2：鏡板フランジ部の計算上必要な厚さ（mm） 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄi ：胴の内径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 
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(3) 管台の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3610） 

管台の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい方の値とする。 

ａ．管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

 

 

0.8Ｐ＋2Ｓ・η

Ｐ・Ｄ
＝ｔ 0

1

 

 

 

 

ｂ．管台の規格上必要な最小厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じて JSME 規格 表 PVC-3610-1 より求めた管台の厚さとする。 

ｔ1：管台の計算上必要な厚さ 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄ0：管台の外径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 
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(4) 胴板の補強を要しない穴の最大径の評価 

（JSME 規格 PVD-3110，PVD-3120） 

 

胴板の補強を要しない穴の最大径は，以下の計算式により計算した値のうち，いず

れかとする。 

ａ．穴の径が 61mm 以下で，胴の内径の 1/4 以下の穴径。 

 

 

4

2・ｔ－Ｄ
＝ｄ Ｓ

ｒ1
 

 

 

ｂ. ａに掲げるものを除き，穴の径が 200mm 以下で，かつ，JSME 規格 図 PVD-3122-1

及び図 PVD-3122-2 により求めた値以下の穴径。 

 

 

３ ・(1－Ｋ)Ｄ・ｔ ＝8.05・ｄ Ｓｒ2
 

 

 

ここで，Ｋは胴板の場合，次の計算式により計算した値で，Ｋ＞0.99 のときは，

Ｋ＝0.99 とする。 

 

Ｓ1.82Ｓ・η・ｔ

Ｐ・Ｄ
＝Ｋ  

 

 

ｄｒ1:補強を要しない穴の最大径（mm） 

Ｄ :胴の外径（mm） 

ｔｓ：胴板の最小厚さ（mm） 

ｄｒ2:補強を要しない穴の最大径（mm） 

Ｄ  : 胴の外径（mm） 

ｔｓ ：胴板の最小厚さ（mm） 

Ｋ  : 胴板の形状による係数（-） 

 

Ｐ: 最高使用圧力（MPa） 

Ｄ：胴の外径（mm） 

Ｓ：許容引張応力（MPa） 

η：継手効率（-） 

tｓ：胴板の最小厚さ（mm） 



Ⅱ-2-5-添 15 別 3-6 

(5) 鏡板の補強を要しない穴の最大径の評価（JSME 規格 PVD-3110，PVD-3210） 

鏡板の補強を要しない穴の最大径は，以下の計算式により計算した値のうち，いず

れかとする。 

ａ．穴の径が 61mm 以下で，鏡板の内径の 1/4 以下の穴径。 

 

 

4

2・ｔ－Ｄ
＝ｄ ｃ

ｒ1
 

 

 

ｂ. ａに掲げるものを除き，穴の径が 200mm 以下で，かつ，JSME 規格 図 PVD-3122-1

及び図 PVD-3122-2 により求めた値以下の穴径。 

 

 

３ ・(1－Ｋ)Ｄ・ｔ ＝8.05・ｄ ｃｒ2
 

 

 

ここで，Ｋは鏡板の場合，次の計算式により計算した値で，Ｋ＞0.99 のときは，

Ｋ＝0.99 とする。 

 

ｃ1.82Ｓ・η・ｔ

Ｐ・Ｄ
＝Ｋ  

 

 

ｄｒ1:補強を要しない穴の最大径（mm） 

Ｄ :鏡板の外径（mm） 

ｔｃ：鏡板の最小厚さ（mm） 

ｄｒ2:補強を要しない穴の最大径（mm） 

Ｄ  : 鏡板の外径（mm） 

ｔｃ ：鏡板の最小厚さ（mm） 

Ｋ  : 鏡板の形状による係数（-） 

 

Ｐ: 最高使用圧力（MPa） 

Ｄ：鏡板の外径（mm） 

Ｓ：許容引張応力（MPa） 

η：継手効率（-） 

tｃ：鏡板の最小厚さ（mm） 
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(6) ろ過器胴フランジの評価（JSME 規格 PVD-3010，PVC-3710，JIS 規格 JIS B 8265） 

 

   ろ過器胴フランジ強度は，以下ａ～ｆの計算式により計算した値とする。 

ａ．ボルトの総有効断面積：Ａｂ＞Ａｍであること。 

①ガスケット座の有効幅：ｂ（mm） 

 

0ｂ＝ｂ    
2

0

Ｎ
＝ｂ  

 

   ②ガスケット反力円の直径：Ｇ（mm） 

 

 

－ＮＧ＝Ｇｓ
 

 

 

   ③使用状態の必要な最小ボルト荷重：Ｗｍ1（N） 

 

 

 

Ｐｍ＝Ｈ＋ＨＷ 1
 

 

・Ｐ・Ｇ
π

Ｈ＝ 2

4
 

 

・π・ｂ・Ｇ・ｍ・Ｐ＝Ｈｐ 2  

 

 

 

④ガスケット締付時の必要なボルト荷重：Ｗｍ2（N） 

 

 

 

＝π・ｂ・Ｇ・ｙＷｍ2
 

 

 

 

 

ｂ：ガスケット座の有効幅（mm） 

Ｎ：ガスケット接触面の幅（mm） 

Ｇ：ガスケット反力円の直径（mm） 

Ｇｓ：ガスケット接触面の外径（mm） 

Ｗｍ1：使用状態の必要な最小ボルト荷重（N） 

π：円周率（-） 

ｂ：ガスケット座の有効幅（mm） 

Ｇ：ガスケット反力円の直径（mm） 

ｍ：ガスケット係数（-） 

Ｐ：最高使用圧力（MPa） 

Ｈ：フランジに加わる全荷重（N） 

Ｈｐ：ガスケットまたは継手接触面に加わる 

圧縮力（N） 

Ｗｍ2：ガスケット締付時の必要なボルト荷重（N） 

π：円周率（-） 

ｂ：ガスケット座の有効幅（mm） 

Ｇ：ガスケット反力円の直径（mm） 

ｙ：ガスケットの最小締付け圧力（MPa） 
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   ⑤必要なボルトの総有効断面積：Ａｍ（mm2） 

 

 

），Ａ＝Ｍａｘ（ＡＡ ｍｍｍ 21
 

 

ｂ

ｍ
ｍ

Ｗ
＝Ａ


1

1
 

 

ａ

ｍＷ
＝Ａ


2

m2
 

 

 

   ⑥実際に使用するボルトの総有効断面積：Ａｂ（mm2） 

 

 

    ・ｎ・ｄ
π

＝Ａ ｂｂ

2

4
 

 

 

 

ｂ．フランジハブの軸方向応力 

使用状態のフランジハブの軸方向応力：σＨ≦1.5σｆ，σＨ≦1.5σｎであること。 

ガスケット締付時のフランジハブの軸方向応力：σＨ≦1.5σｆａ，σＨ≦1.5σｎａ

であること。 

   ①使用状態のボルト荷重：Ｗｏ（N） 

 

 

10 ｍ＝ＷＷ  

 

 

   ②ガスケット締付時のボルト荷重：Ｗｇ（N） 

 

 

    
2

ａｂｍ
ｇ

）・σ＋Ａ（Ａ
＝Ｗ  

 

 

Ａｍ：必要なボルトの総有効断面積（mm2） 

Ｗｍ1：使用状態の必要な最小ボルト荷重（N） 

Ｗｍ2：ガスケット締付時の必要なボルト荷重（N） 

σｂ：最高使用温度におけるボルト材料の許容引張 

応力（MPa） 

σａ：常温におけるボルト材料の許容引張応力（MPa） 

Ａｍ1：使用状態のボルトの総有効断面積（mm2） 

Ａｍ2：ガスケット締付時のボルトの総有効断面（mm2） 

Ａｂ：実際に使用するボルトの総有効断面積（mm2） 

π：円周率（-） 

ｄｂ：ボルトネジ部の谷径と軸部の径の最小部の 

小さい方の径（mm） 

ｎ：ボルトの本数（本） 

Ｗ0：使用状態のボルト荷重（N） 

Ｗｍ1：使用状態の最小ボルト荷重（N） 

Ｗｇ：ガスケット締付時のボルト荷重（N） 

Ａｍ：ボルトの総有効断面積（mm2） 

Ａｂ：実際に使用するボルトの総有効断面積（mm2） 

σａ：常温におけるボルト材料の許容引張応力（MPa） 
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   ③フランジ内径面に加わる全荷重：ＨＤ（N） 

 

 

・Ｐ・Ｂ
π

＝ＨＤ
2

4
 

 

 

   ④ガスケット荷重：ＨＧ（N） 

 

 

－Ｈ＝ＷＨＧ 0
 

 

 

 

⑤フランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷重との差：ＨＴ（N） 

 

 

ＤＴ＝Ｈ－ＨＨ  

 

 

 

   ⑥ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離：ｈＤ（mm） 

    （ＨＤ：フランジ内径面に加わる全荷重（N）） 

 

 

2

Ｃ－Ｂ
＝ｈＤ

 

 

 

   ⑦ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距離：ｈＧ（mm） 

（ＨＧ：ガスケット荷重（N）） 

 

 

2

Ｃ－Ｇ
＝ｈＧ

 

 

 

ＨＤ：フランジ内径面に加わる全荷重（N） 

π：円周率（-） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 

Ｐ：最高使用圧力（MPa） 

ＨＧ：ガスケット荷重（N） 

Ｗ0：使用状態のボルト荷重（N） 

Ｈ：フランジに加わる全荷重（N） 

ＨＴ：フランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる 

荷重との差（N） 

Ｈ：フランジに加わる全荷重（N） 

ＨＤ：フランジ内径面に加わる全荷重（N） 

ｈＤ：ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離（mm） 

Ｃ：ボルト穴の中心円の直径（mm） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 

ｈＧ：ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距離（mm） 

Ｃ：ボルト穴の中心円の直径（mm） 

Ｇ：ガスケット反力円の直径（mm） 
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⑧ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離：ｈＴ（mm） 

（ＨＴ：フランジに加わる全荷重とフランジの内径面に加わる荷重との差（N）） 

 

 

2

ＧＤ
Ｔ

＋ｈｈ
＝ｈ  

 

 

   ⑨フランジ内径面に加わる荷重によるモーメント：ＭＤ（N・mm） 

 

 

ＤＤＤ ・ｈ＝ＨＭ  

 

 

 

⑩ガスケット荷重によるモーメント：ＭＧ（N・mm） 

 

 

ＧＧＧ ・ｈ＝ＨＭ  

 

 

 

   ⑪フランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷重との差によるモーメン

ト：ＭＴ（N・mm） 

 

 

 

ＴＴＴ ・ｈ＝ＨＭ  

 

 

 

   ⑫使用状態のフランジに作用するモーメント：Ｍｏ（N・mm） 

 

 

ＴＧＤ ＋Ｍ＋Ｍ＝ＭＭ0
 

 

 

ｈＴ：ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離（mm） 

ｈＤ：ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離（mm） 

ｈＧ：ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距離（mm） 

ＭＤ：フランジ内径面に加わる荷重によるモーメント（N・mm） 

ＨＤ：フランジ内径面に加わる全荷重（N） 

ｈＤ：ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離（mm） 

ＭＧ：ガスケット荷重によるモーメント（N・mm） 

ＨＧ：ガスケット荷重（N） 

ｈＧ：ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距離（mm） 

ＭＴ：フランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷重との差 

によるモーメント（N・mm） 

ＨＴ：フランジに加わる全荷重とフランジの内径面に加わる荷重との差（N） 

ｈＴ：ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離（mm） 

Ｍ0：使用状態のフランジに作用するモーメント（N・mm） 

ＭＤ：フランジ内径面に加わる荷重によるモーメント（N・mm） 

ＭＧ：ガスケット荷重によるモーメント（N・mm） 

ＭＴ：フランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷重との差 

によるモーメント（N・mm） 



Ⅱ-2-5-添 15 別 3-11 

⑬ガスケット締付時のフランジに作用するモーメント：Ｍｇ（N・mm） 

 

 










2

Ｃ－Ｇ
・＝ＷＭ ｇｇ

 

 

 

 

⑭使用状態のフランジハブの軸方向応力：σＨ（MPa） 

    最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆ（MPa） 

    最高使用温度における管台または胴材料の許容引張応力：σｎ（MPa） 

 

 

・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
＝σＨ 2

1

0  

 

σＨ≦1.5σｆ 

 

σＨ≦1.5σｎ 

 

⑮ガスケット締付時のフランジハブの軸方向応力：σＨ（MPa） 

常温におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆａ（MPa） 

常温における管台または胴材料の許容引張応力：σｎａ（MPa） 

 

 

・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
＝σ ｇ

Ｈ 2

1

 

 

σＨ≦1.5σｆａ 

 

σＨ≦1.5σｎａ 

Ｍｇ：ガスケット締付時のフランジに作用するモーメント（N・mm） 

Ｗｇ：ガスケット締付時のボルト荷重（N） 

Ｃ：ボルト穴の中心円の直径（mm） 

Ｇ：ガスケット反力円の直径（mm） 

σＨ：使用状態のフランジハブの軸方向応力（MPa） 

ｆ：ハブ応力修正係数（-） 

Ｍ0：使用状態のフランジに作用するモーメント（N・mm） 

Ｌ：係数（-） 

ｇ１：フランジ背面のハブの厚さ（mm） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 

σＨ：ガスケット締付時のフランジハブの軸方向応力（MPa） 

ｆ：ハブ応力修正係数（-） 

Ｍｇ：ガスケット締付時のフランジに作用する 

モーメント（N・mm） 

Ｌ：係数（-） 

ｇ１：フランジ背面のハブの厚さ（mm） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 
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ｃ．フランジの半径方向応力 

使用状態のフランジの半径方向応力：σＲ≦σｆであること。 

ガスケット締付時のフランジの半径方向応力：σＲ≦σｆａであること。 

     ①～⑬は，前項ｂと同じ。 

 

⑭使用状態のフランジの半径方向応力：σＲ（MPa） 

    最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆ（MPa） 

 

 

・ＢＬ・ｔ

）・Ｍ・ｔ・ｅ＋（
＝σＲ 2

011.33  

 

σＲ≦σｆ 

 

 

 

⑮ガスケット締付時のフランジの半径方向応力：σＲ（MPa） 

常温におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆａ（MPa） 

 

 

・ＢＬ・ｔ

）・Ｍ・ｔ・ｅ＋（
＝σ ｇ

Ｒ 2

11.33  

 

σＲ≦σｆａ 

σＲ：使用状態のフランジの半径方向応力（MPa） 

ｔ：フランジの厚さ（mm） 

ｅ：係数（mm-1） 

Ｍ0：使用状態のフランジに作用するモーメント（N・mm） 

Ｌ：係数（-） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 

σＲ：ガスケット締付時のフランジの半径方向応力（MPa） 

ｔ：フランジの厚さ（mm） 

ｅ：係数（mm-1） 

Ｍｇ：ガスケット締付時のフランジに作用する 

モーメント（N・mm） 

Ｌ：係数（-） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 
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ｄ．フランジの周方向応力 

使用状態のフランジの周方向応力：σＴ≦σｆであること。 

ガスケット締付時のフランジの周方向応力：σＴ≦σｆａであること。 

     ①～⑬は，前項ｂと同じ。 

 

⑭使用状態のフランジの周方向応力：σＴ（MPa） 

    最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆ（MPa） 

 

 

ＲＴ －Ｚ・σ
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍ
＝σ

2

0  

 

    σＴ≦σｆ 

 

 

 

⑮ガスケット締付時のフランジの周方向応力：σＴ（MPa） 

常温におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆａ（MPa） 

 

 

 

Ｒ

ｇ

Ｔ －Ｚ・σ
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍ
＝σ

2
 

 

σＴ≦σｆａ 

 

σＴ：使用状態のフランジの周方向応力（MPa） 

Ｙ：係数（-） 

Ｍ0：使用状態のフランジに作用するモーメント（N・mm） 

ｔ：フランジの厚さ（mm） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 

Ｚ：係数（-） 

σＲ：使用状態のフランジの半径方向応力（MPa） 

σＴ：ガスケット締付時のフランジの周方向応力（MPa） 

Ｙ：係数（-） 

Ｍｇ：ガスケット締付時のフランジに作用するモーメント（N・mm） 

ｔ：フランジの厚さ（mm） 

Ｂ：フランジの内径（mm） 

Ｚ：係数（-） 

σＲ：ガスケット締付時のフランジの半径方向応力（MPa） 
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  ｅ．フランジハブの軸方向とフランジの半径方向応力の平均 

     平均値≦σｆ，平均値≦σｆａであること。 

   ①使用状態のフランジハブの軸方向とフランジの半径方向応力の平均：（MPa） 

最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆ（MPa） 

 

 

ｆ
ＲＨ σ≦

＋σσ

2
 

 

 

   ②ガスケット締付時のフランジハブの軸方向とフランジの半径方向応力の平均： 

（MPa） 

常温におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆａ（MPa） 

 

 

ｆａ
ＲＨ σ≦

＋σσ

2
 

 

 

ｆ．フランジハブの軸方向とフランジの周方向応力の平均 

     平均値≦σｆ，平均値≦σｆａであること。 

   ①使用状態のフランジハブの軸方向とフランジの周方向応力の平均：（MPa） 

最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆ（MPa） 

 

 

ｆ
ＴＨ σ≦

＋σσ

2
 

 

 

   ②ガスケット締付時のフランジハブの軸方向とフランジの周方向応力の平均： 

（MPa） 

常温におけるフランジ材料の許容引張応力：σｆａ（MPa） 

 

 

ｆａ
ＴＨ σ≦

＋σσ

2
 

 

σｆ：最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力（MPa） 

σＨ：使用状態のフランジハブの軸方向応力（MPa） 

σＲ：使用状態のフランジの半径方向応力（MPa） 

σｆａ：常温におけるフランジ材料の許容引張応力（MPa） 

σＨ：ガスケット締付時のフランジハブの軸方向応力（MPa） 

σＲ：ガスケット締付時のフランジの半径方向応力（MPa） 

σｆ：最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力（MPa） 

σＨ：使用状態のフランジハブの軸方向応力（MPa） 

σＴ：使用状態のフランジの周方向応力（MPa） 

σｆａ：常温におけるフランジ材料の許容引張応力（MPa） 

σＨ：ガスケット締付時のフランジハブの軸方向応力（MPa） 

σＴ：ガスケット締付時のフランジの周方向応力（MPa） 
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2.1.3 評価結果 

評価結果を表－１～４に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有

すると評価した。 

 

表－１ ろ過器 評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

ろ過器 

(1)胴板の厚さ 5.30 5.30 以上 

(2)鏡板の厚さ 3.70 3.70 以上 

(3)管台の    

厚さ 

原水入口 3.00 3.00 以上 

ろ過処理水出口 3.00 3.00 以上 

逆洗ベント・空気入口 2.20 2.20 以上 

 

 

表－２ ろ過器 評価結果（補強要否） 

機器名称 評価項目 
補強を要しない穴の

最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

ろ過器 
(4)胴板 99.22 99.22 以下 

(5)鏡板 83.65 83.65 以下 

 

 

表－３ ろ過器 評価結果（ボルトの総有効断面積） 

機器名称 評価項目 

必要な 

ボルトの総有効断 

面積（mm2） 

実際に使用する 

ボルトの総有効断

面積（mm2） 

ろ過器 (6)ａ．ボルトの総有効断面積 2992 2992 以上 
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表－４ ろ過器 評価結果（胴フランジ応力） 

機器名

称 
評価項目 

計算上の 

胴フランジに加

わる応力（MPa） 

フランジの材料

等の許容引張 

応力（MPa） 

ろ過器 

(6)ｂ．使用状態のフランジハブの軸方向応力 28 28 以上 

(6)ｂ．ガスケット締付時のフランジハブの軸

方向応力 
37 37 以上 

(6)ｃ．使用状態のフランジの半径方向応力 30 30 以上 

(6)ｃ．ガスケット締付時のフランジの半径方

向応力 
40 40 以上 

(6)ｄ．使用状態のフランジの周方向応力 76 76 以上 

(6)ｄ．ガスケット締付時のフランジの周方向

応力 
102 102 以上 

(6)ｅ．使用状態のフランジハブの軸方向応力

とフランジの半径方向応力の平均 
29 29 以上 

(6)ｅ．ガスケット締付時のフランジハブの軸

方向応力とフランジの半径方向応力の平均 
39 39 以上 

(6)ｆ．使用状態のフランジハブの軸方向応力

とフランジの周方向応力の平均 
52 52 以上 

(6)ｆ．ガスケット締付時のフランジハブの軸

方向応力とフランジの周方向応力の平均 
70 70 以上 
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2.2 ろ過処理水受タンク 

2.2.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.2.2，2.2.3 の番号に対応する。 

 

図－２ ろ過処理水受タンク概要図 

 

2.2.2 評価方法（JIS 規格 JIS K 7012） 

(1) 材料（FRP）の評価 

   FRPの強度は，JIS規格 JIS K 7012に規定され，JSME規格 PVD-3010及びPVD-3110，

PVC-3920 の評価手法により，評価する。 

  ａ．構造 

     ろ過処理水受タンクの構造は，たて置き円筒形とする。 

 

 

（1）
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ｂ．強度評価 

胴板の必要な厚さは，以下の計算式により計算した値とする。 

胴板の計算上必要な厚さ：ｔ1 

 

 





・Ｓ・

・Ｈ・Ｄ
＝ｔ ｉ

0.204
1

 

 

 

2.2.3 評価結果 

評価結果を表－５に示す。必要厚さを満足しており，十分な構造強度を有すると

評価した。 

 

表－５ ろ過処理水受タンク 評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

ろ過処理水受タンク (1)胴板の厚さ 2.30 2.30 以上 

 

Ｄｉ ： 胴の内径（m） 

Ｈ ： 水頭（m） 

ρ ： 液体の比重。ただし，1未満の場合は，1とする。 

Ｓ ： 許容引張応力（MPa） 

η ： 継手効率（-） 
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2.3 建屋内 RO 

2.3.1 評価方法 

    建屋内 ROは，ASME 規格に準拠したものを製造者仕様範囲内の圧力及び温度で運用

することにより構造強度を有すると評価する。 

 

2.3.2 評価結果 

    評価結果を表－６に示す。製造者仕様範囲内の圧力及び温度を満足しており，十

分な構造強度を有すると評価した。 

 

表－６ 建屋内 RO 評価結果（製造者仕様範囲内の圧力及び温度） 

機器名称 
製造者仕様 

最高使用圧力（MPa） 

製造者仕様 

最高使用温度（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

建屋内 RO 6.9 49 4.5 以下 40 以下 
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2.4 淡水化処理水受タンク 

2.4.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.4.2，2.4.3 の番号に対応する。 

 

図－３ 淡水化処理水受タンク概要図 

 

2.4.2 評価方法（JSME 規格） 

(1) 開放タンクの胴板の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3920） 

胴板の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい値とする。 

ａ．胴板の規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものの場合は 3mm，その他の材料で作ら

れたものの場合は 1.5mm とする。 

ｂ．胴板の計算上必要な厚さ：ｔ2 

 

 





・Ｓ・

・Ｈ・Ｄ
＝ｔ ｉ

0.204
2

 

 

Ｄi ： 胴の内径（m） 

Ｈ ： 水頭（m） 

ρ ： 液体の比重。ただし，1未満の場合は，1とする。 

Ｓ ： 許容引張応力（MPa） 

η ： 継手効率（-） 

（1）

　　（2）

　（3）

　
（3）

　
（3）

　（4）
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ｃ．胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 

胴の内径の区分に応じ JSME 規格 表 PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

 

(2) 開放タンクの底板の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3960(1)，3970(1)） 

  ａ．底板の形：平板 

  ｂ．底板の厚さ 

     地面，基礎等に直接接触する底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3) 開放タンクの管台の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3980） 

   管台の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい値とする。 

ａ．管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

 

 





・Ｓ・

・Ｈ・Ｄ
＝ｔ ｉ

0.204
1

 

 

 

ｂ．管台の規格上必要な最小厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じて JSME 規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 開放タンクの胴板の穴の補強評価 

（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3950，PVD-3512） 

 

  ａ．穴の径（円形の穴については直径，だ円形の穴については，長径をいう）が 85mm

を超える場合は，穴を補強すること。 

  ｂ．補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくな

るようにすること。（図－４参照） 

ｃ．大きい穴の補強を要しない最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の 2 分の 1（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の 3

分の 1（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は

必要ない。 

  ｄ．溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上

であること。（図－４参照） 

Ｄi ： 管台の内径（m） 

Ｈ ： 水頭（m） 

ρ ： 液体の比重。ただし，1未満の場合は，1とする。 

Ｓ ： 許容引張応力（MPa） 

η ： 継手効率（-） 
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図－４ 補強計算概要図 

補強に有効な面積

補強に必要な面積

ｄ ：穴の径（mm） 

ｄｗ：管台が取り付く穴の径（mm） 

Ｄｏｎ：管台の外径（mm） 

ｔｓ：胴板の最小厚さ（mm） 

ｔｓｒ：胴板の計算上必要な厚さ（mm） 

ｔｎ：管台の最小厚さ（mm） 

ｔｎｒ：管台の計算上必要な厚さ（mm） 

ｔｎｏ：管台の呼び厚さ（mm） 

Ｘ，Ｙ1：補強の有効範囲（mm） 

Ｌ1，Ｌ4：溶接の脚長（mm） 

Ａｒ ：補強に必要な面積（mm2） 

Ａ0 ：補強に有効な面積（＝Ａ1＋Ａ2＋Ａ3）（mm2） 

Ｄｏｎ（ｄｗ）
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2.4.3 評価結果 

評価結果を表－７～８に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有

すると評価した。 

 

表－７ 淡水化処理水受タンク 評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

淡水化処理

水受タンク 

(1)胴板の厚さ 3.00 3.00 以上 

(2)底板の厚さ 3.00 3.00 以上 

(3)管台 

オーバーフロー 3.50 3.50 以上 

RO 処理水出口 3.50 3.50 以上 

ドレン 2.40 2.40 以上 

 

表－８ 淡水化処理水受タンク 評価結果（胴板の穴の補強） 

機器名称 評価項目 評価結果 

淡水化処理

水受タンク 

(4)胴板（RO 処理水出口） 

(4)胴板（ドレン） 

穴の補強の有無（mm） 穴の径（mm） 

85mm を超える 85mm 以下※1 

(4)胴板（オーバーフロー） 

穴の補強の有無（mm） 穴の径（mm） 

85mm を超える 85mm を超える 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積

（mm2） 

48.98 48.98 以上 

大きな穴の補強を要し

ない最大径（mm） 
穴の径（mm） 

834 834 以下 

溶接部の負うべき 

荷重（N） 

予想される破断 

箇所の強さ（N） 

-5.930×104 －※2 

※１ 穴の径が 85mm 以下であり，補強は不要。 

※２ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要。 
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2.5 主配管 

2.5.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－５，６に示す。 
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2.5.2 評価方法（JSME 規格 PPD-3411） 

(1) 管の厚さの評価 

管の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい方の値とする。 

ａ．管の計算上必要な最小必要厚さ：ｔ1 

 

 

0.8Ｐ＋2Ｓ・η

Ｐ・Ｄ
＝ｔ 0
1

 

 

 

ｂ．炭素鋼鋼管の規格上必要な最小必要厚さ：ｔ2 

PPD-3411(3)の表 PPD-3411-1 より求めた管の厚さとする。 

 

2.5.3 評価結果 

評価結果を表－９，１０に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を

有していると評価している。 

 

表－９ 配管の評価結果（管の厚さ）（建屋内 RO附属配管を除く主配管） 

No. 
外径 
（mm） 

材料 
最高使用
圧力（MPa） 

最高使用
温度（℃） 

必要厚さ
（mm） 

最小厚さ
（mm） 

① 89.10 STPT410 0.98 40 3.00 4.81 

② 89.10 SUS316LTP 静水頭 40 0.40 4.81 

③ 48.60 SUS316LTP 0.98 40 0.22 4.46 

④ 89.10 SUS316LTP 0.98 40 0.40 4.81 

⑤ 60.50 SUS316LTP 0.98 40 0.27 4.81 

 

表－１０ 配管の評価結果（管の厚さ）（建屋内 RO 附属主配管） 

No. 
外径 
（mm） 

材料 
最高使用
圧力（MPa） 

最高使用
温度（℃） 

必要厚さ
（mm） 

最小厚さ
（mm） 

① 89.10 STPT410 0.98 40 3.00 4.81 

② 60.50 STPT410 0.98 40 2.40 4.81 

③ 165.20 STPT410 静水頭 40 3.80 6.21 

④ 114.30 STPT410 0.98 40 3.40 5.25 

⑤ 89.10 STPT410 4.50 40 3.00 4.81 

⑥ 76.30 STPT410 4.50 40 2.70 4.55 

⑦ 89.10 STPT410 静水頭 40 3.00 4.81 

⑧ 114.30 STPT410 4.50 40 3.40 5.25 

⑨ 48.60 STPT410 4.50 40 2.20 4.46 

⑩ 34.00 STPT410 0.98 40 1.70 3.93 

Ｐ : 最高使用圧力（MPa） 

Ｄ0：管の外径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 
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Ｌ 

Ｌ1 

Ｈ 

ｍ[kg] 

3.耐震性評価 

3.1 基礎ボルト※の強度評価 

原子力発電所耐震設計技術指針の評価方法に準拠し，主要機器の基礎ボルトについ

て強度評価を実施した。評価の結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確認した   

（表－１１）。 

※機器が架台に据え付けられる構造の場合は取付ボルトと称する。 
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ｍ：機器質量 

ｇ：重力加速度（9.80665 m/s2） 

Ｈ：据付面からの重心までの距離 

Ｌ：基礎ボルト間の水平方向距離 

Ｌ1 ：重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎｆ：引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ：基礎ボルトの本数 

Ａｂ：基礎ボルトの軸断面積 

ＣＨ：水平方向設計震度（0.36） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度（0） 

 

基礎ボルトに作用する引張力： 

基礎ボルトの引張応力： 

基礎ボルトのせん断応力： 
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ｂ．ポンプ 
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ｈ

Ｌ

ポンプベース

基礎

ポンプベース
基礎ボルト

Ｌ１

：重心位置
ｍ：機器の運転時質量 

ｇ：重力加速度（9.80665 m/s2） 

ｈ：据付面から重心までの距離 

ＭＰ：ポンプ回転により働くモーメント（0） 

 ※基礎ボルトに MPは作用しない 

Ｌ：基礎ボルト間の水平方向距離 

Ｌ１：重心と基礎ボルト間の水平方向距離（L/2） 

ｎｆ：引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ：基礎ボルトの本数 

Ａｂ：基礎ボルトの軸断面積 

ＣＨ：水平方向設計震度（0.36） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度（0） 

ＣＰ：ポンプ振動による震度 

基礎ボルトに作用する引張力： 

基礎ボルトの引張応力： 

基礎ボルトに作用するせん断力： 

基礎ボルトのせん断応力： 
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表－１１ 基礎ボルト（取付ボルト）の強度評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平

震度 
算出値 許容値 単位 

ろ過器スキッド 
基礎 

ボルト 

引張 0.36 < 0 － MPa 

せん断 0.36 30 135 MPa 

ろ過処理水受タンク 

（本体） 

取付 

ボルト 

引張 0.36 < 0 － MPa 

せん断 0.36 40 135 MPa 

ろ過処理水受タンク 

スキッド 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 < 0 － MPa 

せん断 0.36 21 135 MPa 

建屋内 ROユニット 
基礎 

ボルト 

引張 0.36 < 0 － MPa 

せん断 0.36 51 135 MPa 

SPT 廃液昇圧ポンプ 
取付 

ボルト 

引張 0.36 1 176 MPa 

せん断 0.36 3 135 MPa 

ろ過処理水移送ポンプ 
取付 

ボルト 

引張 0.36 1 176 MPa 

せん断 0.36 3 135 MPa 

ろ過処理水昇圧ポンプ 
取付 

ボルト 

引張 0.36 3 176 MPa 

せん断 0.36 5 135 MPa 

CST 移送ポンプ 
基礎 

ボルト 

引張 0.36 1 183 MPa 

せん断 0.36 3 141 MPa 

建屋内 RO濃縮水移送 

ポンプ 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 < 0 － MPa 

せん断 0.36 3 161 MPa 

増設 RO 濃縮水供給 

ポンプ 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 < 0 － MPa 

せん断 0.36 3 161 MPa 
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3.2 ろ過器の耐震性評価 

本評価は，「付録１ スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂク

ラス）の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づいて評価を実施した。評価

の結果，ろ過器の胴板，スカート及び取付ボルトの強度が確保されることを確認した

（表－１２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 概要図 

 

 

方向 固有周期[s] 

水平方向 0.015 

鉛直方向 0.005 

 

 

 

部材 材料 水平震度 応力種別 算出応力[MPa] 許容応力[MPa] 

胴板 SM400A 0.36 組合せ 43 240 

スカート SM400A 0.36 

組合せ 5 245 

座屈 
≦

ｆ

σ・η

ｆ

σ・η

ｂ

２

ｃ

１ SS    1 

             0.016 ≦  1 

取付ボルト SS400 0.36 
引張 11 176 

せん断 13 135 

表－１２ ろ過器の耐震性評価結果（１／２） 

 

表－１２ ろ過器の耐震性評価結果（２／２） 

 

取付ボルト

ベースプレート

スカート

ベースプレート 
胴板

スキッド
取付ボルト
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3.3 淡水化処理水受タンクの耐震性評価 

本評価は，「付録２ 平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂ，Ｃクラス）

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づいて評価を実施した。評価の結果，

淡水化処理水受タンクの胴板及び基礎ボルトの強度が確保されることを確認した（表

－１３）。 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

図－８ 概要図 

 

 

方向 固有周期[s] 

水平方向 0.024 

鉛直方向 0.005 

 

 

 

部材 材料 水平震度 応力種別 算出応力[MPa] 許容応力[MPa] 

胴板 SM400C 0.36 

一次一般膜 6 240 

座屈 
≦

ｆ

σ・η

ｆ

σ・η

ｂ

４

ｃ

２ xx    1 

              0.02 ≦  1 

基礎ボルト SS400 0.36 
引張 < 0 － 

せん断 9 135 

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト 

表－１３ 淡水化処理水受タンクの耐震性評価結果（１／２） 

 

表－１３ 淡水化処理水受タンクの耐震性評価結果（２／２） 
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3.4 主配管の耐震性評価 

ａ．評価条件 

評価条件として配管は，配管軸直角 2 方向拘束サポートにて支持される両端単純支

持のはりモデル（図－１）とする。 

次に，当該設備における主配管（鋼管）について，各種条件を表－１，２に示す。

表－１，２より管軸方向については，サポート設置フロアの水平震度 0.36 が鉄と鉄の

静止摩擦係数 0.52 より小さいことから，地震により管軸方向は動かないものと仮定す

る。 

 

 

 

 

 

図－１ 等分布荷重 両端単純支持はりモデル 

 

 

表－１ 配管系における各種条件 (建屋内 RO附属配管を除く主配管) 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管クラス クラス３相当 

耐震クラス B クラス相当 

設計温度［℃］ 40 

配管材質 SUS316LTP STPT410 

配管口径 40A 50A 80A 80A 

Sch 80 80 40 40 

設計圧力 [MPa] 0.98 0.98 静水頭 0.98 0.98 

配管支持間隔 [m] 4.9 5.4 6.4 6.5 
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表－２ 配管系における各種条件 (建屋内 RO附属主配管) 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管クラス クラス３相当 

耐震クラス B クラス相当 

設計温度［℃］ 40 

配管材質 STPT410 

配管口径 25A 40A 50A 65A 80A 100A 150A 

Sch 80 80 80 40 40 40 40 

設計圧力 

[MPa] 
0.98 4.5 0.98 4.5 静水頭 0.98 4.5 0.98 4.5 静水頭 

配管支持間隔 

[m] 
3.7 4.6 5.2 5.7 6.2 6.9 8.2 

 

ｂ．評価方法 

水平方向震度による管軸直角方向の配管応力を評価する。 

自重による応力 Sw は，下記の式で示される。 

Z

Lw

Z

M
Sw

8

2
  

Sw  ：自重による応力   [MPa] 

L  ：支持間隔    [mm] 

M  ：曲げモーメント   [N・mm] 

Z  ：断面係数    [mm3] 

w  ：等分布荷重   [N/mm] 

 

管軸直角方向の地震による応力 Ss は，自重による応力 Sw の震度倍で下記の式で示

される。 

SwSs α  

Ss ：地震による応力  [MPa] 

α ：想定震度値   [-] 

 

また，評価基準値として JEAC4601-2008 に記載の供用応力状態 Cs におけるクラス

３配管の一次応力制限を用いると，地震評価としては下記の式で示される。 

SySwSpSwSwSpSsSwSpS 0.1)1(  αα  

S ：内圧，自重，地震による発生応力 [MPa] 

Sp ：内圧による応力    [MPa] 

Sy ：設計降伏点     [MPa] 



Ⅱ-2-5-添 15 別 3-40 

ｃ．評価結果 

両端単純支持はりモデルで，自重による応力 Sw が 30 [MPa]以下となる配管サポー

ト配置を仮定し，各応力を計算した結果を表－３，４に示す。表－３，４より，自重

による応力 Sw を 30 [MPa]以下となるようサポート配置を決定することで，配管は十

分な強度を有するものと評価する。 

 

表－３ 応力評価結果 (建屋内 RO 附属配管を除く主配管) 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管材質 SUS316LTP STPT410 

配管口径 40A 50A 80A 80A 

Sch 80 80 40 40 

設計圧力[MPa] 0.98 0.98 静水頭 0.98 0.98 

内圧，自重，地震に

よる発生応力 S 

 [MPa] 

128 129 131 131 

供用状態 Cs 

における 

一次許容応力 

[MPa] 

175 245 

 

表－４ 応力評価結果 (建屋内 RO 附属主配管) 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管材質 STPT410 

配管口径 25A 40A 50A 65A 80A 100A 150A 

Sch 80 80 80 40 40 40 40 

設計圧力[MPa] 0.98 4.5 0.98 4.5 静水頭 0.98 4.5 0.98 4.5 静水頭 

内圧，自重，地震

による発生応力 S 

 [MPa] 

44 58 46 70 42 48 73 50 80 42 

供用状態 Cs 

における 

一次許容応力 

[MPa] 

245 
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4．追設するタンクの構造強度および耐震性評価 

4.1 建屋内 RO濃縮水受タンク構造強度評価 

4.1.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－１に示す。 

 

  図中の番号は，4.1.3 の番号に対応する。 

 

図－１ 建屋内 RO濃縮水受タンク概要図 

 

4.1.2 評価方法（ポリエチレン製竪型耐食円筒型貯槽規格） 

(1)胴板の評価 

胴板の厚さは，内圧液により胴板の周方向に発生する応力，自重により胴板の軸方

向に発生する応力が許容応力より小さいこととする。 

ａ．胴板の周方向に発生する応力 

 

        

σθ＝       

 

 

    Ｐ＝ｇ・ρ・ＨL・10-9 

 

 

 

 

 

 

σθ：胴板の周方向の応力(MPa) 

ｄ ：貯槽の外径(mm) 

ｔ ：胴板の厚さ(mm) 

Ｐ ：最大水位時での水頭圧(MPa) 

ｇ ：重力の加速度(m/s2) 

ρ ：内容液密度(kg/m3) 

ＨL ：最大水位(mm) 

Ｐ・ｄ 

2t 
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ｂ．胴板の軸方向に発生する応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)補強枠の評価 

補強枠の厚さは，内圧及びタンク本体の膨張により補強枠の周方向に発生する応力が

許容応力より小さいこととする。 

ａ．補強枠の周方向に発生する応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 評価結果 

 評価結果を表－１に示す。強度評価の結果，胴板及び補強枠の応力は許容応力未満であ

り，十分な構造強度を有すると評価した。 

 

表－１ 建屋内 RO濃縮水受タンク 評価結果(板厚) 

機器名称 評価項目 応力(MPa) 許容応力(MPa) 

建屋内 RO濃

縮水受タンク 

(1)胴板 

周方向 4.7 5.0 

軸方向 0.43 0.70 

(2)補強枠 周方向 20 137 

 

 

σy：胴板の軸方向に発生する応力(MPa) 

mt：タンク本体の質量(kg) 

σX,cr：材料の圧縮座屈応力(MPa) 

f：許容応力(MPa) 

F：安全率(-) (長期荷重評価は 3) 

C：座屈係数(-) C = 1-0.901*(1-exp(-1/16*(d/2t)^0.5) 

Ep：ポリエチレン縦弾性係数(MPa) 

ν：ポアソン比(-) 

σθ：補強枠の周方向の応力(MPa) 

⊿T：温度の最大変化(℃) 

Ep ：ポリエチレン縦弾性係数(MPa) 

α ：ポリエチレン熱膨張係数(1/℃) 

ts：補強枠厚さ(mm) 

Ｐ：最大水位での水頭圧(MPa) 
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4.2 増設 RO 濃縮水受タンク構造強度評価 

4.2.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－２に示す。 

 

図中の番号は，4.2.3 の番号に対応する。 

 

図－２ 増設 RO 濃縮水受タンク概要図 

 

4.2.2 評価方法（JSME 規格） 

(1) 開放タンクの胴板の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3920） 

胴板の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい値とする。 

ａ．胴板の規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものの場合は 3mm，その他の材料で作ら

れたものの場合は 1.5mm とする。 

ｂ．胴板の計算上必要な厚さ：ｔ2 

 

 





・Ｓ・

・Ｈ・Ｄ
＝ｔ ｉ

0.204
2

 

 

 

ｃ．胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 

胴の内径の区分に応じ JSME 規格 表 PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

 

 

Ｄi ： 胴の内径（m） 

Ｈ ： 水頭（m） 

ρ ： 液体の比重。ただし，1未満の場合は，1とする。 

Ｓ ： 許容引張応力（MPa） 

η ： 継手効率（-） 
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(2) 開放タンクの底板の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3960(1)，3970(1)） 

  ａ．底板の形：平板 

  ｂ．底板の厚さ：3mm 以上（地面，基礎等に直接接触する底板） 

 

(3) 開放タンクの管台の評価（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3980） 

   管台の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい値とする。 

ａ．管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

 

 





・Ｓ・

・Ｈ・Ｄ
＝ｔ ｉ

0.204
1

 

 

 

ｂ．管台の規格上必要な最小厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じて JSME 規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 開放タンクの胴板の穴の補強評価 

（JSME 規格 PVD-3010 及び PVD-3110，PVC-3950，PVD-3512） 

 

  ａ．穴の径（円形の穴については直径，だ円形の穴については長径をいう）が 85mm を

超える場合は，穴を補強すること。 

  ｂ．補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくな

るようにすること。 

ｃ．大きい穴の補強を要しない最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の 2 分の 1（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の 3

分の 1（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は

必要ない。 

  ｄ．溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上

であること。 

Ｄi ： 管台の内径（m） 

Ｈ ： 水頭（m） 

ρ ： 液体の比重。ただし，1未満の場合は，1とする。 

Ｓ ： 許容引張応力（MPa） 

η ： 継手効率（-） 
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4.2.3 評価結果 

評価結果を表－２～３に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有

すると評価した。 

 

表－２ 増設 RO 濃縮水受タンク 評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

増設 RO 濃縮

水受タンク 

(1)胴板の厚さ 1.50 1.50 以上 

(2)底板の厚さ 3.00 3.00 以上 

(3)管台厚さ 

排水出口 3.50 3.50 以上 

予備 3.50 3.50 以上 

予備 3.50 3.50 以上 

 

表－３ 増設 RO 濃縮水受タンク 評価結果（胴板の穴の補強） 

機器名称 評価項目 評価結果 

増設 RO 濃

縮水受タ

ンク 

(4)胴板（RO 濃縮水

出口） 

(4)胴板（予備） 

穴の補強の有無（mm） 穴の径（mm） 

85mm を超える 85mm を超える 

補強に必要な面積（mm2） 補強に有効な総面積（mm2） 

6.961×101 6.961×101以上 

大きな穴の補強を要しな

い最大径（mm） 
穴の径（mm） 

1000 1000 以下 

溶接部の負うべき 

荷重（N） 

予想される破断 

箇所の強さ（N） 

-6.080×104 －※1 

(5)胴板（予備） 

穴の補強の有無（mm） 穴の径（mm） 

85mm を超える 85mm を超える 

補強に必要な面積（mm2） 補強に有効な総面積（mm2） 

1.019×102 1.019×102以上 

大きな穴の補強を要しな

い最大径（mm） 
穴の径（mm） 

1000 1000 以下 

溶接部の負うべき 

荷重（N） 

予想される破断 

箇所の強さ（N） 

-8.921×104 －※1 

※1 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要。 
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4.3 建屋内 RO濃縮水受タンク耐震性評価 

本評価は，「ポリエチレン製竪型耐食円筒型貯槽規格」[ポリエチレンタンク協議会技術

委員会]に基づいて評価を実施する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補強枠 

基礎ボルト 

基礎ボルト 

補強枠 補強枠

基礎ボルト

基礎ボルト

補強枠

立面図

補強枠

基礎ボルト

 

 図－３ 概要図 

 

(1) 胴板に発生する応力 

地震による転倒モーメントにより胴板に発生する応力が許容応力より小さいことを確認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σx：転倒モーメントにより胴板に発生する応力(MPa) 

Ｍ：地震による転倒モーメント(N*mm) 

ｄ：タンクの外径(mm) 

ｔ：胴板の厚さ(mm) 

Ｋ
Ｈ
：水平震度(-) 

α
t
：タンクの有効重量比(-) α

t
=1-0.218*ｄ/ＨL （ＨL/ｄ > 0.75 の場合） 

m
total

：タンク全体の質量(kg) 

g：重力加速度(m/s2) 

Ｈ:水平地震荷重の作用点高さ(mm) 

ＨL:最大水位(mm) 
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(2) 補強枠に発生する応力 

地震による転倒モーメントにより補強枠に発生する応力が許容応力より小さいことを 

確認する。 

 

 

 

 

 

(3) 基礎ボルトに発生する応力 

 地震により基礎ボルトに発生する引張応力が，許容引張応力または，許容引張応力×１．

４－せん断応力×１．６の何れか小さい値より小さいことを確認する。また，地震により

基礎ボルトに発生するせん断応力が許容せん断応力より小さいことを確認する。 

 

 

 

(4) 評価結果 

評価の結果，建屋内 RO濃縮水受タンクの胴板，補強枠，基礎ボルトは強度が確保される

ことを確認した（表－４）。 

表－４ 建屋内 RO濃縮水受タンクの耐震性評価結果 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 水平震度 応力種別 算出応力[MPa] 許容応力[MPa] 

胴板 
ポリエチ

レン 

0.36 

－ 2.9 7.5 

補強枠 SUS304 － 7 205 

基礎ボルト SS400 
引張 2 176 

せん断 8 101 

σxs：転倒モーメントにより補強枠に発生する応力(MPa) 

ｔs：補強枠の厚さ(mm) 

 

σｂ：基礎ボルトに発生する引張応力(MPa) 

τｂ：基礎ボルトに発生するせん断応力(MPa) 

Ｌｂ：基礎ボルトのピッチ円直径(mm) 

ｎ：基礎ボルトの本数(-) 

Ａｂ：基礎ボルト断面積(mm2) 
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4.4 増設 RO 濃縮水受タンクの耐震性評価 

本評価は，「付録２ 平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂ，Ｃクラス）の

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づいて評価を実施した。評価の結果，増設

RO 濃縮水受タンクの胴板及び基礎ボルトの強度が確保されることを確認した（表－５）。 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

図－４ 概要図 

 

 

方向 固有周期[s] 

水平方向 0.036 

鉛直方向 0.006 

 

 

 

以上 

部材 材料 水平震度 応力種別 算出応力[MPa] 許容応力[MPa] 

胴板 SUS316L 0.36 

一次一般膜 10 175 

座屈 
≦

ｆ

σ・η

ｆ

σ・η

ｂ

４

ｃ

２ xx    1 

              0.05 ≦  1 

基礎ボルト SS400 0.36 
引張 1 176 

せん断 16 135 

基礎ボルト 

ベースプレ－ト 

表－５ 増設 RO 濃縮水受タンクの耐震性評価結果（１／２） 

 

表－５ 増設 RO 濃縮水受タンクの耐震性評価結果（２／２） 
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付録1 スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類 

   Ｂクラス）の耐震性についての計算書作成の基本方針 

 

 

付録１ 



Ⅱ-2-5-添 15 付録 1-2 

1.一般事項 

本基本方針は，スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性

についての計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62年 8 月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向に作用するものとする。なお，鉛直方向に共振のおそれのある

ものについては，動的な鉛直方向の地震力も考慮する。 

(3) 容器はスカートで支持され，スカートは下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎

ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎については剛となるように設計する。 

(4) 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

(5) 容器頂部に水平方向変位を拘束する構造物を設ける場合は，その部分をピン支持とする。 

(6) スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損の影響

を考慮する。 
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図1－1 スカート支持たて置円筒形容器の概要図 

基礎ボルト

ベースプレート

スカート

ベースプレート 
胴板

基礎
基礎ボルト
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1.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm
2
 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ=1,2,3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm
4 

ｊ1 スカートに設けられた開口部の穴の個数 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＫＨ 水平方向のばね定数 N/m 

Ｋｖ 鉛直方向のばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

1，2 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 mm 

ｒ 容器の重心から上端支持部までの距離 mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ1 スカートの上端部に作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ2 スカートの下端部に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ0 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 重心に作用する任意の水平力 N 

Ｑ′ Ｑにより上端の支持部に作用する反力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

Ｔｖ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ1 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ2 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

δ 荷重Ｑによる容器の上端での変位量 mm 

δ′ 荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 mm 

δ0 荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 mm 

η 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－６） kg/mm
3 

σ0 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ0ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ0ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ1 スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ2 スカートの曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｓ3 スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ1，σφ1 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ2 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ3 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ4 地震により胴に生じる軸方向応力 MPa 

σｘ5 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ6 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ2 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

Φ1(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ2(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 JSME S NC1-2005

（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。）

をいう。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1に示すとおりとする。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

 スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

   ＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と

する。 

   ＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

長

さ 
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2.計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2 項より図 2－1に示す下端固定の 1質点系振動モデルあるいは下端固定上端支

持の 1質点系振動モデルとして考える。 

 

 
g ＣＨ・ｍ０・  



ｓ ｓ



ｒg ＣＨ・ｍ０・  

g ｍ０・  g ｍ０・  （1＋Ｃｖ） （1＋Ｃｖ） 

 
下端固定の場合         下端固定上端支持の場合 

 

図2－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期 

a.下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

        ・ ＋
3・Ｅ・Ｉ

 ／ ＝1000  
　　　　　　　

 　
3 



 

 





　　　　　　
 ＋ 

　　　　　
 ＋


  ·························  （2.1.1） 

ここで，スカートの開口部（図 2－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカートの断面性

能は次のように求める。 

胴の断面性能は 

・ 
8

Ｉ＝
π

           ······························  (2.1.2) 

・
3

2
＝　              ·························  (2.1.3) 

スカートの断面性能は 

 
4

1
　　　　　　　　　　　　　

8
＝
π

　  

··········································  (2.1.4) 

Ｉｓ 

ＫＨ 
1 

3・Ｅｓ・Ｉｓ 

（3・
2・ｓ＋3・・ｓ

2＋ｓ
3） 

ｓ 

Ｇ・Ａｅ Ｇｓ・Ａｓｅ 

（Ｄｉ＋ｔ）3・ｔ 

π・（Ｄｉ＋ｔ）・ｔ Ａｅ 

・（Ｄｓ＋ｔｓ）
3・ｔｓ－ ・（Ｄｓ＋ｔｓ）

2・ｔｓ・Ｙ 
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スカート開口部の水平断面における最大円周長さは，（図 2－2 及び図 2－3参照） 










　　　　　　　

－１
sin　　　　　　・＝Ｙ

ｊ１

ｊ＝
Σ

1
   ···············  (2.1.5) 

・
3

2
＝　　　                   ··············  (2.1.6) 

したがって，固有周期は次式で求める。 

　　　　　
・2・＝　 π　   ···································  (2.1.7) 

 

 

 

 

Ｄ２ 

Ｄ３ 

Ｄｊ１ 

Ｄ１ 

 

図2－2 スカート開口部の形状 

 

 

 

 

ｔｓ

Ｄｓ Ｙ  

図2－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 
Ｄ1 

ｓ

（Ｄｓ＋ｔｓ） 
Ｄｓ＋ｔｓ 

Ｄｊ 

Ａｓｅ ｛π・（Ｄｓ＋ｔｓ）－Ｙ｝・ｔｓ 

ＴＨ 
ＫＨ 

ｍ0 

Ｄ2 Ｄｊ1

Ｄ3

ｔｓ

Ｄｓ
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b.下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，図 2

－4に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとして求める。 

 

 

 

 

図 2－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 
 

図 2－4 の(1)の場合 

ｓｓ・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
　　δ )＋＋3・・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝

2 




 

 

　　　　　　　

　　Ｑ・
＋

　　　　

Ｑ・
＋


   ·······························  (2.1.8) 

図 2－4 の(2)の場合 

ｓｓ

　　　

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
δ′＝

3 
 

 

　　　　　　　　

　・Ｑ′
＋
)＋　・(Ｑ′

＋
　

   ··························   (2.1.9) 

（2.1.8）式と（2.1.9）式を等しく置くことにより， 

ｓｓ

　　

ｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

＋ 
3・Ｅ・Ｉ

)＋(
 ／  ＋  ＋　　　

・Ｉ6・Ｅ
 ＋　　　

6・Ｅ・Ｉ

)　　＋3・2・ ・(
 Ｑ′＝Ｑ・

3 

2

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

















 





　　　　　　　　　　　　　　　
＋

＋
＋

　
  ·····················  (2.1.10) 

Ｑ Ｑ 

δ′ δ 

 ｒ 



ｓ 

 ｒ 



ｓ

ｒ 



ｓ

δ0 

(1) (2) (3) 

Ｑ′ Ｑ′ 

ｒ 

・｛2・ｓ
3＋3・ｓ

2・ｒ＋6・ｓ・・（ｓ＋＋ｒ）｝ 

ｓ 

Ｇ・Ａｅ Ｇｓ・Ａｓｅ 

ｒ 

・｛3・（＋ｒ）
2＋ｓ＋3・（＋ｒ）・ｓ

2＋ｓ
3｝ 

ｒ 

Ｇ・Ａｅ Ｇｓ・Ａｓｅ 

ｓ 

ｒ 

2・ｓ
3＋3・ｓ

2・ｒ＋6・ｓ・・（ｓ＋＋ｒ） 

ｓ 

Ｇ・Ａｅ Ｇｓ・Ａｓｅ 

ｒ 

3・（＋ｒ）
2＋ｓ＋3・（＋ｒ）・ｓ

2＋ｓ
3
 

ｓ ｒ 

Ｇ・Ａｅ Ｇｓ・Ａｓｅ 
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したがって，図 2－4 の(3)に示す重心位置での変位量δ0は図 2－4 の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合せから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 



































ｓｓ

ｓｓ

Ｈ

・Ｉ3・Ｅ
2

3

＋          

6・Ｅ・Ｉ

　　　　　　　　　
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
 － ＋ ・ 

 Ｑ

Ｑ′
－1＋         

・Ｉ3・Ｅ

　　　　　　　　　　　　　
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
＝

δ

Ｑ
＝Ｋ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

3 

 ／ 1000





0

                         ··························  (2.1.11) 

固有周期は（2.1.7）式により求める。 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数Ｋｖは，次式で求める。 










　　　　　　　
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝　　


  ·······················  (2.1.12) 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・πＡ＝ ｉ
   ································  (2.1.13) 

  ｓ　　　　　　　　ｓ ・ｔ)－π・(＝Ａ Ｙ   ·························  (2.1.14) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

　　
　 　　　

＝2・π・  ····································  (2.1.15) 

  

    

3・
2・ｓ＋3・・ｓ

2＋ｓ
3
 

ｓ 

Ｇｓ・Ａｓｅ Ｇ・Ａｅ 

2・
3＋3・

2・ｒ 

3・ｓ
2・＋ｓ

3＋3・ｓ・
2＋3・ｓ・・ｒ＋ ｓ

2＋ｒ 

Ｋｖ 
Ｅｓ・Ａｓ 

ｓ 

Ｄｓ＋ｔｓ 

Ｔｖ 

ｍ0 

Ｋｖ 
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2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は絶対値和を用い，動的地震力を用いる場合は，

ＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 胴の応力 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｉ　ρ  
   ····························  (2.2.1.1) 

2・ｔ

Ｃ・Ｄ・Ｈ・・′
＝ ｖｉ　ρ

　　　　

 
   ·······················  (2.2.1.2) 

σｘ1＝0   ··············································  (2.2.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝ ｉｒ

　　　　    ····························  (2.2.1.4) 

σφ2＝0   ··············································  (2.2.1.5) 

4・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝ ｉｒ

　　　　    ····························  (2.2.1.6) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力が，下部に

は下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｅ
　　　　

g0
   ·····························  (2.2.1.7) 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
　　　　

g0
   ···························  (2.2.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
　　　　

g
   ·····························  (2.2.1.9) 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
　　　　

g
   ·····························  (2.2.1.10) 

σφ1 

σφ2 

σφ1 

σｘ1 

σｘ2 

σｘ5 

σｘ3 

σｘ6 

g 

g 
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(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受ける。この曲

げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a.下端固定の場合 

・ｔ＋ｔ)π・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝

 2 
　　　　

ｉ

Ｈ 　 0
   ···························  (2.2.1.11) 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ 　0
   ·······························  (2.2.1.12) 

b.下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)π・(Ｄ

 )　　＋・( 
Ｑ

Ｑ′
－ ・・・ｍ4・Ｃ

＝
 2 

　　　　

ｉ

Ｈ 　 0
  ···········  (2.2.1.13) 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

) 
Ｑ

Ｑ′
(1－ ・・・ｍ2・Ｃ

τ＝
ｉ

Ｈ 　0
   ·····················  (2.2.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a.一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ1＋σφ2   ······································  (2.2.1.15) 

 　　　　　　　　　　　　　　　　＋・
2

1
＝　   

··········································  (2.2.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ1＋σｘ2＋σｘ4＋σｘ5   ···························  (2.2.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 

2

5

2

421 ｘｘｘｘｘｔ ＋σσ＋＋σ＝σσ
   ·························  (2.2.1.18) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σφ＝－σφ1－σφ2   ······································  (2.2.1.19) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 22

0     ・τ＋）－σ（σ＋＋σσ・
　　

＝σ ｘｃφｘｃφｃ   ·············  (2.2.1.20) 

σｘ4 

ｒ 

σｘ4 

σ0ｔ σφ＋σｘｔ  （σφ－σｘｔ）
2＋4・τ2

 

2 
4 

1 

g 

g 

g 

g 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ1＋σｘ3＋σｘ4＋σｘ6   ·························  (2.2.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 

2

6

2

431 ｘｘｘｘｘｃ ＋σσ＋＋σ＝－σσ
   ·······················  (2.2.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれ

に対して， 

  σ0＝Max｛組合せ引張応力（σ0ｔ），組合せ圧縮応力（σ0ｃ）｝ 

···········································  (2.2.1.23)
 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

2.2.2 スカートの応力 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｓ )－Ｙ}・ｔ＋ｔ{π・(Ｄ

・ｍ
＝

　
　　　　

0
   ····················  (2.2.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ{π・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

　
　　　　

0
   ····················  (2.2.2.2) 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートには曲げモーメントが作用する。この曲げモーメントによ

る軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a.下端固定の場合 









2

Ｙ
)－＋ｔ ・(Ｄ 

4

π
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
　　　　

   ··········  (2.2.2.3) 

ｓｓｓ

Ｈ
　　　

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ{π・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝

　0
   ····················  (2.2.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ0・g・(ｓ＋)   ···························  (2.2.2.5) 

σＳ1 

σＳ3 

σＳ2 

τＳ 

g 

g 

g 
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b.下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は（2.2.2.3）式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ1又はＭｓ2のいず

れか大きい方の値とする。 

)　　＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ・・・ｍ＝ＣＭ Ｈｓ g01    ··············  (2.2.2.6) 

)　　＋＋　( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ＋　 ・・・ｍ＝ＣＭ Ｈ g0s2   ······  (2.2.2.7) 

ｓｓｓ

Ｈ

｝・ｔ )－Ｙ＋ｔπ・（Ｄ ｛

)
Ｑ

Ｑ′
 (1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝　
g0

   ··················  (2.2.2.8) 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2

s

2

321 ＋　・τ）＋σ＋σ（σ＝σ ｓｓｓｓ
   ·····················  (2.2.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

2

s

22

3

2
21 ＋　・τ）＋σσ＋（σ＝σ ｓｓｓｓ

   ···················  (2.2.2.10) 

ｒ 

ｓ ｓ ｒ 

τＳ 

3 

3 
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2.2.3 基礎ボルトの応力 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは下端固定の場合，（2.2.2.5）式を，下端固定上端支持

の場合は（2.2.2.6）式又は（2.2.2.7）式を用いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重について

は，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。（図 2－5参照） 

以下にその手順を示す。 

a.σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求める。 

　　　ｓ・
＋1

1
ｋ＝

   ······································  (2.2.3.1) 

b.基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）   ································  (2.2.3.2) 

 

 

 
 

図 2－5 基礎の荷重説明図 

 2 

ｚ・Ｄｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 

(1－ｋ)・Ｄｃ 

ｔ2 ｔ1 

 Ｆｔ 
α 

 1 

ｅ・Ｄｃ 
Ｆｔ 

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 

σｃ 

σｂ 
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c.各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 









αααπ

αααπααπ

＋sin)・cos－(

・cos・sin 
2

3
)＋－・( 

2

1
＋)・cos－(

 ・ 
2

1
ｅ＝

2

 










ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
－・ 

2

1

＋

2

  ············  （2.2.3.3） 



















ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
ｚ＝

2

 

   ··························  （2.2.3.4） 

＋cosα 1

 ・cosα＋sinα(π－α)  2・
＝Ｃ

}{
ｔ    ··················  （2.2.3.5） 

cosα－1

α・cosα)－2・(sinα
＝Ｃｃ    ························  （2.2.3.6） 

d.各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

・Ｄｅ

・ｚ・Ｄ・）・ｍ－（1－ＣＭ
＝Ｆ

g0
   ·············  （2.2.3.7） 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ0・g   ··························  （2.2.3.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・ｍ
ｅ

ｚ
－

ｅ・Ｄ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ（Ｃ＋Ｍ
＝Ｆ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

2

0

0

2

   

··········································  （2.2.3.9） 

g
g

・・ｍ)
ｅ

ｚ
－(1＋

ｅ・Ｄ

)ｅ)・Ｄ－(ｚ・・・ｍ（Ｃ＋Ｍ
＝Ｆ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ

2

0

0

2

  

        ·········································  （2.2.3.10） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，（2.2.3.3）式

及び（2.2.3.4）式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75 及びｚ＝0.25 を（2.2.3.7）

式又は（2.2.3.9）式に代入し，得られるＦｔの値によって引張力の有無を次のように判定す

る。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e.σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄ

　・Ｆ
＝σ

1t
   ······································  （2.2.3.11） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ）・Ｄ＋ｓ・ｔ（ｔ

　・Ｆ
＝σ

12

   ·························  （2.2.3.12） 

ここで， 

ｃ

ｂ

π・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ1   ··········································  （2.2.3.13） 

12 ｔ－)－ＤＤ・(
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ······························  （2.2.3.14） 

σｂ及びσｃが a 項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この場合のσｂ及

びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

a.下端固定の場合 

ｂ

Ｈ
　　

ｎ・Ａ

・ｍ・Ｃ
＝

g0
   ·····································  (2.2.3.15) 

b.下端固定上端支持の場合 

ｂ

Ｈ

ｎ・Ａ

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・ｍ・Ｃ

＝　
 0 g

   ····························  (2.2.3.16) 

 

2 

2 

τｂ 

τｂ 



Ⅱ-2-5-添 15 付録 1-19 

3.評価方法 

3.1 応力の評価 

3.1.1 胴の応力評価 

2.2.1 項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。 

 

応力の種類 許 容 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合は，この大きい方の値とする。 

    一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

3.1.2 スカートの応力評価 

(1) 2.2.2 項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力 ƒｔ以下であること。 

・1.5 
1.5

Ｆ
＝ｔf   ··········································  (3.1.2.1) 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。（座屈の評価） 

1≦
η・

＋
　　　　　　　η・

ｂｃ

　　　　　

ff
   ·····················  (3.1.2.2) 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｃf    ···············································  (3.1.2.3) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

8000・
　　Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  ｃ

g

g
f  















Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
 

··········································  (3.1.2.4) 

（σｓ1＋σｓ3） σｓ2 

φ1 
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800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｃ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝  1f    ·································  (3.1.2.5) 

ただし，φ1(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ ｓ

1  ·····  (3.1.2.6) 

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｂf   ·················································  (3.1.2.7) 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1Ｆ・＝ｂ

g

g
  2      f  















Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
   

  ·······················  (3.2.2.8) 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｂ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ  2f    ·································  (3.1.2.9) 

ただし，φ2(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ ｓ

2   ·····  (3.1.2.10) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝１   ···············································  (3.1.2.11) 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
η＝1＋

ｓ

ｓｓ g

g
   ···········  (3.1.2.12) 
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ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5   ··············································  (3.1.2.13) 

 

3.1.3 基礎ボルトの応力評価 

2.2.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であるこ

と。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。 

ƒｔｓ＝1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ   ······························  (3.1.3.1) 

かつ， 

ƒｔｓ≦ ƒｔｏ    ···········································  (3.1.3.2) 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

  

許容引張応力 ƒｔｏ 

 

許容せん断応力 ƒｓｂ 

 

計 算 式 

 

 

・1.5
2

Ｆ
 

 

・1.5
31.5・

Ｆ
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付録２ 平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂ，Ｃクラス） 

の耐震性についての計算書作成の基本方針

 

付録２ 
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1.一般事項 

本基本方針は，平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂ，Ｃクラス）の耐震性に

ついての計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電

気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62 年 8 月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向に作用するものとする。 

(3) 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定された固

定端とする。ここで，基礎については剛となるように設計する。 

(4) 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

 

 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

 

図 1－1 平底たて置円筒形容器の概要図 

 

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト 
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1.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

1，2 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図2－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 胴に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ0 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ1 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ2 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

  座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の比重量（＝比重×10－6） kg/mm
3
 

σ0 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ0ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ0ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ1,σφ1 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ2 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ3 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ4 胴の水平方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ2 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ1（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ2（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 JSME S NC1-

2005（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規

格」という。）をいう。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1に示すとおりとする。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

   ＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第１位を切り捨て，整数位までの

値とする。 

   ＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

長

さ 
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2.計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2 項より図 2－1に示すような下端固定の 1 質点系振動モデルとして考える。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ0・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ0･g 

 

 

図 2－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｈ

Ｇ・Ａ
＋

・Ｅ・Ｉ

＝Ｋ


    

3

 

 ································ （2.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ）＋ｔＤ（・ 
8

π
 Ｉ＝ ｉ

3

 
 ································ （2.1.2） 

ｔ）・＋ｔＤ（・π・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ

 
 ····························· （2.1.3）

 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

Ｈ
Ｋ

ｍ
＝2・π・Ｔ 0

 
 ········································ （2.1.4） 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

　
＝Ｋ

ｇ
Ｖ 

 

 ············································· （2.1.5）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ）＋ｔＤ（Ａ＝π・ ｉ  
 ································· （2.1.6）

 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

Ｖ

ｅ
Ｖ

Ｋ

ｍ
π・・＝Ｔ     

 
 ········································ （2.1.7） 

1000 

2 

1000 

3 
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2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は絶対値和を用い，動的地震力を用いる場合

はＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 胴の応力 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

＝σφ1            
 ······························· （2.2.1.1） 

＝σφ2               
························· （2.2.1.2） 

 
＝　　σｘ1   ················································ （2.2.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地震による

軸方向応力が生じる。 

＝σｘ2              
 ··························· （2.2.1.4） 

＝σｘ3              

 ···························· （2.2.1.5） 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメントを受ける。

この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求める。 
 

＝σｘ4              
 ··························· （2.2.1.6） 

 

τ＝            
 ····························· （2.2.1.7） 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

ａ．一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

21 φφφ ＋σ＝σσ   ··········································· （2.2.1.8） 

 22

0     ・τ＋）－σ（σ＋＋σσ・
　　

＝σ ｘｔφｘｔφｔ   

 ·········································· （2.2.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

4321 ｘｘｘｘｘｔ ＋σ＋σ－σ＝σσ   ···························· （2.2.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2

4

2

321 ｘｘｘｘｘｔ ＋σσ＋－σ＝σσ
  ························· （2.2.1.11） 

π・（Ｄｉ＋ｔ）・ｔ 

2・ＣＨ・ｍ 0・g 

ρ′・g・Ｈ・Ｄｉ 

ρ′・g・Ｈ・Ｄｉ・ＣＶ 
2・ｔ 

2・ｔ 

π・（Ｄｉ＋ｔ）・ｔ 

ｍｅ・g・ＣＶ 

π・（Ｄｉ＋ｔ）2・ｔ 

ｍｅ・g 

π・（Ｄｉ＋ｔ）・ｔ 

4・ＣＨ・ｍ 0・g・ｇ 

1 

2 
4 

0 
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(b) 組合せ圧縮応力 

21 φφφ －σ＝－σσ   ······································· （2.2.1.12） 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 22

0     ・τ＋）－σ（σ＋＋σσ・
　　

＝σ ｘｃφｘｃφｃ

 
 ········································· （2.2.1.13）

 

ここで， 

【絶対値和】 

4321 ｘｘｘｘｘｃ ＋σ＋σ＋σ＝－σσ   ··························· （2.2.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 

2

4

2

321 ｘｘｘｘｘｃ ＋σσ＋＋σ＝－σσ   ························ （2.2.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞ

れに対して， 

σ0＝Max｛組合せ引張応力（σ0 ｔ），組合せ圧縮応力（σ0 ｃ）｝ 

 ········································· （2.2.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

1 
4 

2 
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2.2.2 基礎ボルトの応力 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重につい

ては，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。(図 2－2参照) 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

図 2－2 基礎の荷重説明図 

 

ａ．σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求める。 

ｃ

ｂ

ｓ・σ

σ
＋

ｋ＝

   

 ········································· （2.2.2.1）

 

1 2 

ｔ2 
ｔ1 

α 
Ｆｃ Ｆｔ 

ｅ･Ｄｃ 

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ 

（1－ｋ）･Ｄｃ 

ｓ･σｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 

1 

1 
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ｂ．基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

）1－2・ｋ（α＝cos－1
  ·································· （2.2.2.2） 

ｃ．各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

sinα ・cosα＋）π－α（

・sinα・cosα 
2

3
 ＋）π－α（・ 

2

1
 α＋・cos）π－α（

 ・ 
2

1
 ｅ＝

2









 









 
αsinα－α・cos

α＋α・cos・sinα・cosα 
2

3
 ・α－ 

2

1

＋

2

 

 ············ （2.2.2.3）

 

















αsinα－α・cos

α＋α・cos・sinα・cosα 
2

3
 ・α－ 

2

1

cosα＋ ・ 
2

1
 ｚ＝

2

 
 ·········································· （2.2.2.4） 

1＋cosα

 ・cosα＋sinα ）π－α（  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
 ··················· （2.2.2.5） 

1－cosα

）cosα・sinα－α（2・
＝ＣＣ   ························· （2.2.2.6） 

ｄ．各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃＶｓ
ｔ

Ｄ・ｅ

・ｚ・Ｄ・）・ｍ－（　－ＣＭ
＝Ｆ

g 0

 

 ·········································· （2.2.2.7） 

g・）・ｍ＋（　－ＣＦＦ Ｖｔｃ＝ 0   ·························· （2.2.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g・　・
ｅ

ｚ
－

ｅ・Ｄ

）・　・ｚ・Ｄ・ｍ＋（ＣＭ
＝Ｆ

ｃ

ｃＶｓ
ｔ

2

0

2

  ······ （2.2.2.9） 

g・ｍ・ 
ｅ

ｚ
－　＋

・Ｄｅ

）・　・（ｚ－ｅ）・Ｄ・ｍ＋（ＣＭ
＝Ｆ

ｃ

ｃＶｓ
ｃ 0

2

0

2









 

 ········································· （2.2.2.10） 

ここで， 

ｇＨｓ ・　・・ｍ＝ＣＭ 0   ·································· （2.2.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（2.2.2.3）式及び（2.2.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75 及びｚ＝

0.25 を（2.2.2.7）式又は（2.2.2.9）式に代入し，得られるＦｔの値によって引張力の

有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0 ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0 ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 

g 
ｍ 0 

g 

g 

1 

1 

1 
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ｅ．σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

　・Ｆ
＝σ

1  
········································ （2.2.2.12） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ）・Ｄ＋ｓ・ｔ（ｔ

　・Ｆ
＝σ

12  
 ·························· （2.2.2.13） 

ここで， 

ｃ

ｂ

π・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ1   ·········································· （2.2.2.14） 

12 ）－ｔ－Ｄ・（Ｄ
　

　　
＝ｔ ｂｉｂｏ  

 ·························· （2.2.2.15） 

σｂ及びσｃが a 項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この場合の

σｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・　　・ｍＣ
＝τ 0

 
 ······································ （2.2.2.16） 

 

g 

2 

1 

2 

2 
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3.評価方法 

3.1 応力の評価 

3.1.1 胴の応力評価 

(1) 2.2.1 項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。 

 

応力の種類 設 計 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。 

   一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。（座屈の

評価） 

　≦
η・σ

＋
）＋ση・（σ ｘｘｘ 432

  ·························· （3.1.1.1） 

ここで，ƒ ｃは次による。 

Ｆ

・　　　
≦

・ｔ

・ｔ＋Ｄｉ          

   

     のとき 

＝Ｆｃf   ··················································· （3.1.1.2） 

Ｆ

・　　
＜

・ｔ

・ｔ　＋Ｄ
＜

Ｆ

・　　 ｉ          

    

               のとき 



































Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

　　　　　
Ｆ－φ ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ ｉ

ｃ

g

g
1f

                 ·········································· （3.1.1.3） 

ƒ ｃ ƒ ｂ 

g 

g 

1 

1200 

2 

2 

1200 8000 

2 

2 

8000・g 

g 
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800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 










　・ｔ

＋　・ｔＤ
φ ｉ

ｃ＝ 1f   ···································· （3.1.1.4） 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・1φ  

 ·········································· （3.1.1.5） 

また，ƒ ｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂf   ··················································· （3.1.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 



































Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

　　　　　
Ｆ－φ・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ｉ

ｂ

g

g
         2f

 

 ·········································· （3.1.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 










　・ｔ

＋　・ｔＤ
φ ｉ

ｂ＝ 2f   ···································· （3.1.1.8） 

ただし，φ2(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

Ｅ
 ＝0.6・（ｘ）φ
ｘ

2
 

 ·········································· （3.1.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η   ··················································· （3.1.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
η＝1＋ ｉ g

g
  ·············· （3.1.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η   ················································ （3.1.1.12） 

2 

2 

9600・g 

2 

2 
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3.1.2 基礎ボルトの応力評価 

2.2.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓ以下で

あること。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂ以下であるこ

と。 

ƒ ｔｓ＝1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τb ･･･････････････････････････････ （3.1.2.1） 

かつ， 

ƒ ｔｓ≦ƒ ｔｏ ･･････････････････････････････････････････････ （3.1.2.2） 

ただし，ƒ ｔｏ及び ƒ ｓｂは下表による。 

 

 

 

 

許容引張応力 ƒｔｏ 許容せん断応力 ƒｓｂ  

計 算 式 

 

・1.5 
2

Ｆ

 
 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ
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別紙（４） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器に係る確認事項 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の構造強度・耐震性及び機能・性能等に関す

る確認事項を表－1～15に示す。 

 

表－1 確認事項（ろ過処理水受タンク，淡水化処理水受タンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法につ
いて記録を確認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

機能 警報確認 
液位「高高」側※１の信号により警
報が発生することを確認する。 

液位「高高」側※1の信号により
警報が発生すること。 

※１ タンクにより信号名称は異なる。 
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表－2 確認事項（ろ過器，建屋内 RO） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法につ
いて記録を確認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

性能 
運転性能 

確認 
定格容量を通水する。 

定格容量を通水できること。 

処理前後の差圧に異常がない
こと。 
建屋内 RO 処理後の導電率が
40mS/m 以下であること。 
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 表－3 確認事項（SPT 廃液移送ポンプ，SPT 廃液昇圧ポンプ，ろ過処理水移送ポンプ， 

ろ過処理水昇圧ポンプ，CST 移送ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

漏えい 

確認※１ 

運転圧力で耐圧部分からの漏えい
の有無を確認する。 

耐圧部から著しい漏えいがな
いこと。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量を満
足すること。 
また，異音，発煙，異常振動等
がないこと。※１ 

※１ SPT 廃液移送ポンプについては，SPT 内部の水中に設置されており，漏えい確認及び運転性能確

認における異音，発煙，異常振動等の確認が困難であり，対象外とする。 

 

表－4 確認事項（建屋内 RO循環設備主配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径，厚さにつ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 
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表－5 確認事項（建屋内 RO循環設備主配管（耐圧ホース，ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径，厚さにつ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

現場状況を考慮し製造者指定方
法・圧力による漏えい有無を確認
する。※１ 

耐圧部から漏えいがないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

 

 

表－6 確認事項（漏えい検知器，警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
装置の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

機能 
漏えい 

警報確認 

漏えい信号により，警報が作動す
ることを確認する。 

警報が作動すること。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 
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表－7 確認事項（４号機タービン建屋内堰等） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

漏えい 

防止 

寸法確認 主要寸法の記録を確認する。 寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

漏えい 

防止 据付確認 
堰その他の設備の据付位置,据付
状態について確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

 

表－8 確認事項（SPT 受入水タンク接続管台） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径，厚さに
ついて記録を確認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 
漏えい 
確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 
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表－9 確認事項（容器，管の溶接検査）（１／２） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定 

溶接検査 

材料検査 

①ろ過器 
②SPT 廃液移送ポンプ
から淡水化処理水受タ
ンクまでの外径 61mm
以上の鋼管 
③建屋内 RO 出口から
ろ過処理水受タンク入
口までの外径 61mm 以
上の鋼管 
④SPT 受入水タンク接
続管台 

材料が溶接規格等に適
合するものであり，溶
接施工法の母材の区分
に適合することを確認
する。 

材料が溶接規格等に
適合するものであ
り，溶接施工法の母
材の区分に適合する
ものであること。 

開先検査 

①ろ過器 
②SPT 廃液移送ポンプ
から淡水化処理水受タ
ンクまでの外径 61mm
以上の鋼管 
③建屋内 RO 出口から
ろ過処理水受タンク入
口までの外径 61mm 以
上の鋼管 
④SPT 受入水タンク接
続管台 

開先形状等が溶接規格
等に適合するものであ
ることを確認する。 

開先形状等が溶接規
格等に適合するもの
であること。 

溶接作業 

検査 

①ろ過器 
②SPT 廃液移送ポンプ
から淡水化処理水受タ
ンクまでの外径 61mm
以上の鋼管 
③建屋内 RO 出口から
ろ過処理水受タンク入
口までの外径 61mm 以
上の鋼管 
④SPT 受入水タンク接
続管台 

あらかじめ確認された
溶接施工法又は実績の
ある溶接施工法又は管
理されたプロセスを有
する溶接施工法である
ことを確認する。あら
かじめ確認された溶接
士により溶接が行われ
ていることを確認す
る。 

あらかじめ確認され
た溶接施工法および
溶接士により溶接施
工をしていること。 
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表－9 確認事項（容器，管の溶接検査）（２／２） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定 

溶接検査 

非破壊 

試験 

①ろ過器 
②SPT 廃液移送ポンプ
から淡水化処理水受タ
ンクまでの外径 61mm
以上の鋼管 
③建屋内 RO 出口から
ろ過処理水受タンク入
口までの外径 61mm 以
上の鋼管 
④SPT 受入水タンク接
続管台 

溶接部について非破壊

検査を行い，その試験

方法及び結果が溶接規

格等に適合するもので

あることを確認する。 

 

溶接部について非破

壊検査を行い，その

試験方法及び結果が

溶接規格等に適合 

するものであるこ

と。 

  

機械試験 ①ろ過器 

溶接部を代表する試験
片にて機械試験を行
い，当該試験片の機械
的性質が溶接規格等に
適合しているものであ
ることを確認する。 

溶接部を代表する試
験片にて機械試験を
行い，当該試験片の
機械的性質が溶接規
格等に適合している
ものであること。 

耐圧・ 

漏えい 

検査 

外観検査 

①ろ過器 
②SPT 廃液移送ポンプ
から淡水化処理水受タ
ンクまでの外径 61mm
以上の鋼管 
③建屋内 RO 出口から
ろ過処理水受タンク入
口までの外径 61mm 以
上の鋼管 
④SPT 受入水タンク接
続管台 

検査圧力で保持した
後，検査圧力に耐えて
いることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧
部分からの漏えいの有
無を確認する。 

検査圧力で保持した
後，検査圧力に耐え
ていること。 
耐圧確認終了後，耐
圧部分からの漏えい
の有無及び外観上，
傷・へこみ・変形等
の異常がないこと。 
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表－10 確認事項（建屋内 RO濃縮水受タンク，増設 RO濃縮水受タンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料確認 
※１ 

使用材料を記録により確認する。 実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
※１ 

主要寸法（板厚，内径または外
径，高さ）を記録により確認す
る。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 タンク本体の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

組立状態及び据付状態を確認す
る。 

組立状態及び据付状態に異常がな
いこと。 

タンク基礎の不陸について確認
する。 

不陸がないこと。 

耐圧・ 
漏えい 
確認※１ 

タンク運用水位以上に水を張
り，耐圧部からの漏えいが無い
事を確認する。 

各部からの漏えいおよび水位の低
下がないこと。 

地盤支持
力確認 

支持力試験にてタンク基礎の地
盤支持力を確認する。※２ 

必要な支持力を有していること。 

機能・性 
能 

監視確認 
水位計について，免震重要棟集
中監視室にタンク水位が表示で
きることを確認する。 

免震重要棟集中監視室にタンク水
位が表示できること。 

寸法確認 堰内容量を確認する。 
必要容量に相当する堰内容量があ
ること。 

外観確認 基礎外周堰の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

 ※１：増設 RO 濃縮水受タンクは用途変更して使用するため過去の記録を確認とする 

 ※２：増設 RO 濃縮水受タンクを対象とする 
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表－11 確認事項（建屋内 RO濃縮水移送ポンプ，増設 RO 濃縮水供給ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

外観確認 ポンプの外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

組立状態及び据付状態を確認す
る。 

組立状態及び据付状態に異常がな
いこと。 

ポンプ基礎の不陸について確認
する。 

異常な不陸がないこと。 

漏えい 
確認 

運転圧力で耐圧部分からの漏え
いの有無を確認する。 

耐圧部から著しい漏えいがないこ
と。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量を満足す
ること。 
また，異音，異臭，異常振動等がな
いこと。 
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表－12 確認事項（建屋内 RO濃縮水移送ポンプから増設 RO濃縮水受タンク間の既設鋼管

部分） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

※１ 

使用材料を記録により確認す

る。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

※１ 

外径，厚さについて記録により

確認する。 
実施計画のとおりであること。 

外観確認 

※１ 
配管の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

配管が図面のとおり据付ている

ことを立会いまたは記録により

確認する。 

実施計画のとおり施工・据付されて

いること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

※１ 

最高使用圧力の 1.5 倍で一定時

間保持後，同圧力に耐えている

こと，また，耐圧部からの漏え

いがないことを立会いまたは記

録により確認する。 

最高使用圧力の 1.5 倍に耐え，かつ

構造物の変形等がないこと。また，

耐圧部から漏えいがないこと。 

機能・性

能 
通水確認 

通水ができることを立会いまた

は記録により確認する。 
通水ができること。 

※１：当該鋼管は用途変更して使用するため過去の記録を確認とする 
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表－13 確認事項（追設する関連機器として設置するポリエチレン管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した材料につい
て，製品検査成績書により確認す
る。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法（外
径相当）について，製品検査成績
書により確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
各部の外観について，立会いまた
は記録により確認する。 

有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器が図面のとおり据付ている
ことを立会いまたは記録により
確認する。 

図面のとおり施工・据付ているこ
と。 

耐圧・ 
漏えい 
確認 

最高使用圧力以上で一定時間保
持後，同圧力に耐えていること，
また，耐圧部からの漏えいがな
いことを立会いまたは記録によ
り確認する。 

最高使用圧力に耐え，かつ構造物の
変形等がないこと。また，耐圧部か
ら漏えいがないこと。 

機能・性
能 

通水確認 
通水ができることを立会いまた
は記録により確認する。 

通水ができること。 
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表－14 確認事項（建屋内 RO濃縮水移送ポンプから増設 RO濃縮水受タンク間の 

既設鋼管部分の溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定 

溶接 
検査 
※１ 

材料検査 

建屋内 RO 出口から
8.5m盤 SPT受入水移送
ポンプ出口ライン合流 

材料が溶接規格等に適
合するものであり，溶
接施工法の母材の区分
に適合することを確認
する。 

材料が溶接規格等に適合
するものであり，溶接施
工法の母材の区分に適合
するものであること。 

開先検査 
開先形状等が溶接規格
等に適合するものであ
ることを確認する。 

開先形状等が溶接規格等
に適合するものであるこ
と。 

溶接作業 
検査 

あらかじめ確認された
溶接施工法又は実績の
ある溶接施工法又は管
理されたプロセスを有
する溶接施工法である
ことを確認する。あら
かじめ確認された溶接
士により溶接が行われ
ていることを確認す
る。 

あらかじめ確認された溶
接施工法および溶接士に
より溶接施工をしている
こと。 

非破壊 
試験 

溶接部について非破壊

検査を行い，その試験

方法及び結果が溶接規

格等に適合するもので

あることを確認する。 
 

溶接部について非破壊検

査を行い，その試験方法

及び結果が溶接規格等に

適合するものであるこ

と。 

耐圧・ 
漏えい 
検査 

最高使用圧力の 1.5 倍
で一定時間保持後，同
圧力に耐えているこ
と，また，耐圧部から
の漏えいがないことを
立会いまたは記録によ
り確認する。 

最高使用圧力の 1.5 倍で
一定時間保持後，同圧力
に耐えている事。耐圧確
認終了後，耐圧部分から
の漏えいがないこと。 

外観検査 

耐圧・漏えい検査後外
観上，傷・へこみ・変
形等の異常がないこと
を確認する。 

外観上，傷・へこみ・変
形等の異常がないこと。 

※１：当該鋼管は用途変更して使用するため過去の記録を確認とする 
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表－15 確認事項（増設 RO 濃縮水受タンクの溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定 

溶接 
検査 
※１ 

材料検査 

①増設 RO 濃縮水受タ
ンク 

使用する材料が，溶接
規格等に適合するもの
であり，溶接施工法の
母材の区分に適合する
ものとする。 

使用する材料が溶接
規格等に適合するも
のであり，溶接施工
法の母材の区分に適
合するものであるこ
と。 

開先検査 
開先形状等が溶接規格
等に適合するものであ
ることを確認する。 

開先形状等が溶接規
格等に適合するもの
であること。 

溶接作業 
検査 

あらかじめ確認された
溶接施工法又は実績の
ある溶接施工法又は管
理されたプロセスを有
する溶接施工法である
ことを確認する。あら
かじめ確認された溶接
士により溶接が行われ
ていることを確認す
る。 

あらかじめ確認され
た溶接施工法および
溶接士により溶接施
工をしていること。 

非破壊 
試験 

溶接部について非破壊

検査を行い，その試験

方法及び結果が溶接規

格等に適合するもので

あることを確認する。 
 

溶接部について非破

壊検査を行い，その

試験方法及び結果が

溶接規格等に適合 

するものであるこ

と。 

耐圧・ 
漏えい 
検査 

検査圧力で保持した
後，検査圧力に耐えて
いることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧
部分からの漏えいの有
無を確認する。 

検査圧力で保持した
後，検査圧力に耐え
ていること。 
耐圧確認終了後，耐
圧部分からの漏えい
がないこと。 

外観検査 

耐圧・漏えい検査後外
観上，傷・へこみ・変
形等の異常がないこと
を確認する。 

外観上，傷・へこみ・
変形等の異常がない
こと。 

※１：当該機器は用途変更して使用するため過去の記録を確認とする 

 

以上 
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別紙（５） 

 

建屋内 RO循環設備の関連設備における耐震性 

 

汚染水処理設備等のうち建屋内 RO 循環設備の関連設備について，耐震性の評価を行う。

なお，汚染水処理設備等のうち建屋内 RO 循環設備の関連設備とは，サプレッションプール

水サージタンク(B)および建屋内ROで生成される濃縮塩水の移送ルート上の設備のうちSPT

受入水タンクから RO 濃縮水供給ポンプまでの設備とし，具体的には以下に示す。 

追設する関連機器の耐震性については「添付 15別紙（3）建屋内 RO循環設備および追設

する関連機器の構造強度及び耐震性」に記載する。 

 

建屋内 RO循環設備の関連設備 

 ・サプレッションプール水サージタンク(B) （以下、SPT(B)） 

 ・SPT 受入水移送ポンプ 

 ・廃液 RO 供給ポンプ 

 ・RO 濃縮水供給ポンプ 

 ・SPT 受入水タンク 

 ・廃液 RO 供給タンク（35m3，40m3，42m3，110m3） 

 ・RO 濃縮水受タンク 

・淡水化装置（逆浸透膜装置）（RO-3） 

・主要配管（SPT 受入水タンクから RO濃縮水供給ポンプまで） 

 

1. 耐震性評価の基本方針 

建屋内 RO循環設備の関連設備における耐震性評価の基本方針は，添付資料-3「汚染

水処理設備等に関する構造強度及び耐震性等の評価結果」のうち 1.1.2.「耐震性評価

の基本方針」に示すとおり。 

 

2. 耐震性評価 

建屋内 RO 循環設備の関連設備における耐震性評価の確認結果を以下に示す。なお，

SPT(B)は，工事計画認可申請書（57 資庁第 2974 号 昭和 57 年 4 月 20 日認可）におい

て確認を実施している。 

 

2.1 転倒評価 

建屋内 RO循環設備の関連設備のうち以下の設備について，添付資料-3「汚染水処理

設備等に関する構造強度及び耐震性等の評価結果」に示すとおり転倒評価を行い，転

倒しないことを確認した。 

・SPT 受入水移送ポンプ 
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 ・廃液 RO 供給ポンプ 

 ・RO 濃縮水供給ポンプ 

 ・SPT 受入水タンク 

 ・廃液 RO 供給タンク（35m3，40m3，42m3，110m3） 

 ・RO 濃縮水受タンク 

・淡水化装置（逆浸透膜装置）（RO-3） 

 

2.2 角形タンクの応力評価 

建屋内 RO循環設備の関連設備のうち以下の角型タンクについては，汚染水処理設備

等において設置している縦置円筒型タンクに比べてタンク容積に対する高さの比が小

さく横長の形状であるため，地震によって角型タンクに生じる応力が少なく変形が生

じにくい構造であることを確認した。 

・SPT 受入水タンク 

 ・廃液 RO 供給タンク（35m3，40m3，42m3，110m3） 

 ・RO 濃縮水受タンク 

 

2.3 各設備の設置場所における地盤支持力 

   各設備の設置場所における地盤については，表-1 に示すとおり地盤支持力の評価を

行い，地震時において，各設備の鉛直荷重に対して十分な支持力を有していることを

確認した。 

   地盤支持力の許容値は，「社団法人 日本道路協会 道路橋仕方書・同解説Ⅳ下部構

造編」に準拠し，下記の算定式に基づく極限支持力から安全率 2を除して算定する。 

   

（極限支持力の算定式）   

    







 rre1qqccuu SNB

2

1
SkqNSkcN AQ  

     Ｑｕ ： 極限支持力 

     Ａｅ ： 有効載荷面積 

     α,β ： 基礎の形状係数 

     ｋ   ： 根入れ効果に対する割増し係数 

     ｃ   ： 地盤の粘着力 

     Ｎｃ,Ｎｑ,Ｎｒ： 荷重の傾斜を考慮した支持力係数 

     Ｓｃ,Ｓｑ,Ｓｒ： 支持力係数の寸法効果に関する補正係数 

     ｑ   ： 上載荷重（ｑ=γ2Ｄｆ） 

     γ1,γ2： 支持地盤及び根入れ地盤の単位重量 

     Ｄｆ  ： 基礎の有効根入れ深さ 

     Ｂｅ  ： 荷重の偏心を考慮した基礎の有効載荷幅（Ｂｅ=Ｂ-2ｅＢ） 

     Ｂ  ： 基礎幅 

     ｅＢ  ： 荷重の偏心量 

（各設備の鉛直荷重） 
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gmW   

     Ｗ  ： 鉛直荷重 

     ｍ  ： 機器等の質量 

     ｇ  ： 重力加速度 

 

表－１ 各設備の設置場所における地盤支持力の評価結果 

評価対象機器※１ 水平震度 
鉛直荷重

[kN] 

許容支持力

[kN] 

淡水化装置（逆浸透膜装置）（RO-3） 0.3 648 1,885 

SPT 受入水タンク※２ 0.3 1,305 1,548 

廃液 RO 供給タンク（40m3）※３ 0.3 596 2,045 

※１ 同一エリアにて最も裕度の低い機器を記載 

※２ 同一エリアに設置している SPT 受入移送水ポンプは本評価結果に内包される 

※３ 同一エリアに設置している廃液 RO 供給タンク（35m3，42m3，110m3）,廃液 RO 供 

給ポンプ,RO 濃縮水受タンク，RO濃縮水供給ポンプは，本評価結果に内包される 

 

2.4 主要配管の耐震性評価 

建屋内 RO循環設備の関連設備の主要配管のうち，ポリエチレン管については，可撓

性により耐震性を確保している。 

また，淡水化装置（逆浸透膜装置）内の配管・弁モジュールについては，添付資料

-3「汚染水処理設備等に関する構造強度及び耐震性等の評価結果」に示すとおり転倒

評価を行い，転倒しないことを確認した。 

以上 
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別紙（６） 
 

淡水化装置（RO-1A/B，RO-2）の撤去方法について 
 
 淡水化装置（RO-1A/B，RO-2）の廃止に伴い，解体・撤去作業の方法について定める。 
作業にあたっては被ばく量を低減するため，作業エリアのダスト飛散抑制や雰囲気線量

率の低減を図る。また，万が一のダスト濃度上昇に備え，全面マスクを着用して作業を実施

する。ダスト飛散抑制としては，汚染箇所に対する適切な養生，作業エリアの定期的なダス

ト測定，局所排風機の設置等を作業内容に応じて適宜実施する。雰囲気線量率の低減として

は，高線量物に対する遮へい設置を作業内容に応じて適宜実施する。 
 
1. RO 膜及びフィルター 

RO 膜及びフィルターは淡水置換し，エアブローにより水抜きした後，収容容器から抜取

る。その際は養生袋に受けることでダスト及び残水の飛散を抑制する。また，容器抜き取り

時に線量測定を行い，必要に応じて遮へいを行う。抜き取り後はテント内にて養生された状

態で静置し水切りを行ったうえで，腐食しないよう袋養生し，金属製の保管容器に収納し，

一時保管エリアにて一時保管する。 

RO 膜及びフィルターを抜取った後の容器は，養生された状態で静置して水切りを行った

うえで，細断して腐食しないよう袋養生し，金属製の保管容器に収納し，一時保管エリアに

て一時保管する。 

細断はダスト飛散抑制のため，作業ハウスをテント内に設置しフィルター付き局所排風

機による排気を行いながら実施する。水抜き時は監視人を配置のうえ仮設の受けパンとダ

ストおよび残水飛散防止のための養生を設置し，回収した残水はプロセス主建屋へ移送す

る。移送に仮設ホースを使用する場合は漏えい防止策として，仮設ホースの継手部をカム

ロック式とし，さらに番線等で固縛して継手の外れ防止を行う。また，汚染水を取り扱う作

業ではアノラックを着用する。 

表面線量率は 0.1mSv/h 以下と想定しており，表面線量率に応じて定められた瓦礫類の一

時保管エリアにて一時保管する。表面線量率が 0.1mSv/h を超える場合においても，表面線

量率に応じて定められた一時保管エリアにて一時保管する。 

 

2. 急速ろ過塔・ＭＭＦ・タンク類 

急速ろ過塔・マルチメディアフィルター（以下，ＭＭＦ）は，接続配管の切り離し後，塔

内の水抜きを行う。ＭＭＦはそのままでは保管容器に入りきらないため，塔上部よりろ過材

の回収を行った後，塔内を RO 処理水等で洗浄した上で細断して腐食しないよう袋養生し，

金属製の保管容器に収納し，一時保管エリアにて一時保管する。 

タンク類は仮設ポンプ，またはパワープロベスター車を用いて残水の水抜き後，内面に汚
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染が確認された場合は洗浄を行った上で細断して腐食しないよう袋養生し，金属製の保管

容器に収納し，一時保管エリアにて一時保管する。 

細断はダスト飛散抑制のため，作業ハウスをテント内に設置しフィルター付き局所排風

機による排気を行いながら実施する。ろ過材回収時はダストの飛散を抑制するため，作業ハ

ウスおよびグローブボックス、フィルター付き局所排風機を設置する。水抜き時は監視人を

配置のうえ仮設の受けパンとダストおよび残水飛散防止のための養生を設置し，回収した

残水はプロセス主建屋へ移送する。移送に仮設ホースを使用する場合は漏えい防止策とし

て，仮設ホースの継手部をカムロック式とし，さらに番線等で固縛して継手の外れ防止を行

う。また，汚染水を取り扱う作業ではアノラックを着用する。 

表面線量率は 0.1mSv/h 以下と想定しており，表面線量率に応じて定められた瓦礫類の一

時保管エリアにて一時保管する。表面線量率が 0.1mSv/h を超える場合においても，表面線

量率に応じて定められた一時保管エリアにて一時保管する。 

 

3. ポンプ，配管，付属機器 

ポンプ，配管類（弁，ホース含む）は，残水の水抜きを行った上で細断して腐食しないよ

う袋養生し，金属製の保管容器に収納し，一時保管エリアにて一時保管する。 

細断はダストの飛散を抑制するため，養生を行った上で実施する。ポンプの解体・配管の

開放は，隔離処置（弁閉）及び水抜き後に実施する。継続使用する設備との切り離しはフラ

ンジ部とし，開放部を閉止する。 

細断はダスト飛散抑制のため，作業上困難な場合以外はテント内にて，フィルター付き局

所排風機による排気を行いながら実施する。水抜き時は監視人を配置のうえ仮設の受けパ

ンとダストおよび残水飛散防止のための養生を設置し，回収した残水はプロセス主建屋へ

移送する。また，配管類からの残水が想定より多かった場合に備え，受けパンより水を移送

するための仮設タンク，ポンプを準備する。移送に仮設ホースを使用する場合は漏えい防止

策として，仮設ホースの継手部をカムロック式とし，さらに番線等で固縛して継手の外れ防

止を行う。また，汚染水を取り扱う作業ではアノラックを着用する。 

付属機器（ケーブル，計器等）は金属製の保管容器に収納し，一時保管エリアにて一時保

管する。 

表面線量率は 0.1mSv/h 以下と想定しており，表面線量率に応じて定められた瓦礫類の一

時保管エリアにて一時保管する。表面線量率が 0.1mSv/h を超える場合においても，表面線

量率に応じて定められた一時保管エリアにて一時保管する。 
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4. ダスト飛散抑制対策 

解体・撤去作業前に，既設 RO-1,2 テント内の機器表面および床面の清掃を実施し，ダス

トの飛散を抑制する。系統機器内の残水はダスト飛散の抑制・漏えい防止対策を施した手順

にて回収し、プロセス主建屋地下へ移送する。 

解体・撤去作業は極力テント内で行うこととする。テント外の解体対象機器は配管・弁で

あるが，ダスト飛散を抑制する手順にて切り離しを行い，養生した上でテントへ運び込み細

断・保管容器への収納を行う。 

解体・撤去期間中においては，作業実施日は毎日，作業前・作業中・作業後においてテン

ト内外のダスト測定を実施する。作業中の測定についてはダスト濃度上昇が最大になると

予想される作業中(配管切断等)に実施し，テント内外作業管理基準値を超過した場合は一

旦作業を中止し，ダスト飛散元の養生や作業計画の見直しを行う。ダスト測定ポイントにつ

いては各テントにおいて、作業計画時に当日でダスト濃度上昇が最大になると予想される

箇所で実施する。 

テント側面には物品搬出入口を設けるが，搬出入口は作業計画上で必要となる最小サイ

ズとし，開閉可能かつ，閉止時にダストが通過しない構造のカバーを取付け，人が出入りす

る際、物品搬出入する際以外はカバーを閉止する。 

また，物品搬出入時はテント内の作業を中断し，搬出入作業前・作業中・作業後において

テント外のダスト測定を実施する。作業中の測定値について，テント外作業管理基準値を超

過した場合は一旦作業を中止し，ダスト飛散元の養生や作業計画の見直しを行う。 

また，構内の連続ダストモニタにて放射性物質濃度の監視を行う。 

 

5. 汚染拡大防止 

金属製の保管容器は，屋外保管環境下での腐食防止のため，塗装を施した金属材料を使用

する。また，保管容器は，雨水が容易に入り難い構造とする。 

 

6. 瓦礫類発生量 

撤去に伴う瓦礫類は約 240m3発生する見込みである。 



 

Ⅱ-2-5-添 15 別 6-4 

 

7. 淡水化装置（RO-1A/B，RO-2）の撤去に係る確認事項について 

淡水化装置（RO-1A/B，RO-2）の撤去に係る確認事項を表－１に示す。 

 

表－１確認事項 

（淡水化装置（RO-1A/B，RO-2）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

機能 機能確認 
実施計画の通り施工されてい

ることを確認する。 

実施計画の通りであること。 

 

以上 
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参考資料（１） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の具体的な安全確保策 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の漏えい発生防止対策，放射線遮へい対策，環境

条件対策等について具体的な安全確保策を以下の通り定め，実施する。 

 

1. 放射性物質の漏えい防止等に対する考慮 

(1)漏えい発生防止 

ａ．建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の移送配管は，耐食性を有するポリエチレン

管及びライニングを施した鋼管等を使用する。ただし，建屋内 RO の逆浸透膜を連結する

配管は，耐圧ホースとする。耐圧ホースの接続部は，サポート等により配管を固定する

ことで，取合部が外れることがないようにする。 

ｂ．タンク内に設置した水中ポンプとの取合配管は可撓性を有する耐圧ホースとする。 

 ｃ．建屋内 RO循環設備で屋外敷設箇所のうち重機による作業や車両の通行がある箇所につい

て，道路跨ぎ部の配管は地中に設置したトラフ内に敷設することで，車両の通過時に損

傷しないようにする。地上部の配管はトラフ内に敷設することで，外部と接触しないよ

うにする。 

 

(2)漏えい検知・漏えい拡大防止 

ａ．漏えい検知のため，機器（建屋内 RO/タンク/ポンプ/弁ユニット等）を囲う堰内及びト

ラフ内に漏えい検知器を設置する。 

ｂ．漏えい拡大防止のため，SPT 廃液昇圧ポンプ，ろ過器，ろ過処理水受タンク，ろ過処理

水移送ポンプ，ろ過処理水昇圧ポンプ，建屋内 RO，淡水化処理水受タンク，CST 移送ポ

ンプ，建屋内 RO濃縮水受タンク，建屋内 RO 濃縮水移送ポンプ，増設 RO濃縮水受タンク，

増設 RO 濃縮水供給ポンプ及び配管等の付帯設備を囲うように防水塗装を施した堰を設

置する。 

ｃ．漏えい検知による警報を免震重要棟に発報・表示し，運転員が速やかに必要な措置をと

れるようにする。 

ｄ．堰は，機器等に内包する処理水を受けられる容量を確保していることから，漏えいが発

生した場合でも堰内に収まり，堰外へ漏えいすることはない（表－１，３）。 

  屋外に設置する増設 RO 濃縮水受タンクの基礎および堰についての説明はｅ項に記載す

る。 
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表－１ 建屋内 RO循環設備の漏えい拡大防止 堰仕様（設計値） 

対象設備 縦幅(m) 横幅(m) 高さ(m) 容積(m3) 保有水量(m3) 

ＳＰＴ廃液昇圧ポンプ 

ろ過器 

ろ過処理水受タンク 

ろ過処理水移送ポンプ 

ろ過処理水昇圧ポンプ 

建屋内 RO 

淡水化処理水受タンク 

ＣＳＴ移送ポンプ及び配管等

の付帯設備 

約 3.8～ 

約 6.6 m 
約 48 m 約 0.4 m 約 95 m3 約 85 m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 建屋内 RO循環設備の漏えい拡大防止 堰配置図 

 

SPT廃液昇圧ポンプA

CST移送ポンプA

CST移送ポンプB

淡水化処理水受タンクA

淡水化処理水受タンクB

SPT廃液昇圧ポンプB

ろ過器B
建屋内RO
RO-TB

ろ過処理水移送ポンプB

ろ過処理水昇圧ポンプB
ろ過器A

建屋内RO
RO-TA

ろ過処理水移送ポンプA

ろ過処理水昇圧ポンプA

ろ過処理水受タンクB

仕切り板

受けパン

ろ過処理水受タンクA

堰
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表－３ 建屋内 RO濃縮水受タンク堰高さ及び堰内容量 

対象設備 

想定漏えい量  

基礎外周堰

の堰内容量 

（m3） 

（計画値） 

運用水量 

（m3） 

使用不可水量 

（m3） 

基礎外周堰

の堰内面積 

（m2） 

基礎外周堰

の高さ 

（m） 

建屋内 RO 

濃縮水 

受タンク 

① ② ③※1 ④ ⑤※2 

30 0 30.1 68.3 0.44 以上 

※１ ③ = ④ × ⑤ 

※２ ⑤ =（①＋②）／④ 

 

図－２ 建屋内 RO濃縮水受タンクの漏えい拡大防止 堰配置図 

 

ｅ．増設 RO 濃縮水受タンクの基礎及び堰に関する説明書 

(a)タンク基礎の支持力  

ⅰ．評価方法  

タンクの鉛直荷重と極限支持力を比較して評価を行う。支持力の算定式は「社団法人日

本道路協会（2002）：道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」に基づき次式を用いる。 

計算した結果，①タンクの鉛直荷重＜②タンク基礎底面地盤の極限支持力であり，安全性

を有していることを確認する。 
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ⅱ．管理  

地盤改良後，簡易支持力測定器（キャスポル）※により地盤の強度を測定し，上記式によ

り必要な極限支持力を有していることを確認する。  

※ランマー（重鎮）を一定の高さから地盤に自由落下させたときに生ずる衝撃加速度の最

大値と地盤強度特性値と相関させる衝撃加速度法を基本原理とした簡易な測定器。 

 

(b)タンク基礎の不陸  

ⅰ．評価方法  

    タンクの設置高さが，設計高さに対して許容値以内※であることを確認する。  

   ※ 設計高さ±30mm（社内基準値） 

 

ⅱ．管理  

タンク基礎高さ（レベル）を測量し，当該高さが設計高さに対して±30mm 以内であるこ

とを確認する。 

 

(c)増設 RO濃縮水受タンクの堰内容量  

増設 RO 濃縮水受タンクから漏えいが生じた際に，漏えい水の拡大を抑制するための増設

RO 濃縮水受タンクの堰内容量は，機器等に内包する処理水を受けられる容量に，大雨時の作

業等を考慮した余裕高さ（堰高さで 20 ㎝）分の容量との合計とする。増設 RO 濃縮水受タン

クの堰高さ及び堰内容量を表－４に示す。 
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表－４ 増設 RO 濃縮水受タンク堰高さ及び堰内容量 

対象設備 

想定漏えい量  

基礎外周堰

の堰内容量 

（m3） 

（計画値） 

運用水量 

（m3） 

使用不可水量 

（m3） 

基礎外周堰

の堰内面積 

（m2） 

基礎外周堰

の高さ 

（m） 

増設 RO 

濃縮水 

受タンク 

① ② ③※1 ④ ⑤※2 

30 0 43.7 65.2 0.67 以上 

※１ ③ = ④ × ⑤ 

※２ ⑤ =（①＋②）／④＋0.2（余裕分 20cm） 

 

図－３ 増設 RO 濃縮水受タンクの漏えい拡大防止 堰配置図 

 

(3)放射線遮へいに対する考慮 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の機器表面線量は，1mSv/h 以下となるよう適切な

遮へいを設ける。 

 

(4)水素対策 

当該設備は，放射性物質の吸着処理を行うものではなく，長期的な保管も想定される使用済

みの RO 膜等はベント孔を設けた保管容器に収容するため，内部に可燃性ガスが滞留することは

ない。なお，通水時に発生する水素は，系統水とともに排出される。 
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(5)崩壊熱除去 

当該設備は，放射性物質の吸着処理を行うものではないため，保管後の RO膜等の健全性に影

響を与えるものではない。  

 

(6) 敷地境界における実効線量 

a．建屋内 RO 循環設備が敷地境界における実効線量に対して与える影響は，最も近い敷地境

界評価地点 No.7 において約 0.0001mSv/年未満※であり，線量評価上有意な値ではない。 

※ろ過器及び RO 装置の表面線量を運用上の最大値（1mSv/h）とし，本設備に最も近い評価済みの放射性廃

棄物一時保管エリア Nと表面線量率，表面積，距離，コンクリート遮蔽有無を比較することにより，敷地

境界で最大となる評価点への影響を確認した結果。 

 ｂ．追設する関連機器のうち屋外に設置する増設 RO濃縮水受タンクが敷地境界における実効

線量に対して与える影響は，最も近い敷地境界評価地点 No.14 において 1.01×10-4mSv/年

である。 

 

2. 環境条件対策 

(1)腐食 

耐腐食性を有するステンレス，ライニング炭素鋼，ポリエチレン管等を使用する。 

 

(2)熱による劣化 

系統水の温度は，常温であるため熱による劣化の懸念はない（最高使用温度 40℃）。 

 

(3)凍結 

水を内包する配管等は，電気ヒータまたは保温材を設置する。 

 

(4)生物汚染 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器は，滞留水を直接移送するものではなく，処理装

置等を経由した SPT の貯留水を移送していることから，有意な微生物腐食等は発生しないと考

えられる。 

 

(5)耐放射線性 

放射性影響が考えられるポリエチレン管について，内包する流体の照射線量率が十分低いた

め，放射線照射の影響は軽微と考えられる。 

 

(6)紫外線 

屋外敷設箇所のポリエチレン管は，トラフ内に設置または耐紫外線性を有する保温材等で覆

う処置を講ずることで，紫外線による劣化を防止する。 
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(7)長期停止中の措置 

当該設備を長期停止する場合は，必要に応じてフラッシングするとともに，内部の水抜きを

実施し，腐食及び凍結を防止する。 

 

以上 
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参考資料（２） 

 

建屋内 RO循環設備に係る放射性固体廃棄物発生量に関する評価 

 

建屋内 RO循環設備は，ろ過器，逆浸透膜装置を有していることから，放射性固体廃棄物

が発生する。そのため，建屋内 RO循環設備の運用に伴い発生する放射性固体廃棄物発生量

について，以下の計算条件にて評価を行った。 

 

１．計算条件 

・建屋内 RO は，定格処理量（800m3/日）とする。 

・SPT 貯留水の放射能濃度は，平成 25年 11 月時点の測定値とする。 

・廃棄物保管容器の表面線量率は，10mSv/h 未満にする。 

 

２．評価結果 

（１）ろ過フィルタ 

ろ過フィルタは，フィルタ差圧又は放射性物質の蓄積に伴う放射線量に応じて取替を実

施する。いずれも処理済水の水質によるものの，廃棄物保管容器の表面線量率及びろ過フ

ィルタの交換に伴う作業員の被ばく線量を十分抑制できる交換頻度は，約１年程度である

ことから，年間の廃棄物発生量は約 2m3の保管容器１個程度となる。 

 

（２）RO膜 

RO 膜は，RO 膜差圧，放射性物質の蓄積に伴う放射線量又は装置下流の導電率に応じて取

替を実施する。いずれも処理済水の水質によるものの，廃棄物保管容器の表面線量率及び

RO 膜の交換に伴う作業員の被ばく線量を十分抑制できる交換頻度は，約半年程度であるこ

とから，年間の廃棄物発生量は約 2m3の保管容器４個程度となる。 

 

３．保管計画 

建屋内 RO循環設備で発生する固体廃棄物については，容器に収納した上で発電所内の屋

外一時保管エリアにて保管する。 

 

以上 
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参考資料（３） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の配置 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の配置を図－１に示す。 

 

SPT水移送配管

濃縮塩水移送配管

淡水移送配管

既設配管（参考表記）

淡水化装置（2F）

1号機 2号機 3号機 4号機

SPT受入水タンク

#1 CST #2 CST #3 CST

建屋内RO濃縮水受タンク（2F）

建屋内RO濃縮水移送ポンプ（2F）

SPT(B)

※図-1(2/2)へ

 

図－１ 建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の配置概略図（１／２） 
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図－１ 建屋内 RO循環設備および追設する関連機器の配置概略図（２／２） 
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参考資料（４） 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器のスロッシング評価 

 

建屋内 RO循環設備および追設する関連機器のうちタンクについて，地震発生時のタンク

内包水のスロッシング評価を実施した。速度ポテンシャル理論に基づきスロッシング波高

の評価を行った結果，スロッシング時のタンク内の液位がタンク天板に到達しないことを

確認した。 

 スロッシング評価の流れは下記の通り。 

 

・ 速度ポテンシャル理論に基づき，スロッシング固有周期（水面の一次固有周期）

を算出する。 

・ タンク設置エリアの4号機タービン建屋2階における弾性設計用地震動：Sd-1,2,3

に対する速度応答スペクトルから，スロッシング固有周期に応じた速度応答値を

求める。増設 RO 濃縮水受タンクは T.P.33.5m 盤における基準地震動：Ss-1,2,3

に対する速度応答スペクトル（参考資料（５）に記載）から，スロッシング固有

周期に応じた速度応答値を求める。 

・ 速度ポテンシャル理論に基づき，速度応答値からスロッシング波高を算出する。 

・ 運用上の上限液位に対してスロッシング波高を考慮してもタンク高さを超えない

ことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D ： タンク内径 [m] 

H ： タンク液位 [m] 

g ： 重力加速度 [m/s2] 

Ts ： スロッシング固有周期 [s] 

Sv ： 速度応答値 [m/s] 

η ： スロッシング波高 [m] 
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図－１ 速度応答スペクトル（NS方向・減衰 0.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 速度応答スペクトル（EW方向・減衰 0.5％） 
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表－１ 建屋内 RO 循環設備および追設する関連機器のうちタンクのスロッシング評価結果 

機器名称 
スロッシング 

波高［mm］ 

スロッシング時

液位［mm］ 

タンク高さ

［mm］ 

ろ過処理水受タンク 10m3容量 354 3,045 3,500 

淡水化処理水受タンク 10m3容量 361 3,485 3,800 

建屋内 RO濃縮水受タンク 30m3容量 386 5,216 5,250 

増設 RO 濃縮水受タンク 30m3容量 533 4,933 4,982 

 

 

以上 
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参考資料（５） 

 

建屋内 RO循環設備の関連設備におけるスロッシング評価 

 

建屋内 RO循環設備の関連設備のうちタンクについて，地震発生時のタンク内包水のスロ

ッシング評価を実施した。速度ポテンシャル理論に基づきスロッシング波高の評価を行っ

た結果，スロッシング時のタンク内の液位がタンク天板に到達しないことを確認した。 

スロッシング評価の流れは下記の通り。 

 なお，追設する関連機器のスロッシング評価については「添付 15 参考資料（4）建屋内

RO 循環設備および追設する関連機器のスロッシング評価」に記載する。 

 

・ 速度ポテンシャル理論に基づき，スロッシング固有周期（水面の一次固有周期）

を算出する。 

・ タンク設置エリアの T.P.8.5m 盤，T.P.33.5m 盤およびＳＰＴ建屋における基準地

震動：Ss-1,2,3 に対する速度応答スペクトルから，スロッシング固有周期に応じ

た速度応答値を求める。 

・ 速度ポテンシャル理論に基づき，速度応答値からスロッシング波高を算出する。 

・ 運用上の上限液位に対してスロッシング波高を考慮してもタンク高さを超えない

ことを確認する。 

 

 

（円型タンク） 
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g ： 重力加速度 [m/s2] 

Ts ： スロッシング固有周期 [s] 

Sv ： 速度応答値 [m/s] 

η ： スロッシング波高 [m] 
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（角型タンク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ T.P.8.5m 盤 速度応答スペクトル（水平方向・減衰 0.5%） 

L ： タンク幅 [m] 

H ： タンク液位 [m] 

g ： 重力加速度 [m/s2] 

Ts ： スロッシング固有周期 [s] 

Sv ： 速度応答値 [m/s] 

η ： スロッシング波高 [m] 
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図－２ T.P.33.5m 盤 速度応答スペクトル（水平方向・減衰なし） 

図－３ ＳＰＴ建屋 速度応答スペクトル（NS方向・減衰 0.5%） 



Ⅱ-2-5-添 15 参 5-4 

 

図－４ ＳＰＴ建屋 速度応答スペクトル（EW方向・減衰 0.5%） 

 

表－１ 建屋内 RO循環設備の関連設備におけるタンクのスロッシング評価結果 

以上 

機器名称 
スロッシング 

波高［mm］ 

スロッシング時

液位［mm］ 

タンク高さ

［mm］ 

ＳＰＴ（Ｂ） SPT 建屋 円型 742 10,095 11,000 

ＳＰＴ受入水タンク T.P.8.5m 盤 角型 344 2,495 2,560 

ＲＯ濃縮水受タンク T.P.33.5m 盤 角型 384 2,535 2,560 

廃液ＲＯ供給タンク

（35m3） 
T.P.33.5m 盤 角型 405 1,957 2,244 

廃液ＲＯ供給タンク

（42m3） 
T.P.33.5m 盤 角型 443 1,995 2,244 

廃液ＲＯ供給タンク

（40m3） 
T.P.33.5m 盤 角型 374 1,926 2,351 

廃液ＲＯ供給タンク

（110m3） 
T.P.33.5m 盤 角型 314 1,866 2,560 
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添付資料－１６ 

 

滞留水移送装置の設計・確認の方針について 

 

1.設計方針 

1.1 設置の目的 

 滞留水移送装置は，2.5.1.5.1 に示す汚染水処理設備等の設備構成のうち，移送ポンプ及

びこれに付帯する設備を原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋に新たに設置するこ

とにより，建屋水位の制御性及び信頼性を向上させることで，滞留水の建屋外への流出を

防止することを目的に設置する。 

 

1.2 要求される機能 

(1)原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋の滞留水を，プロセス主建屋等へ移送でき

ること。また，上記建屋の水位を制御できること。 

(2)原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋の水位を適切に監視できること。 

 

1.3 設計方針 

(1)設備容量 

原子炉の注水，雨水及び地下水の浸入等により各建屋に発生する滞留水に対して，十

分対処可能な設備容量とする。 

 

(2)長期停止に対する考慮 

滞留水移送装置のうちポンプ，配管，制御用水位計は，故障により設備が長期間停止

することがないように，建屋ごとに２系列設置する。また，電源は，異なる２系統の所

内高圧母線から受電可能な設計とする。 

 

(3)規格・規準 

滞留水移送装置にて設置するポンプ，配管は，設計，材料の選定，製作及び検査につ

いて，発電用原子力設備規格設計・建設規格(JSME)，日本産業規格等※１を適用すること

により信頼性を確保する。 

※１ 「JIS Z 3801 手溶接技術検定における試験方法及び判定基準」，「JIS Z 3841 半

自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準」，「JIS Z 3040 溶接施工方法

の確認試験方法」，「JWWA K 144 水道配水用ポリエチレン管」，「JIS G 3456 高

温配管用炭素鋼鋼管」，「JIS G 3454 圧力配管用炭素鋼鋼管」，「JIS A 8604 工

事用水中ポンプ」 
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(4)放射性物質の漏えい防止 

滞留水移送装置は，液体状の放射性物質の漏えいを防止するため，次の各項を考慮し

た設計とする。 

 

a. 漏えいの発生を防止するため，滞留水移送装置には設置環境や内部流体の性状等

の状況に応じた適切な材料を使用する。また，ポリエチレン管とポリエチレン管

の接続部は，融着構造とすること基本とする。 

b. 液体状の放射性物質が漏えいした場合に備え，屋外の移送配管はトラフ内に設置

するか二重管構造とし，屋内の移送配管のうち鋼管の接続部の周囲には堰等を設

置することで漏えいの拡大を防止する。また，トラフ及び堰等の内部に漏えい検

知器を設置し，漏えいの早期検出が可能な設計とする。 

c. 漏えい検知の警報は，免震重要棟に表示し，異常を確実に運転員に伝え，警報発

生時にはポンプ停止措置がとれるようにする。なお，現場確認の上，誤報と確認

された場合は運転を再開する。 

d. ポンプ立ち上がり部（ポンプ吐出からポリエチレン管接続部）以外で耐圧ホース

を使用する場合には，二重管構造として漏えいの拡大防止を図る。 

 

(5)放射線遮へいに対する考慮 

滞留水移送装置は，放射線業務従事者が接近する必要がある箇所の空間線量率が数

mSv/h 以下となるよう，鋼材または鉛カーテン等により放射線を適切に遮へいする設計

とする。 

 

(6)誤操作の防止に対する考慮 

   滞留水移送装置は，運転員の誤操作，誤判断を防止するために，ポンプの手動操作

等の重要な操作については，ダブルアクションを要する等の設計とする。 

 

(7)移送ポンプ誤動作に対する考慮 

  滞留水移送装置は，故障により誤動作を引き起こさない構成としているが，仮に移送 

ポンプの誤動作が発生した場合でも，次の各項を考慮することで早期検知が可能な設計 

とする。 

 

 ａ．ポンプ起動水位になってもポンプが起動せず，更に水位が上昇した場合，警報が 

発報することで，検知可能な設計とする。 

ｂ．ポンプ停止水位になってもポンプが停止せず，更に水位が低下した場合，警報が 

発報することで，検知可能な設計とする。 
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(8)検査可能性に対する設計上の考慮 

   滞留水移送装置は，適切な方法で検査ができるよう，漏えい検査・通水検査等の検

査が可能な設計とする。 

 

(9)設備保全に対する考慮 

   滞留水移送装置は，機器の重要度に応じた適切な保全が実施可能な設計とする。 

 

(10)監視・操作に対する考慮 

   滞留水移送装置は，免震重要棟において計器の監視，警報発報及び遠隔操作が可能

な設計とする。 

 

(11)凍結に対する考慮 

滞留水を移送している過程では,配管に水が流れているため凍結の恐れはない。滞留

水の移送を停止した場合，屋外に敷設されているポリエチレン管等は，凍結による破

損が懸念されるため，保温材等を取り付けて凍結防止を図る。なお，保温材は，高い

気密性と断熱性を有する硬質ポリウレタン等を使用し，凍結しない十分な厚さを確保

する。 

保温材厚さの設定の際には，JIS A 9501 に基づき，震災以降に凍結事象が発生した

外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃,配管口径 75A 相当に対して保温材厚さ 13mm の条

件において，内部流体が 25％※凍結するまでに十分な時間（12時間程度）があること

を確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程度継続すること

はない。 

  ※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25％以下と推奨 

 

(12)紫外線に対する考慮 

屋外に敷設されているポリエチレン管は，紫外線による劣化を防止するため，紫外

線防止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材又は被覆材を取り付ける。 

 

(13)腐食に対する考慮 

耐圧ホースの材料であるポリ塩化ビニル及び EPDM 合成ゴム，及びポリエチレン管に

ついては耐腐食性に優れていることを確認している。炭素鋼については，長期に渡る

健全性維持のため，ポリエチレンによる内面ライニングを施した配管を使用する。 

 

(14) 生物汚染 

滞留水移送装置の移送ポンプの取水口には，メッシュを設けており，大きな藻等が

ポンプ内に浸入して機器を損傷させるようなことはない。 
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また，滞留水を移送している上では有意な微生物腐食等は発生しないと考えられる。

ただし，異常な速度で腐食が進み漏えいが生じた場合において，微生物腐食が原因で

あると判明すれば，生物汚染を考慮した対策を講じる 

 

 (15)耐放射線性 

滞留水移送装置に使用する耐圧ホースの材質はポリ塩化ビニル及び EPDM 合成ゴムで

ある。ポリ塩化ビニルの放射線照射による影響は,105～106Gy の集積線量において，破

断時の伸びの減少等が確認されている。過去の測定において，２号機タービン建屋の

滞留水表面上の線量当量率が 1Sv/h であったことから，耐圧ホースの照射線量率を

1Gy/h と仮定すると，集積線量が 105Gy に到達する時間は 105時間(11.4 年)と評価され

る。EPDM 合成ゴムの放射線照射による影響は，105Gy まで照射されても有意な材料特性

の変化は確認されていない。耐圧ホースの照射線量率を 1Gy/h と仮定すると，集積線

量が 105Gy に到達する時間は 105時間(11.4 年)と評価される。このため，耐圧ホースは

数年程度の使用では放射線照射の影響により大きく劣化することはないと考えられる。 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gy に達すると，引張強度は低下しないが，破 

断時の伸びが減少する傾向を示す。ポリエチレン管の照射線量率を 1Gy/h と仮定す 

ると，2×105Gy に到達する時間は 2×105 時間（22.8 年）と評価される。そのため， 

ポリエチレン管は数年程度の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えら 

れる。 

 

1.4 主要な機器 

滞留水移送装置は，主に移送ポンプ，移送配管，水位計で構成する。 

なお，水位計については以下の考えに基づき設置する。 

・制御用水位計：設置エリアの水位の確認を行う他，移送ポンプの制御を行う。 

・監視用水位計：設置エリアの水位の確認を行い，局所的な水の滞留を監視する。 

各建屋の滞留水は，移送ポンプにより，プロセス主建屋等に移送することにより水位    

調整を行う。なお，移送については，移送元の各建屋の水位及び移送先の各建屋の水 

位を考慮し実施する。 

 

1.5 自然災害対策等 

(1)津波 

滞留水移送装置は，仮設防潮堤内に設置し，アウターライズ津波による浸水を防止す

る。また，アウターライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大津波警報が出た際は，移

送ポンプを停止し，汚染水の流出を防止する。なお，津波による配管損傷があった場合

でも，移送ポンプを停止することで，汚染水の漏えいは限定的なものとなる。 

 



Ⅱ-2-5-添 16- 5 

 

(2)強風（台風・竜巻） 

滞留水移送装置は，基本的に建屋内に設置し，屋外に配管を設置する場合はトラフを

アンカにより固定するため，強風により損傷の可能性は低い。 

 

(3)豪雨 

滞留水移送装置の屋外配管は，トラフ内に設置するか二重管構造とし，雨水の浸入を

防止する構造とする。雨水が浸入した場合は，漏えい検知の警報が発報し，運転員が適

切な措置をとれるようにする。 

 

(4)火災 

滞留水移送装置は，火災発生防止および火災の影響軽減のため，実用上可能な限り不

燃性または難燃性材料を使用するとともに設備周辺からは可能な限り可燃性を排除す

る。また，初期消火の対応が出来るよう，設備近傍に消火器を設置する。なお，火災

発生は，火災報知器による検知可能な設計とする。 

 

2. 滞留水移送装置の構造強度及び耐震性評価 

2.1 構造強度 

滞留水移送装置の移送配管のうち鋼管およびポリエチレン管は「JSME S NC-1 発電

用原子力設備規格 設計・建設規格」（JSME 規格），日本産業規格（JIS 規格），日本水

道協会規格（JWWA 規格）等に準拠する。耐圧ホースについては，製造者仕様範囲内の

圧力および温度で運用することで構造強度を有すると評価する。 

 

2.2 耐震性 

滞留水移送装置を構成する主要機器のうち，配管類（鋼管）の耐震性を評価するにあ

たっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」等に準拠して構造強度評価を行

う。また，耐圧ホース，ポリエチレン管は，材料の可撓性により耐震性を確保する。 

 

 

別紙 

(1)滞留水移送装置の構造強度及び耐震性について 

(2)滞留水移送装置に係る確認事項について 

以上 
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別紙（１） 

 

滞留水移送装置の構造強度及び耐震性について 

 

滞留水移送装置を構成する設備について，構造強度評価の基本方針及び耐震性評価の基

本方針に基づき構造強度及び耐震性の評価を行う。 

 

1. 基本方針 

1.1 構造強度の基本方針 

滞留水移送装置のうち，鋼材を使用している鋼管については，「JSME S NC-1 発電用

原子力設備規格 設計・建設規格」のクラス３機器に準拠して評価を行う。 

ポリエチレン管は，日本水道協会規格等に準拠したものを適用範囲内で使用すること

で，構造強度を有すると評価する。また，耐圧ホースについては，製造者仕様範囲内の

圧力および温度で運用することで構造強度を有すると評価する。 

 

1.2 耐震性評価の基本方針 

滞留水移送装置を構成する主要機器のうち放射性物質を内包するものは，「発電用原

子炉施設に関する耐震設計審査指針」のＢクラス相当の設備と位置付けられる。鋼管に

ついては，定ピッチスパン法で評価されるサポート間隔とする。 

なお，耐圧ホース，ポリエチレン管は，可撓性により耐震性を確保する。 

 

2. 評価結果 

2.1 構造強度評価 

2.1.1 主配管（鋼管） 

   強度評価箇所を図－１に示す。 

 

 
図－１ 配管概略図（１／１２） 

（1号機 T/B） 

※1A,1B については図－１ 配管概略図（２／１２）参照 

※滞留水移送ポンプ(以下、移送ポンプ) 

※サンプ(A)滞留水移送ポンプ(以下、サンプ(A)内移送ポンプ) 

※サンプ(B)滞留水移送ポンプ(以下、サンプ(B)内移送ポンプ) 
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図－１ 配管概略図（３／１２） 

（1号機 R/B） 

 

図－１ 配管概略図（２／１２） 

（1号機 T/B） 

※1A,1B T/B 床ドレンサンプへポンプを設置したもの 

図－１ 配管概略図（４／１２） 

（2号機 T/B） 
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図－１ 配管概略図（５／１２） 

（2号機 R/B） 

 

図－１ 配管概略図（６／１２） 

（2号機 Rw/B 3 号機 T/B,Rw/B） 

 

※サンプ内移送ポンプについて 

・2 号機 Rw/B は床ドレンサンプ(A)滞留水移送ポンプ 

・3 号機 T/B は床ドレンサンプ滞留水移送ポンプ 

・3 号機 Rw/B は床ドレンサンプ(B)滞留水移送ポンプ 
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図－１ 配管概略図（８／１２） 

（4号機 T/B） 

 

図－１ 配管概略図（７／１２） 

（3号機 R/B） 

 



Ⅱ-2-5-添 16 別 1- 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 配管概略図（９／１２） 

（4号機 R/B,Rw/B） 

 

図－１ 配管概略図（１０／１２） 

（サンプ間移送ライン(2号機 Rw/B 4 号機 R/B,Rw/B）) 

 

※サンプ内移送ポンプについて 

・4 号機 R/B は床ドレンサンプ(B)滞留水移送ポンプ 

・4 号機 Rw/B は床ドレンサンプ(A)滞留水移送ポンプ 

※サンプ間移送ラインについて 

・サンプ(A)→サンプ(B)(4 号機 R/B) 

・サンプ(B)→サンプ(A)(2 号機 Rw/B,4 号機 Rw/B) 
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図－１ 配管概略図（１１／１２） 

（サンプ間移送ライン(3号機 Rw/B）) 

 

図－１ 配管概略図（１２／１２） 

（サンプ間移送ライン(3号機 T/B）) 
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2.1.2 評価方法 

 (1) 管の厚さの評価 

  管の必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

  ａ．内面に圧力を受ける管 

 ｔ：必要厚さ(mm) 

Ｐ：最高使用圧力(MPa) 

 Ｄo：管の外径(mm) 

Ｓ：許容引張応力(MPa) 

 η：継手効率 

 

  ｂ．炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小必要厚さ：ｔr 

   設計・建設規格 PPD-3411(3)の表 PPD-3411-1 より求めた値 

 

2.1.3 評価結果  

  評価結果を表－１に示す。必要厚さを満足しており，十分な構造強度を有していると 

評価している。 

表－１ 配管の評価結果（管厚） 

No. 
外径 

(mm) 
材料 

最高使用

圧力(MPa) 

最高使用 

温度(℃) 

必要厚さ 

(mm) 

最小厚さ 

(mm) 

① 60.50 STPT410 0.96 40 2.40 4.81 

② 114.30 STPT410 0.96 40 3.40 5.25 

③ 60.50 STPG370  0.96 40 2.40 3.40 

④ 89.10 STPG370 0.96 40 3.00 4.81 

⑤ 114.30 STPG370 0.96 40 3.40 5.25 

 

2.2 耐震性評価 

2.2.1 移送ポンプ 

 移送ポンプは，水中ポンプのため地震により有意な応力は発生しない。 

 

2.2.2 主配管（鋼管） 

配管支持の位置を決定するにあたっては，定ピッチスパン法により適正な支持間隔を確

保する。定められた間隔で支持することにより，地震応力が過大とならないようにする。 

 

 

 

 

 

Ｐ・Ｄo 

2・Ｓ・η＋0.8・Ｐ 
ｔ＝ 
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ａ．評価条件 

 評価条件として配管は，配管軸直角２方向拘束サポートにて支持される両端単純支持の

梁モデル（図－２）とする。 

 

図－２ 等分布荷重 両端単純支持はりモデル 

 

 次に当該設備における主配管（鋼管）について，各種条件を表－２に示す。 

 

表－２ 配管系における各種条件 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管クラス クラス３相当 

耐震クラス B クラス相当(水平震度 0.36) 

設計温度［℃］ 40 

配管材質 STPT410 STPG370 

配管口径 50A 100A 50A 80A 100A 

Sch 80 40 40 

設計圧力

［MPa］ 
0.96 

配管支持間隔

［m］ 
4.5 5.9 4.0 4.9 5.6 
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b．評価方法 

水平方向震度による管軸直角方向の配管応力評価する。 

自重による応力 Sw は，下記の式で示される。 

Z

Lw

Z

M
Sw

8

2
        (1.1)  

ここで      Sw  ：自重による応力   [MPa] 

L  ：支持間隔    [mm] 

M  ：曲げモーメント   [N・mm] 

Z  ：断面係数    [mm3] 

w  ：等分布荷重   [N/mm] 

管軸直角方向の地震による応力 Ss は，自重による応力 Sw の震度倍で下記の式で 

示される。 

SwSs α         (1.2)  

Ss ：地震による応力  [MPa] 

α ：想定震度値   [-] 

また，評価基準値として JEAC4601-2008 に記載の供用応力状態 Cs におけるクラス 

３配管の一次応力制限を用いると，地震評価としては下記の式で示される。 

SySwSpSwSwSpSsSwSpS 0.1)1(  αα   (1.3) 

 

ここで，  S ：内圧，自重，地震による発生応力[MPa] 

Sp ：内圧による応力   [MPa] 

Sy ：設計降伏点    [MPa] 



Ⅱ-2-5-添 16 別 1- 10 

 

c．評価結果 

両端単純支持はりモデルで，自重による応力 Sw が 20 [MPa]以下となる配管サポート 

配置を仮定し，各応力を計算した結果を表－３に示す。表－３より，自重による応力 Sw を

20 [MPa]以下となるようサポート配置を決定することで，配管は十分な強度を有するもの

と評価する。 

 

表－３ 応力評価結果 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管材質 STPT410 STPG370 

配管口径 50A 100A 50A 80A 100A 

Sch 80 40 40 

設計圧力

［MPa］ 
0.96 

内圧，自重，

地震による発

生応力 S［MPa］ 

34 38 35 35 37 

供用状態Csに

おける一次応

力許容値

［MPa］ 

1.0Sy=245 1.0Sy=245 1.0Sy=215 1.0Sy=215 1.0Sy=215 

*参考として、Sクラス相当（水平震度 0.72）の評価を行った場合でも，S=41，45，42，42，

44［MPa］となり，一次許容応力を下回る。 

 

以上 
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別紙（２） 

 

滞留水移送装置に係る確認事項について 

 

滞留水移送装置の構造強度及び機能・性能に関する確認事項を表－１～７に示す。 

 

表－1 確認事項（移送ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態について確認

する。 

実施計画のとおり施工・据付されて

いること。 

漏えい 

確認※２ 
－ － 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２ 建屋滞留水移送ポンプについては，建屋地下の滞留水中に設置されており，漏えい確認が困難

である。従って,性能確認での通水確認の判定基準を満足することをもって，漏えい確認の代替

とする。 
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表－2 確認事項（主配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料について 

記録を確認する。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径，厚さについて記

録を確認する。 
実施計画のとおりであること。 

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認※1 配管の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・据付 

されていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認※1 

最高使用圧力の１．５倍の水圧で保持し

た後，同圧力に耐えていることを確認す

る。 

耐圧確認終了後，耐圧部分からの漏えい

の有無も確認する。 

最高使用圧力の１．５倍の水圧に耐

え，かつ構造物の変形等がないこと。 

また，耐圧部から漏えいがないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

 

表－3 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料について 

記録を確認する。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径について記録を

確認する。 
実施計画のとおりであること。 

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 配管の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・据付 

されていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

最高使用圧力以上の水圧に耐え，漏えい

がないことを確認する。 

耐圧検査：検査圧力に耐え，かつ，

異常のないこと。 

漏えい検査：耐圧部からの漏えいが

ないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 
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表－4 確認事項（主配管（耐圧ホース）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料について 

記録を確認する。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径について記録を 

確認する。 
実施計画のとおりであること。 

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認※1 配管の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・据付 

されていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認※1 

最高使用圧力の１．５倍の水圧で保持し

た後，同圧力に耐えていることを確認す

る。 

耐圧確認終了後，耐圧部分からの漏えい

の有無も確認する。 

最高使用圧力の１．５倍の水圧に耐

え，かつ異常のないこと。 

また，耐圧部から漏えいがないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

 

表－5 確認事項（滞留水移送装置（各追設設備（移送配管、移送ポンプ））） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

性能 
通水・ 

流量確認 

①追設した各ポンプからプロセス主建屋

までのラインを構成し，ポンプを起動し通

水できること。 
12m3/h 以上の容量を通水できるこ

と。 

移送先（プロセス主建屋）において

通水ができていること。 

サンプ間においても通水ができてい

ること。 

②追設した各ポンプからプロセス主建屋

までのラインを構成し，ポンプを起動し通

水できることをポンプ性能検査記録，配管

内部確認記録等により，確認する。※１ 

※１ ②は検査のため汚染水を増加させる可能性がある場合に適用する。 
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表－6 確認事項（漏えい検出装置及び自動警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 装置の据付位置を確認する。 実施計画のとおりであること。 

機能 
漏えい 

警報確認※1 

「漏えい」※2の信号により，警報が

発生することを確認する。 

「漏えい」※2の信号により，警報 

が発生すること。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２ 漏えい検知器により信号名称は異なる。 

 

 

表－7 確認事項（水位計） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造 

強度 

外観確認※1 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認※1 装置の据付位置を確認する。 実施計画のとおりであること。 

機能 
監視 

機能確認 

「水位高高」※2 の信号により，警報

が発生することを確認する。 

「水位高高」※2 の信号により，警報

が発生すること。 

「水位差小」※2 の信号により，警報

が発生することを確認する。 

「水位差小」※2 の信号により，警報

が発生すること。 

性能 
性能校正 

確認※1 

校正器を用いて模擬入力を与え，水

位計指示値が正しいことを確認す

る。 

模擬入力に対する水位計指示値が，

許容範囲内であること。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２ 水位計により信号名称は異なる。 

 

 

 

以上 
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セシウム吸着装置におけるストロンチウムの除去について 

 

1. はじめに 

セシウム吸着装置にストロンチウム吸着塔（以下，「Sr 吸着塔」という）を装荷し，汚染

水に含まれる放射性のストロンチウムを除去することで，汚染水のリスク低減を図る。 

Sr 吸着塔は，「2.37 モバイル型ストロンチウム除去装置等」のストロンチウム吸着塔と

同一仕様とし，セシウム吸着装置の吸着塔スキッド間を接続する配管（以下，Cs/Sr 同時吸

着用配管）を新たに設置して，従来のセシウム吸着塔（以下，「Cs 吸着塔」という），Sr 吸

着塔の 2段階で放射性のセシウム，ストロンチウムを除去する。 

 

2. 基本設計 

2.1 設計方針 

(1) 処理能力 

Sr 吸着塔は，汚染水に含まれるストロンチウムの濃度を低減する能力を有するものとす

る。 

(2) 構造 

Sr 吸着塔は，吸着材をステンレス鋼製の容器に充填し，外側に炭素鋼遮へい容器を設け

た構造とする。 

(3) 規格・基準等 

Sr 吸着塔及び Cs/Sr 同時吸着用配管は，設計，材料の選定，製作及び検査について原則

として適切と認められる規格及び基準によるものとする。 

(4) 放射性物質の漏えい防止及び管理されない放出の防止 

a. Sr 吸着塔及び Cs/Sr 同時吸着用配管は，液体状の放射性物質の漏えい防止及び所

外への管理されない放出を防止するため，設置環境や内部流体の性状等に応じた適

切な材料を使用する。 

b. Cs/Sr 同時吸着用配管のフランジ部にパン等を設置し，漏えい水を既設のパイプチ

ェース内に導き，漏えい検知器により漏えいを検知できる設計とする。 

(5) 放射線遮へいに対する考慮 

Sr 吸着塔は，放射線作業従事者の線量を低減する観点から，放射線を適切に遮へいする

設計とする。 

(6) 崩壊熱除去に対する考慮 

Sr 吸着塔は，放射性物質の崩壊熱による温度上昇を考慮し，崩壊熱を除去できる設計と

する。 

(7) 可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

Sr 吸着塔は，水の放射性分解により発生する可燃性ガスを排出できる設計とする。 

 

添付資料―１７ 
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3. 主要な機器 

セシウム吸着装置の 4 系列のうち 2 系列に Sr 吸着塔を装荷し，Cs/Sr 同時吸着用配管に

より，汚染水に含まれる放射性のセシウム，ストロンチウムを除去する。 

Sr 吸着塔は，「2.37 モバイル型ストロンチウム除去装置等」のストロンチウム吸着塔と同

一仕様とし，4 塔中 3 塔に通水することにより Sr 濃度を低減する。（図-1，図-2 参照） 

 

3.1 Sr 吸着塔の性能 

Cs吸着塔及びSr吸着塔を用いてセシウム／ストロンチウムを吸着する運転（以下，「Cs/Sr

同時吸着運転」という）の際のストロンチウムに対する除染係数は，セシウム吸着装置出口

において 10～103を設計目標とする。 

なお，ストロンチウムの処理はリスク低減の観点から実施するものであり，セシウム吸着

装置出口の放射能濃度が低減されていることを確認する。 

 

3.2 使用済吸着塔の発生量予測 

a.使用済みの Sr 吸着塔は，取替時に淡水置換及び水抜きを行い，使用済セシウム吸着塔

保管施設（Ⅱ2.5.2.1.2 を参照）のコンクリート製ボックスカルバート内に貯蔵する。 

b.Cs/Sr 同時吸着運転を継続して運転した場合における使用済吸着塔の発生頻度は，Cs 吸

着塔が 4 日に 2 塔，Sr 吸着塔が 4 日に 2 塔と想定している。Cs 吸着塔を用いてセシウ

ムを吸着する運転（以下，「Cs 吸着運転」という）における使用済み吸着塔の発生頻度

が4日に4塔のため，従来の発生頻度から変更はなく，貯蔵に支障をきたすことはない。 

c.現状の汚染水処理はセシウム吸着装置及び第二セシウム吸着装置で処理を行っており，

Cs 吸着運転時と Cs/Sr 同時吸着運転時のセシウム吸着装置の稼働率に変更はなく，

Cs/Sr 同時吸着運転時においても吸着塔の発生量６塔／月程度となる。 

 

 

3.3 具体的な安全確保策 

 

セシウム吸着装置は，高濃度の放射性物質を扱うため，漏えい防止対策，放射線遮へい，

崩壊熱除去，可燃性ガス滞留防止，環境条件等について具体的に安全確保策を以下の通り定

め，実施する。 

(1) 漏えい発生防止等 

a. Sr 吸着塔及び Cs/Sr 同時吸着用配管は，腐食による漏えい発生を防止するため，耐

腐食性を有するステンレス材の使用を基本とする。 

b. セシウム吸着装置は，スキッド毎にパンを設けており，スキッド内部等の漏えい検

知器により，漏えい発見時は免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室（シー

ルド中操）に警報を発し，運転員が停止操作時の必要な措置を講ずる。また，巡視
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点検等で漏えいが無いことを確認している。 

c. Cs/Sr 同時吸着用配管のフランジ部にパン等を設置し，漏えい水をパイプチェース

に既設の漏えい検知器まで導くことで，漏えいを検知する。（図-3 参照） 

d. セシウム吸着装置は，焼却工作建屋内に設置しており，万一漏えいが発生しても，

系外へ流出することはない。 

(2) 放射線遮へい・被ばく低減に対する考慮 

a．Sr 吸着塔は，Cs 吸着塔と同様に炭素鋼製の遮へい容器により遮へいし，スキッド表面

の線量当量率を 4mSv/h 以下とする。 

b．使用済みのセシウム吸着装置の吸着塔は炭素鋼製の遮へい容器及びコンクリート製ボ

ックスカルバートにより，放射線を遮へいする。 
c．滞留水もしくは高濃度の廃水を行う処理装置の配管は，直接，放射線業務従事者が近

づく可能性のある箇所を対象に空間線量当量率が数 mSv/h 以下となるように遮へいを

設置する。 
d．Cs/Sr 同時吸着用配管付近に設置してある弁を操作する際に，表面線量が高線量であ

る場合は，フラッシングをする等して，配管表面線量を下げる対策を実施する。 

(3) 崩壊熱除去 

Sr 吸着塔に吸着した放射性物質の崩壊熱は，処理水を通水することにより除熱する。 

また，使用済みの Sr 吸着塔保管時における吸着塔内部の温度は，主要核種である Sr の

吸着量を 1.7×1014 Bq/塔と設定した場合，約 143℃（ボックスカルバート内）となり，吸着

材の耐熱温度である 200℃に対して十分余裕がある。（別添-1 参照） 

(4)可燃性ガスの滞留防止 

a. 水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，通水時は処理水ととも

に排出される。通水停止時は可燃性ガスが滞留する可能性があるため，ベント管に

設置してあるベント弁を手動で開操作して通気により排出する。 

b. 使用済みの Sr 吸着塔は，可燃性ガスの発生を抑制するため，使用済セシウム吸着

塔仮保管施設において内部の水抜きを実施する。 

c. 使用済みの Sr 吸着塔は，ベント管を空けた状態で貯蔵することにより，可燃性ガ

スを大気に放出する設計とする。 

貯蔵時における Sr 吸着塔の可燃性ガス濃度を評価した結果，約 1.1%であり可燃

限界に達することはない。（別添-2 を参照） 

(5) 環境条件等 

a. 腐食 

 Sr 吸着塔及び Cs/Sr 同時吸着用配管は，耐腐食性を有するステンレス材を用いて

おり，腐食により汚染水が漏えいする懸念はない。 

b. 熱による劣化 

 汚染水の温度は，ほぼ常温のため，金属材料の劣化の懸念はない。 
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c. 凍結 

 汚染水を処理している過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。汚染水

の処理を停止した場合でも，吸着塔及び Cs/Sr 同時吸着用配管は焼却工作建屋内に

設置されており，焼却工作建屋内は過去の実績から氷点下になることはないため，

凍結の懸念はない。 

 また，使用済みの吸着塔は，水抜きを行い貯蔵する。 

d. 生物汚染 

長期保管中，Sr 吸着塔は水抜きされた状態で保管されることから，生物汚染に対

する配慮は必要ない。 

e. 耐放射線性 

Sr 吸着塔は，ステンレス材を用いており，放射線による劣化はない。 

f. 紫外線 

Sr 吸着塔は，ステンレス材を用いており，紫外線による劣化はない。 

 

4. 構造強度及び耐震性 

4.1 構造強度 

Sr 吸着塔は，Cs 吸着塔と同一の評価条件であり，同等の構造強度を確保する。 

Sr 吸着塔は，「ASME Boiler and Pressure Vessel Code」に準拠する。また，Sr 吸着塔

の板厚は，「JSME 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」に準拠することを確認する。 

Cs/Sr 同時吸着用配管は，セシウム吸着装置の配管と同一の運転条件であり，「JSME 発

電用原子力設備規格 設計・建設規格」のクラス 3 配管に準拠する。 

4.2 耐震性 

Sr 吸着塔は，Cs 吸着塔と同一の評価条件であり，同等の耐震性を確保する。 

Cs/Sr 同時吸着用配管は，変位による破壊を防止する構造（定ピッチスパン法による配

管サポート間隔の設定）とする。（別添-3 参照） 

 

5. その他 

5.1 Cs/Sr同時吸着運転時における建屋滞留水の状況 

建屋滞留水水位はT.P.1,564mm前後を維持するように計画しており，セシウム吸着装

置のCs/Sr同時吸着運転（定格流量600m3/日）を継続した場合，滞留水の増加量約

400m3/日（平成26年10月までの実績），炉注量約320m3/日から想定すると，

T.P.2,064mmに到達するまでに約3ヶ月の裕度がある。また，処理装置については，セ

シウム吸着装置以外に，第二セシウム吸着装置，除染装置があり，これら処理装置の

稼働により，建屋滞留水の処理については十分な処理量を有している。なお，セシウ

ム吸着装置がCs/Sr同時吸着運転時において，セシウム吸着装置をCs吸着運転を必要と

する場合に３日以内に切替を行うことにより，第二セシウム吸着装置，除染装置の運
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転が可能と判断されない状態となっても処理に影響を及ぼさない。 

添付資料１７に記載の標高は，震災後の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読替値（-727mm）を用いて，

下式に基づき換算している。 

＜換算式＞T.P.=旧 O.P.-1,436mm 

 

5.2 運転時の留意事項 

Cs/Sr 同時吸着運転と Cs 吸着運転の切替えに際しては，手動弁の操作を伴うこと

から，以下の誤操作防止対策を講じるとともに，切替え操作後の運転に際しては，

通水時の AGH スキッド入口配管表面線量等の測定を実施する。 

a. 切替え操作対象の弁には銘板を設置するとともに，特別な表示を行うことで確

実な識別を行う。 

b. 切替え操作にあたっては，手順書を用いて確実な操作を行うとともに，状態の

確認を行うことで確実な操作を行う。なお，操作対象弁の施錠等の管理を実施す

ることで，作業許可のない操作を防止する。 

5.3 火災対策 

 火災発生を防止するため，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。また，

初期消火のために，近傍に消火器を設置する。なお，火災発生は，巡視点検，監視カメ

ラにより確認できる。Sr 吸着塔は遮へい付きスキッド内にあり燃焼・延焼し難く，また

Cs/Sr 同時吸着用配管はステンレス鋼製であり，燃焼しない。 

さらに避難時における誘導用のために誘導表示を設置する。 

 

 

6. Sr 吸着塔の確認の方針について 

6.1 構造強度及び機能・性能に関する事項 

Cs/Sr 同時吸着用配管，Sr 吸着塔の構造強度及び機能・性能に関する確認事項を表-1に

示す。Sr 吸着塔は，海外からの輸入品につき記録又は立会により確認する。 

 

6.2 溶接部に関する事項 

溶接部に関する確認事項を表-2 に示す。当設備は，海外からの輸入品につき，記録又

は立会により確認する。 

 

7. Sr 吸着塔の主要仕様 

7.1 系統仕様 

(1)ストロンチウム吸着塔 

塔     数   （最大）４塔／系 

使 用 条 件   最高使用圧力：0.97MPa 
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最高使用温度：66℃ 

除染係数(設計目標)  放射性ストロンチウムに対して10～103  

 

7.2 機器仕様 

  (1)ストロンチウム吸着塔 

構     造   縦置き円筒形 

外     径   Φ914.4mm 

上     蓋  ASME SA240 TYPE 316/316L （厚さ50.8mm） 

胴     板  ASME SA240 TYPE 316/316L （厚さ9.5mm） 

下     板  ASME SA240 TYPE 316/316L （厚さ50.8mm） 

 

(2)ストロンチウム吸着塔付属配管 

呼び径      50A相当 

材    質     EPDM合成ゴム 

 

(3)セシウム／ストロンチウム同時吸着用配管 

呼び径／ 厚さ   50A/Sch40 

材    質     SUS316L 

（配管仕様の詳細については，表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様  

セシウム吸着装置入口からセシウム吸着装置出口まで（鋼管）を参照） 
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表-1 確認事項（構造強度及び機能・性能） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度・ 

耐震性 

材料確認 
主な材料について記録を確認

する。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 
寸法が許容範囲内であること。 

外観・据付

確認 

各部の外観を確認する。 

また，据付状態について確認

する。 

※１ 

有意な欠陥がないこと。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，漏え

いの有無を確認する。 

※１ 

確認圧力に耐え，かつ構造物の有意

な変形等がないこと。 

また，耐圧部から著しい漏えいがな

いこと。 

機能・ 

性能 

機能確認 通常運転状態にて流量の確認

を行う。 

流量が出ること・各部から漏えいの

ないこと。 

性能確認 通常運転状態にて系統出口水

の放射濃度を確認する。※２ 

系統出口水の放射能が入口放射濃度

より低減されていること。 

※１ : 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２：ストロンチウム吸着塔通水時に確認する。
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表-2 確認事項（海外製品溶接検査）（ストロンチウム吸着塔） 

確認事項 確認項目 確認内容 ※１ 判定基準 

溶接検査 

材料確認 

溶接に使用する材料が，ASME 規

格等に適合するものであり，溶

接施工法の母材の区分に適合す

ることを記録で確認する。 

使用する材料が，ASME 規格

等に適合するものであり，

溶接施工法の母材の区分に

適合するものであること。 

開先検査 

開先形状等がASME規格等に適合

するものであることを記録で確

認する。 

開先形状等が ASME 規格等

に適合するものであるこ

と。 

溶接作業検査 

ASME 規格等に定められた溶接施

工法により溶接されていること

及び溶接士の資格を有している

ものにより溶接が行われている

ことを記録で確認する。 

ASME 規格等で確認され 

た溶接施工法および溶接士

により溶接施工をしている

こと。 

耐圧・ 

漏えい検査 

検査圧力で保持した後，検査圧

力に耐えていること及び耐圧部

分から漏えいがないことを記録

で確認する。 

検査圧力で保持した後，検

査圧力に耐えていること及

び耐圧部分から漏えいがな

いこと。 

外観検査 

各部の外観を確認する。 

※２ 

外観上，傷・へこみ・変形等

の異常がないこと。 

※１：「表－2 確認事項（海外製品溶接検査）（ストロンチウム吸着塔）」の確認範囲は，「東京電力株式会

社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関する規則」の第 26 条第 4

号に規定する範囲とする。なお，適用する規格等で使用が認められている材料の溶接部に関わる確

認は，適用する規格等の条件に適合していることについて行う。 

※２: 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。
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図-1 セシウム吸着装置のストロンチウム吸着塔外形及び概要図 

 

 

 

図-2 Cs/Sr 同時吸着運転時のセシウム吸着装置の系統概要 
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図-3  Cs/Sr 同時吸着用配管の漏えい検知概要 
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使用済みストロンチウム吸着塔の温度評価について 
 

1.概要 

使用済みのストロンチウム吸着塔を対象に、コンクリート製ボックスカルバート内に抜水状

態で貯蔵される場合の温度評価を行った。吸着塔に吸着した放射性物質による発熱を入熱条件

とし、1 次元の定常温度評価を行い、太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度

上昇を考慮した場合の吸着塔の温度が許容温度以下となることを確認した。 
 

2.吸着塔の温度評価 
2.1 評価方法 

○評価手法：1 次元定常温度評価（評価体系については図ー１を参照、考慮した伝熱機構お

よび使用した熱伝導率等は表―１を参照） 

○温度条件： 

・外気温度：40℃（福島県の過去最高気温 39.1℃（1942 年 8 月 15 日）を切上げ） 

・太陽光による温度上昇：13℃ 

○入熱条件： 

・吸着塔 2 体をボックスカルバートに設置 

・吸着塔発熱量：31.6W/体。 

○放熱条件： 

・ボックスカルバートの側面のうち 1 面からの放熱を考慮し、他のボックスカルバートに

面する 3面からの放熱は考慮しない。 

・上蓋および床からの放熱は考慮しない。 

・通気孔からの放熱は考慮しない。 

・熱輻射による放熱は安全側に考慮しない。 

 

別添―１ 
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図－１ 評価体系の概念図（1 次元定常温度評価モデル）および温度分布（吸着塔） 

※1：自然対流により混合され温度勾配はないものと仮定する。 

 

表－１ 考慮した伝熱機構および温度評価に用いた熱伝導率等（吸着塔） 
 
番号 伝熱箇所 伝熱機構 伝熱距離 熱伝導率等 

① 吸着塔 固体熱伝導 約 448mm 熱伝導率 0.024[W/(m･K)] 

（安全側に空気の熱伝導率と仮

定） 

② 容器（ステンレス鋼） 固体熱伝導 約 10mm 熱伝導率 16[W/(m･K)] 

③ 空気（容器～遮へい体間） 気体熱伝導 約 51mm 熱伝導率 0.024[W/(m･K)] 

④ 遮へい体(炭素鋼、空気) 固体、気体 

熱伝導 

内面から 

炭素鋼約 25mm 

空気約 13mm 

炭素鋼約 51mm 

空気約 13mm 

炭素鋼約 51mm 

空気約 13mm 

炭素鋼約 51mm 

熱伝導率 炭素鋼 43[W/(m･K)] 

     空気 0.024[W/(m･K)] 

(保守的にエアギャップを考慮) 

 

⑤ 遮へい体から空気（遮へい体

～ボックスカルバート間） 

自然対流 ―※1 熱伝達率 約 1.5[W/(m2･K)] 

 

⑥ 空気（遮へい体～ボックスカ

ルバート間）からボックスカ

ルバート 

自然対流 ―※1 熱伝達率 約 1.5[W/(m2･K)] 

（同時に入れる吸着塔の発熱分

の熱流束も考慮） 

⑦ ボックスカルバート（コンク

リート） 

固体熱伝導 約 203mm 熱伝導率 1.3[W/(m･K)] 

（同時に入れる吸着塔の発熱分

の熱流束も考慮） 

⑧ ボックスカルバートから空

気（ボックスカルバート外

側） 

自然対流 ―※1 熱伝達率 約 1.5 [W/(m2･K)] 

（同時に入れる吸着塔の発熱分

の熱流束も考慮） 

※ 1：自然対流による伝熱のため距離に依存しない。 

容器(ステンレス鋼) 

遮へい体(炭素鋼、空気) 

空気（容器～遮へい体間） 
吸着塔 

空気（ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞ

ｰﾄ外側） 

⑧自然対流 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ

（コンクリート） 

⑤自然対流 ⑦固体熱伝導 

①固体熱伝導 
発熱 

④固体、気体熱伝導 
⑥自然対流 

空気（遮へい体～ 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ間） 温度分布 

②固体熱伝導 

③気体熱伝導 

約 130℃ 

※1 

40℃ 

約 45℃ 

約 46℃ 

約 51℃ 
約 51℃ 

約 54℃ 

約 73℃ 
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2.2 評価結果 

評価の結果、コンクリートカルバート内に乾燥状態で貯蔵される場合、吸着材からの発熱に

より吸着塔の温度は約 130℃となった。また、太陽光からの入熱による温度上昇を考慮すると、

約 143℃となり、吸着材の耐熱温度 200℃より低いことから安全上の問題はないと判断する。 
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使用済みストロンチウム吸着塔の水素濃度評価について 
 
1.概要 

使用済みストロンチウム吸着塔を対象に、コンクリート製カルバート内に貯蔵される場合に

発生する水素濃度の評価を行った。水素濃度は約 1.1%となり，水素可燃領域の 4%を下回った

ことから安全上の問題はないとする。 
 
2. 吸着塔の水素濃度評価 
2.1 評価方法 

○評価手法： 
・Sr 吸着塔において，吸着される放射能濃度が最大となる条件での水素発生量を計算する。 
・給気区間と排気区間の水素濃度差による気体密度差により生じる差圧および流動抵抗に

から評価式に基づき煙突効果（自然対流）により流入する空気量を計算する。 
・ 流入空気量と水素発生量の割合から水素濃度を計算する。 

○水素発生条件： 
・水素分子の発生量：約 0.1[L/h] 
 
 

H ：水素発生量[mol/s] 
E ：崩壊熱 31.6[W] 
G ：水素分子発生量 0.0045[個/eV] 
A：アボガドロ数 6.02×1023[個/mol] 
e：エネルギーの単位換算係数 1.60×10－19[J/eV] 

○温度条件： 
・吸気側と排気側の温度差による自然対流については保守的に考慮しない 

○煙突高さ：入口管リングヘッダからベント管上部までの高さ約 40cm 
○流動抵抗： 
・ベント管の上部までの流動抵抗をハーゲン・ポアズイユの式より導出（ベント管の流動

抵抗が支配的であるため、その他の流動抵抗は無視する。） 
○流入空気量： 
・吸気側配管と排気側配管の水素濃度差及び流動抵抗により導出。 

○水素濃度 
・流入空気量と水素の発生量の割合から導出。 

 
 
 

eA
GEH 11

別添―２ 
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図1 評価体系の概念図 
 
2.2 評価結果 

評価の結果、吸着塔内の水素濃度は 1.1%となり，水素可燃領域の 4%を下回ったことから安

全上の問題はないと判断する。 
 

ベント管

給気

排気

出口管

入口管

リングヘッダ 
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セシウム吸着装置のCs/Sr同時吸着用配管における耐震性の評価について 

 
１．概要 
配管支持の位置を決定するにあたっては，定ピッチスパン法により適正な支持間隔を確

保する。定められた間隔で支持することにより，配管系の固有周期を設定し，地震応力が

過大とならないようにする。また集中質量部，曲り部，分岐部に発生する応力は，直管部

における値を上回らないものとする。 

 
２．配管の耐震評価 
（１）設計用地震動 

項目 耐震 

クラス 

適用する地震動等 設計用地震力 

水 平 鉛 直 

機器・配管系 Ｂ 静的震度 

（1.8・Ｃｉ＊1） 

― 設計用地震力は， 

静的地震力とする。 

注記 ＊1：Ｃｉ は，標準せん断力係数を 0.2 とし，建物・構築物の振動特性， 

地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

（２）荷重の組合せと許容限界 
荷重の組合せと許容限界は，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力

編 JEAG4601・補－1984，JEAG4601－1987 及び JEAG4601－1991 追補版）（日本

電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3 年 6 月）

（以下「JEAG4601」という。）及び発電用原子力設備規格（設計・建設規格 JSME S NC1
－2005（2007 年追補版含む））（日本機械学会 2005 年 9 月，2007 年 9 月）（以下「設

計・建設規格」という。）に準拠する。 
 
（3）耐震性評価 

a．評価条件 
評価条件として配管は，配管軸直角 2 方向拘束サポートにて支持される両端単純支持

のはりモデル（図－１）とする。 
 

図－１ 等分布荷重 両端単純支持はりモデル 

 
 

別添―３ 
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次に，当該設備における主配管（鋼管）について，各種条件を表－１に示す。 
 

表－１ 配管系における各種条件 
配管分類 主配管（鋼管） 
配管クラス クラス３相当 
耐震クラス B クラス相当 

設計温度 ［℃］ 66 
配管材質 SUS316L 
配管口径 50A 

Sch 40 
設計圧力 [MPa] 0.97 
配管支持間隔 [m] 2.8 

 
b．評価方法 
水平方向震度による管軸直角方向の配管応力評価する。 

自重による応力 Sw は，下記の式で示される。 

Z
Lw

Z
MSw

8

2

       (1.1)  

ここで      Sw  ：自重による応力   [MPa] 
L  ：支持間隔    [mm] 
M  ：曲げモーメント   [N・mm] 
Z  ：断面係数    [mm3] 
w  ：等分布荷重   [N/mm] 

管軸直角方向の地震による応力 Ss は，自重による応力 Sw の震度倍で下記の式で 
示される。 

SwSs α         (1.2)  
Ss ：地震による応力  [MPa] 
α ：想定震度値    [-] 

また，評価基準値として JEAG4601-2008 に記載の供用応力状態 Cs におけるクラス 
３配管の一次応力制限を用いると，地震評価としては下記の式で示される。 

SySwSpSwSwSpSsSwSpS 0.1)1( αα   (1.3) 
 
ここで，   S ：内圧，自重，地震による発生応力[MPa] 

Sp ：内圧による応力   [MPa] 
Sy ：設計降伏点    [MPa] 
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c．評価結果 
両端単純支持はりモデルで，自重による応力 Sw が 10 [MPa]以下となる配管サポート 

配置を仮定し，各応力を計算した結果を表－２に示す。表－２より，自重による応力 Sw を
10 [MPa]以下となるようサポート配置を決定することで，配管は十分な強度を有するもの

と評価する。 
表－2 応力評価結果 

配管分類 主配管（鋼管） 
配管材質 SUS316L 
配管口径 50A 

Sch 40 
設計圧力 [MPa] 0.97 

内圧，自重，地震による発生応力 
S [MPa] 

19* 

供用状態 Cs における 
一次許容応力 [MPa] 

159 

 

*2.5 添付資料-3 1.2.3(2)d.「表－３ セシウム吸着装置耐震評価結果」において，水

平方向の静的震度 0.36 と 0.57 の耐震評価を実施している。静的震度 0.57 の場合は発

生応力を評価すると S=21[MPa]となり，一次許容応力を下回る。 

 
以上 



 
 

 

 



 
 

 



 
 

 



 
 

 



 
 

 



 
 

 



 
 

 



 
 



 
 

Z
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Z
MSw

8

2
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SySwSpSwSwSpSsSwSpS 0.1)1(
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添付資料－１９ 

 

第二セシウム吸着装置における Cs及び Sr の除去について 

 

1.はじめに 

止水扉等により耐水性を向上している高温焼却炉建屋に設置されている第二セシウム

吸着装置に Cs及び Sr を除去する吸着塔（以下，「同時吸着塔」という）を装荷すること

で，滞留水の移送・貯留時におけるリスクの低減を図る。 

  

2.基本設計 

 2.1 設計方針 

 （1）処理能力 

    同時吸着塔は，滞留水に含まれる Cs 濃度を適切な値に低減する能力を有すること。

また，Srについては，滞留水に含まれる濃度を低減する能力を有すること。 

 （2）構造 

    同時吸着塔は，吸着材をステンレス製の容器に充填し，周囲は鉛等による遮へい

材で覆う構造とする。 

 （3）規格・規準等 

    同時吸着塔は，設計，材料の選定，製作及び検査について，原則として適切と認

められる規格及び規準によるものとする。 

 （4）放射性物質の漏えい及び管理されない放出の防止 

    同時吸着塔は，液体状の放射性物質の漏えいの防止のため，設置環境や内部流体

の性状等に応じた適切な材料を使用する。 

 （5）放射線遮へいに対する考慮 

    同時吸着塔は，放射線業務従事者等の線量を低減する観点から，放射線を適切に

遮へいする設計とする。 

 （6）崩壊熱除去に対する考慮 

    同時吸着塔は，放射性物質の崩壊熱による温度上昇を考慮し，必要に応じて崩壊

熱を除去出来る設計とする。 

 （7）可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

    同時吸着塔は，水の放射線分解により発生する可燃性ガスを適切に排出出来る設

計とする。 
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 2.2 装置概要 

   同時吸着塔は，ステンレス製の容器（吸着材容器）に吸着材を充填し，周囲は鉛等

で遮へいする構造とする。 

また，同時吸着塔には，吸着材容器が従来と同じ円筒形の構造（TYPE-A）のものと，

中空円筒形の構造（TYPE-B1・B2・B3）のものがある。TYPE-A は，吸着材容器の外側の

遮へい容器（二重筒構造）の中に鉛球等を充填する遮へい構造，TYPE-B1 は吸着材容器

の外側を鉛板等で覆う遮へい構造，TYPE-B2・B3 は吸着材容器の外側を，鉛を鋳込んだ

遮へいブロック等で覆う遮蔽構造とする。（図－１参照） 

一部の同時吸着塔は，高性能多核種除去設備で発生した使用済 Cs/Sr 同時吸着塔（吸

着材含む），サブドレン他浄化設備で発生した使用済 Cs/Sr 同時吸着材を再利用して使

用する。 

なお，TYPE-B1・B2・B3 を総称する場合は，TYPE-B と記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１（１／３） 同時吸着塔外形図及び概念図（TYPE-A） 

 

 

 

 
 

吸着材容器 

遮へい体 
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図－１（２／３） 同時吸着塔外形図及び概念図（TYPE-B1・B2） 
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図－１（３／３） 同時吸着塔外形図及び概念図（TYPE-B3） 
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2.3 同時吸着塔の性能 

   同時吸着塔による処理運転時の除染係数は，Cs については従来と同様，適切な値に

低減することが要求される。一方，Sr の除去については，特に除染係数は設定せず，

系統の出口放射能濃度が低減されていることを目標とする。 

同時吸着塔の適用にあたっては，同時吸着塔の性能の低下等に備え，1 系列あたり，

滞留水を同時吸着塔 2塔（以下，「初期装荷の 2塔」という。）及び Cs 吸着塔 2塔に通

水し，Cs除去能力を維持した状態で，同時吸着塔の性能を確認※する。 

また，同時吸着塔は，性能確認により，第二セシウム吸着装置の安定運転に支障が

ないことを確認した上で，塔数を増加させる。 

 

※同時吸着塔の性能確認は，初期装荷の 2 塔の取替まで行う。 

性能確認の方法は，最前段の同時吸着塔の入口／出口の試料を採取し，Cs 濃度を分

析することで実施する。 

初期装荷時に，最前段に装荷する同時吸着塔の性能確認の頻度は週 3回程度とする。

また，初期装荷時に，後段に装荷した同時吸着塔の性能確認の頻度は，上記の性能

確認の結果を踏まえ見直す予定。 

なお，現状の滞留水の水質の場合，Cs吸着塔は 2塔で Cs 除去性能を満足する。 

 

 2.4 使用済吸着塔の貯蔵 

   同時吸着塔は，交換時，ろ過水による水置換・水抜きを行い，使用済セシウム吸着

塔一時保管施設にて貯蔵する。 

第二セシウム吸着装置からの使用済吸着塔の発生量は，年間 48基程度と想定される。

なお，使用済吸着塔保管容量が逼迫する場合には，第二セシウム吸着装置の稼働を優

先し他設備の稼働を制限する。 
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3.構造強度及び耐震性 

3.1 基本方針 

3.1.1 同時吸着塔 構造強度評価の基本方針 

同時吸着塔は，「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令」において，廃

棄物処理設備に相当するクラス 3 機器に準ずるものと位置付けられる。クラス 3 機

器の適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」等（以下，

「JSME 規格」という。）で規定されるが，第二セシウム吸着装置は，国内外の製造メ

ーカーが技術的妥当性を有する規格や製造実績等を参考に設計・製作しており，こ

れまで順調に処理を継続している。 

従って，同時吸着塔は JSME 規格に限定するものではなく，American Society of 

Mechanical Engineers（以下，「ASME 規格」という。）BPVC Sec.Ⅷ，日本産業規格（JIS），

またはこれらと同等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。ま

た，日本産業規格（JIS），国内外の民間規格に適合した工業用品を採用する。  

溶接（溶接施工法および溶接士）は JSME 規格，ASME 規格，日本産業規格（JIS），

および発電用火力設備に関する技術基準を定める省令にて認証された溶接，または

同等の溶接とする。また，JSME 規格で規定される材料の日本産業規格（JIS）年度指

定は，技術的妥当性の範囲において材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 

 

3.1.2 同時吸着塔 耐震性評価の基本方針 

同時吸着塔は，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の Bクラス相当の設

備と位置づけられる。耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設

計技術規程」（以下，「耐震設計技術規程」という。）等に準拠して構造強度評価を行う

ことを基本とするが，評価手法，評価基準について実態にあわせたものを採用する。B

クラス施設に要求される水平震度に対して耐震性を確保できない場合は，その影響に

ついて評価を行う。 

なお，同時吸着塔については，参考として Sクラス相当の評価を行う。 

 

 3.1.3 使用済セシウム吸着塔保管施設 構造強度の基本方針 

   『2.5 汚染水処理設備等 添付資料－３ 2.1.1 構造強度評価の基本方針』に同じ。 

 

 3.1.4 使用済セシウム吸着塔保管施設 耐震評価の基本方針 

『2.5 汚染水処理設備等 添付資料－３ 2.1.2 耐震性評価の基本方針』に同じ。 
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3.2 評価結果 

(1)構造強度評価（同時吸着塔） 

吸着材容器について，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評価の結

果，内圧または外圧に耐えられることを確認した（表－１）。 

 

＜内面に圧力を受ける円筒形の胴の場合＞ 

     

 

P

PDi
t

2.12S 


η
 

 

 

 

   ＜外面に圧力を受ける円筒形の胴の場合＞ 

 

 

4B

3 oPD
t   

 

 

 

  ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合

は t=1.5[mm]以上とする。 

 

表－１ 同時吸着塔 構造強度結果 

 

機器名称 TYPE 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

第二セシウム吸着装置 

同時吸着塔 

TYPE-A 板厚 9.6 12 

TYPE-B1・B2 板厚（外筒胴） 8.1 12.7 

TYPE-B1・B2 板厚（内筒胴） 7.3 12.7 

第二セシウム吸着装置 

同時吸着塔(S32205) 

TYPE-B3 板厚(外筒胴) 5.0 12.7 

TYPE-B3 板厚(内筒胴) 7.2 12.7 

第二セシウム吸着装置 

同時吸着塔(S32750) 

TYPE-B3 板厚(外筒胴) 4.1 12.7 

TYPE-B3 板厚(内筒胴) 7.2 12.7 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

  Di ： 胴の内径             

  P ： 最高使用圧力           

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力           

 η ： 長手継手の効率               

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

  Do ： 胴の外径 

  P ： 最高使用圧力 

B ： 設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 1 から図 20 

までにより求めた値 
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(2)構造強度評価（配管（鋼製）） 

設計・建設規格に基づき板厚評価を実施した。評価の結果，最高使用圧力に耐え

られることを確認した（表－２）。 

 

     

 

P

PDo
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表－２ 同時吸着塔 配管構造強度評価結果 

 

 

 

評価機器 口径 Sch. 材質 
最高使用 

圧力[MPa] 

最高使用 

温度[℃] 
必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

配管① 50A 40 SUS316L 1.37 66 0.39 3.9 

配管② 80A 40 SUS316L 1.37 66 0.57 5.5 

配管③ 50A 40 
ASME SA790 

S32205 
1.37 66 0.22 3.91 

配管④ 80A 40 
ASME SA790 

S32205 
1.37 66 0.33 5.49 

配管⑤ 50A 40 
ASME SA790 

S32750 
1.37 66 0.19 3.91 

配管⑥ 80A 40 
ASME SA790 

S32750 
1.37 66 0.27 5.49 

配管⑦ 50A 40 
ASME SA312 

S31603 
1.37 66 0.40 3.91 

ｔ ： 管の計算上必要な厚さ 

  D0 ： 管の外径             

  P ： 最高使用圧力[MPa]           

Ｓ ： 最高使用温度における 

材料の許容引張応力[MPa]            

 η ： 長手継手の効率               
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(3)耐震性評価（第二セシウム吸着装置） 

同時吸着塔（第二セシウム吸着装置）の耐震性評価は，機器質量及び据付面からの

重心までの距離が大きい TYPE-B により評価する。 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比

較することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメント

は自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表

－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 
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b. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基

礎ボルトの強度が確保されることを確認した（表－３）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：  1)1(
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b

A

F




fn
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An

Cgm




bτ  

 

表－３ 第二セシウム吸着装置 同時吸着塔耐震評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第二セシウム吸着装置 

同時吸着塔 

本体 転倒 
0.36 170 

195 kN･m 
0.41 193 

基礎ボルト 

せん断 
0.36 41 

133 MPa 
0.55 62 

引張 
0.36 <0 － 

MPa 
0.55 56 143 

 

 

m ： 機器質量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 

 

 

H

L

m[kg]

L1
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(4)耐震性評価（使用済セシウム吸着塔一時保管施設） 

同時吸着塔（使用済セシウム吸着塔一時保管施設）の耐震性評価は，機器質量及び

据付面からの重心までの距離が大きい TYPE-B により評価する。 

   a．転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比

較することにより転倒評価を行った。なお，同時吸着塔 10塔と同時吸着塔を格納

する架台 2台（一組）で評価を実施した。 

評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定モーメントより小さ

くなることから，転倒しないことを確認した（表－４）。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

m[kg]

H

L
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b. 滑動評価 

同時吸着塔を格納する架台は，基礎ボルトにて固定していることから基礎ボル

トに作用するせん断荷重と許容せん断荷重を比較することより滑動評価を実施し

た。基礎ボルトの許容せん断荷重は「日本建築学会：各種合成構造設計指針・同

解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」に基づき次式を用いた。評

価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを確認した（表－４）。 

 

 ccSCa

H

EFaq

nCmgq





5.075.0 S3


 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－４ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 同時吸着塔耐震評価結果 

 

 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

 

同時吸着塔＋架台 

転倒 
0.36 2.0×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.3×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 － 
kN 

 0.60 10 77 

 

q ： アンカーボルト一本に作用するせん断荷重 

qa ： アンカーボルト一本当たりの許容せん断荷重 

CH ： 水平方向設計震度 

m ： 機器重量 

g ： 重力加速度 

α ： 機器と床版の摩擦係数 

n ： 機器あたりのアンカーボルト本数 

φS3：短期荷重に対する低減係数 

sca： アンカーボルトの定着部の断面積 

Fc ： コンクリート設計基準強度 

Ec ： コンクリートのヤング率 
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4.同時吸着塔の具体的な安全確保策 

  同時吸着塔は，高濃度の放射性物質を扱うため，漏えい防止対策，放射線遮へい，崩

壊熱除去，可燃性ガス滞留防止，環境条件等について具体的に安全確保策を以下の通り

定め，実施する。 

 

 4.1 放射性物質漏えい防止等に対する考慮 

(1)漏えい発生防止等 

a.同時吸着塔の吸着材容器は，腐食による漏えい発生を防止するために，耐腐食性

を有するステンレス材の使用を基本とする。 

(2)漏えい検知・漏えい拡大防止 

 『2.5 汚染水処理設備等 添付資料－５ 1.1.(2)漏えい検知・漏えい拡大防止』

に同じ。 

 (3)放射線遮へい・被ばく低減に対する考慮 

a.同時吸着塔は，放射線業務従事者の被ばく低減のため，現行の設備と同様に，吸着

塔表面の線量当量率が 4mSv/h 以下となるように遮へいする。 

b.同時吸着塔は，吸着塔交換等の際，放射線業務従事者が近づく可能性があることか

ら，吸着塔表面の線量当量率等の表示により注意喚起することで，放射線業務従事

者の被ばく低減を図る。 

(4)崩壊熱除去 

a. 同時吸着塔に吸着した放射性物質の崩壊熱は，処理水を通水することにより除熱す

る。また，通水がない状態でも崩壊熱による温度上昇は１時間当たり 2℃未満であ

る。 

なお，吸着塔内部の温度は，最も高温となる水を抜いた状態であっても，吸着材及

び構造材料に影響しない範囲で収束する。 
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(5)可燃性ガスの滞留防止 

a.水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，通水時は処理水ととも

に排出される。通水停止後は，吸着塔上部に設けたオートベント弁・ベント管を介

して可燃性ガスを屋外に排出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 系統概略図（オートベント弁の設置箇所） 

 

4.2 環境条件対策 

(1)腐食 

同時吸着塔は，耐腐食性を有するステンレス材を用いており，腐食により滞留水

が漏えいする懸念はない。 

(2)熱による劣化 

滞留水の温度は，ほぼ常温のため，金属材料の劣化の懸念はない。 

(3)凍結 

滞留水を処理している過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。滞留水

の処理を停止した場合でも，同時吸着塔は屋内に設置されていることから，凍結の

懸念はない。 

(4)使用済吸着塔長期保管時の考慮 

    同時吸着塔は耐腐食性を有する材料選定※，漏えい防止措置（水抜き状態での保管），

安全評価（崩壊熱・可燃性ガス・遮へいに係わる解析評価）等により，長期保管を

考慮した設計としている。また，以下の環境条件については，長期保管に影響しな

いことを確認している。 

※同時吸着塔は，耐腐食性を有する材料（ステンレス材）であるが，腐食により損傷が発生する

可能性を低減する観点で，吸着塔内部の滞留水をろ過水で置換し，水抜きした状態で貯蔵す

る。なお，新たな知見が確認された場合には，点検等の必要性について検討する。 
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    a.熱による劣化 

     同時吸着塔はステンレス材を用いており，温度評価の結果を踏まえると，熱に 

よる影響は考えにくい。 

    b.凍結 

     長期保管中，同時吸着塔は水抜きされた状態で保管されることから，凍結に対

する配慮は必要ない。 

    c.生物汚染 

     長期保管中，同時吸着塔は水抜きされた状態で保管されることから，生物汚染

に対する配慮は必要ない。 

    d.耐放射線性 

     同時吸着塔は，ステンレス材を用いており，樹脂系のような放射線による劣化

は考えにくい。 

    e.紫外線 

     同時吸着塔はステンレス材を用いており，樹脂系のような紫外線劣化は考えに

くい。 

    f.可燃性ガスの滞留防止 

     使用済吸着塔は，可燃性ガスの発生抑制のため，内部の水抜きを実施する。ま

た，ベントを開けた状態で保管することにより，可燃性ガスを大気に放出する。 

 

4.3 火災対策 

同時吸着塔は，火災発生を防止するため，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料

を使用する。また，初期消火のために，近傍に消火器を設置し，避難口の表示を設置

する。なお，火災発生は，巡視点検，監視カメラにより確認できる。 
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5.温度評価 

5.1 評価概要 

滞留水の処理に伴い使用済吸着塔が発生する。これらは，水抜き後に使用済セシウ

ム吸着塔一時保管施設に一時的に貯蔵するが，高濃度の放射性物質を内包しているこ

とから崩壊熱による温度上昇を評価し，同時吸着塔の機能への影響について確認を行

う。 

なお，同時吸着塔の温度評価では，保守的に，吸着材容器内部の温度上昇に伴い生

じる，外気と吸着材容器内部の空気の置換を考慮しない。 

 

5.2 評価方法 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設で保管する際の同時吸着塔内部の最高温度につ

いて評価を行う。 

同時吸着塔は使用済セシウム吸着塔一時保管施設では図－３，４に示すように鉛遮

へい体を含む容器として保管される。 

＜TYPE-A＞ 

遮へい容器上下には配管があり，内部空気温度が上昇して対流が発生することで外

気が入口配管から流入し，吸着材容器側面で上昇流となり，出口配管から流出する。

これにより吸着材容器外表面及び遮へい容器内表面は空気の自然通風で除熱される。

また，遮へい容器外表面は空気の自然対流で除熱される。 

同時吸着塔の温度は，セシウム吸着（約 2.1×1015Bq/塔），ストロンチウム吸着（約

1.2×1015Bq/塔）による発熱量，外気温度を 40℃と仮定し，STAR-CD Ver4.08 を用いて

三次元解析により求めた。 

＜TYPE-B1・B2＞ 

TYPE-B1・B2 は，熱伝導率が小さく，吸着塔内の温度が高くなる TYPE-B1 により評価

する。遮へい容器の上下に開口部を設けてあり，遮へい容器下部の中心部はラビリン

ス構造となっている。内部の空気温度が上昇して対流が発生すると，外気は下部開口

部からラビリンス部を経て吸着材容器中空部で上昇流となり，遮へい容器上部の開口

部から流出する。これにより，吸着材容器は空気の自然通風により除熱される。また，

遮へい容器外表面は空気の自然対流で除熱される。 

吸着塔の温度は，セシウム吸着（約 3.8×1015Bq/塔），ストロンチウム吸着（約 2.2

×1015Bq/塔）による発熱量，外気温度を 40℃と仮定し，STAR-CCM+Ver.7.06 を用いて

三次元解析により求めた。 

＜TYPE-B3＞ 

 TYPE-B3 は，TYPE-B1・B2 と同様の構造である。吸着塔の温度は，セシウム吸着（約

3.8×1015Bq/塔），ストロンチウム吸着（約 2.5×1015Bq/塔）による発熱量，外気温度を

40℃と仮定し，STAR-CCM+Ver.12.04 を用いて三次元解析により求めた。 
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5.3 評価結果 

   評価の結果，大気への放熱が定常になる際の同時吸着塔中心部温度は，TYPE-A にお

いて約 470℃，TYPE-B1・B2 において約 340℃，TYPE-B3 において約 320℃，鉛の最高温

度は，TYPE-B1・B2 において約 210℃，TYPE-B3 において約 140℃と評価された。同時

吸着塔内での発熱は吸着材の健全性（吸着材は 600℃程度まで安定）や鉛の遮へい性能

に影響を与えるものではないことを確認した。TYPE-A の評価結果を図－５，TYPE-B の

評価結果を図－６に示す。 
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 図－５ （TYPE-A）三次元解析による 

同時吸着塔の温度分布 

 図－３  （TYPE-A）同時吸着塔 

解析モデル（概念図） 

 図－４  （TYPE-B）同時吸着塔 

     解析モデル（概念図） 

 

鉛遮へい体 

 

温度（℃） 

最高温度 

約 470℃ 
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図－６ （左：TYPE-B1・B2，右：TYPE-B3）三次元解析に

よる同時吸着塔の温度分布 

最高温度 

約 340℃ 

最高温度 

約 320℃ 

鉛遮へい体 

316.53 

 

261.22 

 

205.92 

 

 

150.61 

 

 

95.31 

 

40.00 

温度(℃) 

温度(℃) 
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6.水素評価 

6.1 評価概要 

   使用済吸着塔は，可燃性ガスの発生抑制のため，内部の水抜き後に使用済セシウム

吸着塔一時保管施設に一時的に貯蔵するが，高濃度の放射性物質を内包しており，内

部に残留する湿分等の放射線分解により，可燃性ガスが発生する恐れがあることから，

使用済吸着塔内部の可燃性ガスの濃度を評価し，その濃度が 4%未満であることを確認

する。なお，同時吸着塔の水素評価では，吸着材領域が水で満たされているとし，保

守的に吸着塔内部の温度上昇は考慮しない。 

 

 6.2 評価方法 

吸着塔内の吸着材充填領域から発生した可燃性ガスは，吸着塔上部の空間部に排出

され，空気との混合気体となる。吸着塔は，保管時にベント管と取水側のノズルを開

放し，上部空間の混合気体は空気との密度差により上昇しベント管から排出される。

また，排出された混合気体の体積に応じて，取水側ノズルから空気が流入する（図７

参照）。このときの混合気体の排出と空気の流入量を算出し，吸着塔内の水素濃度を

評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 使用済吸着塔 保管時の概略図（TYPE-A の例） 
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 6.3水素発生量 

水素は，吸着した核種の崩壊エネルギーが容器内に残留する水に吸収され発生する。

水素発生速度H(mol/s)は次式により求めた。 

 

AEGH   

H：水素発生速度 

G：水が100eVのエネルギーを吸収した際に発生する水素分子の個数，0.45 

E：水が吸収するエネルギー：（TYPE-A）     約1.69×1019（100eV/s） 

             （TYPE-B1・B2）約5.14×1019（100eV/s） 

             （TYPE-B3）    約7.13×1019（100eV/s） 

A：アボガドロ数（6.02×1023個/mol） 

 

 6.4 評価結果 

評価の結果，吸着塔の自然換気が定常となる際の可燃性ガスの濃度は，TYPE-A にお

いて約 3.0%，TYPE-B1・B2 において約 3.1%，TYPE-B3 において約 3.6%と評価された。 

   なお，吸着塔内部の温度上昇を考慮した場合（ΔT=15℃），吸着塔内部の可燃性ガス

の濃度は，TYPE-A において約 1.5%，TYPE-B1・B2 において約 1.7%，TYPE-B3 において

約 2.5%と評価された。 
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7.同時吸着塔の確認の方針について 

7.1 構造強度及び機能・性能に関する事項 

同時吸着塔の構造強度及び機能・性能に関する確認事項を表－５に示す。 

7.2 溶接部に関する事項 

溶接部に関する確認事項を表－６に示す。 

なお，海外からの輸入品に関する確認記録には，工程管理表等が含まれる。 

7.3 主配管（鋼管）に関する事項 

 主配管（鋼管）に関する確認項目を表－７に示す。 

7.4 主配管（耐圧ホース）に関する事項 

 主配管（耐圧ホース）に関する確認項目を表－８に示す。 

 

表－５ 構造強度及び機能・性能に関する確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 
・耐震性 

材料確認 使用材料を確認する。 実施計画の通りであること（※1） 

寸法確認 
主要寸法（板厚，内径（または外径））を
確認する。 

実施計画の通りであること（※1） 

外観確認 
据付確認 

吸着塔の外観に有意な欠陥がないことを
確認する。 
吸着塔の据付状態を確認する。 

有意な欠陥がないこと。 
吸着塔の据付状態に異常のないこ
と。 

耐圧・ 
漏えい 
確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力に耐えて
いること，各部からの漏えいのないことを
確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の変
形がないこと。また，各部から漏
えいのないこと。 

機能・ 
性能 

（※2） 

機能確認 通常運転状態にて漏えい試験を行う。 各部から漏えいのないこと。 

性能確認 
通常運転状態にて系統出口水の放射能濃
度を確認する。 

系統出口水の放射能が低減されて
いること。 

（※1）別紙-1 参照 

（※2）外観の確認等により代替する場合がある。 
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表－６ 溶接部に関する確認事項 

確認項目 確認内容（※1） 判定 

材料確認 使用材料を確認する。 

実施計画に記載の材料が使用されている

こと。（※2） 

溶接に使用する材料が，ASME Sec.Ⅷ等に

適合するものであり，溶接施工法の母材の

区分に適合するものであること。 

開先確認 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物の有無を確認する。 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす欠陥，付着

物がないこと。  

開先形状が JSME 規格・ASME 規格等に適合

していることを確認する。 

開先形状が JSME 規格・ASME 規格等に適合

していること。 

溶接作業

確認 

溶接施工法が，確認試験等により，適合性

が確認されたものであることを確認する。 

溶接施工法が，溶接規格第２部に定める溶

接施工法認証標準に基づく確認試験を実

施し合格したもの，または電気事業法に基

づき実施された検査において適合性が確

認されたもの，または溶接施工法認証標準

と同等の施工会社社内認証標準に基づく

確認試験を実施し合格したもの，または

ASME 規格に基づき認定されたものである

こと。 

溶接士は，実機作業が可能となる次のいず

れかの資格を有し，同資格が有効期限内で

あることを確認する。 

・溶接規格第３部に定める溶接士技能認

証標準に基づく有資格者 

・溶接技能認証標準と同等と認められる

JIS の適合性証明書交付受領者 

・溶接技能認証標準と同等の施工会社社

内技能認証標準に基づく有資格者 

・電気事業法に基づき実施された検査に

おいて適合性が確認された有資格者 

・ASME 規格に基づき認定された有資格者 

溶接士は，実機作業が可能となる次のいず

れかの資格を有し，同資格が有効期限内で

あること。 

・溶接規格第３部に定める溶接士技能認

証標準に基づく有資格者 

・溶接技能認証標準と同等と認められる

JIS の適合性証明書交付受領者 

・溶接技能認証標準と同等の施工会社社

内技能認証標準に基づく有資格者 

・電気事業法に基づき実施された検査に

おいて適合性が確認された有資格者 

・ASME 規格に基づき認定された有資格者 

溶接が，適合性を有する溶接施工法によっ

て，溶接士の保有する資格の作業範囲内で

行われていることを確認する。 

溶接が，適合性を有する溶接施工法で行わ

れていること。 

溶接士が保有する資格の作業範囲内で行

われていること。 

非破壊 

確認 

（※4） 

溶接部について非破壊検査を行い，その結

果がJSME規格またはASME規格等に適合す

ることを確認する。 

溶接部の非破壊検査結果が JSME 規格また

は ASME 規格等に適合していること。 

機械確認 

（※4） 

溶接部を代表する試験片にて機械試験を

行い，当該試験片の機械的性質が JSME 規

格等に適合することを確認する。（※3） 

溶接部を代表する試験片の機械試験結果

が，JSME 規格等に適合していること。 

耐圧確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力に耐えて

いること，各部からの漏えいのないことを

確認する。 

また，耐圧確認が困難な箇所については，

代替試験にて確認する。 

耐圧試験に耐え,かつ,漏えいがないこと。 

代替試験については，JSME 規格または

ASME 規格等に適合していること。 

外観確認 
溶接部の外観に異常がないことを確認す

る。 
溶接部の外観に異常がないこと。 
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（※1）海外からの輸入品に関する確認範囲は，「東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の

保安及び特定核燃料物質の防護に関する規則」の第 26 条第 4号に規定する範囲とする。 

なお，適用する規格等で使用が認められている材料の溶接部に関わる確認は，適用する規格等の

条件に適合していることについて行う。 

（※2）別紙-1 参照 

（※3）実機と同じ溶接条件，同仕様の材料で製作した試験片により確認する場合がある。 

（※4）適用する規格等に要求がない場合は確認を省略する。 
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表－７ 確認事項（主配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径，厚さにつ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
※1 

配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 
※1 ※2 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２ 耐圧確認が困難な箇所については代替試験にて確認する。 

 

表－８ 確認事項（主配管（耐圧ホース）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径について
記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
※1 

配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 
※1  

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 
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別紙－１（１／３） 

同時吸着塔の主要仕様 

 

１．塔 数   （最大）5塔／系 

２．使 用 条 件   最高使用圧力：1.37MPa 

            最高使用温度：66℃ 

３．性 能   Cs：系統の出口放射能濃度が 102オーダーBq/cc 以下であること 

            Sr：放射能濃度が低減されていること 

４．主 要 仕 様 

(1) TYPE-A 

項     目 仕     様 

構造 円筒形 

材料 

胴板 SUS316L 

遮へい材 Pb 

付属配管（鋼管） SUS316L 

寸法 

外径 Φ914.4mm 

胴板（厚さ） 12mm 

付属配管（鋼管） 

（呼び径／厚さ） 

50A／Sch.40 

80A／Sch.40（相当材を含む） 

 

(2)TYPE-B1 

項     目 仕     様 

構造 中空円筒形 

材料 

胴板 
ASME SA240 TYPE 316L  

ASME SA312 TYPE 316L 

遮へい材 Pb 

付属配管（鋼管） 
ASME SA312 TYPE 316L 

ASTM A312  TYPE 316L 

寸法 

外径（外筒胴） Φ965.2mm 

内径（内筒胴） Φ330.2mm 

胴板（厚さ） 12.7mm 

付属配管（鋼管） 

（呼び径／厚さ） 

50A／Sch.40S 

80A／Sch.40S 
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別紙－１（２／３） 

(2)TYPE-B2 

項     目 仕     様 

構造 中空円筒形 

材料 

胴板 

ASME SA240 TYPE 316L  

ASME SA312 TYPE 316L 

ASME SA240 UNS S31803 

ASME SA790 UNS S31803 

ASME SA240 UNS S32205 

ASME SA790 UNS S32205 

遮へい材 Pb 

付属配管（鋼管） 

ASME SA312 TYPE 316L 

ASTM A312  TYPE 316L 

ASME SA790 UNS S32205 

ASTM A790  UNS S32205 

ASME SA790 UNS S31803 

ASTM A790  UNS S31803 

寸法 

外径（外筒胴） Φ965.2mm 

内径（内筒胴） Φ330.2mm 

胴板（厚さ） 12.7mm 

付属配管（鋼管） 

（呼び径／厚さ） 

50A／Sch.40S 

80A／Sch.40S 
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別紙－１（３／３） 

(3) TYPE-B3 

項 目 仕 様 

構 造 中空円筒形 

材 料 

胴板 

ASME SA240  S32205 

ASME SA240  S32750 

ASME SA790  S32205 

ASME SA790  S32750 

遮へい材 Pb 

付属配管(鋼管) 
ASME SA790  S32205 

ASME SA790  S32750 

寸 法 

外径(外筒胴) φ965.2mm 

内径(内筒胴) φ330.2mm 

胴板(厚さ) 12.7mm 

付属配管(鋼管) 

(呼び径/厚さ) 

50A／Sch.40 

80A／Sch.40 

 

以上 
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廃止（RO濃縮塩水を移送する配管の追設について） 

 

フランジタンク撤去に伴い本内容を削除 

 

以上 

添付資料―２０ 
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添付資料－２３ 

 

蒸留水タンク，濃縮水受タンク，濃縮処理水タンクの撤去方法について 

 

蒸留水タンク，濃縮水受タンク，濃縮処理水タンクの廃止に伴い，核燃料物質その他の放

射性物質に汚染されている可能性のあるタンクの撤去作業の方法について定める。 

 

蒸留水タンクは，Ｃエリアに設置されている角形タンク（計 3 基）であり，廃止に伴い，

現状の場所で再利用予定の資機材として仮置きする。仮置きにあたり，蒸留水タンクの付

属機器（出入口配管，蒸留水移送ポンプ等）の取り外しを行い，開口部を閉止する。仮置

き場所を図－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 蒸留水タンクの仮置き場所 

 

濃縮水受タンク・濃縮処理水タンクはＣエリアに設置されている角形タンク（計 78 基）で

あり，廃止に伴い撤去し，セシウム吸着塔一時保管施設（第一施設）および廃スラッジ一

時保管施設近隣の仮設ヤードへ移動し，再利用予定の資機材として仮置きする。仮置きに

あたり，濃縮水受タンク・濃縮処理水タンクの付属機器（出入口配管・濃縮水供給ポンプ・

濃縮処理水供給ポンプ等）の取り外しを行い，開口部を閉止する。タンクは汚染拡大防止

策を図った上で撤去し，構内にて仮置きを行う。タンクの仮置き場所を図－２に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 濃縮水受タンク・濃縮処理水タンクの仮置き場所 

蒸発濃縮装置

蒸発濃縮装置

蒸発濃縮装置
逆浸透膜装置

逆浸透膜装置

逆浸透膜装置

蒸発濃縮装置

廃スラッジ
一時保管

施設

セシウム吸着塔一時保管施設（第一施設）

濃縮処理
水タンク仮
置き場所

濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場所

Ｇ１エリアタンク

Ｇ３エリアタンク
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1. 汚染拡大防止策 

(1)  仮置きするタンクは残水確認・移送を実施する。残水移送にあたっては，仮設の

移送ポンプを使用し，移送配管には二重にした耐圧ホースを使用する。ホースと

ホースの接続部は，抜け防止措置を実施の上，水受け内に設置する。また，ホー

スとホースの接続部はタンクエリア堰内に置くこととし，外部への漏えい防止を

図る。移送時には，仮設ポンプ部，ホースとホースの接続部，吐出部に監視員，

および電源部にポンプ操作員を配置し，移送時の異常事態に備える。 

(2)  残水の移送後は，仮置きするタンクの付属機器（出入口配管・濃縮水供給ポンプ・

濃縮処理水供給ポンプ・蒸留水移送ポンプ等）を取り外し，タンク内に残水がな

いことを確認した後に，取り外し部をフランジで閉止する。なお，付属機器の取

り外しの際には，仮設の水受けを設置する。 

 

2. 仮置き時のタンクの管理 

(1) 区画 

タンクの仮置き場所に関係者以外が立ち入らないように，柵等で区画を明示する

とともに，立入制限の表示を行う。 

(2) 線量率測定 

被ばく低減の観点から，仮置き場所の線量当量率を定期的に測定し，作業員への

注意喚起のために測定結果を表示する。 

(3) 巡視，仮置き状態確認 

仮置きタンクの状態を確認するため，定期的に仮置き場所を巡視する。 

 

3. 被ばく低減 

タンクの仮置きに伴ってエリア周辺における作業員の被ばく線量が増加するのを防止す

るために，設置可能な範囲で最大限の距離を取って区画をするとともに，線量率表示に

よる注意喚起を通して被ばく低減を図る。 

なお，今後，敷地内の線量低減が進み，当該エリア周辺における仮置きするタンクから

の線量寄与により目標線量当量率※１を達成できなくなると想定される場合には，適切な

遮へいまたは仮置きタンクの移設等の追加処置により線量低減を図る。 

※１ 「Ⅲ 第三編 3.1.3 敷地内に飛散した放射性物質の拡散防止及び除染による線量低減」参照 

 

4. タンクの付属機器 

蒸留水タンクの仮置き，濃縮水受タンク・濃縮処理水タンクの撤去・仮置きに伴い，タ

ンク付属機器（配管・ポンプ等）が瓦礫類として約 79m3発生する。瓦礫類は，1mSv/h 以

下の表面線量率であり，表面線量率に応じて定められた屋外の一時保管エリアへ搬入す

る。 
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5. 仮置きするタンクによる直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場所および濃縮処理水タンク仮置き場所に仮

置き予定のタンクは，一部ＲＯ濃縮水の汚染を内包していることから，仮置き時におけ

る敷地境界線量に及ぼす影響を評価する。タンク仮置き状態をモデル化して評価した結

果、仮置き場所からの最寄りの敷地境界評価地点における実効線量は以下の通り。 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.7 約 9.7×10-4 

 

6. 仮置きするタンクの安定性について 

(1) 仮置きするタンクの耐震性評価 

仮置きするタンクは， 1 段積みもしくは２段積みし，仮置きする。2 段積みでの仮置き

状態図を図－３に示す。仮置きするタンクは，内部に汚染水がない空の状態であるた

め，耐震Ｃクラスとし，地震による転倒・滑動評価を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ タンクの仮置き状態 

 

① タンクの転倒評価 

ａ.１段積みの場合 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較

することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは

自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した。（表

－１） 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m] = m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m] = m×g×L 

m： 機器質量 

g： 重力加速度 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度 
L 

H 

m 
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ｂ.２段積みの場合 

１段目は，転倒支点の対角線上の１段目と２段目との接点を 2 段目からの転倒作

用点として，地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，

それらを比較することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒

モーメントは自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを

確認した。（表－１） 

２段目も地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それ

らを比較することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モー

メントは自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認

した。（表－１） 

 

○1 段目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2 段目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒モーメント： M1[N・m]＝m1×g×CH×H1＋m2×g×CH×H2 

安定モーメント： M2[N・m]＝m1×g×L1＋m2×g×L2 

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目から１段目に作用するタンク重量 

H1：据付面から１段目の重心までの垂直距離 

H2：据付面から２段目タンク接点 

L1：ベース端部から１段目の重心までの水平距離 

L2：ベース端部から２段目タンク接点 

g ： 重力加速度 

CH： 水平方向設計震度 
L
1
 

L
2
 

H
2
 

H
1
 

m
1
 

m
2
 

地震による転倒モーメント：M1[N・m] = m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m] = m×g×L 

m： 機器質量 

g： 重力加速度 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度 

L 

H 

m 
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表－１ 仮置きタンクの転倒評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平

震度 
算出値 許容値 単位 

仮置きタンク（蒸留水タンク） 本体 転倒 0.24 27 104 kN･m 

仮置きタンク 

（濃縮水受タンク・

濃縮処理水タンク） 

１段積み 本体 転倒 0.24 27 104 kN･m 

２段 

積み 

１段目 本体 転倒 0.24 74 292 kN･m 

２段目 本体 転倒 0.24 27 104 kN･m 

 

② タンクの滑動評価 

 仮置きするタンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，地面と 1 段

目，１段目と２段目の仮置きタンク同士の接触面の摩擦力を比較することにより，

滑動評価を実施した。評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力は接触面の摩

擦力より小さいことから，滑動しないことを確認した。（表－２） 

 

表－２ 仮置きタンクの滑動評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平

震度 
算出値 許容値 

仮置きタンク（蒸留水タンク） 本体 滑動 0.24 0.24 0.4 

仮置きタンク 

（濃縮水受タンク・

濃縮処理水タンク） 

１段積み 本体 滑動 0.24 0.24 0.52 

２段 

積み 

１段目 本体 滑動 0.24 0.24 0.52 

２段目 本体 滑動 0.24 0.24 0.52 

 

(2) 周辺機器への波及的影響について 

仮置きするタンクについて耐震Ｃクラスの地震による転倒，滑動評価を実施して問題

ないことを確認しているが，現状の設置場所から撤去し，仮置き場所に移動させるタ

ンクについては，移動先の濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場所および濃縮

処理水タンク仮置き場所の周辺に，その他の機器が複数設置されていることから，機

器自身の耐震クラスを超える地震によって周辺機器へ及ぼす波及的影響について考慮

する。 

 

① 周辺機器の状況 

濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場所および濃縮処理水タンク仮置き場所

の周辺の機器配置図を図－４に示す。濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場

所および濃縮処理水タンク仮置き場所の近傍には，セシウム吸着塔一時保管施設（第

一施設），セシウム吸着塔一時保管施設（第一施設）クレーン電源ケーブル・電源

盤等が設置されている。 
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仮置きするタンクと周辺機器の状況から，仮置きタンクから最も近距離にあるセシ

ウム吸着塔一時保管施設（第一施設）に対する影響を考慮し，セシウム吸着塔一時

保管施設（第一施設）と同等の耐震クラスでの，仮置きタンクの転倒・滑動評価を

実施する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ タンク仮置き場所周辺図 

 

② 耐震Ｂクラスの地震による耐震性評価 

濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場所および濃縮処理水タンク仮置き場所

に仮置きするタンクに対して，耐震Ｂクラスの地震による耐震性評価を行う。 

 

ａ.転倒評価 

ⅰ.１段積みの場合 

水平方向地震動による転倒評価をした結果，水平方向地震動，タンク自重によ

る転倒および安定モーメントを比較すると，転倒モーメントよりも安定モーメ

ントが大きくなるため，タンクが転倒することはないことを確認した。（表－３） 

 

 

 

 

 

 

 
地震による転倒モーメント：M1[N・m] = m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m] = m×g×L 

m： 機器質量 

g： 重力加速度 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度 

L 

H 

m 

廃スラッジ
一時保管

施設

セシウム吸着塔一時保管施設（第一施設）

ＲＯ濃縮水処理用配管

セシウム吸着塔一時保管施設クレーン電源ケーブル

高濃度滞留
水受タンク
受払配管

タンク水位計
電源・通信ケーブル

ＲＯ濃縮水配管

Ｇ３・Ｇ４エリアタンク堰

Ｇ１タンク土盛

濃縮処理
水タンク仮
置き場所

濃縮水受タンク，濃縮処理水タンク仮置き場所

セシウム吸着塔一時保管施設
クレーン電源盤・操作室 タンクエリア照明用電柱
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ⅱ.２段積みの場合 

１段目は，転倒支点の対角線上の１段目と２段目との接点を 2 段目からの転倒

作用点として，水平方向地震動，タンク自重による転倒および安定モーメント

を比較すると，転倒モーメントよりも安定モーメントが大きくなるため，１段

目のタンクが転倒することはないことを確認した。（表－３） 

２段目も水平方向地震動による転倒評価をした結果，水平方向地震動，タンク

自重による転倒および安定モーメントを比較すると，転倒モーメントよりも安

定モーメントが大きくなるため，タンクが転倒することはないことを確認した。

（表－３） 

 

 

○1 段目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2 段目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒モーメント： M1[N・m]＝m1×g×CH×H1＋m2×g×CH×H2 

安定モーメント： M2[N・m]＝m1×g×L1＋m2×g×L2 

m1：１段目タンク重量 

m2：２段目から１段目に作用するタンク重量 

H1：据付面から１段目の重心までの垂直距離 

H2：据付面から２段目タンク接点 

L1：ベース端部から１段目の重心までの水平距離 

L2：ベース端部から２段目タンク接点 

g ： 重力加速度 

CH： 水平方向設計震度 
L
1
 

L
2
 

H
2
 

H
1
 

m
1
 

m
2
 

地震による転倒モーメント：M1[N・m] = m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m] = m×g×L 

m： 機器質量 

g： 重力加速度 

H： 据付面からの重心までの距離 

L： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH： 水平方向設計震度 

L 

H 

m 
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表－３ 仮置きタンクの転倒評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

仮置きタンク 

（濃縮水受タンク・

濃縮処理水タンク） 

１段積み 本体 転倒 0.36 40 104 kN･m 

２段 

積み 

１段目 本体 転倒 0.36 111 292 kN･m 

２段目 本体 転倒 0.36 40 104 kN･m 

 

ｂ.タンクの滑動評価 

 仮置きするタンクについて地震時の水平荷重によるすべり力に対して，地面と１

段目，１段目と２段目の仮置きタンク同士の接触面の摩擦力を比較することによ

り，滑動評価を実施した。評価の結果，地震時の水平荷重によるすべり力は接触

面の摩擦力より小さいことから，滑動しないことを確認した。（表－４） 

 

表－４ 仮置きタンクの滑動評価結果 

機器名称 
評価 

部位 

評価 

項目 

水平

震度 
算出値 許容値 

仮置きタンク 

（濃縮水受タンク・

濃縮処理水タンク） 

１段積み 本体 滑動 0.36 0.36 0.52 

２段 

積み 

１段目 本体 滑動 0.35 0.36 0.52 

２段目 本体 滑動 0.36 0.36 0.52 

 

7. 自然災害対策等 

(1) 津波 

仮置きするタンクは，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 33m

に仮置きするため，津波の影響は受けない。 

(2) 台風（強風） 

建築基準法施行令及び建設省告示に基づいて評価した風荷重により，仮置き状態

のタンクが台風（強風）により転倒することはないことを確認した。 

(3) 豪雨 

仮置きするタンクは，開口部を閉止して仮置きするため，雨水は内部に浸入しな

い。 

 

 

 

 

 



Ⅱ-2-5-添 23- 9 

 

8. タンク・配管の撤去に係る確認事項について 

タンク・配管の構造強度及び機能に関する確認事項を表－５および表－６に示す。 

 

表－５ 機能の確認事項（タンク・ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

機能 機能確認 タンク・ポンプが実施計画の

通り施工されていることを確

認する。 

実施計画の通りであること。 

 

表－６ 構造強度及び機能の確認事項（配管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 外観・据

付確認 

配管閉止部の外観，据付状態

について確認する。 

実施計画の通りであること。 

 

機能 機能確認 配管が実施計画の通り施工さ

れていることを確認する。 

実施計画の通りであること。 
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添付資料－２４ 

 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設の架台とボックスカルバートについて 

 

1.自然災害対策等 

(1)津波 

本施設は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 28m 以上の場所に設

置する。 

(2)台風・竜巻等 

ボックスカルバートおよび架台は重量物であり，台風・竜巻等の強風によって容易に

動くことはない。 

(3)積雪 

ボックスカルバートは RC 構造であり，架台は鋼製構造物であるので，福島県建築基

準法施行細則に基づく積雪荷重に対する強度は十分高い。 

(4)落雷 

落雷が発生しても，ボックスカルバートおよび架台は，使用済みのセシウム吸着塔等

を静的に保管する施設であり，安全機能に影響を及ぼすことはない。 

(5)火災 

ボックスカルバートおよび架台は鉄筋コンクリートあるいは鋼製構造物からなり，火

災が発生する可能性は低いが，初期消火の対応ができるよう，近傍に消火器を設置す

る。 

 

2. 架台とボックスカルバートに係る確認事項について 

H25.8.14 以降に設計された使用済セシウム吸着塔一時保管施設の架台とボックスカルバ

ートに係る主要な確認事項を表１，２に示す。 
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表１ 架台の確認事項 

確認事項 検査項目 確認内容 判定基準 

構造検査 材料検査 主要材料（上部・下部はり）を品

質記録にて確認する。 

 

機器重量（吸着塔）に耐える部材

が使用されていること。 

 ＢＣＲ２９５／ＳＳ４００ 

寸法検査 吸着塔の保管スペースを品質記

録にて確認する。 

 

保管に際して, 支障をきたさない

スペースが確保されていること。 

 約１５３５mm×約１６００mm 

 約１５１８mm 

（H25.8.13 以前に設計された架

台） 

据付検査 

 

実施計画書記載のとおりに据付

されていることを確認する。 

実施計画のとおり据付されている

こと。 

外観検査 

 

各部の外観（確認可能な範囲）を

確認する。 

有意な欠陥がないこと。 

 

性能検査 容量検査 実施計画書記載のとおりの吸着

塔保管容量を確認する。 

実施計画書記載のとおりの吸着塔

保管容量があること。 

 
表２ ボックスカルバートの確認事項 

確認事項 検査項目 確認内容 判定基準 

構造検査 材料検査 主要構造物（蓋・ボックスカルバ

ート・コンクリート遮蔽版）にお

ける主要材料を品質記録にて確

認する。 

比重：2.3 以上 

寸法検査 主要構造物（蓋・ボックスカルバ

ート・コンクリート遮蔽版）にお

ける主要厚さ寸法を品質記録に

て確認する。 

蓋：約 400mm 

ボックスカルバート：約 203mm 

コンクリート遮蔽版：約 200mm 

 

据付検査 実施計画書記載のとおりに据付

されていることを確認する。 

実施計画のとおり据付されている

こと。 

外観検査 

 

各部の外観（確認可能な範囲）を

確認する。 

有意な欠陥がないこと。 

 

性能検査 容量検査 実施計画書記載のとおりの吸着

塔保管容量を確認する。 

実施計画書記載のとおりの吸着塔

保管容量があること。 

                                 以 上 
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SPT 建屋の構造強度及び耐震性について 

 

1 はじめに 

 サプレッション・プール水サージタンクが設置されている建屋（SPT 建屋）について，

基準地震動 Ss に対し，地下外壁が崩壊しないことを確認する。なお，判定は地下階の耐

震壁が終局限界に至らないことを確認する。 

  

添付資料－２５ 
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2 解析評価方針 

SPT 建屋の耐震安全性評価は，基準地震動 Ss を用いた地震応答解析によることを基本と

し，建物・構築物や地盤の応答性状を適切に表現できるモデルを設定した上で行う。 

解析モデルは，地下階から地上階に設置された機器を含む建屋全域を NS，EW 方向とも多

軸質点系モデルとする。 

地下耐震壁の評価は，地震応答解析により得られた該当部位の最大せん断ひずみが，評価

基準値（4.0×10-3）を超えないことを確認することとする。 

SPT 建屋の地震応答解析の評価手順例を，図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 SPT 建屋の地震応答解析の評価手順例 

  

詳細検討による評価 

地下耐震壁のせん断ひずみの算出 

4.0×10-3 
以下か 

評価終了 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

地震応答解析モデルの設定 

基準地震動 Ss を 
入力地震動として用いた地震応答解析 
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3 解析に用いる入力地震動 

SPT 建屋への入力地震動は，「福島第一原子力発電所 『発電用原子炉施設に関する耐震

設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（原管発官１９第６０３

号 平成２０年３月３１日付け）にて作成した解放基盤表面レベルに想定する基準地震動

Ss を用いることとする。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図 3-1 に示す。この SPT 建屋の解析モデル

に入力する地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルに想定する基準地震動

Ss に対する建屋基礎底面レベルの地盤応答として評価する。また，建屋基礎底面レベルに

おけるせん断力を入力地震動に付加することにより，地盤の切欠き効果を考慮する。 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図 3-2 に

示す。 
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各床レベルの応答波を入力 

表 層 

地表面(G.L.) 
T.P. 8.5m 

支持層 

解放基盤面の深さ 
206.0m 

解放基盤表面 

G.L.－206m 
（震災前 O.P.-196m） 

基準地震動 2E 

切欠き力 

反
射
波
Ｆ 

入
射
波
Ｅ 

建屋底面位置 

G.L.－8.8m 
 

一次元波動論による応答計算 

建屋底面位置 

建屋モデル 

側面ばね 

底面ばね 

地表面(G.L.) 

図 3-1 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

 添付資料 25 に記載の標高は，震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から 
T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。 
＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm 
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（Ss-1H） 

 

 

（Ss-2H） 

 

 

（Ss-3H） 

 

図 3-2 解放基盤表面位置における地震動の加速度時刻歴波形（水平方向） 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80
-800

-400

0

400

800

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s2

)
最大加速度振幅　450 cm/s 2

0 10 20 30 40 50 60 70 80
-800

-400

0

400

800

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

最大加速度振幅　600 cm/s 2

0 10 20 30 40 50 60 70 80
-800

-400

0

400

800

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

最大加速度振幅　450 cm/s 2

最大加速度振幅 450cm/s2 

最大加速度振幅 600cm/s2 

最大加速度振幅 450cm/s2 



Ⅱ-2-5-添 25-6 

 
 

4 地震応答解析モデル 

基準地震動 Ss に対する SPT 建屋の地震応答解析は，「3 解析に用いる入力地震動」で

算定した入力地震動を用いた動的解析による。 

地震応答解析モデルは，図 4-1 及び図 4-2 に示すように，建屋を曲げ変形とせん断変形

をする質点系とし，地盤を等価なばねで評価した建屋－地盤連成系モデルとする。建屋－

地盤連成系としての効果は地盤ばね及び入力地震動によって評価される。解析に用いるコ

ンクリートの物性値を表 4-1 に，建屋解析モデルの諸元を表 4-2 に示す。 

地盤定数は，水平成層地盤と仮定し，地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定めた。

解析に用いた地盤定数を表 4-3 に示す。 

解析モデルにおいて，基礎底面地盤ばねについては，｢JEAG 4601-1991｣に示された手法

を参考にして，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づいて，スウェイ及

びロッキングばね定数を近似的に評価する。また，埋込部分の建屋側面地盤ばねについて

は，建屋側面位置の地盤定数を用いて，水平及び回転ばねを「JEAG 4601-1991」により

NOVAK ばねに基づいて近似法により評価する。 

地盤ばねは振動数に依存した複素剛性として得られるが，図 4-3 に示すようにばね定数

（Kc）として実部の静的な値を，また，減衰係数（Cc）として建屋－地盤連成系の 1次固

有振動数に対応する虚部の値と原点を結ぶ直線の傾きを採用することにより近似する。 
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図 4-1 SPT 建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 SPT 建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 

曲げ・せん断剛性考慮 
側面地盤ばね 

（水平・回転） 

底面地盤ばね 
（水平・回転） 

質点 

1 2 3 

4 5 6 

7 

8 
9 

K5 

K6 

K3 

K4 

K2 

K1 

K8 

K7 
K9 K10 

K11 
K12 

底面地盤ばね 
（水平・回転） 

曲げ・せん断剛性考慮 
質点 

側面地盤ばね 
（水平・回転） 2 1 

4 3 

5 

6 
7 

K1 

K2 

K3 

K4 

K5 
K6 

K8 
K7 

K9 K10 
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表 4-1 地震応答解析に用いる物性値 

コンク

リート 

強度 

Ｆｃ 

(Ｎ/mm２) 

ヤング係数 

Ｅ 

(Ｎ/mm２) 

せん断弾性係数 

G 

(Ｎ/mm２) 

ポアソン比 

ν 

 

単位体積重量*1 

γ 

（kN/m3） 

22.1 2.06×104 0.88×104 0.2 24 

鉄筋 
SD345相当 

（SD35） 

*1：鉄筋コンクリートの値を示す。 
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表4-2(1) 建屋解析モデルの諸元(NS方向) 

 
 

 

  

 重量 回転慣性重量
せん断
断面積

断面2次
モーメント

W(kN) ×106（kNm2） As(m2) I(m4)

要素
番号

1

4

2

5

3

6

⑧

①

④

②

⑤

③

⑥

31.1 6999.0

12.9 2235.7

21.3 3934.2

9268

12455

20104

5884

9954

10.4

21.3

954.6

3641.7

30.2 4704.9

軸
質点
番号

199272 111.3

A通り

EF通り

J通り

基礎

6228

A通り EF通り J通り

① ② ③

④ ⑤ ⑥

⑦

⑧

⑨▽O.P. 1.200

▽O.P. 3.200

▽O.P. 2.200

▽O.P.10.200

▽O.P.15.700

1

4

2

5

3

6

m 

m 

m 

m 

m 

▽G.L.+5.700m 

▽G.L.-6.800m 

▽G.L.-7.800m 

▽G.L.-8.800m 

▽G.L.+0.200m 
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表4-2(2) 建屋解析モデルの諸元(EW方向) 

 
 

 
 

  

 重量 回転慣性重量
せん断
断面積

断面2次
モーメント

W(kN) ×10
6
（kNm

2
） As(m

2
) I(m

4
)

要素
番号

1

5通り

②

基礎

1通り

①

軸
質点
番号

21.9 8526.9

③ 11818

32.7 12757.9

7601

3

16966

266.1

36.4 4073.8

④ 27508

53.8 14792.6

⑥ 199272

2

4

1通り 56通り

① ②

③ ④

⑤

⑥

⑦▽O.P. 1.200

▽O.P. 3.200

▽O.P. 2.200

▽O.P.10.200

▽O.P.15.700

1

4

2

4

m 

m 

m 

m 

m 

▽G.L.+5.700m 

▽G.L.-6.800m 

▽G.L.-7.800m 

▽G.L.-8.800m 

▽G.L.+0.200m 
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表 4-3 (1) 地盤定数（Ss-1） 

 

表 4-3 (2) 地盤定数（Ss-2） 

 

表 4-3 (3) 地盤定数（Ss-3） 

 

標　高
O.P.
(m)

地　質
S波速度
Vs
(m/s)

単位体積
重量
γ

(kN/m3)

ポアソン比
ν

初期せん断
弾性係数
G0

(kN/m2)

剛性低下率
G/G0

せん断弾性
係数
G

(kN/m2)

剛性低下後
S波速度
Vs
(m/s)

剛性低下後
P波速度
Vp
(m/s)

減衰
定数
h
(％)

層厚

H
(m)

10.0

1.9
砂岩 380 17.8 0.473 262,000 0.85 223,000 351 1550 3 8.1

-10.0
450 16.5 0.464 341,000 266,000 398 1530 3 11.9

-80.0
500 17.1 0.455 436,000 340,000 442 1540 3 70.0

-108.0
560 17.6 0.446 563,000 439,000 495 1580 3 28.0

-196.0
600 17.8 0.442 653,000 509,000 530 1640 3 88.0

（解放基盤） 700 18.5 0.421 924,000 1.00 924,000 700 1890 － －

泥岩 0.78

標　高
O.P.
(m)

地　質
S波速度
Vs
(m/s)

単位体積
重量
γ

(kN/m3)

ポアソン比
ν

初期せん断
弾性係数
G0

(kN/m2)

剛性低下率
G/G0

せん断弾性
係数
G

(kN/m2)

剛性低下後
S波速度
Vs
(m/s)

剛性低下後
P波速度
Vp
(m/s)

減衰
定数
h
(％)

層厚

H
(m)

10.0

1.9
砂岩 380 17.8 0.473 262,000 0.85 223,000 351 1550 3 8.1

-10.0
450 16.5 0.464 341,000 276,000 405 1560 3 11.9

-80.0
500 17.1 0.455 436,000 353,000 450 1570 3 70.0

-108.0
560 17.6 0.446 563,000 456,000 504 1610 3 28.0

-196.0
600 17.8 0.442 653,000 529,000 540 1670 3 88.0

（解放基盤） 700 18.5 0.421 924,000 1.00 924,000 700 1890 － －

泥岩 0.81

標　高
O.P.
(m)

地　質
S波速度
Vs
(m/s)

単位体積
重量
γ

(kN/m3)

ポアソン比
ν

初期せん断
弾性係数
G0

(kN/m2)

剛性低下率
G/G0

せん断弾性
係数
G

(kN/m2)

剛性低下後
S波速度
Vs
(m/s)

剛性低下後
P波速度
Vp
(m/s)

減衰
定数
h
(％)

層厚

H
(m)

10.0

1.9
砂岩 380 17.8 0.473 262,000 0.86 225,000 352 1560 3 8.1

-10.0
450 16.5 0.464 341,000 266,000 398 1530 3 11.9

-80.0
500 17.1 0.455 436,000 340,000 442 1540 3 70.0

-108.0
560 17.6 0.446 563,000 439,000 495 1580 3 28.0

-196.0
600 17.8 0.442 653,000 509,000 530 1640 3 88.0

（解放基盤） 700 18.5 0.421 924,000 1.00 924,000 700 1890 － －

泥岩 0.78

G.L. (m) 

－8.1 

－20.0 

－90.0 

－118.0 

－206.0 

G.L. (m) 

±0.0 

－8.1 

－20.0 

－90.0 

－118.0 

－206.0 

G.L. (m) 

±0.0 

－8.1 

－20.0 

－90.0 

－118.0 

－206.0 

±0.0 
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図 4-3 地盤ばねの近似 
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5 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められた NS 方向，EW 方向の最大応答加速度を，図 5-1 及び図 5-2

に示す。 

 

図 5-1 最大応答加速度（NS 方向） 

 
図5-2 最大応答加速度（EW方向） 

O.P.(m) O.P.(m) O.P.(m)
15.7 15.7 15.7

10.2 10.2 10.2

3.2 3.2 3.2

2.2

1.2

最大応答加速度（Gal） 最大応答加速度（Gal） 最大応答加速度（Gal）

0 500 1000

0 500 1000

0 500 1000

O.P.(m) O.P.(m)
15.7 15.7

10.2 10.2

3.2 3.2

2.2

1.2

最大応答加速度（Gal） 最大応答加速度（Gal）

0 500 1000

0 500 1000

A 通り EF 通り J 通り 

1 通り 5，6 通り 

Ss1 Ss2 Ss3
最大応答変位（cm）

G.L.(m) 

＋5.7 

＋0.2 

－6.8 

－7.8 

－8.8 

G.L.(m) 

＋5.7 

＋0.2 

－6.8 

G.L.(m) 

＋5.7 

＋0.2 

－6.8 

G.L(m) 

＋5.7 

＋0.2 

－6.8 

－7.8 

－8.8 

G.L.(m) 

＋5.7 

＋0.2 

－6.8 
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6 耐震安全性評価結果 

地震応答解析により得られた地下耐震壁のせん断ひずみ一覧を，表 6-1 及び表 6-2 に示

す。せん断ひずみは，最大で 0.09×10-3であり，評価基準値（4.0×10-3）に対して十分余裕

がある。また，地震応答解析結果に基づく接地圧は最大 195.2kN/m2 であり，地盤の支持力

試験の最大荷重 9806kN/m2（100kgf/cm2）※1に対して十分な余裕がある。 

以上のことから，SPT 建屋地下階の耐震安全性は確保されているものと評価した。 

※1：運用補助共用施設の支持力試験の最大値の平均値 

表 6-1 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS 方向） 

(単位：×10-3)       

軸 階 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

A 通り 地下階 0.06 0.06 0.06 

4.0 以下 EF 通り 地下階 0.09 0.08 0.08 

J 通り 地下階 0.06 0.06 0.06 

 

 

表 6-2 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW 方向） 

(単位：×10-3)       

軸 階 Ss-1H Ss-2H Ss-3H 評価基準 

1 通り 地下階 0.06 0.05 0.05 
4.0 以下 

56 通り 地下階 0.07 0.07 0.06 
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添付資料－２６ 

 

濃縮廃液貯槽（完成品）の安全確保策について 

 

 中低濃度タンクのうち，濃縮廃液貯槽（完成品）は，蒸発濃縮装置から発生した濃縮廃

液を貯留する鋼製横置きタンクであるが，高レベルの放射性物質を扱うため設備の信頼性

向上及び敷地境界線量の低減を目的とした安全確保策を以下の通り実施する。濃縮廃液貯

槽（完成品）の設置場所を図－１に示す。 

 
図－１ 濃縮廃液貯槽（完成品）設置場所 

 

1. 具体的な安全確保策について 

1.1. 濃縮廃液貯槽（完成品） 

  濃縮廃液貯槽（完成品）は，新たに設置するコンクリート基礎上に設置する。 

 

1.2. 放射線遮へい・被ばく低減に対する考慮 

  濃縮廃液貯槽（完成品）は，堰の周囲にコンクリート製の遮へい（遮蔽壁）を設置し

放射線を適切に遮へいする。また，タンク表面の線量当量率の表示により注意喚起する

ことで，放射線業務従事者の被ばく低減を図る。 

 

1.3. 放射性物質漏えい防止等に対する考慮 

（1）濃縮廃液貯留時の考慮 

a. 漏えいの発生を防止するため，濃縮廃液貯槽（完成品）には設置環境や内部流体
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の性状等に応じた適切な材料を使用するとともに，タンク水位の検出器を設ける。 

b. タンクからの漏えいを早期検知するために，巡視点検にて漏えいの有無を確認す

る。また，漏えいの拡大を防止するために，タンク設置エリアに鉄筋コンクリー

トの基礎及び堰を設置する。堰の容量は，タンク 1 基分の貯留容量を確保出来る

容量に，大雨時の作業等を考慮した余裕高さ（20cm）分の容量を加えた合計容量

とする。 

c. タンク水位は，免震重要棟集中監視室に表示し，異常を確実に運転員に伝え適切

な措置をとれるようにする。 

 

（2）濃縮廃液（炭酸塩スラリー）移送時の考慮 

a.  移送時はフランジ部、ホース結合部の抜け防止，吸水材及び養生シートによる養

生を実施する。移送には二重にした耐圧ホースを使用し，ポンプ及びフランジ部

は水受け内に設置する。移送中は万が一の漏えいに備えポンプ操作部に作業員が

常駐し，移送時の異常事態に備える。 

b. 移送時は雰囲気線量を確認しながら作業を行い，線量の高い場所では鉛マットに

よる被ばく低減対策を実施する。また、作業時間を限定し，交代することにより

更なる被ばく低減を図る。 

 

1.4 環境条件対策 

（1）腐食 

海水による炭素鋼の腐食速度は，「材料環境学入門」（腐食防食協会編，丸善株式会社）

より，0.1mm/年程度と評価される。一方，炭素綱を使用している濃縮廃液貯槽(完成品)

は，必要肉厚に対して十分な肉厚があり腐食代を有していることを確認している。また，

タンクの内面は FRP による防錆処理を実施している。 

 

（2）熱による劣化 

  濃縮廃液貯槽（完成品）に貯留する濃縮廃液の温度は，ほぼ常温のため，金属材料の

劣化の懸念はない。 

 

1.5 自然災害対策等 

（1）津波 

濃縮廃液貯槽（完成品）は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約

33m に設置するため，津波の影響は受けない。 

 

（2）台風（強風） 

  建築基準法施行令及び建設省告示に基づいて評価した濃縮廃液貯槽（完成品）の遮蔽

壁及び濃縮廃液貯槽（完成品）に加わる風荷重が，「発電用原子炉施設に関する耐震設計
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審査指針」における耐震Ｓクラスの地震荷重に比べて小さいため，遮蔽壁及び濃縮廃液

貯槽（完成品）は，台風（強風）により転倒しない。 

 

2. 構造強度及び耐震性評価 

2.1. 構造強度評価 

  継続使用する濃縮廃液貯槽（完成品）については，主たる内包物がスラリー状の炭酸

塩となることを考慮し，設計・建設規格に準拠した板厚評価を実施した。評価の結果，

内圧に耐えられることを確認した。（表－１） 

 

a.円筒型タンクの胴の厚さ評価  

 

 

 

η

ρ

0.204S
DiHt  

 

 

ただし，ｔの値は炭素鋼，低合金鋼の場合はｔ=3[mm]以上，その他の金属の場合は 

t=1.5[mm]以上とする。また，内径の区分に応じた必要厚さを考慮する。 

表－１ 濃縮廃液貯槽（完成品）板厚評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

濃縮廃液貯槽（完成品） 板厚 3 9 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 
  Di ： 胴の内径            

  H ： 水頭              

ρ ： 液体の比重              

Ｓ ： 最高使用温度における 
材料の許容引張応力          

 η ： 長手継手の効率            
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H

L

m[kg]

L1

2.2. 耐震性評価 

(1) 濃縮廃液貯槽（完成品）について 

a. 基礎ボルトの強度評価 

継続使用する濃縮廃液貯槽（完成品）は発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指

針のＢクラス相当の施設と位置づけられるため，耐震Ｂクラス相当と考えて，

「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」の強度評価方法に準拠して評価を実施

した。評価の結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確認した。（表－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力： 1)1(1 LCgmHCgm
L

F VHb  

基礎ボルトの引張応力：
b

b
b A

F
fn

σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H

An
Cgm

bτ  

また，許容応力は，以下の式で設定した。 

基礎ボルトの許容せん断応力：
35.1

5.1 Ff sb  

基礎ボルトの許容引張応力 ： tobtots fff ,6.14.1min  

 

表－２ 濃縮廃液貯槽（完成品）の基礎ボルトの強度評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

濃縮廃液貯槽 

（完成品） 
基礎ボルト 

引張 0.36 <0 - MPa 

せん断 0.36 39 135 MPa 

m ： 機器質量（178,186kg） 

ｇ ： 重力加速度（9.80665m/s2） 

H ： 据付面からの重心までの距離（2,335.4mm） 

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離（3,580mm） 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離（1,790mm） 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数（8 本） 

ｎ ： 基礎ボルトの本数（16 本） 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積（1,017.8mm2） 

CH ： 水平方向設計震度（0.36） 

CV ： 鉛直方向設計震度（0） 
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b. 転倒評価及び滑動評価 

濃縮廃液貯槽（完成品）は設置基礎に基礎ボルトで固定されていることから基礎ボ

ルトに作用する地震時の引張応力及びせん断応力と許容引張応力及び許容せん断応

力を比較することにより転倒評価及び滑動評価を実施した。評価の結果転倒及び滑動

しないことを確認した。 

 

（2）基礎及び地盤について 

 基礎については，水平方向設計震度（Kh=0.3）にて構造物に発生する断面力に基づき応

力度評価を実施し，許容値内であることを確認した。 

濃縮廃液貯槽（完成品）の設置場所における地盤については，地盤支持力の評価を行い，

地震時における濃縮廃液貯槽（完成品）の鉛直荷重に対して十分な支持力を有しているこ

とを確認する。 
 地盤支持力の許容値は，「社団法人 日本道路協会 道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」

に準拠し，極限支持力の算定式に基づく極限支持力から安全率 2 を除して算定する。 
 

 

 

（極限支持力の算定式）   

    rre1qqccuu SNB
2
1SkqNSkcNAQ  

     Ｑｕ ： 極限支持力 

     Ａｅ ： 有効載荷面積 

     α，β ： 基礎の形状係数 

     ｋ   ： 根入れ効果に対する割増し係数 

     ｃ   ： 地盤の粘着力 

     Ｎｃ，Ｎｑ，Ｎｒ： 荷重の傾斜を考慮した支持力係数 

     Ｓｃ，Ｓｑ，Ｓｒ： 支持力係数の寸法効果に関する補正係数 

     ｑ   ： 上載荷重（ｑ=γ2Ｄｆ） 

     γ1，γ2： 支持地盤及び根入れ地盤の単位重量 

     Ｄｆ  ： 基礎の有効根入れ深さ 

     Ｂｅ  ： 荷重の偏心を考慮した基礎の有効載荷幅（Ｂｅ=Ｂ-2ｅＢ） 

     Ｂ  ： 基礎幅 

     ｅＢ  ： 荷重の偏心量 

（各設備の鉛直荷重） 

gmW  

     Ｗ  ： 鉛直荷重 

     ｍ  ： 機器等の質量 

     ｇ  ： 重力加速度 

 



Ⅱ-2-5-添 26-6 

 

（3）遮蔽壁について 

 遮蔽壁については，水平方向設計震度（Kh=0.3）にて構造物（遮蔽板，支柱材等）に発

生する断面力に基づき応力度評価を実施し，許容値内であることを確認した。 

 

3. 濃縮廃液貯槽（完成品）及び基礎のＳクラス相当に対する耐震性評価 

濃縮廃液貯槽（完成品）及び基礎は，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」

のＢクラス相当の設備と位置づけられるが，当該貯槽は高濃度の放射性物質を内包して

いるため，参考としてＳクラス相当の評価を行い，健全性が維持されることを確認した。 

（1）濃縮廃液貯槽（完成品）について 

 a.基礎ボルトの強度評価 

「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」の強度評価方法に準拠して評価を実施し

た。評価の結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確認した。（表－３） 

 

表－３ 濃縮廃液貯槽（完成品）の基礎ボルトの強度評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 鉛直震度 算出値 許容値 単位 

濃縮廃液貯槽 

（完成品） 
基礎ボルト 

引張 0.72 0.36 33 123 MPa 

せん断 0.72 0.36 78 135 MPa 

 

 b.転倒評価及び滑動評価 

濃縮廃液貯槽（完成品）は設置基礎に基礎ボルトで固定されていることから基礎ボ

ルトに作用する地震時の引張応力及びせん断応力と許容引張応力及び許容せん断応

力を比較することにより転倒評価及び滑動評価を実施した。評価の結果転倒及び滑動

しないことを確認した。 

 

（2）基礎及び地盤について 

 基礎については，タンク設置エリアにおける基準地震動 Ss-1,2,3 のうち，水平方向及び

鉛直方向の応答加速度の組み合わせによる設計震度（水平震度：Kh=0.6，鉛直震度：Kv=0.16）

にて構造物に発生する断面力に基づき応力度評価を実施し，許容値内であることを確認し

た。 
濃縮廃液貯槽（完成品）の設置場所における地盤については，地盤支持力の評価を行い，

地震時における濃縮廃液貯槽（完成品）の鉛直荷重に対して十分な支持力を有しているこ

とを確認する。 
 
（3）遮蔽壁について 

遮蔽壁については，設置エリアにおける基準地震動 Ss-1,2,3 のうち，水平方向及び鉛直

方向の応答加速度の組み合わせによる設計震度（水平震度：Kh=0.6，鉛直震度：Kv=0.16）

にて構造物（遮蔽板，支柱材等）に発生する断面力に基づき応力度評価を実施し，許容値
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内であることを確認した。 
 
4. 濃縮廃液貯槽（完成品）の基礎外周堰の堰内容量について 

  濃縮廃液貯槽（完成品）から漏えいが生じた際に漏えい水の拡大を抑制するための基

礎外周堰の堰内容量は，貯槽 1 基分の全容量が漏えいした場合でも貯留できる容量に，

大雨時の作業等を考慮した余裕高さ（堰高さで 20cm 程度）分の容量との合計とする。基

礎外周堰の堰内容量を表－４に示す。 
 

表－４ 濃縮廃液貯槽の基礎外周堰の堰内容量 

設置場所 
タンク 
設置 
基数 

想定漏えい 基礎外周堰

の堰内容量

（m3） 

（計画値） 

基礎外周 
堰内面積 
（m2） 

タンク 
専有面積 
（m2） 

貯留可能 
面積 

（m2） 

基礎外周堰

の高さ 
（m） 基数 

容量 
（m3） 

①  ② ※１ ③  ④  ⑤ ※2 ⑥※3 

濃縮廃液貯槽 

（完成品） 
3 1 100 165.14以上 320 2.47 317.53 0.52 

 
※１ ②＝⑤×⑥ 
※２ ⑤＝③―④ 
※３ ⑥≧①／⑤＋0.2（余裕分 20cm） 

 

5. 濃縮廃液貯槽（完成品）からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

  継続使用する濃縮廃液貯槽（完成品）については，高濃度の放射性物質を内包してい

ることから，設置場所における敷地境界線量を評価する。継続使用する濃縮廃液貯槽（完

成品）を３基とし，安全確保策を施した後の設置状態をモデル化して評価した結果，設

置場所からの最寄りの敷地境界線量評価地点(No.17)及び 2016 年 11 月現在で実効線量が

最大となる敷地境界線量評価地点(No.7)における評価結果は以下の通りであり，影響の

ないことを確認した。 

 

表－５ 敷地境界線量評価結果 

敷地境界評価地点 実効線量 [mSv/年] 

No.17 約 6.1×10-2 

No.7 約 1.2×10-3 
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6. 構造強度及び機能・性能に関する確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度・耐震性 地盤支持力確認 支持力試験にてタンク基礎

の地盤支持力を確認する。 

必要な支持力を有していること。 

材料検査 遮蔽壁におけるコンクリー

ト材料を品質記録にて確認

する。 

比重：2.1 以上 

機能・性能 監視確認 水位計について，免震重要棟

集中監視室にタンク水位が

表示できることを確認する。 

免震重要棟集中監視室にタンク

水位が表示できること。 

寸法確認 基礎外周堰内の容量を確認

する。 

必要容量があること。 

遮蔽壁の高さおよびコンク

リート板の厚さを確認する。 

高さ：4.0m 以上 

厚さ：0.15m 以上 

外観確認 基礎外周堰の外観を確認す

る。 

有意な欠陥がないこと。 

据付確認 遮蔽壁の組立状態及び据付

状態を確認する。 

組立状態及び据付状態に異常が

ないこと。 

濃縮廃液貯槽（完成品）の据

付状態を確認する。 

据付状態に異常がないこと。 

基礎の不陸について確認す

る。 

異常な不陸がないこと。 

 
 

以上 
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添付資料－３０ 

 

第三セシウム吸着装置について 

 

1. 基本設計 

1.1 設置の目的 

第三セシウム吸着装置は，処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，除

染装置）の信頼性向上及び滞留水浄化の加速を目的として設置するものである。第三セ

シウム吸着装置は，1 号～4 号機タービン建屋等，高温焼却炉建屋及びプロセス主建屋

に貯留している汚染水（以下，「滞留水」という。）に含まれる主要な放射性物質を除去

する。なお，第三セシウム吸着装置の機能・性能に関する設計は，第二セシウム吸着装

置と同等である。 

 

1.2 要求される機能 

滞留水中の放射性物質等の濃度及び量を適切な値に低減する能力を有すること。 

 

1.3 設計方針 

(1)処理能力 

処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セシウム吸着装置及び除

染装置）全体で，原子炉への注水，雨水の浸入，地下水の浸透等により 1号～4号機ター

ビン建屋等に発生する滞留水に対して十分対処できる処理容量とする。 

 

(2)長期停止に対する考慮 

a. 主要核種の除去を行う処理装置（セシウム吸着装置，第二セシウム吸着装置，第三セ

シウム吸着装置及び除染装置）は，単独もしくは組み合わせでの運転が可能な設計と

する。また，セシウム吸着装置及び除染装置と第二セシウム吸着装置は，それぞれ異

なる系統の所内高圧母線から受電する構成とし，第三セシウム吸着装置は，二つの異

なる系統の所内高圧母線から受電する構成とする。 

b. 第三セシウム吸着装置の動的機器は，その故障により滞留水の処理が長期間停止する

ことがないように原則として多重化する。 

 

(3)規格・規準等 

第三セシウム吸着装置は，設計，材料の選定，製作及び検査において，原則として適

切と認められる規格および基準によるものとする。 

 

(4)放射性物質の漏えい防止及び管理されない放出の防止 
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第三セシウム吸着装置は，液体状の放射性物質の漏えいの防止及び系外への管理され

ない放出を防止するため，次の各項を考慮した設計とする。 

a. 漏えいの発生を防止するため，機器等には設置環境や内部流体の性状等に応じた適切

な材料を使用するとともに，タンク水位の検出器等を設ける。 

b. 液体状の放射性物質が漏えいした場合は，漏えいの早期検出を可能にするとともに，

漏えいを停止するのに適切な措置をとれるようにする。また，漏えい水の拡大を抑制

するための堰等を設ける。 

c. タンク水位，漏えい検知等の警報については，免震重要棟集中監視室に表示し，異常

を確実に運転員に伝え適切な措置をとれるようにする。 

 

(5)放射線遮へいに対する考慮 

第三セシウム吸着装置は，放射線業務従事者等の線量を低減する観点から，放射線を

適切に遮へいする設計とする。 

 

(6)崩壊熱除去に対する考慮 

第三セシウム吸着装置は，放射性物質の崩壊熱による温度上昇を考慮し，必要に応じ

て崩壊熱を除去できる設計とする。 

 

(7)可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

第三セシウム吸着装置は，水の放射線分解により発生する可燃性ガスを適切に排出で

きる設計とする。 

 

(8)健全性に対する考慮 

第三セシウム吸着装置は，機器の重要度に応じた有効な保全ができるものとする。 

 

1.4 供用期間中に確認する項目 

a. 第三セシウム吸着装置は，滞留水の放射性物質の濃度を原子炉注水に再利用可能な濃

度まで低減できる能力を有すること。 

 

1.5 主要な機器 

第三セシウム吸着装置は 1 系列構成とし，第三セシウム吸着装置ブースターポンプ，

吸着塔及び配管等で構成する。 

滞留水移送装置により移送された 1号～4号機タービン建屋等，高温焼却炉建屋及びプ

ロセス主建屋の滞留水は，第三セシウム吸着装置により放射性のセシウム，ストロンチ

ウムを除去する。 

吸着塔はＡ型・Ｂ型の２種類があり，吸着塔Ｂ型では，高性能多核種除去設備で発生
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した使用済 Cs/Sr 同時吸着塔（吸着材含む），サブドレン他浄化設備で発生した使用済

Cs/Sr 同時吸着材を再利用して使用できる。 

二次廃棄物となる使用済みの吸着材を収容した第三セシウム吸着装置吸着塔は，使用

済セシウム吸着塔一時保管施設に一時的に貯蔵する。 

第三セシウム吸着装置の主要な機器は，免震重要棟集中監視室の監視・制御装置によ

り遠隔操作及び運転状況の監視を行う。 

 

1.6 自然災害対策等 

(1)津波 

第三セシウム吸着装置は，アウターライズ津波による浸水を防止するため仮設防潮堤

内に設置する。また，アウターライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大津波警報が出

た際は，系統を停止し，隔離弁を閉めることにより滞留水の流出を防止する。 

 

(2)風雨（豪雨・台風・竜巻） 

第三セシウム吸着装置は，風雨による設備損傷の可能性が低い鉄筋コンクリート造の

サイトバンカ建屋内に設置する。 

竜巻の発生の可能性が予見される場合には，汚染水処理設備の停止・隔離弁の閉止操

作を行い，汚染水の拡大防止を図る。 
 
(3)火災 

第三セシウム吸着装置は，火災発生防止及び火災影響軽減のため，実用上可能な限り

不燃性又は難燃性材料を使用するとともに設備周辺から可能な限り可燃物を排除する。

また，初期消火の対応ができるよう，設備近傍に消火器を設置する。なお，火災発生は

監視カメラ等により確認可能な設計とする。 

 

1.7 構造強度及び耐震性 

1.7.1 構造強度 

第三セシウム吸着装置は，「実用発電用原子炉及びその付属設備の技術基準に関する規

則」において，廃棄物処理設備に相当するクラス 3機器に準ずるものと位置付けられる。    

第三セシウム吸着装置（震災当初に設置した既存設備を除く）については，「JSME S NC-1

発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME 規格）」（以下，「JSME 規格」という。），American 

Society of Mechanical Engineers（以下，「ASME 規格」という。），日本産業規格（JIS）

等の国内外の民間規格に適合した工業用品の採用，日本産業規格（JIS），またはこれら

と同等の技術的妥当性を有する規格での設計・製作・検査を行う。 

また，JSME 規格で規定される材料の日本産業規格（JIS）年度指定は，技術的妥当性の

範囲において材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 
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さらに，JSME 規格に記載のない非金属材料（耐圧ホース，ポリエチレン管等）につい

ては，現場の作業環境等から採用を継続する必要があるが，これらの機器等については，

日本産業規格（JIS）や日本水道協会規格（JWWA 規格），製品の試験データ等を用いて設

計を行う。 

1.7.2 耐震性 

第三セシウム吸着装置は，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の Bクラス

相当の設備と位置づけられる。耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所

耐震設計技術規程」等に準拠して構造強度評価を行うことを基本とするが，評価手法，

評価基準について実態にあわせたものを採用する。なお，第三セシウム吸着装置は，参

考として Sクラス相当の評価を行う。 

耐圧ホース，ポリエチレン管は，材料の可撓性により耐震性を確保する。 

 

2. 基本仕様 

2.1 主要仕様 

(1)第三セシウム吸着装置 

系 列 数 1 

処 理 量 600 m3/日 

性 能      Cs：系統の出口放射能濃度が 102オーダーBq/cc 以下であること 

         Sr：放射能濃度が低減されていること 

 

(2)ろ過フィルタ  

名    称 仕    様 

種       類 － 円筒形 

容       量 m3/h/個 25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

主

要

寸

法 

胴 外 径 mm 914.4 

胴 板 厚 さ mm 12 

上部・下部鏡板厚さ mm 14 

高 さ mm 2,673 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡 板 － SUS316L 

遮 へ い 材 － Pb 

個      数 個 2 
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(3)吸着塔Ａ型  

名    称 仕    様 

種       類 － 円筒形 

容       量 m3/h/個 25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

主

要

寸

法 

胴 外 径 mm 914.4 

胴 板 厚 さ mm 12 

上部・下部鏡板厚さ mm 14 

高 さ mm 2,673 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡 板 － SUS316L 

遮 へ い 材 － Pb 

個      数 個 4 

 

(4) 吸着塔Ｂ型 

名 称 仕 様 

種 類 ― 中空円筒形 

容 量 m3/h/個 25 

最高使用圧力 MPa 1.37 

最高使用温度 ℃ 66 

主
要
寸
法 

外胴内径 mm 939.8 

外胴板厚さ mm 12.7 

内胴内径 mm 330.2 

内胴板厚さ mm 12.7 

上部平板厚さ mm 76.2 

下部平板厚さ mm 76.2 

高 さ mm 3632 

材 

料 

外胴板 ― 

二相ステンレス（S32205） 

二相ステンレス（S32750） 

内胴板 ― 

上部平板 ― 

下部平板 ― 

遮へい材 ― Pb 

個 数 個 4 
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別紙 

（１）第三セシウム吸着装置の構造強度に関する計算書 

（２）第三セシウム吸着装置の耐震性に関する計算書 

（３）サイトバンカ建屋の構造強度及び耐震性に関する検討結果 

（４）第三セシウム吸着装置の具体的な安全確保策 

（５）第三セシウム吸着装置に係る確認事項 

 

 

以上 
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別紙（１） 

 

第三セシウム吸着装置の構造強度に関する計算書 

 

1. 構造強度評価の方針 

第三セシウム吸着装置を構成する主要な機器及び主配管（鋼管）は，強度評価においては，

「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「JSME 規格」という。）のクラ

ス 3機器またはクラス 3配管に準じた評価を行う。 

なお，吸着塔Ｂ型の許容応力値については，輸入品であるため，ASME 規格「Boiler and Pressure 

Vessels Code」Section Ⅱ； Material Specifications を準じて評価を行う。 

 

2. ろ過フィルタ・吸着塔 

2.1 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価  

ａ．内面に圧力を受ける円筒形の胴の場合 

円筒形の胴に必要な厚さは次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

(ａ)規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものの場合は 3mm，その他の材料で作られ

たものの場合は 1.5mm とする。 

 

(ｂ)内面に圧力を受ける胴の必要厚さ：ｔ2 

 

 

 1.2Ｐ－2Ｓ・η

・ＤＰ
＝ ｉ

2
ｔ  

 

 

 

ｂ．外面に圧力を受ける円筒形の胴の場合 

円筒形の胴に必要な厚さは次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

(ａ)規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものの場合は 3mm，その他の材料で作られ

たものの場合は 1.5mm とする。 

 

(ｂ)外面に圧力を受ける胴の必要厚さ：ｔ2 

 

 

ｔ2：胴板の計算上必要な厚さ（mm） 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄi ：胴の内径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 
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4B

3 oPD
t   

 

 

 

 

 

(2) 鏡板の厚さの評価 

 ａ．さら形鏡板 

さら形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

(ａ)フランジ部の計算上必要な厚さ：t1 

 

1.2Ｐ－2Ｓ・η

・ＤＰ
＝ ｉ

1
ｔ  

 

 

 

 

(ｂ)鏡板の計算上必要な厚さ：ｔ2 

 

 

 

0.2Ｐ－2Ｓ・η

Ｗ・ＲＰ・
＝ｔ2  

 

 

 

ここで，Ｗは次の計算式により計算した値とする。 















ｒ

Ｒ
＋ 

1
＝Ｗ 3

4
 

 

 

 

 

 

 

ｔ2 ：鏡板の計算上必要な厚さ（mm） 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｒ ：鏡板の中央部における内面の半径（mm） 

Ｗ ：さら形鏡板の形状による係数（-） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

ｒ ：さら形鏡板のすみの丸みの内半径（mm） 

η ：継手効率（-） 

ｔ1 ：フランジ部の計算上必要な厚さ（mm） 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄi ：胴の内径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 

 

Ｒ ：鏡板の中央部における内面の半径（mm） 

ｒ ：さら形鏡板のすみの丸みの内半径（mm） 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

  Do ： 胴の外径 

  P ： 最高使用圧力 

B ： 設計・建設規格 付録材料図表 Part7  

図 1 から図 20 までにより求めた値。 
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 ｂ．平板 

平板の厚さは，次に掲げる値のうちいずれかによるものとする。 

(ａ)平板に穴を設ける場合であって，穴の径が平板の径の２分の１以下であり，穴の補強計

算をおこなうもの。 

 

 

 

 

 

 

(ｂ)平板に穴を設ける場合であって，穴の径が平板の径の２分の１以下であり，(ａ)項以外

のもの。 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 評価結果 

 ろ過フィルタ・吸着塔の円筒形容器について設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。

評価の結果，内圧に耐えられることを確認した（表－１）。 

 

表－１ ろ過フィルタ・吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

第三セシウム吸着装置 

ろ過フィルタ・吸着塔Ａ型 

胴板の厚さ 9.54 12.00 

上部鏡板の厚さ 8.68 14.00 

下部鏡板の厚さ 8.68 14.00 

第三セシウム吸着装置 

吸着塔Ｂ型(S32205) 

胴板(外筒胴)の厚さ 5.0 12.7 

胴板(内筒胴)の厚さ 7.2 12.7 

上部平板の厚さ 65.35 76.2 

下部平板の厚さ 65.35 76.2 

第三セシウム吸着装置 

吸着塔Ｂ型(S32750) 

胴板(外筒胴)の厚さ 4.1 12.7 

胴板(内筒胴)の厚さ 7.2 12.7 

上部平板の厚さ 59.32 76.2 

下部平板の厚さ 59.32 76.2 

ｔ：必要厚さ（mm） 

ｄ：平板の径（mm） 

Ｋ：取付方法による係数（-） 

Ｐ：最高使用圧力(MPa） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

ｔ：必要厚さ（mm） 

ｄ：平板の径（mm） 

Ｋ：取付方法による係数（-） 

Ｐ：最高使用圧力(MPa） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 
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3. 主配管 

 強度評価箇所を図－１に示す。 

 

 

 



Ⅱ-2-5-添 30 別 1-5 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ
-2-5-添

30
別

1-5 



Ⅱ-2-5-添 30 別 1-6 

 

図－１ 配管概略図（３／５）

⑦

⑥

4号機タービン建屋より

プロセス主建屋より

高温焼却炉建屋より

プロセス主建屋地下へ

第三セシウム吸着装置

ブースターポンプスキッドへ

PE

PE ⑦

⑦

PE

PE

PE

⑦

⑧

⑦

⑥

⑥

4号機タービン建屋より
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⑦
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⑧
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⑦

⑧
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⑥
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3.1 評価方法 

(1) 管の厚さの評価 

管の必要な厚さは，次に掲げる値のうち，いずれか大きい方の値とする。 

ａ．管の計算上必要な最小必要厚さ：ｔ1 

 

 

0.8Ｐ＋2Ｓ・η

Ｐ・Ｄ
＝ｔ 0
1

 

 

 

ｂ．炭素鋼鋼管の規格上必要な最小必要厚さ：ｔ2 

PPD-3411(3)の表 PPD-3411-1 より求めた管の厚さとする。 

 

 

3.2 評価結果 

評価結果を表－３に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有していると評価

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ ：最高使用圧力（MPa） 

Ｄ0 ：管の外径（mm） 

Ｓ ：許容引張応力（MPa） 

η ：継手効率（-） 
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表－３ 主配管の評価結果（管厚） 

No. 口径 Sch 材料 
最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度(℃) 

必要厚さ 

(mm) 

最小厚さ

(mm) 

配管① 100 40 SUS316L 1.37 40 0.71 5.25 

配管② 80 40 SUS316L 1.37 40 0.55 4.81 

配管③ 65 40 SUS316L 1.37 40 0.47 4.55 

配管④ 50 40 SUS316L 1.37 40 0.38 3.40 

配管⑤ 40 40 SUS316L 1.37 40 0.30 3.20 

配管⑥ 150 80 STPG370 1.0 40 3.80 9.62 

配管⑦ 100 80 STPG370 1.0 40 3.40 7.52 

配管⑧ 50 80 STPG370 1.0 40 2.40 4.81 

配管⑨ 100 80 STPG370 1.37 66 3.40 7.52 

配管⑩ 50 40 
ASME SA790 

S32205 
1.37 40 0.22 3.42 

配管⑪ 80 40 
ASME SA790 

S32205 
1.37 40 0.33 4.80 

配管⑫ 50 40 
ASME SA790 

S32750 
1.37 40 0.18 3.42 

配管⑬ 80 40 
ASME SA790 

S32750 
1.37 40 0.27 4.80 

 

 

以上 
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別紙（２） 

 

第三セシウム吸着装置の耐震性に関する計算書 

 

1. 耐震設計の基本方針 

第三セシウム吸着装置は，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の Bクラス相当の

設備と位置づけられる。耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技

術規程」等に準拠して構造強度評価を行うことを基本とするが，評価手法，評価基準について

実態にあわせたものを採用する。なお，第三セシウム吸着装置は，参考として S クラス相当の

評価を行う。 

 

2. ろ過フィルタ・吸着塔の耐震性評価 

 ろ過フィルタ・吸着塔Ａ型の評価は，「2.16.2 増設多核種除去設備 添付資料－３ 付録１ス

カート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性についての計算書

作成の基本方針」に基づいて評価を実施した。吸着塔Ｂ型の評価は，付録１「吸着塔Ｂ型の耐

震性についての計算書作成の基本方針」に基づいて評価を実施した。評価の結果，胴板，スカ

ート及び取付ボルト，取付部の強度が確保されることを確認した（表－１，２，３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ ろ過フィルタ・吸着塔Ａ型概要図 
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図－２ 吸着塔Ｂ型概要図 

 

表－１ ろ過フィルタの耐震性評価結果（１／２） 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応力 算出応力 許容応力 

胴板 SUS316L 0.36 
一次一般膜 σ0= 52 Sa= 159 

膜＋曲げ σ0= 52 Sa= 159 

スカート SUS304 0.36 

組合せ σS= 4 Ft= 205 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 

（ η･σS1/fc + η･σS2/fb ）≦1 

0.02 

取付ボルト SUS316L 0.36 
引張 σb= 7 Fts= 131 

せん断 τb= 5 Fsb= 101 

 

表－１ ろ過フィルタの耐震性評価結果（２／２） 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応力 算出応力 許容応力 

胴板 SUS316L 0.8 
一次一般膜 σ0= 52 Sa= 159 

膜＋曲げ σ0= 52 Sa= 159 

スカート SUS304 0.8 

組合せ σS= 7 Ft= 205 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 

（ η･σS1/fc + η･σS2/fb ）≦1 

0.04 

取付ボルト SUS316L 0.8 
引張 σb= 35 Fts= 131 

せん断 τb= 11 Fsb= 101 
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表－２ 吸着塔Ａ型の耐震性評価結果（１／２） 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応力 算出応力 許容応力 

胴板 SUS316L 0.36 
一次一般膜 σ0= 52 Sa= 159 

膜＋曲げ σ0= 52 Sa= 159 

スカート SUS304 0.36 

組合せ σS= 4 Ft= 205 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 

（ η･σS1/fc + η･σS2/fb ）≦1 

0.02 

取付ボルト SUS316L 0.36 
引張 σb= 8 Fts= 131 

せん断 τb= 6 Fsb= 101 

 

表－２ 吸着塔Ａ型の耐震性評価結果（２／２） 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応力 算出応力 許容応力 

胴板 SUS316L 0.8 
一次一般膜 σ0= 52 Sa= 159 

膜＋曲げ σ0= 52 Sa= 159 

スカート SUS304 0.8 

組合せ σS= 8 Ft= 205 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 

（ η･σS1/fc + η･σS2/fb ）≦1 

0.04 

取付ボルト SUS316L 0.8 
引張 σb= 39 Fts= 131 

せん断 τb= 12 Fsb= 101 

 

表－３ 吸着塔Ｂ型の耐震性評価結果 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応 力 算出応力 許容値 

胴板 ASME SA240 S32205 0.36 一次一般膜 σo＝52 Ｓa＝393 

取付部 ASME SA36 相当 0.36 組 合 せ σb＝16 ｆt＝108 

胴板 ASME SA240 S32750 0.36 一次一般膜 σo＝52 Ｓa＝477 

取付部 ASME SA36 相当 0.36 組 合 せ σb＝16 ｆt＝108 
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3. ポンプの耐震性評価 

ポンプの評価は，「2.16.2 増設多核種除去設備 添付資料－３ 付録２横軸ポンプ及びスキッ

ド（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス）の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づい

て評価を実施した。評価の結果，ポンプ取付ボルトの強度が確保されることを確認した（表－

４）。 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ ポンプ概要図 

 

表－４ ポンプの耐震性評価結果（１／２） 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト SS400 0.36 
引張 σb1= 2 fts1= 176 

せん断 τb1= 4 fsb1= 135 

ポンプ 

取付ボルト 
SUS316 0.36 

引張 σb2= 9 fts2= 153 

せん断 τb2= 2 fsb2= 118 

原動機 

取付ボルト 
SS400 0.36 

引張 σb4= 2 fts4= 183 

せん断 τb4= 4 fsb4= 141 

 

表－４ ポンプの耐震性評価結果（２／２） 

単位：MPa 

部材 材料 水平震度 応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト SS400 0.8 
引張 σb1= 6 fts1= 176 

せん断 τb1= 6 fsb1= 135 

ポンプ 

取付ボルト 
SUS316 0.8 

引張 σb2= 9 fts2= 153 

せん断 τb2= 3 fsb2= 118 

原動機 

取付ボルト 
SS400 0.8 

引張 σb4= 5 fts4= 183 

せん断 τb4= 6 fsb4= 141 
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4. 主配管の耐震性評価 

 ａ．評価条件 

評価条件として配管は、配管軸直2方向拘束サポートにて支持される３点支持はりモデル（図

－４）とする。 

 

 

 

 

 

 

図－４ 等分布荷重 ３点支持はりモデル 

 

次に、当該設備における配管（鋼管）について，各種条件を表－５に示す。 

 

表－５ 配管系における各種条件（１／２） 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管クラス クラス３相当 

耐震クラス B クラス相当 

最高使用圧力 [MPa] 1.37 1.0 1.37 

最高使用温度 [℃] 40 66 

配管材質 SUS316L STPG370 

配管口径 [A] 100 80 65 50 40 150 100 50 100 

Sch 40 80 

配管支持間隔※ [m] 3.3 2.9 2.7 2.4 2.2 3.8 3.2 2.5 3.2 

※評価は保守的に 4.0ｍとする 

表－５ 配管系における各種条件（２／２） 

配管分類 主配管（鋼管） 

配管クラス クラス３相当 

耐震クラス B クラス相当 

最高使用圧力 [MPa] 1.37 

最高使用温度 [℃] 40 

配管材質 ASME SA790 S32205 ASME SA790 S32750 

配管口径 [A] 50 80 50 80 

Sch 40 

配管支持間隔※ [m] 2.3 2.9 2.3 2.9 

※評価は保守的に 4.0ｍとする 

L L 
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ｂ．評価方法 

水平方向震度による配管応力を評価する。 

 

自重による応力 Sw は，下記の式で示される。 

          （b.1） 

ここで Sw：自重による応力         [MPa] 

L ：支持間隔             [mm] 

M ：曲げモーメント         [N・mm] 

Z ：断面係数             [mm3] 

w ：等分布荷重           [N/mm] 

 

地震による応力 Ss は，自重による応力 Sw の震度倍で下記の式で示される。 

 

       （b.2） 

Ss：地震による応力         [MPa] 

Ch：水平震度 

 

また，評価基準として JEAG4601-2008 に記載の供用応力状態 Cs におけるクラス３配管の

一次応力制限を用いると，地震評価としては下記の式で示される。 

 

S＝Sp＋Sw＋Ss＝Sp＋Sw＋Ch・Sw≦1.0Sy   （b.3） 

 

ここで S：内圧、自重、地震による発生応力  [MPa] 

Sp：内圧による応力          [MPa] 

Sy：設計降伏点            [MPa] 

 

ｃ．評価結果 

３点支持はりモデルで各応力計算をした結果を表－６に示す。 

表－６より，いずれの場合においても許容値に対して十分な裕度があることが確認できた。 
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表－６ 応力評価結果 

No. 口径 Sch 材料 

最高使用圧

力 

内圧，自重，地震に 

よる発生応力 

供用状態 Cs における 

一次応力許容値 

[MPa] S[MPa] [MPa] 

配管① 100 40 SUS316L 1.37 28 175 

配管② 80 40 SUS316L 1.37 30 175 

配管③ 65 40 SUS316L 1.37 32 175 

配管④ 50 40 SUS316L 1.37 37 175 

配管⑤ 40 40 SUS316L 1.37 42 175 

配管⑥ 150 80 STPG370 1.0 18 215 

配管⑦ 100 80 STPG370 1.0 20 215 

配管⑧ 50 80 STPG370 1.0 31 215 

配管⑨ 100 80 STPG370 1.37 23 189 

配管⑩ 50 40 
ASME SA790 

 S32205 
1.37 40 448 

配管⑪ 80 40 
ASME SA790 

S32205 
1.37 29 448 

配管⑫ 50 40 
ASME SA790 

S32750 
1.37 40 552 

配管⑬ 80 40 
ASME SA790 

S32750 
1.37 29 552 
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5. 吸着塔の耐震性評価（使用済セシウム吸着塔一時保管施設） 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することに

より転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定モーメン

トより小さいことから，転倒しないことを確認した（表－７，８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

m[kg]

H

L
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b. 滑動評価 

吸着塔を格納する架台は，基礎ボルトにて固定していることから基礎ボルトに作用するせん

断荷重と許容せん断荷重を比較することより滑動評価を実施した。基礎ボルトの許容せん断荷

重は「日本建築学会：各種合成構造設計指針・同解説，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説」に基づき次式を用いた。評価の結果，基礎ボルトの破断による滑動が生じないことを

確認した（表－７，８）。 

 

 ccSCa

H

EFaq

nCmgq





5.075.0 S3


 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－７ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 吸着塔Ａ型耐震評価結果 

※：ろ過フィルタ・吸着塔Ａ型のうち，機器重量，重心高さが評価上最も厳しい吸着塔

Ａ型にて評価を実施 

 

 

 

 

 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第三セシウム 

吸着装置※ 

（吸着塔 5塔 

×2 列及び架台） 

転倒 
0.36 2.0×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.3×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 － 
kN 

0.60 9 77 

 

q ： アンカーボルト一本に作用するせん断荷重 

qa ： アンカーボルト一本当たりの許容せん断荷重 

CH ： 水平方向設計震度 

m ： 機器重量 

g ： 重力加速度 

α ： 機器と床版の摩擦係数 

n ： 機器あたりのアンカーボルト本数 

φS3：短期荷重に対する低減係数 

sca： アンカーボルトの定着部の断面積 

Fc ： コンクリート設計基準強度 

Ec ： コンクリートのヤング率 
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表－８ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 吸着塔Ｂ型耐震評価結果 

 

 

6. 付録 

 付録１ 吸着塔Ｂ型の耐震性についての計算書作成の基本方針 

以上 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

第三セシウム 

吸着装置 

（吸着塔 5塔 

×2列及び架台） 

転倒 
0.36 2.0×103 

4.3×103 kN･m 
0.60 3.3×103 

滑動 

（ボルトせん断） 

0.36 <0 － 
kN 

0.60 10 77 
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付録１ 

 

付録１ 吸着塔Ｂ型の耐震性についての計算書作成の基本方針 

 

1 一般事項 
本基本方針は，吸着塔Ｂ型についての耐震性（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス相当）の

計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987 （日本電

気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62年 8月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向から作用するものとする。 

(3) 容器本体は下部プレートに溶接されている。下部プレートに容器本体と、遮へい体が容

器本体とは独立して固定されている。 

(4) 固有周期モデルは、遮へい体を除いた容器本体が下部プレートに固定された梁と考え，

変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
    図1－1 概 要 図 

 

Ｄbo 

Ｄco 

t1 

ti Ｄii 

 外胴 
g
 

 

(1＋Ｃｖ)･ｍo･g 

 内胴 

下部プレート取付部 

ＣＨ･ｍo･g 

to Ｄio 



Ⅱ-2-5-添 30 別 2-12 

1.3 記号の説明  

 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 
Ａ 胴の軸断面積 mm2 
Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 
Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 
Ｄｂｏ 容器固定部のベース外径（容器と下部プレート溶接部の内径） mm 
Ｄｃｏ 容器と下部プレート溶接部の外径 mm 
Ｄｉo 外胴の内径 mm 
Ｄｉi 内胴の内径 mm 
Ｅ 外胴及び内胴の縦弾性係数 MPa 
Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 
Ｆ* 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 
ƒｔ 下部プレートとの溶接部の許容引張応力 MPa 
Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 
ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 
ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 
ｇ 下部プレートから容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 容器に作用する転倒モーメント N･mm 
ｍ０ 容器の運転時質量 kg 
ｍｅ 容器の空質量 kg 
Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値。又は，

ASME BPVC Section Ⅱ Part D Table 1Aによる。 
MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 
Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値。又は，

ASME BPVC Section Ⅱ Part D Table Uによる。 
MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値。又は，

ASME BPVC Section Ⅱ Part D Table Y-1による。 
MPa 

ｓ 下部プレート溶接部の縦弾性係数比 － 
ＴＨ 水平方向固有周期 s 
ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 
ｔo 外胴の厚さ mm 
ｔi 内胴の厚さ mm 
ｔ1 下部プレート溶接部ののど厚 mm 
π 円周率 － 
Ｐｒ 内圧（最高使用圧力） MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 
σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 
σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 
σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 
σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 
σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 
σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 
MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 
（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 
σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 
σｂ 容器底部の組合せ応力 MPa 
σｂ1 運転時質量により容器底部に生じる圧縮応力 MPa 
σｂ2 水平方向地震により容器底部に生じる引張応力 MPa 
σｂ3 鉛直方向地震により容器底部に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 
σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 
σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 
σｘ４ 胴の水平方向地震による軸方向応力 MPa 
σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 
σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 
σφ 胴の周方向応力の和 MPa 
σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 
τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 
τｂ 地震により容器底部に生じるせん断応力 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  
ＮＣ１－2005（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・

建設規格」という。）をいう。 
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2 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2項より図2－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考え

る。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g 

 

図2－1 固有周期の計算モデル 
 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3 
Ｈ

 

 ···························································· （2.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

iiｉiooｉo ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
8

π
・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 

8

π
 Ｉ＝ 3 3 

 

  ··························································································· （2.1.2） 

iiｉiooｉoｅ )・ｔ＋ｔ・π・(Ｄ 
3

2
)・ｔ＋ｔ・π・(Ｄ 

3

2
＝Ａ

 
 · （2.1.3）

 
したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ······································································· （2.1.4） 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 
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Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ

 

 ·············································································· （2.1.5）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

iiｉiooｉo )・ｔｔ＋π・(Ｄ＋)・ｔｔ＋Ａ＝π・(Ｄ  ···················· （2.1.6） 
 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ······································································ （2.1.7） 

 

2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用い，動的地震力を用い

る場合は，ＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 外胴の応力 

(1) 内圧による応力 

o

oｉoｒ
φ

2・ｔ

)＋1.2・ｔ・(ＤＰ
＝σ １

 
 ············································· （2.2.1.1）

 
2  φσ ＝0      ··································································    (2.2.1.2） 

o

oｉoｒ
ｘ

4・ｔ

)＋1.2・ｔ・(ＤＰ
＝σ １

   ·········································· （2.2.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向

地震による軸方向応力が生じる。 

oo

ｅ
ｘ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉo
２

g
 

 ················································ （2.2.1.4）
 

oo

Ｖｅ
ｘ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

Ｃ・・ｍ
＝σ

ｉo
３

g
 

 ················································ （2.2.1.5）
 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメント

を受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次の

ように求める。 

oo

Ｈ
ｘ

・ｔ  )＋ｔπ・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０

４

ｉo

ｇg

 
 ············································ （2.2.1.6）

 

oo

Ｈ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉo

０ g
 

 ··················································· （2.2.1.7）
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(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝   ···················································· （2.2.1.8） 

2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

 ······················································ （2.2.1.9） 

 

ここで， 

【絶対値和】 
４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝   ···················· （2.2.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝    ·············· （2.2.1.11） 

 
(b) 組合せ圧縮応力 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

２１ φφφ σσσ －＝－   ············································· （2.2.1.12） 

2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ  

 ······································· （2.2.1.13） 

ここで， 

【絶対値和】 
４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  ················ （2.2.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  ··············· （2.2.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法

それぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝ 

 ······································· （2.2.1.16） 
とする。 
一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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2.2.2 下部プレートとの溶接部の応力 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

容器底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求める。 

11ｂ

ｂ

)}・ｔ＋ｔ{π・(Ｄ

・ｍ
＝σ

０

０

１

g
   ·····································  (2.2.2.1) 

11ｂ

ｖ
ｂ

)}・ｔ＋ｔ{π・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

０

０

３

g
  ········································  (2.2.2.2) 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により容器底部に作用する曲げモーメントにより生じる軸方向

応力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

)＋ｔ ・(Ｄ 
4

π
 ・ｔ・ )＋ｔ(Ｄ

Ｍ
＝σ

1ｂ11ｂ ００

２

ｓ
ｂ

   ··········  (2.2.2.3) 

11ｂ

Ｈ
ｂ

)}・ｔ＋ｔ{π・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝τ

０

０ g
   ···································  (2.2.2.4) 

ここで，容器に作用する転倒モーメントＭｓは， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・ g   ············································  (2.2.2.5) 

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2  2 
３２１ ｂｂｂｂ 3・τ ＋)＋σ＋σ(σ ＝σb     ·······················  (2.2.2.6) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 2 2 
３

 2 
２１ bｂｂｂｂ 3・τ ＋)＋σσ＋(σ ＝σ     ··················  (2.2.2.7) 
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3 評価方法 
3.1 固有周期の評価 

2.1 項で求めた固有周期から，水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 胴の応力評価 

2.2.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。 

 
 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

耐震クラスの重要度分類Ｂクラスの場

合，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

の組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの 

0.6 倍のいずれか小さい方の値。ただし，

オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニ

ッケル合金にあっては許容引張応力Ｓの 

1.2 倍の方が大きい場合は，この大きい

方の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 
 

3.2.2 下部プレートとの溶接部の応力評価 

2.2.2項で求めた溶接部の引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔ以下であるこ

と。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 
 耐震クラスの重要度分類Ｂクラスの場

合，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔ 

Ｆ
・1.5

1.5  

*
Ｆ

・1.5
1.5  

   なお，Fは溶接部であるため，η＝0.45倍とする。 
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別紙（３） 

 

サイトバンカ建屋の構造強度及び耐震性に関する検討結果 

 

1.評価方針 

サイトバンカ建屋は，耐震Ｂクラスである第三セシウム吸着装置の間接支持構造物で

あるため，耐震Ｂクラス相当として評価する。 

サイトバンカ建屋は，建設時に耐震Ｂクラスとして設計されている。第三セシウム吸

着装置はサイトバンカ建屋 2階の一部への配置となるため，当該設備支持躯体である 2

階床スラブ及び床スラブを支持する大梁について，建設時の応力に今回増設機器設置に

伴う応力を加えて断面検討を行う。 

  第三セシウム吸着装置は，平面が 52.0m（NS 方向）×33.0m（EW 方向），地上高さ 23.8m，

地下 8.704m の鉄筋コンクリート造のサイトバンカ建屋の 2階床に支持されている。サイ

トバンカ建屋の 2階平面図を図１－１に示す。 

  なお，評価は，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説(日本建築学会)」に準拠する。 

 

図１－１ 2 階平面図（単位：ｍ） 
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2. 評価条件 

2.1  使用材料及び材料の許容応力度 

サイトバンカ建屋に用いられている材料のうち，コンクリートは普通コンクリートで，

コンクリートの設計基準強度 Fc は 22.1N/mm2（225kg/cm2）である。鉄筋は SD35 である。

各使用材料の許容応力度を建設時の工学系単位から SI単位に換算して表２－１及び表２

－２に示す。 

 

表２－１ コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 長 期 短 期 

圧縮 せん断 圧縮 せん断 

Fc=22.1 7.35 0.71 14.7 1.06 

 

 

表２－２ 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 長 期 短 期 

引張及び圧縮 せん断補強 引張及び圧縮 せん断補強 

SD35 
D29 以上 196 196 343 294 

D29 未満 215 196 343 294 

 

 

2.2 荷重 

評価にあたっては，長期荷重として，鉛直荷重を考慮する。また，短期荷重として，

地震時に作用する荷重を考慮する。 

(1) 鉛直荷重 

鉛直荷重は，固定荷重，配管荷重，積載荷重及び機器荷重とする。 

機器荷重以外の荷重については，建設時のものを考慮する。 

機器荷重は、増設する第三セシウム吸着装置等の荷重を考慮する。 

 

(2) 地震荷重 

地震荷重は，建設時に考慮した設計地震力を増設機器荷重で割り増した荷重を考

慮する。 
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3. 評価結果 

3.1  床スラブの評価結果 

第三セシウム吸着装置を支持する BE-BF/B1-B2 間の床スラブの応力解析は，短辺方向

（EW 方向）に単位幅（1.0m）をもつ一方向版として計算を行う。検定比が最大となる部

位を表３－１に示し，床スラブ配筋図を図３－１に示す。 

これより，床スラブの作用応力は，許容応力以下であることを確認した。 

 

表３－１ 床スラブの作用応力と許容応力 

検討 

箇所 

断面 

(単位：mm) 
応力 作用応力 許容応力 検定比 

2 階 

BE-BF 間 

B1-B2 間 

t=500 

配筋 

2-D25@200 

縦横共 

曲げ 

モーメント 
206.9 kN･m 215.2 kN･m 0.97 

せん断力 257.4 kN 279.9 kN 0.92 

 

 

  

１B ２B

D25 @200

D25 @200

D25 @200

D25 @200

8,500

800 1,000

5
0
0

1
,
0
0
0

1
,
5
00

1,
8
0
0

 

図３－１ 床スラブ配筋図（単位：mm） 
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3.2  大梁の評価結果 

床スラブを支持する BE通り B1-B2 間の大梁の応力は，既往のフレーム応力解析による

応力に第三セシウム吸着装置による追加荷重を考慮した応力を加えたものとする。検定

比が最大となる部位を表３－２に示し，大梁配筋図を図３－２に示す。 

これより，大梁の作用応力は，許容応力以下であることを確認した。 

 

表３－２ 大梁の作用応力と許容応力 

検討 

箇所 

断面 

(単位：mm) 

荷重 

ケース 
応力 作用応力 許容応力 検定比 

2 階 

BE 通り 

B1-B2 間 

B×D 

1000×1500 

主筋上端 

6-D38 

主筋下端 

6-D38 

あばら筋 

3-D16@200 

長期 

曲げ 

モーメント 
1463 kN･m 1636 kN･m 0.90 

せん断力 1094 kN 1734 kN 0.63 

B×D 

1000×1500 

主筋上端 

6-D38 

主筋下端 

6-D38 

あばら筋 

3-D16@200 

短期 

(地震) 

曲げ 

モーメント 
1614 kN･m 2864 kN･m 0.57 

せん断力 1165 kN 2602 kN 0.45 

 

 

 

あばら筋:3-D16 @200

上端筋:6-D38

下端筋:6-D38

1
,
5
0
0

1,000
 

図３－２ 大梁配筋図（単位：mm） 
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4. 付録 

付録－１ サイトバンカ建屋に関する参考評価 
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付録－１ 

 

 

サイトバンカ建屋に関する参考評価 

 

1. はじめに 

 第三セシウム吸着装置が設置される建屋（サイトバンカ建屋）について，基準地震動

Ss に対し，1階外壁及び地下外壁が崩壊しないことを確認する。なお，判定は１階及び

地下階の耐震壁が終局限界に至らないことを確認する。 
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2. 解析評価方針 

サイトバンカ建屋の耐震安全性評価は，基準地震動 Ssを用いた地震応答解析によるこ

とを基本とし，建物・構築物や地盤の応答性状を適切に表現できるモデルを設定した上

で行う。 

解析モデルは，地上２階に設置された機器を含む建屋全域を NS，EW 方向とも，１軸質

点系モデルとする。 

１階及び地下階の耐震壁の評価は，地震応答解析により得られた該当部位の最大せん

断ひずみが，評価基準値（4.0×10-3）を超えないことを確認することとする。 

サイトバンカ建屋の地震応答解析の評価手順を図２－１に示す。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ サイトバンカ建屋の地震応答解析の評価手順 

 

地震応答解析モデルの設定 

評価終了 

基準地震動 Ss を 

入力地震動として用いた地震応答解析 

耐震壁のせん断ひずみの算出 

4.0×10-3 

以下か 

詳細検討による評価 

ＮＯ 

ＹＥＳ 
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3. 解析に用いる入力地震動 

サイトバンカ建屋への入力地震動は，「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価結果 中間報告書」（原管発官１９

第６０３号 平成２０年３月３１日付け）」にて作成した解放基盤表面レベルに想定する

基準地震動 Ssを用いることとする。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図３－１に示す。このサイトバンカ建屋

の解析モデルに入力する地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルに想定

する基準地震動 Ssに対する建屋基礎底面レベルの地盤応答として評価する。また，建屋

基礎底面レベルにおけるせん断力を入力地震動に付加することにより，地盤の切欠き効

果を考慮する。 

このうち，解放基盤表面位置における基準地震動 Ss の加速度波形について，図３－２

に示す。 

 

 

 



 Ⅱ-2-5-添 30 別 3-9  

 

 

 

 
図３－１ 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図 

T.P.8.5m 

G.L.-8.704m 

G.L.-206.0m 
（震災前 O.P.-196.0m） 

 

添付資料 30 別紙(3)に記載の標高は，震災前の地盤沈下量（-709mm）と O.P.から T.P.への読替値（-727m）を用いて，

下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.＝旧 O.P.－1,436mm 

 

(G.L.) 

 

(G.L.) 
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図３－２ 解放基盤表面位置における地震動の加速度時刻歴波形（水平方向） 

最大加速度振幅 450cm/s2 

最大加速度振幅 600cm/s2 

最大加速度振幅 450cm/s2 

加
速
度
(
c
m/
s2
) 

 

加
速
度
(
c
m/
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) 

 

加
速
度
(
c
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) 
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4.  地震応答解析モデル 

基準地震動 Ss に対するサイトバンカ建屋の地震応答解析は，「3. 解析に用いる入力

地震動」で算定した入力地震動を用いた動的解析による。 

地震応答解析モデルは，図４－１及び図４－２に示すように，建屋を曲げ変形とせん

断変形をする質点系とし，地盤を等価なばねで評価した建屋－地盤連成系モデルとする。

建屋－地盤連成系としての効果は地盤ばね及び入力地震動によって評価される。解析に

用いるコンクリートの物性値を表４－１に，建屋解析モデルの諸元を表４－２に示す。 

地盤定数は，水平成層地盤と仮定し，地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定めた。

解析に用いた地盤定数を表４－３に示す。 

解析モデルにおいて，基礎底面地盤ばねについては，「JEAG4601-1991」に示された手

法を参考にして，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づいて，スウェ

イ及びロッキングばね定数を近似的に評価する。また，埋込部分の建屋側面地盤ばねに

ついては，建屋側面位置の地盤定数を用いて，水平及び回転ばねを「JEAG4601-1991」に

により NOVAK ばねに基づいて近似法により評価する。 

地盤ばねは振動数に依存した複素剛性として得られるが，図４－３に示すようにばね

定数（Kc）として実部の静的な値を，また，減衰係数（Cc）として建屋－地盤連成系の

１次固有振動数に対応する虚部の値と原点を結ぶ直線の傾きを採用することにより近似

する。 
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（水平・回転） 

側面地盤ばね 
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質点 

 

曲げ・せん断剛性考慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ サイトバンカ建屋 地震応答解析モデル（NS 方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ サイトバンカ建屋 地震応答解析モデル（EW 方向） 

G.L. +23,800         

 

 6 

5 

4 

3 

2 

1 

底面地盤ばね 

（水平・回転） 

側面地盤ばね 

（水平・回転） 

 

曲げ・せん断剛性考慮 

質点 

 

G.L. +17,500         

 

G.L. +8,000          

 

G.L. -6,204           

 G.L. -8,704           

 

G.L. +23,800         

 

G.L. +17,500         

 

G.L. +8,000     

 

8.00          

 

G.L.   +200         

 

G.L.   +200         

 

G.L. -6,204          

 G.L. -8,704           
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表４－１ 地震応答解析に用いる物性値 

コンク

リート 

強度 

Fc 

(N/mm2) 

ヤング係数 

E 

(N/mm2) 

せん断弾性係数 

G 

(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

単位体積重量*1 

γ 

（kN/m3） 

22.1 2.06×104 0.88×104 0.2 24 

鉄筋 
SD345 相当 

（SD35） 

*1：鉄筋コンクリートの値を示す。 
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表４－２（１） 建屋解析モデルの諸元 

（NS方向） 

質点重量 回転慣性重量 せん断断面積 断面二次モーメント

W(kN) IG(×105kN･m2) AS(m
2) I(m4)

合計 420,230

2 105,040 216.65

1605.5 330,135

1 52,430 107.90

8,991

5 27,120 55.78

46.6 12,058

4 96,700 199.35

180.9 27,046

3 123,920 255.89

249.8 44,152

質点番号

6 15,020 33.85

31.2

 

 

▽　O.P.33.800m 6

▽　O.P. 27.500m 5

▽　O.P. 18.000m 4

▽　O.P. 10.200m 3

▽　O.P. 3.796m 2

▽　O.P. 1.296m 1

 

 

 

 

 

▽ G.L.+23.800m  

▽ G.L.+17.500m  

▽ G.L.+8.000m   

00m  
▽ G.L.+0.200m   

00m  
▽ G.L.-6.204m   

Mm 

m   

00m  

▽ G.L.-8.704m   

Mm 

m   

00m  
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表４－２（２） 建屋解析モデルの諸元 

（EW方向） 

質点重量 回転慣性重量 せん断断面積 断面二次モーメント

W(kN) IG(×105kN･m2) AS(m
2) I(m4)

合計 420,230

203.1 13,936

2 105,040 93.79

1605.5 142,360

1 52,430 46.58

423

5 27,120 24.06

20.5 604

4 96,700 86.26

168.6 6,787

3 123,920 110.95

質点番号

6 15,020 5.02

10.0

 

 

▽　O.P.33.800m 6

▽　O.P. 27.500m 5

▽　O.P. 18.000m 4

▽　O.P. 10.200m 3

▽　O.P. 3.796m 2

▽　O.P. 1.296m 1

 

 

▽ G.L.+23.800m  

▽ G.L.+17.500m 

23,800m  

▽ G.L.+0.200m  

▽ G.L.+8.000m 

 

,800m  

▽ G.L.-6.204m  

▽ G.L.-8.704m  
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表４－３（１） 地盤定数（Ss-1） 

 

 

表４－３（２） 地盤定数（Ss-2） 
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表４－３（３） 地盤定数（Ss-3） 
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図４－３ 地盤ばねの近似 

 

ω1：建屋－地盤連成系の 

  1 次固有振動数 

ω 
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5. 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められた NS方向，EW方向の最大応答加速度を，図５－１及び図

５－２に示す。 

 

Ss-1 Ss-2 Ss-3 

   

単位：Gal 単位：Gal 単位：Gal

Ss-1_NS Ss-2_NS Ss-3_NS

734 639 627

672 573 598

581 554 531

536 539 482

531 527 446

530 525 442

Ss-1_NS

h=5%

NS方向

33.800 

27.500 

18.000 

10.200 

3.796 

1.296 
0 250 500 750 1,000 1,250 1,500

O.P.(m)

(Gal)

    

単位：Gal 単位：Gal 単位：Gal

Ss-1_EW Ss-2_EW Ss-3_EW

643 539 588

795 574 595

574 553 514

531 524 469

532 512 431

529 510 427

Ss-1_EW

h=5%

EW方向

33.800 

27.500 

18.000 

10.200 

3.796 

1.296 
0 250 500 750 1,000 1,250 1,500

O.P.(m)

(Gal)

 

図５－１ 最大応答加速度        図５－２ 最大応答加速度 

（Ss-1～3，NS 方向）          （Ss-1～3，EW 方向） 

 

 

+23.800 

+17.500 

 

+8.000 

+0.200 

-6.204 

-8.704 

+23.800 

+17.500 

 

+8.000 

+0.200 

-6.204 

-8.704 

G.L. G.L. 
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6. 耐震安全性評価結果 

基準地震動Ssに対するサイトバンカ建屋の耐震壁のせん断ひずみ一覧を表６－１

及び表６－２に示す。  

耐震壁のせん断ひずみは，最大で 0.08×10-3（Ss-1，EW 方向，B1F）であり，耐震

壁の評価基準値（4.0×10-3）に対して十分な余裕がある。 

よって，サイトバンカ建屋１階及び地下階の耐震安全性は確保されているものと

評価した。 

 

表６－１ 耐震壁のせん断ひずみ一覧（NS方向） 

（単位：×10-3） 

階 
せん断ひずみ 

許容値 
Ss-1 Ss-2 Ss-3 

1F 0.06 0.05 0.05 

4.0 以下 

B1F 0.07 0.07 0.06 

 

 

表６－２ 耐震壁のせん断ひずみ一覧（EW方向） 

（単位：×10-3） 

階 
せん断ひずみ 

許容値 
Ss-1 Ss-2 Ss-3 

1F 0.06 0.05 0.05 

4.0 以下 

B1F 0.08 0.07 0.06 
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別紙（４） 

 

第三セシウム吸着装置の具体的な安全確保策 

 

第三セシウム吸着装置の漏えい発生防止対策，放射線遮へい対策，崩壊熱除去，可燃性ガス

滞留防止，環境条件対策等について具体的な安全確保策を以下の通り定め，実施する。 

 

1. 放射性物質の漏えい防止等に対する考慮 

(1)漏えい発生防止 

ａ．第三セシウム吸着装置吸着塔の機器については，腐食による漏えい発生を防止するため

に，耐腐食性を有するＳＵＳ３１６Ｌ材，二相ステンレス材の使用を基本とし，移送配

管はＳＵＳ３１６Ｌ材，二相ステンレス材または耐腐食性を有するポリエチレン管を使

用する。 

ｂ．ポンプの軸封部は，漏えいの発生し難いメカニカルシール構造とする。 

 

(2)漏えい検知・漏えい拡大防止 

ａ．第三セシウム吸着装置は，機器（弁ユニット・吸着塔架台，ブースターポンプ）の周囲

に漏えい受けパン及び漏えい検知器を設け，漏えいを早期に検知する。 

ｂ．漏えいを検知した場合は，免震重要棟集中監視室に警報を発報・表示し，運転員が停止

操作等の必要な措置を講ずる。また，巡視点検等で漏えいがないことを確認する。 

ｃ．第三セシウム吸着装置は，装置の設置エリアを覆う全体架台上に堰（堰内には漏えい検

知器）が設置されているため，機器等の内包水が流出した場合においても全量が堰内に

とどまり，堰外へ漏えいすることはない（表－１）。仮に漏えいが発生した場合でも系外

に放出することを防止するため，第三セシウム吸着装置は建屋内に設置する。 

ｄ．第三セシウム吸着装置の設置に伴い新規に敷設する移送配管について，以下の対応を行

う。 

   ・屋内に設置する配管のうち，ポリエチレン管と鋼管または鋼管と鋼管の取合いでフラ

ンジ接続となる箇所については，漏えい受けパンまたは堰と漏えい検知器により漏え

いの早期検知を図る。 

・屋外配管（ポリエチレン配管）については，原則として耐紫外線性を有するコルゲー

ト管等で覆う二重構造とし，漏えいの拡大防止を図る。配管から漏えいした系統水は，

コルゲート管等を通じて建屋内に導かれ，建屋内の漏えい受けパンまたは堰内に設置

された漏えい検知器で漏えいを検知する。 
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表－１ 漏えい拡大防止評価 

対象設備 
保有水量 

貯留可能 

な堰面積※ 

必要な 

堰高さ 

漏えい拡大

防止堰高さ 評価 

a b c=a/b d 

ブースターポンプ 

バルブラック 

ろ過フィルタ 

吸着塔 

移送配管 

11.2(m3) 101(m2) 
111(mm) 

以上 

120(mm) 

以上 

漏えい拡大防止

堰の高さは，保

有水量を貯留す

るために必要な

高さを満足して

おり，漏えいの

拡大を防止でき

る。 

※：堰内のり寸法 

 

2. 放射線遮へいに対する考慮  

ａ．第三セシウム吸着装置吸着塔は，放射線業務従事者の被ばく低減のため，吸着塔表面の

線量当量率が 2mSv/h 以下となるように遮へいする。 

ｂ．第三セシウム吸着装置吸着塔は，吸着塔交換等の際，放射線業務従事者が近づく可能性

があることから，吸着塔表面の線量当量率等の表示により注意喚起することで，放射線

業務従事者の被ばく低減を図る。 

ｃ．第三セシウム吸着装置のポンプ及び配管等については，放射線業務従事者の過度の被ば

く防止を図るために，鉛板マットによる遮へいを設ける。 

 

3. 崩壊熱除去に対する考慮 

ａ．処理対象水に含まれる放射性物質の崩壊熱は，通水時は処理水とともに熱除去される。 

ｂ．吸着塔内部の温度は，最も高温となる水を抜いた状態であっても，吸着材及び構造材料

に影響しない範囲で収束する。（別添－１） 

 

4. 可燃性ガスの滞留防止に対する考慮 

ａ．水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，通水時は処理水とともに排

出される。通水停止後は，吸着塔上部に設けたオートベント弁・ベント管を介して可燃

性ガスを屋外に排出する。（別添－２） 

ｂ．第三セシウム吸着装置にて発生する使用済みの吸着塔は，可燃性ガスの発生抑制のため，

内部の水抜きを実施する。 

ｃ．使用済み吸着塔一時保管施設においては，ベントを開けた状態で保管することにより，

可燃性ガスを大気に放出する。 
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5. 環境条件対策 

(1)腐食 

耐腐食性を有するステンレス材，ポリエチレン管等を使用する。 

 

(2)熱による劣化 

吸着塔中心温度が高くなる吸着塔において，最大温度はＡ型にて約 120℃（容器外周部），Ｂ

型にて約 210℃（容器内周部）であり，金属材料に有意な特性変化は生じない。 

 

(3)凍結 

滞留水を移送している過程では，水が流れているため凍結の恐れはない。滞留水の移送を停

止した場合，屋外に敷設する移送配管等は，凍結による破損が懸念されることから保温材を設

置する。 

 

(4)生物汚染 

使用済みセシウム吸着塔一時保管施設で保管する吸着塔は，内部の水を抜いた状態で保管す

るため，生物汚染に対する配慮は必要ない。 

 

(5)紫外線 

屋外敷設箇所のポリエチレン管は，耐紫外線性を有する保温材等で覆う処置を講ずることで，

紫外線による劣化を防止する。 

 

(6)耐放射線性 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gy に達すると，引張強度は低下しないが，破断時の伸

びが減少する傾向を示すが，ポリエチレン管の照射線量率を 1Gy/h と仮定すると，2×105Gy に

到達する時間は 2×105 時間（22.8 年）と評価される。そのため，ポリエチレン管は数年程度

の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えられる。 

 

(7)長期停止中の措置 

第三セシウム吸着装置を長期停止する場合は，必要に応じてフラッシングするとともに，内

部の水抜きを実施し，腐食及び凍結を防止する。 

 

6. 放射性固体廃棄物の発生量 

 第三セシウム吸着装置から発生する吸着塔の年間の数は，ろ過フィルタが約 4体，吸着塔が約

12 体と想定される。使用済み吸着塔は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち，保管容量

が 230 体の第一施設または保管容量が 345 体の第四施設において保管する。なお，必要に応じて

使用済セシウム吸着塔一時保管施設を増設する。 

以上
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別添－１ 

第三セシウム吸着装置 温度評価 

 

1. 評価概要 

滞留水の処理に伴い使用済吸着塔が発生する。これらは，水抜き後に使用済セシウム吸着塔

一時保管施設に一時的に貯蔵するが，高濃度の放射性物質を内包していることから崩壊熱によ

る温度上昇を評価し，同時吸着塔の機能への影響について確認を行う。 

 

2. 評価方法 

＜吸着塔Ａ型＞ 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設で保管する際の吸着塔内部の最高温度について評価を行

う。吸着塔は使用済セシウム吸着塔一時保管施設では図－１に示すように鉛遮へい体を含む容

器として保管される。 

遮へい容器上下には空気出入口があり，内部空気温度が上昇して浮力が発生することで外気

が入口から流入し，吸着塔側面で上昇流となり，出口から流出する。これにより吸着塔外表面

及び遮へい容器内表面は空気の自然通風で除熱される。また，遮へい容器外表面は空気の自然

対流で除熱される。 

吸着塔の温度は，セシウム吸着（約 2.1×1015Bq/塔），ストロンチウム吸着（約 1.05×1015Bq/

塔）による発熱量，外気温度を 40℃と仮定し，STAR-CD Ver4.08 を用いて三次元解析により求

めた。 

＜吸着塔Ｂ型＞ 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設で保管する際の吸着塔内部の最高温度について評価を行

う。吸着塔は使用済セシウム吸着塔一時保管施設では図－３に示すように鉛遮へい体を含む容

器として保管される。 

遮へい容器の上下に開口部を設けてあり，遮へい容器下部の中心部はラビリンス構造となっ

ている。内部の空気温度が上昇して対流が発生すると，外気は下部開口部からラビリンス部を

経て吸着材容器中空部で上昇流となり，遮へい容器上部の開口部から流出する。これにより，

吸着材容器は空気の自然通風により除熱される。また，遮へい容器外表面は空気の自然対流で

除熱される。 

吸着塔の温度は，セシウム吸着（約 3.8×1015Bq/塔），ストロンチウム吸着（約 2.5×1015Bq/

塔）による発熱量，外気温度を 40℃と仮定し，STAR-CCM+Ver.12.04 を用いて三次元解析によ

り求めた。 
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3. 評価結果 

評価の結果，大気への放熱が定常になる際の吸着塔中心部温度はＡ型において約 510℃，Ｂ型

において約 320℃，鉛の最高温度はＡ型において約 70℃，Ｂ型において約 140℃と評価された。

吸着塔内での発熱は吸着材の健全性（吸着材はＡ型において約 1,000℃，Ｂ型において約 600℃

程度まで安定）や鉛の遮へい性能に影響を与えるものではないことを確認した。吸着塔Ａ型の

評価結果を図－２に，吸着塔Ｂ型の評価結果を図－４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 吸着塔Ａ型解析モデル（概念図）     図 2 吸着塔Ａ型の温度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 吸着塔Ｂ型解析モデル（概念図）    図 4 吸着塔Ｂ型の温度分布 

 

 

以上

最高温度 

約 320℃ 

鉛遮へい体 

316.53 

261.22 

 

205.92 

 

150.61 

 

95.31 

 

40.00 

温度(℃) 



 

Ⅱ-2-5-添 30 別 4-6 

 

 

別添－２ 

第三セシウム吸着装置 水素評価 

 

1. 評価概要 

使用済吸着塔は，可燃性ガスの発生抑制のため，内部の水抜き後に使用済セシウム吸着塔一

時保管施設に一時的に貯蔵するが，高濃度の放射性物質を内包しており，内部に残留する湿分

等の放射線分解により，可燃性ガスが発生する恐れがあることから，使用済吸着塔内部の可燃

性ガスの濃度を評価し，その濃度が 4%未満であることを確認する。 

なお，本評価では保守的に，吸着塔内部の温度上昇は考慮しないものとし，吸着材領域は水

で満たされているものとした（実際は，使用済み吸着塔は水抜き後に保管される）。 

 

2. 評価方法 

吸着塔内の吸着材充填領域から発生した可燃性ガスは，吸着塔上部の空間部に排出され，空

気との混合気体となる。吸着塔は，保管時にベント管と取水側のノズルを開放し，上部空間の

混合気体は空気との密度差により上昇しベント管から排出される。また，排出された混合気体

の体積に応じて，取水側ノズルから空気が流入する（図１参照）。このときの混合気体の排出

と空気の流入量を算出し，吸着塔内の水素濃度を評価した（水素濃度は水素発生量と流入空気

量により評価を実施し，吸着塔の自然換気が定常となる際の可燃性ガス濃度を評価）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 使用済み吸着塔 保管時の概念図 
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3. 水素発生量 

水素は，吸着した核種の崩壊エネルギーが容器内に残留する水に吸収され発生する。水素発

生速度H(mol/s)は次式により求めた。 

 

AEGH   

H：水素発生速度 

G：水が100eVのエネルギーを吸収した際に発生する水素分子の個数，0.45 

E：水が吸収するエネルギー：（Ａ型）約1.35×1015（MeV/s） 

（Ｂ型）約7.13×1015（MeV/s） 

A：アボガドロ数（6.02×1023個/mol） 

 

 4. 評価結果 

評価の結果，吸着塔の自然換気が定常となる際の可燃性ガスの濃度はＡ型において約 2.6%，

Ｂ型において約 3.6％と評価された。なお，吸着塔内部の温度上昇を考慮した場合（Δ

T=15℃），吸着塔内部の可燃性ガスの濃度はＡ型において約 1.3%，Ｂ型において約 2.5％と

評価された。 

 

 

以上
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別紙（５） 

 

第三セシウム吸着装置に係る確認事項 

 

第三セシウム吸着装置の構造強度・耐震性及び機能・性能等に関する確認事項を表－１

～１２に示す。 

 

表－１ 確認事項（ろ過フィルタ，吸着塔Ａ型） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法につ
いて記録を確認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

 

 

 表－２ 確認事項（第三セシウム吸着装置ブースターポンプＡ，Ｂ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

漏えい 

確認 

運転圧力で耐圧部分からの漏えい
の有無を確認する。 

耐圧部から著しい漏えいがな
いこと。 

性能 

運転性能 

確認 
※1 

ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量を満
足すること。 
また，異音，発煙，異常振動等
がないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 
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表－３ 確認事項（主配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径，厚さにつ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
※1 

配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 
※1 ※2 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２ 耐圧確認が困難な箇所については代替試験にて確認する。 

 

 

表－４ 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径について
記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
※1 

配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 
※1 ※2 

現場状況を考慮し製造者指定方
法・圧力による漏えい有無を確認
する。 

耐圧部から漏えいがないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

※２ 耐圧確認が困難な箇所については代替試験にて確認する。 
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表－５ 確認事項（主配管（耐圧ホース）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ
いて記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載した外径について
記録を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
※１ 

各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
※1 

配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

耐圧・ 

漏えい 

確認 
※1  

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることを確認する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

圧力に耐え，かつ構造物の変形
等がないこと。 
また，耐圧部から漏えいがない
こと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

 

 

表－６ 確認事項（漏えい検出装置及び警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
装置の据付位置，据付状態につい
て確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 

機能 
漏えい 

警報確認 

漏えい信号により，警報が作動す
ることを確認する。 

警報が作動すること。 
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表－７ 確認事項（エリア放射線モニタ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

監視 

構造確認 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
装置の据付位置，据付状態
について確認する。 

実施計画のとおり施工・
据付されていること。 

機能確認 警報確認 

設定値どおりに警報及び
表示灯が作動することを
確認する。 

許容範囲以内で警報及び
表示灯が作動すること。 

性能確認 

線源校正確認 

標準線源を用いて線量当
量率を測定し，各検出器の
校正が正しいことを確認
する。 

基準線量当量率に対する
正味線量当量が，許容範
囲以内であること。 

校正確認 

モニタ内のテスト信号発
生部により，各校正点の基
準入力を与え，その時の指
示値が正しいことを確認
する。 

各指示値が許容範囲以内
であること。 

 

 

 

 

 

表－８ 確認事項（第三セシウム吸着装置全体堰） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

漏えい 

防止 

寸法確認 主要寸法の記録を確認する。 寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
堰の据付位置,据付状態について
確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ
れていること。 
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表－９ 確認事項（第三セシウム吸着装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

性能 

運転性能

確認 

実施計画に記載の容量が通水可能
であることを確認する。 

実施計画に記載した容量を通
水することが可能であり，設備
からの異音，発煙，異常振動等
がないこと。 

性能確認 

実施計画に記載の容量を通水した
状態で，系統出口水の放射能濃度
を確認する。 

系統出口水の放射性物質濃度
（Cs-134,Cs-137）が 102Bq/cc
オーダー以下※1 を満足するこ
と。Sr-90 については，放射性
物質濃度が低減されているこ
と。 

※1 処理装置下流の逆浸透膜装置の受入条件 

 

表－１０ 確認事項(吸着塔Ｂ型) 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度・耐

震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりであ

ること。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内であ

ること。 

外観確認 各部の外観を確認する。※１ 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。※１ 

実施計画のとおり施

工・据付されているこ

と。 

耐圧・漏えい確

認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることについて

記録を確認する。 

耐圧確認終了後，漏えいの有無

も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。 

また，耐圧部から著しい

漏えいがないこと。 

※１：現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 
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表－１１ 確認事項（ろ過フィルタ，吸着塔Ａ型，鋼管の溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定 

溶接検査 

材料検査 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

③鋼管 

材料が溶接規格等に適合す
るものであり，溶接施工法の
母材の区分に適合すること
を確認する。 

材料が溶接規格等に適合す
るものであり，溶接施工法
の母材の区分に適合するも
のであること。 

開先検査 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

③鋼管 

開先形状等が溶接規格等に
適合するものであることを
確認する。 

開先形状等が溶接規格等に
適合するものであること。 

溶接作業 

検査 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

③鋼管 

あらかじめ確認された溶接
施工法又は実績のある溶接
施工法又は管理されたプロ
セスを有する溶接施工法で
あることを確認する。あらか
じめ確認された溶接士によ
り溶接が行われていること
を確認する。 

あらかじめ確認された溶接
施工法および溶接士により
溶接施工をしていること。 

非破壊 

試験 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

③鋼管 

溶接部について非破壊検査

を行い，その試験方法及び結

果が溶接規格等に適合する

ものであることを確認する。 

溶接部について非破壊検査

を行い，その試験方法及び

結果が溶接規格等に適合す

るものであること。 

機械試験 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

溶接部を代表する試験片に
て機械試験を行い，当該試験
片の機械的性質が溶接規格
等に適合しているものであ
ることを確認する。 

溶接部を代表する試験片に
て機械試験を行い，当該試
験片の機械的性質が溶接規
格等に適合しているもので
あること。 

耐圧・漏えい

検査※1 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

③鋼管 

検査圧力で保持した後，検査
圧力に耐えていることを確
認する。耐圧確認終了後，耐
圧部分からの漏えいの有無
を確認する。 

検査圧力で保持した後，検
査圧力に耐えていること。
耐圧確認終了後，耐圧部分
からの漏えいがないこと。 

外観検査 

※２ 

①吸着塔 

②ろ過フ
ィルタ 

③鋼管 

耐圧・漏えい検査後外観上，
傷・へこみ・変形等の異常が
ないことを確認する。 

外観上，傷・へこみ・変形
等の異常がないこと。 

 ※1 耐圧確認が困難な箇所については代替試験にて確認する。 

※2 耐圧検査後の確認が困難な箇所については先行外観検査を実施する。 
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表－１２ 確認事項（海外製品溶接検査（吸着塔Ｂ型，取合配管）） 

確認事項 確認項目 

実施計画 

記載事項 

※１ 

確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 ①吸着塔 

②取合配管 

溶接に使用する材料が，

ASME Sec. Ⅷ 等に適合 

するものであり，溶接施工

法の母材の区分に適合する

ことを記録で確認する。 

溶接に使用する材料が，

ASME Sec.Ⅷ等に 

適合するものであり，溶

接施工法の母材の区分

に適合するものであ 

ること。 

開先検査 ①吸着塔 

②取合配管 

開先形状等が ASME Sec. Ⅷ 

等に適合するものであるこ

とを記録で確認する。 

開 先 形 状 等 が ASME 

Sec.Ⅷ等に適合するも

のであること。 

溶接作業

検査 

①吸着塔 

②取合配管 

ASME Sec.Ⅸ等に定められ

た溶接施工法により溶接さ

れていること及び溶接士の 

資格を有しているものによ

り溶接が行われていること

を記録で確認する。 

ASME Sec.Ⅸ等で定めら

れた溶接施工法および

溶接士により溶接施工

をしていること。 

非破壊検

査 

①吸着塔 

②取合配管 

溶接部について非破壊検査

（目視検査）を行い，その

結果が ASME B31.1 に適合

するものであることを記録

で確認する。 

溶接部について非破壊

検査（目視検査）を行い，

そ の 結 果 が ASME 

B31.1 に適合するもの

であること。 

耐圧・ 

漏えい検

査 

①吸着塔 

②取合配管 

検査圧力で保持した後，検

査圧力に耐えていること及

び耐圧部分から漏えいがな 

いことを確認する。 

検査圧力で保持した後，

検査圧力に耐えている

こと及び耐圧部分から

漏えいがないこと。 

外観検査 ①吸着塔 

②取合配管 

各部の外観を確認する。※

２ 

外観上，傷・へこみ・変

形等の異常がないこと。 

※１：「表－１２ 確認事項（海外製品溶接検査）」の確認範囲は，「東京電力株式会社福島

第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関する規則」の第

26 条第 4 号に規定する範囲とする。なお，適用する規格で使用が認められている材

料の溶接部に関わる確認は，適用する規格の条件に適合していることについて行う。 

※２：現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

以上 
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主要配管の確認事項について 

 

「2.5.2 基本仕様 表２．５－１ 汚染水処理設備等の主要配管仕様（７／２１） ＲＯ処

理水貯槽及び蒸発濃縮処理水貯槽から処理水バッファタンク及びＣＳＴまで（ポリエチレ

ン管）」の構造強度・耐震性及び機能・性能に関する確認事項を表－１に示す。 

 

表－１ 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定 

構造強度・

耐震性 

材料確認 主な材料について確認する。 実施計画のとおりであること。 

寸法確認 主要寸法について確認する。 実施計画のとおりであること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
配管の据付状態について確認す
る。 

実施計画のとおり施工・据付され
ていること。 

耐圧・漏えい

確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力
に耐えていることについて確認
する。 
耐圧確認終了後，耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の変
形がないこと。 
耐圧部から漏えいがないこと。 

機能 通水確認 通水されていることを確認する。 通水されていること。 

 

添付資料－３１ 
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多
核
種
除
去
設
備 

タンク・槽類 

 

1T/Ｂ 

2Rx 

2T/Ｂ 

雨水， 

地下水 

1Rx 
3Rx 

3T/Ｂ 

処理装置 

（セシウム吸着装置／ 

第二セシウム吸着装置／ 

除染装置） 

淡水化装置 

（逆浸透膜装置） 

プロセス主建屋 

高温焼却炉建屋 

淡水化装置 

（蒸発濃縮装置） 

バッファタンク 

ＳＰＴ 

① 
③ 

② 

RO及び蒸発濃縮装

置後淡水受タンク 
RO後濃縮塩水 

受タンク 

濃縮廃液貯槽 

③淡水 

①処理装置出口水 

②RO濃縮塩水 

(a) 配置概要 

図－１ 汚染水処理設備並びに多核種除去設備等の全体概要図 
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図－２ 多核種除去設備の配置概要図 

多核種除去設備 

タンクエリア 

※ 現場の状況に応じて配管の敷設状況

が異なる場合がある。 

処理対象水移送配管 

処理済水移送配管 



 

Ⅱ-2-16-1-添 1-3 

 

 

 

図
－
３
 
多
核
種
除
去
設
備
の
系
統
構
成
図
 

 

増
設
多
核
種
除
去
設
備
用
 

処
理
済
水
一
時
貯
留
タ
ン
ク
 

お
よ
び
 

高
性
能
多
核
種
除
去
設
備
用
 

処
理
済
水
一
時
貯
留
タ
ン
ク
 



 

 

添付資料－２ 

Ⅱ-2-16-1-添 2-1 

放射性液体廃棄物処理設備等に関する構造強度及び耐震性等の評価結果 

 

 放射性液体廃棄物処理設備等を構成する設備について,構造強度評価の基本方針及び耐

震性評価の基本方針に基づき構造強度及び耐震性等の評価を行う。 

 

1.1  基本方針 
1.1.1 構造強度評価の基本方針 

多核種除去設備等を構成する機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，廃棄物処理

設備に相当するクラス３機器と位置付けられる。この適用規格は，「JSME S NC-1 発電用原

子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）で規定される。ただ

し，福島第一原子力発電所構内の作業環境，機器等の設置環境等が通常時と大幅に異なっ

ているため，設計・建設規格の要求を全て満足して設計・製作・検査を行うことは困難で

ある。従って，可能な限り設計・建設規格のクラス３機器相当の設計・製作・検査を行う

ものの，JIS 等の規格に適合した一般産業品の機器等や，設計・建設規格に定める材料と同

等の信頼性を有する材料・施工方法等を採用する。また，溶接部については，系統機能試

験等を行い，漏えい等の異常がないことを確認する。 

なお，構造強度に関連して経年劣化の影響を評価する観点から，原子力発電所での使用

実績がない材料を使用する場合は，他産業での使用実績等を活用しつつ，必要に応じて試

験等を行うことで，経年劣化の影響についての評価を行う。なお，試験等の実施が困難な

場合にあっては，巡視点検等による状態監視を行うことで，健全性を確保する。 

 

1.1.2 耐震性評価の基本方針 

多核種除去設備等を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021 年 9 月 8 日

の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地震

によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動へ

の影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における

耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられる

設計用地震力に耐えられる設計とする。 

ただし，2021 年 9月 8日以前に認可された機器については，「発電用原子炉施設に関する

耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類し，参考評価として，基準地震動Ｓｓ

相当の水平震度に対して健全性が維持されることを確認している。 

耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」等に準拠

する。要求される地震力に対して耐震性を確保できない場合は，その影響について評価を

行う。 
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1.2 評価結果 

1.2.1 ポンプ類 

(1)構造強度評価 

ポンプは一般産業品とするため，設計・建設規格の要求には必ずしも適合しない。しか

しながら，以下により高い信頼性を確保した。 

・公的規格に適合したポンプを選定する。 

・耐腐食性（塩分対策）を有したポンプを選定する。 

・試運転により，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを確認する。

(2)耐震性評価 

a.基礎ボルトの強度評価

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルト

の強度が確保されることを確認した（表１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：Fb = 111 LCgmHCgm
L VH  

基礎ボルトの引張応力：σb = 
bf

b

An
F

 

基礎ボルトのせん断応力：τb = 
b

H

An
Cgm

  

L ： 基礎ボルト間の水平方向距離 

m ： 機器重量 

ｇ ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L1 ： 重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ： 引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ： 基礎ボルトの本数 

Ab ： 基礎ボルトの軸断面積 

CH ： 水平方向設計震度 

CV ： 鉛直方向設計震度 
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b.転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較するこ

とにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定

モーメントより小さくことから，転倒しないことを確認した。また，地震による転倒モー

メント＞自重による安定モーメントとなるものについては，a. での計算により基礎ボルト

の強度が確保されることから転倒しないことを確認した(表１)。 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント： HCgmM H1  

自重による安定モーメント： LgmM 2  

CH ： 水平方向設計震度 

m ： 機器重量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 
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表１：ポンプ耐震評価結果（１／３） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平

震度 
算出値 許容値 単位 

スラリー移送ポンプ 

本体 転倒 0.36 3.17×105 6.71×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 1 139 MPa 

循環ポンプ１ 

本体 転倒 0.36 2.34×106 4.70×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 4 133 MPa 

デカントポンプ 

本体 転倒 0.36 6.84×105 1.32×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 2 139 MPa 

供給ポンプ１ 

本体 転倒 0.36 1.95×105 4.80×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 1 139 MPa 

供給ポンプ２ 

本体 転倒 0.36 3.28×105 7.36×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 2 139 MPa 

循環ポンプ２ 

本体 転倒 0.36 2.59×106 5.21×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 4 133 MPa 

ブースターポンプ１ 

本体 転倒 0.36 4.85×105 1.02×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 2 139 MPa 

ブースターポンプ２ 

本体 転倒 0.36 4.85×105 1.02×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 2 139 MPa 

処理済水移送ポンプ 

本体 転倒 0.36 8.30×105 1.10×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 2 141 MPa 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。 
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表１：ポンプ耐震評価結果（２／３） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平

震度 
算出値 許容値 単位 

スラリー移送ポンプ 

本体 転倒 0.80 7.04×105 6.71×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 180 MPa 

せん断 0.80 3 139 MPa 

循環ポンプ１ 

本体 転倒 0.80 5.18×106 4.70×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 173 MPa 

せん断 0.80 8 133 MPa 

デカントポンプ 

本体 転倒 0.80 1.52×106 1.32×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 180 MPa 

せん断 0.80 5 139 MPa 

供給ポンプ１ 

本体 転倒 0.80 4.33×105 4.80×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 2 139 MPa 

供給ポンプ２ 

本体 転倒 0.80 7.29×105 7.36×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 3 139 MPa 

循環ポンプ２ 

本体 転倒 0.80 5.74×106 5.21×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 173 MPa 

せん断 0.80 9 133 MPa 

ブースターポンプ１ 

本体 転倒 0.80 1.08×106 1.02×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 180 MPa 

せん断 0.80 4 139 MPa 

ブースターポンプ２ 

本体 転倒 0.80 1.08×106 1.02×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 180 MPa 

せん断 0.80 4 139 MPa 

処理済水移送ポンプ 

本体 転倒 0.80 1.90×106 1.10×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 3 183 MPa 

せん断 0.80 5 141 MPa 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。 
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表１：ポンプ耐震評価結果（３／３） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平

震度 
算出値 許容値 単位 

炭酸ソーダ供給ポン

プ 

本体 転倒 0.36 2.03×105 1.28×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 2 183 MPa 

せん断 0.36 2 141 MPa 

 

1.2.2  タンク類，吸着塔及び処理カラム 

(1)構造強度評価 

タンク類は，SUS316L（バッチ処理タンクについてはゴムライニング付）もしくは炭素鋼

（ライニング付）とするが材料の調達において一般産業品とするため，材料証明がなく，

設計・建設規格の要求には必ずしも適合しない。しかしながら，以下により高い信頼性を

確保した。 

・工場にて溶接を行い高い品質を確保する。 

・水張りによる溶接部の漏えい確認等を行う。 

 

また，吸着塔 1～14 及び処理カラムは，SUS316L とするが材料の調達において一般産業品

とするため，材料証明がなく，設計・建設規格の要求には必ずしも適合しない。しかしな

がら，以下を考慮することで，高い信頼性を確保した。 

・公的規格に適合した一般産業品の SUS316L を用いて吸着塔，処理カラムを製作する。 

・溶接継手は，PT検査，運転圧による漏えい確認等を行う。 

・工場にて溶接を行い高い品質を確保する。 

なお，吸着塔 15，16 については，設計・建設規格のクラス 3容器に準じた設計とする。 

 

a.スカート支持たて置円筒形容器 

スカート支持たて置円筒形容器については，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施

した。評価の結果，水頭圧（開放型タンク），最高使用圧力（密閉型タンク）に耐えられる

ことを確認した（表２）。 
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（開放型の場合） 

η

ρ

0.204S
DiHt  

   

 

 

 

（密閉型の場合） 

(1) 胴の厚さ 

 

PS
PDt i

2.12
 

 

 

ただし，t の値は炭素鋼，低合金鋼の場合は t = 3.00[mm]以上，その他の金属の場合は

t = 1.50[mm]以上とする。 

(2) 平板の厚さ 

 

  
S
KPdt 2

 

 

 

    (3) 胴フランジの厚さ 

 

)(
6 0

hf ndC
Mt  

    

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

Di ： 胴の内径             

H ： 水頭                 

ρ ： 液体の比重               

Ｓ ： 最高使用温度における材料の許容引張応力        

η ： 長手継手の効率               

ｔ： 胴の計算上必要な厚さ 

Di： 胴の内径 

Ｐ： 最高使用圧力 

Ｓ： 最高使用温度における材料の許容引張応力 

η： 長手継手の効率         

ｔ：平板の計算上必要な厚さ 

ｄ：ボルト中心円の直径または平板の径 

Ｐ：最高使用圧力 

Ｓ：平板の許容引張応力 

Ｋ：平板の取付け方法による係数 

M0：フランジに作用するモーメント 

σf：最高使用温度におけるフランジの許容引張応力 

Ｃ：ボルト穴中心円の直径 

ｎ：ボルト本数 

ｄh：ボルト穴直径 
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表２：スカート支持たて置円筒形容器板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

バッチ処理タンク 
胴板 1.50 7.80 

鏡板 2.67 7.80 

循環タンク 
胴板 1.50 7.80 

鏡板 1.14 8.35 

デカントタンク 
胴板 3.00 7.45 

鏡板 1.26 6.00 

共沈タンク 
胴板 3.00 4.60 

鏡板 0.31 3.90 

供給タンク 
胴板 3.00 4.60 

鏡板 0.32 3.90 

吸着塔 1～14 
胴板 9.57 16.50 

鏡板 10.18 18.50 

吸着塔 15，16 

胴板 3.64 10.73 

平板（蓋） 47.07 54.00 

平板（底） 54.57 58.05 

胴フランジ 28.12 56.00 

処理カラム 
胴板 12.29 18.70 

鏡板 13.09 20.70 

 

 

b.平底たて置円筒形容器 

平底たて置円筒形容器については，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評

価の結果，水頭圧に耐えられることを確認した(表３)。 

 

 

 

S
HDt i

204.0
 

 

 

 

 

ただし，t の値は炭素鋼，低合金鋼の場合は t = 3.00[mm]以上，その他の金属の場合は

t = 1.50[mm]以上とする。 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

Di ： 胴の内径             

H ： 水頭                 

ρ ： 液体の比重               

Ｓ ： 最高使用温度における材料の許容引張応力         

η ： 長手継手の効率              
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表３：平底たて置円筒形容器板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

吸着塔入口バッファタンク 
胴板 1.50 7.80 

底板 3.00 23.70 

移送タンク 
胴板 3.00 4.60 

底板 3.00 14.45 

炭酸ソーダ貯槽 
胴板 4.55 12.00 

底板 3.00 9.00 

 

c.三脚たて置円筒形容器 

三脚たて置円筒形容器については，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評

価の結果，最高使用圧力に耐えられることを確認した（表４）。 
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PDt i

2.12
 

 

 

 

ただし，t の値は炭素鋼，低合金鋼の場合は t = 3.00[mm]以上，その他の金属の場合は

t = 1.50[mm]以上とする。 

 

 

 

表４：三脚たて置円筒形容器板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

出口フィルタ 
胴板 1.92 3.50 

鏡板 1.34 3.10 

 

 

 

 

 

 

ｔ：胴の計算上必要な厚さ 

Di：胴の内径 

Ｐ：最高使用圧力 

Ｓ：最高使用温度における材料の許容引張応力 

η：長手継手の効率         
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d.円筒型タンク 

円筒型タンクについては，設計・建設規格に準拠し，板厚評価を実施した。評価の結果，

水頭圧に耐えられることを確認した（表５）。 

  

 

η

ρ

0.204S
DiHt  

 

 

 

 

 

ただし，t の値は炭素鋼，低合金鋼の場合は t = 3.00[mm]以上，その他の金属の場合は

t = 1.50[mm]以上とする。 

 

 

表５：円筒型タンク板厚評価結果 

機器名称 評価部位 必要肉厚[mm] 実厚[mm] 

サンプルタンク タンク板厚 5.89 12.00 

 

ｔ ： 胴の計算上必要な厚さ 

Di ： 胴の内径             

H ： 水頭                 

ρ ： 液体の比重               

Ｓ ： 最高使用温度における材料の許容引張応力        

η ： 長手継手の効率               
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(2)耐震性評価 

a.スカート支持たて置円筒形容器 

(a)基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルト

の強度が確保されることを確認した（表６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力： 1
2

)1(1 LCgmHCgm
L

F VHt  

基礎ボルトに作用する引張応力：
tCn b

t
b A

F2
σ  

基礎ボルトのせん断応力：τb = 
bAn
Cgm H     

m ：機器重量 

g ：重力加速度 

H ：据付面からの重心までの距離 

ｎ ：基礎ボルトの本数 

Ab ：基礎ボルトの軸断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 

Ct ：中立軸の位置より求める係数 

σb ：基礎ボルトに作用する引張応力 

Ft ：基礎ボルトに作用する引張力 

① ：基礎ボルトに作用する引張力の作用点 

② ：基礎部に作用する圧縮力の作用点 

R ：基礎ボルトのピッチ円直径 

L1 ：基礎ボルトのピッチ円中心から②までの距離 

L2 ：①から②までの距離 

H

m[kg] 

R

① ② 

L1

bσ

L2 
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(b)胴板の強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して，胴板の強度評価を実施した。 

一次一般膜応力σ０を下記の通り評価し，許容値を下回ることを確認した(表６)。 

 

ctMax 000 ,  

22
0 4

2
1

xtxtt  

22
0 4

2
1

xcxcc  

 

 

(c)スカートの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して，スカートの強度評価を実施した。 

組合せ応力σｓを下記の通り評価し，許容値を下回ることを確認した(表６)。 

 

 

22
321 3s  

 

 

 

また，座屈評価を下記の式により行い，スカートに座屈が発生しないことを確認した(表

６)。 

 

 

 

1321 ≦
bc ff

 

 

 

 

σ０ｔ：一次一般膜応力（引張側） 

σ０ｃ：一次一般膜応力（圧縮側） 

σφ ：胴の周方向応力の和 

σｘｔ：胴の軸方向応力の和（引張側） 

σｘｃ：胴の軸方向応力の和（圧縮側） 

τ ：地震により胴に生じるせん断応力 

σ１：スカートの質量による軸方向応力 

σ２：スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 

σ３：スカートの曲げモーメントによる軸方向応力 

ｆｃ：軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 

ｆｂ：曲げモーメントに対する許容座屈応力 

η：座屈応力に対する安全率 

 

σ１：スカートの質量による軸方向応力 

σ２：スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 

σ３：スカートの曲げモーメントによる軸方向応力 

τ：地震によるスカートに生じるせん断応力 
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表６：スカート支持たて置円筒形容器耐震評価結果（１／２） 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

バッチ処理 

タンク 

胴板 一次一般膜 0.36 15 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 10 205 MPa 

座屈 0.36 0.05 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 1 130 MPa 

せん断 0.36 33 101 MPa 

循環タンク 

胴板 一次一般膜 0.36 8 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 9 205 MPa 

座屈 0.36 0.04 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 1 131 MPa 

せん断 0.36 18 101 MPa 

デカント 

タンク 

胴板 一次一般膜 0.36 12 233 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 17 241 MPa 

座屈 0.36 0.10 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 1 440 MPa 

せん断 0.36 21 338 MPa 

共沈タンク 

胴板 一次一般膜 0.36 5 233 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 10 241 MPa 

座屈 0.36 0.05 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 11 180 MPa 

せん断 0.36 11 139 MPa 

供給タンク 

胴板 一次一般膜 0.36 6 233 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 11 241 MPa 

座屈 0.36 0.06 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 9 180 MPa 

せん断 0.36 13 139 MPa 

吸着塔 1～14 

胴板 一次一般膜 0.36 41 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 4 205 MPa 

座屈 0.36 0.02 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 2 131 MPa 

せん断 0.36 3 101 MPa 

吸着塔 15，16 

胴板 一次一般膜 0.36 27 282 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 7 309 MPa 

座屈 0.36 0.03 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 9 158 MPa 

せん断 0.36 6 121 MPa 

処理カラム 

胴板 一次一般膜 0.36 48 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.36 4 205 MPa 

座屈 0.36 0.02 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 1 131 MPa 

せん断 0.36 12 101 MPa 
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表６：スカート支持たて置円筒形容器耐震評価結果（２／２） 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

バッチ処理 

タンク 

胴板 一次一般膜 0.80 21 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 17 205 MPa 

座屈 0.80 0.08 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 75 131 MPa 

せん断 0.80 26 101 MPa 

循環タンク 

胴板 一次一般膜 0.80 12 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 16 205 MPa 

座屈 0.80 0.07 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 42 121 MPa 

せん断 0.80 39 101 MPa 

デカント 

タンク 

胴板 一次一般膜 0.80 20 233 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 32 241 MPa 

座屈 0.80 0.17 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 63 440 MPa 

せん断 0.80 47 338 MPa 

共沈タンク 

胴板 一次一般膜 0.80 8 233 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 20 241 MPa 

座屈 0.80 0.10 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 72 180 MPa 

せん断 0.80 25 139 MPa 

供給タンク 

胴板 一次一般膜 0.80 10 233 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 21 241 MPa 

座屈 0.80 0.10 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 73 180 MPa 

せん断 0.80 28 139 MPa 

吸着塔 1～14 

胴板 一次一般膜 0.80 41 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 8 205 MPa 

座屈 0.80 0.04 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 16 131 MPa 

せん断 0.80 7 101 MPa 

吸着塔 15，16 

胴板 一次一般膜 0.80 27 282 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 14 309 MPa 

座屈 0.80 0.05 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 44 158 MPa 

せん断 0.80 13 121 MPa 

処理カラム 

胴板 一次一般膜 0.80 48 163 MPa 

スカート 
組合せ 0.80 8 205 MPa 

座屈 0.80 0.03 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 39 131 MPa 

せん断 0.80 26 101 MPa 



 

 

 

Ⅱ-2-16-1-添 2-15 

b.平底たて置円筒形容器 

(a)基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルト

の強度が確保されることを確認した（表７）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

基礎ボルトに作用する引張力： 1
2

)1(1 LCgmHCgm
L

F VHt   

基礎ボルトの引張応力： 
tCn b

t
b A

F2
σ  

基礎ボルトのせん断応力：
bAn
Cgm H

bτ  

 

 

m ：機器重量 

g ：重力加速度 

H ：据付面からの重心までの距離 

ｎ ：基礎ボルトの本数 

Ab ：基礎ボルトの軸断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 

Ct ：中立軸の位置より求める係数 

σb ：基礎ボルトに作用する引張応力 

Ft ：基礎ボルトに作用する引張力 

① ：基礎ボルトに作用する引張力の作用点 

② ：基礎部に作用する圧縮力の作用点 

R ：基礎ボルトのピッチ円直径 

L1 ：基礎ボルトのピッチ円中心から②までの距離 

L2：①から②までの距離 

 

R

① ② 

L1 

H

m[kg] 

σb 

L2 
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(b)胴板の強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して，胴板の強度評価を実施した。 

一次一般膜応力σ０を下記の通り評価し，許容値を下回ることを確認した(表７)。 

 

ctMax 000 ,  

22
0 4

2
1

xtxtt  

22
0 4

2
1

xcxcc  

 

 

また，座屈評価を下記の式により行い，胴板に座屈が発生しないことを確認した(表７)。 

 

 

1321 ≦
bc ff

 

 

 

 

σ１：胴の空質量による軸方向圧縮応力 

σ２：胴の鉛直方向地震による軸方向応力 

σ３：胴の水平方向地震による軸方向応力 

ｆｃ：軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 

ｆｂ：曲げモーメントに対する許容座屈応力 

η：座屈応力に対する安全率 

σ０ｔ：一次一般膜応力（引張側） 

σ０ｃ：一次一般膜応力（圧縮側） 

σφ ：胴の周方向応力の和 

σｘｔ：胴の軸方向応力の和（引張側） 

σｘｃ：胴の軸方向応力の和（圧縮側） 

τ ：地震により胴に生じるせん断応力 
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表７：平底たて置円筒形容器耐震評価結果 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。 

機器名称 評価部位 水平震度 算出値 許容値 単位 

吸着塔入口 

バッファタ

ンク 

胴板 

一次 

一般膜 
0.36 7 163 MPa 

座屈 0.36 0.04 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 6 131 MPa 

せん断 0.36 10 101 MPa 

胴板 

一次 

一般膜 
0.80 14 163 MPa 

座屈 0.80 0.08 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 55 131 MPa 

せん断 0.80 21 101 MPa 

移送タンク 

胴板 

一次 

一般膜 
0.36 5 233 MPa 

座屈 0.36 0.03 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 2 180 MPa 

せん断 0.36 12 139 MPa 

胴板 

一次 

一般膜 
0.80 11 233 MPa 

座屈 0.80 0.05 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 52 180 MPa 

せん断 0.80 26 139 MPa 

炭酸ソーダ

貯槽 

胴板 

一次 

一般膜 
0.36 6 15 MPa 

座屈 0.36 0.34 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 44 141 MPa 
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c.三脚たて置円筒形容器 

(a)基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程並びに「JPI-7R-71-96 石油学会規格 竪形容器用レグ」の強度評価方

法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確認し

た（表８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトの引張応力： V
H

b

Cgm
L

HCgm
A

14
3

1
bσ  

基礎ボルトのせん断応力： VH
b

CgmCgm
A

11.0
3

1
bτ  

L ：脚断面の図心の描く円の直径 

m ：機器重量 

ｇ ：重力加速度 

H ：据付面からの重心までの距離 

Ab ：基礎ボルトの軸断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 

 

 

H

m[kg] 

L/2 
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(b)脚の強度評価 

耐震設計技術規程並びに「JPI-7R-71-96 石油学会規格 竪形容器用レグ」の強度評価方

法に準拠して，脚の強度評価を実施した。 

組合せ応力σｓを下記の通り評価し，許容値を下回ることを確認した(表８)。 

 

 

22
321 3s  

 

 

また，座屈評価を下記の式により行い，脚に座屈が発生しないことを確認した(表８)。 

 

 

1321 ≦
bc ff

 

 

 

 

(c)胴板の強度評価 

耐震設計技術規程並びに「JPI-7R-71-96 石油学会規格 竪形容器用レグ」の強度評価方

法に準拠して，胴板の強度評価を実施した。 

一次一般膜応力σ０を下記の通り評価し，許容値を下回ることを確認した(表８)。 

 

 

xMax 000 ,  

75210 xxxxx  

710  

 

 

 

 

 

 

 

σ０φ：一次一般膜応力（周方向） 

σ０ｘ：一次一般膜応力（軸方向） 

σφ１：内圧による周方向応力 

σｘ１：内圧による軸方向応力 

σｘ２：運転時質量による軸方向応力 

σｘ５：地震力により生じる 

転倒モーメントによる軸方向応力 

σφ７：胴の鉛直方向地震による周方向応力 

σｘ７：胴の鉛直方向地震による軸方向応力 

σ１：脚の質量による軸方向応力 

σ２：脚の鉛直方向地震による軸方向応力 

σ３：脚の曲げモーメントによる軸方向応力 

ｆｃ：軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 

ｆｂ：曲げモーメントに対する許容座屈応力 

η：座屈応力に対する安全率 

 

σ１：脚の質量による軸方向応力 

σ２：脚の鉛直方向地震による軸方向応力 

σ３：脚の曲げモーメントによる軸方向応力 

τ：地震による脚に生じるせん断応力 
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表８：三脚たて置円筒形容器耐震評価結果 

機器名称 評価部位 水平震度 算出値 許容値 単位 

出口 

フィルタ 

胴板 一次一般膜 0.36 37 163 MPa 

脚 
組合せ 0.36 57 205 MPa 

座屈 0.36 0.29 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 37 153 MPa 

せん断 0.36 3 118 MPa 

胴板 一次一般膜 0.80 37 163 MPa 

脚 
組合せ 0.80 120 205 MPa 

座屈 0.80 0.61 1 - 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 92 153 MPa 

せん断 0.80 6 118 MPa 

 

 

d.円筒型タンク 

(a)転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較するこ

とにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定

モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した（表９）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント： HCgmM H1  

自重による安定モーメント： LgmM 2  

 

m[kg]

H

L

CH ： 水平方向設計震度 

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 



 

 

 

Ⅱ-2-16-1-添 2-21 

 

表９ ：円筒型タンク耐震評価結果 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

地震動 
算出値 許容値 単位 

サンプルタンク 本体 転倒 
0.36 2.20×1010 

7.20×1010 N･mm 
0.80 4.80×1010 

 

 

 

1.2.3 スキッド 

(1)耐震性評価 

a.基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規程の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルト

の強度が確保されることを確認した（表１０）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルトに作用する引張力：Fb = 111 LCgmHCgm
L VH  

基礎ボルトの引張応力：σb = 
bf

b

An
F

 

基礎ボルトのせん断応力：τb = 
b

H

An
Cgm

  

L ：基礎ボルト間の水平方向距離 

m ：機器重量 

ｇ ：重力加速度 

H ：据付面からの重心までの距離 

L1 ：重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎf ：引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ ：基礎ボルトの本数 

Ab ：基礎ボルトの軸断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 
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b.転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較するこ

とにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定

モーメントより小さく，転倒しないことを確認した。また，地震による転倒モーメント＞

自重による安定モーメントとなるものについては，a. での計算により基礎ボルトの強度が

確保されることから転倒しないことを確認した（表１０）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント： HCgmM H1  

自重による安定モーメント： LgmM 2  

CH ：水平方向設計震度 

m ：機器重量 

g ：重力加速度 

H ：据付面からの重心までの距離 

L ：転倒支点から機器重心までの距離 
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表１０：スキッド耐震評価結果（１／５） 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

バッチ処理タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.36 9.27×108 1.08×109 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 23 139 MPa 

バッチ処理タンク 

用弁スキッド 

本体 転倒 0.36 5.29×106 1.85×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 6 139 MPa 

循環タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.36 4.04×108 4.94×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 25 139 MPa 

循環タンク 

用弁スキッド 

本体 転倒 0.36 5.42×106 1.16×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 8 139 MPa 

スラリー移送ポンプ 

スキッド 

本体 転倒 0.36 1.80×106 5.75×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 5 139 MPa 

クロスフローフィルタ 

スキッド１ 

本体 転倒 0.36 6.80×107 1.40×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 16 139 MPa 

デカントタンク 

スキッド 

本体 転倒 0.36 4.71×108 7.95×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 50 139 MPa 

共沈・供給タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.36 9.16×107 1.56×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 16 139 MPa 

クロスフローフィルタ 

スキッド２ 

本体 転倒 0.36 1.14×108 2.11×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 25 139 MPa 

吸着塔入口 

バッファタンク 

スキッド 

本体 転倒 0.36 8.61×107 1.04×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 13 139 MPa 

ブースターポンプ１ 

スキッド 

本体 転倒 0.36 2.56×106 7.62×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 5 139 MPa 

ブースターポンプ２ 

スキッド 

本体 転倒 0.36 2.44×106 8.36×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 5 139 MPa 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。
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表１０：スキッド耐震評価結果（２／５） 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

吸着塔 1～14 

スキッド１ 

本体 転倒 0.36 1.50×108 2.28×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 21 139 MPa 

吸着塔 1～14 

スキッド２ 

本体 転倒 0.36 1.33×108 1.91×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 19 139 MPa 

吸着塔 1～14 

スキッド３ 

本体 転倒 0.36 1.33×108 1.91×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 19 139 MPa 

吸着塔 1～14 

スキッド４ 

本体 転倒 0.36 1.22×108 1.88×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 18 139 MPa 

吸着塔 15，16 

スキッド 

本体 転倒 0.36 9.14×107 9.33×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 ‐ ‐ MPa 

せん断 0.36 5 121 MPa 

処理カラム 

スキッド 

本体 転倒 0.36 1.04×108 1.43×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 13 139 MPa 

出口移送 

スキッド 

本体 転倒 0.36 3.10×107 9.89×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 18 139 MPa 

ＡＬＰＳ入口弁 

スキッド（Ⅰ） 

本体 転倒 0.36 1.89×107 6.14×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 5 139 MPa 

ＡＬＰＳ入口弁 

スキッド（Ⅱ） 

本体 転倒 0.36 3.13×106 1.42×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 3 139 MPa 

ＡＬＰＳ出口弁 

スキッド 

本体 転倒 0.36 6.57×106 2.27×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 3 139 MPa 

排水タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.36 2.90×107 8.44×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 18 139 MPa 

ＨＩＣ遮へい体 

本体 転倒 0.36 9.28×107 2.05×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 23 139 MPa 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。
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表１０：スキッド耐震評価結果（３／５） 

 ※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

バッチ処理タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.80 2.06×109 1.08×109 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 116 171 MPa 

せん断 0.80 51 139 MPa 

バッチ処理タンク 

用弁スキッド 

本体 転倒 0.80 1.18×107 1.85×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 13 139 MPa 

循環タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.80 8.97×108 4.94×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 112 165 MPa 

せん断 0.80 55 139 MPa 

循環タンク 

用弁スキッド 

本体 転倒 0.80 1.21×107 1.16×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 180 MPa 

せん断 0.80 17 139 MPa 

スラリー移送ポンプ 

スキッド 

本体 転倒 0.80 4.00×106 5.75×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 10 139 MPa 

クロスフローフィルタ 

スキッド１ 

本体 転倒 0.80 1.52×108 1.40×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 4 180 MPa 

せん断 0.80 36 139 MPa 

デカントタンク 

スキッド 

本体 転倒 0.80 1.05×109 7.95×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 44 73 MPa 

せん断 0.80 112 139 MPa 

共沈・供給タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.80 2.04×108 1.56×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 11 180 MPa 

せん断 0.80 35 139 MPa 

クロスフローフィルタ 

スキッド２ 

本体 転倒 0.80 2.53×108 2.11×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 14 166 MPa 

せん断 0.80 54 139 MPa 

吸着塔入口 

バッファタンク 

スキッド 

本体 転倒 0.80 1.92×108 1.04×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 57 180 MPa 

せん断 0.80 27 139 MPa 

ブースターポンプ１ 

スキッド 

本体 転倒 0.80 5.69×106 7.62×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 11 139 MPa 

ブースターポンプ２ 

スキッド 

本体 転倒 0.80 5.41×106 8.36×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 11 139 MPa 
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表１０：スキッド耐震評価結果（４／５） 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

吸着塔 1～14 

スキッド１ 

本体 転倒 0.80 3.32×108 2.28×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 35 177 MPa 

せん断 0.80 47 139 MPa 

吸着塔 1～14 

スキッド２ 

本体 転倒 0.80 2.94×108 1.91×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 34 180 MPa 

せん断 0.80 41 139 MPa 

吸着塔 1～14 

スキッド３ 

本体 転倒 0.80 2.94×108 1.91×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 34 180 MPa 

せん断 0.80 41 139 MPa 

吸着塔 1～14 

スキッド４ 

本体 転倒 0.80 2.70×108 1.88×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 27 180 MPa 

せん断 0.80 39 139 MPa 

吸着塔 15，16 

スキッド 

本体 転倒 0.80 2.03×108 9.33×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 18 158 MPa 

せん断 0.80 11 121 MPa 

処理カラム 

スキッド 

本体 転倒 0.80 2.30×108 1.43×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 31 180 MPa 

せん断 0.80 28 139 MPa 

出口移送 

スキッド 

本体 転倒 0.80 6.89×107 9.89×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 40 139 MPa 

ＡＬＰＳ入口弁 

スキッド（Ⅰ） 

本体 転倒 0.80 4.19×107 6.14×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 10 139 MPa 

ＡＬＰＳ入口弁 

スキッド（Ⅱ） 

本体 転倒 0.80 6.96×106 1.42×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 7 139 MPa 

ＡＬＰＳ出口弁 

スキッド 

本体 転倒 0.80 1.46×107 2.27×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 6 139 MPa 

排水タンク 

スキッド 

本体 転倒 0.80 6.44×107 8.44×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - - MPa 

せん断 0.80 40 139 MPa 

ＨＩＣ遮へい体 

本体 転倒 0.80 2.07×108 2.05×108 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 173 MPa 

せん断 0.80 50 139 MPa 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。 
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表１０：スキッド耐震評価結果（５／５） 

※引張評価の算出値「－」については，引張応力が作用していない。 

 

1.2.4 高性能容器 

(1)構造強度評価 

高性能容器本体は，ポリエチレン製の容器であり設計・建設規格の要求に適合するもの

ではない。しかしながら，高性能容器（タイプ 1）は，米国において低レベル放射性廃棄物

の最終処分に使用されている容器であり，米国 NRC（Nuclear Regulatory Commission，原

子力規制委員会）から権限を委譲されたサウスカロライナ州健康環境局（S.C. Department 

of Health and Environmental Control）の認可を得ており，多数の使用実績がある。また，

高性能容器（タイプ 1）から更に落下に対する強度を向上させた高性能容器（タイプ 2）を

併せて使用する。 

 

a. 重量に対する評価 

・高性能容器（タイプ 1）は設計収容重量約 4.5t で米国認可を受けており，多核種除去設

備で使用する場合の収容物重量は最大 3.5t であることから設計収容重量に対して十分な裕

度がある。高性能容器（タイプ 2）は多核種除去設備で使用する場合の収容物重量を最大

3.2t としている。 

・多核種除去設備で使用する場合の高性能容器の補強体等を含んだ総重量はタイプ 1 で約

5.2t，タイプ 2で約 4.7t である。これに対し，設計総重量は裕度を考慮しタイプ 1におい

て 6.0t，タイプ 2において 5.5t として，高性能容器の転倒評価及び吊り上げ時の吊り耳の

構造強度確認を行っている。 

高性能容器は，交換時にクレーンによる吊り上げ作業が発生するため，その際の吊り耳

の強度評価を実施した。評価の結果，吊り耳の強度が確保されることを確認した（表１１）。 

 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

炭酸ソーダ供給ポンプ 

スキッド 

本体 転倒 0.36 3.86×106 1.05×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - - MPa 

せん断 0.36 7 141 MPa 

共沈タンク用薬液弁 

スキッド 

本体 転倒 0.36 7.05×105 6.05×105 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 1 183 MPa 

せん断 0.36 2 141 MPa 
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（a）高性能容器（タイプ 1） 

 

吊り耳に作用する引張応力： 

σ1＝ 　
n
gm

1A
 

但し， twA 11  

 

吊り耳に作用するせん断応力： 

τ1＝ 　
n

gm
2A

 

但し， twA 22  

 

 

吊り耳（溶接部）に作用するせん断応力： 

τ2
n
gm

A3
 

但し， )(3 alA  

           ＝(w3+t)×a×2 

m ： 機器重量 

ｇ ： 重力加速度 

ｎ ： 吊り耳考慮本数 

ｗ1： 吊り耳幅 

ｗ2： 吊り耳幅 

ｔ ： 吊り耳厚さ 

Ａ1： 引張荷重が作用する吊り耳断面積／本 

Ａ2： せん断荷重が作用する吊り耳断面積／本 

σ1： 吊り耳に作用する引張応力（MPa） 

τ1： 吊り耳に作用するせん断応力（MPa） 

ｗ3： 吊り耳幅（下端） 

a ： 各すみ肉溶接のど厚 

l ： 各すみ肉溶接の長さ 

Ａ3： 吊り耳溶接部の面積 

τ2： 吊り耳溶接部に作用するせん断応力 

β ： 溶接部係数 
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A1 

A2 

w1 

w2 
w3 t 

a 

吊り耳 吊り耳（溶接部） 

HIC 吊り上げ条件 

（多核種除去設備設置エリア） 

HIC 吊り上げ条件 

（一時保管施設） 

HIC吊り治具

HIC吊り耳

ＨＩＣ

HIC吊り治具

HIC吊り耳

ＨＩＣ

HIC吊り治具

ＨＩＣ

HIC吊り耳

HIC吊り治具

ＨＩＣ

HIC吊り耳
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（b）高性能容器（タイプ 2） 

 

吊り耳に作用する引張応力： 

σ1＝ 　
n
gm

1A
 

但し， twA 11  

 

吊り耳に作用するせん断応力： 

τ1＝ 　
n

gm
2A

 

但し， twA 22  

 

吊り耳（溶接部）に作用するせん断応力： 

τ2
n
gm

A3
 

但し， )(3 alA  

           ＝(w3+t)×a×2 

 

 

表１１ 高性能容器（タイプ 1，2）強度評価結果 

機器名称 評価部位 評価項目 算出値 許容値 単位 

高性能容器

（タイプ 1） 

吊り耳 
引張 11 116 

MPa 
せん断 12 67 

吊り耳 

（溶接部） 
せん断 6 30 

高性能容器

（タイプ 2） 

吊り耳 
引張 7 136 

MPa 
せん断 7 78 

吊り耳 

（溶接部） 
せん断 5 35 

 

m ： 機器重量 

ｇ ： 重力加速度 

ｎ ： 吊り耳考慮本数 

ｗ1： 吊り耳幅 

ｗ2： 吊り耳幅 

ｔ ： 吊り耳厚さ 

Ａ1： 引張荷重が作用する吊り耳断面積／本 

Ａ2： せん断荷重が作用する吊り耳断面積／本 

σ1： 吊り耳に作用する引張応力（MPa） 

τ1： 吊り耳に作用するせん断応力（MPa） 

ｗ3： 吊り耳幅（下端） 

a ： 各すみ肉溶接のど厚 

l ： 各すみ肉溶接の長さ 

Ａ3： 吊り耳溶接部の面積 

τ2： 吊り耳溶接部に作用するせん断応力 

β ： 溶接部係数 
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b. 圧力に対する評価 

高性能容器（タイプ 1）の外圧に対する設計圧力は 25 kPa である。多核種除去設備で用

いる高性能容器の外圧は屋外設置のため大気圧程度であることから，設計圧力を満足して

いる。なお，高性能容器（タイプ 2）については外圧に対する設計要求はないが，高性能容

器（タイプ 1）と同一の材質及び厚さであることから，同程度の強度を有していると考えら

れる。 

一方，内圧に対しては，高性能容器（タイプ 1）は，米国認可に当たり 50kPa で試験を行

い，容器に歪みがないことを確認している。 

また，高性能容器の工場製作段階において，タイプ 1，2 とも最大 50kPa で試験を行い，

容器に漏えいがないことを確認している。なお，これらの容器には，ベント機能を設けて

いることから，多核種除去設備で使用する際の内圧は，静水頭程度となるため，試験圧力

を満足している。 
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(2)耐震性評価 

a. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較するこ

とにより転倒評価を行った。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定モ

ーメントより小さく，転倒しないことを確認した（表１２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント： HCgmM H1  

自重による安定モーメント： LgmM 2  

 

 

表１２ 評価結果 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

高性能容器（タイプ 1） 

（補強体付き） 
本体 転倒 

0.36 2.04×107 

4.56×107 N･mm 

0.80 4.19×107 

高性能容器（タイプ 2） 

（補強体付き） 
本体 転倒 

0.36 1.91×107 

4.03×107 N･mm 

0.80 3.84×107 

CH：水平方向設計震度 

m：機器重量 

g：重力加速度 

H：据付面からの重心までの距離 

L：転倒支点から機器重心までの距離 
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ｂ. 滑動評価 

一時保管施設（第二施設）貯蔵時の高性能容器について，地震時の水平荷重によるすべ

り力と接地面の摩擦力を比較することにより，滑動評価を実施した。評価の結果，地震時

の水平荷重によるすべり力は，接地面の摩擦力より小さいことから，滑動しないことを確

認した（表１３）。なお，本評価は鋼製の補強体付き高性能容器をコンクリート製のボック

スカルバート上に設置した際の評価であり，実際の高性能容器貯蔵時はボックスカルバー

ト底面にゴム製の緩衝材を設置するため，滑動はさらに生じ難くなると考える。 

水平震度を 0.60 まで拡張した評価では，地震時の水平荷重によるすべり力が設置面の摩

擦力より大きくなり，滑動する結果となる。この結果高性能容器がボックスカルバート内

面に，あるいは高性能容器が相互に接触することが想定されるが，地震応答加速度時刻歴

をもとに算出した設置床に対する相対速度は最大でも０．５ｍ／秒未満にとどまり，添付

５に示す高さ４．５ｍから（タイプ１）あるいは高さ７．１ｍから（タイプ２）の落下試

験における衝突速度（それぞれ９．３ｍ／秒あるいは１１．８ｍ／秒）より十分小さな速

度でしか接触しないと見込まれることから，高性能容器の健全性に影響を及ぼすことはな

い。 

高性能容器とボックスカルバートの間隔が更に小さい第三施設においては接触時の速度

は更に小さくなり，健全性評価は上記に内包される。 

 

表１３ 滑動評価結果 

機器名称 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

高性能容器 

（タイプ１及びタイプ２） 

（補強体付き） 

滑動 

0.36 0.36 0.40 

－ 

0.60 0.60 0.40 
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1.2.5 クレーン類 

(1)耐震性評価 

a. 基礎ボルト等の強度評価 

耐震設計技術規程並びに「クレーン構造規格」の強度評価方法に準拠して評価を実施し

た。評価の結果，基礎ボルト・転倒防止金具・転倒防止梁の強度が確保されることを確認

した（表１４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大図 

転倒防止梁 

転倒防止金具 

基礎ボルト 



 

 

 

Ⅱ-2-16-1-添 2-35 

b. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較するこ

とにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントが自重による安定

モーメントより小さくなるものについては，転倒しないことを確認した。また，地震によ

る転倒モーメントが自重による安定モーメントより大きくなるものについては，a. での計

算により基礎ボルト・転倒防止金具・転倒防止梁の強度が確保されることから転倒しない

ことを確認した（表１４）。 

 

表１４：クレーン類耐震評価結果 

機器名称 評価部位 
評価 

項目 

水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

高性能容器 

交換用クレーン 

本体 転倒 0.36 5.47×104 7.44×104 kg･m 

基礎ボルト 引張 0.36 - - Kg 

転倒防止金具 変形 0.36 - - N/mm2 

転倒防止梁 変形 0.36 - - N/mm2 

本体 転倒 0.80 1.21×105 7.44×104 kg･m 

基礎ボルト 引張 0.80 542 1435 kg 

転倒防止金具 変形 0.80 37.7 175 N/mm2 

転倒防止梁 変形 0.80 12.4 175 N/mm2 

処理カラム 

交換用クレーン 

本体 転倒 0.36 2.24×104 2.25×104 kg･m 

基礎ボルト 引張 0.36 - - kg 

転倒防止金具 変形 0.36 - - N/mm2 

転倒防止梁 変形 0.36 - - N/mm2 

本体 転倒 0.80 4.96×104 2.25×104 kg･m 

基礎ボルト 引張 0.80 467 1435 kg 

転倒防止金具 変形 0.80 32.5 175 N/mm2 

転倒防止梁 変形 0.80 10.7 175 N/mm2 

※ 算出値「－」については，引張荷重・応力が作用していない。 
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1.2.6 配管 

1.2.6.1 構造強度評価 

1.2.6.1.1 配管（鋼管） 

1.2.6.1.1.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－１に示す。 
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図－１ 配管概略図（１／１８） 
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図－１ 配管概略図（２／１８）

配管概略図（１／１８）

多核種除去設備上流配管へ

図－１ 配管概略図（２／１８） 
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図－１ 配管概略図（３／１８） 
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図－１ 配管概略図（４／１８）

スラリー移送ポンプＡ

循環ポンプ１Ａ

配管概略図（３／１８）
バッチ処理タンクより

デカントポンプ１Ａ

配管概略図（３／１８）
バッチ処理タンクより

デカント
タンクＡ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

配管概略図（５／１８）
共沈タンクへ

➃

⑨

⑩

⑩

④

④

④ ⑫

④

⑥

➆

⑤

供給ポンプ１Ａ

④

循環

タンクＡ

➃➆ ➇ ➆➉

⑪ ⑩⑥

④

⑬ ⑦

⑭ ④ ④

⑩

⑩
④

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

クロスフロー
フィルタ２Ａ

クロスフロー
フィルタ１Ａ

C系列

B系列

A系列

 図－１ 配管概略図（４／１８） 
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図－１ 配管概略図（５／１８）

共沈
タンクＡ 供給

タンクＡ

Ｆ Ｆ
Ｆ

供給ポンプ２Ａ

クロスフロー
フィルタ３Ａ

クロスフロー
フィルタ４Ａ

クロスフロー
フィルタ５Ａ

クロスフロー
フィルタ６Ａ

クロスフロー
フィルタ８Ａ

クロスフロー
フィルタ７Ａ

Ｆ

配管概略図（４／１８）
デカントタンクより

循環ポンプ２Ａ

配管概略図（６／１８）
吸着塔入口バッファタンクへ

④ ④

ホ

⑤

④

⑭

④

④

⑪

➅ ⑩ ⑩ ⑪

④

④

④

⑪

⑮

⑪

④

④
④

④
④

④

⑪ ④

④
④

④

④

④

④

④ ④

⑮ ⑮

記号凡例

ホ ：耐圧ホース

PVC：ポリ塩化ビニール

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

C系列

B系列

A系列

ホ ㊲ ㊵

配管概略図（１７／１８）
炭酸ソーダ貯槽より

ホ ㊵ ㊴

図－１ 配管概略図（５／１８） 
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記号凡例

ホ ：耐圧ホース

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

ブースターポンプ１Ａ

多核種

吸着塔１Ａ

多核種

吸着塔２Ａ

多核種

吸着塔３Ａ

多核種

吸着塔４Ａ
多核種

吸着塔５Ａ

塩酸供給

図－１ 配管概略図（６／１８）

配管概略図（７／１８）

多核種吸着塔６Ａへ

配管概略図（５／１８）

クロスフローフィルタＡより

吸着塔入口
バッファ
タンクＡ

④

⑯ ⑰➄ ⑯ ⑯

ホ

ホ

⑯

⑯

ホ

⑯

⑯

ホ

⑯

ホ

⑯

⑯ ⑯

ホ

⑯

⑯

ホ

⑯

ホ

⑯

ホ

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯ ⑯

⑯⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

ホ

⑯

⑯ ⑱ ⑯ ホ ⑯

⑯

ホホ

ホ⑯

⑯

C系列

B系列

A系列

図－１ 配管概略図（６／１８） 
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多核種
吸着塔７Ａ

多核種

吸着塔８Ａ

ブースターポンプ２Ａ

配管概略図（８／１８）
処理カラム１Ａへ

図－１ 配管概略図（７／１８）

多核種

吸着塔９Ａ

多核種

吸着塔１０Ａ

多核種

吸着塔１１Ａ

多核種

吸着塔１２Ａ

多核種

吸着塔１３Ａ

多核種

吸着塔１４Ａ

配管概略図

（６／１８）

多核種吸着塔

５Ａより

多核種

吸着塔６Ａ

ホ ホ ホ ホ ホ ホ ホ ホ ホ

⑰

ホ

ホ ホ ホ ホ ホ ホ ホホ

ホ

⑯

⑯ ⑯ ⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

ホ

⑯ ⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯ ⑯ ⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

⑯

ホ

記号凡例

ホ ：耐圧ホース

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

C系列

B系列

A系列

 
図－１ 配管概略図（７／１８） 
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図－１ 配管概略図（８／１８）

記号凡例

ホ ：耐圧ホース

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

処理カラム

１Ａ

処理カラム

２Ａ

出口フィルタＡ

Ｆ

配管概略図（３／１８）
処理済水サンプルタンクへ

配管概略図（７／１８）

吸着塔１４Ａより

⑯

⑯

⑯

⑯ ⑯

ホ⑯

⑯ ⑯

⑯

⑯

⑯ ⑯ ⑯
移送タンクＡ

移送ポンプＡ

⑤ ⑲ ⑳ ⑲ ⑲ ㉑

⑯

ホホホ

多核種

吸着塔１５Ａ

多核種

吸着塔１６Ａ

⑯ ⑯

⑯

㉘

㉘
㉘

㉘

㉘ ㉘ ㉘

㉘

㉘

⑯

㉙
㉚ ㉙

㉚

C系列

B系列

A系列

 
図－１ 配管概略図（８／１８） 
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処理済水
サンプル
タンクＡ

処理済水移送ポンプＡ

処理済水
サンプル
タンクＢ

処理済水
サンプル
タンクＣ

処理済水
サンプル
タンクＤ

処理済水移送ポンプＢ

PE

PE

PE

PE

PE

PE

PE

PE

配管概略図（３／１８）

移送ポンプより

配管概略図（１０／１８）
処理済水移送ヘッダへ

配管概略図（１０／１８）
処理済水移送ヘッダへ

㉒

㉒

㉒

㉒

㉒

㉒

㉒

㉒

㉒

㉒

㉓ ㉔ ㉕

㉓ ㉔ ㉕

㉕ ㉕

㉕ ㉕

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

㉕

配管概略図（３／１８）

移送ポンプより

㉕

配管概略図（３／１８）

移送ポンプより

㉕

配管概略図（３／１８）

移送ポンプより

㉕

㉒ ㉛

㉛㉒ ㉜ ㉕

㉜ ㉕

図－１ 配管概略図（９／１８）  図－１ 配管概略図（９／１８） 
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図－１ 配管概略図（１０／１８） 
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図－１ 配管概略図（１１／１８）

PE PE PE

PE PE PE

PE

配管概略図（１０／１８）

処理済水移送配管より

Sr処理水

貯槽

(K1エリア

(C)) Sr処理水

貯槽

(K2エリア

(A))

Sr処理水

貯槽

(K2エリア

(D))

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

多核種処理水

貯槽

(K4エリア

(E))

多核種処理水

貯槽

(K4エリア

(B))

PE

PE

PE

PE

「Ⅱ 2.50 ALPS処理水希釈放出設備及び関連施設」

の配管概略図（１／５）に詳細を記載

 

図－１ 配管概略図（１１／１８） 
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図－１ 配管概略図（１２／１８）

PE PE PE PE

PE PE PE

配管概略図（１０／１８）

処理済水移送配管より

多核種処理水

貯槽

(H1エリア

(G))

多核種処理水

貯槽

(H1エリア

(D))
多核種処理水

貯槽

(H1エリア

(A))

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

多核種処理水

貯槽

(H1東エリア

(A))

PE

PE

 
図－１ 配管概略図（１２／１８） 



 

 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
16
-
1
-添

2-
4
9 

 

PE PE PE PE

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

配管概略図（１０／１８）

処理済水移送配管より

図－１ 配管概略図（１３／１８）

PE

多核種処理水

貯槽

(J4エリア

(D))

PE

多核種処理水

貯槽

(J6エリア

(D))

PE

PE

多核種処理水

貯槽

(J5エリア

(E))

多核種処理水

貯槽

(J5エリア

(D))

多核種処理水

貯槽

(J5エリア

(C))

多核種処理水

貯槽

(J5エリア

(B))

多核種処理水

貯槽

(J5エリア

(A))

多核種処理水

貯槽

(J7エリア

(C))

多核種処理水

貯槽

(J7エリア

(E))

PE

PE

PE

多核種処理水

貯槽

(J6エリア

(A))

多核種処理水

貯槽

(J8エリア

(A))

PE

PE

PE

PE

多核種処理水

貯槽

(J9エリア

(B))

PE

PE

多核種処理水

貯槽

(J3エリア

(C))

多核種処理水

貯槽

(J4エリア

(A))

多核種処理水

貯槽

(J4エリア

(H))

多核種処理水

貯槽

(J4エリア

(L))

PE

PE

PE

多核種処理水

貯槽

(H5エリア

(B))

多核種処理水

貯槽

(H6(Ⅱ)エリア

(A))

PE PE

 

 

 

図－１ 配管概略図（１３／１８） 
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配管概略図（１０／１８）

処理済水移送配管より

PE

RO濃縮水

貯槽18

(A)

図－１ 配管概略図（１４／１８）

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある
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図－１ 配管概略図（１４／１８） 
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PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある
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図－１ 配管概略図（１５／１８） 
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※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

図－１ 配管概略図（１６／１８）

配管概略図（１０／１８）

処理済水移送配管より

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。
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図－１ 配管概略図（１６／１８） 
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図－１ 配管概略図（１７／１８） 
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※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

記号凡例

PE ：ポリエチレン管

図中の番号は、1.2.6.1.1.3の番号に対応する。

配管概略図（１０／１８）

処理済水移送配管より
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図－１ 配管概略図（１８／１８）
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1.2.6.1.1.2 評価方法 

(1) 管の厚さの評価 
管の必要な厚さは，次に揚げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 
ｔ1 ：必要厚さ (mm) 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
ＤO：管台の外径 (m) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率 (-) 

 
b. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小必要厚さ：ｔ2 
設計・建設規格 PPD-3411（3）の表 PPD-3411-1 より求めた値 

 

1.2.6.1.1.3 評価結果 

評価結果を表－１５に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有している

と評価している。 

表－１５ 配管の評価結果（管厚） 

 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 
圧力(MPa) 

最高使用 
温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 
最小厚さ

（mm） 
1 114.30 STPG370 1.15 40 3.40 7.52 
2 60.50 STPG370 1.15 40 2.40 4.81 
3 60.50 STPG370 0.98 60 2.40 4.81 
4 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 3.40 
5 60.50 SUS316L 静水頭 60 － 3.40 
6 165.20 SUS316L 0.98 60 0.74 6.21 
7 114.30 SUS316L 0.98 60 0.52 5.25 
8 76.30 SUS316L 0.98 60 0.35 4.55 
9 216.30 SUS316L 静水頭 60 － 7.17 

10 216.30 SUS316L 0.98 60 0.97 7.17 
11 267.40 SUS316L 0.98 60 1.20 8.13 
12 34.00 SUS316L 0.98 60 0.16 2.90 
13 139.80 SUS316L 0.98 60 0.63 5.77 
14 42.70 SUS316L 0.98 60 0.20 3.10 

 0.8・P・Ｓ・η

P・D
t O

1
２
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注１）継手類は JIS 等の規格品を適用することで，管に対し十分な厚さを有し，管の強度評価に包絡される。 

注２）管及び機器の取合箇所において，変位の吸収や着脱の必要性から強度計算の規格外となるホース類を適用する箇

所がある。これらについては配管の流体・圧力・温度条件に合致した十分実績のあるものを採用することで，必

要な強度を確保するものとする。 

 

 

 

 

 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 
圧力(MPa) 

最高使用 
温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 
最小厚さ

（mm） 
15 318.50 SUS316L 0.98 60 1.43 9.01 
16 60.50 SUS316L 1.37 60 0.38 3.40 
17 42.70 SUS316L 1.37 60 0.27 3.10 
18 89.10 SUS316L 1.37 60 0.56 4.81 
19 60.50 SUS316L 1.15 60 0.32 3.40 
20 42.70 SUS316L 1.15 60 0.23 3.10 
21 60.50 STPG370 1.15 60 2.40 4.81 
22 165.20 STPG370 0.98 40 3.80 6.21 
23 76.30 STPG370 0.98 40 2.70 4.55 
24 48.60 STPG370 0.98 40 2.20 3.20 
25 114.30 STPG370 0.98 40 3.40 5.25 
26 216.30 STPG370 0.98 40 3.80 7.17 
27 76.30 STPG370 1.15 40 2.70 6.12 
28 60.50 SUS316L 0.7 60 0.20 3.40 
29 114.30 STPG370 0.7 60 3.40 5.25 
30 60.50 STPG370 0.7 60 2.40 3.40 
31 165.20 SUS316L 0.98 40 0.73 6.21 
32 114.30 SUS316L 0.98 40 0.51 5.25 
34 139.80 SUS316L 0.5 40 0.32 5.77 
35 76.30 SUS316L 0.5 40 0.18 4.55 
36 60.50 SUS316L 0.5 40 0.14 3.40 
37 48.60 SUS316L 0.5 40 0.11 3.20 
38 34.00 SUS316L 0.5 40 0.08 2.90 
39 76.30 SUS316L 0.5 60 0.18 4.55 
40 48.60 SUS316L 0.5 60 0.12 3.20 
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1.2.6.1.2 配管（ポリエチレン管） 

配管（ポリエチレン管）は鋼材ではなく，一般産業品であるため，設計・建設規格の要

求に適合するものではない。しかしながら，配管（ポリエチレン管）は，一般に耐食性，

電気特性（耐電気腐食），耐薬品性を有しており，鋼管と同等の信頼性を有している。また，

以下により高い信頼性を確保する。 

・日本水道協会規格、ＩＳＯ規格に適合したポリエチレン管を採用する。 

・継手は，可能な限り融着構造とする。 

また，配管（ポリエチレン管）には保温材を取り付け凍結防止対策を施す。なお，本対

策は，配管（ポリエチレン管）の紫外線劣化対策を兼ねる。 

 

1.2.6.1.3 配管（耐圧ホース） 

配管（耐圧ホース）は鋼材ではなく，一般産業品であるため，設計・建設規格の要求に

適合するものではない。しかしながら，以下により高い信頼性を確保する。 

・耐圧ホースで発生した過去の不適合のうち，チガヤによる耐圧ホースの貫通に関して

はチガヤが生息する箇所においては鉄板敷き等の対策を施す。 

・継手金属と樹脂の結合部（カシメ部）の外れ防止対策として，結合部に外れ防止金具

を装着する。 

・通水等による漏えい確認を行う。 

 

1.2.6.2 耐震性評価 

1.2.6.2.1 配管（鋼管） 

配管（鋼管）は，原子力発電所の耐震設計に用いられている定ピッチスパン法等により

サポートスパンを確保する。 

 

1.2.6.2.2 配管（ポリエチレン管） 

配管（ポリエチレン管）は，可撓性を有しており地震により有意な応力は発生しない。 

 

1.2.6.2.3 配管（耐圧ホース） 

配管（耐圧ホース）は，可撓性を有しており地震により有意な応力は発生しない。 

 

以上 
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別紙－１ 

 

耐震クラスの設定について 

 

多核種除去設備等を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021 年 9月 8日

の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地震

によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動へ

の影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における

耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられる

設計用地震力に耐えられる設計とする。 

本資料では，上記の方針に基づく耐震クラスの設定について記載する。 

ただし，本資料に記載が無い，2021 年 9月 8 日以前に認可された機器については，「発電

用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

 

１．Ｃクラスに設定する設備 

（１）対象設備 

移送タンク，移送ポンプ，移送タンク～サンプルタンク間の主配管 

ただし，Ｂクラス相当にて評価を示す場合が有る。 

（２）設定の理由 

ａ．破損シナリオ 

地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響を評価するため，対象設備

が破損して内包する液体放射性物質が漏えいすることを想定する。 

ｂ．影響評価 

対象設備の内包水が全て漏えいすると想定し，公衆への被ばく影響を評価する。

対象設備では配管構成上，吸着塔を通水した処理済水のみを取り扱うため，処理済

水の分析結果（平成 25年 7 月）を内包水の放射能濃度として設定する。 

直接線・スカイシャイン線による被ばくについては，想定よりも保守側の条件（放

射能濃度は同一で，漏えい量が多く，最寄りの敷地境界までの距離が短い条件）に

て年間 1μSv 未満であると評価していることから，本想定の場合も同様に年間 1μ

Sv 未満になると評価した。 

漏えい水の気中移行による被ばくについては，想定よりも保守側の条件（放射能

濃度は同一で，漏えい量が多く，最寄りの敷地境界までの距離が短い条件）にて年

間 1μSv 未満であると評価していることから，本想定の場合も同様に年間 1μSv未

満になると評価した。 

ｃ．耐震クラス 

破損シナリオによる公衆への被ばく影響は年間 2μSv未満であり 50μSv 以下で

あることから，耐震クラスはＣクラスと評価する。 

 

以上 
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多核種除去設備上屋の耐震性に関する検討結果 

 

1.Ｂクラス施設としての評価  

1.1 評価方針 

多核種除去設備上屋は，耐震設計審査指針上のＢクラス相当の建物と位置づけられるた

め，耐震Ｂクラスとしての評価を実施する。 

多核種除去設備建屋は，地上１階建で平面が 59.4ｍ（NS）×58.6ｍ（EW）の鉄骨造の建

物である。基礎底面からの高さは約 20.2ｍであり，地上高さは約 18.9ｍである。基礎スラ

ブは厚さ 1.5ｍのべた基礎で，長期許容支持力 170kN/m2以上の地盤に設置する。建屋の平面

図及び断面図を図－１～図－４に示す。 

建物に加わる地震時の水平力を，NS 方向はブレース，EW 方向は柱・梁ともトラス形式の

フレームで負担する。 

耐震性の評価は，地上 1 階の地震層せん断力係数として 0.3 を採用した場合の当該部位

の応力に対して行う。 

多核種除去設備建屋の評価手順を図－５に示す。 

 

添付資料３では，設計 GL. 0m= T.P.36.0m(※)とする。 

(※) 震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm 
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図－１ 建屋平面図（設計 G.L.+0.2）（単位：m） 
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図－２ 屋根平面図（設計 G.L.+18.9）（単位：m）
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図－３ Ａ－Ａ断面図（NS 方向）（単位：m） 
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図－４ Ｂ－Ｂ断面図（EW 方向）（単位：m） 
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仮定断面の設定 

地上 1 階の地震層せん断力係数として 0.3 を 

採用した場合の層せん断力の算定 

部材の短期 

許容応力度以下か 

評価終了 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

図－５ Ｂクラス施設としての建屋の耐震安全性評価手順 
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1.2 評価条件（検討に用いる設計用地震力の設定） 

地震層せん断力係数及び設計用地震力を表－１に示す。評価に用いる材料の許容応力度

を表－２～表－４に，基礎地盤の許容支持力度を表－５に示す。 

 

 

表－１ 地震層せん断力係数及び設計用地震力 

 

G.L. 

（m） 

Ｗｉ 

（kN） 

地震層せん断力係数 
設計用地震力（ＳＢ） 

（kN） 

NS EW NS EW 

+18.7～

+0.2 
4250 0.30 1275 

 

 

表－２ 構造用鋼材の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 板厚 材料 基準強度Ｆ 許容応力度 

構造用鋼材 

ｔ≦40mm 
SS400, SN400B 

STK400, STKR400 
235 「鋼構造設計規準」

に従って左記Ｆの

値により求める。 ｔ≦40mm 
SM490C 

SNR490B 
325 

 

 

表－３ コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 
長 期 短 期 

圧縮 せん断 圧縮 せん断 

基礎 

スラブ 
Ｆｃ＝30 10 0.79 20 1.18 
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表－４ 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 
長 期 短 期 

引張及び圧縮 せん断補強 引張及び圧縮 せん断補強 

基礎 

スラブ 
SD345 215※ 195 345 345 

※：呼び径 D29 以上の太さの鉄筋に対しては 195 とする。 

 

 

表－５ 基礎地盤の許容支持力度 

（単位：N/mm2） 

 長 期 短 期 

支持地盤 0.17 0.34 

注：建築基準法施行令第 93 条及び平成 13 年国土交通省告示第 1113 号に基づき算定した。 
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1.3 評価結果 

(1) 上部架構の評価結果 

解析モデルは，全ての部材を線材置換した立体モデルで，柱脚はピンとする。 

検討により得られた部材応力の内，応力度／短期許容応力度が最大となる鉄骨部材の断

面検討結果を表－６に示す。 

これより鉄骨部材の応力度は，短期許容応力度以下であることを確認した。 

 

 

表－６ 鉄骨部材の応力度と短期許容応力度 

部位 荷重条件 
応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度 

（N/mm2） 
応力度／短期許容応力度 

トラス梁 

（STK400） 
積雪荷重 

62 

（圧縮） 

170 

（圧縮） 
0.37 

トラス柱 

（STK400） 
積雪荷重 

56 

（圧縮） 

162 

（圧縮） 
0.35 
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(2) 基礎スラブの評価結果 

基礎スラブの応力解析は，弾性地盤上に支持された版として有限要素法を用いて行う。

解析モデルは，四辺形の均質等方な板要素により構成し，支持地盤は等価な弾性ばねとし

てモデル化する。 

必要鉄筋比が最大となる要素と面外せん断力が最大となる要素の断面検討結果を表－７

及び表－８に示す。 

これより，設計鉄筋比は必要鉄筋比を上回り，また面外せん断力は短期許容せん断力以

下であることを確認した。基礎スラブ配筋図を図－６に示す。 

なお，基礎地盤に生じる接地圧は短期で最大 0.08 N/mm2 であり，基礎地盤の短期許容支

持力度 0.34 N/mm2以内となっている。 

 

 

表－７ 軸力及び曲げモーメントに対する検討結果 

応 力 
必要鉄筋比 

(％) 

設計鉄筋比 

(％) 

必要鉄筋比 

／設計鉄筋比 軸 力※ 

(kN/m) 

曲げモーメント 

（kN･m/m） 

65 619 0.10 0.38 0.27 

※：圧縮を正とする。 

 

 

表－８ 面外せん断力に対する検討結果 

応 力 

面外せん断力(kN/m) 

短期許容 

せん断力(kN/m) 
応力／短期許容せん断力 

500 1316 0.38 

 

 

以上のことから，設計用地震力に対する耐震安全性は確保されているものと評価した。 
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図－６ 基礎スラブ配筋図（A1 通り） 

 

 

 

 

 

鉄筋の設計かぶり厚さ 

基礎上端側 40mm以上 

基礎下端側 70mm以上 

基礎側面  70mm以上 
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2.基準地震動Ｓｓに対する評価 

2.1 解析評価方針 

建屋について，参考評価として基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，崩壊しないことを

確認する。 

解析モデルは，基礎及び地上階の曲げ，せん断及び軸剛性を評価した質点系モデルとす

る。 

部材の評価は，地震応答解析により得られた当該部位の応力に対して，部材の終局耐力

と比較することによって行う。ただし，部材応力が短期許容応力度以下である場合は，終

局耐力との比較を省略する。 

基準地震動Ｓｓに対する建屋の耐震性評価手順を図－７に示す。 
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図－７ 基準地震動Ｓｓに対する建屋の耐震性評価手順 

地震応答解析モデルの設定 

基準地震動Ｓｓ－１，Ｓｓ－２及びＳｓ－３を 

入力地震動とした地震応答解析 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

評価終了 

部材の短期 

許容応力度以下か 

終局耐力の算出 

部材の 

終局耐力以下か 

詳細検討による評価 

ＮＯ 

ＹＥＳ 
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2.2 解析に用いる入力地震動 

建屋への入力地震動は，「福島第一原子力発電所『発電用原子炉施設に関する耐震設計審

査指針』の改訂に伴う耐震安全性評価 中間報告書」（原管発官１９第６０３号 平成 20

年 3 月 31 日付）にて作成した解放基盤表面レベルに想定するＳｓ－１，Ｓｓ－２及びＳｓ

－３に基づき算定することとする。 

地震応答解析に用いる入力地震動の概念図を図－８及び図－９に示す。この建屋の解析

モデルは，建屋と地盤の相互作用を考慮したスウェイ・ロッキングモデルである。モデル

に入力する地震動は，一次元波動論に基づき，解放基盤表面レベルに想定する基準地震動

Ｓｓに対する地盤の応答として評価する。解放基盤表面位置における基準地震動Ｓｓ－１，

Ｓｓ－２及びＳｓ－３の加速度波形を図－１０及び図－１１に示す。 
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図－８ 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図（水平方向） 

 建屋モデル 

地表面（設計 G.L.） 

T.P.36.0m 

支持層 

解放基盤表面の深さ 

232.2m 

解放基盤表面 

設計 G.L.-233.5m 

（震災前 O.P.-196.0m） 
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反
射
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建屋底面位置 建屋底面位置 

地表面(GL) 

一次元波動論による応答計算 

設計 G.L.-1.3m 

底面位置の応答波（2E） 

を入力 
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図－９ 地震応答解析に用いる入力地震動の概念図（鉛直方向） 
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（Ｓｓ－３Ｈ） 

 

図－１０ 解放基盤表面位置における地震動の加速度波形（水平方向） 
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（Ｓｓ－２Ｖ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ｓｓ－３Ｖ） 

 

図－１１ 解放基盤表面位置における地震動の加速度波形（鉛直方向）
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2.3 地震応答解析モデル 

基準地震動Ｓｓに対する建屋の地震応答解析は，「2.2 解析に用いる入力地震動」で算定

した入力地震動を用いた動的解析による。 

地震応答解析モデルは，水平方向については建屋の曲げ変形とせん断変形を考慮した質

点系，鉛直方向はトラス柱の上下軸変形及びトラス梁の曲げ変形とせん断変形を考慮した

質点系とし，地盤を等価なばねで評価した建屋－地盤連成系モデルとする。解析に用いる

物性値は以下のとおりとし，建屋解析モデルの諸元を表－９及び表－１０に示す。 

 

a)コンクリート 

・ヤング係数 Ｅ＝2.44×104 N/mm2 （Ｆｃ＝30 N/mm2 ）；基礎部 

・ポアソン比 ν＝0.2 

・単位体積重量 γ＝24 kN/m3 

・減衰定数 ｈ＝5％ 

b)鉄骨 

・ヤング係数 Ｅ＝2.05×105 N/mm2 

・ポアソン比 ν＝0.3 

・単位体積重量 γ＝77 kN/m3 

・減衰定数 ｈ＝2％ 

 

地盤定数は，水平成層地盤と仮定し，地震時のせん断ひずみレベルを考慮して定めた。

解析に用いた地盤定数を表－１１～表－１３に示す。 

基礎底面地盤ばねについては，「JEAC4601-2008」に示された手法を参考にして，成層補

正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に基づいて，水平方向はスウェイ及びロッキン

グばねを，鉛直方向は鉛直ばねを近似的に評価する。 

地盤ばねは振動数に依存した複素剛性として得られるが，図－１２に示すようにばね定

数（ＫC）として実部の静的な値を，また，減衰係数（ＣC）として建屋－地盤連成系の 1

次固有振動数ω1に対応する虚部の値と原点を結ぶ直線の傾きを採用することにより近似す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

図－１２ 地盤ばねの近似 
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表－９ 建屋の振動諸元(水平方向) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１０ 建屋の振動諸元(鉛直方向) 

建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋根 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱端部回転ばね Kθ＝2.36×107 kN･m/rad 

質点

番号 

質点重量 

Ｗ(kN) 

回転慣性 

重量ＩＧ 

(×106 kN･m2) 

部材

番号 

せん断 

断面積 

Ａｓ(m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(×105m4) 

① 3700 － 
－ － － 

1 
7.90×10-3（NS） 

29.0×10-3

（EW） 

－ 

② 132790 39.87 

2 3600.0 10.8 

③ 64800 19.46 
－ － － 

・基礎形状 60.0m(NS)×60.0m(EW)×1.5m(厚さ) 

・総重量  201290 kN 

質点

番号 

質点重量 

Ｗ(kN) 

部材

番号 

軸断面積 

Ａ(m2) 

① 1140 
－ － 

1 465.0×10-3 

② 132790 

2 3600.0 

③ 64800 
－ － 

質点

番号 

質点重量 

Ｗ(kN) 

部材

番号 

軸断面積 

 

Ａ(×10-3m2) 

せん断 

断面積 

Ａｓ(×10-3 m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(m4) 

① 1140 
－ － － － 

12 382 67.3 0.277 

⑫ 1120 

13 332 61.8 0.241 

⑬ 960 

14 354 65.5 0.257 

⑭ 480 
－ － － － 

 設計 G.L.(m) 

+17.85 

+0.2 

① 

② 

③ -1.3 

1 

2 

52.736 
54.043 

設計 G.L.(m) 

+13.35 
① 

② 

③ 
 -1.3 

1 

2 

Kθ 

回転ばね 

屋根 

11.9m 8.25m 8.25m 

⑫ 
⑬ ⑭ 

Ｌ Ｃ 
28.4m 

12 
13 

14 

対称条件 

（回転自由度拘束） 

建屋 

+17.85 

+0.2 
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表－１１ 地盤定数（Ｓｓ－１Ｈ） 

 
剛性低下率

G/G0

せん断弾性係数

G(kN/m
2
)

せん断波速度
Vs(m/s)

縦波速度
Vp(m/s)

減衰定数
h(%)

36.2 ～ 28.3 7.9
段丘

堆積層
15.6 0.480 315 158,000 0.58 92,000 240 1,230 7

28.3 ～ 1.9 26.4 砂岩 17.8 0.473 380 262,000 0.63 165,000 302 1,330 8

1.9 ～ -10.0 11.9 16.5 0.464 450 341,000 0.77 263,000 395 1,530 3

-10.0 ～ -80.0 70.0 17.1 0.455 500 436,000 0.77 336,000 439 1,530 3

-80.0 ～ -108.0 28.0 17.6 0.446 560 563,000 0.77 434,000 492 1,580 3

-108.0 ～ -196.0 88.0 17.8 0.442 600 653,000 0.75 490,000 520 1,610 3

-196.0 ～ － 解放基盤 18.5 0.421 700 924,000 － 924,000 700 1,890 －

標高
O.P.(m)

泥岩

Ｓｓ－１H地震時
初期

せん断弾性係数

G0(kN/m
2
)

初期
せん断波速度

Vs0(m/s)
ポアソン比

単位体積重量

γ(kN/m
3
)

地質
層厚
(m)

-1.3～-9.2

-9.2～-35.6

-47.5～-117.5

-117.5～-145.5

-35.6～-47.5

-145.5～-233.5

設計G.L.（m）

G.L.-233.5
(震災前O.P.-196.Om)

 

 

 

 

表－１２ 地盤定数（Ｓｓ－２Ｈ） 

 
剛性低下率

G/G0

せん断弾性係数

G(kN/m2)

せん断波速度
Vs(m/s)

縦波速度
Vp(m/s)

減衰定数
h(%)

36.2 ～ 28.3 7.9
段丘
堆積層

15.6 0.480 315 158,000 0.57 90,000 238 1,210 7

28.3 ～ 1.9 26.4 砂岩 17.8 0.473 380 262,000 0.64 168,000 304 1,340 8

1.9 ～ -10.0 11.9 16.5 0.464 450 341,000 0.78 266,000 398 1,530 3

-10.0 ～ -80.0 70.0 17.1 0.455 500 436,000 0.78 340,000 442 1,540 3

-80.0 ～ -108.0 28.0 17.6 0.446 560 563,000 0.82 462,000 507 1,630 3

-108.0 ～ -196.0 88.0 17.8 0.442 600 653,000 0.81 529,000 540 1,670 3

-196.0 ～ － 解放基盤 18.5 0.421 700 924,000 － 924,000 700 1,890 －

標高
O.P.(m)

泥岩

Ｓｓ－２H地震時
初期

せん断弾性係数

G0(kN/m
2)

初期
せん断波速度

Vs0(m/s)
ポアソン比

単位体積重量

γ(kN/m3)
地質

層厚
(m)設計G.L.（m）

-1.3～-9.2

-9.2～-35.6

-47.5～-117.5

-117.5～-145.5

G.L.-233.5
(震災前O.P.-196.Om)

-35.6～-47.5

-145.5～-233.5
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表－１３ 地盤定数（Ｓｓ－３Ｈ） 

剛性低下率
G/G0

せん断弾性係数

G(kN/m
2
)

せん断波速度
Vs(m/s)

縦波速度
Vp(m/s)

減衰定数
h(%)

36.2 ～ 28.3 7.9
段丘

堆積層
15.6 0.480 315 158,000 0.60 95,000 244 1,250 6

28.3 ～ 1.9 26.4 砂岩 17.8 0.473 380 262,000 0.66 173,000 309 1,360 7

1.9 ～ -10.0 11.9 16.5 0.464 450 341,000 0.78 266,000 398 1,530 3

-10.0 ～ -80.0 70.0 17.1 0.455 500 436,000 0.76 331,000 436 1,520 3

-80.0 ～ -108.0 28.0 17.6 0.446 560 563,000 0.73 411,000 479 1,530 3

-108.0 ～ -196.0 88.0 17.8 0.442 600 653,000 0.77 503,000 526 1,630 3

-196.0 ～ － 解放基盤 18.5 0.421 700 924,000 － 924,000 700 1,890 －

標高
O.P.(m)

泥岩

Ｓｓ－３H地震時
初期

せん断弾性係数

G0(kN/m
2
)

初期
せん断波速度

Vs0(m/s)
ポアソン比

単位体積重量

γ(kN/m3)
地質

層厚
(m)設計G.L.（m）

-1.3～-9.2

-9.2～-35.6

-47.5～-117.5

-117.5～-145.5

G.L.-233.5
(震災前O.P.-196.Om)

-35.6～-47.5

-145.5～-233.5
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2.4 地震応答解析結果 

地震応答解析により求められた NS 方向，EW 方向及び鉛直方向の最大応答加速度を図－

１３～図－１５に示す。 
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図－１３ 最大応答加速度（NS 方向）
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図－１４ 最大応答加速度（EW 方向） 
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図－１５ 最大応答加速度（鉛直方向） 
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2.5 耐震安全性評価結果 

(1) 上部架構の評価結果 

地震応答解析により得られた部材応力の内，応力度／短期許容応力度が最大となる鉄骨

部材の断面検討結果を表－１４に示す。 

これより地震応答解析による鉄骨部材の応力度は，短期許容応力度以下であることを確

認した。 

 

 

表－１４ 鉄骨部材の応力度と短期許容応力度 

部位 方向 
応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度※

（N/mm2） 
応力度／短期許容応力度 

トラス梁 

（STK400） 
NS 

121 

（圧縮） 

157 

（圧縮） 
0.78 

トラス柱 

（STK400） 
NS 

132 

（圧縮） 

172 

（圧縮） 
0.77 

※：F 値を 1.1 倍している。 
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(2) 基礎スラブの評価結果 

必要鉄筋比が最大となる要素と面外せん断力が最大となる要素の断面検討結果を表－１

５及び表－１６に示す。 

これより，設計鉄筋比は必要鉄筋比を上回り，また面外せん断力は短期許容せん断力以

下であることを確認した。 

なお，基礎地盤に生じる接地圧は最大 0.14 N/mm2 であり，基礎地盤の短期許容支持力度

0.34 N/mm2 以内となっている。 

 

 

表－１５ 軸力及び曲げモーメントに対する検討結果 

応 力 
必要鉄筋比 

(％) 

設計鉄筋比 

(％) 

必要鉄筋比 

／設計鉄筋比 軸 力※ 

(kN/m) 

曲げモーメント 

（kN･m/m） 

-240 889 0.17 0.38 0.45 

※：圧縮を正とする。 

 

 

表－１６ 面外せん断力に対する検討結果 

応 力 

面外せん断力(kN/m) 

短期許容 

せん断力(kN/m) 
応力／短期許容せん断力 

741 1316 0.57 

 

 

以上のことから，Ｓｓ地震力に対する耐震安全性は確保されているものと評価した。 

 

以上 
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添付資料－５ 
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高性能容器の健全性評価 

 

1. 概要 

多核種除去設備で発生する使用済みの吸着材及び沈殿処理生成物の貯蔵は，耐久性，耐

放射線性，耐薬品性に優れた高性能容器（HIC;High Integrity Container）（以下，「HIC」

という）を使用する。今回，HIC を福島第一原子力発電所構内で貯蔵することから，この健

全性について評価した。なお，高性能容器はタイプ 1，2ともに同一の品質保証計画にて製

作されている。 

 

2. 主要仕様 

HIC の主要仕様を表１に，概略図を図１に示す。HIC には落下時の健全性を確保するため，

鋼製の補強体等を取り付ける。（図２）。 

 

表１ 主要仕様 

項目 仕様 

高性能容器（タイプ 1） 高性能容器（タイプ 2） 

材 料 本体 ポリエチレン ポリエチレン 

寸 法 外径 1,524 mm （60 インチ）  1,469mm（57 53/64 インチ） 

高さ 1,854.2 mm（73 インチ）  1,864.7mm （73 7/16 インチ） 

最小厚さ 11.4 mm （0.45 インチ）  11.4mm（0.45 インチ） 

容 量 2.86 m3  2.61m3 

最高使用圧力(内圧) 静水頭 静水頭 

重 量 空重量 約 1.7 ton 

（補強体含む） 

 約 1.5ton 

（補強体含む） 

設計総重量 6.0 ton 

（収容物及び上蓋等付属品含

む） 

5.5ton 

（収容物及び上蓋等付属品含

む） 

カッコ内は製作値 

3. 健全性評価 

(1) 腐食・化学的影響について 

a. 収容物（化学成分） 

HIC 本体はポリエチレンで構成されており，一部の有機溶媒を除き，一般的な化学薬品

に対して良好な耐性を有する。 

HIC に収容する吸着材（表２），沈殿処理生成物及び処理過程で添加する薬品成分（次

亜塩素酸ソーダ，苛性ソーダ，炭酸ソーダ，塩酸，塩化第二鉄，ポリマー）の化学成分

に対してポリエチレンは安定している。 
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表２ HIC に収容する吸着材の種類 

No.※1 吸着材の組成 除去対象核種 

1 活性炭 コロイド 

2 チタン酸塩 Sr（M2+） 

3 フェロシアン化合物 Cs 

4 Ag 添着活性炭 I 

5 酸化チタン Sb 

6 キレート樹脂 Co（M2+，M3+） 

7 樹脂系吸着材 Ru，負電荷コロイド 

※1：No.1～No.6 は吸着塔，No.7 は処理カラム 

 

 

 

b. 水分・水質 

多核種除去設備で使用する HIC は，自由水体積で 100%までの範囲を取り得るが，HIC

本体を構成するポリエチレンは水に対して安定であり，水分が HIC の健全性に影響を与

えることはない。 

また，多核種除去設備において，pH は 6～12.2 となる仕様であるが，HIC 本体のポリ

エチレンは耐アルカリ性が高いため，水質が HIC の健全性に影響を与えることはない。 

 

(2) 耐熱性について 

HIC の設計温度は，IAEA Safety Standards に示される A型輸送容器に対する使用温度の

条件（-40℃～70℃（158°F））に余裕をみて，-40℃から 76.6℃（170°F）とする。米国認

可時の試験では，170°Ｆにおいてポリエチレンの材料特性を維持できることが確認されて

いる。 

多核種除去設備で使用する HIC は，屋外配置であり，使用環境の温度下限は-10℃を想定し

ていることから，設計温度下限については問題ない。一方，設計温度上限について， HIC

温度評価の結果，最も発熱量が大きいストロンチウム吸着材（吸着材２）を収容する場合

において，HIC 容器表面温度は一時保管施設（第二施設）貯蔵時で約 60℃，一時保管施設

（第三施設）貯蔵時で約 57℃となる。さらに夏期の太陽光からの入熱によるボックスカル

バート上蓋の温度上昇を考慮しても，HIC 容器表面温度は一時保管施設（第二施設）貯蔵時

で約 73℃，一時保管施設（第三施設）貯蔵時において約 70℃となることから，HIC の設計

温度 76.6℃に対して低い（別添－１）。また，ポリエチレンは，95℃のクリープ試験におい

て，長期間にわたり屈曲点が現れていないことから，想定される使用環境において貯蔵時

の熱負荷における劣化はない（別添－２）。このため，温度について十分に余裕がある。 
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(3) 耐放射線性について 

HIC は照射線量 106 Gy として設計している。また，SC DHEC の認可に当たり，3×106 Gy

の照射まで材料特性（強度・延性）が維持されることを確認している。多核種除去設備で

使用する HIC の照射線量は，貯蔵開始時で約 0.5 Gy/h（年間 約 5×103 Gy）であり，一時

保管施設貯蔵時の放射線の影響については問題ない。（別添－３） 

 ただし，経年劣化の知見拡充のため，未使用の HIC 等をボックスカルバート内に収容し，

放射線による劣化傾向を確認する。 

 

(4) 耐紫外線性について 

HIC は，ポリエチレン材であるため，紫外線環境下は 1 年未満となるよう設計している。

これは米国認可要件を採用しており，２年間の紫外線曝露試験の結果，推定寿命が１～２

年と評価したことによる。 

多核種除去設備で用いる HIC は，多核種除去設備運転中に紫外線環境下となるため，交

換周期の長い HIC 上部には着脱式のカバーを設置し，一時保管施設貯蔵時は上蓋をしたボ

ックスカルバートに収納する。さらに，一時保管施設（第二施設）においては通路に面す

る上蓋貫通孔に遮光型ガラリを設置しており（図４），一時保管施設（第三施設）において

は，上蓋の貫通孔を２回以上屈折させ（図５），また吸気孔は外側が下向きとなるよう設置

しており（別添－１図６），内部に直射日光は到達しない。ボックスカルバート内に微量の

拡散光が侵入したとしても HIC は光を通さない鋼製の補強体で覆われており，HIC のポリエ

チレン部が 1年以上の紫外線環境下となることはない。 

また，使用前の HIC が過度に紫外線環境評価下に晒されないよう，製造から工場出荷ま

での紫外線照射時間を出荷時の品質保証書で確認し，輸送時に遮光カバーを取り付ける運

用・管理を実施する。 

 

(5) 密閉性について 

密閉性については，SC DHEC の認可要件として，保管期間等を考慮した信頼性の高いシー

ルを選定することとされており，HIC は密閉性のあるねじ込み蓋を採用している。さらに，

HIC に収容した液体が一時保管施設貯蔵中に外部へ漏えいしないよう，収容物の体積膨張を

考慮した空間容積を確保する。 

また，HIC 転倒時の漏えいを想定して，図６に示すベントフィルタに 10 kPa の水圧をか

けて透過試験を実施した結果，水の透過量は約 1ml/s と少量であることを確認している。

スラリーの粘性は水に比べて高いことから，HIC 転倒時における収容物の漏えいは更に限定

的となる。よって，万一，HIC が転倒し，スラリーが漏えいした場合には，ふき取り等によ

り速やかに回収することで対応する。 

なお，ねじ込み蓋を開けることにより，HIC の収容物を確認できる構造としている。
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(6) ベント機能について 

SC DHEC の認可要件として内圧を開放するベントを設けることとされている。ベントフィ

ルタの設置目的は，HIC 内部で発生する可燃性ガスを大気へ放出するとともに，HIC への湿

分の浸入及び HIC からの収容物の流出を最小限とすることである。ベントフィルタは，３

重構造により，フィルタエレメントへの収容物（液体）の飛散を防止する設計としており，

HIC 移送時等に収容物の揺れ等が発生しても，フィルタが閉塞することはない（図６）。な

お，万一，HIC が転倒し，スラリーがフィルタに付着した際は，念のため，HIC の上蓋を取

り替える。 

HIC 内の水分の蒸発は無視できるほど小さいことから，ベントフィルタ等が目詰まりする

ことはない。また，蒸発した水分によるベントフィルタ等の凍結に対しては，スラリーの

発熱量は小さく，雰囲気温度０℃付近では水蒸気の発生はほとんどないため，問題ない。

仮に，ベント機能が喪失した場合，発生した水素が HIC 内部に蓄積することになるが，着

火源がないため水素爆発には至らない。 

 

(7) 寿命について 

SC DHEC は，高性能容器（タイプ１）に対し最低 300 年間は構造を維持し，廃棄物を収容

していることを認可要件としており，妥当と判断している。また，高性能容器（タイプ２）

は高性能容器（タイプ１）と同一の材質であることから，同程度の寿命であることが考え

られる。以上のことから，多核種除去設備で使用する高性能容器の一時保管施設貯蔵中の

構造維持は問題とならない。 

 

(8) 落下に対する評価について 

 HIC 取扱いにおける落下防止対策や落下時の漏えい発生防止対策を行っており，落下時の

漏えい発生防止対策では，HIC への補強体取り付け，傾斜落下防止等の為の設備対応及び想

定される落下ケースについての落下試験を行い，落下時の健全性に問題ないことを確認し

ている（別添－４）。 

  

以 上 
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(a) 高性能容器（タイプ 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)高性能容器（タイプ 2） 

 

図 1  HIC 概要 
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カッコ内は製作値（インチ） 
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補強体（SUS製）

「厚さ：側面10mm、底面20mm」

補強体（SUS製）

「厚さ：側面10mm、底面20mm」

補強体

充填材により形状不連続部※を平坦化 

HIC形状不連続部（断面） 

HIC胴部 

上部空隙に緩衝材の挿入

充填材

補強体
HIC形状不連続部（断面） 

HIC胴部 
充填材

※ 吊りかごのバンドを引っかけるための凹み 

 

上部空隙に緩衝材の挿入

容器表面の形状不連続部を排除 

図 2  HIC 補強概要 

(b) 高性能容器（タイプ 1）補強 

(a) 補強体 

(c) 高性能容器（タイプ 2）補強 

(SUS304，304 相当製) 
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図３ ボックスカルバート内 HIC 収容（平面）概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 一時保管施設（第二施設）ボックスカルバート内 HIC 収容概略 
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図５ 一時保管施設（第三施設）ボックスカルバート内 HIC 収容概略 

 

換気孔（貫通孔を 2 回以上屈折させてあ
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脱水装置取付用パン

HIC蓋（裏面）HIC上部

フィルタ

HIC蓋（表面）
 

（a）写真 

 

 

ベント孔

圧縮活性炭高性能フィルタ

ベント孔

シール材

ＨＩＣ蓋

拡大図①

フィルタ蓋

側面隙間

拡大図②

フィルタ※２

フィルタエレメント

発生ガスの
流れ

高性能容器

収容物には粘性があるほか、以下の３重
構造により、フィルタエレメントへの収
容物（液体）の飛散を防止する設計とし
ていることから、フィルタが閉塞するこ
とはない。

・脱水装置取付用パン

・フィルタ蓋

・フィルタエレメントを側面隙間部

より更に上部に設置

脱水装置
取付用パン

 

（b）ベント構造概略 

 

※１ ベント構造は，水素発生量に応じ２種類（①フィルタ ２個，ベント孔 16 個 ②フィルタ 13個，ベ

ント孔 32 個）を使用することで，可燃限界に対して十分低い濃度を確保する。 

※２ フィルタは，カーボンコンポジット材（炭素繊維強化炭素複合材）を採用しており，0.4μm の微粒

子を 99.97％阻止できる。 

 

図６ HIC ベント構造※１ 

 

 

HIC 上蓋（表面） HIC 上蓋（裏面） 
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HIC の温度評価 

 

(1)一時保管施設（第二施設） 

温度評価は，HIC の収容物である吸着材からの発熱を入熱条件とし，一次元の定常温度

評価により HIC 容器温度を算出したうえで，太陽光から入熱によるボックスカルバート上

蓋の温度上昇を考慮した場合の HIC 容器温度が設計温度 76.6℃以下となることを確認す

る。 

 

1. HIC 内部の発熱による容器温度の評価概要 

○評価手法：１次元定常温度評価（評価体系については，図１参照） 

○入熱条件：発熱量が最大となる吸着材２を充填した HIC(発熱量 58.8[W])２基を発熱

体とした。 

○初期条件： 

・ボックスカルバート外気温度 40℃ 

・ボックスカルバートは 2段重ねに比べて保守的となる 1段重ねで評価を実施 

○その他の評価条件： 

・上蓋貫通孔からの空気の出入りは考慮しない(図２参照)。 

・HIC 接地面への除熱は考慮しない(図２参照)。 

・ボックスカルバートの側面のうち，他のボックスカルバートに面する３面から

の除熱は考慮しない(図２参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外気（ボックスカ

ルバート外側） 

⑧自然対流 

ボックスカルバ

ート（コンクリー

ト） 

⑤自然対流 

⑦固体熱伝導 

①固体熱伝導 

発熱 
④固体熱伝導 

吸着材 2 

⑥自然対流 

空気（補強体～

ボックスカル

バート間） 

②固体熱伝導 

 

HIC 

(ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ) 

温度分布 

補強体 

(SUS304) 

空気（HIC～ 

補強体間） 

図 1 評価体系の概念図（1次元定常温度評価モデル） 

 

③気体熱伝導 

※ 1 HIC のボックスカルバート内への収容時，補強体～ボック

スカルバート間の距離は収容の状況に応じ一定にないこと

から，この間の温度勾配はないこととする。 
 

※1 

約 79℃ 

約 60℃ 

約 60℃ 

約 59℃ 
約 59℃ 

約 54℃ 約 54℃ 
約 48℃ 

約 45℃ 

40℃ 
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表 1 考慮した熱伝達機構及び温度評価に用いた熱伝導率等 

番号 伝熱箇所 伝熱機構 距離 熱伝導率等 

① 吸着材 2 固体熱伝導 1446mm 熱伝導率 0.15 [W/mK] 

② HIC（ポリエチレン） 固体熱伝導 11.4mm 熱伝導率 0.46 [W/mK] 

③ 空気（HIC～補強体間） 気体熱伝導 3mm 熱伝導率 0.028 [W/mK] 

④ 補強体（SUS304） 固体熱伝導 10mm 熱伝導率 51 [W/mK] 

⑤ 補強体から空気（補強体～ボックス

カルバート間） 

自然対流 - ※２ 熱伝達率 1.7 [W/m2K] 

⑥ 空気（補強体～ボックスカルバート

間）からコンクリート 

自然対流 - ※２ 熱伝達率 1.7 [W/m2K] 

⑦ コンクリート 固体熱伝導 400mm 熱伝導率 1.3 [W/mK] 

⑧ 空気（ボックスカルバート外） 自然対流 - ※２ 熱伝達率 2.4 [W/m2K] 

※2 自然対流による伝熱のため距離に依存しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 温度評価条件（ボックスカルバート）  

ボックス 

カルバート（上蓋） 

上蓋貫通孔 上蓋貫通孔「評価上考慮しない」 

（対面の貫通孔 1 箇所も考慮しない） 

HIC HIC 

側面(他 HIC と接する 3 面)『断熱』 

 

接地面（コンクリート） 
『断熱』 

ボックス 

カルバート 

補強体 



 
 
 

 

Ⅱ-2-16-1-添 5-12 

2. 太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度評価 

太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度上昇の評価を実施した。評価体

系の概念を図３に示す。上蓋コンクリートのみをモデル化し，太陽光からの入熱及び大気

放射による入熱を上蓋コンクリート上表面に与え，上蓋コンクリート下表面における温度

を評価した。 

 

○評価手法：非定常温度評価（評価体系については，図３参照） 

○入熱条件：2011 年 5 月 25 日（2011 年において全天日射量が最大となる日）福島気象

台の全天日射量（図４参照）にコンクリート吸収率 0.75 を乗じた値。 

○外気温度条件：2011 年 8 月 14 日（2011 年において最高気温が最大となる日）福島気

象台の外気温度分布を使用（ただし，当日の最高気温 36.3℃が，1.の評価条件 40℃と

一致するように各時間の気温を 3.7℃かさ上げした仮想温度分布を使用）（図５参照） 

○評価上考慮した熱物性： 

・ボックスカルバート上蓋の上表面からの輻射伝熱による除熱及び上下表面からの

自然対流による除熱を考慮。 

○その他の評価条件： 

・上蓋コンクリート側面は断熱とし，上表面からの蒸発潜熱による除熱は考慮しな

い。 

 

3. 評価結果 

HIC 内部の発熱による容器温度を評価した結果，HIC 容器の温度は，約 60℃となった。 

また，太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度を評価した結果，上蓋下

面の最高温度は約 53℃となった。仮に外気温度が 40℃で一定で太陽光からの入熱が無い場

合，上蓋下面の温度は 40℃であることから，太陽光からの入熱があった場合と無い場合の

上蓋下面の温度差は最大約 13℃となる。 

よって，HIC 内部の発熱による容器温度の評価結果である約 60℃に上蓋の温度上昇を約

13℃が全て加算された場合においても容器温度は約 73℃となり，HIC の設計温度 76.6℃に

対して低いことから，安全上の問題はないと判断する。 

 なお，評価結果の妥当性確認を目的として，今後，HIC の温度測定方法等について検討を

実施する。 
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図 3 太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度評価体系の概念 
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図 4 太陽光入熱量の時間変化（2011/5/25） 
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図 5 外気温度の時間変化 

 

上表面 

側面：断熱 

太陽光による入熱 

側面：断熱 

自然対流による除熱 

自然対流による除熱 

厚さ 
0.4m 

下表面 

大気放射による入熱 
輻射伝熱による除熱 

上蓋コンクリート 

外気温度：40℃ 

上蓋下表面温度：約 53℃ 
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(2)一時保管施設（第三施設） 

温度評価は，HICの収容物である吸着材及び沈殿処理生成物からの発熱を入熱条件とし，

三次元の定常温度評価により HIC 容器温度を算出したうえで，太陽光から入熱によるボッ

クスカルバート上蓋の温度上昇を考慮した場合の HIC 容器温度が設計温度 76.6℃以下と

なることを確認する。 

 

1. HIC 内部の発熱による容器温度の評価概要 

○評価手法，体系： 

3 次元定常温度評価（評価体系については，図 6参照※3） 

※3 敷地境界線量評価を踏まえた容器配置の運用上，最も除熱条件が厳しくなる配置     

で評価を実施。また，水平方向は対象性を考慮してモデル化範囲を限定。 

○入熱条件：縦 2列の HIC（タイプ 2）(吸着材 2【発熱量 53.7[W]】×2基（下段左，中

段左），沈殿処理生成物（炭酸塩沈殿処理スラリー）【発熱量 6.5[W]】×4基)6 基を発

熱体とした。なお，発熱量が炭酸塩沈殿処理スラリーより大きく，吸着材 2より小さ

い鉄共沈処理スラリーの評価は吸着材 2の評価に，他の吸着材の評価は炭酸塩沈殿処

理スラリーの評価に内包される。 

○初期条件：ボックスカルバート外気温度 40℃ 

○その他の評価条件： 

・輻射伝熱は考慮しない。 

・ボックスカルバートの側面のうち，他のボックスカルバートに面する 3面から 

の除熱は考慮しない。 

・HIC 接地面への除熱は考慮しない。 

・ボックスカルバートの貫通孔については，換気孔 8 箇所，隣のボックスカルバ

ートとのアクセス用の通気口 4箇所及び 75度傾斜の吸気孔 2箇所を考慮。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 評価体系概念 

モデル化範囲 
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表 1 考慮した熱伝達機構及び温度評価に用いた熱伝導率 

伝熱箇所 伝熱機構 熱伝導率等 

収容物 固体熱伝導 熱伝導率 0.15 [W/mK] ※4 

HIC（ポリエチレン） 固体熱伝導 熱伝導率 0.46 [W/mK] 

空気 気体熱伝導 熱伝導率 0.028 [W/mK] 

補強体（SUS 材） 固体熱伝導 熱伝導率 15.9 [W/mK] 

ゴムマット 固体熱伝導 熱伝導率 0.13 [W/mK] 

コンクリート 固体熱伝導 熱伝導率 1.3 [W/mK] 

※4 収容物の熱伝導率は，吸着材 0.15[W/mK]及び沈殿処理生成物（炭酸塩沈

殿処理スラリー）0.63[W/mK]のうち，保守的に吸着材の熱伝導率を用いる。 

 

表２ 各 HIC 内に収納される廃棄物の発熱量※5 

種類 
沈殿処理生成物 吸着材 

鉄共沈 炭酸塩沈殿 1 2 3 4 5 6 

発熱量(W) 18.4 6.5 0.0019 53.7 0.59 0.0019 0.025 0.33 

※5 各 HIC 内に収容される廃棄物の発熱量が記載値を下回ることは，補強体に覆われてい

ない HIC 上部における線量当量率の測定値が，「Ⅱ-2-16-1 添付資料-４ 別添-２ 表２」

に記載される上部方向の線量等量率を下回ることをもって確認する。 

 

2. 太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度評価 

 (1)2.と同じ 

 

3. 評価結果 

HIC 内部の発熱による容器温度を評価した結果，HIC 容器の温度は，約 57℃となった。 

また，太陽光からの入熱によるボックスカルバート上蓋の温度変化を評価した結果，上

蓋下面は約 13℃上昇した。 

よって，HIC 内部の発熱による容器温度の評価結果である約 57℃に上蓋の温度上昇

約 13℃が全て加算された場合においても容器温度は約 70℃となり，HIC の設計温度

76.6℃に対して低いことから，安全上の問題はないと判断する。また，一時保管施設

（第三施設）への HIC 収容の際は，容器温度が約 70℃を超えることがないように HIC

を配置する。 

なお第三施設への格納に際しては図６の評価体系概念に示す範囲のうち，発熱量 53.7[W] 

と扱う HIC の収容数を 2基までとすることを制限とする。 

以 上



 
 
 

別添－２ 

Ⅱ-2-16-1-添 5-16 

  

ポリエチレンのクリープに対する評価について 

 

 

架橋ポリエチレン管のクリープ特性は，図１に示すような熱間内圧クリープ試験で測

定される。 

一般的なプラスチック管のクリープ線図には，時間に対してクリープの発生する円周

応力が急降下する屈曲点があらわれる。この急降下はプラスチックの酸化劣化による脆

性破壊の開始をあらわしており，この時間を使用限界（寿命時間）とするのが一般的で

ある※１。HIC の材料である架橋ポリエチレンは，巨大な網目分子構造を持っており，酸

化劣化の影響を受けにくい。円周応力３MPa 程度においても，95℃以下のクリープ線図

の屈曲点は，長期間（一時保管施設の貯蔵として 20 年を想定しても）あらわれず，時

間に対して直線状になっている特性がある※１。 

※１ 架橋ポリエチレン 技術資料 架橋ポリエチレン工業会 

 

恒温水槽

PE管

内圧

（水または窒素）

 

 

図１．熱間内圧クリープ試験の概念図 

 

以 上 
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HIC 貯蔵時における照射劣化の影響評価 

 

 HIC の一時保管施設における貯蔵期間（20 年）において，内包する放射性物質からの放

射線照射による劣化を HIC の材料である架橋ポリエチレンに対する照射後の引張試験およ

び高速曲げ試験結果から評価する。 

 

（1）HIC 貯蔵条件 

○貯蔵場所：一時保管施設のボックスカルバート（コンクリート製）内 

○貯蔵期間：20 年 

○貯蔵期間（20 年）における積算線量 

  ・前処理 1スラリー用 HIC（前処理 2スラリーと比べ表面線量が高い）：1.3×104Gy 

・吸着材 3用 HIC（吸着材のうち，最も表面線量が高い）：4.6×104Gy 

 

＜参考＞ 

  積算線量（40年）「貯蔵期間 2倍（40年相当）における評価値」   

・前処理 1スラリー用 HIC：2.5×104Gy 

・吸着材 3用 HIC：9.1×104Gy  

 

（2）架橋ポリエチレン照射試験条件 

  架橋ポリエチレンに対する照射試験の条件を表 1に示す。 

 

表 1 架橋ポリエチレン照射試験条件 

 

  

（3）照射後引張試験 

 照射後の架橋ポリエチレンに対し引張試験を行った。試験結果を表 2に示す。 

 

 

 

 空気雰囲気 

線量率 1000 Gy/ｈ 

積算線量 5.0×104Gy（50 時間照射） 

1.0×105Gy（100 時間照射） 

温度 室温 

サンプル数 各積算線量につき２サンプル 

照射後 ①引張試験，②シャルピー衝撃試験（高速曲げ試験） 
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表 2 照射後引張試験結果 

 最大応力〔Ｎ／mm2〕 

サンプル１ サンプル２ 

照射なし 24.5 24.4 

5.0×104Gy（50 時間照射） 23.9 23.9 

1.0×105Gy（100 時間照射） 24.3 24.4 

 

（4）照射後シャルピー衝撃試験（高速曲げ試験） 

照射後の架橋ポリエチレンに対しシャルピー衝撃試験を行った。試験結果を表 3に示す。

なお，試験はひずみ速度 280 S-1※で行っている。 

※落下時のひずみ速度：100S-1程度 

 

表 3 照射後シャルピー衝撃試験結果 

 公称ひずみ〔％〕 

サンプル１ サンプル２ 

照射なし 80 80 

5.0×104Gy（50 時間照射） 80 80 

1.0×105Gy（100 時間照射） 80 80 

 

 

（5）照射試験の結果 

照射後の材料試験の結果，1.0×105Gy 照射後にも材料特性に有意な変化は確認されな

かった。1.0×105Gy は，表面線量の高い吸着材 3 の仮に 40 年貯蔵した場合における積

算線量よりも高く，貯蔵期間 20 年では HIC の材料特性に影響は無い。 

 

以上 
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高性能容器落下時の健全性確認 

 

1. 概要 

多核種除去設備の運転に伴い二次廃棄物（使用済み吸着材，沈殿処理生成物）が発生

し，二次廃棄物を収容した HIC を多核種除去設備エリアから使用済セシウム吸着塔一時

保管施設へ移送する。 

HIC 取扱い時に万一 HIC を落下させた場合を考慮し，漏えい発生防止対策として，HIC

への補強体の取付け及び傾斜落下防止対策等の設備対応を行った。更に，対策実施後に

発生する可能性のある落下姿勢を整理した上で，HIC への影響が大きいと想定される落下

ケースについて落下試験を実施することにより落下時の健全性確認を行った。 

 

2. 落下時の漏えい発生防止対策 

HIC の取扱い時に万一落下事象が発生した場合を考慮し，以下の施設対応等を行った。 

・垂直落下に対しては，補強体及び緩衝材によって HIC の健全性を保つ。 

 ・傾斜落下及び逆さ傾斜落下に対しては，傾斜落下防止対策によって，当該の落下姿

勢の発生を防止する。 

 ・角部落下に対しては，補強体及び緩衝材によって HIC の健全性を保つ。 

 また，HIC，多核種除去設備設置エリア及び一時保管施設に対する具体的な対策を以下

に示す。 

 

(1) HIC に対する対策 

・HIC に補強体を取り付ける。 

  

(2) 多核種除去設備設置エリアでの対策 

a.緩衝材及び傾斜落下防止架台の設置 

  ・HIC 遮へい体内，輸送用遮へい体内に緩衝材を設置する。 

  ・トレーラ後部に門型の傾斜落下防止架台を追設することにより傾斜落下を防止す

る。 

b.クレーン東西方向への移動操作の制限（傾斜落下防止） 

  ・HIC 取扱時は，東西の移動（横行）機能のないクレーン操作機を使用し，傾斜落下

を防止する。 

c.角部への緩衝材取付 

・HIC の吊上げ・吊下ろし時に HIC 遮へい体，輸送用遮へい体の側板上部に緩衝材を取

付ることにより角部落下時の影響を緩和する。 
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(3) 一時保管施設での対策 

・クレーン吊上げ高さ制限（第二施設においてタイプ 1は 3m，タイプ 2は 5m，第三施

設においてタイプ 2 は 9.5m）とリミットスイッチ等による移動可能範囲の制限によ

り，傾斜落下が発生する箇所への HIC の移動を防止する。 

・第二施設においては，ボックスカルバート内に傾斜落下防止の器具を予め収容した

うえで，HIC の収容作業を行うことにより斜め落下の可能性を排除する。 

 

3. 落下時の健全性確認 

 2.の対策実施後，発生する可能性のある落下姿勢を整理し，HIC への影響が大きいと想

定されるケースについて，表 1の①，②の条件でタイプ 1の落下試験を複数回実施した。 

また，タイプ 2 については，より高い落下条件を想定しても健全性を維持できること

を開発方針とし，表 1の③，④，⑤の条件で落下試験を複数回実施した。 

 

 

 

 

4.試験結果 

試験の良否判定は HIC 破損による内容物の漏えいの有無及び HIC 本体の異常な損傷等

の有無により行った。 

試験の結果，各試験ケースとも内容物の漏えいはなく，また，HIC 本体にも異常な損傷

等がないことから，落下時の漏えい発生防止対策は有効であり HIC が落下した場合にも

健全性は維持されると判断する。 

 

 

 
試験体 

 落下

高さ 
落下面 落下姿勢 試験回数 

① 
高性能容器（タイプ 1） 

(補強体付き) 
4.5m 緩衝材 垂直 2 回 

② 
高性能容器（タイプ 1） 

(補強体付き) 
2.6m 

□100mm 角棒 

（緩衝材敷設） 
垂直 2 回 

③ 
高性能容器（タイプ 2） 

（補強体付き） 
9.5m 緩衝材 垂直 2 回 

④ 
高性能容器（タイプ 2） 

（補強体付き） 
7.1m 鋼板 垂直 2 回 

⑤ 
高性能容器（タイプ 2） 

（補強体付き） 
3.1m □200mm 角棒 垂直 2 回 

表 1 落下試験の条件 
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5.HIC の運用方針 

 4.の試験結果を踏まえ，HIC については落下試験で健全性が確認できている範囲で運

用を行う。一時保管施設（第二施設）における貯蔵方法としては，高性能容器はボック

スカルバート内に 2体を平置きで貯蔵する。また，高性能容器（タイプ 1）は，2段重ね

しているボックスカルバート内には収容しないこととする。 

一時保管施設（第三施設）における貯蔵方法としては，高性能容器（タイプ 2）を 3段

積みできるボックスカルバート内に収容する。 

 

以上 
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除去対象核種の選定 
 

1. 除去対象核種の選定方針 
多核種除去設備の処理対象水（淡水，RO 濃縮塩水及び処理装置出口水）は，１～３号機

原子炉内の燃料に由来する放射性物質（以下，「FP 核種」という）及びプラント運転時の保

有水に含まれていた腐食生成物に由来する放射性物質（以下，「CP 核種」という）を含んで

いると想定される。多核種除去設備の設計として，処理対象水が万一環境への漏えいした場

合の周辺公衆への放射線被ばくのリスクを低減するため，処理対象水に含まれる FP 核種及

び CP 核種のうち，多核種除去設備で除去すべき高い濃度で存在する核種を推定することが

必要となる。 

よって，処理対象水に含まれる放射性物質の濃度を推定するにあたり，FP 核種について

は，炉心インベントリの評価結果から有意な濃度で存在すると想定される核種を選定し，そ

のうち，2011/3 に放射性物質の測定を実施している核種については，測定結果から滞留水中

の濃度を推定し，測定していない核種については，炉心インベントリの評価結果から滞留水

に含まれる濃度を推定した。 

 また，CP 核種については，プラント運転時の原子炉保有水に含まれていた核種が滞留水

に移行していること，また，高温焼却炉建屋に滞留水を移送した際に，濃縮廃液タンクの保

有水に含まれていた核種が混入したことが考えられることから，プラント運転時の原子炉及

び濃縮廃液タンクの保有水に対する CP 核種の測定結果を用いて，滞留水に含まれる濃度を

推定した。 

FP 核種，CP 核種共に多核種除去設備の稼動時期が原子炉停止後より 1 年後(365 日後)以

降となると想定されたことから，半減期を考慮し原子炉停止 365 日後の滞留水中濃度を減衰

補正により推定した。減衰補正により得られた原子炉停止後 365 日後の推定濃度が告示濃度

限度※1に対し，1/100 を超える核種を滞留水中に有意な濃度で存在するものとして多核種除

去設備の除去対象核種として選定した。ただし，トリチウム※2 については除去することが

困難であるため除去対象核種から除外した。  
 
 
 
 
2. 除去対象核種の選定結果 

FP 核種から 56 核種，CP 核種から 6 核種を選定し，それらを加えた計 62 核種を除去対象

核種として選定した（表 1 参照）。 

※1 核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量 
限度等を定める告示 (別表第一第六欄周辺監視区域外の水中の濃度限度) 

※2 H23 年 9 月～H25 年 1 月に採取した淡水化装置（逆浸透膜装置）入口水トリ

チウム測定値：8.5×102Bq/cm3～4.2×103Bq/cm3 
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No. 放射性物質の種類 線種 No. 放射性物質の種類 線種 

1 Rb-86 βγ 32 Ba-140 βγ 

2 Sr-89 β 33 Ce-141 βγ 

3 Sr-90 β 34 Ce-144 βγ 

4 Y-90 β 35 Pr-144 βγ 

5 Y-91 βγ 36 Pr-144m γ 

6 Nb-95 βγ 37 Pm-146 βγ 

7 Tc-99 β 38 Pm-147 βγ 

8 Ru-103 βγ 39 Pm-148 βγ 

9 Ru-106 β 40 Pm-148m βγ 

10 Rh-103m βγ 41 Sm-151 βγ 

11 Rh-106 γ 42 Eu-152 βγ 

12 Ag-110m βγ 43 Eu-154 βγ 

13 Cd-113m γ 44 Eu-155 βγ 

14 Cd-115m βγ 45 Gd-153 γ 

15 Sn-119m γ 46 Tb-160 βγ 

16 Sn-123 βγ 47 Pu-238 α 

17 Sn-126 βγ 48 Pu-239 α 

18 Sb-124 βγ 49 Pu-240 α 

19 Sb-125 βγ 50 Pu-241 β 

20 Te-123m γ 51 Am-241 α 

21 Te-125m γ 52 Am-242m α 

22 Te-127 βγ 53 Am-243 α 

23 Te-127m βγ 54 Cm-242 α 

24 Te-129 βγ 55 Cm-243 α 

25 Te-129m βγ 56 Cm-244 α 

26 I-129 βγ 57 Mn-54 γ 

27 Cs-134 βγ 58 Fe-59 γ 

28 Cs-135 β 59 Co-58 γ 

29 Cs-136 βγ 60 Co-60 βγ 

30 Cs-137 βγ 61 Ni-63 β 

31 Ba-137m γ 62 Zn-65 βγ 

表 1 除去対象核種一覧 
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高性能容器落下破損時の漏えい物回収作業における被ばく線量評価 

 

1. 概要 

多核種除去設備の運転に伴い二次廃棄物（使用済み吸着材，沈殿処理生成物）が発生

し，二次廃棄物を収容した高性能容器(HIC;High Integrity Container）（以下，「HIC」

という）を多核種除去設備エリアから使用済セシウム吸着塔一時保管施設へ移送する。 

HIC 取扱いにおける安全確保のため，落下防止対策，漏えい発生防止の実施により HIC

の落下・破損の可能性を低減するが，万一の漏えい事象への対策として漏えい物回収に

ついての作業手順の検討と作業における被ばく線量評価を行った。 

 

2. 落下モードの想定 

万一 HIC が落下する場合の落下モードとしては吊りワイヤー切断等が考えられ，クレ

ーン可動制限の対策を実施していることから，垂直落下を想定する。 

垂直落下に対しては，落下試験結果等から，補強体及び緩衝材を取り付けることによ

って，HIC 本体の損傷がないこと及び補強体にき裂等の損傷はなく，内容物の漏えいがな

いことを確認している。 

  

3. 漏えい範囲の想定 

HIC 内のスラリー及び脱水処理された廃吸着材は，仮に HIC 落下損傷により床面に漏え

いしても粘性のない液体に比べ漏えい量及び床面への広がりは限定されるものと想定され

る。 

(1) 多核種除去設備エリア 

 HIC 設置エリアは堰により漏えい範囲が限定される。また，トレーラヤードには，HIC

が落下しないような措置（クレーン可動範囲の制限）をするが，万一の落下時の漏えい

拡大防止の観点からトレーラヤードの南端にはスロープ堰を設置する。併せて，漏えい

物の飛散を考慮してトレーラヤードに搬入口を設置する。 

 

(2) 一時保管施設（第二施設）エリア 

ボックスカルバート設置エリアは堰により漏えい範囲が限定されるが，排水のための堰

の切れ間には土嚢を設置する。さらにトレーラエリアには HIC が落下しないような措置お

よびクレーン可動範囲の制限および柵を設置する。また，トレーラエリアの北端には盛り

上げ堰を設置する。 

ボックスカルバート間の隙間は狭隘であり，ボックスカルバート間通路へ HIC が落下す

ることはなく，通路上への漏えいが発生する可能性も低いと考えられる。また，ボックス

カルバート内下部は塗装され水密構造となっているため，ボックスカルバート内に HIC が

落下し漏えいが発生した場合でも外部への漏えい物の流出は発生しない。
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4. 評価ケースについて 

回収作業時の被ばく線量を評価するにあたり，一時保管施設のトレーラエリアで吸着材 3

の HIC が落下し漏えいが発生した場合の回収手順を最も厳しいケースとして評価する。評

価に用いる線量条件を表 1 に示す。 

（評価ケース選定時の考慮事項） 

・HIC 落下による損傷はクレーン作業時に発生することが想定されることから，クレー

ン稼働範囲での漏えい発生を考え，トレーラによる移動エリアでの漏えいは想定しな

い。 

・クレーンの稼働範囲には堰を設けることにより，スラリーおよび廃吸着材の漏えい範

囲は限定される。 

・スラリーは流動性があるため，堰内で漏えい範囲が拡大するが，溜め枡や漏えい物水

位の最深部に回収ポンプを配置し，ろ過水で希釈することで，比較的低い線量下での

回収作業が可能である。 

・廃吸着材は流動性がないため，漏えい物の拡散範囲が狭く，高線量の漏えい物に作業

員が接近して回収作業を行う必要がある。 

・遮へい体が設置されている多核種除去設備エリアと比較し，一時保管施設トレーラ

エリアは，漏えい物からの線量を遮断するものがなく，作業員の被ばく線量が多く

なると考えられる。  

漏えい物（吸着材）の縁から

の距離〔m〕 
線量率※1〔mSv/h〕 

0 78 

1 27 

2 12 

3 6.8 

4 4.3 

5 3 

表 1 吸着材 3（Cs）漏えい時の線量条件 

※1 線量率：各々の距離における高さ 1.5m の点での評価値 
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5. 回収作業手順と被ばく線量評価 

(1)漏えい発生に対する準備 

HIC 取扱い時には，5 人程度の作業員が現場作業に従事しており，漏えい発生時の初期対

応（土嚢設置による漏えい拡大等）に従事する。なお，土嚢は多核種除去設備設置エリア，

一時保管施設エリアに予め準備しておく。 

その後の漏えい物回収作業等に従事する作業員（数十人程度を想定）は，多核種除去設

備操作室や免震重要棟，バックオフィス（Ｊヴィレッジ等）から吸引車等の必要資機材を

準備したうえ，1,2 時間程度での現場集合が可能である 

 

(2)作業手順と被ばく線量 

一時保管施設のトレーラエリアにおいて吸着材が漏えいした場合を想定し，その際の回

収手順を示す。また想定被ばく線量を表 2 に示す。回収作業は，予め機材を準備すること

で数時間から半日程度で実施でき，想定される総被ばく線量は 50mSv･人以下である。 

    

 

＜回収手順 1＞漏えい拡大防止（土嚢設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・HIC の輸送作業に従事していた作業員（5 人程度）が初動対応として，土嚢を設置。 
・系外漏えい防止のため，一時保管施設の雨水排水用の堰の切れ間に土嚢を設置。 
・被ばく低減のため，HIC から 3m 離隔した場所に土嚢を設置。 
・被ばく線量は，漏えい物から 3m 程度に近づく作業時間から算出。 
・土嚢は予め一時保管エリアに準備してあり，土嚢の移動距離は数十 m 程度であるため，

作業時間は 10 分程度。 

漏えい物（吸着材）

輸送用遮へい容器

土嚢

破損HIC
漏えい物（吸着材）

輸送用遮へい容器

土嚢

破損HIC
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＜回収手順 2＞HIC 回収 

 
 
 
 
 
 
 
・漏えい物の回収作業における被ばく線量を下げるため，線源となる HIC を回収する。 
・HIC 吊り具は，補強体に溶接で取り付けられており，破損はないものと考える。 
・HIC を取り扱う門型クレーンに何らかの異常が発生した場合を想定し，HIC の回収はラ

フタークレーンを使用する。 
・玉がけ作業は作業員が接近して行うが，クレーン操作は 10m 程度離れたラフタークレー

ン操作室で行うため，被ばくの影響はほとんどない。 
・HIC への玉掛けが行いにくい横倒し状態を想定し，玉掛け作業は 2 人で行う。 
・HIC は輸送用遮へい容器内へ回収する。 
 
＜回収手順 3＞漏えい物回収 

 
 
 
 
 
 
 
 
・吸引車（１Ｆ構内に予め準備）を使用し，回収物吐き出し作業等による更なる被ばくを

避けるため回収容器（HIC 等）へ漏えい物を直接回収する。 
・メディアもスラリーも吸着した放射性物質が気相へ移行することはないが，念のため，

フィルターを介して吸引する。 
・吸い込みノズルを操作する作業員は 1 人で行い，被ばく線量を考慮して，5 分程度で交代

することを想定する。 
・吸い込みノズルは漏えい物から 2m 程度離れた距離で操作する。 

漏えい物（吸着材）

輸送用遮へい容器

土嚢

ラフタークレーン
漏えい物（吸着材）

輸送用遮へい容器

土嚢

ラフタークレーン

回収容器
（ＨＩＣ等）

フィルター等＊メディアの吸い込みが悪い
場合はろ過水を混ぜながら
吸引する

吸引車

給水車
（ろ過水）

回収容器
（ＨＩＣ等）

フィルター等＊メディアの吸い込みが悪い
場合はろ過水を混ぜながら
吸引する

吸引車

給水車
（ろ過水）
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＜回収手順 4＞回収後の除染 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ろ過水を使用し，床面等の除染を実施する。 
・車輌サーベイ実施後，トレーラを移動させる。 
・使用後のろ過水は水中ポンプ（１Ｆ構内に予め準備）を使用し，回収後，汚染水を収納

しているタンク等へ移送する。 
・漏えい物を回収した後は 1mSv/h 以下である。 
・トレーラエリアは床塗装が実施してあり，15 人程度が約１時間作業を実施すれば，十分

に除染できると考えられる。 
 
 

 
  

以上 

作業内容 想定被ばく線量※2 
①漏えい拡大防止 
（土嚢設置） 

5 人×10 分×6.8mSv/h(@3m) 5.7mSv･人 

②HIC 回収 2 人×2 分×27mSv/h(@1m) 1.8mSv･人 

③漏えい物回収 18 人×5 分×12mSv/h(@2m) 18mSv･人 

④回収後の除染 15 人×60 分×1mSv/h 以下 15mSv･人以下 

回収容器
（ＨＩＣ等）

フィルター等＊メディアの吸い込みが悪い
場合はろ過水を混ぜながら
吸引する

吸引車

給水車
（ろ過水）

回収容器
（ＨＩＣ等）

フィルター等＊メディアの吸い込みが悪い
場合はろ過水を混ぜながら
吸引する

吸引車

給水車
（ろ過水）

表 2 回収作業時の想定被ばく線量 

※2 作業人数，時間は漏えい物に接近して行う作業の人数・時間である。 
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放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設の試験及び工事計画 

 

 放射性液体廃棄物処理施設及び関連施設は，設備の安定運転の維持，安全確保の観点か

ら以下の試験及び工事について計画し，実施する。 

 

1. 汚染水を用いた通水試験（ホット試験）の実施 

 多核種除去設備は，福島第一原子力発電所内に貯留している汚染水に含まれる放射性核

種を除去し，汚染水の漏えいによる放射線被ばくのリスクを低減させるもので，早期に稼

働させるべく，十分な安全対策を施した上で汚染水を用いた通水試験（ホット試験）を実

施している。ホット試験にて放射性核種の除去性能及び性能維持に関する確認を行う。ま

た，各系のホット試験と併せて実施してきたインプラント通水試験の結果を踏まえ，吸着

塔の増塔工事を実施し，除去性能及び性能維持に関する確認を行う。 

   

2. 工程（2021年 10月現在の計画） 

 

以上 
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多核種除去設備に係る確認事項 

 

多核種除去設備に係る主要な確認事項を表－１～１４に示す。 

なお，ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設と兼用する配管（鋼管，ポリエチレン管，

耐圧ホース）に係る主要な確認事項は，「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」

に示す。 

表－１ 確認事項 

（デカントタンク，共沈タンク，供給タンク，バッチ処理タンク，循環タンク 

移送タンク，吸着塔入口バッファタンク，吸着塔１～14，処理カラム， 

高性能容器（タイプ 2）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料

について，材料証明書等により

確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

について，記録または材料証明

書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について記録によ

り確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおり据付

ていることを記録等により確

認する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏 え い 確

認 

①確認圧力で一定時間保持し

た後，確認圧力に耐えているこ

と，また耐圧部からの漏えいが

ないことを記録等により確認

する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 

②運転圧力で耐圧部からの漏

えいのないことを記録等によ

り確認する。 

耐圧部から著しい漏えいがない

こと。 

③浸透探傷検査記録または外

観検査記録による代替検査を

実施し，耐圧部に異常の無いこ

とを確認する。 

耐圧部に有意な欠陥等がないこ

と。 

注：①②③は，いずれかとする。
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表－２ 確認事項（サンプルタンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料

について，材料証明書により確

認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

について，記録または材料証明

書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について，記録を確

認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおり据付

ていることを記録により確認

する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

タンク基礎の不陸を記録によ

り確認する。また，支持力試験

にて，タンク基礎の地盤支持力

を記録により確認する。 

タンク基礎の不陸に異常がない

こと。また，必要な支持力を有

していること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

運用水位以上で，一定時間保持

後，確認圧力に耐えること，ま

た漏えいがないことを記録に

より確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 
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表－３ 確認事項 

（前段クロスフローフィルタ，後段クロスフローフィルタ，出口フィルタ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 
各部の外観について，記録によ

り確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおり据付

ていることを記録により確認

する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

CODAP2005 等に基づき，確

認圧力で一定時間保持した後，

確認圧力に耐えていること，ま

た耐圧部からの漏えいがない

ことを記録等により確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。 

また，耐圧部から著しい漏えい

がないこと。 

 

 

表－４ 確認事項 

（苛性ソーダ貯槽，炭酸ソーダ貯槽，次亜塩素酸ソーダ貯槽，塩酸貯槽，塩化第二鉄貯槽） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につ

いて，製品検査記録等により確

認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

について，製品検査記録により

確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について，記録によ

り確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおり据付

ていることを記録により確認

する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

確認圧力で一定時間保持した

後，確認圧力に耐えているこ

と，また耐圧部からの漏えいが

ないことを記録等により確認

する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 
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表－５ 確認事項 

（スラリー移送ポンプ，循環ポンプ１／２，デカントポンプ，供給ポンプ１／２ 

ブースターポンプ１／２，移送ポンプ，処理済水移送ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおり据付

ていることを立会いまたは記

録により確認する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

漏えい確

認 

運転圧力で耐圧部からの漏え

いがないことを記録等により

確認する。 

耐圧部から著しい漏えいがない

こと。 

性能 
運転性能 

確認 

ポンプの運転確認を実施し，異

常のないことを立会いまたは

記録により確認する。 

異音，振動等の異常がないこと。 

 

 

表－６ 確認事項（吸着塔 15,16） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料

について，材料証明書を確認す

る。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

について，記録または材料証明

書を確認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 
各部の外観について，記録によ

り確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 
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表－７ 確認事項 主配管（鋼管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料

について，材料証明書または納

品書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

について，材料証明書または納

品書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおり据付てい

ることを立会いまたは記録に

より確認する。 

図面のとおり施工・据付ている

こと。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

注１ 

①：最高使用圧力の 1.5 倍で一

定時間保持後，同圧力に耐えて

いること，また，耐圧部からの

漏えいがないことを立会いま

たは記録により確認する。 

最高使用圧力の 1.5 倍に耐え，

かつ構造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から漏えいが

ないこと。 

②：運転圧力で耐圧部からの漏

えいのないことを立会いまた

は記録により確認する。※１ 

耐圧部から漏えいがないこと。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いま

たは記録により確認する。 
通水ができること。 

※１：運転圧力による耐圧部の漏えい検査が実施できない配管フランジ部については， 

トルク確認等の代替検査を実施する。 

注１：耐圧漏えい確認は，①②のいずれかとする。 
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表－８ 確認事項（ポリエチレン管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につい

て，製品検査成績書により確認

する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（外径相当）について，製品検

査成績書により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおりに据付てい

ることを立会いまたは記録によ

り確認する。 

図面のとおり施工・据付ているこ

と。 

耐圧・ 

漏えい確認 

注１ 

①：最高使用圧力以上で一定時

間保持後，同圧力に耐えている

こと，また，耐圧部からの漏え

いがないことを立会いまたは記

録により確認する。 

最高使用圧力に耐え，かつ構造物

の変形等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 

②：気圧により，耐圧部からの

漏えいのないことを立会いまた

は記録で確認する。 
耐圧部から漏えいがないこと。 

③：運転圧力で耐圧部からの漏

えいがないことを立会いまたは

記録で確認する。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いま

たは記録により確認する。 
通水ができること。 

注１：耐圧漏えい確認は，①②③のいずれかとする。 
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表－９ 確認事項（耐圧ホース） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につ

いて，製品検査成績書等により

確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（外径相当）について，製品検

査成績書等により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおり据付

ていることを記録等により確

認する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

確認圧力で一定時間保持した

後，確認圧力に耐えているこ

と，また耐圧部からの漏えいが

ないことを記録等により確認

する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 

 

 

表－１０ 確認事項 多核種除去設備 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

性能 

運転性能 

確認 

実施計画に記載の処理容量が

通水可能であることを確認す

る。 

実施計画に記載した処理容量が

通水可能であり，設備からの異

音、振動等の異常がないこと。 

除去性能 

処理済水に含まれる放射性核

種（トリチウムを除く）につい

て，除去対象とする 62 核種の

放射能濃度を確認する。 

『東京電力株式会社福島第一原

子力発電所原子炉施設の保安及

び特定核燃料物質の防護に関し

て必要な事項を定める告示』に

定める周辺監視区域外の水中の

濃度限度未満であること。 
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表－１１ 確認事項（漏えい検出装置および警報装置※2） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
装置の据付位置，据付状態につ

いて，記録等により確認する。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

機能 
漏えい 

警報確認 

設定とおりに警報が作動する

ことを記録等により確認する。 

漏えいを検知し，警報が作動す

ること。設定とおりに警報が作

動すること。 

※2：漏えい検出装置および警報装置については，最新の点検データにより，健全性を 

確認する。 

 

 

表－１２ 確認事項（エリア放射線モニタ※3） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

監視 

構造 

確認 

外観確認 
各部の外観について，記録等

により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器の据付位置，据付状態に

ついて，記録等により確認す

る。 

実施計画のとおりに施

工・据付ていること。 

機能 

確認 
警報確認 

設定値どおり警報及び表示

灯が作動することを記録等

により確認する。 

許容範囲以内で警報及び

表示灯が作動すること。 

性能 

確認 

線源校正 

確認 

標準線源を用いて線量当量

率を測定し，各検出器の校正

が正しいことを記録等によ

り確認する。 

基準線量当量率に対する

正味線量当量率が，許容範

囲以内であること。 

校正確認 

モニタ内のテスト信号発生

部により，各校正点の基準入

力を与え，その時の指示値が

正しいことを記録等により

確認する。 

各指示値が許容範囲以内

に入っていること。 

※3：エリア放射線モニタ等の機器については，最新の点検データにより，健全性を確認す

る。 
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表－１３ 確認事項（基礎） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

材料確認 

構造体コンクリートの圧縮

強度を記録等により確認す

る。 

構造体コンクリート強度が，実施計画

に記載されている設計基準強度に対し

て，JASS 5N の基準を満足すること。 

鉄筋の材質，強度，化学成

分を記録等により確認す

る。 

JIS G 3112 に適合すること。 

寸法確認 

構造体コンクリート部材の

断面寸法を記録等により確

認する。 

構造体コンクリート部材の断面寸法

が，実施計画に記載されている寸法に

対して，JASS 5N の基準を満足するこ

と。 

据付確認 
鉄筋の径，間隔を記録等に

より確認する。 

鉄筋の径が実施計画に記載されている

とおりであること。鉄筋の間隔が実施

計画に記載されているピッチにほぼ均

等に分布していること。 

 

 

表－１４ 確認事項（堰その他の設備） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

漏えい防止 

材料確認 

実施計画に記載されてい

る主な材料について記録

により確認する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

漏えいの防止のための外

周堰の高さ 490mm※4 以

上であることを記録等に

より確認する。 

外周堰の高さが 490mm 以上あ

ること。 

外観確認 

外周堰の各部の外観につ

いて，記録等により確認す

る。 

有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

外周堰その他の設備の据

付位置，据付状態につい

て，記録等により確認す

る。 

実施計画のとおり施工・据付て

いること。 

※4：設備保有水量から算出した値 
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多核種除去設備の溶接部に係る主要な確認事項を表－１５，表－１６に示す。 

 

表－１５ 確認事項 

（デカントタンク，共沈タンク，供給タンク，バッチ処理タンク，循環タンク， 

吸着塔入口バッファタンク，吸着塔 1～14） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

(1/3) 

材料検査 

使用材料が JIS 規格に適合して

いることを材料証明書又は納品

書等により確認する。 

使用材料が JIS 規格に適合して

いること。 

開先検査 

①開先面に溶接に悪影響を及ぼ

す欠陥等ないことを溶接施行記

録等により確認する。 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす

欠陥等ないこと。 

②開先形状の管理が行われてい

ることを溶接施行記録または管

理要領等により確認する。 

開先形状の管理が行われている

こと。 

溶接作業

検 査

(1/2) 

①溶接施工法が次のいずれかで

あることを施工法認可証，確認

試験記録等により確認する。 

・溶接規格第 2 部に定める溶接

施工法認証標準に基づく確認試

験を実施し合格したもの 

・電気事業法に基づき実施され

た検査において適合性が確認さ

れたもの 

・溶接施工法認証標準と同等の

施工会社社内認証標準に基づく

確認試験を実施し合格したもの 

・ASME 規格に基づく確認試験

を実施し合格したものであるこ

と。 

溶接施工法が次のいずれかであ

ること。 

・溶接規格第 2 部に定める溶接

施工法認証標準に基づく確認試

験を実施し合格したもの 

・電気事業法に基づき実施され

た検査において適合性が確認さ

れたもの 

・溶接施工法認証標準と同等の

施工会社社内認証標準に基づく

確認試験を実施し合格したもの 

・ASME 規格に基づく確認試験

を実施し合格したものであるこ

と。 
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確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

(2/3) 

溶接作業

検 査

(2/2) 

また，溶接士は，実作業が可能と

なる次のいずれかの資格を有して

いることを有資格者証明書等によ

り確認する。 

・溶接規格第 3 部に定める溶接士

技能認証標準に基づく有資格者 

・JIS 規格に基づく有資格者 

・ ・溶接士技能認証標準と同等の施

工会社社内技能認証標準に基づく

有資格者 

・ASME 規格に基づき認定された

有資格者 

溶接士は，実作業が可能となる

次のいずれかの資格を有して

いること。 

・溶接規格第 3 部に定める溶

接士技能認証標準に基づく有

資格者 

・JIS 規格に基づく有資格者 

・溶接士技能認証標準と同等の

施工会社社内技能認証標準に

基づく有資格者 

・ASME 規格に基づき認定さ

れた有資格者 

②溶接が，あらかじめ決められた

溶接施工法であり，溶接士が保有

する資格範囲内で溶接されている

ことを溶接記録又は管理要領等に

より確認する。 

溶接が，あらかじめ決められた

溶接施工法であり，溶接士が保

有する資格範囲内で溶接され

ていること。 

非破壊検

査 

①非破壊検査（浸透探傷検査※5）

を実施し，溶接部に欠陥指示模様

がないことを記録等により確認す

る。 

溶接部に欠陥指示模様がない

こと。 

②外観検査記録による代替検査を

実施し，溶接部に有意な欠陥等が

ないことを記録等により確認す

る。 

溶接部に有意な欠陥がないこ

と。 

※5：浸透探傷検査に使用する探傷剤は必要によりメーカーカタログにて確認する。 
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確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

(3/3) 

耐圧・ 

漏えい検

査 

①確認圧力で一定時間保持した

後，確認圧力に耐えていること，

また耐圧部からの漏えいがない

ことを記録等により確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 

②運転圧力で漏えい検査を実施

し，漏えい等が無いことを記録

等により確認する。 

耐圧部から著しい漏えいがない

こと。 

③浸透探傷検査記録または外観

検査記録による代替検査を実施

し，耐圧部に異常の無いことを

確認する。※6 

溶接部に有意な欠陥等がないこ

と。 

外観検査 

①溶接部の外観確認を行い，異

常のないことを記録等により確

認する。 溶接部に有意な欠陥がないこ

と。 ②浸透探傷検査記録による代替

検査を実施し，溶接部に異常の

無いことを確認する。 

 ※6：タンクの汚染水入口ノズルと天板の溶接部等 

  注 1：①②③は，いずれかとする。 
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表－１６ 確認事項（主配管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

(1/3) 

材料検査 

使用材料が JIS 規格等に適合し

ていることを材料証明書又は納

品書等により確認する。※7 

使用材料が JIS 規格等に適合し

ていること。 

開先検査 

①開先面に溶接に悪影響を及ぼ

す欠陥等ないことを溶接施行記

録等により確認する。 

開先面に溶接に悪影響を及ぼす

欠陥等ないこと。 

②開先形状の管理が行われてい

ることを溶接施行記録または管

理要領等により確認する。 

開先形状の管理が行われている

こと。 

溶接作業

検 査

(1/2) 

①溶接施工法が次のいずれかで

あることを施工法認可証，確認

試験記録等により確認する。 

・溶接規格第 2 部に定める溶接

施工法認証標準に基づく確認試

験を実施し合格したもの 

・電気事業法に基づき実施され

た検査において適合性が確認さ

れたもの 

・溶接施工法認証標準と同等の

施工会社社内認証標準に基づく

確認試験を実施し合格したもの 

 

溶接施工法が次のいずれかであ

ること。 

・溶接規格第 2 部に定める溶接

施工法認証標準に基づく確認試

験を実施し合格したもの 

・電気事業法に基づき実施され

た検査において適合性が確認さ

れたもの 

・溶接施工法認証標準と同等の

施工会社社内認証標準に基づく

確認試験を実施し合格したもの 

 

※7：素材メーカ及び継手メーカによる溶接構造の配管等は，JIS 規格及び「配管用ステ

ンレス鋼製スタブエンド」（日本金属継手協会規格）に基づき，製作されていること

を材料証明書により確認する。 
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確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

(2/3) 

溶接作業

検 査

(2/2) 

また，溶接士は，実作業が可能

となる次のいずれかの資格を有

していることを有資格者証明書

等により確認する。 

・溶接規格第 3 部に定める溶接

士技能認証標準に基づく有資格

者 

・JIS 規格に基づく有資格者 

・ ・溶接士技能認証標準と同等の

施工会社社内技能認証標準に基

づく有資格者 

溶接士は，実作業が可能となる

次のいずれかの資格を有してい

ること。 

・溶接規格第 3 部に定める溶接

士技能認証標準に基づく有資格

者 

・JIS 規格に基づく有資格者 

・溶接士技能認証標準と同等の

施工会社社内技能認証標準に基

づく有資格者 

②溶接が，あらかじめ決められ

た溶接施工法であり，溶接士が

保有する資格範囲内で溶接され

ていることを溶接施工記録又は

管理要領等により確認する。 

溶接が，あらかじめ決められた

溶接施工法であり，溶接士が保

有する資格範囲内で溶接されて

いること。 

非破壊検

査 

①非破壊検査（浸透探傷検査※

8）を実施し，溶接部に欠陥指示

模様がないことを記録等により

確認する。 

溶接部に欠陥指示模様がないこ

と。 

②外観検査記録による代替検査

を実施し，溶接部に有意な欠陥

等がないことを記録等により確

認する。 

溶接部に有意な欠陥がないこ

と。 

 ※8：浸透探傷検査に使用する探傷剤は必要によりメーカーカタログにて確認する。 
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確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

(3/3) 

耐圧・ 

漏えい検

査 

①確認圧力で一定時間保持した

後，確認圧力に耐えていること，

また耐圧部からの漏えいがない

ことを記録等により確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 

②運転圧力で耐圧部からの漏え

い検査を実施し，漏えい等が無

いことを記録等により確認す

る。 

耐圧部から著しい漏えいがない

こと。 

外観検査 

溶接部の外観確認を行い，異常

の無いことを記録等により確認

する。 

溶接部に有意な欠陥がないこ

と。 

  注 1：①②は，いずれかとする。 
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多核種除去設備の溶接部（海外製品溶接検査）に係る主要な確認事項を表－１７，１８

に示す。 

 

表－１７ 確認事項（クロスフローフィルター） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 

使用材料が，EN 規格等の

海外規格に準拠している

ことを材料証明書により

確認する。 

使用材料が，EN 規格等の海

外規格に準拠していること。 

開先検査 

開先形状が，EN 規格等に

準拠していることを製作

図等により確認する。 

開先形状が，EN 規格等に準

拠していること。 

溶接作業 

検査 

EN 規格に定められた溶接

施工法及び溶接士の資格

を有していることを記録

等により確認する。 

EN 規格に基づく，溶接施工

法及び溶接士により溶接施

工されていること。 

非破壊試験 

長手溶接部について，非破

壊検査（放射性透過試験）

を実施し，試験方法及び結

果が CODETI2006 等に適

合していることを記録に

より確認する。 

非破壊検査（放射性透過試

験）の試験方法及び結果が

CODETI2006 等に適合して

いること。 

耐圧漏えい

検査 

CODAP2005 等に基づき

確認圧力で保持した後，確

認圧力に耐えていること

また，耐圧部からの漏えい

がないことを記録等によ

り確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物

の変形等がないこと。 

また，耐圧部から著しい漏え

いがないこと。 

外観検査 

溶接部の外観確認を行い，

異常のないことを記録等

により確認する。 

溶接部に有意な欠陥がない

こと。 
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表－１８ 確認事項（主配管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 

使用材料が，ASTM 規格等

の海外規格に準拠してい

ることを材料証明書によ

り確認する。※9 

使用材料が，ASTM 規格等の

海外規格等に準拠している

こと。 

開先検査 

開先形状の管理が行われ

ていることを管理要領等

により確認する。 

開先形状の管理が行われて

いること。 

溶接作業 

検査 

ASME 規格に定められた

溶接施工法及び溶接士の

資格を有していることを

記録等により確認する。 

ASME 規格に基づく，溶接施

工法及び溶接士により溶接

施工されていること。 

耐圧漏えい

検査 

確認圧力で一定時間保持

した後，確認圧力に耐えて

いること，また耐圧部から

の漏えいがないことを記

録等により確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物

の変形等がないこと。また，

耐圧部から著しい漏えいが

ないこと。 

外観検査 

溶接部の外観確認を行い，

異常の無いことを記録等

により確認する。 

溶接部に有意な欠陥がない

こと。 

※9：素材メーカによる溶接構造の配管等は，海外材料規格に基づき製作されている 

ことを材料証明書により確認する。 

 

注 2：「表－１７，１８確認事項（海外製品溶接検査）」の確認範囲は，「東京電力株式 

会社 福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関

する規則」の第 26条第 4号に規定する範囲とする。 
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 添付資料－２ 1.2.6.1.1.1 図－１ 配管概略図（９／１５）に記載のあるＥ，Ｈ５北，

Ｈ６北エリアへの多核種処理設備処理済水移送配管に関する確認事項を表－１９に示す。 

 

表－１９ 確認事項（Ｅエリア等への多核種処理設備処理済水移送配管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につ

いて，製品検査成績書等により

確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（外径相当）について，製品検

査成績書等により確認する。 

実施計画の記載とおりであるこ

と。 

外観確認 
各部の外観について記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

取付・取外し運用を行う配管の

接続前および接続後において，

機器が系統構成図とおりに据

付されていることを記録等に

より確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

耐圧・漏

えい確認 

取付・取外し運用を行う配管の

接続前および接続後において，

最高使用圧力以上で一定時間

保持後，確認圧力に耐えている

こと，また耐圧部からの漏えい

がないことを記録等により確

認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また，耐圧

部から著しい漏えいがないこ

と。 
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RO 濃縮水処理設備から用途変更する機器に関する確認事項を表－２０に示す。 

 

RO 濃縮水処理設備から他設備へ用途変更する機器は，用途変更に伴い，構造強度・耐震性，

機能及び性能について変更はないことから，用途変更後も機器を継続使用する。なお，用

途変更する機器に係わる確認事項については，継続使用しながら確認を実施する。 

 

表－２０－１ 確認事項（主配管（PE 管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

主な材料について記録を確

認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
主要寸法について記録を確

認する。 

製造者寸法許容範囲内で

あること。 

外観確認 
各部の外観を確認する。※１ 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

配管の据付状態について確

認する。※１ 

実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

現場状況を考慮し製造者指

定方法・圧力による漏えい有

無を確認する。 

耐圧部から著しい漏えい

がないこと。 

※１ 現地では実施可能な範囲とし，必要に応じて記録を確認する。 

 

 

表－２０－２ 確認事項（主配管（閉止部）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観・据付

確認 

配管閉止部の外観，据付状態

について確認する。 

実施計画の通りであるこ

と。 

機能 機能確認 
配管が実施計画の通り施工さ

れていることを確認する。 

実施計画の通りであるこ

と。 
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多核種除去設備の薬品供給設備に係る主要な確認事項を表－２１～２４に示す。 

 

表－２１ 確認事項（炭酸ソーダ供給ポンプ） 

 

表－２２ 確認事項（主配管（鋼管）） 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。  有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

漏えい確認 
運転圧力で耐圧部分からの漏

えいの有無を記録で確認する。 
耐圧部から漏えいがないこと。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量を満足

すること。 

また，異音，異常振動等がない

こと。 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料について

材料証明書等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した外径，厚さについ

て記録または材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 機器の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力に耐

えていることを記録で確認する。耐圧

確認終了後，耐圧部分からの漏えいの

有無を記録で確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から漏

えいがないこと。 
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表－２３ 確認事項（耐圧ホース） 

 

表－２４ 確認事項（ポリエチレン管） 

 

以上 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料について

検査成績書等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法（外径相

当）について検査成績書等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 機器の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力に耐

えていることを記録で確認する。耐圧

確認終了後，耐圧部分からの漏えいの

有無を記録で確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から漏

えいがないこと。 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した外径，厚さ

について記録または材料証明書

等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付状態について確認す

る。 

実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

最高使用圧力以上の圧力で保持

した後，確認圧力に耐えている

ことを記録で確認する。耐圧確

認終了後，耐圧部分からの漏え

いの有無を記録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 
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添付資料－10 

 

保管中高性能容器内水抜き装置の設置について 

 

1. 概要 

『2.16.1 多核種除去設備』及び『2.16.2 増設多核種除去設備』における処理の過程で

発生した使用済みの吸着材又は沈殿処理生成物を貯蔵している高性能容器（HIC；High 

Integrity Container）の保管中に，容器内の液位が上昇する事象が確認された。 

このため，保管中の高性能容器内の液位上昇が想定される場合に，上澄み水を回収して

液位を低下させることを目的として保管中高性能容器内水抜き装置を設置する。 

 

2. 主要仕様 

保管中高性能容器内水抜き装置は，１系列構成とし,ポンプ，配管，監視制御設備等で構

成され，使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第二施設）のボックスカルバート内に設置

する。 

本装置は，保管中の高性能容器の上澄み水を回収し，上澄み水貯蔵用の別の高性能容器

に移送することが可能な構成とする。なお，上澄み水貯蔵用の高性能容器は，高性能容器

（タイプ 2）を使用する。また，本装置で回収された上澄み水は，多核種除去設備または増

設多核種除去設備で処理する。 

保管中高性能容器内水抜き装置の主要仕様を以下に示す。また，設置位置及び概要図を，

それぞれ図１，図２に示す。 

 

(1) ポンプ 

a. 保管中高性能容器内水抜きポンプ（完成品） 

台  数        1 台 

容  量        30 L/min 以上 

駆動方法        空気駆動 

 

(2) 配管 

表１ 主要配管仕様（１／２） 

名称 仕様 

水抜き対象高性能容器から保管中

高性能容器内水抜きポンプまで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A/Sch.40 

25A/Sch.10S 

SUS316L 

大気圧 

40 ℃ 
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表１ 主要配管仕様（２／２） 

名称 仕様 

水抜き対象高性能容器から保管中

高性能容器内水抜きポンプまで 

（耐圧ホース） 

呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A 相当 

ポリ塩化ビニル 

大気圧 

40 ℃ 

保管中高性能容器内水抜きポンプ

から上澄み水貯蔵用高性能容器ま

で 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 

 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A/Sch.40 

25A/Sch.10S 

SUS316L 

0.4 MPa 

40 ℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

25A 相当 

ポリ塩化ビニル 

0.4 MPa 

40 ℃ 

 

(3) 上澄み水貯蔵用高性能容器（タイプ 2）（完成品） 

    基数         5 基 

    容量         2.61m3 

 

3. 健全性評価 

(1) 放射性物質の漏えい発生防止等について 

a. 漏えい発生防止 

(a) 上澄み水の移送配管は，耐腐食性を有するステンレス鋼管又は耐圧ホース（二重

管）を使用する。 

   耐圧ホースを使用する箇所については，福島第一原子力発電所で発生した耐圧ホ

ースと継手金属との結合部（カシメ部）の外れ事象に鑑み，耐圧ホースと継手金

属の結合部に外れ防止金具を装着する。また，福島第一原子力発電所で発生した

耐圧ホースの劣化による漏えい発生事象に鑑み，上澄み水の回収作業時に，耐圧

ホースの曲げ部が許容曲げ半径より小さい半径となっていないこと，耐圧ホース

に変色，剥離，亀裂等の劣化がないことを確認する。 

(b) 保管中高性能容器内水抜きポンプは，耐腐食性を有するステンレス鋼製とする。 

(c) 上澄み水貯蔵用の高性能容器には液位検出器を設け，オーバーフローを防止する

ためにインターロックの作動によりポンプを停止できる設計とする。 

b. 漏えい検出・漏えい拡大防止 

(a) 保管中高性能容器内水抜き装置のポンプ，配管等及び高性能容器には漏えいパン

を設け，外部への漏えいを防止する。 

(b) 漏えいパン内には漏えい検出装置を設置し，漏えいを検出した場合には，現地の

監視盤に警報を発するとともに，インターロックの作動によりポンプを停止でき
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る設計とする。 

(c) 漏えいパンが設置されていない耐圧ホース部については，上澄み水の回収作業中

は監視員を配置し，漏えいの発生を監視する。 

   なお，漏えいパンが設置されていない耐圧ホース部で万一漏えいが発生した場合

でも，漏えい水は防水塗装を施したボックスカルバート内に留まるため，外部に

漏えいすることはない。 

 

(2) 放射線遮へい及び被ばくの低減について 

上澄み水の回収操作は遠隔で行える設計とし，離隔距離を確保することにより被ばくを

低減する。 

 

(3) 可燃性ガスの滞留防止及び粒子状放射性物質の除去について 

上澄み水の回収作業に伴い，保管中の高性能容器内に滞留していた可燃性ガスが放出さ

れるおそれがあるため，局所排風機により，保管中高性能容器内水抜き装置及び高性能容

器が設置されるカバー内に可燃性ガスが滞留することを防止する。また，排出する可燃性

ガスに粒子状の放射性物質が含まれる可能性がある場合には，局所排風機にＨＥＰＡフィ

ルタを設置し，粒子状の放射性物質を除去する。 

 

(4) 環境条件等への対策について 

a. 腐食 

保管中高性能容器内水抜き装置は，塩化物イオン濃度が高い上澄み水を回収することか

ら，耐腐食性を有する材料を選定する。 

b. 熱による劣化 

保管中高性能容器内水抜き装置の処理水の温度は，ほぼ常温のため，材料の劣化の懸念

はない。 

c. 凍結 

上澄み水を回収する過程では，系統水が流れているため凍結のおそれはない。また，上

澄み水回収作業の終了時には，ポンプ，配管内を水抜きすることから凍結のおそれはない。 

d. 耐放射線性 

系統バウンダリを構成するシール部材として，ダイヤフラム，ガスケットが挙げられる

が，他の汚染水処理設備等で使用実績のある材料（EPDM，黒鉛）を使用しており，その使

用実績から，数年程度の使用は問題ないと考えられる。 

e. 長期停止中の措置 

保管中高性能容器内水抜き装置を長期停止する場合は，必要に応じて装置内をフラッシ

ングするとともに，内部の水抜きを実施することにより，腐食及び凍結を防止する。 
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(5) 自然災害等への対策について 

a. 津波 

保管中高性能容器内水抜き装置は，アウターライズ津波が到達しないと考えられるT.P.

約 28m 以上の場所に設置する。 

b. 火災 

火災発生を防止するため，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。また，初期

消火の対応ができるよう，保管中高性能容器内水抜き装置を設置するボックスカルバー

ト近傍に消火器を設置する。水抜き作業時は作業員が常時設備近傍にいることから，火

災が発生した場合には早期に検知し初期対応を実施する。 

c. 豪雨，台風及び竜巻 

保管中高性能容器内水抜き装置は，雨水の浸入防止のため，耐候性を有するカバー内

に設置する。 

台風の接近や竜巻の発生等により，強風の発生が予見される場合には，耐候性を有す

るカバーに替えて鋼製の蓋で装置を覆うことにより装置の損傷を防止するとともに，水

抜き作業を中止する。 

 

(6) 構造強度及び耐震性について 

a. 構造強度 

保管中高性能容器内水抜き装置を構成する主要な機器は，「実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」にお

いて，廃棄物処理設備に相当すると位置付けられる。これに対する適用規格は，「JSME S NC-1 

発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）で規定され，

機器区分クラス３の規定を適用することを基本とするが，クラス３機器に該当しない機器や，

設計・建設規格の適用が困難な場合は，JIS 等の一般産業品を採用する。 

b. 耐震性 

保管中高性能容器内水抜き装置を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」のＢクラス相当の設備と位置づけられ，

耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」（以下，「耐

震設計技術規定」という。）等に準拠する。また，参考評価として，基準地震動 Ss 相当

の水平震度に対して健全性が維持されることを確認する。 

 

(7) 機器の単一故障への対策について 

保管中高性能容器内水抜き装置は，１系列構成であるが，動的機器，電源系統等の単一

故障については，機器の取替等により速やかな処理再開が可能である。 
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(8) 機器の保全について 

保管中高性能容器内水抜き装置は，機器の重要度に応じた有効な保全が可能な設計とす

る。 

 

以上 
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図１ 保管中高性能容器内水抜き装置設置位置 

エリア拡大 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設(第一施設) 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第二施設） 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設） 

空のボックスカルバートを３基使用する。 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第二施設） 
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図２ 保管中高性能容器内水抜き装置概要図 

カバー 

水抜きポンプ用 

空気圧縮機 

漏えいパン 漏えいパン 

漏えいパン 

保管中高性能容器内水抜きポンプ 

上澄み水貯蔵用高性能容器 

ボックスカルバート ボックスカルバート 

水抜き対象高性能容器 
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別添－１ 

 

保管中高性能容器内水抜き装置に関する構造強度及び耐震性の評価結果 

 

保管中高性能容器内水抜き装置を構成する設備について,構造強度及び耐震性の評価を

行う。 

 

1. ポンプ 

(1) 構造強度評価 

ポンプは一般産業品とするため，設計・建設規格の要求には必ずしも適合しない。しか

しながら，以下により高い信頼性を確保する。 

・耐腐食性（塩分対策）を有したポンプを選定する。 

・試運転により，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを確認する。 

 

(2) 耐震性評価  

a. 基礎ボルトの強度評価 

耐震設計技術規定の強度評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルト

の強度が確保されていることを確認した（表１）。 

 

Ｌ：基礎ボルト間の水平方向距離 

ｍ：機器重量 

ｇ：重力加速度 

Ｈ：据付面からの重心までの距離 

Ｌ１：重心と基礎ボルト間の水平方向距離 

ｎｆ：引張力の作用する基礎ボルトの評価本数 

ｎ：基礎ボルトの本数 

Ａｂ：基礎ボルトの軸断面積 

ＣＨ：水平方向設計震度 

ＣＶ：鉛直方向設計震度 

 

基礎ボルトに作用する引張力：   11
1

LCgmHCgm
L

F VHb   

基礎ボルトの引張応力：
bf

b
b

An

F


σ  

基礎ボルトのせん断応力：
b

H
b

An

Cgm




τ  
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b. 転倒評価 

地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較するこ

とにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転倒モーメントは自重による安定

モーメントより小さくなることから，転倒しないことを確認した（表１）。また，地震に

よる転倒モーメントが自重による安定モーメントより大きくなるものについては，a.での

計算により基礎ボルトの強度が確保されていることから，転倒しないことを確認した。 

 

 

 

ｍ：機器質量 

ｇ：重力加速度 

Ｈ：据付面から重心までの距離 

Ｌ：転倒支点から機器重心までの距離 

ＣＨ：水平方向設計震度 

 

 

 

 

地震による転倒モーメント：Ｍ１＝ｍ×ｇ×ＣＨ×Ｈ 

自重による安定モーメント：Ｍ２＝ｍ×ｇ×Ｌ 

 

表 1 耐震評価結果（１／２） 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

保管中高性能容器内 

水抜きポンプ 

本体 転倒 0.36 1.06×104 1.33×104 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - 153 MPa 

せん断 0.36 1 118 MPa 

保管中高性能容器内 

水抜きポンプユニッ

ト 

本体 転倒 0.36 2.48×105 1.15×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - 183 MPa 

せん断 0.36 1 141 MPa 

保管中高性能容器内 

水抜きポンプ架台 

本体 転倒 0.36 7.59×106 1.32×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.36 - 183 MPa 

せん断 0.36 7 141 MPa 

 

Ｌ 

Ｈ 

ｍ･ｇ･ＣＨ 

ｍ･ｇ 
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表 1 耐震評価結果（２／２） 

機器名称 評価部位 評価項目 水平震度 算出値 許容値 単位 

保管中高性能容器内 

水抜きポンプ 

本体 転倒 0.80 2.34×104 1.33×104 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 1 153 MPa 

せん断 0.80 1 118 MPa 

保管中高性能容器内 

水抜きポンプユニッ

ト 

本体 転倒 0.80 5.50×105 1.15×106 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 - 183 MPa 

せん断 0.80 3 141 MPa 

保管中高性能容器内 

水抜きポンプ架台 

本体 転倒 0.80 1.69×107 1.32×107 N･mm 

基礎 

ボルト 

引張 0.80 5 183 MPa 

せん断 0.80 14 141 MPa 

 

2. 配管 

(1) 構造強度評価 

a. 配管（鋼管） 

配管（鋼管）は JIS 規格に適合した一般産業品とするため，設計・建設規格の要求には

必ずしも適合しない。しかしながら，以下により高い信頼性を確保する。 

・材料は「JIS G 3459」，耐圧設計は設計・建設規格「PPD-3411(1)」に適合した配管

（鋼管）を選定する。 

・耐腐食性（塩分対策）を有した配管（SUS316L）を選定する。 

・通水等による漏えい確認を行う。 

b. 配管（耐圧ホース） 

配管（耐圧ホース）は鋼材ではなく，一般産業品であるため，設計・建設規格の要求に

は適合しない。しかしながら，以下により高い信頼性を確保する。 

・耐圧ホースと継手金属との結合部には，外れ防止金具を装着する。 

・耐圧ホースの曲げ部は，許容曲げより大きい曲げで使用する。 

・通水等による漏えい確認を行う。 

 

(2) 耐震性評価 

a. 配管（鋼管） 

配管（鋼管）は，原子力発電所の耐震設計に用いられている定ピッチスパン法等により

サポートスパンを決定する。 

b. 配管（耐圧ホース） 

配管（耐圧ホース）は，可撓性を有しており地震により有意な応力は発生しない。 

以上 
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別添－２ 

 

保管中高性能容器内水抜き装置に係る確認事項 

 

保管中高性能容器内水抜き装置に係る主要な確認事項を表１～５に示す。 

なお，上澄み水貯蔵用の高性能容器については，『2.16.1 多核種除去設備』及び『2.16.2 

増設多核種除去設備』の高性能容器と同等の検査を実施する。 

 

表１ 確認事項 

（鋼管） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につ

いて，材料証明書等により確認

する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

について，検査記録等により確

認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図どおり据付

されていることを記録等によ

り確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で一定時間保持後，確

認圧力に耐えていること，ま

た，耐圧部からの漏えいがない

ことを，記録等により確認す

る。※１ 

確認圧力に耐え，かつ，構造物

の著しい変形等がないこと。 

また，耐圧部からの著しい漏え

いがないこと。 

 

※１ 現地で施工するフランジ部については，運転圧による漏えい確認又は，締結部のト

ルク確認等を実施する。 
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表２ 確認事項 

（耐圧ホース） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につ

いて，材料証明書等により確認

する。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（内径相当）について，検査記

録等により確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図どおり据付

されていることを記録等によ

り確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で一定時間保持後，確

認圧力に耐えていること，耐圧

部からの漏えいがないことを，

記録等により確認する。 

確認圧力に耐え，かつ，構造物

の著しい変形等がないこと。 

また，耐圧部からの著しい漏え

いがないこと。 

 

表３ 確認事項 

（保管中高性能容器内水抜きポンプ（完成品）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図どおり据付

されていることを記録等によ

り確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

漏えい確認 

運転圧力において耐圧部から

の漏えいがないことを確認す

る。 

耐圧部からの著しい漏えいが

ないこと。 

性能 
運転性能 

確認 

ポンプの運転状態に異常がな

いことを確認する。 

実施計画に記載した容量を満

足すること。 

また，異音，振動等の異常がな

いこと。 

機能 
インターロ

ック確認 

上澄み水貯蔵用高性能容器液

位高高信号により，ポンプが停

止することを確認する。 

警報が作動すること。 

ポンプが停止すること。 
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表４ 確認事項 

（漏えい検出装置及び自動警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

外観確認 
各部の外観について，記録等に

より確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて，記録等により確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

機能 

漏えい警報

確認 

漏えい信号により，警報が作動

することを確認する。 
警報が作動すること。 

インターロ

ック確認 

漏えい信号によりポンプが停

止することを確認する。 

警報が作動すること。 

ポンプが停止すること。 

 

表５ 確認事項 

（保管中高性能容器内水抜き装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

性能 
運転性能 

確認 

保管中高性能容器内水抜き装

置の運転状態に異常がないこ

とを確認する。 

水抜き対象高性能容器から，上

澄み水貯蔵用高性能容器に上

澄み水が回収されること。 

また，異音，振動等の異常がな

いこと。 

 

以上 
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別添－３ 

 

工事工程表 

 

平成 

27 年 
平成 28 年 

12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

保管中高性能 

容器内水抜き 

装置 

 

  
 

 
 

    

 

 

 

 

 

 

 

△ 

① 

△ 

② 

△ 

③ 

 

  ：現地据付組立 

① ：構造，強度又は漏えいに係る試験をすることができる状態になった時 

② ：発電用原子炉施設の設備の組立てが完了した時 

③ ：発電用原子炉施設の工事の計画に係る工事が完了した時 
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多核種除去設備の確認試験結果について 

 

多核種除去設備は，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放射性核種（トリチウムを除

く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の

防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度（以下，

「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減することを目的として設置した。 

 

平成 25 年 3 月より，多核種除去設備の性能を確認する確認試験（ホット試験）を実施し，

その後のホット試験において上記性能について確認してきた。また，系統流量などの運転

状態に関する使用前検査を実施した。 

これまでのホット試験において，多核種除去設備で使用する各吸着材が，一定の使用期

間を経ても，上記性能を有する設備であることを確認した。 

 

以上 
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2.16.2 増設多核種除去設備 

2.16.2.1 基本設計 

2.16.2.1.1 設置の目的 

 増設多核種除去設備は，『2.5 汚染水処理設備等』で処理した液体状の放射性物質の処理

を早期に完了させる目的から設置するものとし，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放

射性核種（トリチウムを除く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の

保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域

外の水中の濃度限度（以下，「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減する。 

 なお，増設多核種除去設備の性能を確認する試験（以下，「確認試験」という。）におい

て，増設多核種除去設備が上記性能を有する設備であることについて確認した。 

 

2.16.2.1.2 要求される機能 

『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.2「要求される機能」』に同じ。 

 

2.16.2.1.3 設計方針 

『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.3「設計方針」』に同じ。 

 

2.16.2.1.4 供用期間中に確認する項目 

増設多核種除去設備処理済水に含まれる除去対象の放射性核種濃度（トリチウムを除く）

が告示濃度限度未満であること。 

 

2.16.2.1.5 主要な機器 

増設多核種除去設備は，３系列から構成し，各系列は前処理設備と多核種除去装置で構

成する。さらに共通設備として，前処理設備及び多核種除去装置へ薬品を供給する薬品供

給設備，処理済水のサンプリング,多核種処理水タンクへ移送する多核種移送設備，放射性

物質を吸着した吸着材等を収容して貯蔵する高性能容器，増設多核種除去設備の運転監視

を行う監視・制御装置，電源を供給する電源設備等で構成する。また，装置の処理能力を

確認するための試料採取が可能な構成とする。 

増設多核種除去設備の除去対象とする核種は，『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－６』

と同じとする。 

 増設多核種除去設備の主要な機器は，免震重要棟集中監視室またはシールド中央制御室

の監視・制御装置により遠隔操作及び運転状況の監視を行う。更に，特に重要な運転操作

についてはダブルアクションを要する等の設計とする。また，増設多核種除去設備の設置

エリアには，エリア放射線モニタを設置し，放射線レベルを監視する。 

増設多核種除去設備で処理された水は，処理済水貯留用のタンクで貯留する。 
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(1) 前処理設備 

前処理設備は，多核種除去装置での吸着材によるストロンチウムの除去を阻害するマグ

ネシウム，カルシウム等の２価の金属を炭酸塩沈殿処理により除去することを目的とし，

炭酸ソーダと苛性ソーダを添加する。 

炭酸塩沈殿処理による生成物は，クロスフローフィルタまたは沈殿槽により濃縮し，高

性能容器に排出する。 

 

(2) 多核種除去装置 

多核種除去装置は，１系列あたり１８塔の吸着塔で構成する。 

多核種除去装置は，除去対象核種に応じて吸着塔に収容する吸着材の種類が異なってお

り，処理対象水に含まれるコロイド状及びイオン状の放射性物質を分離・吸着処理する機

能を有する。吸着塔に収容する吸着材の構成は，処理対象水の性状に応じて変更する。ま

た，吸着材は，所定の容量を通水した後，高性能容器へ排出する。 

なお，吸着塔は２塔分の増設が可能である。 

 

(3) 高性能容器（HIC；High Integrity Container） 

高性能容器は，使用済みの吸着材，沈殿処理生成物を収容するもので, 『2.16.1 多核

種除去設備』で使用する高性能容器と同じである。高性能容器の仕様及び健全性評価等を

『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－５』に示す。 

使用済みの吸着材は，収容効率を高めるために脱水装置（SEDS；Self-Engaging 

Dewatering System）により脱水処理される。脱水した水は増設多核種除去設備の系統内

に移送する。 

沈殿処理生成物の高性能容器への移送は自動制御で行い，使用済みの吸着材の移送は現

場で状況を確認しながら手動操作によって行う。高性能容器への収容量は，水位センサに

て監視する。 

沈殿処理生成物及び使用済みの吸着材を収容した高性能容器は，使用済セシウム吸着塔

一時保管施設で貯蔵する。 

また，高性能容器は，取扱い時の落下による漏えいを防止するため，補強体等を取り付

ける。 

 

(4) 薬品供給設備 

薬品供給設備は，各添加薬液に対してそれぞれタンクを有し，沈殿処理や pH 調整のた

め，ポンプにより薬品を前処理設備や多核種除去装置へ供給する。添加する薬品は，苛

性ソーダ，炭酸ソーダ，塩酸とするが，何れも不燃性であり，装置内での反応熱，反応

ガスも有意には発生しない。なお，炭酸ソーダについては，増設多核種除去設備の処理

済み水に粉体を溶解させ生成することも可能な設計とする。 
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(5) 多核種移送設備 

多核種移送設備は，増設多核種除去設備で処理された水を採取し，分析後の水を処理済

水貯留用のタンクに移送するための設備で，サンプルタンク，増設多核種除去設備用移送

ポンプおよび移送配管等で構成する。なお，増設多核種除去設備で処理された水は，サン

プルタンクをバイパスして処理済水貯留用のタンクに移送することも可能な構成となっ

ている。 

また，サンプルタンクは，『2.16.1 多核種除去設備』で処理された水を受け入れるこ

とも可能な構成とする。 

 

(6) 電源設備 

電源は，異なる２系統の所内高圧母線から受電できる構成とする。なお，電源が喪失

した場合でも，設備からの外部への漏えいは発生することはない。 

 

(7) 橋形クレーン 

高性能容器を取り扱うための橋形クレーンを設ける。 

 

(8) 増設多核種除去設備基礎 

  増設多核種除去設備基礎は，平面が約６１ｍ（南北方向）×約８１ｍ（東西方向），厚

さ約０．３ｍの鉄筋コンクリート造で，段丘堆積層に直接支持されている。 

なお，上屋は，地上高さが約１６ｍの鉄骨造で，構造上，基礎から独立した構造とな

っている。 

 

2.16.2.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

増設多核種除去設備は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 28m 以上

の場所に設置する。 

 

(2)  台風 

台風による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令に基づく風荷重に対し

て設計する。 

 

(3)  積雪 

積雪による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令および福島県建築基準

法施行規則細則に基づく積雪荷重に対して設計する。 
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(4)  落雷 

 接地網を設け，落雷による損傷を防止する。 

 

(5)  竜巻 

竜巻の発生の可能性が予見される場合は，設備の停止・隔離弁の閉止操作等を行い，汚

染水の漏えい防止及び漏えい水の拡大防止を図る。 

 

(6) 火災 

火災発生を防止するため，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。また，

火災検知性を向上させるため，消防法基準に準拠した火災検出設備を設置するとともに，

初期消火のために近傍に消火器を設置する。さらに，避難時における誘導用のために誘導

灯を設置する。 

 

2.16.2.1.7 構造強度及び耐震性 

(1)構造強度 

増設多核種除去設備を構成する主要な機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，

廃棄物処理設備に相当すると位置付けられる。これに対する適用規格は，「JSME S NC-1 

発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）で規定さ

れ，機器区分クラス３の規定を適用することを基本とする。設計・建設規格の適用が困難

な機器については，設計・建設規格適用品と同等の構造強度を有することを基本とする。

溶接部については,「JSME S NB-1 発電用原子力設備規格 溶接規格」（以下，「溶接規格」

という。) の規定を適用することを基本とし，一部の国内製作機器については，JIS や高

圧ガス保安協会基準等に準拠する。また，一部の海外製作機器については，「欧州統一規

格（European Norm）」（以下，「EN 規格」という。），CODAP(仏国圧力容器規格)等に準拠す

る。また，JSME 規格で規定される材料の日本産業規格(JIS)年度指定は，技術的妥当性の

範囲において材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 

なお，クラス３機器に該当しないその他の機器は，JIS 等規格適合品を用いることとし，

ポリエチレン管は，JWWA または ISO 規格に準拠する。 

また，原子力発電所での使用実績がない材料を使用する場合は，他産業での使用実績等

を活用しつつ，必要に応じて試験等を行うことで，経年劣化等の影響についての評価を行

う。 

 

(2) 耐震性 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021 年 9 月 8

日の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地
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震によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動

への影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等におけ

る耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられ

る設計用地震力に耐えられる設計とする。 

ただし，2021 年 9 月 8 日以前に認可された機器については，「発電用原子炉施設に関す

る耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」等に準拠

する。要求される地震力に対して耐震性を確保できない場合は，その影響について評価を

行う。 

 

2.16.2.1.8 機器の故障への対応 

(1) 機器の単一故障 

増設多核種除去設備は，３つの処理系列を有し，電源についても多重化している。その

ため，動的機器，電源系統の単一故障が発生した場合においても，その他の処理系列の運

転による処理が可能である。 

 

(2) 高性能容器の落下 

万一の高性能容器からの漏えい時の対応として，回収作業に必要な吸引車等を配備し，

吸引車を操作するために必要な要員を確保する。また，漏えい回収訓練及び吸引車の点

検を定期的に行う。 
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2.16.2.2  基本仕様 

2.16.2.2.1 系統仕様 

(1) 増設多核種除去設備 

処理方式 沈殿方式＋吸着材方式 

処理容量・処理系列 250m3/日 /系列×3系列 ※ 

 

 

2.16.2.2.2 機器仕様 

(1) 容器  

ａ．処理水受入タンク 

名    称 処理水受入タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

 胴 板 厚 さ mm 9 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 9 

 高     さ mm 4740 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 

ｂ．共沈タンク 

名    称 共沈タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

 胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

 高     さ mm 4257 

材

料

料 胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 1（1系列あたり） 

※ 構内に貯留している RO 濃縮塩水を早期に処理するため，運用上可能な 

範囲（最大で 1.1 倍程度）において処理量を増加して運転する。 
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ｃ．供給タンク 

名    称 供給タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 3837 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個 数 個 1（1系列あたり） 

 

ｄ．吸着塔入口バッファタンク 

名    称 吸着塔入口バッファタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 6 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2000 

胴 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 20 

高     さ mm 2826 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 1（1系列あたり） 
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ｅ．多核種吸着塔１～１８ 

名    称 多核種吸着塔１～５ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1054 

胴 板 厚 さ mm 18 

上部・下部鏡板厚さ mm 20 

 高     さ mm 2550 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡 板 － SUS316L 

個      数 個 5（1系列あたり） 

 

名    称 多核種吸着塔６～１４ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1050 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 16 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 16 

高     さ mm 2553 

材 

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 9（1系列あたり） 
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名    称 多核種吸着塔１５～１８ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 2.4 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1350 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 19 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 19 

高      さ mm 3011 

材

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 4（1系列あたり） 

 

f．移送タンク 

名    称 移送タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 27 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 4131 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 
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ｇ．サンプルタンク（増設多核種除去設備用処理済水一時貯留タンク） 

名    称 サンプルタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1235 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

主

要

寸

法 

胴 内 径 mm 11000 

胴 板 厚 さ mm 12 

底 板 厚 さ mm 12 

高 さ mm 13000 

材

料 

胴 板 － SM400C 

底 板 － SM400C 

個      数 個 3 

 

h. 炭酸ソーダ溶解槽 

名    称 炭酸ソーダ溶解槽 

種       類 － 角形 

容       量 m3/個 1.3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

内     寸 mm 1188 × 1188 

側 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 1200 

材

料 

側      板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板  － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 3 
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i. 炭酸ソーダ貯槽 

名    称 炭酸ソーダ貯槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 33 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 5022 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 2 

 

j. 反応／凝集槽 

名    称 反応／凝集槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 11 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2300 

胴 板 厚 さ mm 6 

鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 4400 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

鏡     板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 １個／系列（２系列に設置） 
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k. 沈殿槽 

名    称 沈殿槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 12 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2300 

胴 板 厚 さ mm 6 

鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 4400 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡     板 － SUS316L 

個      数 個 １個／系列（２系列に設置） 

 

l. 上澄み水タンク 

名    称 上澄み水タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1200 

胴 板 厚 さ mm 6 

鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 3800 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡     板 － SUS316L 

個      数 個 １個／系列（２系列に設置） 
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(2) ポンプ 

ａ．供給ポンプ１（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 10.5 m3/h 

 

ｂ．供給ポンプ２（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｃ．循環ポンプ（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 313 m3/h 

 

ｄ．ブースタポンプ１（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｅ．ブースタポンプ２（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 11.5 m3/h 

 

ｆ．移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 台 

容  量 35 m3/h 

 

 ｇ．増設多核種除去設備用移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 台 

容  量 50 m3/h 

 

h．炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ（完成品） 

台  数 3 台 

容  量 1.8 m3/h 

 

ｉ．炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ（完成品） 

台  数 3 台 

容  量 0.2 m3/h  
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ｊ．炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 台 

容  量 20 m3/h 

 

k. スラリー循環ポンプ 

台  数       1 台／系列（２系列に設置） 

容  量       13 m3/h  

 

  l. 上澄み水ポンプ 

台  数       １台／系列（２系列に設置） 

容  量       12 m3/h 

 

(3) その他機器 

ａ．クロスフローフィルタ 

台  数 6 台（1系列あたり） 

 

ｂ．出口フィルタ 

台  数 1 台（1系列あたり） 
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(4) 配管 

主要配管仕様（１／８） 

名 称 仕 様 

ＲＯ後濃縮塩水系受タンク移送流路分岐
部から処理水受入タンク入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

処理水受入タンク出口から 
共沈タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

共沈タンク出口から 
供給タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A 相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 
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主要配管仕様（２／８） 

名 称 仕 様 

供給タンク出口から 
クロスフローフィルタ循環ラインまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
静水頭 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ循環ライン 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
150A/Sch.40 
200A/Sch.40 
250A/Sch.40 
300A/Sch.40 
300A 相当/3mm 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ出口から 
吸着塔入口バッファタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

吸着塔入口バッファタンク出口から 
多核種吸着塔５下流 塩酸供給点まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
1.37MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
静水頭 
1.37MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（３／８） 

名 称 仕 様 

多核種吸着塔５下流 塩酸供給点から 
移送タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
1.37MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
1.37MPa 
60℃ 

移送タンク出口から 
サンプルタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
65A/Sch.40 
80A/Sch.40 
100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A 相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A 相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

 



 

Ⅱ-2-16-2-18 

主要配管仕様（４／８） 

名 称 仕 様 

サンプルタンク出口から 
多核種処理水貯槽，RO 濃縮水貯槽また
は Sr処理水貯槽まで※2 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
80A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.20S 
SUS316LTP 
0.98MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

200A 相当 
100A 相当 
ポリエチレン 
静水頭 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
合成ゴム 
0.98MPa 
40℃ 

増設多核種除去設備用移送ポンプスキ
ッドから 
増設多核種除去設備入口弁スキッドま
で 
（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 
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主要配管仕様（５／８） 

名 称 仕 様 

移送ポンプ出口分岐部から 
炭酸ソーダ溶解槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
20A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

20A/Sch.40 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A 相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ溶解槽から 
炭酸ソーダ貯槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
40A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
40A/Sch.80 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

40A 相当 
PTFE 
静水頭 
0.5MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（６／８） 

名 称 仕 様 

炭酸ソーダ貯槽から 
共沈タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
25A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A 相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A 相当 
PTFE 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A 相当 
EPDM 
0.5MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（７／８） 

名 称 仕 様 

炭酸ソーダ貯槽から 
多核種除去設備建屋入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
65A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A 相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

75A 相当 
ポリエチレン 
0.5MPa 
60℃ 

処理水受入タンク移送流路分岐部から
反応／凝集槽入口まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

反応／凝集槽出口から沈殿槽入口 
まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A 相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

沈殿槽出口から 
上澄み水タンク入口まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A 相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 
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主要配管仕様（８／８） 

名 称 仕 様 

上澄み水タンク出口から供給タンク移
送流路合流部まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

沈殿槽出口から反応／凝集槽まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
40A/Sch.40 
32A/Sch.40 
25A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ循環ライン分岐
部から反応／凝集槽まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
25A/Sch.40 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

25A 相当 
40A 相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ貯槽移送流路分岐部から反
応／凝集槽入口まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

25A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

25A 相当 
EPDM 
0.5MPa 
60℃ 

※1：現場施工状況により，配管仕様（呼び径，厚さ，材質）の一部を使用しない場合がある。 

※2：K4 エリアタンクへの配管の一部は，「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」と兼用する。  

※3：２系列に設置 
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(5) 放射線監視装置 

放射線監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 エリア放射線モニタ 

基数 2 基 

種類 半導体検出器 

取付箇所 増設多核種除去設備設置エリア 

計測範囲 10-3 mSv/h ～ 101 mSv/h 

 

 

2.16.2.3 添付資料 

 添付資料－１： 全体概要図及び系統構成図 

 添付資料－２： 増設多核種除去設備基礎の構造強度に関する検討結果 

添付資料－３： 増設多核種除去設備の耐震性に関する説明書 

添付資料－４： 増設多核種除去設備の強度に関する説明書 

添付資料－５： 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止に関する計算書 

添付資料－６： 工事工程表 

添付資料－７： 増設多核種除去設備の具体的な安全確保策 

添付資料－８： 増設多核種除去設備の確認試験結果について 

添付資料－９： 増設多核種除去設備に係る確認事項 
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1T/Ｂ 
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2T/Ｂ 

雨水， 

地下水 

1Rx 
3Rx 

3T/Ｂ 

処理装置 

（セシウム吸着装置／ 

第二セシウム吸着装置／ 

除染装置） 

淡水化装置 

（逆浸透膜装置） 

プロセス主建屋 

高温焼却炉建屋 

淡水化装置 

（蒸発濃縮装置） 

バッファタンク 

ＳＰＴ 

① 

RO及び蒸発濃縮装

置後淡水受タンク 
RO後濃縮塩水 

受タンク 

濃縮廃液貯槽 

①RO濃縮塩水 

 

図－１ 汚染水処理設備並びに増設多核種除去設備等の全体概要図 
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図－２ 増設多核種除去設備の配置概要図 

増設多核種除去設備 

処理対象水移送配管 

処理済水移送配管 

タンクエリア 

※ 現場の状況に応じて配管の敷

設状況が異なる場合がある。 
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増設多核種除去設備基礎の構造強度に関する検討結果 

 

１. 評価方針 

 増設多核種除去設備基礎は，耐震Ｂクラスである増設多核種除去設備の間接支持構造物

であるため，耐震Ｂクラス相当として，設計する。 

 増設多核種除去設備基礎は，平面が約 81m（EW 方向）×約 61m（NS 方向），厚さ約 0.3m

の鉄筋コンクリート造で，段丘堆積層に直接支持されている。増設多核種除去設備基礎の

平面図及び断面図を図－１～図－３に示す。 

増設多核種除去設備基礎と増設多核種除去設備上屋とは，図－４に示すように，上屋か

ら基礎スラブに荷重が伝達されない構造としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ １階平面図（単位：m） 
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太線：今回対象 

太線：今回対象 

太線：今回対象 

 

 

 

 

 

 

図－２ 南北方向断面図（単位：m） 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 東西方向断面図（単位：m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 基礎スラブと柱・基礎梁の模式図 
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基礎スラブ基礎スラブ

柱

基礎梁基礎梁

フーチング

　　基礎梁
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2. 評価条件 

2.1 使用材料及び材料の許容応力度 

 増設多核種除去設備基礎スラブに用いる材料のうち，コンクリートは普通コンクリート

とし，コンクリートの設計基準強度 FＣは 30N/mm2とする。鉄筋は SD295A とする。各使用材

料の許容応力度を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 長 期 短 期 

圧縮 せん断 圧縮 せん断 

FＣ＝30 10 0.79 20 1.18 

注：日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」による。 

 

表－２ 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

 長 期 短 期 

引張及び圧縮 せん断補強 引張及び圧縮 せん断補強 

SD295A D16 195 195 295 295 

注：日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」による。 
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2.2 荷重 

 長期荷重として，鉛直荷重（固定荷重，配管荷重及び積載荷重）を考慮する。 

 また，短期荷重として地震時に基礎面に作用する荷重を考慮する。 
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3. 評価結果 

3.1 基礎スラブおよび基礎地盤の評価結果 

基礎スラブの応力解析は，地盤上に支持された盤として計算を行う。曲げモーメントお

よび面外せん断力について，長期荷重時および短期荷重時の断面検討結果から，検定比が

最大となる短期荷重時の断面検討結果を表－３及び表－４に示す。基礎スラブ配筋図を図

－５に示す。 

これより，設計鉄筋比は必要鉄筋比を上回り，また面外せん断力は短期許容せん断力以

下となっていることを確認した。 

 

表－３ 曲げモーメントに対する検討結果 

応力 

曲げモーメント(kN･m/m) 

必要鉄筋比 

(％) 

設計鉄筋比 

(％) 
検定比 

6.7 0.05 0.33 0.16≦1.0 

 

表－４ 面外せん断力に対する検討結果 

応力 

面外せん断力(kN/m) 

短期許容せん断力 

(kN/m) 
検定比 

44.0 206 0.22≦1.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 基礎スラブ配筋図 

鉄筋のかぶり厚さ 

基礎上端部：80mm 以上 

基礎下端部：70mm 以上 

D16@200
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なお，基礎地盤に生じる接地圧について，長期荷重時および短期荷重時の検討結果から，

検定比が最大となる短期荷重時の検討結果を表－５に示す。短期許容支持力度を評価する

にあたっては，日本建築学会「建築基礎構造設計指針」に準拠する。 

 

表－５ 基礎地盤の許容支持力度と接地圧の比較 

 
接地圧 

（kN/㎡） 

許容支持力度 

(kN/㎡) 
検定比 

短期 153 278 *1 0.55≦1.0 

          *1：基礎地盤の平板載荷試験結果より許容支持力度を設定 
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付録－１ 

 

基礎スラブおよび基礎地盤の参考評価について 

 

増設多核種除去設備の基礎スラブおよび基礎地盤について，参考評価として，耐震 S ク

ラス相当の水平震度（水平震度 0.8）に対して，健全性が維持されることを確認した。 

 

基礎スラブの評価結果のうち，曲げモーメントおよび面外せん断力について，検定比が

最大となる断面検討結果を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ 曲げモーメントに対する検討結果 

応力 

曲げモーメント(kN･m/m) 

必要鉄筋比 

(％) 

設計鉄筋比 

(％) 
検定比 

46 0.30 0.33 0.91≦1.0 

 

表－２ 面外せん断力に対する検討結果 

応力 

面外せん断力(kN/m) 

短期許容せん断力 

(kN/m) 
検定比 

119 206 0.58≦1.0 

 

また，基礎地盤に生じる接地圧について，検討結果を表－３に示す。短期許容支持力度

を評価するにあたっては，日本建築学会「建築基礎構造設計指針」に準拠する。 

 

表－３ 基礎地盤の許容支持力度と接地圧の比較 

 
接地圧 

（kN/㎡） 

許容支持力度 

(kN/㎡) 
検定比 

短期 183 278 *1 0.66≦1.0 

          *1：基礎地盤の平板載荷試験結果より許容支持力度を設定 

Ⅱ-2-16-2-添 2-付録 1-1 
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付録－２ 

 

基礎スラブおよび基礎地盤の参考評価について（基準地震動 Ss評価） 

 

増設多核種除去設備の基礎スラブおよび基礎地盤について，参考評価として，基準地震

動 Ss（Ss-1～3，水平・上下）に対して，健全性が維持されることを確認した。 

 

基礎スラブの評価結果のうち，曲げモーメントおよび面外せん断力について，検定比が

最大となる断面検討結果を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ 曲げモーメントに対する検討結果 

応力 

曲げモーメント(kN･m/m) 

必要鉄筋比 

(％) 

設計鉄筋比 

(％) 
検定比 

39 0.26 0.33 0.79≦1.0 

 

表－２ 面外せん断力に対する検討結果 

応力 

面外せん断力(kN/m) 

短期許容せん断力 

(kN/m) 
検定比 

102 206 0.50≦1.0 

 

また，基礎地盤に生じる接地圧について，検討結果を表－３に示す。短期許容支持力度

を評価するにあたっては，日本建築学会「建築基礎構造設計指針」に準拠する。 

 

表－３ 基礎地盤の許容支持力度と接地圧の比較 

 
接地圧 

（kN/㎡） 

許容支持力度 

(kN/㎡) 
検定比 

短期 155 278 *1 0.56≦1.0 

*1：基礎地盤の平板載荷試験結果より許容支持力度を設定 
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増設多核種除去設備の耐震性に関する計算書 

 

 

１．耐震設計の基本方針 

申請設備に係る耐震設計は，次の基本方針に基づいて行う。 

 

（１）設備の重要度による耐震クラス別分類 

耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

 Ｂ 設 備 
検討用地

震動等 

2.16.2 増設多核種除

去設備 

 

 (1)容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)ポンプ 

  

 

 

 

処理水受入タンク１,２ 

 

共沈タンクＡ,Ｂ,Ｃ 

 

供給タンクＡ,Ｂ,Ｃ 

 

吸着塔入口バッファタンク 

Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

多核種吸着塔１～１８Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

 

移送タンク１,２ 

 

サンプルタンクＡ,Ｂ,Ｃ 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３ 

 

 

炭酸ソーダ貯槽１,２ 

 

供給ポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃ 

 

供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃ 

 

循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

 

 

 

 

 

処理水受入タンク１,２スキッド 

 

共沈タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

吸着塔入口バッファタンク 

Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

多核種吸着塔Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

１～６ 

 

移送タンク１,２スキッド 

 

サンプルタンクエリア 

 

炭酸ソーダ製造スキッド 

１，２，３ 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

供給ポンプ１スキッド 

 

供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 

クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃ

スキッド 

 

 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 
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耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 

間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

Ｂ 設 備 
検討用地

震動等 

（つづき：ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)その他機器 

 

 (4)配管 

  

 

(5)スキッド 

 

ブースターポンプ１Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

 

ブースターポンプ２Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

 

移送ポンプ１,２ 

 

増設多核種除去設備用移送 

ポンプＡ,Ｂ 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３ 

移送ポンプ 

 

炭酸ソーダ貯槽１供給ポンプ 

Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ 

１,２ 

 

出口フィルタＡ,Ｂ,Ｃ 

 

主配管 

 

 

増設多核種除去設備入口弁 

スキッド 

 

処理水受入タンク１,２スキッド 

 

供給ポンプ１スキッド 

 

共沈タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給ポンプ２Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給ポンプ２弁Ａ,Ｂ,Ｃ 

スキッド 

 

クロスフローフィルタＡ,Ｂ,Ｃス

キッド 

 

ブースターポンプ１Ａ,Ｂ,Ｃ 

スキッド 

 

ブースターポンプ２Ａ,Ｂ,Ｃ 

スキッド 

 

出口移送スキッド 

 

増設多核種除去設備用移送 

ポンプ用スキッド 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３ 

移送スキッド 

 

炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

 

 

炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

 

 

出口フィルタスキッド 

 

増設多核種除去設備基礎， 

スキッド等 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 
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耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 

間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

Ｂ 設 備 
検討用地

震動等 

（つづき：スキッド） 

 

吸着塔入口バッファタンク 

Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃス

キッド 

 

多核種吸着塔Ａ,Ｂ,Ｃスキッド１

～６ 

 

ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃス

キッド 

 

出口フィルタスキッド 

 

移送タンク１，２スキッド 

 

出口移送スキッド 

 

増設多核種除去設備用移送 

ポンプスキッド 

 

炭酸ソーダ製造スキッド 

１,２,３ 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３移送 

スキッド 

 

炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

 

炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

多核種移送設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

備考 
・増設多核種除去設備上屋は設備を支持しておらず，間接支持構造 

物及び相互影響を考慮すべき設備には該当しない。 
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耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

 Ｂ＋ 設 備 
検討用地

震動等 

2.16.2 増設多核種除

去設備 

 

 (1)容器 

 

 

 

 

 

 (2)ポンプ 

 

 

 

 (4)配管 

 

 

(5)スキッド 

 

 

 

 

 

 

反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

 

沈殿槽Ａ，Ｃ 

 

上澄み水タンクＡ，Ｃ 

 

スラリー循環ポンプＡ，Ｃ 

 

上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

 

主配管 

 

 

反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッ

ド 

 

上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

 

凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

 

 

 

 

反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

 

反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

 

上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

 

凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

 

凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

 

増設多核種除去設備基礎， 

スキッド等 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

 

ＳＢ＋ 

 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

備考 
・増設多核種除去設備上屋は設備を支持しておらず，間接支持構造 

物及び相互影響を考慮すべき設備には該当しない。 
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（２）構造計画 

ａ．機器 

主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(1) スカート支持

たて置円筒形

容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴をスカートで支持

し，スカートを取付ボ

ルトでスキッドに据え

付ける。 

 

上面に平板,下面に鏡

板を有するたて置円

筒形 

 

 

 

 

 

 

 

 

上面及び下面に鏡板

を有するたて置円筒

形 

 

 
・ 処理水受入タンク１，２ 

・ 共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

・ 沈殿槽Ａ，Ｃ 

・ 上澄み水タンクＡ，Ｃ 

 

 

・ 多核種吸着塔１～１８

Ａ，Ｂ，Ｃ 

 

胴板 

取付ボルト 

スカート 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(2) 平底たて置円

筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底板を取付ボルトでス

キッドに据え付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ.自立 

  （非固定） 

 

下面に底板を有する

たて置円筒形 

 

 
・ 吸着塔入口バッファタ

ンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 移送タンク１，２ 

・ 炭酸ソーダ溶解槽１，

２，３ 

・ 炭酸ソーダ貯槽１，２ 

 

 

 

 

 

 

・サンプルタンクＡ，Ｂ， 

 Ｃ 

 

胴板 

取付ボルト 

胴板 

自立 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(3) 三脚たて置円

筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴を３個の脚で支持

し ,脚を取付ボルトで

スキッドに据え付け

る。 

上面及び下面に鏡板

を有するたて置円筒

形 

 

 
・ 出口フィルタＡ，Ｂ，

Ｃ 

脚 

胴板 

取付ボルト 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(4) 横軸ポンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプはポンプベース

に固定され，ポンプベ

ースは取付ボルトによ

りスキッドに据え付け

る。 

うず巻形  

 
・ 供給ポンプ１Ａ，Ｂ，

Ｃ 

・ 供給ポンプ２Ａ，Ｂ，

Ｃ 

・ 循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

・ ブースターポンプ１

Ａ，Ｂ，Ｃ 

・ ブースターポンプ２

Ａ，Ｂ，Ｃ 

・ 移送ポンプ１，２ 

・ 増設多核種除去設備用

移送ポンプＡ，Ｂ 

・ 炭酸ソーダ溶解槽１，

２，３移送ポンプ 

・ 炭酸ソーダ貯槽１供給

ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 炭酸ソーダ貯槽２移送

ポンプ１，２ 

・ スラリー循環ポンプ

Ａ，Ｃ 

・ 上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

 

 
 

取付ボルト ポンプベース 

ポンプ 

原動機 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(5) スキッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スキッド架構を基礎ボ

ルトで基礎に据え付け

る。 

垂直自立形  

 
・増設多核種除去設備入口弁スキッド 

・処理水受入タンク１，２スキッド 

・供給ポンプ１スキッド 

・共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

・供給タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

・供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・供給ポンプ２弁Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

・吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃスキ

ッド 

・ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド１～６ 

・ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・出口フィルタスキッド 

・移送タンク１，２スキッド 

・出口移送スキッド 

・増設多核種除去設備用移送ポンプスキッド 

・炭酸ソーダ製造スキッド１,２,３ 

・炭酸ソーダ溶解槽１,２,３移送スキッド 

・炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

・炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

・反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

・上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

・凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

基礎ボルト 

スキッド 
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ｂ．配管系 

ａ）配管（鋼管） 

配管はサポートにより建屋（建屋で支持されるスキッドを含む）等の構造物から支持さ

れる。サポートの位置を決定するにあたっては、原子力発電所の耐震設計に用いられてい

る定ピッチスパン法により適正なサポートスパンを確保する。 

 

（３）設計用地震力 

項目 
耐震 

クラス 

静的地震力 動的地震力 

水  平 鉛  直 水  平 鉛  直 

機

器

・

配

管

系 

Ｂ 1.8・Ｃｉ
＊1 ―― 1/2Sd225＊2 1/2Sd225＊3 

Ｂ＋ 1.8・Ｃｉ ―― 
1/2Ss450 

1/2Sd225 

1/2Ss450 

1/2Sd225 

注記 ＊1：Ｃｉ は，標準せん断力係数を 0.2 とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮して求められる値とする。 

＊2：水平方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

＊3：鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

 

ただし，2021年9月8日以前に認可された機器については，以下の通りとする。 

項目 
耐震 

クラス 

適用する地震動等 

設計用地震力 

水  平 鉛  直 

機

器

・

配

管

系 

Ｂ 
静的震度 

（1.8・Ｃｉ
＊1） 

―― 
設計用地震力は，静的地

震力とする。 

注記 ＊1：Ｃｉ は，標準せん断力係数を 0.2 とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

（４）荷重の組合せと許容限界 

荷重の組合せと許容限界は，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991追補版）



 

 

 

Ⅱ-2-16-2-添 3-11 

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）（以

下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）及び発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005（2007年追補版含む））（日本機械学会 2005年9月，2007年9月）（以下

「設計・建設規格」という。）に準拠する。 

 

記号の説明 

Ｄ ：死荷重 

Ｐd ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍd ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

ＳB ：Ｂクラスの設備に適用される地震動より求まる地震力又はＢクラス設備に適用

される静的地震力 

ＳB+ ：Ｂ＋クラスの設備に適用される地震動より求まる地震力又はＢ＋クラス設備に

適用される静的地震力 

ＢＡＳ ：Ｂクラス設備（Ｂ＋クラス設備含む）の地震時許容応力状態 

Ｓy ：設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定される値 

Ｓu ：設計引張強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に規定される値 

Ｓ ：許容引張応力 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表 6 に規定さ

れる値。 

ｆt ：許容引張応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格

SSB-3121.1 により規定される値。ボルト等に対して設計・建

設規格 SSB-3131により規定される値。 

ｆs ：許容せん断応力 同   上 

ｆc ：許 容 圧 縮 応 力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 

SSB-3121.1 により規定される値。 

ｆb ：許 容 曲 げ 応 力 同   上 

τb ：取付ボルトに生じるせん断応力 

ＡＳＳ：オーステナイト系ステンレス鋼 

ＨＮＡ：高ニッケル合金 

 

また，「供用状態Ｃ」とは，「対象とする機器等が構造不連続部等においては大変形を

生じてもよい」と設計仕様書等で規定された圧力及び機械的荷重が負荷された条件下に

ある状態をいう。 
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ａ．容器 

 

ｂ．支持構造物（注 1，注 2） 

注 1： 耐圧部に溶接により直接取り付けられる支持構造物であって，耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

注 2： 鋼構造設計規準（日本建築学会 2005年改定）等の幅厚比の規定を満足する。

耐 震 

クラス 
荷 重 の 組 合 せ 

供用状態 

（許容応力状態） 

許 容 限 界 
適用範囲 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

Ｂ 

Ｂ＋ 

Ｄ＋Ｐd＋Ｍd＋ＳB 

ただし，ＳBについて

は適用する耐震評価

方針に応じてＳB+に

読み替える。 

Ｃ（ＢＡＳ） 

 

 

Ｓyと 0.6･Ｓuの小さい方。 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡにつ

いては上記の値と 1.2･Ｓのう

ち大きい方とする。 

 

 

Ｓy 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついてはＳy と 1.2･Ｓのうち

大きい方とする。 

 

・ 処理水受入タンク１，２ 

・ 共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 多核種吸着塔１～１８Ａ，Ｂ，Ｃ 

・ 吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 移送タンク１，２ 

・ 炭酸ソーダ貯槽１，２ 

・ 反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

・ 沈殿槽Ａ，Ｃ 

・ 上澄み水タンクＡ，Ｃ 

耐 震 

ク ラ ス 
荷重の組合せ 

供用状態 

(許容応力 

状態) 

許 容 限 界 （ボ ル ト 等 以 外） 許 容 限 界（ボ ル ト 等） 

適用範囲 一 次 応 力 一 次 応 力 

引 張 せん断 圧 縮 曲 げ 組合せ 引 張 せん断 組 合 せ 

 

 

Ｂ 

Ｂ＋ 

Ｄ＋Ｐd＋Ｍd＋ＳB 

ただし，ＳBについては

適用する耐震評価方針

に応じてＳB+に読み替

える。 

 

 

Ｃ 

（ＢＡＳ） 

 

 

1.5･ｆt 

 

 

 

 

1.5･ｆs 

 

 

 

 

1.5･ｆc 

 

 

 

 

1.5･ｆb 

 

 

 

 

1.5･ｆt 

 

 

 

 

1.5･ｆt 

 

 

 

 

1.5･ｆs 

 

 

 

 

Min{1.5･ｆt, 

(2.1･ｆt－1.6･τb)} 

・ 基礎ボルト 

・ 取付ボルト 

・ スカート 

・ 脚 
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２．耐震性評価 

本評価は，「付録 1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本

方針」，「付録 2 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」及び「付

録 3 横軸ポンプ及びスキッドの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づいて，以下

の耐震性の計算を行う。また評価方法が同付録に依らないものは以下に特記する。 

（１）処理水受入タンク１，２ 

（２）共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（３）供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（４）吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（５）サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（６）多核種吸着塔１～５Ａ，Ｂ，Ｃ 

（７）多核種吸着塔６～１４Ａ，Ｂ，Ｃ 

（８）多核種吸着塔１５～１８Ａ，Ｂ，Ｃ 

（９）移送タンク１，２ 

（10）供給ポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃ 

（11）供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃ 

（12）循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

（13）ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃ 

（14）ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃ 

（15）移送ポンプ１，２ 

（16）増設多核種除去設備用移送ポンプＡ，Ｂ 

（17）出口フィルタＡ，Ｂ，Ｃ  

････････････「JPI-7R-71-96 石油学会規格 竪形容器用レグ」に準拠し評価する。 

（18）増設多核種除去設備入口弁スキッド 

（19）処理水受入タンク１，２スキッド 

（20）供給ポンプ１スキッド 

（21）共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（22）供給タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（23）供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

（24）供給ポンプ２弁Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

（25）クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（26）吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（27）ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

（28）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド１ 

（29）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド２ 

（30）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド３ 

（31）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド４ 

（32）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド５ 

（33）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド６ 

（34）ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 
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（35）出口フィルタスキッド 

（36）移送タンク１，２スキッド 

（37）出口移送スキッド 

（38）増設多核種除去設備用移送ポンプスキッド 

（39）主配管････････････････配管標準支持間隔評価（定ピッチスパン法）により評価する。 

（40）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３ 

（41）炭酸ソーダ貯槽１，２ 

（42）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送ポンプ 

（43）炭酸ソーダ貯槽１供給ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

（44）炭酸ソーダ製造スキッド１，２，３ 

（45）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送スキッド 

（46）炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

（47）炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ１，２ 

（48）炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

(49) 反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

(50) 沈殿槽Ａ，Ｃ 

(51) 上澄み水タンクＡ，Ｃ 

(52) スラリー循環ポンプＡ，Ｃ 

(53) 上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

(54) 反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

(55) 上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

(56) 凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

(57) 主配管（固有振動数 20Hz以上） 

･･････配管標準支持間隔評価（定ピッチスパン法）により評価する。 

 

  なお，機器（配管の一部を除く）の固有周期について確認した結果，固有振動数が 20Hz 以

上のため，以下では剛体として扱う。 

 

添付資料３では，設計 GL. 0m= T.P.36.2m(※)とする。 

(※) 震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm
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（１）処理水受入タンク 

 ａ．条件

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

(MPa) (℃) (℃)

処理水受入タンク
１，２

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 静水頭 60 40 1.00

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

胴板 SS400 組合せ σo= 9 Ｓa= 233

組合せ σs= 12 ｆt= 245

引張り σｂ= - ｆｔｓ= 176* 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出

せん断 τｂ= 13 ｆｓｂ= 135

すべて許容応力以下である。

取付ボルト SS400

水平方向設計震度

算出応力

0.07 （無次元）

許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ
比重

スカート SS400

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P.　37.7＊

圧縮と曲げ
の組合せ

（坐屈の評価）

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

121 　≦
b

S

C

S

ff

 
+



設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２）共沈タンク 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ Ｂ 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 静水頭 60 40 1.01 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 
 

胴板 ＳＳ４００ 組合せ σ０＝7 Ｓａ＝233 
 

組 合 せ σｓ＝12 ｔ ＝245 
 

  
スカート ＳＳ４００ 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.1（無次元）  

引 張 り σｂ＝6 ｔｓ＝176＊ 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 
接続ボルト ＳＳ４００ 

せ ん 断 τｂ＝6 ｓｂ＝135  

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ２ 
Ｄ３ 

Ｄ１ 

スカート開口部の形状を示す。 

ｔｓ 

胴板 

接続ボルト 

  Ｈ
 

ｓ
 

20
0 

t Ｄｉ 

ｍ０･g 

オーバフロー 

Ｄｓ 

スカート 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ｄ
ｊ
 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３）供給タンク 

  ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ Ｂ 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝０．３６ ― 静水頭 60 40 1.17 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 
 

胴 板 ＳＳ４００ 組 合 せ σ０＝7 Ｓａ＝233 
 

組 合 せ σｓ＝11 ｔ ＝245 
 

  
スカート ＳＳ４００ 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.1（無次元）  

引 張 り σｂ＝4 ｔｓ＝176＊ 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 
接続ボルト ＳＳ４００ 

せ ん 断 τｂ＝6 ｓｂ＝135  

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ２ 
Ｄ３ 

Ｄ１ 

スカート開口部の形状を示す。 

ｔｓ 

胴板 

接続ボルト 

  Ｈ
 

ｓ
 

20
0 

t Ｄｉ 

ｍ０･g 

オーバフロー 

Ｄｓ 

スカート 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ｄ
ｊ
 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

―――― ＋ ―――― ≦1 

 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４）吸着塔入口バッファタンク 

 
ａ．条件

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

(MPa) (℃) (℃)

吸着塔入口
バッファタンク
Ａ，Ｂ，Ｃ

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 静水頭 60 40 1.00

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

組合せ σ０= 6 Ｓａ= 163

引張り σｂ= - ｆｔｓ= 176* 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出

せん断 τｂ= 8 ｆｓｂ= 135

すべて許容応力以下である。

比重

胴板 SUS316L

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

圧縮と曲げ
の組合せ

（坐屈の評価）

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

取付ボルト SS400

水平方向設計震度

算出応力

0.03 （無次元）

許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ

( )
1432 　≦

b

x

C

xx

ff

 
+

+

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（５）サンプルタンク 

 

 地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転

倒モーメントは自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価結果 

 

 

 

 

機器名称 
評価部位 評価項目 水平地震動 算出値 許容値 単位 

 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

 

本体 転倒 0.36 3.1×104 7.1×104 kN･m 

 

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
2
0 

（６）多核種吸着塔１～５ 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

多核種吸着塔１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 1.37 60 40 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SUS316L 組 合 せ σ０＝41 Ｓa＝163 

組 合 せ σｓ＝7 ｔ ＝205 

 
スカート SUS304 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.03（無次元） 

引 張 り σｂ＝2 ｔｓ＝131＊ 
基礎ボルト SUS316L 

せ ん 断 τｂ＝4 ｓｂ＝101 

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ３ 

Ｄ１ Ｄ２ 

スカート開口部の形状を示す。 

スカート 

基礎ボルト 

胴板 

  
ｓ

 

Ｄ
ｊ
 

t Ｄi 

ｍ０･g 

Ｄｓ 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
2
1 

（７）多核種吸着塔６～１４ 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

多核種吸着塔６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 1.37 60 40 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SM490A 組 合 せ σ０＝46 Ｓa＝313 

組 合 せ σｓ＝14 ｔ ＝325 

 
スカート SM490A 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.05（無次元） 

引 張 り σｂ＝3 ｔｓ＝161＊ 
基礎ボルト SS400 

せ ん 断 τｂ＝4 ｓｂ＝124 

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ３ 

Ｄ１ Ｄ２ 

スカート開口部の形状を示す。 

スカート 

基礎ボルト 

胴板 

  
ｓ

 

Ｄ
ｊ
 

t Ｄi 

ｍ０･g 

Ｄｓ 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（８）多核種吸着塔１５～１８ 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

多核種吸着塔１５～１８ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 1.37 60 40 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SM490A 組 合 せ σ０＝59 Ｓa＝313 

組 合 せ σｓ＝8 ｔ ＝325 

 
スカート SM490A 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.03（無次元） 

引 張 り σｂ＝2 ｔｓ＝161＊ 
基礎ボルト SS400 

せ ん 断 τｂ＝7 ｓｂ＝124 

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ３ 

Ｄ１ Ｄ２ 

スカート開口部の形状を示す。 

スカート 

基礎ボルト 

胴板 

  
ｓ

 

Ｄ
ｊ
 

t Ｄi 

ｍ０･g 

Ｄｓ 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（９）移送タンク 

 ａ．条件

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

(MPa) (℃) (℃)

移送タンク１，２ Ｂ ＣＨ＝ 0.36 静水頭 60 40 1.00

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

組合せ σ０= 8 Ｓａ= 233

引張り σｂ= - ｆｔｓ= 176* 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出

せん断 τｂ= 14 ｆｓｂ= 135

すべて許容応力以下である。

取付ボルト SS400

水平方向設計震度

算出応力

0.03 （無次元）

許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ
比重

胴板 SS400

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P.　37.7＊

圧縮と曲げ
の組合せ

（坐屈の評価）

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

( )
1432 　≦

b

x

C

xx

ff

 
+

+

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１０）供給ポンプ１ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

供給ポンプ１ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.18 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝2 f sb1＝118 

引張り σb2＝6 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝1 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１１）供給ポンプ２ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

供給ポンプ２ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝2 f sb1＝118 

引張り σb2＝7 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝2 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１２）循環ポンプ 

 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ B 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.10 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝5 f sb1＝118 

引張り σb2＝4 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝3 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１３）ブースタポンプ１ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

ブースターポンプ１Ａ，

Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り σb1＝1 f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝3 f sb1＝118 

引張り σb2＝11 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝2 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝2 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１４）ブースタポンプ２ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

ブースターポンプ２ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り σb1＝1 f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝3 f sb1＝118 

引張り σb2＝11 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝2 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝2 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
2
9 

（１５）移送ポンプ 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

移送ポンプ１，２ B 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝3 f sb1＝118 

引張り σb2＝7 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝3 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１６）増設多核種除去設備用移送ポンプ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

増設多核種除去設備

用移送ポンプＡ，Ｂ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.18 40 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り σb1＝1 f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝4 f sb1＝118 

引張り σb2＝11 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝2 f sb2＝118 

引張り σb4＝3 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝3 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１７）出口フィルタ 

 

 

 

 

 

 

ａ．条件 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価方法 

三脚たて置き円筒型容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

ｃ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SUS316L 一次一般膜 σ０＝37 163 

組合せ σｓ＝57 205 
脚 SUS304 

座屈 0.29（無次元） 1（無次元） 

引張り σｂ＝37 153 
基礎ボルト SUS304 

せん断 τｂ＝3 118 

すべて許容応力以下である。 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

出口フィルタＡ，Ｂ，Ｃ B 
増設多核種除去設備建屋 

O.P.37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１８）増設多核種除去設備入口弁スキッド 

 ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

増設多核種除去設
備入口弁スキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 16 38　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１９）処理水受入タンク１，２スキッド 

 ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

処理水受入タンク
１，２スキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= - 65　＊

せん断 τｂ１= 24 70　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２０）供給ポンプ１スキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

供給ポンプ１
スキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 8 38　＊

すべて許容応力以下である。

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２１）共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 ａ．条件 

 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃス

キッド 
Ｂ 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 － － 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

（単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力  

引張り σb1＝― 65 ＊ 基礎ボルト 

（ｉ＝１） 
SS400 

せん断 τb1＝16 70 ＊ 
注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

２１ 

 

１１ 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２２）供給タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

スキッド 
Ｂ 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 － － 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

（単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力  

引張り σb1＝－ 65 ＊ 基礎ボルト 

（ｉ＝１） 
SS400 

せん断 τb1＝16 70 ＊ 
注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

２１ 

 

１１ 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２３）供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

供給ポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 6 38　＊

すべて許容応力以下である。

据付場所及び床面高さ

(m)

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２４）供給ポンプ２弁Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

供給ポンプ２弁
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 4 38　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２５）クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

クロスフローフィルタ 

Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 
Ｂ 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― － 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

（単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力  

引張り σb1＝－ 65 ＊ 基礎ボルト 

（ｉ＝１） 
ＳＳ４００ 

せん断 τb1＝31 70 ＊ 
注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

２１ 

 

１１ 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２６）吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

吸着塔入口バッファタンク
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 13 70　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２７）ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ１
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 6 38　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２８）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド１ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド１

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 21 70　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２９）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド２ 

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド２

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 19 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３０）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド３ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド３

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 17 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３１）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド４ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド４

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 18 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
6 

（３２）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド５ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド５

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 22 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３３）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド６ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド６

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 22 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３４）ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類 設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３５）出口フィルタスキッド 

 

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

出口フィルタ
スキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 9 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類 設計G.L.（m）

T.P.36.2
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（３６）移送タンク１，２スキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

移送タンク
１，２スキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= - 65　＊

せん断 τｂ１= 25 70　＊

すべて許容応力以下である。

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３７）出口移送スキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

出口移送スキッド B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 10 38　＊

すべて許容応力以下である。

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類 設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３８）増設多核種除去設備用移送ポンプスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

増設多核種除去設備用
移送ポンプスキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 40 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 11 38　＊

すべて許容応力以下である。

―

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度
設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
5
3 

配管標準支持間隔評価（定ピッチスパン法）

１．評価方法 ２．評価結果

B B B B B B B

有 無 無 無 無 有 無

応力基準による定ピッチスパンの設定方法（耐震Ｂクラス配管） 無 無 無 無 有 無 無

液体 液体 液体 気体 液体 液体 液体

（１）直管部スパン 静水頭～1.37 静水頭 静水頭～1.37 大気圧 0.98 静水頭～1.37 静水頭～1.37

～60 ～60 ～60 ～60 ～60 ～60 ～60

①一次応力評価 1.00～1.17 ～1.00 1.00～1.17 0.001 1.17 1.00 1.00～1.05

３スパン連続梁において発生する一次応力が許容値以下であることを確認する。 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 炭素鋼 炭素鋼

口径 sch

10A 40 2570 2520 - - - - -

15A 40 3210 2940 3690 - - 3240 -

20A 40 3770 3420 - - - 3820 -

25A 40 4430 3960 4610 - - 4500 4700

32A 40 5070 4590 - - - 5170 -

40A 40 5420 4980 5460 - - 5540 -

50A 40 6060 5700 6030 6630 - - 6170

②自重応力の制限 65A 40 6930 6680 - - - - 6950

自重による応力は39MPaを超えないものとする。 80A 40 7470 - - - - - 7470

100A 40 8400 - 8170 9170 - - 8360

③１次固有周期の制限 125A 40 - - 8950 - - - 9000

支持スパンは建屋の一次固有周期より短周期側となるように設定する。 150A 40 - - 9640 - - - 9600

200A 40 - - 10890 - - - -

上記による直管部　最大支持間隔を、２．評価結果に示す。 250A 40 - - 11990 - 9600 - -

300A 40 - - 12970 - - - -

（２）集中質量部

集中質量部に発生する応力 及び 固有周期が、直管部における値を上回らないものとする。

（３）曲り部

曲り部の面外方向について、応力 及び 固有周期が直管部のそれを上回らない支持スパンとする。

曲り部の面内方向は、上記の縮小率を超えず、且つ（２）集中質量部の方法を準用し縮小率を決定するものとする。

（４）分岐部

分岐部に発生する応力 及び 固有周期が、直管部における値を上回らないものとする。

(mm)

最高使用温度 (℃)

比重(g/cm3)

材　質

直
管
部
 
最
大
支
持
間
隔

流体

内　圧 (MPa)

　配管系を定められたピッチで支持することにより、配管系の固有周期を設定し、地震応力
が過大とならないようにする。

配管設計条件

耐震クラス

保温

しゃへい

（３９）主配管 
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（４０）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３ 

 

a.条件

b.評価結果

原子力発電所耐震設計技術指針の評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確
認した。

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４１）炭酸ソーダ貯槽１，２ 

 a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４２）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送ポンプ 

 

a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４３）炭酸ソーダ貯槽１供給ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

a.条件

b.評価結果

設計G.L.（m）

T.P.36.2
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（４４）炭酸ソーダ製造スキッド１，２，３ 

 

 ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４５）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送スキッド 

 a.条件

b.評価結果

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４６）炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

 a.条件

b.評価結果

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４７）炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ１，２ 

 a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４８）炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

 

 
a.条件

b.評価結果

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４９）反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

 

（５０）沈殿槽Ａ，Ｃ 

 

（５１）上澄み水タンクＡ，Ｃ 

 

（５２）スラリー循環ポンプＡ，Ｃ 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

反応／凝集槽 

Ａ，Ｃ 

胴板 SS400 組合せ 
水平 

0.70 

 

鉛直 

0.40 

19 208 MPa 

スカート SS400 

組合せ 17 215 MPa 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 
0.08 1 - 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 76 161 MPa 

せん断 37 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

沈殿槽 

Ａ，Ｃ 

胴板 SUS316L 組合せ 
水平 

0.70 

 

鉛直 

0.40 

21 160 MPa 

スカート SUS304 

組合せ 17 205 MPa 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 
0.09 1 - 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 72 161 MPa 

せん断 39 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

上澄み水タン

クＡ，Ｃ 

胴板 SUS316L 組合せ 
水平 

0.70 

 

鉛直 

0.40 

13 160 MPa 

スカート SUS304 

組合せ 20 205 MPa 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 
0.10 1 - 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 48 161 MPa 

せん断 9 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

スラリー循環

ポンプＡ，Ｃ 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

3 161 MPa 

せん断 3 124 MPa 
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（５３）上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

 

（５４）反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

注記 ＊後打ちアンカー耐力による 

 

（５５）上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

注記 ＊後打ちアンカー耐力による 

 

（５６）凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

注記 ＊後打ちアンカー耐力による 

 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

上澄み水ポン

プＡ，Ｃ 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

3 161 MPa 

せん断 3 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

反応／凝集・沈

殿槽Ａ，Ｃスキ

ッド 

基礎 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

51 60＊ MPa 

せん断 36 70＊ MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

上澄み水タン

クＡ，Ｃスキッ

ド 

基礎 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

45 60＊ MPa 

せん断 15 70＊ MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

凝集沈殿ポン

プＡ，Ｃスキッ

ド 

基礎 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

4 60＊ MPa 

せん断 14 70＊ MPa 
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（５７）主配管（固有振動数 20Hz以上） 

 １．評価方法 

増設多核種除去設備の主配管のうち追設するものは，建屋との共振による加速度増大の防

止を目的とし，はりモデルを使用して，配管系の固有振動数が 20Hz以上となるスパンを解

析で算出し，配管系をこの定ピッチスパンで支持するように設計する。 

 

 ２．評価結果 
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別紙－１ 

 

 増設多核種除去設備の各機器について，参考評価として，耐震 S クラス相当の水平震度に対

して，健全性が維持されることを確認した。評価結果を表１に示す。 

 

表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（１／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

処理水受入れタンク１，

２ 
取付ボルト 

引張 0.8 19 176 MPa 

せん断 0.8 29 135 MPa 

共沈タンク A，B，C 取付ボルト 
引張 0.8 32 176 MPa 

せん断 0.8 12 135 MPa 

供給タンク A，B，C 取付ボルト 
引張 0.8 27 176 MPa 

せん断 0.8 13 135 MPa 

吸着塔入口バッファ 

タンク A，B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 5 176 MPa 

せん断 0.8 16 135 MPa 

サンプルタンク 

A，B，C 
本体 転倒 0.8 6.7×104 7.1×104 kN・m 

多核種吸着塔１～５A，

B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 18 131 MPa 

せん断 0.8 8 101 MPa 

多核種吸着塔６～１４

A，B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 21 158 MPa 

せん断 0.8 9 121 MPa 

多核種吸着塔１５～ 

１８A，B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 32 158 MPa 

せん断 0.8 16 121 MPa 

移送タンク１，２ 取付ボルト 
引張 0.8 6 176 MPa 

せん断 0.8 31 135 MPa 

供給ポンプ１A，B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 1 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 8 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 2 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 
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表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（２／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

供給ポンプ２A，B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 2 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 9 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

循環ポンプ A，B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 9 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 8 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ブースターポンプ１A，

B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 15 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

ブースターポンプ２A，

B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 15 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

移送ポンプ１，２ 

取付ボルト 
引張 0.8 2 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 10 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 4 118 MPa 
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表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（３／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

増設多核種除去設備用

移送ポンプ A，B 

取付ボルト 
引張 0.8 4 153 MPa 

せん断 0.8 6 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 14 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 5 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

出口フィルタ A，B，C 取付ボルト 
引張 0.8 92 153 MPa 

せん断 0.8 6 118 MPa 

増設多核種除去設備 

入口弁スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 36 38 MPa 

処理水受入タンク 

１，２スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 37 65 MPa 

せん断 0.8 52 70 MPa 

供給ポンプ１スキッド 基礎ボルト 
引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 16 38 MPa 

共沈タンク A，B，C ス

キッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 44 65 MPa 

せん断 0.8 34 70 MPa 

供給タンク A，B，C ス

キッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 32 65 MPa 

せん断 0.8 36 70 MPa 

供給ポンプ２A，B，C

スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 12 38 MPa 

供給ポンプ２弁 

A，B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 9 38 MPa 

クロスフローフィルタ

A，B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 34 65 MPa 

せん断 0.8 68 70 MPa 

吸着塔入口バッファ 

タンク A，B，C 

スキッド 

基礎ボルト 

引張 0.8 5 65 MPa 

せん断 0.8 28 70 MPa 

ブースターポンプ１A，

B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 13 38 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド１ 
基礎ボルト 

引張 0.8 36 65 MPa 

せん断 0.8 45 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド２ 
基礎ボルト 

引張 0.8 31 65 MPa 

せん断 0.8 41 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド３ 
基礎ボルト 

引張 0.8 27 65 MPa 

せん断 0.8 37 70 MPa 
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表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（４／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド４ 
基礎ボルト 

引張 0.8 32 65 MPa 

せん断 0.8 39 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド５ 
基礎ボルト 

引張 0.8 20 65 MPa 

せん断 0.8 49 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド６ 
基礎ボルト 

引張 0.8 20 65 MPa 

せん断 0.8 49 70 MPa 

ブースターポンプ２A，

B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 10 38 MPa 

出口フィルタスキッド 基礎ボルト 
引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 18 38 MPa 

移送タンク１，２ 

スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 65 MPa 

せん断 0.8 55 70 MPa 

出口移送スキッド 基礎ボルト 
引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 22 38 MPa 

増設多核種除去設備用

移送ポンプスキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 25 38 MPa 

 

以上 
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別紙－２ 

 

耐震クラスの設定について 

 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021年 9 月 8

日の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地

震によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動

への影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等におけ

る耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられ

る設計用地震力に耐えられる設計とする。 

本資料では，上記の方針に基づく耐震クラスの設定について記載する。 

ただし，本資料に記載が無い，2021年 9月 8日以前に認可された機器については，「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

 

１．Ｂ＋クラスに設定する設備 

（１）対象設備 

反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンク，スラリー循環ポンプ，上澄み水ポンプ，

反応／凝集・沈殿槽スキッド，上澄み水タンクスキッド，凝集沈殿ポンプスキッドお

よびこれらに接続する主配管。 

（２）設定の理由 

ａ．破損シナリオ 

地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響を評価するため，増設多核

種除去設備の各機器が破損して内包する液体放射性物質が漏えいすることを想定

する。なお，破損を想定する各機器には，（１）対象設備に加えて，2021年 9月 8

日以前に認可された機器を含む。 

ｂ．影響評価 

敷地境界線量評価の対象としている機器に設置している遮へい等（各タンクの厚

さ含む）が消失することを想定し，これにより放射線量が増大する影響を簡易的に

評価した結果，最寄りの敷地境界（評価点 No.70）の線量は年間 1.36mSv程度にな

ると評価した。 

なお，敷地境界線量評価の対象としている機器は，処理水受入タンク，共沈供給

タンクスキッド，クロスフローフィルタスキッド，吸着塔，ＨＩＣ（スラリー用及

び吸着材用），反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンクであり，これらの鉄遮へい

が 5cm消失することで線量が 10 倍になると設定して評価した。 

また，各機器の破損により漏出した放射性物質を最寄りの敷地境界にいる公衆が

吸引することにより，0.08mSv程度の線量影響が有ると評価した。（表１参照） 

なお，1年の間に線源の除去もしくは遮へいによる線量低減は十分可能であるこ

と，安全機能を失うような地震が発生したとしても，機器が全て破損することは無

いと想定されることから，評価シナリオは保守性を有している。 

ｃ．耐震クラス 

破損シナリオによる公衆への被ばく影響は 1.44mSv程度であり 50μSv～5mSv の
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範囲であること，増設多核種除去設備は供用期間が長期間であることから，耐震ク

ラスはＢ＋クラスと評価する。 

 

表１ 漏出した放射性物質を公衆が吸引した場合の線量簡易評価 

項目 記号 単位 値 備考 

放射性物質量 MAR Bq 4.10E+14 
実施計画記載の敷地境界線量

評価条件より設定。核種は

Sr-90。 

MARのうち事故の影響を受ける割合 DR - 1 全機器が損傷するとして保守

側に設定 
雰囲気中に放出され浮遊する割合 ARF - 5.00E-05 出典

※１
より 

肺に吸入され得る微粒子の割合 RF - 1 知見となるデータが無いため

保守側に設定 

環境中へ漏れ出る割合 LPF - 1 機器・建物の損傷の程度を考

慮せず保守側に設定 
五因子法

※２
による放射性物質放出量 ST Bq 2.05E+10 MAR×DR×ARF×RF×LPF 

一般公衆の呼吸率 Ma m
3
/s 2.57E-04 出典

※３
より 2.22E+07cm

3
/日を

換算 
実効線量換算係数 H mSv/Bq 7.7E-05 出典

※４
より Sr-90 の値 

発電用原子炉施設の安全解析に関す

る気象指針による相対濃度 χ/Q s/m3 1.95E-04 大気安定度:Ｄ，風速 3.1m/s，

敷地境界まで 440m 

公衆が漏出した放射性物質を吸引す

ることによる内部被ばく線量 Di mSv 7.91E-02 ST×(χ/Q)×Ma×H 
※１：U.S. Department of Energy, AIRBORNE RELEASE FRACTIONS/RATES AND RESPIRABLE FRACTIONS 

FOR NONREACTOR NUCLEAR FACILITIES, Volume I - Analysis of Experimental Data, 

DOE-HDBK-3010-94 December 1994 
※２：五因子法とは、核燃料サイクル施設の事故解析ハンドブック（NUREG/CR-6410）に記載さ

れた簡易的に放射性物質の放出量を評価する手法である。 
※３：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標に対する評価指針 
※４：核原料物質又は核燃料物質の精錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定め

る告示 

 

（３）Ｂ＋クラスの設計震度 

2021年 9月 8日の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方では，Ｂクラスに

対する静的地震力の評価と，動的地震力の評価として 1/2Sd225弾性範囲（共振時のみ）

の評価を求めており，Ｂ＋クラスではＢクラスの評価に加えて，動的地震力の評価とし

て 1/2Ss450 機能維持の評価を求めている。 

ａ．静的地震力の評価 

機器に対する静的地震力の評価は，水平 0.3Gに 1.2 を乗じて水平震度は 0.36 と

して評価を行う。この評価は，後述するｃ．に包絡されることから，ａ．の評価を

省略する。 

ｂ．1/2Sd225弾性範囲（共振時のみ） 
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1/2Sd225における機器に対する評価では，後述するｃ．に記載する値（水平震度

0.70,鉛直震度 0.40）に 1/2を乗じて求め，水平震度は 0.35，鉛直震度は 0.20と

して評価を行う。 

ｃ．1/2Ss450機能維持 

増設多核種除去設備では 1/2Ss450に対する，基礎（GL-0.1m）での最大応答加速

度は水平（２方向）にて 556cm/s2および 549cm/s2 ，鉛直にて 321cm/s2である。

また水平２方向の各時刻の応答加速度を重ね合わせたところ，最大応答加速度は

570cm/s2である。 

このため，機器に対する評価では最大応答加速度に 1.2を乗じて重力加速度で除

した値を評価に用いる震度とし，水平震度 0.70，鉛直震度 0.40 にて評価を行う。 

 

以上 
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付録1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

付録１ 
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1. 一般事項 

本基本方針は，スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類ＢクラスおよびＢ＋

クラス）の耐震性についての計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和62年8月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向および鉛直方向に作用するものとする。 

(3) 容器はスカートで支持され，スカートは下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の

基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎については剛となるように設計

する。 

(4) 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

(5) 容器頂部に水平方向変位を拘束する構造物を設ける場合は，その部分をピン支持とする。 

(6) スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損の

影響を考慮する。 
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ベースプレート 
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スカート 
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図1－1 概 要 図 
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 1.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm
2
 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ＝1，2，3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

 ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

 ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

 ƒｔ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm
4 

ｊ１ スカートに設けられた開口部の穴の個数 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図2－4に示す距離） 

mm 

ｒ 容器の重心から上端支持部までの長さ mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ1 スカートの上端部に作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ2 スカートの下端部に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 重心に作用する任意の水平力 N 

Ｑ′ Ｑにより上端の支持部に作用する反力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

δ 荷重Ｑによる容器の上端での変位量 mm 

δ′ 荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 mm 

δ0 荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 mm 

η 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－６） kg/mm
3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ スカートの曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ３ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ４ 地震により胴に生じる軸方向応力 MPa 

σｘ５ 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ６ 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１－2005（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建

設規格」という。）をいう。 
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2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2項より図2－1に示す下端固定の1質点系振動モデルあるいは下端固定上端

支持の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

a. 下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・・・3・ ( ・ 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

 3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋3 






 





ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
＋


   ···························  （2.1.1） 

ここで，スカートの開口部（図2－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカート

の断面性能は次のように求める。 

胴の断面性能は 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ
8

 Ｉ＝  3 
ｉ 

π
   ···························  (2.1.2) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
 ＝Ａ ｉｅ π    ······················  (2.1.3) 

スカートの断面性能は 

・Ｙ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
4

1
 －・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 

8
 ＝Ｉ ｓｓｓｓｓｓｓ

 2  3 π
 

 ······························  (2.1.4) 

 

 



s

r



s

(1＋ＣＶ)・ｍｏ・g 

ＣＨ・ｍｏ・g 

(1＋ＣＶ)・ｍｏ・g 

ＣＨ・ｍｏ・g 

下端固定の場合 下端固定上端支持の場合 
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スカート開口部の水平断面における最大円周長さは， 

（図2－2及び図2－3参照） 










ｓｓ

ｊ
ｓｓ

ｊ

ｊ＝ ＋ｔＤ

Ｄ
)・sin＋ｔ(Ｄ＝Ｙ －１

１

１

Σ    ·············  (2.1.5) 

ｓｓｓｓｅ ・ｔ)－Ｙ＋ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ }{π    ·············  (2.1.6) 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π    ······································  (2.1.7) 

 

 

 

 
Ｄ２ 

Ｄ３ 

Ｄｊ１ 

Ｄ１ 

 

図2－2 スカート開口部の形状 

 

 

 

 

Ｙ 

ｔｓ 

Ｄｓ 

 

図2－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

 

 

ｓ
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b. 下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，図

2－4 に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとして求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

 

図 2－4 の(1)の場合 

ｓｓ
ｒ

・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
＋)3・＋・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝

２

δ 


 

)}＋＋・(・＋6・・＋3・・{2・ ｒｓｓｒｓｓ
２３   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ

Ｑ・
＋

Ｇ・Ａ

Ｑ・
＋


   ·····························  (2.1.8) 

図 2－4 の(2)の場合 

ｓｓ

ｒ

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
′＝

３

δ


 

}＋)・＋＋3・(・)＋・{3・( ３２２
ｓｓｒｓｒ   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ

Ｑ′・
＋

Ｇ・Ａ

)Ｑ′・(
＋


   ·····················   (2.1.9) 

（2.1.8）式と（2.1.9）式を等しく置くことにより， 








6・Ｅ・Ｉ
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Ｑ′＝Ｑ・

ｒ
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)＋(
／

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
＋

３
ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ 





   

ｓｓ
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
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ｅ
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   ······················  (2.1.10) 
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したがって，図 2－4 の(3)に示す重心位置での変位量δ0は図 2－4 の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合せから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 





ｓｓ

ｓｓｓ

o ・Ｉ3・Ｅ

＋・＋3・・3・
＋

3・Ｅ・Ｉ
＝1000／

Ｑ
＝Ｋ

３２２３

Ｈ

δ























6・Ｅ・Ｉ

・＋３・2・
・

 Ｑ

Ｑ′
－

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
・

 Ｑ

Ｑ′
－1＋

ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

２３ 



















ｓｓ

ｒｓｒｓｓｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

・・
2

3
＋・・＋3・・＋3・＋・3・

＋

２２３２ 

 

                         ·····································  (2.1.11) 

固有周期は（2.1.7）式により求める。 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 









ｓｓ

ｓ

・ＥＡ
＋

Ａ・Ｅ
／＝1000ＫＶ


   ···························  (2.1.12) 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ    ··································  (2.1.13) 

ｓｓｓｓ )－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛ ＝Ａ π    ······················  (2.1.14) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π    ········································  (2.1.15) 
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2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用い，動的地震力を用いる場

合は，ＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 胴の応力 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g
   ·······························  (2.2.1.1) 

ｔ

・Ｃρ′・
＝

2・

・Ｈ・Ｄ ｖｉ
φ２σ

g

  
 ·························  (2.2.1.2)

 

σｘ１＝0   ················································  (2.2.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ   ·····························  (2.2.1.4) 

σφ２＝0   ················································  (2.2.1.5) 

ｔ

ｔ)＋1(ＤＰ

4・

.2・・
＝

ｉｒ
ｘ１σ    ····························  (2.2.1.6) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力が，

下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

０

２

g
   ···························  (2.2.1.7) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
０

５
g

  
 ···························  (2.2.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ ３

g
   ···························· (2.2.1.9) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ ６

g
  

 ···························· (2.2.1.10) 
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(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受ける。

この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

Ｈ
ｘ

π

g
   ·····························  (2.2.1.11) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g
   ··································  (2.2.1.12) 

b. 下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄπ

 )＋・(
Ｑ

Ｑ′
－・・・ｍ4・Ｃ

＝
２

０Ｈ

４

ｉ

ｒ

ｘσ
|| g
  ················  (2.2.1.13) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄπ

)
Ｑ

Ｑ′
－・(1・・ｍ2・Ｃ

＝
ｉ

０Ｈ

τ
g

   ·························  (2.2.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ１＋σφ２   ·································  (2.2.1.15) 

 　4・τ ＋)－( ＋＋ ・ 
2

1
 ＝ 2  2 

０ ｘｔφｘｔφｔ σσσσ σ
 

  ··························  (2.2.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５   ·············  (2.2.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
５

2
４２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋ ＋＋＝       ············  (2.2.1.18) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

σφ＝－σφ１－σφ２   ·······························  (2.2.1.19) 

 2  2 
０ τσσσσ σ 4・ ＋)－( ＋＋ ・ 

2

1
 ＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

  ························  (2.2.1.20) 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ１＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６   ···········  (2.2.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 
2 

６
2

４３１ ｘｘｘｘｃｘ σσσσσ ＋ ＋＋－＝        ··········  (2.2.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞ

れに対して， 

）｝），組合せ圧縮応力（合せ引張応力（組Max＝ ｃｔ ０００ σσσ ｛  

  ·························  (2.2.1.23)
 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

2.2.2 スカートの応力 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛

・
＝

π
ｍ

σ
０

１
g

   ····················  (2.2.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛

・・
＝

π
ｍ

σ
Ｃ０

３
g    ····················  (2.2.2.2)

 

 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートには曲げモーメントが作用する。この曲げモーメン

トによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次式で求める。 

a. 下端固定の場合 









2

Ｙ
)－＋ｔＤ・( 

4
 ・)・ｔ＋ｔ(Ｄ

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ

π
σ ２

   ·········  (2.2.2.3) 

ｓｓｓ

Ｈ
ｓ

)－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛

・・ｍＣ2・
＝

π
τ

０ g
   ······················  (2.2.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ························  (2.2.2.5) 
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b. 下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は（2.2.2.3）式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ1又は 

Ｍｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

|)＋(・
Ｑ

Ｑ′
－|・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓ ０Ｈ１ g    ··················  (2.2.2.6) 

|)＋＋(・
Ｑ

Ｑ′
－＋|・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓｓｓ ０Ｈ２ g  

  ····························  (2.2.2.7) 

ｓｓｓ
ｓ

・ｔ－Ｙ｝)＋ｔＤ｛π・（

Ｑ

Ｑ′
－1・・・ｍ2・Ｃ

＝

０Ｈ

τ








g

   ···················  (2.2.2.8) 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2  2 
３２１ ｓｓｓｓｓ 3・τ ＋)＋＋( ＝ σσσσ    ·············  (2.2.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

2  22
３

2
２１ ｓｓｓｓｓ 3・τ ＋)＋＋ ＝ σσ(σσ    ···········  (2.2.2.10) 
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2.2.3 基礎ボルトの応力 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは，下端固定の場合，（2.2.2.5）式を，下端固定

上端支持の場合は（2.2.2.6）式又は（2.2.2.7）式を用いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重に

ついては，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。（図2－5参照） 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求め

る。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

   ·······································  (2.2.3.1) 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）   ································  (2.2.3.2) 
 

 

 ２ 

 

ｚ・Ｄｃ 

ｋ･Ｄｃ (1－ｋ)・Ｄｃ 

ｔ１ 

Ｆｔ 
α 

 １ 

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 

σｂ 

ｔ２ 

ｅ・Ｄｃ 
Ｆｔ 

 

 

図2－5 基礎の荷重説明図 
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c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπααπ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 ＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ｅ＝

2









 









ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

 ＋

2

  ··········  （2.2.3.3） 

















ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

 ＋cos ・ 
2

1
 ｚ＝

2

 

   ··························  （2.2.3.4） 

α
αααπ

1＋cos

}＋sin)・cos－2・{(
＝Ｃｔ    ···················  （2.2.3.5） 

α
ααα

1－cos

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ    ··························  （2.2.3.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｓ
ｔ

Ｄ・ｅ

・ｚ・Ｄ・・ｍ )－(1－ＣＭ
＝Ｆ

０ｖ g
   ··············  （2.2.3.7） 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g   ·····················  （2.2.3.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・ｍ・
ｅ

ｚ
－

Ｄ・ｅ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ(Ｃ＋Ｍ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｓ
ｔ

ｖ 
   ····  （2.2.3.9） 

g
g

・ｍ・) 
ｅ

ｚ
1－ (＋

Ｄｅ・

)・Ｄ)ｚ－ｅ(・・・ｍ(Ｃ＋Ｍ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

   
 

   ··························  （2.2.3.10） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（2.2.3.3）式及び（2.2.3.4）式においてαをπに近づけた場合の値 ｅ＝0.75及び

ｚ＝0.25を（2.2.3.7）式又は（2.2.3.9）式に代入し，得られるＦｔの値によって引

張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ    ··································  （2.2.3.11） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ    ·······················  （2.2.3.12） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１    ·····································  （2.2.3.13） 

１２ ｔ－)－ＤＤ・( 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ·······················  （2.2.3.14） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。こ

の場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

a. 下端固定の場合 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍ
＝

０ＨＣ
τ

g
   ····································  （2.2.3.15） 

b. 下端固定上端支持の場合 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

Ｑ

Ｑ′
１－・・・ｍＣ

＝

０Ｈ

τ








g

   ·························  （2.2.3.16） 
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3. 評価方法 

3.1 固有周期の評価 

2.1項で求めた固有周期から，水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 胴の応力評価 

2.2.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。 

 

応力の種類 許 容 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合は，この大きい方の値とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

3.2.2 スカートの応力評価 

(1) 2.2.2項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力 ƒｔ以下であること。 

ƒｔ＝ ・1.5
1.5

Ｆ
  ············································  (3.2.2.1) 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

1≦
・

＋
）＋(・

ｂ

ｓ

ｃ

ｓｓ ２３１ σησση
 f f

   ·························  (3.2.2.2) 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

ƒｃ＝Ｆ   ·············································  (3.2.2.3) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ Ｆ＝  １φｃ

g

g
 f  














Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

ｓ

ｓｓ g
   ···················  (3.2.2.4) 
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800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｃ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ１ f    ·····························  (3.2.2.5) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－exp－1 0.901・－1 ・ 

ｘ

Ｅ
 (ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１  ····  (3.2.2.6) 

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

ƒｂ＝Ｆ   ·············································  (3.2.2.7) 

 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1Ｆ・＝ ２φｂ

g

g
         f  














Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
      ·····················  (3.2.2.8) 

 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｂ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝ ２ f    ·····························  (3.2.2.9) 

ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－exp－1 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２   ··  (3.2.2.10) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝1   ··············································  (3.2.2.11) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
   ···········  (3.2.2.12) 

 

ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5   ············································  (3.2.2.13) 
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3.2.3 基礎ボルトの応力評価 

2.2.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下で

あること。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。 

ƒｔｓ＝1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ   ·····························  (3.2.3.1) 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ   ·············································  (3.2.3.2) 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

  

許容引張応力 ƒｔｏ 

 

許容せん断応力 ƒｓｂ 

 

計 算 式 

 

 

・1.5
2

Ｆ
 

 

・1.5
31.5・

Ｆ
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付録2 平底たて置円筒形容器の耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針 

 

 

 

 

 

付録２ 
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1. 一般事項 

本基本方針は，平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類ＢクラスおよびＢ＋クラス）

の耐震性についての計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１- 

1987 （日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和62年8月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向および鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定さ

れた固定端とする。ここで，基礎については剛となるように設計する。 

(4) 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

 

 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

 

   図1－1 概 要 図 

 

 

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト 
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1.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図2－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

  座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－６） kg/mm
3
 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 胴の水平方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１－2005（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・

建設規格」という。）をいう。 
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2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2項より図2－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g 

 

 

図2－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3 
Ｈ



 

 ······································ （2.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

 Ｉ＝ 3 
ｉ

π

 
···································· （2.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π

 
 ································ （2.1.3）

 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ·············································· （2.1.4） 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ



 

 ·················································· （2.1.5）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ  
 ····································· （2.1.6）

 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ············································· （2.1.7） 
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2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用い，動的地震力を用いる

場合は，ＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 胴の応力 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g

 
 ··································· （2.2.1.1）

 

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ

g

 
 ····························· （2.2.1.2）

 

＝0１ｘσ   ··················································· （2.2.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地

震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g

 

 ··································· （2.2.1.4）
 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g

 

 ··································· （2.2.1.5）
 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメントを

受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のよう

に求める。 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g

 
 ································ （2.2.1.6）

 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g

 
 ····································· （2.2.1.7）

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝   ································· （2.2.1.8） 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

 ··································· （2.2.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝  ············· （2.2.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝    ········ （2.2.1.11） 
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(b) 組合せ圧縮応力 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

２１ φφφ σσσ －＝－   ····························· （2.2.1.12） 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

 ························· （2.2.1.13） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－   ········· （2.2.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  ········· （2.2.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法そ

れぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝ 

 ························· （2.2.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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2.2.2 基礎ボルトの応力 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。(図 2－2参照) 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

図2－2 基礎の荷重説明図 

 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
1＋

1
ｋ＝

 

 ····························································· （2.2.2.1）

 

 

１ ２

 

ｔ２ 
ｔ１ 

α 

Ｆc Ｆt 

ｅ･Ｄｃ 

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ 

(1－ｋ)･Ｄc 

ｓ･σｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos－１α   ··································· （2.2.2.2） 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 α＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ＝

2









 









 
・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋
ααα

ααααα 2

 

 ·········· （2.2.2.3）

 

















ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
 ＝

2

 
 ·························· （2.2.2.4） 

α
 αααπ

1＋cos

＋sin・cos )－(  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
 ···················· （2.2.2.5） 

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ   ··························· （2.2.2.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

Ｄ・ｅ

・ｚ・Ｄ・・ｍ)(1－Ｃ－Ｍ
＝Ｆ

０ g 

 

 ·························· （2.2.2.7） 

g・)・ｍ＋(1－ＣＦ＝Ｆ ０ｖｔｃ   ·························· （2.2.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・
ｅ

－
ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ   ···· （2.2.2.9） 

g
g

・・) 
ｅ

1－ (＋
ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

                 ························ （2.2.2.10） 

ここで， 

ｇＨｓ ・・ｍ ・＝ＣＭ ０ g   ·························· （2.2.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（2.2.2.3）式及び（2.2.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75及

びｚ＝0.25を（2.2.2.7）式又は（2.2.2.9）式に代入し，得られるＦｔの値によ

って引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ
 
 ·································· （2.2.2.12） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ
 
 ······················· （2.2.2.13） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１   ···································· （2.2.2.14） 

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ

 
 ······················ （2.2.2.15） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・
＝

０・ｍ
τ

Ｃ g

 
 ··································· （2.2.2.16） 
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3. 評価方法 

3.1 固有周期の評価 

2.1 項で求めた固有周期から，水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 胴の応力評価 

(1) 2.2.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。 

 

応力の種類 許 容 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合は，この大きい方の値とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

１≦
・

＋
）＋・（

ｂ

ｘ

ｃ

ｘｘ ４３２ σησση
 f f

  ·························· （3.2.1.1） 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆc f   ················································ （3.2.1.2） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 



































Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ

ｉ
ｃ  １φ

gg

g
 f

               ······························ （3.2.1.3） 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｃ １ f   ·································· （3.2.1.4） 

ただし， （ｘ）φ１ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ１  

 ·························· （3.2.1.5） 
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また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂ f   ················································ （3.2.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 



































Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・

ｉ
ｂ ２φ

gg

g
            f

 

 ·························· （3.2.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｂ ２ f   ·································· （3.2.1.8） 

ただし， （ｘ）φ２ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

 ·························· （3.2.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η   ················································· （3.2.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g

g
  ··············· （3.2.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η   ·············································· （3.2.1.12） 
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3.2.2 基礎ボルトの応力評価 

2.2.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓ以

下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂ以下であ

ること。 

ƒｔｓ＝1.4・ƒｔｏ－1.6・τb  ································· （3.2.2.1） 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ  ················································ （3.2.2.2） 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

  

許容引張応力 ƒｔｏ 

 

許容せん断応力 ƒｓｂ 

 

計 算 式 

 

 

・1.5
2

Ｆ
 

 

・1.5
31.5・

Ｆ
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付録 3 横軸ポンプ及びスキッドの耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針 

 

付録３ 



Ⅱ-2-16-2-添3-付録3-2 

1. 一般事項 

本基本方針は，横軸ポンプ（耐震設計上の重要度分類ＢクラスおよびＢ＋クラス）の耐震

性についての計算方法を示す。なお，本基本方針はスキッドにも適用する。（その場合は，

ポンプをスキッドと読み替える｡） 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62年 8月）（以下「指針」という。）に準拠

する。 

1.2 計算条件 

(1) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力はポンプに対して水平方向および鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎については剛とな

るように設計する。 

(4) 転倒方向は図 1－1概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方を記載する。 

 

 

       軸直角方向 

 

 

 

 

 

    軸方向 

 

 

 

図 1－1 概 要 図 

基  礎 

原動機 

ポンプ 

ポンプベース 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプベース 

原動機 
ポンプ 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

軸中心 

基  礎 
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1.3 記号の説明 

記 号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂi ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃｍ 原動機振動による震度 － 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 － 

ｄi ボルトの呼び径 mm 

Ｆi 設計・建設規格 SSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｂi ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂi せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏi 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓi 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｍ 原動機予想最大両振幅 μm 

Ｈｐ ポンプ予想最大両振幅 μm 

ｈi 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

１i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

Ｍｍ 原動機回転により作用するモーメント N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍi 運転時質量 kg 

Ｎｍ 原動機回転速度（同期回転速度） min-1 

Ｎｐ ポンプ回転速度 min-1 

ｎi ボルトの本数 － 

ｎｆi 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂi ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕi 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙi 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

π 円周率 － 

σｂi ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂi ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注 1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１－2005（2007 年追補版含む。））（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設

計・建設規格」という。）をいう。 

注 2：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂ

ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 
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ｉ＝1：ポンプ基礎ボルト（ポンプと原動機のベースが共通である場合を含

む。） 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機基礎ボルト 

ｉ＝4：原動機取付ボルト 

なお，ポンプと原動機間に増速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝5：増速機基礎ボルト 

ｉ＝6：増速機取付ボルト 

注 3：ｈi及びｍiの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：ポンプ据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機据付面 

ｉ＝4：原動機取付面 

なお，ポンプと原動機間に増速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝5：増速機据付面 

ｉ＝6：増速機取付面 

注記＊：１ｉ≦２ｉ 
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2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

横軸ポンプは構造的に 1個の大きなブロック状をしており，重心の位置がブロック状のほぼ

中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期の

計算は省略する。 

2.2 応力の計算方法 

2.2.1 ボルトの応力 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作用す

るモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計算モデル（軸直角方向転倒） 

  

２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－ＣV－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 
ｈ

４
 

ｈ
２
 

ｈ
１
 

２２ １２ 

２１ １１ 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i １i 
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図 2－2 計算モデル（軸方向転倒） 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－1及び図 2－2で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト（i＝1）及び計算モデ

ル図 2－2の場合のボルト（i＝1～6）については，ポンプ回転によるモーメントは作用し

ない。 

引張力 

Ｆ
ｂｉ

＝
(Ｃ

Ｈ
+Ｃ

ｐ
) ∙ｍ

ｉ
∙ｇ ∙ｈ

ｉ
＋Ｍ

ｐ
－ (１－Ｃ

ｖ
－Ｃ

ｐ
) ∙ｍ

ｉ
∙ｇ ∙ｌ

１ｉ

ｎ
ｆｉ

∙ (ｌ
１ｉ

＋ｌ
２ｉ

)
 

  ·····························  (2.2.1) 

１iが負となる場合，(2.2.1)式中の（1－Ｃｖ－Ｃｐ）を（1－Ｃｖ＋Ｃｐ）に 

置き換える。 

増速機のボルト（i＝5 及び 6）の場合，（2.2.1）式中のＭｐは（Ｍｐ＋Ｍｍ）， 

Ｃｐは（Ｃｐ＋Ｃｍ）と置き換える。 

ここで，ポンプ回転により作用するモ－メントＭｐは次式で求める。 

（Ｍｍについても同様で，次式で求める。この場合，ＮｐはＮｍと置き換える。） 

Ｐ・・10
Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

ｐ
ｐ

π・
 







  ·····························  (2.2.2) 

（ N･mm/s1kW＝10 6 ） 

また，Ｃｐは振動による振幅及び回転速度を考慮して定める値で，次式で求める。 

（Ｃｍについても同様で，次式で求める。この場合，ＨｐはＨｍ，ＮｐはＮｍと置き

換える。） 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐｐ

ｐ
g










  ····························  (2.2.3) 

  

転倒支点 

ｈ
１
 

(1－ＣV－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

１i ２i 
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引張応力 

ｂi

ｂi
ｂi

Ａ

Ｆ
＝σ   ··············································  (2.2.4) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは 

2 
iｂi ｄ・ 

4
＝Ａ
π  

 ···········································  (2.2.5)
 

ただし，Ｆbｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行わない。 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・)・ｍ＋Ｃ＝(ＣＱ iｐｂi Ｈ   ································  (2.2.6) 

増速機のボルト(i＝5 及び 6)の場合，（2.2.6）式中のＣｐは(Ｃｐ＋Ｃｍ)と置

き換える。 

せん断応力 

ｂii

ｂi
ｂi

Ａ・ｎ

Ｑ
＝τ   ··········································  (2.2.7) 

3. 評価方法 

3.1 応力の評価 

3.1.1 ボルトの応力評価 

2.2.1 項で求めたボルトの引張応力σｂiは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下であ

ること。 

せん断応力τｂi はせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂi 以下であるこ

と。 

ƒｔｓｉ＝1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂi  ································  (3.1.1) 

かつ， 

ƒｔｓｉ≦ƒｔｏi  ·················································  (3.1.2) 

ただし，ƒｔｏi及び ƒｓｂiは下表による。 

 

 許容引張応力 ƒｔｏi 許容せん断応力 ƒｓｂi 

計 算 式 ・1.5 
2

Ｆi
 ・1.5 

3 1.5・

Ｆi
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増設多核種除去設備の強度に関する計算書 

 

1. 強度評価の方針 

増設多核種除去設備を構成する主要な機器及び主配管（鋼管）は，強度評価においては，「JSME 

S NC-1 電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス３

機器またはクラス３配管に準じた評価を行う。 

 

 

2. 強度評価 

2.1 処理水受入タンク，共沈タンク，供給タンク 

2.1.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－１－１、図－１－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１－１ 処理水受入タンク 概要図    図－１－２ 共沈タンク，供給タンク 概要図 

 

図中の番号は，2.1.2 及び 2.1.3 の番号に対応する。 
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2.1.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは、次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi：胴の内径 (m) 

Ｈ：水頭 (m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa) 

η：継手効率 (-) 

 

 

(2) 下部鏡板の厚さの評価 

さら形鏡板の場合で、中低面に圧力を受ける物については、下記式により計算した値以上の

厚さとする。 

a. 鏡板の計算上必要な厚さ：t 

ｔ：必要厚さ (mm) 

P：最高使用圧力 (MPa) 

R：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

W：さら型鏡板の形状による係数 

η：継手効率(-) 

Ｓ：許容引張応力 (MPa)  

 

 

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η

t＝
P・R・W

２S・η－0.2P
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(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 

 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.1.3 評価結果 

評価結果を表－１～２に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 

  

表－１－１ 処理水受入タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

処理水受入タンク 

１，２ 

（１）胴板の厚さ 3.00 7.27 

（２）下部鏡板の厚さ 0.98 6.00 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 4.35 

 

表－２－１ 共沈タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

共沈タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.00 3.72 

（２）下部鏡板の厚さ 3.00 3.69 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.75 

（３）管台の厚さ（タイライン） 3.50 4.72 

（３）管台の厚さ（液入口） 2.40 2.40 

（３）管台の厚さ（苛性ソーダ入口） 2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（炭酸ソーダ入口） 2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（pH 計スキッド行き） 2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（pH 計スキッド戻り） 1.70 1.90 

 

表－２－２ 共沈タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

共沈タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）胴 

（タイライン） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

40.95 663.63 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

583.33 167.20 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-47353 － ※１ 

※１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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表－３－１ 供給タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

供給タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.00 3.72 

（２）下部鏡板の厚さ 3.00 3.69 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.75 

（３）管台の厚さ（タイライン） 3.50 4.72 

（３）管台の厚さ 

（クロフフローフィルタ戻り） 
2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（デカント水戻り） 2.20 2.20 

 

表－３－２ 供給タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

供給タンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）胴 

（タイライン） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

48.54 656.11 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

583.33 167.20 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-45765 － ※２ 

※２ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.2 吸着塔 

2.2.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸着塔Ⅰ型 ：多核種吸着塔１～５ 

吸着塔Ⅱ型 ：多核種吸着塔６～１４ 

吸着塔Ⅲ型 ：多核種吸着塔１５～１８ 

 

 

 

 

 

図－２ 吸着塔 概要図 

図中の番号は，2.2.2，2.2.3 の番号に対応する。 
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2.2.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 

胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものにあっては 3mm，その他の材料で作られた

ものにあっては 1.5mm とする。 

 

b. 内面に圧力を受ける胴の必要厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

Ｄi ：胴の内径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

(2) 鏡板の厚さの評価 

さら形鏡板に必要な厚さは，以下で計算した値のうちいずれか大きい方の値とする。 

a. フランジ部：ｔ1 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

Ｄi ：胴の内径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-)  

 

b. 鏡板：ｔ2 

ｔ2 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

R  ：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

W ：さら型鏡板の形状による係数 (-) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

ここで，Ｗは以下の式により計算した値とする。 

 

R ：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

r  ：さら形鏡板のすみの丸みの内半径 (mm) 

 

2・S・η－1.2・P
t2＝

Ｐ・Di

2・S・η－1.2・P
t1＝

Ｐ・Di

t2＝
P・R・W

２・S・η－0.2P

1 R
4 r

・　3+W＝
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(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

 

a. 内面に圧力を受ける管台：ｔ1 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

ＤO：管台の外径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ2 

炭素鋼鋼管を使用する管台にあっては，管台の外径に応じて設計・建設規格 表

PVC-3610-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 鏡板の補強を要しない穴の最大径の評価 

鏡板の補強を要しない穴の最大径は，以下で計算した値のうちいずれかとする。 

a. 穴の径が 61mm 以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴。 

ｄｒ１：補強を要しない穴の最大径(mm) 

D   ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 

ｔc   ：鏡板の最少厚さ(mm) 

 

b. ａに揚げるものを除き，穴の径が 200ｍｍ以下で，かつ，設計・建設規格 図 PVD-3122-1

及び図 PVD-3122-2 により求めた値以下の穴。 

ｄｒ２：補強を要しない穴の最大径(mm) 

D   ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 

ｔc   ：鏡板の最少厚さ(mm) 

K   ：係数(-) 

 

ここで，Ｋは，さら形鏡板の場合，次の式により計算した値で，Ｋ＞０．９９のときは，

Ｋ＝０．９９とする。 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

D ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率の値 (-) 

ｔc ：鏡板の最少厚さ(mm) 

 

t1＝
P・DO

2・S・η + 0.8・P

Ｋ＝
Ｐ・Ｄ

1.82Ｓ・η・ｔc

Ｄ－2・ｔｃ

4
ｄｒ１＝

ｄr2＝
3　Ｄtc(1-K)8.05
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(5) 鏡板の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500ｍｍを超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500ｍｍを超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 

 

2.2.3 評価結果 

評価結果を表－４～６に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 

 

表－４－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 

１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 9.57 14.80 

（２）上部・下部鏡板の厚さ 10.18 15.50 

（３）管台の厚さ（清掃口） 1.04 5.80 

（３）管台の厚さ（液出口） 0.38 2.40 

（３）管台の厚さ（液入口） 0.38 3.00 

（３）管台の厚さ（吸着材入口） 0.31 2.90 

（３）管台の厚さ（吸着材出口） 0.31 2.30 

（３）管台の厚さ（ベント） 0.31 2.90 
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表－４－２ 吸着塔の評価結果（鏡板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 
補強を要しない穴

の最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

吸着塔１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）上部鏡板（清掃口） 165.50 165.20 ※３ 

（４）下部鏡板（液出口） 165.50 60.50 

（４）上部鏡板（液入口） 165.50 60.50 

（４）上部鏡板（吸着材入口） 165.50 48.60 

（４）下部鏡板（吸着材出口） 165.50 48.60 

（４）上部鏡板（ベント） 165.50 48.60 

※３ 管台の外径は 165.2mm であるものの，鏡板に加工する穴の径は最大 168.5mm で 

あり，補強を要しない穴の最大径を上回ることから鏡板の穴の補強計算を行う。 

 

表－４－３ 吸着塔の評価結果（鏡板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

吸着塔１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）上部鏡板 

（清掃口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

1.015×103 1.723×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500.00 153.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-2.992×104 － ※４ 

※４ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

表－５－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 

６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 8.44 13.60 

（２）さら形ふた板 6.50 11.70 

（３）下部鏡板の厚さ 9.02 11.80 

（４）管台の厚さ（清掃口） 3.80 5.80 

（４）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（液入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（ベント） 2.20 2.90 
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表－５－２ 吸着塔の評価結果（鏡板・さら形ふた板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しない

穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

多核種吸着塔 

６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）さら形ふた板（清掃口） 142.05 165.20 ※５ 

（５）下部鏡板（液出口） 142.98 60.50 

（５）さら形ふた板（液入口） 142.05 60.50 

（５）さら形ふた板（吸着材入口） 142.05 60.50 

（５）下部鏡板（吸着材出口） 142.98 60.50 

（５）さら形ふた板（ベント） 142.05 48.60 

※５ さら形ふた板の穴の補強計算を行う 

 

表－５－３ 吸着塔の評価結果（さら形ふた板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

多核種吸着塔 

６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（６）さら形ふた板 

（清掃口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

610.5 1.438×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

437.00 153.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所の強さ

（N） 

-6.530×104 － ※６ 

※６ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

表－６－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 

１５～１８ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 10.85 13.60 

（２）さら形ふた板 8.36 14.40 

（３）下部鏡板の厚さ 11.60 14.60 

（４）管台の厚さ（清掃口） 3.80 5.80 

（４）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（液入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材入口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（吸着材出口） 2.40 3.00 

（４）管台の厚さ（ベント） 2.20 2.90 
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表－６－２ 吸着塔の評価結果（鏡板・さら形ふた板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しない

穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

多核種吸着塔 

１５～１８ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）さら形ふた板（清掃口） 162.41 165.20 ※７ 

（５）下部鏡板（液出口） 164.21 60.50 

（５）さら形ふた板（液入口） 162.41 60.50 

（５）さら形ふた板（吸着材入口） 162.41 60.50 

（５）下部鏡板（吸着材出口） 164.21 60.50 

（５）さら形ふた板（ベント） 162.41 48.60 

※７ さら形ふた板の穴の補強計算を行う 

 

表－６－３ 吸着塔の評価結果（さら形ふた板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

多核種吸着塔 

１５～１８ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（６）さら形ふた板 

（清掃口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

784.9 1.687×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500.00 153.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-7.203×104 － ※８ 

※８ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.3 吸着塔入口バッファタンク，移送タンク，サンプルタンク 

2.3.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.3.2，2.3.3 の番号に対応する。 

図－３ 吸着塔入口バッファタンク，移送タンク 概要図 

 

 

2.3.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする。 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi ：胴の内径 (m) 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ ：許容引張応力(MPa) 

η ：継手効率 (-) 

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 

胴の内径が 5m を超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

 

(2) 底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 

 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.3.3 評価結果 

評価結果を表－７～９に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 

 

表－７－１ 吸着塔入口バッファタンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最少厚さ

（mm） 

吸着塔入口バッファ

タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴の厚さ 1.50 3.48 

（２）底板の厚さ 3.00 17.80 

（３）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.91 

 

表－７－２ 吸着塔入口バッファタンクの評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

吸着塔入口バッファ

タンクＡ，Ｂ，Ｃ 
（４）胴（液出口） 85.00 85.00 以下 

 

 

表－８－１ 移送タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最少厚さ

（mm） 

移送タンク１．２ 

（１）胴の厚さ 3.00 7.47 

（２）底板の厚さ 3.00 20.35 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.91 

 

表－８－２ 移送タンクの評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

移送タンク１．２ （４）胴（液出口） 85.00 85.00 以下 
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表－９－１ サンプルタンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最少厚さ

（mm） 

サンプルタンク 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴の厚さ 11.7 12.0 

（２）底板の厚さ 3.0 12.0 

（３）管台の厚さ（100A） 3.5 6.0 

（３）管台の厚さ（200A） 3.5 8.2 

（３）管台の厚さ（650A） 3.5 12.0 

 

 

表－９－２ サンプルタンクの穴の補強評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 
補強に必要

な面積[mm2] 

補強に有効

な総面積

[mm2] 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

100A 管台 724 1616 

200A 管台 1411 3195 

650A 管台 4466 10840 

 

表－９－３ サンプルタンクの強め材の取付け強さ 

機器名称 
管台 

口径 

溶接部の負

うべき荷重 
予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 

Ｗ1 

[N] 

Ｗ2 

[N] 

Ｗ3 

[N] 

Ｗ4 

[N] 

Ｗ5 

[N] 

Ｗ6 

[N] 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

100A 37367.82 154937 278514 119886 199587 234638 243463 

200A 63939.66 342042 570661 300675 402159 443526 529294 

650A 167003.76 1412331 2016618 1600574 1641873 1453630 2204861 

 

 

 

 

 

2.4 主配管 

2.4.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－４に示す。 
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図－４ 配管概略図（１／１４） 
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図－４ 配管概略図（２／１４） 
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図－４ 配管概略図（３／１４） 
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 図－４ 配管概略図（４／１４） 
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図－４ 配管概略図（５／１４） 
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図－４ 配管概略図（６／１４） 
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図－４ 配管概略図（７／１４） 
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図－４ 配管概略図（８／１４） 
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図－４ 配管概略図（９／１４） 
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図－４ 配管概略図（１０／１４） 
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図－４ 配管概略図（１１／１４） 
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図－４ 配管概略図（１２／１４） 
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図－４ 配管概略図（１３／１４） 
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図－４ 配管概略図（１４／１４） 
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2.4.2 評価方法 

(1) 管の厚さの評価 

管の必要な厚さは，次に揚げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 

P  ：最高使用圧力 (MPa) 

ＤO：管台の外径 (m) 

Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

b. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小必要厚さ：ｔ2 

設計・建設規格 PPD-3411（3）の表 PPD-3411-1 より求めた値 

 

 0.8・P・Ｓ・η

P・D
t O

1



２
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2.4.3 評価結果 

評価結果を表－９に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有していると

評価している。 

表－９ 配管の評価結果（管厚） 

 

 

 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

1 114.30 STPG370 0.98 40 3.40 5.25 

2 114.30 STPG370 0.98 60 3.40 5.25 

3 114.30 STPG370 静水頭 60 － 5.25 

4 60.50 STPG370 0.98 60 2.40 3.40 

5 60.50 STPG370 1.37 60 2.40 3.40 

6 42.70 STPG370 0.98 60 1.90 3.10 

7 165.20 SUS316L 静水頭 60 － 6.21 

8 60.50 SUS316L 静水頭 60 － 3.40 

9 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 3.40 

10 42.70 SUS316L 0.98 60 0.20 3.10 

11 76.30 SUS316L 0.98 60 0.35 4.55 

12 165.20 SUS316L 0.98 60 0.74 6.21 

13 139.80 SUS316L 0.98 60 0.63 5.77 

14 216.30 SUS316L 0.98 60 0.97 7.17 

15 267.40 SUS316L 0.98 60 1.20 8.13 

16 318.50 SUS316L 0.98 60 1.43 9.01 

17 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 4.81 

18 60.50 SUS316L 1.37 60 0.38 3.40 

19 42.70 SUS316L 1.37 60 0.27 3.10 

20 89.10 STPG370 1.37 60 3.00 4.81 

21 42.70 STPG370 1.37 60 1.90 3.10 

22 60.50 STPG370 1.37 60 2.40 4.81 

23 89.10 STPG370 静水頭 60 － 4.81 

24 89.10 STPG370 0.98 60 3.00 4.81 

25 76.30 STPG370 0.98 60 2.70 4.55 
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注１）継手類は JIS 等の規格品を適用することで、管に対し十分な厚さを有し、管の強度評価に包絡される。 

注２）管及び機器の取合箇所において、変位の吸収や着脱の必要性から強度計算の規格外となるホース類を適用する箇

所がある。これらについては配管の流体・圧力・温度条件に合致した十分実績のあるものを採用することで、必

要な強度を確保するものとする。 

 

 

 

 

 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

26 48.60 STPG370 0.98 60 2.20 3.20 

27 114.30 SUS316L 0.98 60 0.52 5.25 

28 114.30 SUS316L 0.98 40 0.51 5.25 

29 89.10 SUS316L 0.98 40 0.40 4.81 

30 60.50 SUS316L 0.98 40 0.27 3.40 

31 323.90 SUS316L 0.98 60 1.45 2.70 

32 27.20 SUS316L 0.98 60 0.21 2.61 

33 48.60 SUS316L 静水頭 60 － 3.20 

34 48.60 SUS316L 0.50 60 0.12 3.20 

35 48.60 SUS316L 0.50 60 0.12 4.46 

36 139.80 SUS316L 静水頭 60 － 5.77 

37 76.30 SUS316L 静水頭 60 － 4.55 

38 76.30 SUS316L 0.50 60 0.18 4.55 

39 34.00 SUS316L 0.50 60 0.08 2.90 

40 27.20 STPG370 0.98 60 1.70 2.40 

41 21.70 SUS316L 0.98 60 0.17 2.52 

42 21.70 SUS316L 0.50 60 0.05 2.52 

43 60.50 SUS316L 0.50 60 0.14 3.40 

44 89.10 SUS316L 0.50 60 0.21 4.81 

45 34.00 SUS316L 0.98 60 0.15 2.90 

46 48.60 SUS316L 0.98 60 0.21 3.20 
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2.5 炭酸ソーダ貯槽 

2.5.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.5.2，2.5.3 の番号に対応する。 

図－５ 炭酸ソーダ貯槽 概要図 

 

2.5.2 評価方法 

(1)胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする。 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi ：胴の内径 (m) 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ ：許容引張応力(MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 

胴の内径が 5m を超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

(1)

(2)

(3)

(3)

(4),(5)

(4),(5)

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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(2) 底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよ

うにすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える

場合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径

の３分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計

算は必要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上であ

ること。 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.5.3 評価結果 

評価結果を表－１０に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価

している。 

 

表－１０－１ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 
最少厚さ（mm） 

炭酸ソーダ貯槽１ 

（１）胴の厚さ 1.50 6.87 

（２）底板の厚さ 3.00 19.60 

（３）管台の厚さ（１２５Ａ） 3.50 4.87 

（３）管台の厚さ（１００Ａ） 3.50 4.35 

炭酸ソーダ貯槽２ 

（１）胴の厚さ 1.50 6.87 

（２）底板の厚さ 3.00 19.60 

（３）管台の厚さ（６５Ａ） 2.70 3.65 

（３）管台の厚さ（１００Ａ） 3.50 4.35 

 

表－１０－２ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

炭酸ソーダ貯槽１ 
（４）胴板（１２５Ａ） 85.00 85 を超える※９ 

（４）胴板（１００Ａ） 85.00 85 を超える※９ 

炭酸ソーダ貯槽２ 
（４）胴板（６５Ａ） 85.00 85.00 以下 

（４）胴板（１００Ａ） 85.00 85 を超える※９ 

※９ 胴板の穴の補強計算を行う 
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表－１０－３ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

炭酸ソーダ貯槽１ （５）胴（１２５Ａ） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

87.58 1.130×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

1000 130.06 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-7.759×104 －※１０ 

炭酸ソーダ貯槽

１,２ 
（５）胴（１００Ａ） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

71.11 7.845×102 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

1000 105.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-6.294×104 －※１０ 

※１０ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.6 炭酸ソーダ溶解槽 

2.6.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.6.2，2.6.3 の番号に対応する。 

図－６ 炭酸ソーダ溶解槽 概要図 

 

2.6.2 評価方法 

 （１）側板，底板の評価 

炭酸ソーダ溶解槽の側板の必要厚さは，等分布荷重，4 辺固定での最大曲げ応力

σmaxが材料の許容引張応力となる場合（S = σmax）の厚さを必要な厚さとして算出

する。 

 

ｔ ＝ a（β2・p / S）1/2 

p ＝ρ g Ｈ 

 

t ：最小必要厚さ（mm） 

a ：平板の短辺長さ（mm） 

β2：長方形板の最大応力の係数 

(機械工学便覧（第 5 章 平板の曲げ表 28）より) 

p ：等分布荷重（MPa） 

S ：許容引張応力（MPa） 

g ：重力加速度（9.80665m/s2） 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重 

ただし，１未満の場合は１とする。 

 

 

(1)

(2)

(3)(3)

(4) (4)
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(2)底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 

 

(3)管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4)側板の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなる

ようにすること。 

b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の側板に設ける穴の径が側板の内径の２分の１（500mm を

超える場合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える側板に設ける穴の径

が側板の内径の３分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大

きい穴の補強計算は必要ない。 

c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上で

あること。 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.6.3 評価結果 

評価結果を表－１１に示す。必要厚さ等を満足しており、十分な構造強度を有すると

評価している。 

表－１１－１ 炭酸ソーダ溶解槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最少厚さ（mm） 

炭酸ソーダ溶解槽 

１，２，３ 

（１）側板の厚さ 2.11 5.5 

（２）底板の厚さ 3.0 5.5 

（３）管台の厚さ（液出口） 2.7 3.6 

（３）管台の厚さ（ヒータ取付座） 3.5 3.6 

 

表－１１－２ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（側板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

炭酸ソーダ溶解槽 

１，２，３ 

（４）側板（液出口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

149.5 293.6 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 68.95 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-3.274×103 －※１１ 

（４）側板（ヒータ取付

座） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

176.5 286.0 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 81.76 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-4.828×103 －※１１ 

※１１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.7 反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンク 

2.7.1 評価箇所 

 強度評価箇所を図－７－１～図－７－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７－１ 反応／凝集槽 概要図     図－７－２ 沈殿槽 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－７－３ 上澄み水タンク 概要図 

 

図中の番号は，2.7.2 及び 2.7.3 の番号に対応する。 
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2.7.2 評価方法 

(1)胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a.規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする。 

 

b.胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi：胴の内径 (m) 

Ｈ：水頭 (m) 

ρ：液体の比重 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa) 

η：継手効率 (-) 

 

 

(2)鏡板の厚さの評価 

さら形鏡板の場合で，中低面に圧力を受ける物については，下記式により計算した値以

上の厚さとする。 

a.鏡板の計算上必要な厚さ：t 

ｔ：必要厚さ (mm) 

P：最高使用圧力 (MPa) 

R：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 

W：さら型鏡板の形状による係数 

η：継手効率(-) 

Ｓ：許容引張応力 (MPa)  

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η

t＝
P・R・W

２S・η－0.2P
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(3)管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a.管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 

Ｄi：管台の内径(m) 

Ｈ：水頭(m) 

ρ：液体の比重 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ：許容引張応力(MPa)  

η：継手効率(-) 

 

b.規格上必要な厚さ：ｔ2 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 

(4)平板の厚さの評価 

平板に必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a.平板の計算上必要な厚さ：t 

 

      t：必要厚さ (mm) 

d：平板の径 (mm) 

K：取付方法による係数 (-) 

P：最高使用圧力(MPa) 

S：許容引張応力 (MPa) 

 

(5)胴の穴の補強計算 

 a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるように

すること。 

 b 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

   内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場合は，

500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３分の１（1000mm

を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必要ない。 

c.溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.7.3 評価結果 

評価結果を表－１２～１４に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有す

ると評価している。 

表－１２－１ 反応／凝集槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

反応／凝集槽 

Ａ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.0 3.7 

（２）鏡板の厚さ 1.2 2.9 

（３）管台の厚さ（スラリー出口） 3.5 4.7 

（３）管台の厚さ（原水入口） 2.4 2.4 

（３）管台の厚さ（液入口） 1.7 1.9 

（３）管台の厚さ（返送スラリー入口） 1.7 1.9 

（３）管台の厚さ（炭酸ソーダ入口） 1.7 1.9 

（３）管台の厚さ（ドレン） 2.7 3.5 

 

表－１２－２ 反応／凝集槽の評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

反応／凝集槽 

Ａ，Ｃ 

（５）胴 

（スラリー出口） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

80 560 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

766 151 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-40000 －※１ 

※１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

表－１３－１ 沈殿槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

沈殿槽 

Ａ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 1.5 3.9 

（２）鏡板の厚さ 1.2 3.2 

（３）管台の厚さ（スラリー入口） 3.5 5.4 

（３）管台の厚さ（上澄み水出口） 3.5 5.4 

（３）管台の厚さ（濃縮スラリー出口） 2.4 2.6 

（３）管台の厚さ（サンプ部） 3.5 3.9 

（４）平板の厚さ 9.1 22.2 
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   ※１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

 

表－１３－２ 沈殿槽の評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

沈殿槽 

Ａ，Ｃ 

（５）鏡板 

（サンプ部） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

390 2000 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

766 750 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-180000 －※１ 

※１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 

表－１４－１ 上澄み水タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

上澄み水タンク 

Ａ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 1.5 3.9 

（２）鏡板の厚さ 0.4 3.2 

（３）管台の厚さ（上澄み水入口） 3.5 5.4 

（３）管台の厚さ（上澄み水出口） 2.4 2.6 

 

表－１４－２ 上澄み水タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

上澄み水タン

ク 

Ａ，Ｃ 

（５）胴（上澄み水

入口） 

補強に必要な面積 

（mm2） 

補強に有効な総面積 

（mm2） 

30 680 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 151 

溶接部の負うべき荷重 

（N） 

予想される破断箇所の 

強さ（N） 

-63000 －※１ 
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流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止に関する計算書 

 

1. 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止能力の評価 

増設多核種除去設備建屋の外周には堰が設置されており，仮に全容器の保有廃液が流出

した場合においても施設内にとどまり，施設外への漏えいは防止される。この漏えい防止

能力の評価を表－１に示す。 
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表－１ 施設外への漏えい防止能力の評価（増設多核種除去設備） 

容器名称 

設 置 場 所 
容器容量 

（ｍ3）※１ 

容器設置区画 

内床面積※２ 

（ｍ2） 

見込み高さ 

※３ 

（ｃｍ） 

漏えい廃液全 

量を貯留する 

ために必要な 

堰の高さ 

（ｃｍ） 

拡大防止 

堰の高さ 

（ｃｍ） 

評 価 

建屋名 
設計 G.L.

（ｍ） 
① ② ③ 

④＝①/② 

×100+③ 
⑤ 

容器設置区画の拡大

防止堰の高さは、各

容器からの漏えい廃

液全量を貯留するた

めに必要な堰の高さ

を満足しており、施

設外への漏えいを防

止できる。 

処理水受入 

タンク等 

増設多核 

種除去設 

備建屋 

T.P.36.2 684.5 4371.5  17.0 32.7 33 以上 

注記  ※１ ： 保守的に建屋内に設置する全容器の総容量としている 

    ※２ ： 容器設置区画内の内のり面積 

    ※３ ： 基礎体積による高さ増加分（基礎体積÷当該容器設置区画内床面積）を考慮した値 
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2. 増設多核種除去設備建屋の堰に関する説明 

増設多核種除去設備建屋の外周に設置される堰の配置を図－１に示す。 

堰の名称，主要寸法及び材料について，表－２に示す。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ 堰の名称、主要寸法、材料 

名 称 増設多核種除去設備建屋 堰 

主要寸法 
堰の高さ 330mm 以上 

床・堰の塗装 床面及び床面から堰の高さまで 

材 料 
堰 鉄筋コンクリート 

床・堰の塗装 エポキシ樹脂系 

 

名 称 増設多核種除去設備建屋 堰（クレーンレール基礎） 

主要寸法 
堰の高さ 330mm 以上 

床・堰の塗装 床面及び床面から堰の高さまで 

材 料 
堰 鉄筋コンクリート 

床・堰の塗装 エポキシ樹脂系 

 

 

※現場における設計施工高さ 

※ 

※ 
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工事工程表 

 

・・・ 平成28年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

・・・

1
2
月

1
月

2
月

3
月

4
月

増設多核種
除去設備

増設多核種
除去設備建屋

平成26年 平成29年

増
設
多
核
種
除
去
設
備

△

③

△△
①③

△

①

△

③

 
 

      ： 現地据付組立 

    ① ： 構造，強度又は漏えいに係る試験をすることができる状態になった時 

    ③ ： 原子炉施設の工事の計画に係る工事が完了した時 
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増設多核種除去設備の具体的な安全確保策 

 

 増設多核種除去設備で扱う液体は，放射性物質を含むことから，漏えい防止対策，放射

線遮へい・崩壊熱除去及び可燃性ガス滞留防止等について，具体的な安全確保策を以下の

通り定め，実施する。 

 

1. 放射性物質の漏えい防止等に対する考慮 

(1) 漏えい発生防止 

a. 増設多核種除去設備を構成する機器は，腐食による漏えい発生防止のため，液性等に

応じて，炭素鋼（内面ライニング），ステンレス鋼，ポリエチレン材等を採用する。

（別添－１） 

b. タンクには水位検出器を設け，オーバーフローを防止するため，インターロックの作

動によりポンプを停止する設計とする。 

c. 鋼材もしくはポリエチレンの継手部は，可能な限り溶接構造もしくは融着構造とする。

また，Ｇ１南，Ｈ５，Ｈ６（Ⅰ），Ｂ，Ｂ南，Ｈ３，Ｈ６（Ⅱ）エリアタンク設置に

伴い新設する移送配管は，漏えい堰等が設置されないフランジ構造の継手部について

シール材又は発泡剤の充填を実施し，Ｇ６，Ｇ１，Ｇ４南，Ｇ５エリアタンク設置に

伴い新設する移送配管は，供用の終了後に配管の水抜きを実施する。供用の終了後と

は，タンクが満水の状態となった後を示す。 

d. ポンプの軸封部は，漏えいし難いメカニカルシール構造とする。 

e. 耐圧ホース，ポリエチレン管は設計・建設規格（JSME）に記載のない非金属材料であ

る為，日本産業規格（JIS），日本水道協会規格（JWWA），ISO 規格，製品の試験デ

ータ等を用いて設計を行う。なお，耐圧ホース，ポリエチレン管の耐震性については，

可撓性を有しており地震による有意な応力は発生しない。 

 

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止・混水防止 

a. 増設多核種除去設備は，スキッド毎に漏えいパン及び漏えい検知器を設け，漏えいを

早期に検知する。また，増設多核種除去設備設置エリアの最外周及び系統毎に，漏え

いの拡大を防止する堰及び漏えい検知器を設ける（図１）。トレーラヤードには，ス

ロープ堰を設置する。 

b. 漏えいを検知した場合には，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室に警報を

発し，運転操作員によりカメラ，流量等の運転監視パラメータ等の状況を確認し，適

切な対応を図る。 

c. 漏えい水のコンクリートへの浸透を防止するため，増設多核種除去設備設置エリアに

は床塗装を実施する。 
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d. 漏えい堰等が設置されない移送配管等で継手部がフランジ構造となる場合には，漏え

い拡大防止カバーで覆った上で中に吸水シートを入れ，漏えい水の拡大防止に努める。 

e. 増設多核種除去設備の設置に伴い新規に敷設する屋外移送配管について，以下の対応

を行う。 

・ ポリエチレン管とポリエチレン管の接合部は漏えい発生を防止するため融着構造

とすることを基本とし，ポリエチレン管と鋼管の取合い等でフランジ接続となる箇

所については養生を行い，漏えい拡大防止を図る。また，処理対象水の移送配管は，

万一，漏えいしても排水路を通じて環境に放出することがないように，排水路から

可能な限り隔離するとともに，排水路を跨ぐ箇所はボックス鋼内等に配管を敷設す

る。さらに，ボックス鋼端部から排水路に漏えい水が直接流入しないように土嚢を

設ける。 

・ 移送配管から漏えいが確認された場合は，ポンプ等を停止し，系統の隔離及び土嚢

の設置等により漏えいの拡大防止を図る。 

・ 移送配管の更なる漏えい検知・漏えい拡大防止策について，速やかに検討し，RO

濃縮水処理によるリスク低減効果，漏えい拡大防止策の有効性や工期等を踏まえ，

可能なものから実施する。対策が完了するまでの間は，巡視点検による漏えい検知

を要員へ周知し，確実に実施する。 

f. サンプルタンクの本堰（コンクリート堰）高さは，堰の保有水量がタンク１基分の容

量以上となるよう確保する。 

g. タンク増設に合わせて、追加で敷設する屋外移送配管については、e.の措置に加えて、

以下の対応を行う。 

・ 移送配管は，使用開始までに漏えい確認等を実施し，施工不良等による大規模な漏

えいの発生を防止する。また，フランジ継手部は，ガスケットの経年劣化により微

小漏えいの発生が懸念されることから，架空化により視認性を向上させ，毎日の巡

視点検により漏えいの有無を確認する。 

 

(3) 検討用地震動に対する考慮 

増設多核種除去設備のうち，処理前・処理中の液体を内包する設備は，検討用地震動（最

大加速度 900gal。以下「Ss900」という。）に対して海洋に流出するおそれのない設計とす

る。ただし，建屋・構築物の設置後に本設計方針を適用する場合は，Ss900 に対する評価を

行い，評価にて健全性が確認できない場合には施工上可能な範囲で補強等の対策工事を行

う。また，当該対策を講じても地震発生時に海洋に流出するおそれがある場合は、液体を

速やかに回収する機動的対応がとれるよう必要な機材、体制等を整備する。 
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2. 放射線遮へい・崩壊熱除去 

(1) 放射線遮へい（被ばくに対する考慮） 

a. 増設多核種除去設備からの放射線による雰囲気の線量当量率が 0.1mSv/h 以下（放射

線業務従事者が作業を行う位置で，遮へい体を含む機器表面から 1mの位置）となる

よう適切な遮へいを設ける。また，最寄りの評価点(No.70)における直接線・スカイ

シャイン線の評価結果は年間約 0.03mSv となる。 

評価点 年間線量（mSv/年） 

No.70 0.034 

（参考）No.66 0.027 

（参考）No.71 0.026 

b. 通常運転時は，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室から遠隔での監視及び

操作を可能とする。 

c. 保守作業時の放射線業務従事者の被ばく低減のため，機器の洗浄が行える構成とする。 

d. 増設多核種除去設備の運転操作等に係る放射線業務従事者以外の者が不要に近づく

ことがないよう，標識等を設ける。さらに，放射線レベルの高い区域は，標識を設け

放射線業務従事者の被ばく低減を図る。 

 

(2) 崩壊熱除去 

a. 処理対象水に含まれる放射性物質の崩壊熱は，通水時は処理水とともに熱除去される。 

b. 使用済みの吸着材あるいは沈殿処理生成物を収容する高性能容器の貯蔵時は，伝導，

対流，輻射により熱除去される。最も発熱量の大きい収容物を貯蔵する場合において

も，容器の健全性に影響を与えるものではない。（『2.16.1 多核種除去設備』添付

資料－5 別添－１参照） 

 

3. 可燃性ガスの滞留防止 

a. 増設多核種除去設備では，水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，

通水時は処理水とともに排出される。 

b. 増設多核種除去設備の運転停止時は，満水状態であれば可燃性ガスの滞留の可能性は

ないが，念のため吸着塔のベント弁を開操作し，可燃性ガスの滞留を防止する。なお，

増設多核種除去設備の建屋には，換気装置及び換気装置のための貫通箇所があり，可

燃性ガスが滞留し難い構造となっている。 

c. 使用済みの吸着材，沈殿処理生成物を収容する高性能容器は，発生する可燃性ガスの

濃度が可燃限界を超えないようベント孔を設ける（『2.16.1 多核種除去設備』添付

資料－5参照）。高性能容器内の可燃性ガスの水素濃度を評価した結果，約 2.3％程

度となり，可燃限界を超えることはない（別添－２）。 
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4. 環境条件を踏まえた対応 

(1) 腐食 

増設多核種除去設備は，汚染水処理設備の処理済水を処理することから塩化物イオン濃

度が高く，また薬液注入によりｐＨが変動することから，耐腐食性を有する材料を選定す

る（別添－１）。 

 

(2) 熱による劣化 

熱による劣化が懸念されるポリエチレン管については，汚染水処理設備の処理済水の温

度がほぼ常温のため，劣化の可能性は十分低い。 

 

(3) 凍結 

水を移送している過程では，凍結の恐れはない。水の移送を停止した場合，屋外に敷設

されているポリエチレン管等は，凍結による破損が懸念される。そのため，屋外敷設のポ

リエチレン管等に保温材を取り付ける。また，建屋内の配管については，40A 以下の配管に

対し，保温，ヒータを設置する。 

今後，タンク増設に合わせて，追加で敷設する屋外移送配管については，凍結しない十

分な厚さ（100A に対して 21.4mm 以上）を確保した保温材を取り付ける。なお，保温材は，

高い気密性と断熱性を有する硬質ポリウレタン等を使用する。 

保温材厚さの設定の際には，「建設設備の凍結防止（空気調和・衛生工学会）」に基づ

き，震災以降に凍結事象が発生した外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃，保温材厚さ 21.4mm

の条件において，内部流体が 25％※凍結するまでに十分な時間（50時間程度）があること

を確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程度継続することはな

い。 

 ※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25%以下と推奨 

 

(4) 耐放射線性 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gy に達すると，引張強度は低下しないが，破断時の

伸びが減少する傾向を示す。ポリエチレン管の照射線量率を 1Gy/h と仮定すると，2×105Gy

に到達する時間は 2×105時間（22.8 年）と評価される。そのため，ポリエチレン管は数年

程度の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えられる。 

なお，系統バウンダリを構成するその他の部品には，ガスケット，グランドパッキンが

あるが，他の汚染水処理設備等で使用実績のある材料を使用しており，数年程度の使用は

問題ない。 

 

(5) 紫外線 
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屋外に敷設されているポリエチレン管等は，紫外線による劣化を防止するため，紫外線

防止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材を取り付ける，もしくは，カーボンブ 

ラックを添加していない保温材を使用する場合は，カーボンブラックを添加した被覆材ま

たは紫外線による劣化のし難い材料である鋼板を取り付ける。 

 

5. その他 

(1) 処理済水の保管容量 

   多核種除去設備処理済水の保管容量は,半期毎に報告している「福島第一原子力発電

所１～４号機における滞留水貯留タンク増設計画」（平成 26年 4月 4日付）において,

地下水流入低減対策（地下水バイパス実施，サブドレン汲み上げ等）の実施により, 平

成 27年 3月末時点で，多核種除去設備処理水保有量約 52 万 m3の想定に対し,多核種除

去設備処理水貯槽容量を約 58万 m3確保する計画としており,必要な保管容量を確保し

ている。なお,必要に応じて多核種除去設備処理水貯槽の増設等を実施する。 

 

(2) 高性能容器の発生量 

増設多核種除去設備において，高性能容器（タイプ 2）は年間約 545 基（高性能容器（タ

イプ 1）は年間約 498 基）発生すると想定される（2016.1.1～2016.12.31 までの積算処理

量及び高性能容器の発生量を基に処理量 750m3/日×3系列運転（稼働率 80%）における年

間の高性能容器の発生数を評価）。 

高性能容器（タイプ 1）は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち，第二施設（保

管容量 736 基）に保管する。2017.8.30 現在，未使用の高性能容器（タイプ１）は 78 基あ

り，新たな製作予定はない。 

高性能容器（タイプ 2）は，使用済セシウム吸着塔一時保管施設のうち，第二施設（保

管容量 736 基）及び第三施設（保管容量 3,648 基）に保管する。 

なお，必要に応じて使用済セシウム吸着塔一時保管施設を増設する。 

 

(3) 増設多核種除去設備設置エリアにおける高性能容器の落下対策 

高性能容器の落下試験で健全性が確認された範囲で取り扱うため，増設多核種除去設備

設置エリアでは，以下の落下対策を実施する。 

a. 傾斜落下防止架台 

・ トレーラエリアに門型の傾斜落下防止架台を設け，移動ルートを制限することによ

り，傾斜落下の可能性を排除する。 

b. クレーン上下方向，東西南北方向の移動制限 

・ 高性能容器の落下試験で健全性が確認された落下高さ，落下姿勢で取扱うため,リ

ミットスイッチによりクレーン上下方向の移動範囲，東西南北方向の移動範囲を制

限する。（図３） 
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また，万一の高性能容器の落下破損時における漏えい物回収作業での放射線業務従事者 

の被ばく線量は，『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－７ 高性能容器落下破損時の漏え

い物回収作業における被ばく線量評価』に示す通りである。また,増設多核種除去設備エリ

アから一時保管施設までの高性能容器の移送についても,多核種除去設備エリアにおける

作業と同様の管理（トレーラ上に高性能容器を収容する遮へい体を設置することにより放

射線業務従事者の被ばくを低減，遮へい体の固縛により高性能容器の車両上からの落下・

転倒を防止等）を実施する。 

 

6. 多核種除去設備において確認された不具合事象の対応 

多核種除去設備でこれまでに確認された不具合事象の増設多核種除去設備への対応を以

下に記す。また,多核種除去設備で今後発生する不具合についても,適宜対策を反映してい

く。 

 

(1) 誤操作による連続処理停止事象 

  運転データ取得のため，運転操作員が監視制御画面（タッチパネル）を操作したとこ

ろ，機器の「選択操作」を誤り設備が自動停止した。対策としてシングルアクションと

なっていた「選択操作」をダブルアクションとなるようソフト変更を行っており，増設

多核種除去設備においても同様に「選択操作」をダブルアクションとする設計とする。 

 

(2) バックパルスポットからの漏えい事象 

  バックパルスポットのシリンダシール部，軸シール部からの微小にじみによる炭酸塩

の析出及び固着により，バックパルスポットの動作不良等が発生した。対策として軸シ

ールの多重化等によるシール性を向上させた改良型バックパルスポットに交換しており，

増設多核種除去設備においても同様に改良型バックパルスポットを採用する。 

 

(3) バッチ処理タンクからの漏えい事象 

  バッチ処理タンクからの漏えいが確認された原因は，当該材料である SUS316L 材のす

き間腐食（生成した鉄沈殿物がタンク内に堆積・付着することによるすき間環境の形成

及び薬液注入（次亜塩素酸）等による腐食環境の促進）と推定した。対策として次亜塩

素酸の注入の停止，バッチ処理タンクへのゴムライニング施工及びすき間腐食の発生の

可能性があるフランジに対しガスケット型犠牲陽極等を施工した。増設多核種除去設備

では以下の対応を実施する。 

・次亜塩素酸の注入の停止 

・中性領域の機器は，ゴムライニングを施工 
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・アルカリ領域の機器は，SUS316L 材を採用するが,活性炭を収容する吸着塔は腐食電位

の上昇が懸念されるため、吸着塔廻りのフランジにガスケット型犠牲陽極を施工 

 

(4) クロスフローフィルタからのスラリー透過事象 

  クロスフローフィルタ（以下，「CFF」という。）のガスケット（PTFE 製）がβ線照射

により脆化し，逆洗時の圧力脈動等によって欠損・傷が発生したことで，ストロンチウ

ムを含む炭酸塩スラリーが下流側へ流出し，出口水に高い放射能濃度が確認された。対

策として当該ガスケットを耐放射線性に優れる合成ゴム（EPDM）へ変更した CFF へ交換

しており，増設多核種除去設備においても，同様の対応を実施する。 

また，多核種除去設備下流側まで高い放射能濃度の水が流出したことを受け，増設多

核種除去設備では，以下の汚染拡大防止対策を図る（別添－３）。 

・多核種移送設備（サンプルタンク，増設多核種除去設備用移送ポンプ）の導入 

・サンプルタンクが万一汚染した場合の再処理ラインの設置 

・当面の間，炭酸塩スラリーの透過がないことを，クロスフローフィルタ出口において

Ca 濃度を測定することで確認 

 

 

 

 
図１ 堰及び漏えい検出装置 
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図３ 増設多核種除去設備 HIC 用クレーンの動作概要図 

 

処理水入口 
ベント ベント 

処理水入口 
処理水入口 

ベント 

処理水出口 処理水出口 処理水出口 

ａ． 吸着塔１～５概要図 ｂ． 吸着塔６～１４概要図 ｃ． 吸着塔１５～１８概要図 

図２ 吸着塔概要図 

転倒防止架台

HIC動線

HIC動線に応じたクレーン高さの制限高さ

（HIC落下試験条件範囲内）

クレーンフックの可動範囲

転倒防止架台

HIC動線

HIC動線に応じたクレーン高さの制限高さ

（HIC落下試験条件範囲内）

クレーンフックの可動範囲
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別添－１ 

 

増設多核種除去設備に使用する材料の適合性評価 

 

1. はじめに 

増設多核種除去設備は，処理対象水（RO 濃縮塩水）の性状から，系統内の塩化物イオ

ン濃度が高く，また，前処理設備等での薬液注入によりｐＨが変動する。そのため，増設

多核種除去設備の使用環境における材料の適合性について評価を実施した。 

 

2. 使用環境における材料の適合性について 

増設多核種除去設備を構成する主な機器の材料選定理由を表 1に示す。表 1の材料のう

ち，SUS316L に対する耐食性について評価を行った。 

 

表 1 増設多核種除去設備を構成する主な機器の使用材料と選定理由 

機器 材料 選定理由 

吸着塔 
SUS316L 
炭素鋼 

処理対象水に海水由来の塩分が含まれており，腐食
が懸念されることから，中性領域においてはゴムラ
イニング付の炭素鋼を使用する。アルカリ性領域に
おいては，中性領域よりも腐食の発生の可能性が低
いことから，耐食性に優れる SUS316L を使用する。
ただし,多核種除去設備において，活性炭を収容す
る吸着塔及び近傍のフランジ部に，微小なすき間腐
食が確認された知見を踏まえ，当該箇所においては
ガスケット型犠牲陽極を設置する。 

高性能容器 ポリエチレン 

収容するスラリー及び吸着材の脱水後の残水には，
海水由来の塩分が含まれていることから，約 20年
の貯蔵期間を想定し，金属材料よりも耐食性に優れ
るポリエチレンを使用する。  

タンク類 
SUS316L 
炭素鋼 

処理対象水に海水由来の塩分が含まれており，腐食
が懸念されることから，中性領域においてはゴムラ
イニング付の炭素鋼を使用する。アルカリ性領域に
おいては，中性領域よりも腐食の発生の可能性が低
いことから，耐食性に優れる SUS316L を使用する。 

配管 
（鋼管） 

SUS316L 
炭素鋼 

処理対象水に海水由来の塩分が含まれており，腐食
が懸念されることから，中性領域においてはゴムラ
イニング付の炭素鋼を使用する。アルカリ性領域に
おいては，中性領域よりも腐食の発生の可能性が低
いことから，耐食性に優れる SUS316L を使用する。 

配管 
(ポリエチレン管) 

ポリエチレン 
耐食性に優れることから，屋外配管に主に使用す
る。 

 

 

 



 

 

 

Ⅱ-2-16-2-添 7-10 

2.1 ステンレス鋼（SUS316L）及び炭素鋼の耐食性について 

炭素鋼は，ゴムライニング施工するため腐食の発生の可能性はない。 

ステンレス鋼（SUS316L）の腐食モードを表 2に示す。腐食モードに対する耐食性につ

いて，表 3に示す使用範囲を考慮し評価を実施した。 

 

表 2 使用材料における腐食モード 

使用材料 腐食モード 

ステンレス鋼 
（SUS316L） 

塩化物応力腐食割れ（SCC） 

すきま腐食 

孔食 

全面腐食 

 

 

表 3 ステンレス鋼（SUS316L）を使用する範囲の環境 

使用材料 使用範囲 
塩化物イオン 
濃度[ppm] 

常用温度 
[℃] 

最大流速 
[m/s] 

pH 

ステンレス鋼 

（SUS316L） 

前処理設備 13000 60 2.8 11.8～12.2 

多核種吸着塔 1～5塔目 13000 40 1.5 11.8～12.2 

 

a. ステンレス鋼の応力腐食割れ（SCC） 

応力腐食割れ（SCC）の発生には，使用温度と塩化物イオン濃度が寄与する。塩化物

イオン濃度が 10ppm を超える条件においては一般的に 316 系の SCC 発生限界温度は

100℃といった値がよく用いられており，使用温度 60℃，塩化物イオン濃度 13000ppm

の使用環境では，塩化物応力腐食割れ（SCC）が発生する可能性は低いと考えられる。

1) 

 

 

b. ステンレス鋼のすきま腐食 

すきま腐食の発生には，使用温度と塩化物イオン濃度等が寄与し，増設多核種除去設

備の環境下では，すきま腐食が発生する可能性は否定できない。1)このため，すきま腐

食が発生する可能性のある箇所についてガスケット型犠牲陽極を設置するとともに，定

期的な点検・保守を行っていく。 

 

c. ステンレス鋼の孔食 

孔食の発生には，自然電位，使用温度，塩化物イオン濃度が寄与する。ステンレス鋼

の自然電位は pH に依存し，pHが低いほど自然電位は高く孔食が発生する可能性が高く

1) 化学工学協会編: “多管式ステンレス鋼熱交換器の応力腐食割れ,” 化学工業社 (1984)． 
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なるが，増設多核種除去設備の環境下では，孔食が発生する可能性は低いと考えられる。

2) 3) 

 

d. ステンレス鋼の全面腐食 

全面腐食の発生には，pH及び流速が寄与する。pH11.8～12.2 の使用環境では不動態

皮膜は安定である。また，最大流速 2.8m/s（9.2feet/s）では，全面腐食が進行する速

度は小さいと考えられる。4) 5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 腐食への対応方針 

 増設多核種除去設備で使用しているステンレス鋼（SUS316L）の腐食モードとして、すき

ま腐食が想定される。対応方針として，すきま腐食が発生する可能性のある箇所について

ガスケット型犠牲陽極を設置するとともに，定期的な点検・保守を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 増設多核種除去設備における液性 

以 上

1) 宮坂松甫他，「ポンプの高信頼性と材料」，ターボ機械 第 36 巻 第 9号，2008 年 9 月 

2) M. Akashi, G. Nakayama, T. Fukuda: CORROSION/98 Conf., NACE International, Paper No. 158 (1998). 

3) ステンレス協会編: “ステンレス鋼データブック,” 日刊工業新聞社, p. 270 (2000). 

4) ステンレス協会編，ステンレス鋼便覧 第 3版，日刊工業新聞社 

5) 腐食防食協会編，腐食・防食ハンドブック，丸善 
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別添－２ 

 

高性能容器の水素到達濃度評価 

 

高性能容器に収容するスラリー及び吸着材のうち、容器内の水素到達濃度が最も高くな

るスラリーを収容する高性能容器の評価結果を以下に示す。 

 

1. 水素発生量評価 

水素は、吸着した核種の崩壊エネルギーが容器内に残留する水に吸収され発生する。 

水素発生速度H(mol/s)は次式により算出する。 

 

ADVGH  191024.6α  

 

H：水素発生速度 

G：水が100eVのエネルギーを吸収した際に発生する水素分子の個数、0.45 

α：含水率、1.0（スラリー） 

V：ＨＩＣ内充填物体積、2.61m3（高性能容器タイプ2） 

D：吸収熱量、1.3E-05（W/cm3） 

A：アボガドロ数（6.02×1023個/mol） 

 

2. 水素到達濃度評価 

高性能容器内の水素到達濃度は、水素発生量と濃度勾配から生じる拡散による水素排出量

を考慮し、以下の方法で評価する。 

 

2.1 評価体系 

評価体系を図１に示す。 
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2.2 高性能容器の拡散係数 

ベント孔及びフィルタの拡散係数から、高性能容器の拡散係数を算出する。 

 

Dtotal：高性能容器の拡散係数 

Dhole：ベント孔の拡散係数、m×8.36×10-8(m3/s)、 

m：ベント孔の個数、32（個） 

Dfilter：フィルタの拡散係数、n×3.66×10-7(m3/s)、n=13 

 n：フィルタの個数、13（個） 

 

2.3 水素の到達濃度評価結果 

高性能容器内の水素濃度 CHIC[%]は以下の式から算出される。 

 

 

  

 評価の結果、ＨＩＣ内の水素到達濃度は約 2.3％となり、可燃限界を下回る濃度となる。 

 

以上 

 

 

 

total

HIC
D

H
C  45.2
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別添－３ 

増設多核種除去設備 汚染拡大防止対応状況について 

 

1. 概要 

多核種除去設備Ｂ系のクロスフローフィルタパッキン損傷に伴う炭酸塩スラリーの透過

事象により、その下流の配管、多核種除去設備の処理済水を貯蔵するタンク等において、

全β濃度の上昇を確認した。 

また、上記事象により、汚染拡大防止の観点から、運転中のＡ／Ｃ系統の停止も余儀な

くされた（その後、Ａ／Ｃ系統は健全であることが確認されたことから、汚染された系統

の洗浄のため再起動を実施）。 

 そのため、増設多核種除去設備においては、当該事象を踏まえ、以下の対策を追加で実

施することにより、上記と同様な事象発生時の汚染拡大を防止するとともに、健全な系統

による浄化が可能な構成とする。 

・ 多核種移送設備（サンプルタンク、増設多核種除去設備用移送ポンプ）の導入 

・ サンプルタンクが万一汚染した場合の再処理ラインの設置 

 また、当面の間、クロスフローフィルタ出口においてＣａ濃度測定を実施し、炭酸塩ス

ラリーの透過がないことを確認する。 

 

2. 多核種移送設備、再処理ライン等の設置 

増設多核種除去設備の処理済水は当初、移送ポンプから処理済水を貯蔵するタンク（多

核種処理水貯槽）へ直接移送する計画でいたが、多核種除去設備で発生した貯蔵タンク等

の汚染を踏まえ、サンプルタンク、増設多核種除去設備用移送ポンプを設置する。 

また、増設多核種除去設備用移送ポンプの下流から増設多核種除去設備の処理水受入タ

ンクへの戻りラインを設置し、万一サンプルタンクまで汚染した場合は、当該汚染水を再

処理する。 

当該のライン設置により、損傷系統以外の系統は上記の汚染水の再処理を含めて運転継

続することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 多核種移送設備、再処理ライン等の概要 

【増設多核種除去設備】
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3. 汚染発生時の対応の流れ 

【評価条件】 

 運転系統：A～C 系の 3系列運転 

 サンプルタンクは Aが受入れ中、Cが払い出し中 

 サンプルタンク Aの分析にて汚染を確認。調査の結果、A系が損傷したことを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 汚染発生時の対応ステップ（１／２） 
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図 2 汚染発生時の対応ステップ（２／２） 

 

4. その他（βモニタの概要） 

 更なる信頼性向上の観点からβモニタを設置する。 

 運用としては、多核種除去設備からサンプルタンクへの移送ラインより処理水を抜

き出し、モニタリングする。モニタリング後の水は、処理水移送タンクへ移送する。 

 万一、βモニタで汚染が確認された場合、系統毎のラインに切替え、損傷発生系統

を特定することができるライン構成となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 βモニタシステムの概要 
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別添－４ 

 

処理済水による炭酸ソーダ生成・供給に係る機器の具体的な安全確保策 

 

 処理済水による炭酸ソーダ生成・供給に係る下記の機器の具体的な安全確保策を以下の

通り定め，実施する。なお，下記の機器については「添付－７ 増設多核種除去設備の具

体的な安全確保策」の対象範囲外とする。 

a.炭酸ソーダ溶解槽 

b.炭酸ソーダ貯槽 

c.炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ 

d.炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ 

e.主要配管 

・移送ポンプ出口分岐部から炭酸ソーダ溶解槽まで 

（鋼管） 

・炭酸ソーダ溶解槽から炭酸ソーダ貯槽まで 

（鋼管），（耐圧ホース） 

・炭酸ソーダ貯槽から共沈タンクまで 

（鋼管），（耐圧ホース） 

・炭酸ソーダ貯槽から多核種除去設備建屋入口まで 

（鋼管），（耐圧ホース），（ポリエチレン管） 

 

1.放射性物質の漏えい防止等に対する考慮 

(1) 漏えい発生防止 

a. 腐食による漏えい発生防止のため，液性等に応じて，炭素鋼（内面ライニング），ス

テンレス鋼等を採用する。（別添－１） 

b. タンクには水位検出器を設け，オーバーフローを防止するため，インターロックの作

動によりポンプを停止する設計とする。 

c. 鋼材の継手部は，可能な限り溶接構造とする。ポリエチレンの継手部は，可能な限り

融着構造とする。また，漏えい堰等が設置されない移送配管等で継手部がフランジ構

造となる場合には，シール材又は発泡剤の充填を実施し漏えい防止カバーを設置する。 

d. ポンプは，軸封部が無く軸封部があるポンプと比較して漏えいリスクの低いダイヤフ

ラムポンプ及びキャンドポンプを採用する。 

 

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止 

a. スキッド毎に漏えいパン及び漏えい検知器を設け，漏えいを早期に検知する。また，

漏えいの拡大を防止する堰及び床面に漏えい検知器を設ける。 
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b. 漏えいを検知した場合には，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室に警報を

発し，運転操作員によりカメラ，流量等の運転監視パラメータ等の状況を確認し，適

切な対応を図る。 

c. 漏えい水のコンクリートへの浸透を防止するため，設置エリアには床塗装を実施する。 

d. ポリエチレン管とポリエチレン管の接合部は漏えい発生を防止するため融着構造と

することを基本とし，ポリエチレン管と鋼管の取合い等でフランジ接続となる箇所に

ついては養生を行い，漏えい拡大防止を図る。 

・移送配管から漏えいが確認された場合は，ポンプを停止し，系統の隔離及び土嚢

の設置等により漏えいの拡大防止を図る。 

・移送配管は，使用開始までに漏えい確認等を実施し，施工不良等による大規模な

漏えいの発生を防止する。 

・建屋内の移送配管において漏えい検知器が設置されていない箇所に敷設する場合

は，漏えいした水を漏えい検知器が設置されている箇所に導くために配管下部に

受けを設置する。 

 

2.放射線遮へい・崩壊熱除去 

(1) 放射線遮へい（被ばくに対する考慮） 

a. 機器からの放射線による雰囲気の線量当量率が 0.1mSv/h 以下（放射線業務従事者が

作業を行う位置で，遮へい体を含む機器表面から 1m の位置）となるよう適切な遮へ

いを設ける。 

b. 通常運転時は，免震重要棟集中監視室及びシールド中央制御室から遠隔での監視及び

操作を可能とする。 

c. 保守作業時の放射線業務従事者の被ばく低減のため，機器の洗浄が行える構成とする。 

 

(2) 崩壊熱除去 

処理対象水に含まれる放射性物質の崩壊熱は，通水時は処理水とともに熱除去される。 

 

3.可燃性ガスの滞留防止 

水の放射線分解により発生する可能性のある可燃性ガスは，通水時は処理水とともに排

出される。 

 

4.環境条件を踏まえた対応 

(1) 腐食 

汚染水処理設備の処理済水を処理することから塩化物イオン濃度が高く，また薬液注入

によりｐＨが変動することから，耐腐食性を有する材料を選定する（別添－１）。 
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(2) 凍結 

水を移送している過程では，凍結の恐れはない。水の移送を停止した場合，凍結による

破損が懸念される 40A 以下の配管に対し，保温材もしくはヒータを設置する。屋外に敷設

されているポリエチレン管は，水の移送を停止した場合に凍結による破損が懸念されるた

め，凍結しない十分な厚さを確保した保温材を取り付ける。なお，保温材は，高い気密性

と断熱性を有する硬質ポリウレタン等を使用する。 

保温材厚さの設定の際には，「建設設備の凍結防止（空気調和・衛生工学会）」に基づき，

震災以降に凍結事象が発生した外気温-8℃，内部流体の初期温度 5℃，保温材厚さ 21.4mm

の条件において，内部流体が 25％※凍結するまでに十分な時間（50 時間程度）があること

を確認した。なお，震災以降の実測データから，外気温-8℃が半日程度継続することはな

い。 

 ※「JIS A 9501 保温保冷工事施工標準」において管内水の凍結割合を 25%以下と推奨 

 

(3) 耐放射線性 

ポリエチレンは，集積線量が 2×105Gy に達すると，引張強度は低下しないが，破断時の伸

びが減少する傾向を示す。ポリエチレン管の照射線量率を 1Gy/h と仮定すると，2×105Gy

に到達する時間は 2×105時間（22.8 年）と評価される。そのため，ポリエチレン管は数年

程度の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えられる。 

系統バウンダリを構成するガスケット，グランドパッキンについては，他の汚染水処理設

備で使用実績のある材料を使用しており，数年程度の使用は問題ない。 

 

(4) 熱による劣化 

熱による劣化が懸念されるポリエチレン管については，処理済水による炭酸ソーダ生

成・供給に係る機器で扱う水の温度がほぼ常温のため，劣化の可能性は十分低い。 

 

(5) 紫外線 

屋外に敷設されているポリエチレン管は，紫外線による劣化を防止するため，紫外線防

止効果のあるカーボンブラックを添加した保温材を取り付ける，もしくは，カーボンブラ

ックを添加していない保温材を使用する場合は，カーボンブラックを添加した被覆材また

は紫外線による劣化のし難い材料である鋼板を取り付ける。 
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5. 規格・基準等 

「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」，日本産業規格（JIS 規格），

ISO 規格を準拠する。 

 

6. 耐震性及び構造強度 

(1) 耐震性 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の Bクラスに相当する設備と位置付け

る。機器及び鋼管の耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技

術規程」等に準拠する。評価の結果，各機器について算出応力に対し十分な強度を有する

ことを確認した。また，鋼管については，定ピッチスパン法に基づき定められた間隔で支

持することにより，地震応力が過大とならないようにする。 

耐震性評価は，「添付資料－３ 増設多核種除去設備の耐震性に関する計算書」参照。 

なお，ポリエチレン管，耐圧ホースについては，材料の可撓性により耐震性を確保する。 

 

(2) 構造強度 

「JSME S NC-1 電用原子力設備規格 設計・建設規格」に準拠し設計する。評価の結果，

各機器について必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有することを確認した。 

 構造強度評価は，「添付資料－４ 増設多核種除去設備の強度に関する計算書」を参照。 

なお，ポリエチレン管は ISO 規格，または，JIS に準拠し，耐圧ホースは，流体・圧力・

温度条件に合致した十分実績のあるものを採用することで、必要な強度を確保するものと

する。 

以上 



 

 

添付資料－８ 
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増設多核種除去設備の確認試験結果について 

 

増設多核種除去設備は，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放射性核種（トリチウム

を除く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物

質の防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度（以

下，「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減することを目的として設置した。 

 

系統流量などの運転状態に関する使用前検査を実施後，平成 26年 9月より，増設多核種

除去設備の性能を確認する確認試験（ホット試験）を実施し，その後のホット試験におい

て上記性能について確認してきた。 

これまでのホット試験において，増設多核種除去設備で使用する各吸着材が，一定の使

用期間を経ても，上記性能を有する設備であることを確認した。 

 

以上 

 

 



 

 

添付資料－９ 
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増設多核種除去設備に係る確認事項 

 

増設多核種除去設備に係る主要な確認事項を表－１～１２に示す。 

なお，ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設と兼用する配管（鋼管，ポリエチレン管，

耐圧ホース）に係る主要な確認事項は，「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」

に示す。 

表－１ 確認事項（処理水受入タンク，共沈タンク，供給タンク， 

吸着塔入口バッファタンク，移送タンク，反応／凝集槽，沈殿槽， 

上澄み水タンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内である

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器が系統構成図とおりに据

付られていることを確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また、耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 
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表－２ 確認事項（サンプルタンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内である

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおりに据

付られており、タンク基礎の不

陸について確認する。また、支

持力試験にて、タンク基礎の地

盤支持力を確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されており、タンク

基礎の不陸に異常がない

こと。また、必要な支持

力を有していること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを記録で

確認する。耐圧確認終了後，漏

えいの有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また、耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 

性能 

監視確認 

水位計について、免震重要棟集

中監視室及びシールド中央制

御室にタンク水位が表示でき

ることを確認する。 

免震重要棟集中監視室及

びシールド中央制御室に

タンク水位が表示できる

こと。 

寸法確認 基礎外周堰の高さを確認する。 
必要容量に相当する高さ

があること。 

外観確認 基礎外周堰の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 
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表－３ 確認事項（吸着塔） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内である

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 
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表－４ 確認事項（供給ポンプ１，２，循環ポンプ， 

ブースターポンプ１，２，移送ポンプ，増設多核種除去設備用移送ポンプ， 

スラリー循環ポンプ，上澄み水ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。  有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

漏えい確認 
運転圧力で耐圧部分からの漏

えいの有無を確認する。 

耐圧部から著しい漏えい

がないこと。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量

を満足すること。 

また，異音，異臭，異常

振動等がないこと。 

 

 

表－５ 確認事項（その他機器（出口フィルタ，クロスフローフィルタ）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 
各部の外観について記録にて

確認する。  
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

 

機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 
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表－６ 確認事項（主配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて，材料証明書または納品

書により確認する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法に

ついて，材料証明書または納品

書により確認する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおり据付ている

ことを立会いまたは記録により

確認する。 

図面のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

注１ 

①：最高使用圧力の 1.5 倍で一

定時間保持後，同圧力に耐えて

いること，また，耐圧部からの

漏えいがないことを立会いまた

は記録により確認する。 

最高使用圧力の 1.5 倍に

耐え，かつ構造物の変形等

がないこと。また，耐圧部

から漏えいがないこと。 

②：運転圧力で耐圧部からの漏

えいのないことを立会いまたは

記録により確認する。※１ 

耐圧部から漏えいがない

こと。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いまた

は記録により確認する。 
通水ができること。 

※１：運転圧力による耐圧部の漏えい検査が実施できない配管フランジ部については， 

トルク確認等の代替検査を実施する。 

注１：耐圧漏えい確認は，①②のいずれかとする。 
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表－７ 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につい

て，製品検査成績書により確認

する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（外径相当）について，製品検

査成績書により確認する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおりに据付てい

ることを立会いまたは記録によ

り確認する。 

図面のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

注１ 

①：最高使用圧力以上で一定時

間保持後，同圧力に耐えている

こと，また，耐圧部からの漏え

いがないことを立会いまたは記

録により確認する。 

最高使用圧力に耐え，かつ

構造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から漏え

いがないこと。 

②：気圧により，耐圧部からの

漏えいのないことを立会いまた

は記録で確認する。 耐圧部から漏えいがない

こと。 ③：運転圧力で耐圧部からの漏

えいがないことを立会いまたは

記録で確認する。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いまた

は記録により確認する。 
通水ができること。 

 注１：耐圧漏えい確認は，①②③のいずれかとする。 
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表－８ 確認事項（主配管（耐圧ホース）） 

 

表－９ 確認事項（漏えい検出装置及び警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
装置の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

機能 
漏えい 

警報確認 

設定通りに警報が作動するこ

とを確認する。 

漏えいを検知し，警報が

作動すること。設定通り

に、警報が作動すること。 

 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ

いて記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法（外径

相当）について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 配管の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧力に

耐えていることを記録により確認

する。 

耐圧確認終了後，耐圧部分からの漏

えいの有無を記録により確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造

物の変形等がないこと。 

また，耐圧部から漏えいが

ないこと。 

機能・性能 通水確認 通水ができることを確認する。 通水ができること。 
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表－１０ 確認事項（エリア放射線モニタ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

監視 

構造確認 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状

態について確認する。 

実施計画の通りに施工・据

付されていること。 

機能確認 警報確認 

設定値どおり警報及び表

示灯が作動することを確

認する。 

許容範囲以内で警報及び

表示灯が作動すること。 

性能確認 

線源校正 

確認 

標準線源を用いて線量当

量率を測定し，各検出器

の校正が正しいことを確

認する。 

基準線量当量率に対する

正味線量当量が，許容範囲

以内であること。 

校正確認 

モニタ内のテスト信号発

生部により，各校正点の

基準入力を与え、その時

のデータ収集装置の指示

値が正しいことを確認す

る。 

各指示値が許容範囲以内

に入っていること。 
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表－１１ 確認事項（基礎） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

材料確認 

構造体コンクリートの圧縮

強度を確認する。 

構造体コンクリート強度が，実

施計画に記載されている設計

基準強度に対して，JASS 5 の

基準を満足すること。 

鉄筋の材質，強度，化学成分

を確認する。 
JIS G 3112 に適合すること。 

寸法確認 
構造体コンクリート部材の

断面寸法を確認する。 

構造体コンクリート部材の断

面寸法が，実施計画に記載され

ている寸法に対して，JASS 5

の基準を満足すること。 

据付確認 鉄筋の径，間隔を確認する。 

鉄筋の径が実施計画に記載さ

れている通りであること。鉄筋

の間隔が実施計画に記載され

ているピッチにほぼ均等に分

布していること。 

 

 

表－１２ 確認事項（堰その他の設備） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

漏えい防

止 

材料確認 
実施計画に記載されている

主な材料について確認する。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載されている

主要寸法を確認する。 
寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
堰その他の設備の据付位置，

据付状態について確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

 

 

 

 

 



 

 

 

Ⅱ-2-16-2-添 9-10 

表－１３ 確認事項（増設多核種除去設備） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

性能 

運転性能 

確認 

実施計画に記載の容量が通

水可能であることを確認す

る。 

実施計画に記載した容量を通

水することが可能であり、設備

からの異音，異臭，振動等の異

常がないこと。 

除去性能 

処理済水に含まれる放射性

核種（トリチウムを除く）に

ついて，除去対象とする 62

核種の放射能濃度を確認す

る。 

『東京電力株式会社福島第一

原子力発電所原子炉施設の保

安及び特定核燃料物質の防護

に関して必要な事項を定める

告示』に定める周辺監視区域外

の水中の濃度限度未満である

こと。 
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増設多核種除去設備の溶接部に係る主要な確認事項を表－１４～１７に示す。 

 

 表－１４ 確認事項（タンク、吸着塔、主配管の溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 

③供給タンク 

④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

溶接に使用する材料

が、溶接規格等に適

合するものであり、

溶接施工法の母材の

区分に適合すること

を確認する。 

溶接に使用する材料

が、溶接規格等に適

合するものであり、 

溶接施工法の母材の

区分に適合するもの

であること。 

⑦処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm を

超える主配管 

⑧反応／凝集槽 

⑨沈殿槽 

⑩上澄み水タン

ク 

材料が溶接規格等に

適合するものであ

り、溶接施工法の母

材の区分に適合する

ことを確認する。 

材料が溶接規格等に

適合するものであ

り、溶接施工法の母

材の区分に適合する

ものであること。 

開先検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 

③供給タンク 

④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

⑦処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm を

超える主配管 

⑧反応／凝集槽 

⑨沈殿槽 

⑩上澄み水タン

ク 

開先形状等が溶接規

格等に適合するもの

であることを確認す

る。 

開先形状等が溶接規

格等に適合するもの

であること。 
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溶接作業 

検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 

③供給タンク 

④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

⑦処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm を

超える主配管 

⑧反応／凝集槽 

⑨沈殿槽 

⑩上澄み水タン

ク 

あらかじめ確認され

た溶接施工法又は実

績のある溶接施工法

又は管理されたプロ

セスを有する溶接施

工法であることを確

認する。あらかじめ確

認された溶接士によ

り溶接が行われてい

ることを確認する。 

あらかじめ確認され

た溶接施工法および

溶接士により溶接施

工をしていること。 

非破壊試験 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 

③供給タンク 

④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に適合するもので

あることを確認す

る。 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に適合するもので

あること。 

⑦処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm を

超える主配管 

⑧反応／凝集槽 

⑨沈殿槽 

⑩上澄み水タン

ク 

溶接部について非破

壊検査を行い、その

試験方法及び結果が

溶接規格等に適合す

るものであることを

確認する。 

溶接部について非破

壊検査を行い、その

試験方法及び結果が

溶接規格等に適合す

るものであること。 
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機械試験 ⑤吸着塔 

溶接部を代表する試

験片にて機械試験を

行い、当該試験片の

機械的性質が溶接規

格等に適合している

ものであることを確

認する。 

溶接部を代表する試

験片にて機械試験を

行い、当該試験片の

機械的性質が溶接規

格等に適合している

ものであること。 

耐圧・ 

漏えい検査 

外観検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 

③供給タンク 

④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いことを確認する。 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いこと及び外観上、

傷・へこみ・変形等

の異常がないこと。 

耐圧・ 

漏えい検査 ⑦処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm を

超える主配管 

⑧反応／凝集槽 

⑨沈殿槽 

⑩上澄み水タン

ク 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていることを確認す

る。耐圧確認終了後、

耐圧部分からの漏え

いの有無を確認す

る。 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること。耐圧確

認終了後、耐圧部分

からの漏えいがない

こと。 

外観検査 

耐圧・漏えい検査後

外観上、傷・へこみ・

変形等の異常がない

ことを確認する。 

外観上、傷・へこみ・

変形等の異常がない

こと。 
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表－１５ 確認事項（タンクの汚染水入口ノズルと天板の溶接部） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 

①処理水受入タ

ンク 1 

②処理水受入タ

ンク 2 

③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

 

溶接に使用する材料

が、溶接検査申請書

に記載したものであ

り、溶接施工法の母

材の区分に準拠する

ことを記録で確認す

る。 

溶接に使用する材

料が、溶接規格等

に準拠するもので

あり、溶接施工法

の母材の区分に準

拠するものである

こと。 

開先検査 

① 処理水受入

タンク 1 

② 処理水受入

タンク 2 

③ 吸着塔入口

ﾊﾞｯﾌｧﾀﾝｸ 

溶接検査申請書に記

載した開先形状等で

あることを記録で確

認する。 

開先形状等が溶接

規格等に準拠する

ものであること。 

溶接作業検

査 

①処理水受入タ

ンク 1 

②処理水受入タ

ンク 2 

③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

 

溶接検査申請書に記

載した溶接施工法で

あり、実績のある溶接

施工法又は管理され

たプロセスを有する

溶接施工法であるこ

とを確認する。あらか

じめ確認された溶接

士により溶接が行わ

れていることを記録

で確認する。 

溶接検査申請書に

記載した溶接施工

法および溶接士に

より溶接施工され

ていること。 

非破壊試験 

①処理水受入タ

ンク 1 

②処理水受入タ

ンク 2 

③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に準拠するもので

あることを記録で確

認する。 

溶接部（最終層）

について非破壊検

査（浸透探傷検査）

を行い、その試験

方法及び結果が溶

接規格等に準拠す

るものであるこ

と。 
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耐圧・ 

漏えい検査 

外観検査 

①処理水受入タ

ンク 1 

③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いことを記録で確認

する。 

検査圧力で保持し

た後、検査圧力に

耐えていること及

び耐圧部分から漏

えいがないこと及

び外観上、傷・へ

こみ・変形等の異

常がないこと 

②処理水受入タ

ンク 2 

 

 

表－１６ 確認事項（海外製品溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 
①クロスフロー

フィルタ 

使用する材料が、EN

規格等に準拠するも

のであることを記録

で確認する。 

使用する材料が、

EN規格等に準拠す

るものであるこ

と。 

開先検査 
①クロスフロー

フィルタ 

開先形状が EN 規格

等に準拠しているこ

とを製作図等で確認

する。 

EN規格等に準拠し

ていること。 

溶接作業 

検査 

①クロスフロー

フィルタ 

EN規格に定められた

溶接施工法及び溶接

士の資格を有してい

ることを記録で確認

する。 

EN 規格に基づく、

溶接施工法及び溶

接士により溶接施

工されているこ

と。 

非破壊試験 
①クロスフロー

フィルタ 

長手溶接部について

非破壊検査（放射線

透過試験）を行い、

その試験方法及び結

果が CODETI2006 等

に適合するものであ

ることを記録で確認

する。 

長手溶接部につい

て、非破壊検査（放

射線透過試験）を

行い、試験方法及

び 結 果 が

CODETI2006 等に

適合するものであ

ること。 
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耐圧・ 

漏えい検査 

①クロスフロー

フィルタ 

CODAP2005 等に基

づき、検査圧力で保

持した後、検査圧力

に耐えていること及

び耐圧部分から漏え

いがないことを記録

で確認する。 

CODAP2005 等 に

基づく検査圧力で

保持した後、検査

圧力に耐えている

こと及び耐圧部分

から漏えいがない

こと。 

外観検査 
①クロスフロー

フィルタ 

本体の外観及び溶接

部の施工状況等を確

認する。 

外観上、傷・へこ

み・変形等の異常

がないこと。また、

溶接部の溶接施工

状況に異常がない

こと。 

 

表－１７ 確認事項（クロスフローフィルタ接続管の溶接部） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 
①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接に使用する材料

が、溶接検査申請書

に記載したものであ

ることを記録で確認

する。 

溶接に使用する材

料が、溶接規格等

に準拠するもので

あること。 

開先検査 
①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接検査申請書に記

載した開先形状であ

ることを記録で確認

する。 

開先形状等が溶接

規格等に準拠する

ものであること。 

溶接作業検

査 

①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接検査申請書に記

載した溶接施工法で

あり、管理されたプロ

セスを有する溶接施

工法及び溶接士によ

り溶接が行われてい

ることを記録で確認

する。 

溶接検査申請書に

記載した溶接施工

法および溶接士

（JIS や高圧ガス

保安協会基準等）

により溶接施工さ

れていること 
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非破壊試験 
①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に準拠するもので

あることを記録で確

認する。 

溶接部（最終層）

について非破壊検

査（浸透探傷検査）

を行い、その試験

方法及び結果が溶

接規格等に準拠す

るものであるこ

と。 

耐圧・ 

漏えい検査 

外観検査 

①クロスフロー

フィルタ接続管 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いことを確認する。

また、溶接部の施工

状況等を確認する。 

検査圧力で保持し

た後、検査圧力に

耐えていること及

び耐圧部分から漏

えいがないこと及

び外観上、傷・へ

こみ・変形等の異

常がないこと。ま

た、溶接部の溶接

施工状況に異常が

ないこと。 
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増設多核種除去設備の薬品供給設備に係る主要な確認事項を表－１８～２３に示す。 

 

表－１８ 確認事項 （炭酸ソーダ溶解槽，炭酸ソーダ貯槽） 

注１：①②は，いずれかとする。 

 

表－１９ 確認事項（炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ、炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ，炭酸

ソーダ貯槽２移送ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。  有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

漏えい確認 

運転圧力（ポンプ実施計画記載

容量時）で耐圧部分からの漏え

いの有無を記録で確認する。 

耐圧部から漏えいがないこと。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量を満足

すること。 

また，異音，異常振動等がない

こと。 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて，材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法に

ついて，記録または材料証明書等

を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器が系統構成図とおりに据付

られていることを確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

①確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認する。

耐圧確認終了後，漏えいの有無を

記録で確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また、耐圧

部から漏えいがないこと。 

②運用水位以上で，一定時間保持

後，確認圧力に耐えること，また

漏えいがないことを記録により

確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また、耐圧

部から漏えいがないこと。 
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表－２０ 確認事項（主配管（鋼管）） 

注１：①②は，いずれかとする。 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した外径，厚さ

について記録または材料証明書

等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付状態について確認す

る。 

実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

①最高使用圧力以上の圧力で保

持した後，確認圧力に耐えてい

ることを記録で確認する。耐圧

確認終了後，耐圧部分からの漏

えいの有無を記録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 

②運転圧力（ポンプ実施計画記

載容量時）で耐圧部からの漏え

いのないことを記録等により確

認する。 

耐圧部から漏えいがない

こと。 
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表－２１ 確認事項（耐圧ホース） 

 

 表－２２ 確認事項（薬品供給設備） 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ

いて検査成績書等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法（外径

相当）について検査成績書等を確認

する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 機器の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

最高使用圧力以上の圧力で保持し

た後，確認圧力に耐えていることを

記録で確認する。耐圧確認終了後，

耐圧部分からの漏えいの有無を記

録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

性能 
運転性能 

確認 

系統通水が可能であることを確認

する。 
通水可能であること。 
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表－２３ 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

 

 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した外径，厚さ

について記録または材料証明書

等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付状態について確認す

る。 

実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

最高使用圧力以上の圧力で保持

した後，確認圧力に耐えている

ことを記録で確認する。耐圧確

認終了後，耐圧部分からの漏え

いの有無を記録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 
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2.2 線量評価 

 敷地周辺における線量評価は，プラントの安定性を確認するひとつの指標として，放射

性物質の放出抑制に係る処理設備設計の妥当性の確認の観点から放射性物質の放出に起因

する実効線量の評価を，施設配置及び遮蔽設計の妥当性の確認の観点から施設からの放射

線に起因する実効線量の評価を行う。 

2.2.1 大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量 

2.2.1.1 評価の基本的な考え方 

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量の評価については，「発電用原子炉施設

の安全解析に関する気象指針」（以下，「気象指針」という），「発電用軽水型原子炉施設周

辺の線量目標値に対する評価指針」（以下，「評価指針」という）及び「発電用軽水型原子

炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」（以下，「一般公衆の線量評価」

という）を準用する。 

外部被ばく及び吸入摂取による実効線量の評価は，原子炉施設周辺でそれぞれ最大の被

ばくを与える地点に居住する人を対象とし，外部被ばくについては放射性雲からのγ線に

よる実効線量と地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量を考慮する。 

食物摂取による実効線量については，現実に存在する被ばく経路について，食生活の様

態等が標準的である人を対象として行うため，敷地周辺で農業・畜産業が行われていない

現状では有意な被ばく経路は存在しない。ただし，今後敷地周辺において農業・畜産業が

再開されることを見越し，被ばく評価全体において食物摂取による被ばくが占める程度を

把握するため，参考として，葉菜及び牛乳摂取による実効線量を評価する。 

 

2.2.1.2 計算のための前提条件 

(1)気象条件 

大気拡散の解析に用いる気象条件は，福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請

書（6号原子炉施設の変更）（平成 22年 11 月 12 日付け，平成 19・04・19 原第 18 号にて

設置変更許可）の添付書類六の記載と同様とする。 

気象条件の採用に当たっては，風向出現頻度及び風速出現頻度について平成 12年 4月

から平成 22 年 3 月までの 10 年間の資料により検定を行い，代表性に問題ないことを確

認した。検定法は，不良標本の棄却検定に関する F分布検定の手順に従った。 

棄却検定の結果を表２．２．１－１及び表２．２．１－２に示す。有意水準 5％で棄却

された項目は 28 項目中 2個であった。これは採用した気象条件が長期間の気象状況と比

較して異常でないことを示しており，解析に用いる気象条件が妥当であることを示して

いる。 

(2)放出源と有効高さ 
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放出源は各建屋からの排気であるが，「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」で述べたと

おり，1～4 号機の原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの放出は無視しうるた

め，放出位置は 1～4号機の原子炉建屋とする。 

有効高さについて，現在の推定放出位置は原子炉建屋オペレーティングフロア付近で

あるが，保守的に地上放散とする。 

地上放散の保守性については，以下のとおりである。 

「気象指針」において，位置  zyx ,, における放射性物質濃度  zyx ,, を求める基本拡

散式を（2-2-1）式に示す。 

 
   
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
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
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
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2
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HzHzy

U

x

U

Q
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



  

 ························ （2-2-1）式 

ここで， 

 zyx ,,  ： 点  zyx ,, における放射性物質の濃度（Bq/m3） 

Q  ： 放出率（Bq/s） 

U  ： 放出源高さを代表する風速（m/s） 

  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

H  ： 放出源の有効高さ(m) 

y
  ： 濃度分布のｙ方向の拡がりのパラメータ（m） 

z
  ： 濃度分布のｚ方向の拡がりのパラメータ（m） 

このとき，有効高さと同じ高度（ Hz  ）の軸上で放射性物質濃度が最も濃くなる。被

ばく評価地点は地上（ 0z ）であるため，地上放散が最も厳しい評価を与えることにな

る。 

(3)放出を考慮する核種 

放射性物質の放出量は，原子炉建屋上部におけるサンプリング結果から想定しており，

現時点では実際に検出されている Cs-134 及び Cs-137 を評価対象とする。 

Cs-134 及び Cs-137 以外の核種には，検出限界未満であることが確認されている核種だ

けではなく，測定自体ができていないものもあるが，評価結果に大きな影響は与えない

ものと考えている。これら評価対象としなかった核種の影響度合いについては，「2.2.1.8 

Cs 以外の核種の影響について」で詳しく述べる。 

 (4)線量及び濃度計算地点 

線量の計算は，図２．２．１－１に示すとおり，1，2号機共用排気筒を中心として 16

方位に分割した陸側 9 方位の敷地境界外について行う。ただし，これらの地点より大き

な線量を受ける恐れのある地点が別に陸側にある場合は，その地点も考慮する。 

1，2号機共用排気筒から各評価点までの距離は，表２．２．１－３に示す。 
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2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算 

計算は連続放出とし，放出位置毎に行う。単位放出率あたりの地上における放射性物質

濃度は，放射性物質の減衰を無視すると（2-2-2）式となる。 

 






























2

2

2

2

2
exp

2
exp

1
0,,

zyzy

Hy

U
yx


  ·························· （2-2-2）式 

計算地点における年間平均相対濃度  は，隣接方位からの寄与も考慮して以下のように

計算する。 

 


j
jL

j
jL

j
jL 11

  ··········································· （2-2-3）式 

ここで， 

j  ： 大気安定度（A～F） 

L  ： 計算地点を含む方位 

計算結果を表２．２．１－４に示す。これに「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表２．

１．３－１に示した推定放出量を乗じた結果を表２．２．１－５に示す。1～4 号機合計の

濃度が最大となるのは，1，2 号機共用排気筒の南方位約 1,340ｍの敷地境界で，それぞれ

約 1.5×10-9Bq/cm3である。 

 

2.2.1.4 単位放出量あたりの実効線量の計算 

建屋から放出された放射性雲による計算地点における空気カーマ率は，（2-2-4）式によ

り計算する。 

  '''',',')(
40 0 21

dzdydxzyxrB
r

e
EKD

r

en







   
 






 ····················· （2-2-4）式 

ここで， 

D  ： 計算地点 )0,,( yx における空気カーマ率（μGy/ｈ） 

1
K  ： 空気カーマ率への換算係数 













hBqMeV

Gymdis 3

 

E  ： γ線の実効エネルギ（MeV/dis） 

en
  ： 空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1） 

  ： 空気に対するγ線の線減衰係数（m-1） 

r  ： 放射性雲中の点 )',','( zyx から計算地点 )0,,( yx までの距離（m） 

 rB   ： 空気に対するγ線の再生係数で，次式から求める。 

  

       32

1 rrrrB    

ただし，
en

 ，， ，  ， については，0.5MeV のγ 線に対する値を用

い，以下のとおりとする。 

en
 ＝3.84×10-3（m-1）   ＝1.05×10-2（m-1） 

 ＝1.000    ＝0.4492    ＝0.0038 
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)',','( zyx  ： 放射性雲中の点 )',','( zyx における濃度（Bq/m3） 

計算地点における単位放出量当たりの年間の実効線量は，計算地点を含む方位及びその

隣接方位に向かう放射性雲の γ 線からの空気カーマを合計して，次の（2-2-5）式により

計算する。 

 
112 


LLLoh

DDDffKH


 ······································ （2-2-5）式 

ここで， 


H  ： 計算地点における実効線量（μSv/年） 

2
K  ： 空気カーマから実効線量への換算係数（μSv/μGy） 

h
f  ： 家屋の遮蔽係数 

o
f  ： 居住係数 

L
D ，

1L
D ，

1L
D  ： 計算地点を含む方位（Ｌ）及びその隣接方位に向かう放射性雲によ

る年間平均のγ線による空気カーマ（μGy/年）。これらは，（2-2-4）

式から得られる空気カーマ率D を放出モード，大気安定度別風向分

布及び風速分布を考慮して年間について積算して求める。 

  

計算結果を表２．２．１－６及び表２．２．１－７に示す。 

 

2.2.1.5 年間実効線量の計算 

(1)放射性雲からのγ線に起因する実効線量 

放射性雲からの γ 線に起因する実効線量は，「2.1.3 放射性気体廃棄物等の管理」表

２．１．３－１の推定放出量に「2.2.1.4 単位放出量あたりの実効線量の計算」で求めた

単位放出量あたりの実効線量を乗じ求める。計算結果を表２．２．１－８及び表２．２．

１－９に示す。 

計算の結果，放射性雲からの γ 線に起因する実効線量は南方向沿岸部で最大となり，

年間約 2.0×10-6mSv である。 

 

(2)地面に沈着した放射性物質からのγ線に起因する実効線量 

a.計算の方法 

評価は「一般公衆の線量評価」に基づき，以下の式で求める。 

 

  dzddzfC
r

Be
E

g
KH

rr

en

A




 





   




0

0

0

2

0 24)1(

2211

 ···················· （2-2-6）式 

ただし， 

A
H  ： 年間実効線量(mSv/年) 

K  ： 





















mGy

mSv

yBqMeV

mGycmdis
8.01091.3

3

3  

  （0.8（mSv/mGy）は，空気カーマから実効線量への換算係数。） 
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en
  ： 空気の γ線の線エネルギ吸収係数（1/cm） 

 g1  ： 制動放射による損失の補正 

E  ： γ線実効エネルギ（MeV/dis） 

0
C  ： 地表面附近の土壌における放射性物質濃度（Bq/cm3） 

B  ： 空気，土壌の２層γ線ビルドアップ係数（－） 

1
 ，

2
  ： 空気及び土壌の γ線線減衰係数(1/cm)，土壌は Alで代用，ただし，密度

は 1.5（g/cm3）とする。   

1
r ，

2
r ，r ，， ，z  ： 図２．２．１－２に示す 

r  ： 土壌中の任意点  z,, から被ばく点までの距離（cm） 

     2
21

222 rrzhr    

 zf  ： 放射性物質の土壌中鉛直分布 

h  ： 被ばく点地上高（100cm） 

被ばく点が１ｍ程度であれば，これに寄与する放射性物質の範囲は，被ばく点から 10

ｍ以内である。このため通常は
0

C =一定と考える。したがって，上記式は， 

 

  dzdzf
r

eB
CE

g

K
H

rr

en

A


 







  




0

0 20

2211

)1(2
 ·················· （2-2-7）式 

となる。 

 

b.空気及び土壌のビルドアップ係数（B） 

空気，土壌 2 層の γ 線ビルドアップ係数については，広く使用されているビルドア

ップ係数を使用する。 

1) MeVE 801.1  

     Eg

r
E

rEB 


















801.1
ln214.08.01,  

2) MeVE 801.1  

     Eg

rrEB  8.01,   

ここで， 

 

2211

0005.1
19.0ln625.002395.044.1

rrr

E
EEg

 











 

 

c.放射性物質の土壌中鉛直分布   zfCC
0

 について 

放射性物質の土壌中鉛直分布は，「一般公衆の線量評価」より，指数分布で近似できる。 

 zCC exp
0

  ···················································· （2-2-8）式 

ただし，深さ z の符号は下方を負とし，浸透係数 （1/cm）は，0.33 を使用する。 
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地表面附近の土壌における放射性物質濃度は，大気と地面の接触による沈着（乾性沈

着）と，降水による放射性物質の降下（湿性沈着）を考慮して，（2-2-9）式により計算

する。 

rd
CCC 

0
 ····················································· （2-2-9）式 

ここで， 

0
C  ： 地表面付近の放射性物質濃度（Bq/cm3） 

d
C  ： 無降水期間における地表面付近の濃度（Bq/cm3） 

r
C  ： 降水期間における地表面付近の濃度（Bq/cm3） 

 

(ａ)無降水期間における沈着量 

無降水期間中は乾性沈着のみとなるため，（2-2-10）式～（2-2-12）式で表せる。 

 


 d

dd

C
dzzCS   

0

exp  ······································· （2-2-10）式 

    
rr

r

gid
KT

f
VxS  1exp1

0

1 


 ······························ （2-2-11）式 

    
rr

r

gid
KT

f
VxC  1exp1

0

1 


  ···························· （2-2-12）式 

ただし， 

i
x  ： 地上における年間平均濃度（Bq/cm3） 

g
V  ： 沈着速度（cm/s） 

r
  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

0
T  ： 放射性物質の放出期間 

1
f  ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

d
S  ： 放射性物質の地表濃度（Bq/cm2） 

r
K  ： 降水期間割合（－） 

ここで，
g

V は 0.3cm/s，
0

T は 1 年，
1

f はフォールアウトの調査結果より平均値の 0.5

とした。なお，降水期間割合（
r

K ）を 0とすれば，「一般公衆の線量評価」と同じ評価式

となる。 

 

(ｂ)降水期間における沈着量 

降水期間中は，乾性沈着及び湿性沈着が重なるため，（2-2-13）式～（2-2-15）式で

表せる。 

 


 r

rr

C
dzzCS   

0

exp  ········································ （2-2-13）式 
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    
rr

r

r

gir
KT

f
LVxS

0

1 exp1 


  ····························· （2-2-14）式 

    
rr

r

r

gir
KT

f
LVxC

0

1 exp1 


   ··························· （2-2-15）式 

ただし， 

i
x  ： 地上における年間平均濃度（Bq/cm3） 

g
V  ： 沈着速度（cm/s） 

  ： 降水による洗浄係数（1/s）で，以下の式により求める。 

  

5.04102.1 I   

ここで，降水強度 I （mm/h）は，気象データより，2.16mm/h とする。 

L  ： 空気中放射性物質濃度の鉛直方向積分値で， 

  




















0 12

2

1

2
exp dz

z
L

zi


 

とし，風向別大気安定度別出現回数で平均化する。 

r
  ： 物理的崩壊定数（1/s） 

0
T  ： 放射性物質の放出期間 

r
f

1
 ： 沈着した放射性物質のうち残存する割合（－） 

  降水時は地表面に全て残存すると仮定し，1.0 とする。 

r
S  ： 放射性物質の地表濃度（Bq/cm2） 

r
K  ： 降水期間割合（－） 

   

(c)計算結果 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約

1.5×10-9Bq/cm3を用いる。計算の結果，地表に沈着した放射性物質からのγ線による

実効線量は，Cs-134 及び Cs-137 の合計で年間約 3.0×10-2mSv である。 

 

(3)吸入摂取による実効線量 

吸入摂取による実効線量は，「評価指針」に基づき，次の計算式を用いる。 

 
i

IiIiI
AKH 365  ·················································· （2-2-16）式 

iaIi
xMA   ······················································· （2-2-17）式 

ここで， 

I
H  ： 吸入摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

365  ： 年間日数への換算係数（d/年） 

Ii
K  ： 核種ｉの吸入摂取による実効線量係数（μSv/Bq） 

Ii
A  ： 核種ｉの吸入による摂取率（Bq/d） 

a
M  ： 呼吸率（cm3/d） 

i
x  ： 核種ｉの年平均地上空気中濃度（Bq/cm3） 
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i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約

1.5×10-9Bq/cm3 を用いる。その他に評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１０及び

表２．２．１－１１に示す。計算の結果，吸入摂取による実効線量は，Cs-134 及び Cs-137

の合計で年間約 1.9×10-4mSv である。 

なお，吸入摂取の被ばく経路には地表に沈着した放射性物質の再浮遊に起因するものも

存在するが，「一般公衆の線量評価」の再浮遊係数（10-8cm-1）を用いると再浮遊濃度は約 6.0

～7.0×10-10Bq/cm3程度であり，被ばく評価全体への寄与は小さい。 

 

2.2.1.6 5 号機及び 6号機の寄与 

5 号機は平成 23 年 1 月 3 日，6 号機は平成 22 年 8 月 14 日に定期検査のため運転を停止

しており，「評価指針」において評価対象としている希ガス及びよう素は十分に減衰して

いるが，保守的に福島第一原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（6号原子炉施設の変更）

（平成 22年 11 月 12 日付け，平成 19・04・19 原第 18号にて設置変更許可）添付書類九と

同様の評価とする。 

これによると，希ガスの γ 線による実効線量は 1，2 号機共用排気筒の北方位で最大と

なり，年間約 4.4×10-3mSv，放射性よう素に起因する実効線量は 1，2 号機共用排気筒の北

北西方位で最大となり，年間約 1.7×10-4mSv である。 

 

2.2.1.7 計算結果 

大気中に拡散する放射性物質に起因する実効線量は，最大で年間約3.0×10-2mSvである。 

 

2.2.1.8 Cs 以外の核種の影響について 

(1) γ 線放出核種 

γ 線を放出する核種のうち，粒子状の放射性物質はダストサンプリングにより定期的

に測定しており，Cs 以外の核種は測定限界未満となっていることから，現在の状態が維

持されれば敷地周辺への影響は Csに比べて軽微である。 

一方，希ガスのようなガス状の放射性物質については，これまでの評価から，大気中

に拡散する放射性物質に起因する実効線量は，地表に沈着した放射性物質からの γ線の

外部被ばくが支配的であり，沈着しないガス状の放射性物質の寄与は小さいと考えられ

る。 

 

(2) β 線及びα線放出核種 

β 線及び α 線の放出核種で，γ 線を放出しない又は微弱でゲルマニウム半導体検出

器による核種分析ができない核種は，現時点で直接分析ができていない。これらの核種
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は，地表に沈着した放射性物質からの γ 線は無視しうるが，特に α 線を放出する核種

は内部被ばくにおける実効線量換算係数が α 線を放出しない核種に比べて 100～1,000

倍程度となる。 

Cs との比較可能な測定データとして表２．２．１－１４にグラウンド約西南西におけ

る土壌分析結果を示す。表２．２．１－１４では，β線を放出する主要な核種である Sr

と，α線を放出する主要な核種である Pu が分析されており，その量は Csに比べ，Srで

1/1,000 程度，Pu で 1/1,000,000 程度である。この分析結果から，線質による違いを無

視しうるほどに放出量は小さく，Cs-134 及び Cs-137 に比べ，線量への寄与は小さいと考

えられる。 
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2.2.1.9 食物摂取による実効線量の計算 

2.2.1.9.1 葉菜摂取による実効線量 

葉菜摂取による実効線量は，評価対象核種が Cs-134 及び Cs-137 の長寿命核種であるこ

とから，沈着分からの間接移行経路を考慮した「一般公衆の線量評価」に基づき，次の計

算式を用いる。 

 
i

ViTiV
AKH 365  ················································ （2-2-18）式 

   
vdt

vri

t

vig

effi

t

g
ivi

Mff
P

eBVeV
xA

rieffi





























01 11

 ····················· （2-2-19）式 

ここで， 

V
H  ： 葉菜摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

365  ： 年間日数への換算係数（d/年） 

Ti
K  ： 核種 iの経口摂取による実効線量換算係数（μSv/Bq） 

Vi
A  ： 核種 iの葉菜による摂取率（Bq/d） 

g
V  ： 葉菜への沈着速度(cm/s) 

effi
  ： 核種 iの葉菜上実効崩壊定数(1/s) 

  Wrieffi
   

ri
  ： 核種 iの物理的崩壊定数（1/s） 

W
  ： ウェザリング効果による減少係数（1/s） 

  ： 葉菜の栽培密度（g/cm2） 

1
t  ： 葉菜の栽培期間（s） 

g
V  ： 葉菜を含む土壌への核種の沈着速度（cm/s） 

V
P  ： 経口移行に寄与する土壌の有効密度（g/cm2） 

Vi
B  ： 土壌 1g 中に含まれる核種 iが葉菜に移行する割合 

0
t  ： 核種の蓄積期間（s） 

t
f  ： 葉菜の栽培期間年間比 

d
f  ： 調理前洗浄による核種の残留比 

V
M  ： 葉菜摂取量（g/d） 

評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１１～表２．２．１－１３に示す。 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約

1.5×10-9Bq/cm3 を用いて計算した結果，葉菜摂取による実効線量は最大で年間約

6.1×10-3mSv である。 

 

2.2.1.9.2 牛乳摂取による実効線量 

牛乳摂取による実効線量は，評価対象核種が Cs-134 及び Cs-137 の長寿命核種であるこ

とから，沈着分からの間接移行経路を考慮した「一般公衆の線量評価」に基づき，次の計

算式を用いる。 
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 
i

MiTiM
AKH 365  ················································ （2-2.1-20）式 

   
MMift

vri

t

vigM

Meffi

t

gM
iMi

MFQf
P

eBVeV
xA

riMeffi





























01 11

 ············· （2-2.1-21）式 

ここで， 

M
H  ： 牛乳摂取による年間の実効線量（μSv/年） 

Mi
A  ： 核種 iの牛乳による摂取率（Bq/d） 

gM
V  ： 牧草への沈着速度(cm/s) 

effi
  ： 核種 iの牧草上実効減衰定数(1/s) 

  Wrieffi
   

ri
  ： 核種 iの物理的崩壊定数（1/s） 

W
  ： ウェザリング効果による減少係数（1/s） 

M
  ： 牧草の栽培密度（g/cm2） 

M
t

1
 ： 牧草の栽培期間（s） 

gM
V   ： 牧草を含む土壌への核種の沈着速度（cm/s） 

V
P  ： 経口移行に寄与する土壌の有効密度（g/cm2） 

Vi
B  ： 土壌 1g 中に含まれる核種 iが牧草に移行する割合 

0
t  ： 核種の蓄積期間（s） 

t
f  ： 放牧期間年間比 

f
Q  ： 乳牛の牧草摂取量（g/d） 

Mi
F  ： 乳牛が摂取した核種 iが牛乳に移行する割合（(Bq/cm3)/(Bq/d)） 

M
M  ： 牛乳摂取量（cm3/d） 

評価に必要なパラメータは，表２．２．１－１１～表２．２．１－１３に示す。 

i
x は「2.2.1.3 単位放出率あたりの年間平均濃度の計算」で求めた最大濃度の約

1.5×10-9Bq/cm3 を用いて計算した結果，牛乳摂取による実効線量は最大で年間約

9.9×10-3mSv である。 
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図２．２．１－１ 被ばく線量計算地点（敷地境界）
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図２．２．１－２ 沈着評価モデル 
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表２．２．１－１ 風向分布に対する棄却検定表 

統計 

年度 

風向 

平成 12 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21 平均値 

検定年 棄却限界 判定 

昭和 54 上限 下限 
○採択 

×棄却 

N 7.23  8.90  8.40  7.79  5.92  5.27  4.52  4.98  4.67  5.34  6.30  6.35  10.18  2.43  ○ 

NNE 5.62  6.26  6.24  6.51  4.37  6.68  7.16  5.39  5.40  7.41  6.10  4.71  8.28  3.92  ○ 

NE 3.69  3.54  3.91  3.42  2.44  3.94  4.55  3.28  3.31  4.15  3.62  2.84  4.99  2.25  ○ 

ENE 2.15  2.59  2.45  2.05  1.75  2.14  2.64  2.45  2.23  2.74  2.32  1.92  3.05  1.59  ○ 

E 2.12  1.84  2.12  1.85  1.95  2.28  2.12  2.09  2.10  1.79  2.03  1.43  2.40  1.65  × 

ESE 1.98  2.06  2.06  2.14  1.97  2.28  1.98  2.37  2.31  1.95  2.11  1.73  2.48  1.74  × 

SE 2.69  2.63  2.80  2.63  2.71  2.82  2.87  2.71  3.27  2.67  2.78  2.74  3.23  2.33  ○ 

SSE 6.20  5.14  6.36  7.05  9.52  8.76  8.47  8.31  10.42  6.85  7.71  6.52  11.62  3.79  ○ 

S 11.59  9.61  10.29  13.54  12.54  10.91  10.43  10.22  9.42  12.01  11.06  9.90  14.22  7.89  ○ 

SSW 6.14  5.83  5.57  5.40  5.24  4.89  4.81  4.54  4.24  6.19  5.29  6.28  6.86  3.71  ○ 

SW 3.88  4.11  3.04  3.13  3.70  3.73  3.30  3.63  2.76  3.41  3.47  3.72  4.46  2.48  ○ 

WSW 3.99  4.77  4.00  4.35  7.54  6.71  5.72  6.68  4.40  3.93  5.21  3.56  8.40  2.02  ○ 

W 8.45  8.90  7.66  6.63  8.95  9.44  7.81  9.31  7.82  7.47  8.25  6.26  10.41  6.08  ○ 

WNW 8.50  8.13  7.85  7.45  9.83  9.57  9.25  10.58  10.81  7.89  8.99  9.68  11.81  6.16  ○ 

NW 11.27  10.93  11.90  11.65  12.55  12.19  14.71  14.60  16.56  10.72  12.71  14.46  17.30  8.12  ○ 

NNW 13.35  13.79  14.31  12.97  7.80  7.32  8.67  7.84  8.35  13.96  10.83  16.76  18.03  3.64  ○ 

静穏 1.13  0.98  1.04  1.42  1.24  1.07  0.99  1.02  1.93  1.53  1.24  1.13  1.97  0.51  ○ 
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表２．２．１－２ 風速分布に対する棄却検定表 

統計 

年度 

風速 

階級 

平成 12 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21 平均値 

検定年 棄却限界 判定 

昭和 54 上限 下限 
○採択 

×棄却 

～ 0.4 1.13  0.98  1.04  1.42  1.24  1.07  0.99  1.02  1.93  1.53  1.24  1.13  1.97  0.51  ○ 

0.5 ～ 1.4 6.66  5.19  6.74  7.01  6.68  7.61  6.63  7.02  5.64  6.65  6.58  6.27  8.22  4.94  ○ 

1.5 ～ 2.4 11.57  9.85  11.70  11.43  10.62  12.11  12.69  12.94  10.57  11.01  11.45  10.21  13.75  9.14  ○ 

2.5 ～ 3.4 13.13  13.21  14.04  13.83  13.59  14.06  15.21  16.14  13.14  12.53  13.89  13.06  16.44  11.34  ○ 

3.5 ～ 4.4 13.62  13.98  15.59  13.07  12.73  15.12  15.19  15.12  14.47  13.07  14.20  14.30  16.66  11.73  ○ 

4.5 ～ 5.4 12.96  12.77  13.74  12.76  13.27  14.27  14.25  13.86  13.00  12.43  13.33  14.50  14.89  11.77  ○ 

5.5 ～ 6.4 10.91  12.21  11.23  10.29  11.43  11.82  11.33  11.68  10.83  11.85  11.36  12.05  12.71  10.00  ○ 

6.5 ～ 7.4 9.20  9.44  9.03  8.98  9.35  8.88  8.54  8.63  8.94  8.99  9.00  9.26  9.67  8.33  ○ 

7.5 ～ 8.4 6.90  7.48  5.78  6.83  6.86  6.24  6.23  5.64  7.17  7.48  6.66  6.46  8.22  5.10  ○ 

8.5 ～ 9.4 4.83  5.66  3.71  4.42  4.60  4.45  3.82  3.43  4.95  5.06  4.49  4.57  6.12  2.87  ○ 

9.5 ～      9.10  9.22  7.38  9.95  9.62  4.36  5.11  4.53  9.35  9.40  7.80  8.19  13.20  2.40  ○ 
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表２．２．１－３ 1，2号機共用排気筒から敷地境界までの距離 

計算地点の 

方位 

1，2号機共用排気筒から 

敷地境界までの距離（m） 

S 1,340 

SSW 1,100 

SW 1,040 

WSW 1,270 

W 1,270 

WNW 1,170 

NW 950 

NNW 1,870 

N 1,930 

S 方向沿岸部 1,400 

 

 



 

Ⅲ-3-2-2-1-17 

表２．２．１－４ 単位放出率あたりの年間平均濃度（(Bq/cm3)/(Bq/s)） 

放出位置 

評価位置 
1 号原子炉建屋 2 号原子炉建屋 3 号原子炉建屋 4 号原子炉建屋 

S 約 8.6×10-13 約 9.6×10-13 約 1.1×10-12 約 1.4×10-12 

SSW 約 7.6×10-13 約 8.8×10-13 約 1.1×10-12 約 6.1×10-13 

SW 約 3.7×10-13 約 4.1×10-13 約 4.8×10-13 約 7.9×10-13 

WSW 約 3.7×10-13 約 4.0×10-13 約 4.2×10-13 約 3.6×10-13 

W 約 3.1×10-13 約 3.2×10-13 約 3.1×10-13 約 3.2×10-13 

WNW 約 3.9×10-13 約 3.8×10-13 約 3.5×10-13 約 3.3×10-13 

NW 約 6.3×10-13 約 5.7×10-13 約 4.8×10-13 約 4.1×10-13 

NNW 約 5.5×10-13 約 5.1×10-13 約 4.6×10-13 約 4.2×10-13 

N 約 8.1×10-13 約 7.5×10-13 約 6.8×10-13 約 6.2×10-13 

S 方向沿岸部 約 8.0×10-13 約 8.9×10-13 約 1.1×10-12 約 1.3×10-12 

 

 

表２．２．１－５ Cs-134 及び Cs-137 の年間平均濃度(Bq/cm3) 

放出位置 

評価位置 

1 号 

原子炉建屋 

2 号 

原子炉建屋 

3 号 

原子炉建屋 

4 号 

原子炉建屋 
合計 

S 約 4.0×10-10 約 9.1×10-11 約 8.1×10-10 約 1.7×10-10 約 1.5×10-9 

SSW 約 3.6×10-10 約 8.2×10-11 約 7.5×10-10 約 7.2×10-11 約 1.3×10-9 

SW 約 1.7×10-10 約 3.9×10-11 約 3.4×10-10 約 9.3×10-11 約 6.4×10-10 

WSW 約 1.8×10-10 約 3.7×10-11 約 2.9×10-10 約 4.2×10-11 約 5.5×10-10 

W 約 1.5×10-10 約 3.0×10-11 約 2.2×10-10 約 3.8×10-11 約 4.3×10-10 

WNW 約 1.9×10-10 約 3.6×10-11 約 2.5×10-10 約 3.9×10-11 約 5.1×10-10 

NW 約 2.9×10-10 約 5.3×10-11 約 3.4×10-10 約 4.8×10-11 約 7.4×10-10 

NNW 約 2.6×10-10 約 4.8×10-11 約 3.3×10-10 約 5.0×10-11 約 6.9×10-10 

N 約 3.8×10-10 約 7.1×10-11 約 4.8×10-10 約 7.3×10-11 約 1.0×10-9 

S 方向沿岸部 約 3.8×10-10 約 8.4×10-11 約 7.5×10-10 約 1.5×10-10 約 1.4×10-9 
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表２．２．１－６ Cs-134 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

放出位置 

評価位置 
1 号原子炉建屋 2 号原子炉建屋 3 号原子炉建屋 4号原子炉建屋 

S 約 7.7×10-7 約 8.5×10-7 約 9.8×10-7 約 1.2×10-6 

SSW 約 7.0×10-7 約 7.6×10-7 約 8.3×10-7 約 9.0×10-7 

SW 約 4.5×10-7 約 5.2×10-7 約 6.1×10-7 約 7.2×10-7 

WSW 約 4.0×10-7 約 4.2×10-7 約 4.3×10-7 約 4.3×10-7 

W 約 3.7×10-7 約 3.7×10-7 約 3.6×10-7 約 3.4×10-7 

WNW 約 3.9×10-7 約 3.9×10-7 約 3.8×10-7 約 3.7×10-7 

NW 約 6.9×10-7 約 6.7×10-7 約 7.2×10-7 約 7.4×10-7 

NNW 約 5.9×10-7 約 5.8×10-7 約 5.5×10-7 約 5.1×10-7 

N 約 7.8×10-7 約 7.4×10-7 約 6.8×10-7 約 6.3×10-7 

S 方向沿岸部 約 8.5×10-7 約 9.6×10-7 約 1.1×10-6 約 1.3×10-6 

 

 

 

表２．２．１－７ Cs-137 の単位放出率あたりの実効線量（(μSv/年)/(Bq/s)） 

放出位置 

評価位置 
1 号原子炉建屋 2 号原子炉建屋 3 号原子炉建屋 4号原子炉建屋 

S 約 3.0×10-7 約 3.3×10-7 約 3.8×10-7 約 4.4×10-7 

SSW 約 2.7×10-7 約 2.9×10-7 約 3.2×10-7 約 3.4×10-7 

SW 約 1.7×10-7 約 2.0×10-7 約 2.3×10-7 約 2.7×10-7 

WSW 約 1.6×10-7 約 1.6×10-7 約 1.6×10-7 約 1.7×10-7 

W 約 1.4×10-7 約 1.4×10-7 約 1.4×10-7 約 1.3×10-7 

WNW 約 1.5×10-7 約 1.5×10-7 約 1.5×10-7 約 1.4×10-7 

NW 約 2.6×10-7 約 2.6×10-7 約 2.8×10-7 約 2.8×10-7 

NNW 約 2.3×10-7 約 2.2×10-7 約 2.1×10-7 約 2.0×10-7 

N 約 3.0×10-7 約 2.8×10-7 約 2.6×10-7 約 2.4×10-7 

S 方向沿岸部 約 3.3×10-7 約 3.7×10-7 約 4.3×10-7 約 5.0×10-7 
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表２．２．１－８ Cs-134 の放射性雲からのγ線に起因する実効線量（μSv/年） 

放出位置 

評価位置 

1 号 

原子炉建屋 

2 号 

原子炉建屋 

3 号 

原子炉建屋 

4 号 

原子炉建屋 
合計 

S 約 3.6×10-4 約 8.0×10-5 約 6.9×10-4 約 1.4×10-4 約 1.3×10-3 

SSW 約 3.3×10-4 約 7.1×10-5 約 5.8×10-4 約 1.1×10-4 約 1.1×10-3 

SW 約 2.1×10-4 約 4.9×10-5 約 4.3×10-4 約 8.4×10-5 約 7.8×10-4 

WSW 約 1.9×10-4 約 3.9×10-5 約 3.0×10-4 約 5.1×10-5 約 5.8×10-4 

W 約 1.7×10-4 約 3.5×10-5 約 2.5×10-4 約 4.0×10-5 約 5.0×10-4 

WNW 約 1.9×10-4 約 3.6×10-5 約 2.7×10-4 約 4.4×10-4 約 5.3×10-4 

NW 約 3.2×10-4 約 6.4×10-5 約 5.1×10-4 約 8.7×10-5 約 9.8×10-4 

NNW 約 2.8×10-4 約 5.4×10-5 約 3.9×10-4 約 6.0×10-5 約 7.8×10-4 

N 約 3.7×10-4 約 7.0×10-5 約 4.8×10-4 約 7.4×10-5 約 1.0×10-3 

S 方向沿岸部 約 4.0×10-4 約 9.0×10-5 約 7.8×10-4 約 1.5×10-4 約 1.4×10-3 

 

 

表２．２．１－９ Cs-137 の放射性雲からのγ線に起因する実効線量（μSv/年） 

放出位置 

評価位置 

1 号 

原子炉建屋 

2 号 

原子炉建屋 

3 号 

原子炉建屋 

4 号 

原子炉建屋 
合計 

S 約 1.4×10-4 約 3.1×10-5 約 2.7×10-4 約 5.2×10-5 約 4.9×10-4 

SSW 約 1.3×10-4 約 2.7×10-5 約 2.2×10-4 約 4.1×10-5 約 4.2×10-4 

SW 約 8.2×10-5 約 1.9×10-5 約 1.7×10-4 約 3.2×10-5 約 3.0×10-4 

WSW 約 7.3×10-5 約 1.5×10-5 約 1.2×10-4 約 2.0×10-5 約 2.2×10-4 

W 約 6.7×10-5 約 1.3×10-5 約 9.7×10-5 約 1.5×10-5 約 1.9×10-4 

WNW 約 7.1×10-5 約 1.4×10-5 約 1.0×10-4 約 1.7×10-5 約 2.1×10-4 

NW 約 1.2×10-4 約 2.4×10-5 約 2.0×10-4 約 3.4×10-5 約 3.8×10-4 

NNW 約 1.1×10-4 約 2.1×10-5 約 1.5×10-4 約 2.3×10-5 約 3.0×10-4 

N 約 1.4×10-4 約 2.7×10-5 約 1.9×10-4 約 2.8×10-5 約 3.8×10-4 

S 方向沿岸部 約 1.5×10-4 約 3.5×10-5 約 3.0×10-4 約 5.9×10-5 約 5.5×10-4 
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表２．２．１－１０ 吸入摂取の評価パラメータ[1] 

パラメータ 記号 単位 数値 

呼吸率 Ma cm3/d 2.22×107 

 

表２．２．１－１１ 実効線量換算係数[2] 

元素 吸入摂取（KIi）(μSv/Bq) 経口摂取（KTi）(μSv/Bq) 

Cs-134 9.6×10-3 1.9×10-2 

Cs-137 6.7×10-3 1.3×10-2 

 

表２．２．１－１２ 葉菜及び牛乳摂取の評価パラメータ 

経路 パラメータ 記号 単位 数値 

葉菜 

摂取 

核種の葉菜への沈着速度[1][3] Vg cm/s 1 

ウェザリング効果による減少定数[3] λw 1/s 
5.73×10-7 

（14日相当） 

葉菜の栽培密度[1] ρ g/cm2 0.23 

葉菜の栽培期間[3] t1 s 
5.184×106 

（60日） 

葉菜を含む土壌への核種の沈着速度[3] Vg’ cm/s 1 

経根移行に寄与する土壌の有効密度[3] Pv g/cm2 24 

核種の蓄積期間 t0 s 
3.1536×107 

（1年間） 

葉菜の栽培期間年間比[1] ft － 0.5 

調理前洗浄による核種の残留比[3] fd － 1 

葉菜摂取量（成人）[1] Mv g/d 100 

牛乳 

摂取 

核種の牧草への沈着速度[1] VgM cm/s 0.5 

ウェザリング効果による減少定数[3] λw g/cm3 
5.73×10-7 

（14日相当） 

牧草の栽培密度[4] ρM g/cm3 0.07 

牧草の栽培期間[4] t1M s 
2.592×106 

(30 日間) 

牧草を含む土壌への核種の沈着速度[3] VgM’ cm/s 1 

経根移行に寄与する土壌の有効密度[3] Pv g/cm2 24 

放牧期間年間比[1] ft － 0.5 

乳牛の牧草摂取量[3] Qf g/d wet 5×104 

牛乳摂取量（成人）[1] MM cm3/d 200 

 

表２．２．１－１３ 葉菜及び牛乳摂取の評価パラメータ[4] 
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元素 
土壌1g中に含まれる核種iが葉菜

及び牧草に移行する割合（Bvi） 

乳牛が摂取した核種iが牛乳に移行す

る割合（FMi）（(Bq/cm3)/(Bq/d)） 

Cs 1.0×10-2 1.2×10-5 

 

（出典） 

[1] 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針 平成 13 年 3月 29 日，原

子力安全委員会一部改訂 

[2] 東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護

に関して必要な事項を定める告示（平成 25年 4月 12 日原子力規制委員会告示第三号） 

[3] 発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について 平成 13 年

3 月 29 日，原子力安全委員会一部改訂 

[4] U.S.NRC :Calculation of Annual Doses to Man from Routine Releases of Reactor 

Effluents for the Purpose of Evaluating Compliance with 10 CFR Part 50,Appendix 

I, Regulatory Guide 1.109, Revision 1,1977 

 

 

表２．２．１－１４ 土壌分析結果 

 土壌（Bq/kg） 

（グラウンド約西南西 500m） 
分析日 

Cs-134 4.1×105 2011 年 11 月 7日 

Cs-137 4.7×105 2011 年 11 月 7日 

Sr-89 1.8×102 2011 年 10 月 10 日 

Sr-90 2.5×102 2011 年 10 月 10 日 

Pu-238 2.6×10-1 2011 年 10 月 31 日 

Pu-239 1.1×10-1 2011 年 10 月 31 日 

Pu-240 1.1×10-1 2011 年 10 月 31 日 
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2.2.2 敷地内各施設からの直接線ならびにスカイシャイン線による実効線量 

 

2.2.2.1 線量の評価方法 

(1) 線量評価点 

施設と評価点との高低差を考慮し，各施設からの影響を考慮した敷地境界線上（図２．

２．２－１）の最大実効線量評価地点（図２．２．２－２）における直接線及びスカイ

シャイン線による実効線量を算出する。 

 

(2) 評価に使用するコード 

MCNP 等，他の原子力施設における評価で使用実績があり，信頼性の高いコードを使用

する。 

 

(3) 線源及び遮蔽 

線源は各施設が内包する放射性物質量に容器厚さ，建屋壁，天井等の遮蔽効果を考慮

して設定する。内包する放射性物質量や，遮蔽が明らかでない場合は，設備の表面線量

率を測定し，これに代えるものとする。 

対象設備は事故処理に係る使用済セシウム吸着塔保管施設，廃スラッジ貯蔵施設，貯

留設備（タンク類），固体廃棄物貯蔵庫，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備及び瓦礫類，

伐採木の一時保管エリア等とし，現に設置あるいは現時点で設置予定があるものとする。 

 

2.2.2.2 各施設における線量評価 

2.2.2.2.1 使用済セシウム吸着塔保管施設，大型廃棄物保管庫，廃スラッジ貯蔵施設及び

貯留設備（タンク類） 

使用済セシウム吸着塔保管施設，大型廃棄物保管庫，廃スラッジ貯蔵施設及び貯留設備

（タンク類）は，現に設置，あるいは設置予定のある設備を評価する。セシウム吸着装置

吸着塔および第二セシウム吸着装置吸着塔については，使用済セシウム吸着塔一時保管施

設，大型廃棄物保管庫に保管した使用済吸着塔の線量率測定結果をもとに線源条件を設定

する。（添付資料－１） また特記なき場合，セシウム吸着装置吸着塔あるいは第二セシウ

ム吸着装置吸着塔を保管するエリアに保管するこれら以外の吸着塔等については，相当な

表面線量をもつこれら吸着塔とみなして評価する。 

貯留設備（タンク類）は，設置エリア毎に線源を設定する。全てのタンク類について，

タンクの形状をモデル化する。濃縮廃液貯槽（D エリア），濃縮水タンクの放射能濃度は,

水分析結果を基に線源条件を設定する。濃縮廃液貯槽（H2 エリア）の内包物は貯槽下部に

スラリー状の炭酸塩が沈殿していることから，貯槽下部，貯槽上部の放射能濃度をそれぞ

れ濃縮廃液貯槽①，濃縮廃液貯槽②とし水分析結果を基に線源条件を設定する。RO 濃縮水

貯槽のうち RO濃縮水貯槽 15（H8 エリア），17の一部（G3 西エリアの D ），18（J1 エリア），
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20 の一部（Dエリアの B,C,D）及びろ過水タンク並びに Sr 処理水貯槽のうち Sr処理水貯槽

（K2 エリア）及び Sr 処理水貯槽（K1 南エリア）の放射能濃度は，水分析結果を基に線源

条件を設定する。RO 濃縮水貯槽 17 の一部（G3 エリアの E,F,G,H）については、平成 28 年

1 月時点の各濃縮水貯槽の空き容量に、平成 27年 8 月から平成 28 年 1 月までに採取した淡

水化装置出口水の平均放射能濃度を有する水を注水し、満水にした際の放射能濃度を基に

線源条件を設定する。サプレッションプール水サージタンク及び廃液 RO供給タンクについ

ては，平成 25 年 4 月から 8月までに採取した淡水化装置入口水の水分析結果の平均値を放

射能濃度として設定する。RO濃縮水受タンクについては，平成 25 年 4 月から 8月までに採

取した淡水化装置出口水の水分析結果の平均値を放射能濃度として設定する。また，ろ過

水タンクは残水高さを 0.5m とし，水位に応じた評価を実施する。 

 

(1) 使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

a. 第一施設 

容 量 ： セシウム吸着装置吸着塔  ：544 体 

 第二セシウム吸着装置吸着塔：230 体 

ⅰ.セシウム吸着装置吸着塔 

放 射 能 強 度 ： 添付資料－１ 表１及び図１参照 

遮 蔽 ： 吸着塔側面 ：鉄 177.8mm 

 吸着塔一次蓋：鉄 222.5mm 

 吸着塔二次蓋：鉄 127mm 

 

コンクリート製ボックスカルバート：203mm（蓋厚さ 403mm），

密度 2.30g/cm3 

追加コンクリート遮蔽版（施設西端，厚さ 200mm，密度 

2.30g/cm3） 

評価地点までの距離 ： 約 1590ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

 

ⅱ.第二セシウム吸着装置吸着塔 

放 射 能 強 度 ： 添付資料－１ 表３及び図１参照 

遮 蔽 ： 吸着塔側面：鉄 35mm，鉛 190.5mm 

 吸着塔上面：鉄 35mm，鉛 250.8mm 

評価地点までの距離 ： 約 1590ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視す

る 
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b. 第二施設 

容 量 ： 高性能容器（HIC）：736 体 

放 射 能 強 度 ： 表２．２．２－１参照 

遮 蔽 ： 

 

コンクリート製ボックスカルバート：203mm（蓋厚さ 400mm），

密度 2.30g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 1580ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視す

る 

 

c. 第三施設 

容 量 ： 高性能容器（HIC）   ：3,648 体 

放 射 能 強 度 ： 表２．２．２－１参照 

遮 蔽 ： 

 

 

コンクリート製ボックスカルバート：150mm（通路側 400mm），

密度 2.30g/cm3 

蓋：重コンクリート 400mm，密度 3.20g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 1570ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視す

る 

 

ｄ. 第四施設 

容 量 ： セシウム吸着装置吸着塔  ：680 体 

 第二セシウム吸着装置吸着塔：345 体 

ⅰ.セシウム吸着装置吸着塔 

放 射 能 強 度 ： 添付資料－１ 表１及び図２参照 

遮 蔽 ： 吸着塔側面 ：鉄 177.8mm（K1～K3：85.7mm） 

 吸着塔一次蓋：鉄 222.5mm（K1～K3：174.5mm） 

 吸着塔二次蓋：鉄 127mm （K1～K3：55mm） 

 
 
コンクリート製ボックスカルバート：203mm（蓋厚さ 400mm）， 

密度 2.30g/cm3 

評価地点までの距離  約 610ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

 

ⅱ.第二セシウム吸着装置吸着塔 

放 射 能 強 度 ： 添付資料－１ 表３及び図２参照 
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遮 蔽 ： 吸着塔側面：鉄 35mm，鉛 190.5mm 

 吸着塔上面：鉄 35mm，鉛 250.8mm 

評価地点までの距離 ： 約 610ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

評 価 結 果 ： 約 4.01×10-2mSv/年 
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表２．２．２－１ 評価対象核種及び放射能濃度（1/2） 

核種 

放射能濃度（Bq／cm3） 

スラリー 

(鉄共沈処理) 

スラリー 

(炭酸塩沈殿処理) 
吸着材３ 

Fe-59 5.55E+02 1.33E+00 0.00E+00 

Co-58 8.44E+02 2.02E+00 0.00E+00 

Rb-86 0.00E+00 0.00E+00 9.12E+04 

Sr-89 1.08E+06 3.85E+05 0.00E+00 

Sr-90 2.44E+07 8.72E+06 0.00E+00 

Y-90 2.44E+07 8.72E+06 0.00E+00 

Y-91 8.12E+04 3.96E+02 0.00E+00 

Nb-95 3.51E+02 8.40E-01 0.00E+00 

Tc-99 1.40E+01 2.20E-02 0.00E+00 

Ru-103 6.37E+02 2.01E+01 0.00E+00 

Ru-106 1.10E+04 3.47E+02 0.00E+00 

Rh-103m 6.37E+02 2.01E+01 0.00E+00 

Rh-106 1.10E+04 3.47E+02 0.00E+00 

Ag-110m 4.93E+02 0.00E+00 0.00E+00 

Cd-113m 0.00E+00 5.99E+03 0.00E+00 

Cd-115m 0.00E+00 1.80E+03 0.00E+00 

Sn-119m 6.72E+03 0.00E+00 0.00E+00 

Sn-123 5.03E+04 0.00E+00 0.00E+00 

Sn-126 3.89E+03 0.00E+00 0.00E+00 

Sb-124 1.44E+03 3.88E+00 0.00E+00 

Sb-125 8.99E+04 2.42E+02 0.00E+00 

Te-123m 9.65E+02 2.31E+00 0.00E+00 

Te-125m 8.99E+04 2.42E+02 0.00E+00 

Te-127 7.96E+04 1.90E+02 0.00E+00 

Te-127m 7.96E+04 1.90E+02 0.00E+00 

Te-129 8.68E+03 2.08E+01 0.00E+00 

Te-129m 1.41E+04 3.36E+01 0.00E+00 

I-129 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Cs-134 0.00E+00 0.00E+00 2.61E+05 

Cs-135 0.00E+00 0.00E+00 8.60E+05 

Cs-136 0.00E+00 0.00E+00 9.73E+03 
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表２．２．２－１ 評価対象核種及び放射能濃度（2/2） 

核種 

放射能濃度（Bq／cm3） 

スラリー 

(鉄共沈処理) 

スラリー 

(炭酸塩沈殿処理) 
吸着材３ 

Cs-137 0.00E+00 0.00E+00 3.59E+05 

Ba-137m 0.00E+00 0.00E+00 3.59E+05 

Ba-140 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Ce-141 1.74E+03 8.46E+00 0.00E+00 

Ce-144 7.57E+03 3.69E+01 0.00E+00 

Pr-144 7.57E+03 3.69E+01 0.00E+00 

Pr-144m 6.19E+02 3.02E+00 0.00E+00 

Pm-146 7.89E+02 3.84E+00 0.00E+00 

Pm-147 2.68E+05 1.30E+03 0.00E+00 

Pm-148 7.82E+02 3.81E+00 0.00E+00 

Pm-148m 5.03E+02 2.45E+00 0.00E+00 

Sm-151 4.49E+01 2.19E-01 0.00E+00 

Eu-152 2.33E+03 1.14E+01 0.00E+00 

Eu-154 6.05E+02 2.95E+00 0.00E+00 

Eu-155 4.91E+03 2.39E+01 0.00E+00 

Gd-153 5.07E+03 2.47E+01 0.00E+00 

Tb-160 1.33E+03 6.50E+00 0.00E+00 

Pu-238 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Pu-239 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Pu-240 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Pu-241 1.13E+03 5.48E+00 0.00E+00 

Am-241 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Am-242m 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Am-243 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Cm-242 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Cm-243 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Cm-244 2.54E+01 1.24E-01 0.00E+00 

Mn-54 1.76E+04 4.79E+00 0.00E+00 

Co-60 8.21E+03 6.40E+00 0.00E+00 

Ni-63 0.00E+00 8.65E+01 0.00E+00 

Zn-65 5.81E+02 1.39E+00 0.00E+00 
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(2) 大型廃棄物保管庫 

容 量 ： 第二セシウム吸着装置吸着塔：540 体 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 200mm，密度 約 2.1g/cm3 

ⅰ.第二セシウム吸着装置吸着塔 

放 射 能 強 度 ： 添付資料－１ 表３及び図３参照 

遮 蔽 ： 吸着塔側面：鉄 35mm，鉛 190.5mm 

 吸着塔上面：鉄 35mm，鉛 250.8mm 

評価地点までの距離 ： 約 480ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

評 価 結 果 ： 約 1.51×10-2mSv/年 

 

(3) 廃スラッジ一時保管施設 

合 計 容 量 ： 約 630m3 

放 射 能 濃 度 ： 約 1.0×107Bq/cm3 

遮 蔽 ： 炭素鋼 25mm，コンクリート 1,000mm（密度 2.1g/cm3） 

 （貯蔵建屋外壁で 1mSv/時） 

評価地点までの距離 ： 約 1480ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(4) 廃止（高濃度滞留水受タンク） 

 

(5) 濃縮廃液貯槽，濃縮水タンク 

a. 濃縮廃液貯槽（H2エリア） 

合 計 容 量 ： 約 300m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： SS400（9mm） 

  コンクリート 150mm(密度 2.1g/cm3) 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 910ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 36ｍ 

評 価 結 果 ： 約 6.26×10-4 mSv/年 

 

ｂ．濃縮廃液貯槽（Dエリア） 

容 量 ： 約 10,000m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 
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遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm） 

上面：SS400（9mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 830ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 ： 約 1.45×10-3mSv/年 

 

c. 濃縮水タンク 

合 計 容 量 ： 約 150m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm） 

上面：SS400（9mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1210ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(6) RO 濃縮水貯槽 

a. 廃止（RO 濃縮水貯槽 1（H1エリア）） 

 

b. 廃止（RO 濃縮水貯槽 2（H1東エリア）） 

 

c. 廃止（RO 濃縮水貯槽 3（H2エリア）） 

 

d. 廃止（RO 濃縮水貯槽 4（H4エリア）） 

 

e. 廃止（RO 濃縮水貯槽 5（H4東エリア）） 

 

f. 廃止（RO 濃縮水貯槽 6（H5エリア）） 

 

g. 廃止（RO 濃縮水貯槽 7（H6エリア）） 

 

h. 廃止（RO 濃縮水貯槽 8（H4北エリア）） 

 

i. 廃止（RO 濃縮水貯槽 9（H5北エリア）） 

 

j. 廃止（RO 濃縮水貯槽 10（H6 北エリア）） 
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k. 廃止（RO 濃縮水貯槽 11（H3 エリア）） 

 

l. 廃止（RO 濃縮水貯槽 12（Eエリア）） 

 

ｍ.廃止(RO 濃縮水貯槽 13（C エリア）) 

 

n. 廃止(RO 濃縮水貯槽 14（G6 エリア）) 

 

o. RO 濃縮水貯槽 15（H8 エリア） 

容 量 ： 約 17,000m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm） 

上面：SS400（6mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 940ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

p. 廃止（RO 濃縮水貯槽 16（G4 南エリア）） 

 

q. RO 濃縮水貯槽 17（G3 エリア） 

容 量 ： D：約 7,500m3，E,F,G：約 34,000m3,H:約 6,600m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm） 

上面：SS400（6mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1630ｍ，約 1720m 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

r. RO 濃縮水貯槽 18（J1 エリア） 

容 量 ： A：約 8,500m3，B：約 8,500m3，C,N；約 13,000m3，G：約 9,600m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm） 

上面：SS400（6mm） 
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評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1490ｍ，約 1440ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

ｓ．RO 濃縮水貯槽 20（Dエリア） 

容 量 ： 約 20,000m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm） 

上面：SS400（9mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 830ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(7) サプレッションプール水サージタンク 

容 量 ： 約 6,800m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SM41A（15.5mm） 

上面：SM41A（6mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1280ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 8ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(8) RO 処理水一時貯槽 

貯蔵している液体の放射能濃度が 10-2Bq/cm3程度と低いため，評価対象外とする。 

 

(9) RO 処理水貯槽 

貯蔵している液体の放射能濃度が 10-2Bq/cm3程度と低いため，評価対象外とする。 

 

(10) 受タンク等 

合 計 容 量 ： 約 1,300m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（12mm または 6mm） 

上面：SS400（9mm または 4.5mm） 
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評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1260ｍ，約 1220ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(11) ろ過水タンク 

容 量 ： 約 240m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SM400C(18mm)，SS400（12mm，10mm，8mm） 

上面：SS400（4.5mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 220ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 39ｍ 

評 価 結 果 ： 約 2.50×10-2mSv/年 

 

(12) Sr 処理水貯槽 

a. Sr 処理水貯槽（K2 エリア） 

容 量 ： 約 28,000m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SS400（15mm） 

上面：SS400（9mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 380ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

評 価 結 果 ： 約 6.91×10-4mSv/年 

b. Sr 処理水貯槽（K1 南エリア） 

容 量 ： 約 11,000m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SM400C（12mm） 

上面：SM400C（12mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 430ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

評 価 結 果 ： 約 1.24×10-4mSv/年 

 

(13) ブルータンクエリア A1 

エ リ ア 面 積 ： 約 490m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 6.3m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.017mSv/時（実測値） 
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放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 690ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 3.64×10-4mSv/年 

 

(14) ブルータンクエリア A2 

エ リ ア 面 積 ： 約 490m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 6.3m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.002mSv/時（実測値） 

放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 670ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(15) ブルータンクエリア B 

エ リ ア 面 積 ： 約 5,700m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 6.3m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.050mSv/時 

放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 990ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 4.85×10-4mSv/年 

 

(16) ブルータンクエリア C1 

エ リ ア 面 積 ： 約 310m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5.9m 

表 面 線 量 率 ： 約 1.000mSv/時 

放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２「濃縮廃液貯槽②(H2 エリア)」の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1060ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 4.08×10-4mSv/年 
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(17) ブルータンクエリア C2 

エ リ ア 面 積 ： 約 280m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5.9m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.050mSv/時（実測値） 

放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２「濃縮廃液貯槽②(H2 エリア)」の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1060ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(18) ブルータンクエリア C3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,000m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5.9m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.015mSv/時（実測値） 

放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２「濃縮廃液貯槽②(H2 エリア)」の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1060ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(19) ブルータンクエリア C4 

エ リ ア 面 積 ： 約 270m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 6.3m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.050mSv/時 

放 射 能 濃 度 比 ： 表２．２．２－２の核種比率 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1070ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(20) 濃縮水受タンク，濃縮水処理水タンク仮置き場所 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,100m2 
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容 量 ： 約 0.2m3 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.7m  

遮 蔽 ： 側面：炭素鋼（12mm） 

上面：炭素鋼（9mm） 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２表 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1560ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

（21） 増設 RO濃縮水受タンク 

合 計 容 量 ： 約 30m3 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－２参照 

遮 蔽 ： 

 

側面：SUS316L（9mm） 

上面：SUS316L（6mm） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1090ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ-3-2-2-2-15 

表２．２．２－２ 評価対象核種及び放射能濃度 

 

 

 

 

 

放射能濃度（Bq／cm3） 

Cs-134 
Cs-137 

（Ba-137m） 
Co-60 Mn-54 

Sb-125 

（Te-125m） 

Ru-106 

（Rh-106） 

Sr-90 

（Y-90） 

(a)濃縮廃液貯槽 

濃縮廃液貯槽① 

（H2 エリア,タンク A,B） 
8.8E+02 1.2E+03 1.5E+03 7.8E+02 2.1E+03 5.1E+03 1.1E+07 

濃縮廃液貯槽① 

（H2 エリア,タンク C） 
9.2E+02 7.2E+02 4.7E+03 4.7E+02 4.7E+03 1.4E+04 2.6E+07 

濃縮廃液貯槽②（H2 エリア） 

濃縮廃液貯槽（Dエリア） 

濃縮水タンク 

3.0E+01 3.7E+01 1.7E+01 7.9E+01 4.5E+02 7.4E+00 2.8E+05 

(b)RO 濃縮水貯槽 

RO 濃縮水貯槽 15 1.3E-01 5.7E-01 2.7E-01 3.6E-02 6.4E+00 2.9E-01 2.2E+02 

RO濃縮水貯槽17 

D 1.0E-02 7.2E-03 2.0E-02 6.9E-03 2.4E-02 2.8E-02 1.5E+00 

E,F,G 6.9E-01 3.1E+00 2.4E-01 1.7E-02 3.0E+00 2.9E-01 1.0E+02 

H 7.1E-01 3.2E+00 2.2E-01 1.6E-02 3.1E+00 2.9E-01 1.0E+02 

RO濃縮水貯槽18 

A 1.1E-02 9.9E-03 5.6E-02 7.5E-03 2.3E-02 3.4E-02 1.4E+01 

B 5.0E-01 2.2E+00 1.8E-01 1.6E-02 7.1E-01 3.1E-01 6.2E+02 

C,N 2.3E-01 1.1E+00 3.2E-02 1.3E-02 4.4E-01 1.5E-01 1.3E+02 

G 8.8E-03 5.7E-03 8.4E-03 5.3E-03 1.8E-02 3.4E-02 1.2E+00 

RO濃縮水貯槽20 B,C,D,E 1.5E+00 3.0E+00 8.8E-01 1.1E+00 7.4E+00 2.6E-01 1.6E+04 

(c)サプレッションプール水サージタンク 

サプレッションプール水サー

ジタンク 
2.1E+00 2.3E+00 4.9E+00 7.8E-01 1.8E+01 8.0E+00 4.4E+04 

(d)受タンク等 

廃液 RO 供給タンク 2.1E+00 2.3E+00 4.9E+00 7.8E-01 1.8E+01 8.0E+00 4.4E+04 

RO 濃縮水受タンク 2.0E+00 4.4E+00 5.8E-01 9.9E-01 3.5E+01 8.8E+00 7.4E+04 

(e)ろ過水タンク 

ろ過水タンク 2.3E+00 4.3E+00 4.0E-01 6.3E-01 3.4E+01 1.2E+01 4.7E+04 

(f)Sr 処理水貯槽 

Sr 処理水貯槽（K2 エリア) 5.8E-02 2.7E-02 5.0E-02 1.6E-02 5.5E+00 2.6E-01 6.9E+01 

Sr 処理水貯槽（K1 南エリア) 6.4E-02 2.6E-02 9.6E-02 1.6E-02 6.6E+00 3.1E-01 1.7E+01 

(g)濃縮水受タンク、濃縮処理水タンク仮置き場所 

濃縮水受タンク 1.1E+01 1.2E+01 7.1E+00 5.7E+00 6.9E+01 4.4E+01 1.2E+05 

(h)ブルータンクエリア 

ブルータンクエリア

A1,A2,B,C4 
5.9E+01 9.9E+01 2.3E+01 4.5E+01 1.2E+02 9.1E+01 2.1E+05 

(i)増設 RO 濃縮水受タンク 

増設 RO 濃縮水受タンク 2.0E+00 4.4E+00 5.8E-01 9.9E-01 3.5E+01 8.8E+00 7.4E+04 
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2.2.2.2.2 瓦礫類一時保管エリア 

瓦礫類の線量評価は，次に示す条件で MCNP コードにより評価する。 

なお，保管エリアが満杯となった際には，実際の線源形状に近い形で MCNP コードにより

再評価することとする。（添付資料－２） 

瓦礫類一時保管エリアについては，今後搬入が予想される瓦礫類の量と表面線量率を設

定し，一時保管エリア全体に体積線源で存在するものとして評価する。核種は Cs-134 及び

Cs-137 とする。なお，一時保管エリア U については保管する各機器の形状，保管状態を考

慮した体積線源として各々評価する。また，機器本体の放射化の可能性が否定出来ないこ

とから，核種は Co-60 とする。 

評価条件における「保管済」は実測値による評価，「未保管」は受入上限値による評価を

表す。 

また，実測値による評価以外の実態に近づける線量評価方法も必要に応じて適用してい

く。（添付資料－３） 

 

(1)一時保管エリアＡ１ 

一時保管エリアＡ１は，高線量の瓦礫類に遮蔽を行って一時保管する場合のケース１

と遮蔽を行っていた瓦礫類を他の一時保管エリアに移動した後に低線量瓦礫類を一時保

管する場合のケース２により運用する。 

（ケース１） 

貯 蔵 容 量 ： 約 2,400m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 800m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4ｍ 

表 面 線 量 率 ： 30mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： 側面（南側以外） 

土嚢：高さ約 3m，厚さ約 1m，密度約 1.5g/cm3 

   高さ約 1m，厚さ約 0.8m，密度約 1.5g/cm3 

コンクリート壁：高さ約 3m，厚さ約 120mm，密度約 2.1g/cm3 

鉄板：高さ約 1m，厚さ約 22mm，密度約 7.8g/cm3 

側面（南側） 

土嚢：厚さ約 0.8m，密度約 1.5g/cm3 

鉄板：厚さ約 22mm，密度約 7.8g/cm3 

上部 

土嚢：厚さ約 0.8m，密度約 1.5g/cm3 

 鉄板：厚さ約 22mm，密度約 7.8g/cm3 

評価点までの距離 ： 約 980ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 47ｍ 
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線 源 形 状 ： 四角柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※（ケース２）の評価結果のほうが高

いため，（ケース２）の評価結果で代表する 

 

（ケース２） 

貯 蔵 容 量 ： 約 7,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.01mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： コンクリート壁：高さ 約 3m，厚さ 約 120mm，密度 約 2.1g/cm3 

評価点までの距離 ： 約 980ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 47ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(2)一時保管エリアＡ２ 

一時保管エリアＡ２は，高線量の瓦礫類に遮蔽を行って一時保管する場合のケース１

と遮蔽を行っていた瓦礫類を他の一時保管エリアに移動した後に低線量瓦礫類を一時保

管する場合のケース２により運用する。 

（ケース１） 

貯 蔵 容 量 ： 約 4,700m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4ｍ 

表 面 線 量 率 ： 30mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： 側面（東側以外） 

土嚢：高さ約 3m，厚さ約 1m，密度約 1.5g/cm3 

   高さ約 1m，厚さ約 0.8m，密度約 1.5g/cm3 

コンクリート壁：高さ約 3m，厚さ約 120mm，密度約 2.1g/cm3 

鉄板：高さ約 1m，厚さ約 22mm，密度約 7.8g/cm3 

側面（東側） 

土嚢：厚さ約 0.8m，密度約 1.5g/cm3 

鉄板：厚さ約 22mm，密度約 7.8g/cm3 

上部 
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土嚢：厚さ約 0.8m，密度約 1.5g/cm3 

 鉄板：厚さ約 22mm，密度約 7.8g/cm3 

評価点までの距離 ： 約 1010ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 47ｍ 

線 源 形 状 ： 四角柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※（ケース２）の評価結果のほうが高

いため，（ケース２）の評価結果で代表する 

 

（ケース２） 

貯 蔵 容 量 ： 約 12,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.005mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： コンクリート壁：高さ 約 3m，厚さ 約 120mm，密度 約 2.1g/cm3 

評価点までの距離 ： 約 1010ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 47ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(3)一時保管エリアＢ 

①エリア１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 3,200m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 600m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.01mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 960ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 47ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

②エリア２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 2,100m3 
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エ リ ア 面 積 ： 約 400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.01mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 910ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 47ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(4) 一時保管エリアＣ 

貯 蔵 容 量 ： 約 67,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 13,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 約 0.01mSv/時（保管済約 31,000m3），0.1 mSv/時（未保管

約 1,000m3），0.025mSv/時（未保管約 35,000m3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 890ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 32ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.41×10-3 mSv/年 

 

(5)一時保管エリアＤ 

貯 蔵 容 量 ： 約 4,500m3（内，保管済約 2,400m3，未保管約 2,100m3） 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,000m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 約 0.09mSv/時（保管済），0.3mSv/時（未保管） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 780ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.71×10-3 mSv/年 

 

(6)一時保管エリアＥ１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 16,000m3（内，保管済約 3,200m3，未保管約 12,800m3） 

エ リ ア 面 積 ： 約 3,500m2 



Ⅲ-3-2-2-2-20 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 約 0.11mSv/時（保管済），1mSv/時（未保管） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 760ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 3.03×10-2 mSv/年 

 

(7)一時保管エリアＥ２

貯 蔵 容 量 ： 約 1,800m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.6ｍ 

表 面 線 量 率 ： 10mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 730ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 11ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 6.98×10-2 mSv/年 

 

(8)一時保管エリアＦ１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 650m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 220m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 約 1.8mSv/時（保管済） 

評価点までの距離 ： 約 620ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.85×10-2 mSv/年 

 

(9)一時保管エリアＦ２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 7,500m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 660ｍ 
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線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.10×10-3 mSv/年 

 

(10)一時保管エリアＪ 

貯 蔵 容 量 ： 約 8,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,600m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.005mSv/時（未保管） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1390ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(11)一時保管エリアＬ 

覆土式一時保管施設 1槽毎に評価した。 

貯 蔵 容 量 ： 約 4,000m3×4 

貯 蔵 面 積 ： 約 1,400m2×4 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1 槽目 0.005mSv/時（保管済），2槽目 0.005mSv/時（保管済），

3槽目 30mSv/時（未保管），4槽目 30mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： 覆土：厚さ 1m（密度 1.2g/cm3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 1 槽目約 1070ｍ，2槽目約 1150ｍ，3槽目約 1090ｍ，4槽目

約 1170ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： 鉄 0.5g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(12)一時保管エリアＮ 

貯 蔵 容 量 ： 約 10,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,000m2 
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積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1160ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(13)一時保管エリアＯ 

   ①エリア１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 27,500m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 5,500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.01mSv/時（保管済） 

評価点までの距離 ： 約 810ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 23ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 2.48×10-4 mSv/年 

 

   ②エリア２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 17,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 3,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 800ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 28ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.64×10-3mSv/年 

 

   ③エリア３ 

貯 蔵 容 量 ： 約 2,100m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,100m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 1ｍ 
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表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 820ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 28ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 8.06×10-4mSv/年 

 

  ④エリア４ 

貯 蔵 容 量 ： 約 4,800m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 960m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 870ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 28ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 3.47×10-4mSv/年 

 

(14)一時保管エリアＰ１ 

   ①エリア１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 60,800m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 5,850m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 10.4ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 850ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 2.13×10-3 mSv/年 

 

   ②エリア２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 24,200m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 4,840m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 930ｍ 
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線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 6.55×10-4 mSv/年 

 

(15)一時保管エリアＰ２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 9,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,000m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 890ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 26ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.36×10-3 mSv/年 

 

(16)一時保管エリアＵ 

貯 蔵 容 量 ： 約 750m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 450m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.015 mSv/時（未保管約 310m3），0.020 mSv/時（未保管

約 110m3），0.028 mSv/時（未保管約 330m3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 660ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 7.86g/cm3またはコンクリート 2.15g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.76×10-4mSv/年 

 

(17)一時保管エリアＶ 

貯 蔵 容 量 ： 約 6,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,200m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 930ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 23ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 
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か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.76×10-4mSv/年 

 

(18) 一時保管エリアＷ 

  ①エリア１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 23,000m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 5,100m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 730ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 6.41×10-2mSv/年 

 

  ②エリア２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 6,300m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 740ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 32ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.49×10-2mSv/年 

 

(19) 一時保管エリアＸ 

貯 蔵 容 量 ： 約 12,200m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,700m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 800ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.40×10-2mSv/年 
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(20) 一時保管エリアＡＡ 

貯 蔵 容 量 ： 約 36,400m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 3,500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 10.4ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.001mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 1080ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 35ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

（21）一時保管エリアｄ 

貯 蔵 容 量 ： 約 1,170m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 260m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 370ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 44ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 2.13×10-2mSv/年 

 

（22）一時保管エリアｅ 

貯 蔵 容 量 ： 約 6,660m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,480m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 490ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 43ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.99×10-2mSv/年 

 

（23）一時保管エリアｍ 
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貯 蔵 容 量 ： 約 3,060m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 680m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 790ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.12×10-3mSv/年 

 

（24）一時保管エリアｎ 

貯 蔵 容 量 ： 約 3,330m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 740m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 4.5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 1mSv/時（未保管） 

評価点までの距離 ： 約 780ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 4.63×10-3mSv/年 

 

2.2.2.2.3 伐採木一時保管エリア 

伐採木の線量評価は，次に示す条件で MCNP コードにより評価する。 

なお，保管エリアが満杯となった際には，実際の線源形状に近い形で MCNP コードにより

再評価することとする。（添付資料－２） 

伐採木一時保管エリアについては，今後搬入が予想される伐採木の量と表面線量率を設

定し，一時保管エリア全体に体積線源で存在するものとして評価する。核種は Cs-134 及び

Cs-137 とする。 

評価条件における「未保管」は受入上限値による評価を表す。 

また，実測値による評価以外の実態に近づける線量評価方法も必要に応じて適用してい

く。（添付資料－３） 

 

 

(1)一時保管エリアＧ 

①エリア１ 

貯 蔵 容 量 ： 約 4,200m3 
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貯 蔵 面 積 ： 約 1,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.079mSv/時（保管済） 

遮 蔽 ： 覆土：厚さ 0.7m（密度 1.2g/cm3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1360ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 30ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 木 0.1g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

②エリア２ 

貯 蔵 容 量 ： 約 8,900m2 

貯 蔵 面 積 ： 約 3,000m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.055 mSv/時（保管済 約 3,000m3） 

0.15 mSv/時（未保管 約 5,900m3） 

遮 蔽 ： 覆土：厚さ 0.7m（密度 1.2g/cm3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1270ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 30ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 木 0.1g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

③エリア３ 

貯 蔵 容 量 ： 約 16,600m3 

貯 蔵 面 積 ： 約 5,500m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.15mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： 覆土：厚さ 0.7m（密度 1.2g/cm3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 1310ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 30ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 木 0.1g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

なお，当該エリアには表面線量率がバックグランド線量率と同等以下の伐採木（幹根）



Ⅲ-3-2-2-2-29 

も一時保管する。 

 

(2)一時保管エリアＨ 

貯 蔵 容 量 ： 約 15,000m3 

貯 蔵 面 積 ： 約 5,000m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.3mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： 覆土：厚さ 0.7m（密度 1.2g/cm3） 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 740ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 53ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 木 0.1g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

なお，当該エリアには表面線量率がバックグランド線量率と同等以下の伐採木（幹根）

も一時保管する。 

 

(3)一時保管エリアＭ 

表面線量率がバックグランド線量率と同等以下の伐採木（幹根）を一時保管するため，

評価対象外とする。 

 

(4)一時保管エリアＴ 

貯 蔵 容 量 ： 約 11,900m3 

貯 蔵 面 積 ： 約 4,000m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.3mSv/時（未保管） 

遮 蔽 ： 覆土：厚さ 0.7m（密度 1.2g/cm3） 

評 価 点 ま で の 距離 ： 約 1880ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 45ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 木 0.1g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

(5)一時保管エリアＶ 

貯 蔵 容 量 ： 約 6,000m3 

貯 蔵 面 積 ： 約 1,200m2 
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積 上 げ 高 さ ： 約 5ｍ 

表 面 線 量 率 ： 0.3mSv/時（未保管） 

評 価 点 ま で の 距離 ： 約 910ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 23ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 木 0.05g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 7.58×10-4mSv/年 

なお，当該エリアには表面線量率がバックグランド線量率と同等以下の伐採木（幹根）

も一時保管する。 

 

2.2.2.2.4 使用済燃料乾式キャスク仮保管設備 

使用済燃料乾式キャスク仮保管設備については，線源スペクトル，線量率，乾式キャス

ク本体の寸法等の仕様は，工事計画認可申請書又は核燃料輸送物設計承認申請書等，乾式

キャスクの設計値及び収納する使用済燃料の収納条件に基づく値とする。なお，乾式キャ

スクの線量率は，側面，蓋面，底面の 3 領域に分割し，ガンマ線，中性子線毎にそれぞれ

表面から 1mの最大線量率で規格化する。乾式キャスクの配置は，設備の配置設計を反映し，

隣接する乾式キャスク等による遮蔽効果を考慮し，敷地境界における直接線及びスカイシ

ャイン線の合計の線量率を評価する。 

 

貯 蔵 容 量 ： 

 

65 基(乾式貯蔵キャスク 20 基及び輸送貯蔵兼用キャスク 45

基) 

エ リ ア 面 積 ： 約 80m×約 96m 

遮 蔽 ： コンクリートモジュール 200mm(密度 2.15g/cm3) 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 350ｍ 

評 価 結 果 の 種 類 ： MCNP コードによる評価結果 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 38ｍ 

評 価 結 果 ： 

 

約 5.54×10-2mSv/年 

 

 

 

 

 

2.2.2.2.5 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫の線量評価は，次に示す条件で MCNP コードにより評価する。 

固体廃棄物貯蔵庫については，放射性固体廃棄物や一部を活用して瓦礫類，使用済保護



Ⅲ-3-2-2-2-31 

衣等を保管，または一時保管するため，実測した線量率に今後の活用も考慮した表面線量

率を設定し，核種を Co-60 として評価するものとする。 

第６～第８固体廃棄物貯蔵庫地下には，放射性固体廃棄物や事故後に発生した瓦礫類を

保管するが，遮蔽効果が高いことから地下保管分については，設置時の工事計画認可申請

書と同様に評価対象外とする。 

また，実測値による評価以外の実態に近づける線量評価方法も必要に応じて適用してい

く。（添付資料－３） 

 

(1)第１固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 3,600m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 1,100m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.1mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：鉄板厚さ 約 0.5mm 

評価地点までの距離 ： 約 750ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.32×10-3mSv/年 

 

(2)第 2 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 6,700m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,100m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 5mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 180mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 : 約 740ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 7.72×10-3mSv/年 

 

 

(3)第 3 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 7,400m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,300m2 
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積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.1mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 180mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 470ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 3.50×10-3mSv/年 

 

(4)第 4 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 7,400m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 2,300m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.5mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 700mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 : 約 420ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

(5)第 5 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 2,500m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 800m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.5mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 500mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 400ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 2.31×10-4mSv/年 

 

(6)第 6 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 12,200m3（１階部分） 
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エ リ ア 面 積 ： 約 3,800m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.5mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 500mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 360ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.68×10-3mSv/年 

※地下に瓦礫類を一時保管することを考慮している。 

 

(7)第 7 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 17,200m3（１階部分） 

エ リ ア 面 積 ： 約 5,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.5mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 500mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 320ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 3.15×10-3mSv/年 

   ※地下に瓦礫類を一時保管することを考慮している。 

 

(8)第 8 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 約 17,200m3（１階部分） 

エ リ ア 面 積 ： 約 5,400m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.2m 

表 面 線 量 率 ： 約 0.5mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 600mm，密度 約 2.2g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 280ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： コンクリート 2.0g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.46×10-3mSv/年 

※地下に瓦礫類を一時保管することを考慮している。 
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(9)第 9 固体廃棄物貯蔵庫 

貯 蔵 容 量 ： 地下 2階部分 約 15,300m3 

地下 1階部分 約 15,300m3 

地上 1階部分 約 15,300m3 

地上 2階部分 約 15,300m3 

エ リ ア 面 積 ： 約 4,800m2 

積 上 げ 高 さ ： 約 3.3m 

表 面 線 量 率 ： 地下 2階部分 約 10Sv/時 

地下 1階部分 約 30mSv/時 

地上 1階部分 約 1mSv/時 

地上 2階部分 約 0.05mSv/時 

遮 蔽 ： 天井及び壁：コンクリート 厚さ 約 200mm～約 650mm， 

密度 約 2.1g/cm3 

評価地点までの距離 ： 約 240ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 42ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： 鉄 0.3g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 1.75×10-2mSv/年 

 

2.2.2.2.6 廃止（ドラム缶等仮設保管設備） 

 

2.2.2.2.7 多核種除去設備 

多核種除去設備については，各機器に表２．２．２－３及び表２．２．２－４に示す核

種，放射能濃度が内包しているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線源強度を核種

生成減衰計算コード ORIGEN-S により求め，3次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地

境界における実効線量を評価した。 

 

放 射 能 強 度 : 表２．２．２－３，表２．２．２－４参照 

遮    蔽 
: 

: 

： 

： 

： 

鉄（HIC 用遮蔽材） 112mm 

鉄（循環タンク用遮蔽材） 100mm 

鉄（吸着塔用遮蔽材） 50mm 

鉛（クロスフローフィルタ他用遮蔽材） 8mm，4mm 

鉛（循環弁スキッド，クロスフローフィルタスキッド）18mm，

9mm 

評価地点までの距離 ： 約 420ｍ 
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線 源 の 標 高 ： T.P.約 36ｍ 

評 価 結 果 

 

： 

 

約 8.77×10-2mSv/年 
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表２．２．２－３ 評価対象核種及び放射能濃度（汚染水・スラリー・前処理後の汚染水）

（1/2） 

No. 核種 

放射能濃度（Bq／cm3） 

汚染水 スラリー スラリー 前処理後の 

（処理対象水） (鉄共沈処理) (炭酸塩沈殿処理) 汚染水 

1 Fe-59 3.45E+00 5.09E+02 9.35E-01 1.06E-02 

2 Co-58 5.25E+00 7.74E+02 1.42E+00 1.61E-02 

3 Rb-86 2.10E+01 0.00E+00 0.00E+00 4.19E+00 

4 Sr-89 2.17E+04 1.85E+05 3.74E+05 3.28E+01 

5 Sr-90 4.91E+05 4.18E+06 8.47E+06 7.42E+02 

6 Y-90 4.91E+05 4.18E+06 8.47E+06 7.42E+02 

7 Y-91 5.05E+02 7.44E+04 2.79E+02 3.03E-03 

8 Nb-95 2.19E+00 3.22E+02 5.92E-01 6.69E-03 

9 Tc-99 8.50E-02 1.28E+01 1.55E-02 1.70E-06 

10 Ru-103 6.10E+00 5.84E+02 1.41E+01 2.98E-01 

11 Ru-106 1.06E+02 1.01E+04 2.45E+02 5.15E+00 

12 Rh-103m 6.10E+00 5.84E+02 1.41E+01 2.98E-01 

13 Rh-106 1.06E+02 1.01E+04 2.45E+02 5.15E+00 

14 Ag-110m 2.98E+00 4.52E+02 0.00E+00 0.00E+00 

15 Cd-113m 4.68E+02 0.00E+00 4.23E+03 4.77E+01 

16 Cd-115m 1.41E+02 0.00E+00 1.27E+03 1.43E+01 

17 Sn-119m 4.18E+01 6.16E+03 0.00E+00 2.51E-01 

18 Sn-123 3.13E+02 4.61E+04 0.00E+00 1.88E+00 

19 Sn-126 2.42E+01 3.57E+03 0.00E+00 1.45E-01 

20 Sb-124 9.05E+00 1.32E+03 2.73E+00 4.27E-02 

21 Sb-125 5.65E+02 8.24E+04 1.71E+02 2.67E+00 

22 Te-123m 6.00E+00 8.84E+02 1.63E+00 1.84E-02 

23 Te-125m 5.65E+02 8.24E+04 1.71E+02 2.67E+00 

24 Te-127 4.95E+02 7.30E+04 1.34E+02 1.51E+00 

25 Te-127m 4.95E+02 7.30E+04 1.34E+02 1.51E+00 

26 Te-129 5.40E+01 7.96E+03 1.46E+01 1.65E-01 

27 Te-129m 8.75E+01 1.29E+04 2.37E+01 2.68E-01 

28 I-129 8.50E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.70E+00 

29 Cs-134 6.00E+01 0.00E+00 0.00E+00 1.20E+01 

30 Cs-135 1.98E+02 0.00E+00 0.00E+00 3.95E+01 

31 Cs-136 2.24E+00 0.00E+00 0.00E+00 4.47E-01 
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表２．２．２－３ 評価対象核種及び放射能濃度（汚染水・スラリー・前処理後の汚染水）

（2/2） 

No. 核種 

放射能濃度（Bq／cm3） 

汚染水 スラリー スラリー 前処理後の 

（処理対象水） (鉄共沈処理) (炭酸塩沈殿処理) 汚染水 

32 Cs-137 8.25E+01 0.00E+00 0.00E+00 1.65E+01 

33 Ba-137m 8.25E+01 0.00E+00 0.00E+00 1.65E+01 

34 Ba-140 1.29E+01 0.00E+00 0.00E+00 2.58E+00 

35 Ce-141 1.08E+01 1.59E+03 5.96E+00 6.48E-05 

36 Ce-144 4.71E+01 6.94E+03 2.60E+01 2.83E-04 

37 Pr-144 4.71E+01 6.94E+03 2.60E+01 2.83E-04 

38 Pr-144m 3.85E+00 5.68E+02 2.13E+00 2.31E-05 

39 Pm-146 4.91E+00 7.23E+02 2.71E+00 2.94E-05 

40 Pm-147 1.67E+03 2.45E+05 9.20E+02 9.99E-03 

41 Pm-148 4.86E+00 7.16E+02 2.68E+00 2.92E-05 

42 Pm-148m 3.13E+00 4.61E+02 1.73E+00 1.87E-05 

43 Sm-151 2.79E-01 4.11E+01 1.54E-01 1.67E-06 

44 Eu-152 1.45E+01 2.14E+03 8.01E+00 8.70E-05 

45 Eu-154 3.77E+00 5.55E+02 2.08E+00 2.26E-05 

46 Eu-155 3.06E+01 4.50E+03 1.69E+01 1.83E-04 

47 Gd-153 3.16E+01 4.65E+03 1.74E+01 1.89E-04 

48 Tb-160 8.30E+00 1.22E+03 4.58E+00 4.98E-05 

49 Pu-238 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

50 Pu-239 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

51 Pu-240 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

52 Pu-241 7.00E+00 1.03E+03 3.87E+00 4.20E-05 

53 Am-241 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

54 Am-242m 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

55 Am-243 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

56 Cm-242 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

57 Cm-243 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

58 Cm-244 1.58E-01 2.33E+01 8.73E-02 9.48E-07 

59 Mn-54 1.07E+02 1.61E+04 3.38E+00 4.86E-02 

60 Co-60 5.00E+01 7.52E+03 4.51E+00 5.10E-02 

61 Ni-63 6.75E+00 0.00E+00 6.09E+01 6.89E-01 

62 Zn-65 3.62E+00 5.33E+02 9.79E-01 1.11E-02 
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表２．２．２－４ 評価対象核種及び放射能濃度（吸着材）（1/2） 

No. 核種 
放射能濃度（Bq／cm3） 

吸着材２※ 吸着材３※ 吸着材６※ 吸着材５※ 吸着材７※ 

1 Fe-59 0.00E+00 0.00E+00 8.49E+01 0.00E+00 0.00E+00 

2 Co-58 0.00E+00 0.00E+00 1.29E+02 0.00E+00 0.00E+00 

3 Rb-86 0.00E+00 5.02E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

4 Sr-89 2.52E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

5 Sr-90 5.70E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

6 Y-90 5.70E+06 0.00E+00 2.37E+04 0.00E+00 0.00E+00 

7 Y-91 0.00E+00 0.00E+00 2.44E+01 0.00E+00 0.00E+00 

8 Nb-95 0.00E+00 0.00E+00 5.38E+01 0.00E+00 0.00E+00 

9 Tc-99 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.23E-02 

10 Ru-103 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.15E+03 

11 Ru-106 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.71E+04 

12 Rh-103m 0.00E+00 0.00E+00 6.65E+01 0.00E+00 2.15E+03 

13 Rh-106 0.00E+00 0.00E+00 2.60E+03 0.00E+00 3.71E+04 

14 Ag-110m 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

15 Cd-113m 0.00E+00 0.00E+00 3.84E+05 0.00E+00 0.00E+00 

16 Cd-115m 0.00E+00 0.00E+00 1.15E+05 0.00E+00 0.00E+00 

17 Sn-119m 0.00E+00 0.00E+00 2.02E+03 0.00E+00 0.00E+00 

18 Sn-123 0.00E+00 0.00E+00 1.51E+04 0.00E+00 0.00E+00 

19 Sn-126 0.00E+00 0.00E+00 1.17E+03 0.00E+00 0.00E+00 

20 Sb-124 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.44E+02 0.00E+00 

21 Sb-125 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.15E+04 0.00E+00 

22 Te-123m 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.48E+02 0.00E+00 

23 Te-125m 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.15E+04 0.00E+00 

24 Te-127 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.22E+04 0.00E+00 

25 Te-127m 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.22E+04 0.00E+00 

26 Te-129 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.33E+03 0.00E+00 

27 Te-129m 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.15E+03 0.00E+00 

28 I-129 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

29 Cs-134 0.00E+00 1.44E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

30 Cs-135 0.00E+00 4.73E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

31 Cs-136 0.00E+00 5.35E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

※吸着塔収容時は，平均的な濃度（最大吸着量の 55%）を用いて評

価を行うが高性能収容時には，最大吸着量で評価を実施。 
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表２．２．２－４ 評価対象核種及び放射能濃度（吸着材）（2/2） 

No. 核種 
放射能濃度（Bq／cm3） 

吸着材２※ 吸着材３※ 吸着材６※ 吸着材５※ 吸着材７※ 

32 Cs-137 0.00E+00 1.98E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

33 Ba-137m 0.00E+00 1.98E+05 1.33E+05 0.00E+00 0.00E+00 

34 Ba-140 0.00E+00 0.00E+00 2.08E+04 0.00E+00 0.00E+00 

35 Ce-141 0.00E+00 0.00E+00 5.21E-01 0.00E+00 0.00E+00 

36 Ce-144 0.00E+00 0.00E+00 2.27E+00 0.00E+00 0.00E+00 

37 Pr-144 0.00E+00 0.00E+00 2.27E+00 0.00E+00 0.00E+00 

38 Pr-144m 0.00E+00 0.00E+00 1.86E-01 0.00E+00 0.00E+00 

39 Pm-146 0.00E+00 0.00E+00 2.37E-01 0.00E+00 0.00E+00 

40 Pm-147 0.00E+00 0.00E+00 8.04E+01 0.00E+00 0.00E+00 

41 Pm-148 0.00E+00 0.00E+00 2.35E-01 0.00E+00 0.00E+00 

42 Pm-148m 0.00E+00 0.00E+00 1.51E-01 0.00E+00 0.00E+00 

43 Sm-151 0.00E+00 0.00E+00 1.35E-02 0.00E+00 0.00E+00 

44 Eu-152 0.00E+00 0.00E+00 7.00E-01 0.00E+00 0.00E+00 

45 Eu-154 0.00E+00 0.00E+00 1.82E-01 0.00E+00 0.00E+00 

46 Eu-155 0.00E+00 0.00E+00 1.47E+00 0.00E+00 0.00E+00 

47 Gd-153 0.00E+00 0.00E+00 1.52E+00 0.00E+00 0.00E+00 

48 Tb-160 0.00E+00 0.00E+00 4.01E-01 0.00E+00 0.00E+00 

49 Pu-238 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

50 Pu-239 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

51 Pu-240 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

52 Pu-241 0.00E+00 0.00E+00 3.38E-01 0.00E+00 0.00E+00 

53 Am-241 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

54 Am-242m 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

55 Am-243 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

56 Cm-242 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

57 Cm-243 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

58 Cm-244 0.00E+00 0.00E+00 7.63E-03 0.00E+00 0.00E+00 

59 Mn-54 0.00E+00 0.00E+00 3.91E+02 0.00E+00 0.00E+00 

60 Co-60 0.00E+00 0.00E+00 4.10E+02 0.00E+00 0.00E+00 

61 Ni-63 0.00E+00 0.00E+00 5.54E+03 0.00E+00 0.00E+00 

62 Zn-65 0.00E+00 0.00E+00 8.90E+01 0.00E+00 0.00E+00 

 
※吸着塔収容時は，平均的な濃度（最大吸着量の 55%）を用いて評

価を行うが高性能収容時には，最大吸着量で評価を実施。 
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2.2.2.2.8 雑固体廃棄物焼却設備 

雑固体廃棄物焼却設備については，雑固体廃棄物と焼却灰を線源として，直接線は QAD，

スカイシャイン線は，ANISN＋G33 コードにて評価を行う。 

遮蔽は，焼却炉建屋の建屋壁，天井のコンクリート厚さを考慮する。なお，焼却灰につ

いては，重量コンクリートによる遮蔽を考慮する。  

 

 焼却炉建屋 

容 量 ： 雑固体廃棄物：約 2,170m3 

焼却灰：約 85m3 

線 源 強 度 ： 表２．２．２－５参照 

遮 蔽 ： コンクリート（密度 2.15g/cm3）300mm～700mm 

重量コンクリート（密度 3.715 g/cm3）：50mm 

評価地点までの距離 ： 約 620ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 22ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： 雑固体廃棄物：0.134g/cm3 

焼却灰：0.5g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 2.65×10-4mSv/年 

 

 

表２．２．２－５ 評価対象核種及び放射能濃度 

核種 
放射能濃度（Bq／cm3） 

雑固体廃棄物 焼却灰 

Mn-54 5.4E+00 4.0E+02 

Co-58 2.5E-02 1.9E+00 

Co-60 1.5E+01 1.1E+03 

Sr-89 2.1E-01 1.6E+01 

Sr-90 1.3E+03 9.9E+04 

Ru-103 1.9E-04 1.4E-02 

Ru-106 5.0E+01 3.7E+03 

Sb-124 2.8E-02 2.1E+00 

Sb-125 4.7E+01 3.5E+03 

I-131 5.1E-25 3.8E-23 

Cs-134 4.6E+02 3.4E+04 

Cs-136 3.4E-17 2.5E-15 

Cs-137 1.3E+03 9.4E+04 

Ba-140 2.1E-15 1.6E-13 

合計 3.2E+03 2.4E+05 
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2.2.2.2.9 増設多核種除去設備 

増設多核種除去設備については，各機器に表２．２．２－６－１及び表２．２．２－６

－２に示す核種，放射能濃度が内包しているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線

源強度を核種生成減衰計算コード ORIGEN-S により求め，3 次元モンテカルロ計算コード

MCNP により敷地境界における実効線量を評価した。 

 

放 射 能 強 度 : 表２．２．２－６－１及び表２．２．２－６－２参照 

遮    蔽 : 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

鉄（共沈タンク・供給タンクスキッド）40～80mm 

鉄（クロスフローフィルタスキッド） 20～60mm 

鉄（スラリー移送配管）       28mm 

鉄（吸着塔）            30～80mm 

鉄（高性能容器（HIC））       120mm 

鉄（反応／凝集槽，沈殿槽）     20～40mm 

コンクリート（高性能容器（HIC）） 

評価地点までの距離 ： 約 460ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 37ｍ 

評 価 結 果 

 

： 

 

約 2.58×10-2mSv/年 

 



Ⅲ-3-2-2-2-42 

表２．２．２－６－１ 評価対象核種及び放射能濃度（1/2） 

No 核種 
放射能濃度（Bq／cm3） 

汚染水 スラリー 吸着材１※ 吸着材２※ 吸着材４※ 吸着材５※ 

1 Fe-59 3.45E+00 8.90E+01 2.30E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

2 Co-58 5.25E+00 1.35E+02 3.50E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

3 Rb-86 2.10E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 9.12E+04 0.00E+00 

4 Sr-89 2.17E+04 5.64E+05 0.00E+00 4.58E+05 0.00E+00 0.00E+00 

5 Sr-90 3.00E+05 1.30E+07 0.00E+00 1.06E+07 0.00E+00 0.00E+00 

6 Y-90 3.00E+05 1.30E+07 6.53E+04 1.06E+07 0.00E+00 0.00E+00 

7 Y-91 5.05E+02 1.32E+04 6.60E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

8 Nb-95 2.19E+00 5.72E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

9 Tc-99 8.50E-02 2.23E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

10 Ru-103 6.10E+00 1.21E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

11 Ru-106 1.06E+02 2.09E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

12 Rh-103m 6.10E+00 1.21E+02 1.80E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

13 Rh-106 1.06E+02 2.09E+03 7.03E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

14 Ag-110m 2.98E+00 7.79E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

15 Cd-113m 4.68E+02 6.01E+03 1.04E+06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

16 Cd-115m 1.41E+02 1.80E+03 3.12E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

17 Sn-119m 4.18E+01 1.06E+03 5.46E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

18 Sn-123 3.13E+02 7.95E+03 4.09E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

19 Sn-126 2.42E+01 6.15E+02 3.16E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

20 Sb-124 9.05E+00 3.79E+01 3.94E+02 0.00E+00 0.00E+00 2.20E+04 

21 Sb-125 5.65E+02 2.37E+03 2.46E+04 0.00E+00 0.00E+00 1.37E+06 

22 Te-123m 6.00E+00 1.55E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.69E+02 

23 Te125m 5.65E+02 2.37E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.37E+06 

24 Te-127 4.95E+02 1.28E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.22E+04 

25 Te-127m 4.95E+02 1.28E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.22E+04 

26 Te-129 5.40E+01 1.39E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.42E+03 

27 Te-129m 8.75E+01 2.26E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.92E+03 

28 I-129 8.50E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

29 Cs-134 6.00E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.61E+05 0.00E+00 

30 Cs-135 1.98E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 8.60E+05 0.00E+00 

31 Cs-136 2.24E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 9.73E+03 0.00E+00 

 
※吸着塔収容時は，平均的な濃度（最大吸着量の 55%）を用いて評

価を行うが高性能収容時には，最大吸着量で評価を実施。 
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表２．２．２－６－１ 評価対象核種及び放射能濃度（2/2） 

No 核種 
放射能濃度（Bq／cm3） 

汚染水 スラリー 吸着材１※ 吸着材２※ 吸着材４※ 吸着材５※ 

32 Cs-137 8.25E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.59E+05 0.00E+00 

33 Ba-137m 8.25E+01 2.16E+03 0.00E+00 0.00E+00 3.59E+05 0.00E+00 

34 Ba-140 1.29E+01 3.38E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

35 Ce-141 1.08E+01 2.83E+02 1.41E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

36 Ce-144 4.71E+01 1.23E+03 6.15E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

37 Pr-144 4.71E+01 1.23E+03 4.19E+01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

38 Pr-144m 3.85E+00 1.01E+02 5.03E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

39 Pm-146 4.91E+00 1.28E+02 6.41E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

40 Pm-147 1.67E+03 4.36E+04 2.18E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

41 Pm-148 4.86E+00 1.27E+02 6.35E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

42 Pm-148m 3.13E+00 8.19E+01 4.08E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

43 Sm-151 2.79E-01 7.31E+00 3.65E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

44 Eu-152 1.45E+01 3.80E+02 1.89E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

45 Eu-154 3.77E+00 9.86E+01 4.92E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

46 Eu-155 3.06E+01 8.00E+02 3.99E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

47 Gd-153 3.16E+01 8.26E+02 4.12E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

48 Tb-160 8.30E+00 2.17E+02 1.08E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

49 Pu-238 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

50 Pu-239 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

51 Pu-240 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

52 Pu-241 7.00E+00 1.83E+02 9.15E-01 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

53 Am-241 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

54 Am-242m 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

55 Am-243 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

56 Cm-242 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

57 Cm-243 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

58 Cm-244 1.58E-01 4.14E+00 2.06E-02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

59 Mn-54 1.07E+02 2.78E+03 1.06E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

60 Co-60 5.00E+01 1.30E+03 1.11E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

61 Ni-63 6.75E+00 8.66E+01 1.50E+04 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

62 Zn-65 3.62E+00 9.32E+01 2.41E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

※吸着塔収容時は，平均的な濃度（最大吸着量の 55%）を用いて評

価を行うが高性能収容時には，最大吸着量で評価を実施。 
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表２．２．２－６－２ 評価対象核種及び放射能濃度（１／３） 

核種 
放射能濃度[Bq/cm3] 

反応／凝集槽 沈殿槽下部 沈殿槽上部，上澄み水タンク 

Fe-59 4.45E+01 8.90E+01 8.90E+00 

Co-58 6.75E+01 1.35E+02 1.35E+01 

Rb-86 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Sr-89 2.82E+04 5.64E+04 5.64E+03 

Sr-90 6.50E+05 1.30E+06 1.30E+05 

Y-90 6.50E+05 1.30E+06 1.30E+05 

Y-91 6.60E+03 1.32E+04 1.32E+03 

Nb-95 2.86E+01 5.72E+01 5.72E+00 

Tc-99 1.12E+00 2.23E+00 2.23E-01 

Ru-103 6.05E+01 1.21E+02 1.21E+01 

Ru-106 1.05E+03 2.09E+03 2.09E+02 

Rh-103m 6.05E+01 1.21E+02 1.21E+01 

Rh-106 1.05E+03 2.09E+03 2.09E+02 

Ag-110m 3.90E+01 7.79E+01 7.79E+00 

Cd-113m 3.01E+03 6.01E+03 6.01E+02 

Cd-115m 9.00E+02 1.80E+03 1.80E+02 

Sn-119m 5.30E+02 1.06E+03 1.06E+02 

Sn-123 3.98E+03 7.95E+03 7.95E+02 

Sn-126 3.08E+02 6.15E+02 6.15E+01 

Sb-124 1.90E+01 3.79E+01 3.79E+00 

Sb-125 1.19E+03 2.37E+03 2.37E+02 
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表２．２．２－６－２ 評価対象核種及び放射能濃度（２／３） 

核種 
放射能濃度[Bq/cm3] 

反応／凝集槽 沈殿槽下部 沈殿槽上部，上澄み水タンク 

Te-123m 7.75E+01 1.55E+02 1.55E+01 

Te-125m 1.19E+03 2.37E+03 2.37E+02 

Te-127 6.40E+03 1.28E+04 1.28E+03 

Te-127m 6.40E+03 1.28E+04 1.28E+03 

Te-129 6.95E+02 1.39E+03 1.39E+02 

Te-129m 1.13E+03 2.26E+03 2.26E+02 

I-129 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Cs-134 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Cs-135 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Cs-136 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Cs-137 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

Ba-137m 1.08E+03 2.16E+03 2.16E+02 

Ba-140 1.69E+02 3.38E+02 3.38E+01 

Ce-141 1.42E+02 2.83E+02 2.83E+01 

Ce-144 6.15E+02 1.23E+03 1.23E+02 

Pr-144 6.15E+02 1.23E+03 1.23E+02 

Pr-144m 5.05E+01 1.01E+02 1.01E+01 

Pm-146 6.40E+01 1.28E+02 1.28E+01 

Pm-147 2.18E+04 4.36E+04 4.36E+03 

Pm-148 6.35E+01 1.27E+02 1.27E+01 

Pm-148m 4.10E+01 8.19E+01 8.19E+00 
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表２．２．２－６－２ 評価対象核種及び放射能濃度（３／３） 

核種 
放射能濃度[Bq/cm3] 

反応／凝集槽 沈殿槽下部 沈殿槽上部，上澄み水タンク 

Sm-151 3.66E+00 7.31E+00 7.31E-01 

Eu-152 1.90E+02 3.80E+02 3.80E+01 

Eu-154 4.93E+01 9.86E+01 9.86E+00 

Eu-155 4.00E+02 8.00E+02 8.00E+01 

Gd-153 4.13E+02 8.26E+02 8.26E+01 

Tb-160 1.09E+02 2.17E+02 2.17E+01 

Pu-238 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Pu-239 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Pu-240 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Pu-241 9.15E+01 1.83E+02 1.83E+01 

Am-241 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Am-242m 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Am-243 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Cm-242 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Cm-243 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Cm-244 2.07E+00 4.14E+00 4.14E-01 

Mn-54 1.39E+02 2.78E+02 2.78E+01 

Co-60 6.50E+01 1.30E+02 1.30E+01 

Ni-63 4.33E+01 8.66E+01 8.66E+00 

Zn-65 4.66E+01 9.32E+01 9.32E+00 
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2.2.2.2.10 高性能多核種除去設備 

高性能多核種除去設備については，各機器に表２．２．２－７及び表２．２．２－８に

示す核種，放射能濃度が内包しているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線源強度

を核種生成減衰計算コード ORIGEN により求め，3次元モンテカルロ計算コード MCNP により

敷地境界における実効線量を評価した。 

 

放 射 能 強 度 : 表２．２．２－７，表２．２．２－８参照 

遮    蔽 : 

： 

鉛（前処理フィルタ）50mm 

鉛（多核種吸着塔）145mm 

評価地点までの距離 ： 約 410ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 37ｍ 

評 価 結 果 

 

： 

 

約 3.60×10-3mSv/年 
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表２．２．２－７ 評価対象核種及び放射能濃度 

（前処理フィルタ・多核種吸着塔 1～3塔目）（1/2）  

No. 核種 

前処理フィルタ 多核種吸着塔  

1 塔目 2 塔目 3～4塔目 
1～3塔目 

1 層目 2 層目 3 層目 4 層目 5 層目 

1 Rb-86  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.93E+04 

2 Sr-89  5.19E+06 0.00E+00 7.29E+06 3.42E+07 

3 Sr-90  5.19E+08 0.00E+00 7.29E+08 3.42E+09 

4 Y-90  5.19E+08 3.62E+08 7.29E+08 3.42E+09 

5 Y-91  0.00E+00 1.68E+07 0.00E+00 0.00E+00 

6 Nb-95  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

7 Tc-99  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

8 Ru-103  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

9 Ru-106  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

10 Rh-103m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

11 Rh-106  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

12 Ag-110m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

13 Cd-113m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

14 Cd-115m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

15 Sn-119m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

16 Sn-123  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

17 Sn-126  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

18 Sb-124  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

19 Sb-125  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

20 Te-123m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 7.15E+03 

21 Te-125m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.88E+06 

22 Te-127  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 5.64E+05 

23 Te-127m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 5.64E+05 

24 Te-129  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 3.54E+05 

25 Te-129m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.09E+05 

26 I-129  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

27 Cs-134  5.19E+04 7.22E+05 0.00E+00 1.71E+06 2.05E+05 1.20E+05 5.13E+04 3.42E+04 

28 Cs-135  3.06E-01 4.26E+00 0.00E+00 1.01E+01 1.21E+00 7.06E-01 3.03E-01 2.02E-01 

29 Cs-136  3.84E+02 5.34E+03 0.00E+00 1.26E+04 1.52E+03 8.85E+02 3.79E+02 2.53E+02 

30 Cs-137  5.19E+04 7.22E+05 0.00E+00 1.71E+06 2.05E+05 1.20E+05 5.13E+04 3.42E+04 

31 Ba-137m  5.19E+04 7.22E+05 0.00E+00 1.71E+06 2.05E+05 1.20E+05 5.13E+04 3.42E+04 
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表２．２．２－７ 評価対象核種及び放射能濃度 

（前処理フィルタ・多核種吸着塔 1～3塔目）（2/2）  

No. 核種 

前処理フィルタ 多核種吸着塔  

1 塔目 2 塔目 3～4塔目 
1～3塔目 

1 層目 2 層目 3 層目 4 層目 5 層目 

32 Ba-140  0.00E+00 0.00E+00 3.45E+04 0.00E+00 

33 Ce-141  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

34 Ce-144  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

35 Pr-144  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

36 Pr-144m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

37 Pm-146  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

38 Pm-147  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

39 Pm-148  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

40 Pm-148m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

41 Sm-151  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

42 Eu-152  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

43 Eu-154  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

44 Eu-155  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

45 Gd-153  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

46 Tb-160  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

47 Pu-238  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

48 Pu-239  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

49 Pu-240  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

50 Pu-241  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

51 Am-241  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

52 Am-242m  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

53 Am-243  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

54 Cm-242  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

55 Cm-243  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

56 Cm-244  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

57 Mn-54  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

58 Fe-59  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

59 Co-58  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

60 Co-60  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

61 Ni-63  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

62 Zn-65  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 
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表２．２．２－８ 評価対象核種及び放射能濃度（多核種吸着塔 4～13 塔目）（1/2） 

No. 核種 

多核種吸着塔  

4～5 塔目 
6～8塔目 9～10 塔目 11～13 塔目  

1 層目 2 層目 3 層目 4 層目 5 層目 

1 Rb-86  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

2 Sr-89  2.91E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

3 Sr-90  2.91E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

4 Y-90  2.91E+05 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

5 Y-91  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

6 Nb-95  0.00E+00 0.00E+00 2.82E+04 0.00E+00 

7 Tc-99  0.00E+00 3.20E+03 0.00E+00 0.00E+00 

8 Ru-103  0.00E+00 0.00E+00 3.75E+04 4.16E+03 

9 Ru-106  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+06 6.41E+05 

10 Rh-103m  0.00E+00 0.00E+00 3.75E+04 4.16E+03 

11 Rh-106  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+06 6.41E+05 

12 Ag-110m  0.00E+00 0.00E+00 3.04E+04 0.00E+00 

13 Cd-113m  0.00E+00 0.00E+00 1.95E+08 0.00E+00 

14 Cd-115m  0.00E+00 0.00E+00 1.47E+06 0.00E+00 

15 Sn-119m  0.00E+00 0.00E+00 6.41E+05 0.00E+00 

16 Sn-123  0.00E+00 0.00E+00 4.81E+06 0.00E+00 

17 Sn-126  0.00E+00 0.00E+00 2.27E+05 0.00E+00 

18 Sb-124  0.00E+00 4.16E+04 0.00E+00 0.00E+00 

19 Sb-125  0.00E+00 1.60E+07 0.00E+00 0.00E+00 

20 Te-123m  0.00E+00 6.09E+03 0.00E+00 0.00E+00 

21 Te-125m  0.00E+00 1.60E+07 0.00E+00 0.00E+00 

22 Te-127  0.00E+00 4.81E+05 0.00E+00 0.00E+00 

23 Te-127m  0.00E+00 4.81E+05 0.00E+00 0.00E+00 

24 Te-129  0.00E+00 3.01E+05 0.00E+00 0.00E+00 

25 Te-129m  0.00E+00 9.29E+04 0.00E+00 0.00E+00 

26 I-129  0.00E+00 0.00E+00 2.92E+03 0.00E+00 

27 Cs-134  1.46E+04 1.75E+03 1.02E+03 4.37E+02 2.91E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

28 Cs-135  8.59E-02 1.03E-02 6.01E-03 2.58E-03 1.72E-03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

29 Cs-136  1.08E+02 1.29E+01 7.54E+00 3.23E+00 2.16E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

30 Cs-137  1.46E+04 1.75E+03 1.02E+03 4.37E+02 2.91E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

31 Ba-137m  1.46E+04 1.75E+03 1.02E+03 4.37E+02 2.91E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 



Ⅲ-3-2-2-2-51 

表２．２．２－８ 評価対象核種及び放射能濃度（多核種吸着塔 4～13 塔目）（2/2） 

No. 核種 

多核種吸着塔  

4～5 塔目 
6～8塔目 9～10 塔目 11～13 塔目  

1 層目 2 層目 3 層目 4 層目 5 層目 

32 Ba-140  0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 

33 Ce-141  0.00E+00 0.00E+00 1.12E+05 0.00E+00 

34 Ce-144  0.00E+00 0.00E+00 5.13E+05 0.00E+00 

35 Pr-144  0.00E+00 0.00E+00 5.13E+05 0.00E+00 

36 Pr-144m  0.00E+00 0.00E+00 5.13E+05 0.00E+00 

37 Pm-146  0.00E+00 0.00E+00 5.45E+04 0.00E+00 

38 Pm-147  0.00E+00 0.00E+00 8.65E+05 0.00E+00 

39 Pm-148  0.00E+00 0.00E+00 7.05E+04 0.00E+00 

40 Pm-148m  0.00E+00 0.00E+00 3.01E+04 0.00E+00 

41 Sm-151  0.00E+00 0.00E+00 4.16E+03 0.00E+00 

42 Eu-152  0.00E+00 0.00E+00 2.11E+05 0.00E+00 

43 Eu-154  0.00E+00 0.00E+00 5.45E+04 0.00E+00 

44 Eu-155  0.00E+00 0.00E+00 2.82E+05 0.00E+00 

45 Gd-153  0.00E+00 0.00E+00 2.63E+05 0.00E+00 

46 Tb-160  0.00E+00 0.00E+00 7.37E+04 0.00E+00 

47 Pu-238  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

48 Pu-239  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

49 Pu-240  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

50 Pu-241  0.00E+00 0.00E+00 2.53E+03 0.00E+00 

51 Am-241  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

52 Am-242m  0.00E+00 0.00E+00 3.52E+00 0.00E+00 

53 Am-243  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

54 Cm-242  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

55 Cm-243  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

56 Cm-244  0.00E+00 0.00E+00 5.77E+01 0.00E+00 

57 Mn-54  0.00E+00 0.00E+00 2.53E+04 0.00E+00 

58 Fe-59  0.00E+00 0.00E+00 3.52E+04 0.00E+00 

59 Co-58  0.00E+00 0.00E+00 2.63E+04 0.00E+00 

60 Co-60  0.00E+00 0.00E+00 2.11E+04 0.00E+00 

61 Ni-63  0.00E+00 0.00E+00 3.20E+05 0.00E+00 

62 Zn-65  0.00E+00 0.00E+00 4.81E+04 0.00E+00 
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2.2.2.2.11 廃止（RO 濃縮水処理設備） 

 

2.2.2.2.12 サブドレン他浄化設備 

サブドレン他浄化設備については，各機器に表２．２．２－９に示す核種，放射能濃度

が内包しているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線源強度を核種生成減衰計算コ

ード ORIGEN により求め，3次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界における実効

線量を評価した（線量評価条件については添付資料－６参照）。 

 

放 射 能 強 度 : 表２．２．２－９参照 

遮    蔽 : 

: 

: 

鉄 6.35mm 及び鉛 50mm（前処理フィルタ１,２） 

鉄 6.35mm 及び鉛 40mm（前処理フィルタ３） 

鉄 25.4mm（吸着塔１～５） 

評価地点までの距離 ： 約 330ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 39ｍ 

評 価 結 果 

 

： 

 

約 8.53×10-3mSv/年 

 

 表２．２．２－９ 評価対象核種及び放射能濃度 

核種 

放射能濃度（Bq／cm3） 

前処理 

フィルタ２ 

前処理 

フィルタ３ 
吸着塔１ 吸着塔４ 吸着塔５ 

Cs-134 1.34E+05 0.00E+00 1.95E+03 0.00E+00 0.00E+00 

Cs-137 2.47E+05 0.00E+00 5.83E+03 0.00E+00 0.00E+00 

Sb-125 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.58E+02 0.00E+00 

Ag-110m 7.93E+03 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 2.61E+01 

Sr-89 0.00E+00 2.32E+02 1.77E+02 0.00E+00 0.00E+00 

Sr-90 0.00E+00 5.73E+03 4.37E+03 0.00E+00 0.00E+00 

Y-90 0.00E+00 5.73E+03 4.37E+03 1.97E+03 1.35E+03 

Co-60 4.35E+02 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00 1.35E+01 
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2.2.2.2.13 放射性物質分析・研究施設第 1棟 

 

放射性物質分析・研究施設第 1 棟については,分析対象物の表面線量率を設定し,核種を

Co－60 として線源の放射能強度を決定し,3 次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地

境界における実効線量を評価した。 

 

放 射 能 強 度：1.1×10 8 Bq（固体廃棄物払出準備室） 

3.7×10 7 Bq（液体廃棄物一時貯留室） 

2.2×10 8 Bq（ライブラリ保管室） 

5.3×1011 Bq（鉄セル室） 

9.3×10 5 Bq（グローブボックス室） 

1.3×10 6 Bq（フード室） 

1.7×10 9 Bq（パネルハウス室） 

1.8×1010 Bq（小型受入物待機室） 

3.7×10 5 Bq（測定室） 

遮 蔽：建屋天井及び壁 コンクリート 厚さ 約 250mm～約

700mm， 

密度 約 2.1g/cm3 

ライブラリ保管室の線源の遮蔽 鉄 厚さ 約 150mm，

密度 約 7.8g/cm3 

鉄セル 鉄 厚さ 約 300mm，密度 約 7.8g/cm3 

パネルハウス室の待機中の線源の遮蔽 鉄 厚さ 

約 100mm，密度 約 7.8g/cm3 

小型受入物待機室 鉄 厚さ 約 150mm，密度 約

7.8g/cm3 

評価点までの距離：約 540m 

線 源 の 標 高：T.P.約 40m 

線 源 の 形 状：直方体,円柱,点 

評 価 結 果：約 0.0001mSv／年未満 ※影響が小さいため線量評

価上無視する 
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2.2.2.2.14 大型機器除染設備 

大型機器除染設備については，除染廃棄物を線源として，制動エックス線を考慮したガ

ンマ線線源強度を核種生成減衰計算コード ORIGEN2 により求め，3次元モンテカルロ計算コ

ード MCNP により敷地境界における実効線量を評価した。 

遮蔽は，除染廃棄物保管エリアの壁による遮蔽を考慮する。  

 

容 量 ： 約 3m3 

放 射 能 強 度 ： 表２．２．２－１０参照 

遮 蔽 ： 鉄（密度 7.8g/cm3）10mm～30mm 

評価地点までの距離 ： 約 700ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 34ｍ 

線 源 形 状 ： 円柱 

か さ 密 度 ： 2.31g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 6.19×10-4mSv/年 

 

表２．２．２－１０ 評価対象核種及び放射能濃度 

ケース①主要な汚染が RO濃縮水の場合 

核種 放射能濃度（Bq／kg） 

Mn-54 1.2E+06 

Co-60 3.4E+05 

Sr-90 3.1E+09 

Ru-106 1.9E+06 

Sb-125 6.5E+06 

Cs-134 8.7E+05 

Cs-137 1.5E+06 

 

ケース②主要な汚染が Coの場合 

核種 放射能濃度（Bq／kg） 

Co-60 7.5E+06 

 

ケース③主要な汚染が Csの場合 

核種 放射能濃度（Bq／kg） 

Cs-137 1.1E+08 
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2.2.2.2.15 増設雑固体廃棄物焼却設備 

増設雑固体廃棄物焼却設備については，雑固体廃棄物と焼却灰を線源として，制動エッ

クス線を考慮したガンマ線線源強度を核種生成減衰計算コード ORIGEN2 により求め，3次元

モンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界における実効線量を評価した。 

遮蔽は，焼却炉建屋の建屋壁，天井のコンクリート厚さを考慮する。  

 

容 量 ： 雑固体廃棄物：約 1050m3 

焼却灰：約 200m3 

放 射 能 強 度 ： 表２．２．２－１１参照 

遮 蔽 ： コンクリート（密度 2.15g/cm3）200mm～650mm 

評価地点までの距離 ： 約 500ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 32ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体 

か さ 密 度 ： 雑固体廃棄物：0.3g/cm3 

焼却灰：0.5g/cm3 

評 価 結 果 ： 約 0.0001mSv／年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

表２．２．２－１１ 評価対象核種及び放射能濃度 

核種 
放射能濃度（Bq／cm3） 

雑固体廃棄物 焼却灰 

Mn-54 1.0E+00 1.7E+01 

Co-58 4.8E-03 8.0E-02 

Co-60 2.9E+00 4.8E+01 

Sr-89 3.9E-02 6.5E-01 

Sr-90 2.5E+02 4.2E+03 

Ru-103 3.6E-05 6.0E-04 

Ru-106 9.6E+00 1.6E+02 

Sb-124 5.1E-03 8.5E-02 

Sb-125 9.0E+00 1.5E+02 

I-131 9.6E-26 1.6E-24 

Cs-134 8.7E+01 1.5E+03 

Cs-136 6.3E-18 1.1E-16 

Cs-137 2.4E+02 4.0E+03 

Ba-140 4.2E-16 7.0E-15 

合計 6.0E+02 1.0E+04 
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2.2.2.2.16 浄化ユニット 

浄化ユニットについては，各機器に表２．２．２－１２に示す核種，放射能濃度が内包

しているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線源強度を核種生成減衰計算コード

ORIGEN により求め，3次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界における実効線量

を評価した。 

 

放 射 能 強 度：表２．２．２－１２参照 

遮    蔽：鉄 8ｍｍ 

評価地点までの距離：約 750ｍ 

線 源 の 標 高：T.P.約 27ｍ 

評 価 結 果：約 1.47×10-4mSv/年 

 

表２．２．２－１２ 評価対象核種及び放射能濃度 

核種 
放射能量（Bq/cm3） 

吸着塔タイプ２ 

Cs-134 9.84E+02 

Cs-137 3.32E+03 

Ba-137m 3.32E+03 

Sr-90 5.66E+03 

Y-90 5.66E+03 

 

2.2.2.2.17 貯留タンク，中間タンク 

貯留タンク，中間タンクについては，各タンク群に表２．２．２－１３に示す核種，放

射能濃度が内包しているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線源強度を核種生成減

衰計算コード ORIGEN により求め，3次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界にお

ける実効線量を評価した。 

 

 ａ．貯留タンク（ＨＩＪタンク群） 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－１３参照 

遮 蔽 ： 鉄 9ｍｍ 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 780ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 27ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 
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 ｂ．貯留タンク（Ｋタンク群） 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－１３参照 

遮 蔽 ： 鉄 12ｍｍ 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 810ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 27ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

 ｃ．中間タンク（Ｎタンク群） 

放 射 能 濃 度 ： 表２．２．２－１３参照 

遮 蔽 ： 鉄 12ｍｍ 

評 価 点 ま で の 距 離 ： 約 760ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 27ｍ 

評 価 結 果 
： 

約 0.0001mSv/年未満 ※影響が小さいため線量評価上無視

する 

 

 

表２．２．２－１３ 評価対象核種及び放射能濃度 

核種 
放射能量（Bq/cm3） 

各タンク群 

Mn-54 3.434E-03 

Co-60 8.312E-03 

Sr-90 7.780E+00 

Ru-106 1.605E-02 

Sb-125 7.280E-03 

Cs-134 5.356E-02 

Cs-137 1.696E-01 
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2.2.2.2.18 油処理装置 

油処理装置については，各機器に表２．２．２－１４に示す核種，放射能濃度が内包し

ているとし，制動エックス線を考慮したガンマ線線源強度を核種生成減衰計算コード

ORIGEN により求め，3次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界における実効線量

を評価した。 

 

容 量 ： 
原水 ：約 12m3 

処理水：約 4m3 

放 射 能 強 度 ： 表２．２．２－１４参照 

遮 蔽 ： 
側面：SUS304（9mm，6mm，4mm） 

上面：SUS316（4mm），SUS304（6mm または 4mm） 

評価地点までの距離 ： 約 1330ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 9ｍ 

評 価 結 果 ： 
約 0.0001mSv／年未満  

※影響が小さいため線量評価上無視する 

 

 表２．２．２－１４ 評価対象核種及び放射能濃度 

 

2.2.2.2.19 減容処理設備 

減容処理設備については，減容処理対象物の表面線量率を設定し，核種を Co-60 として

線源の放射能強度を決定し，3 次元モンテカルロ計算コード MCNP により敷地境界における

実効線量を評価した。 

 

容 量 ： 金属廃棄物 約 214m3 

コンクリート廃棄物 約 46m3 

放 射 能 強 度 ： 表２．２．２－１５参照 

遮 蔽 ： コンクリート（密度 2.15g/cm3）200mm～500mm 

鉄（密度 7.8g/cm3）3.2mm，50mm 

評価地点までの距離 ： 約 350ｍ 

線 源 の 標 高 ： T.P.約 33ｍ 

線 源 形 状 ： 直方体，円柱 

 

 

放射能濃度（Bq／cm3） 

Cs-134 
Cs-137 

（Ba-137m） 
Co-60 Mn-54 

Sb-125 

（Te-125m） 

Ru-106 

（Rh-106） 

Sr-90 

（Y-90） 

原水 5.9E+03 2.8E+04 8.9E+01 8.4E+01 7.1E+02 1.1E+03 2.0E+04 

処理水 8.4E+02 4.0E+03 1.3E+01 1.2E+01 1.1E+02 1.6E+02 2.8E+03 
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か さ 密 度 ： 金属廃棄物 0.4g/cm3（減容処理前） 

0.8g/cm3（減容処理後） 

コンクリート廃棄物 0.6g/cm3（減容処理前） 

1.2g/cm3（減容処理後） 

評 価 結 果 ： 約 2.64×10-3mSv/年 

 

表２．２．２－１５ 評価対象核種及び放射能濃度 

核種 
放射能濃度（Bq/kg） 

金属廃棄物 コンクリート廃棄物 

Co-60 2.43E+06 2.09E+06 

 

 

2.2.2.3 敷地境界における線量評価結果 

 各施設からの影響を考慮して敷地境界線上の直接線・スカイシャイン線を評価した結果

（添付資料－４），最大実効線量は評価地点 No.71 において約 0.59mSv/年となる。 
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図２．２．２－２ 敷地境界線上の最大実効線量評価地点 

 

 

 

＊：1～4 号機原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）以外からの追加的放出は極めて 
少ないと考えられるため，1～4号機原子炉建屋からの放出量により評価 
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2.2.2.4 添付資料 

添付資料－１ 使用済セシウム吸着塔一時保管施設および大型廃棄物保管庫におけるセ

シウム吸着装置・第二セシウム吸着装置吸着塔の線源条件と保管上の制

限について 

添付資料－２ 瓦礫類および伐採木一時保管エリアにおける敷地境界線量評価について 

添付資料－３ 実態に近づける線量評価方法について 

添付資料－４ 敷地境界における直接線・スカイシャイン線の評価結果 

添付資料－５ 多核種除去設備，増設多核種除去設備及び高性能多核種除去設備の線量

評価条件について 

添付資料－６ サブドレン他浄化設備の線量評価条件について 
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添付資料－１ 

 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設および大型廃棄物保管庫における 

セシウム吸着装置・第二セシウム吸着装置吸着塔の線源条件と保管上の制限について 

 

1. 保管上の制限内容 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設および大型廃棄物保管庫におけるセシウム吸着装置

および第二セシウム吸着装置の吸着塔の線源条件については，滞留水中の放射能濃度が低

下してきていることに伴って吸着塔内のセシウム吸着量も運転当初から変化していると考

えられることから，吸着塔側面の線量率の実測値に基づき，実態を反映した線源条件とし

た。2.に後述するように，セシウム吸着装置吸着塔については K1～K7 の 7段階に，第二セ

シウム吸着装置吸着塔については S1～S4 の 4 段階に区分し，図１～３のように第一・第四

施設および大型廃棄物保管庫の配置モデルを作成し，敷地境界線量に対する 2.2.2.2.1 (1)

に示した評価値を求めた。よって，保管後の線量影響が評価値を超えぬよう，図１～３を

保管上の制限として適用することとする。 

 

 

図１ 第一施設の吸着塔格納配置計画（φ：吸着塔側面線量率） 
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図２ 第四施設の吸着塔格納配置計画（φ：吸着塔側面線量率） 

 

 

 

 

 

 

図３ 大型廃棄物保管庫の吸着塔格納配置モデル（φ：吸着塔側面線量率） 

 

なお，図１～３の配置の結果，各施設が敷地境界に及ぼす線量は，第一施設については

No.7，第四施設については No.70，大型廃棄物保管庫については No.78 への影響が最大に

なるとの評価結果を得ている。 

 

2. 吸着塔の側面線量率の実態を反映した線源条件の設定 

2.1 セシウム吸着装置吸着塔の線源設定 

敷地境界線量評価用の線源条件として，別添－１所載の初期の使用済吸着塔側部の線量

率測定結果を参考に，表１に示す K1～K7 に線源条件を分類した。低線量側の K4～K7 につ

いては，当初設計との比率に応じて，それぞれの分類に属する吸着塔あたりのセシウム吸

着量を表１のように設定した。低線量側吸着塔の遮蔽厚が７インチであるのに対し，K1～

K3 の高線量側吸着塔は，すべて SMZ スキッドから発生した３インチ遮蔽の吸着塔であるた

め，３インチ遮蔽でモデル化して，吸着塔側面線量率が表の値となるように線源条件を設

定した。 

 

 

 

 

第二セシウム吸着装置吸着塔格納部
：S1 φ≦1.2  mSv/h 36塔
：S2 φ≦0.7 mSv/h 324塔
：S3 φ≦0.234mSv/h 180塔

N
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表１ セシウム吸着装置吸着塔の線量評価用線源条件 

 Cs-134 
（Bq） 

Cs-136 
（Bq） 

Cs-137 
（Bq） 

吸着塔側面線量率 
(mSv/時) 

K1 約 1.0×1014 約 1.9×1011 約 1.2×1014 250 

K2 約 4.0×1013 約 7.6×1010 約 4.9×1013 100 

K3 約 1.6×1013 約 3.0×1010 約 1.9×1013 40 

K4 約 6.9×1014 約 1.3×1012 約 8.3×1014 16 

K5 約 4.3×1014 約 8.1×1011 約 5.2×1014 10 

K6 約 2.2×1014 約 4.1×1011 約 2.6×1014 5 

K7 約 8.6×1013 約 1.6×1011 約 1.0×1014 2 

 

上記のカテゴリーを図１，２のように適用して敷地境界線量を評価した。よって図に K1

～K7 として示したエリアに格納可能となる吸着塔の側面線量率の制限値は，表２の格納制

限の値となる。同表に，2022 年 3 月 31 日までに発生したセシウム吸着装置吸着塔の線量

範囲ごとの発生数を示す。いずれのカテゴリーでも，より高い線量側のカテゴリーに保管

容量の裕度を確保しており，当面の吸着塔保管に支障を生じることはない。なお，同じエ

リアに格納されるセシウム吸着装置吸着塔以外の吸着塔の線量率も最大で 2.5mSv/時（2

塔，他は 2mSv/時以下）にとどまっており，K6～K7 に割り当てた容量で格納できる。 

 

表２ セシウム吸着装置吸着塔の線量別保管状況と保管容量確保状況 

 K1 K2 K3 K4 K5 K6 K7 

評価設定(mSv/時) 250 100 40 16 10 5 2 

格納制限(mSv/時) 250≧φ 100≧φ 40≧φ 16≧φ 10≧φ 5≧φ 2≧φ 

線量範囲(mSv/時)※ 250≧φ＞100 100～40 40～16 16～10 10～5 5～2 2 以下 

保管数※※ 9 5 17 79 173 79 413 

保管容量※※※ 12 12 20 148 182 378 472 

※：K2～K7 の線量範囲（不等号の適用）は K1 に準ずる。 （2022 年 3 月 31 日現在） 

※※：線量未測定の 4 本を含まず。 ※※※：第一・第四施設の合計。 

 

2.2 第二セシウム吸着装置吸着塔の線源設定 

平成 31 年 4 月 24 日までに一時保管施設に保管した 216 本のうち，平成 23年 8 月の装置

運転開始から一年間以内に保管したもの 50 本，それ以降平成 28 年度までに保管したもの

136 本,平成 29年度以降に保管したもの 30本の吸着塔側面線量率（図４参照）の平均値は

それぞれ 0.65mSv/時，0.11mSv/時，0.28mSv/時であった。この実績を包絡する線源条件と

して，側面線量率が実績最大の 1.2mSv/時となる値（S1），0.7mSv/時となる値（S2），およ

び S2の 1/3 の値（S3）を用いることとし，それぞれの分類に属する吸着塔あたりのセシウ



 

Ⅲ-3-2-2-2-添 1-4 

ム吸着量を表３のように設定した。第二セシウム吸着装置吸着塔を格納するエリアには，

線量率が大幅に低い高性能多核種除去設備吸着塔も格納することから，そのエリアについ

ては S4 として線源設定することとした。高性能多核種除去設備から発生する使用済み吸着

塔で想定線量が最大である多核種吸着塔（1～3塔目）をモデル化した場合と，第二セシウ

ム吸着装置吸着塔でモデル化した場合の評価結果比較により，より保守的な評価（高い敷

地境界線量）を与えた後者で S4 をモデル化することとした。 

上記のカテゴリーを図１～３のように適用して敷地境界線量を評価した。よって図に S1

～S4 として示したエリアに格納可能となる吸着塔の側面線量率の制限値は，表４の格納制

限の値となる。同表に，平成 31 年 4月 24 日までに発生した第二セシウム吸着装置吸着塔

の線量範囲ごとの発生数を示す。いずれのカテゴリーでも，より高い線量側のカテゴリー

に保管容量の裕度を確保しており，当面の吸着塔保管に支障を生じることはない。 
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図４ 一時保管施設に保管した第二セシウム吸着装置吸着塔の発生時期と側面線量率分布 

 

表３ 第二セシウム吸着装置吸着塔の線量評価用線源条件 

 Cs-134 
（Bq） 

Cs-137 
（Bq） 

吸着塔側面線量率 
(mSv/時) 

S1 5.1×1015 5.1×1015 1.2 

S2 3.0×1015 3.0×1015 0.7 

S3 1.0×1015 1.0×1015 0.234 

S4 3.5×1013 3.5×1013 0.0082 
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表４ 第二セシウム吸着装置吸着塔の線量別保管状況と保管容量確保状況 

 S1 S2 S3 S4 

評価設定(mSv/時) 1.2 0.7 0.234 0.0082 

格納制限(mSv/時) 1.2≧φ 0.7≧φ 0.234≧φ 0.0082≧φ 

線量範囲(mSv/時)※ 1.2≧φ＞0.7 0.7～0.234 0.234～0.0082 0.0082 以下 

保管数※※ 0 19 197 0※※※※ 

保管容量※※※ 6 171 294 104 

※：S2～S4 の線量範囲（不等号の適用）は S1 に準ずる。（平成 31年 4月 24 日現在） 

※※：保管後の再測定によるカテゴリー変更を反映。※※※：第一・第四施設の合計。 

※※※※：高性能多核種除去設備及び RO 濃縮水処理設備の吸着塔 95本の側面線量率は 

いずれも 0.0082mSv/時未満である。 

 

3．被ばく軽減上の配慮 

第一・第四施設に格納する，他のものより大幅に線量が高いセシウム吸着装置吸着塔は，

関係作業者が通行しうるボックスカルバート間の通路に面しないように配置する計画とし

た。また通路入口部に通路内の最大線量率を表示して注意喚起することにより，無駄な被

ばくを避けられるようにすることとする。 

大型廃棄物保管庫においては，通常の巡視時の被ばく軽減を期して，図３に示す東西端

の列には低線量の吸着塔を配置する計画とする。 
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別添－１ 

初期のセシウム吸着装置使用済吸着塔の線源設定について 

 

当初設計では，吸着塔あたりの放射能濃度を表 1に示すように推定し，この場合の吸着

塔側面線量率を，MCNP コードによる評価により 14mSv/時と評価した。使用済吸着塔の側面

線量率から，低線量吸着塔（10mSv/時未満），中線量吸着塔（10mSv/時以上 40mSv/時未満），

高線量吸着塔（40mSv/時以上）に分類したところ，側面線量率の平均値はそれぞれ 5，12.9，

95mSv/時であった。低・中線量吸着塔については，当初設計との比率に応じて，それぞれ

の分類に属する吸着塔あたりのセシウム吸着量を表１のように設定した。また，低・中線

量吸着塔の遮蔽厚が７インチであるのに対し，高線量吸着塔は，すべて前段の SMZ スキッ

ドから発生した３インチ遮蔽の吸着塔であるため，これをモデル化して，側面線量率が

95mSv/時となるように線源条件を設定した。これらの値は，平成 26 年度末までの敷地境界

線量に及ぼす吸着塔一時保管施設の影響の評価に用いた。 

平成 23 年 6 月からの 3か月ごとの期間に発生した使用済吸着塔の低，中，高線量吸着塔

の割合を図１に示す。運転開始初期には中・高線量吸着塔の割合が高かったが，滞留水中

の放射能濃度低下に伴い，低線量吸着塔の割合が高くなっている。 

 

表１ セシウム吸着装置吸着塔の線源条件 

 Cs-134 

（Bq） 

Cs-136 

（Bq） 

Cs-137 

（Bq） 

吸着塔側面線量率 

(mSv/時) 

当初設計吸着塔 約 6.0×1014 約 1.1×1012 約 7.3×1014 14（計算値） 

低線量吸着塔 約 2.2×1014 約 4.1×1011 約 2.6×1014 5 

中線量吸着塔 約 5.6×1014 約 1.1×1012 約 6.7×1014 12.9 

高線量吸着塔 約 3.8×1013 約 7.2×1010 約 4.6×1013 95 
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図１ 使用済セシウム吸着装置吸着塔の発生時期による割合の変化 
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添付資料－２ 

 

 

瓦礫類および伐採木一時保管エリアにおける敷地境界線量評価について 

 

敷地周辺における線量評価のうち，瓦礫類および伐採木一時保管エリアからの放射線に

起因する実効線量を評価するため，各エリアの線源形状をモデル化し，ＭＣＮＰコードを

用いて評価している。 

一時保管エリアのうち，保管される廃棄物の形状が多種多様で，一時保管エリアを設定

する時点で，線源の規模は確定できるが線源形状が変動する可能性がある一時保管エリア

については，線源形状を円柱にモデル化した評価を行った。（図１） 

なお，円柱にモデル化している一時保管エリアについては，保管完了後に実績を反映し，

線源を実態に近い形状にモデル化した詳細な評価を行うこととする。対象となる一時保管

エリアを表１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 線量評価イメージ 

 

 

 

 

or 

一時保管エリアと

する敷地形状 

線源形状が確定できない

ため，一時保管エリアと同

面積の円柱を評価点側に

配置して評価 

評価点方向 

保管完了後に実態に近

い線源形状で再評価 
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表１ 詳細評価実施エリア 

エリア名称 

一時保管エリアＡ１ 

（ケース２） 

一時保管エリアＡ２ 

（ケース２） 

一時保管エリアＢ 

一時保管エリアＣ 

一時保管エリアＤ 

一時保管エリアＥ１ 

一時保管エリアＥ２ 

一時保管エリアＦ１ 

一時保管エリアＦ２ 

一時保管エリアＧ 

一時保管エリアＨ 

一時保管エリアＪ 

一時保管エリアＮ 

一時保管エリアＯ 

一時保管エリアＰ１ 

一時保管エリアＰ２ 

一時保管エリアＴ 

一時保管エリアＶ 

一時保管エリアＷ 

一時保管エリアＸ 

一時保管エリアＡＡ 

一時保管エリアｄ 

一時保管エリアｅ 

一時保管エリアｍ 

一時保管エリアｎ 
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添付資料－３ 

 

実態に近づける線量評価方法について 

 

現状の瓦礫類・伐採木の一時保管エリアにおける敷地境界線量評価は，施設やエリアを

枠取りの考え方で，受け入れ上限値の線量を有する廃棄物が保守的にあらかじめ満杯にな

った条件で実施しており，実際の運用と比較すると保守的な評価となっている。このため，

実測線量率に基づいた線源条件により敷地境界線量の再評価を行い，より実態に近づける

ものとする。 

以下に，具体的な線量評価方法を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時保管エリアＬについては，方法１を適用して敷地境界の線量評価を行った。 

 なお，今後は，その他の一時保管エリアについても，実測値による評価以外の線量評価

方法（方法１～３のいずれか）を必要に応じて適用していく。

 

瓦礫等一時保管エリア

新たな固体廃棄物貯蔵庫設置に伴い瓦礫等一時保管エリアを移動す
る等により解除する場合、重複する施設の線量評価値はカウントし
ない

固体廃棄物貯蔵庫

満杯になったとした設
計値評価に対して実態
に近い保管容量で評価
可能である

保管エリアの中で、定置済の瓦礫は実測評価、今後使用予定の分は
受け入れ上限値評価、当面使用予定のない分は評価値から除外する

方法１

物量の出入りを反映す
るため実態に近い線量
評価が可能である

保管エリア間で瓦礫等を移動する場合、各々のエリアの線量評価値
×保管容量におけるエリア占有率を線量評価値とする

方法３

線量評価値の重複によ
る過度の保守性をなく
すことができる

方法２

効果説明（数字は一例）

瓦礫等一時保管エリア

２つの施設の線量評価値
を足すと重複

新たな施設 瓦礫等を移動後
解除するエリア

50%瓦礫等移動

固体廃棄物貯蔵庫
瓦礫等一時保管エリア

保管容量

保管済容量
使用予定のある容量

当面使用予定のない容量

保管容量2:1の場合

25%保管
50%残

線量評価値=0.05×0.25＋0.30×0.5=0.16mSv/年

Ａ Ｂ

0.05mSv/年 0.30mSv/年
0.30mSv/年とする

0.05mSv/年 0.30mSv/年

瓦礫等一時保管エリア

新たな固体廃棄物貯蔵庫設置に伴い瓦礫等一時保管エリアを移動す
る等により解除する場合、重複する施設の線量評価値はカウントし
ない

固体廃棄物貯蔵庫

満杯になったとした設
計値評価に対して実態
に近い保管容量で評価
可能である

保管エリアの中で、定置済の瓦礫は実測評価、今後使用予定の分は
受け入れ上限値評価、当面使用予定のない分は評価値から除外する

方法１

物量の出入りを反映す
るため実態に近い線量
評価が可能である

保管エリア間で瓦礫等を移動する場合、各々のエリアの線量評価値
×保管容量におけるエリア占有率を線量評価値とする

方法３

線量評価値の重複によ
る過度の保守性をなく
すことができる

方法２

効果説明（数字は一例）

瓦礫等一時保管エリア瓦礫等一時保管エリア

２つの施設の線量評価値
を足すと重複

新たな施設 瓦礫等を移動後
解除するエリア

50%瓦礫等移動

固体廃棄物貯蔵庫
瓦礫等一時保管エリア瓦礫等一時保管エリア

保管容量

保管済容量
使用予定のある容量

当面使用予定のない容量

保管容量2:1の場合

25%保管
50%残

線量評価値=0.05×0.25＋0.30×0.5=0.16mSv/年

Ａ Ｂ

0.05mSv/年 0.30mSv/年
0.30mSv/年とする

0.05mSv/年 0.30mSv/年
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敷地境界における直接線・スカイシャイン線の評価結果  

敷地境界
評価地点

評価地点
の標高
「ｍ」

敷地内各施設からの
直接線・スカイシャイン線

「単位：mSv/年」

敷地境界
評価地点

評価地点
の標高
「ｍ」

敷地内各施設からの
直接線・スカイシャイン線

「単位：mSv/年」

No.1 T.P.約4 0.06 No.51 T.P.約32 0.02
No.2 T.P.約18 0.11 No.52 T.P.約39 0.03
No.3 T.P.約18 0.10 No.53 T.P.約39 0.16
No.4 T.P.約19 0.18 No.54 T.P.約39 0.16
No.5 T.P.約16 0.29 No.55 T.P.約39 0.04
No.6 T.P.約16 0.29 No.56 T.P.約33 0.01
No.7 T.P.約21 0.53 No.57 T.P.約39 0.02
No.8 T.P.約16 0.31 No.58 T.P.約39 0.04
No.9 T.P.約14 0.17 No.59 T.P.約39 0.09
No.10 T.P.約15 0.09 No.60 T.P.約41 0.05
No.11 T.P.約17 0.18 No.61 T.P.約42 0.02
No.12 T.P.約17 0.14 No.62 T.P.約38 0.02
No.13 T.P.約16 0.14 No.63 T.P.約44 0.04
No.14 T.P.約18 0.15 No.64 T.P.約44 0.07
No.15 T.P.約21 0.13 No.65 T.P.約41 0.14
No.16 T.P.約26 0.11 No.66 T.P.約40 0.53
No.17 T.P.約34 0.15 No.67 T.P.約39 0.31
No.18 T.P.約37 0.09 No.68 T.P.約37 0.42
No.19 T.P.約33 0.03 No.69 T.P.約36 0.27
No.20 T.P.約37 0.04 No.70 T.P.約35 0.57
No.21 T.P.約38 0.03 No.71 T.P.約32 0.59
No.22 T.P.約34 0.02 No.72 T.P.約29 0.52
No.23 T.P.約35 0.02 No.73 T.P.約29 0.25
No.24 T.P.約38 0.03 No.74 T.P.約35 0.11
No.25 T.P.約39 0.03 No.75 T.P.約31 0.08
No.26 T.P.約32 0.02 No.76 T.P.約31 0.12
No.27 T.P.約31 0.02 No.77 T.P.約15 0.43
No.28 T.P.約39 0.04 No.78 T.P.約19 0.49
No.29 T.P.約39 0.12 No.79 T.P.約19 0.25
No.30 T.P.約39 0.12 No.80 T.P.約19 0.08
No.31 T.P.約39 0.04 No.81 T.P.約35 0.12
No.32 T.P.約31 0.01 No.82 T.P.約38 0.22
No.33 T.P.約33 0.01 No.83 T.P.約40 0.12
No.34 T.P.約38 0.02 No.84 T.P.約41 0.05
No.35 T.P.約38 0.02 No.85 T.P.約37 0.03
No.36 T.P.約39 0.05 No.86 T.P.約33 0.05
No.37 T.P.約39 0.13 No.87 T.P.約26 0.06
No.38 T.P.約39 0.13 No.88 T.P.約22 0.15
No.39 T.P.約39 0.04 No.89 T.P.約20 0.35
No.40 T.P.約32 0.01 No.90 T.P.約20 0.49
No.41 T.P.約31 0.01 No.91 T.P.約20 0.34
No.42 T.P.約39 0.03 No.92 T.P.約21 0.51
No.43 T.P.約39 0.11 No.93 T.P.約20 0.53
No.44 T.P.約39 0.11 No.94 T.P.約28 0.41
No.45 T.P.約39 0.04 No.95 T.P.約21 0.27
No.46 T.P.約30 0.01 No.96 T.P.約19 0.15
No.47 T.P.約32 0.01 No.97 T.P.約15 0.06
No.48 T.P.約39 0.03 No.98 T.P.約23 0.08
No.49 T.P.約39 0.03 No.99 T.P.約25 0.04
No.50 T.P.約35 0.02 No.100 T.P.約-1 0.02  
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添付資料－５ 

多核種除去設備，増設多核種除去設備及び高性能多核種除去設備の線量評価条件について 

 

1. 多核種除去設備の線量評価条件について 

1.1 評価対象設備・機器 

 多核種除去設備の評価対象設備・機器を表１に示す。 

 

表１ 評価対象設備・機器（多核種除去設備） 

設備・機器 

評価対象とし

た機器数 放射能条件 遮へい体 

（基数×系列） 

前処理設備１ 

（鉄共沈処理） 

バッチ処理タンク 1×3 汚染水（処理対象水） なし 

循環タンク 1×3 
スラリー 

鉄 100mm 
（鉄共沈処理） 

デカントタンク 1×3 汚染水（処理対象水） なし 

循環タンク弁スキッド 1×3 
スラリー 

鉛 18mm 
（鉄共沈処理） 

クロスフロー 

フィルタスキッド 
1×3 

スラリー 鉛 8mm（配管周囲） 

（鉄共沈処理） 鉛 9mm（スキッド周囲） 

スラリー移送配管 1×3 
スラリー 

鉛 18mm 
（鉄共沈処理） 

スラリー移送配管 

（40A-30m） 
1×3 

スラリー 
鉛 8mm 

（鉄共沈処理） 

前処理設備２ 

（炭酸塩沈殿処理） 

共沈タンク 1×3 汚染水（処理対象水） なし 

供給タンク 1×3 汚染水（処理対象水） なし 

クロスフロー 

フィルタスキッド 
1×3 

スラリー 鉛 4mm（配管周囲） 

（炭酸塩沈殿処理） 鉛 9mm（スキッド周囲） 

スラリー移送配管 

（40A-40m） 
1×3 

スラリー 
鉛 4mm 

（炭酸塩沈殿処理） 

多核種除去装置 

吸着塔（吸着材２） 1×3 吸着材２ 

鉄 50mm 
吸着塔（吸着材３） 1×3 吸着材３ 

吸着塔（吸着材６） 1×3 吸着材６ 

吸着塔（吸着材５） 1×3 吸着材５ 

処理カラム（吸着材７） 1×3 吸着材７ なし 

高性能容器 

（HIC） 

スラリー（鉄共沈処理）

用 
1×3 

スラリー 

（鉄共沈処理） 
鉄 112mm 

スラリー（炭酸塩沈殿

処理）用 
1×3 

スラリー 

（炭酸塩沈殿処理） 
鉄 112mm 

吸着材２用 1 吸着材２※ 鉄 112mm 

吸着材３用 1 吸着材３※ 鉄 112mm 

吸着材６用 1 吸着材６※ 鉄 112mm 

吸着材５用 1 吸着材５※ 鉄 112mm 

※吸着塔収容時は，平均的な濃度（最大吸着量の 55%）を用いて評価を行うが

高性能容器収容時には，最大吸着量で評価を実施。 
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1.2 放射能条件の設定 

 多核種除去設備の放射能条件は以下の事項を考慮して設定する。 

・ スラリーは，クロスフローフィルタで濃縮されることから，スラリー濃度は濃縮前

～濃縮後の平均的な濃度を考慮する。スラリー（鉄共沈処理）の濃度は，約 70g/L

～約 84g/L の平均値である約 77g/L より設定し，スラリー（炭酸塩沈殿処理）の濃

度は，初期の設計では最大約 305g/L としているが運転実績より知見が得られたこと

から，約 195g/L～236g/L の平均値である約 215g/L より設定する。 

・ 各吸着材の吸着量は，吸着塔のメリーゴーランド運用を考慮すると，最大吸着量の

概ね 10%～100%の間で推移し，平均的には最大吸着量の 55%程度となる。よって，各

吸着材の放射能濃度は，平均的な吸着量を考慮して設定。 

・ スラリー，吸着材の放射能濃度は，想定される濃度に対して，保守的に 30%を加算し

て評価を行う。 

 

 

2. 増設多核種除去設備の線量評価条件 

2.1 評価対象設備・機器 

 増設多核種除去設備の評価対象設備・機器を表２に示す。 

 

表２ 評価対象設備・機器（増設多核種除去設備） 

  設備・機器 

評価上考慮

する 

基数×系列 

放射能条件 遮へい体 

処理水受入  処理水受入タンク 1×1 汚染水  なし 

前処理設備 

 共沈・供給タンクスキッド 1×3 汚染水  鉄：40～80mm   

 クロスフローフィルタス

キッド 
1×3 スラリー  鉄：20～60mm   

 スラリー移送配管 1×3 スラリー  鉄：28mm   

反応／凝集槽 1×2 沈殿物混合水 鉄：20～40mm   

沈殿槽 1×2 
上部：上澄み水 

下部：沈殿物 
 鉄：20～40mm 

上澄み水タンク 1×2 上澄み水  なし 

多核種吸着塔 

 吸着塔（吸着材１） 1×3 吸着材１ 

 鉄：30～80mm  
 吸着塔（吸着材２） 1×3 吸着材２ 

 吸着塔（吸着材４） 1×3 吸着材４ 

 吸着塔（吸着材５） 1×3 吸着材５ 

高性能容器 

（HIC） 

 スラリー（前処理） 1×3 スラリー 

 コンクリート

及びハッチ

（鉄：120mm）   

 吸着材（吸着材１） 1×1 吸着材１※ 

 吸着材（吸着材２） 1×1 吸着材２※ 

 吸着材（吸着材４） 1×1 吸着材４※ 

 吸着材（吸着材５） 1×1 吸着材５※ 

 ※吸着塔収容時は，平均的な濃度（最大吸着量の 55%）を用いて評価を行うが

高性能容器収容時には，最大吸着量で評価を実施。 
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2.2 放射能条件の設定 

 増設多核種除去設備の放射能条件は以下の事項を考慮して設定する。 

・ スラリーは，クロスフローフィルタで濃縮されることから，スラリー濃度は濃縮前

～濃縮後の平均的な濃度を考慮し，スラリーの濃度は，195g/L～236g/L の平均値で

ある約 215g/L より設定する。 

・ 各吸着材の吸着量は，吸着塔のメリーゴーランド運用を考慮すると，最大吸着量の

概ね 10%～100%の間で推移し，平均的には最大吸着量の 55%程度となる。よって，各

吸着材の放射能濃度は，平均的な吸着量を考慮して設定。 

・ スラリー，吸着材の放射能濃度は，想定される濃度に対して，保守的に 30%を加算し

て評価を行う。 

・ 沈殿槽下部の沈殿物はスラリーであるが，増設多核種除去設備設置以降の処理対象

水（汚染水）の放射能濃度低減を踏まえて Sr-89,Sr-90,Y-90,Mn-54,Co-60 濃度をス

ラリーの 1/10 に設定する。 

・ 反応／凝集槽の沈殿物混合水は沈殿槽から返送する沈殿物と，処理対象水（汚染水）

の混合水であり，混合比率を踏まえて沈殿物の放射能濃度の 1/2 に設定する。 

・ 上澄み水タンク及び沈殿槽上部の上澄み水は沈殿槽で沈殿物を除いた後の上澄み水

であり，沈殿物の放射能濃度の 1/10 に設定する。 

 

3. 高性能多核種除去設備の線量評価条件 

3.1 評価対象設備・機器 

 高性能多核種除去設備の評価対象設備・機器を表３に示す。 

 

表３ 評価対象設備・機器（高性能多核種除去設備） 

機器 
評価上考慮 

する基数（基） 
放射能条件 

前処理フィルタ 

1 塔目 1 前処理フィルタ 1塔目 

2 塔目 1 前処理フィルタ 2塔目 

3～4塔目 2 前処理フィルタ 3～4塔目 

多核種吸着塔 

1～3塔目 3 多核種除去塔 1～3塔目 

4～5塔目 2 多核種除去塔 4～5塔目 

6～8塔目 3 多核種除去塔 6～8塔目 

9～10 塔目 2 多核種除去塔 9～10 塔目 

11～13 塔目 3 多核種除去塔 11～13 塔目 

 

3.2 放射能条件の設定 

 高性能多核種除去設備の放射能条件は以下の事項を考慮して設定する。 
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・ 吸着材の放射能濃度は，各フィルタ・吸着塔の入口濃度から除去率，通水量（機器表

面線量が 1mSv/h 以下となるよう設定）を考慮して算出した値に保守的に 30%を加算し

て評価を行う。 

・ 多核種吸着塔１～５塔目の線源は，Cs の吸着量分布を考慮し，吸着塔の高さ方向に均

等５分割し，各層に線源を設定する。 

 

以上
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添付資料－６ 

サブドレン他浄化設備の線量評価条件について 

 

1. サブドレン他浄化設備の線量評価条件 

1.1 評価対象設備・機器 

 サブドレン他浄化設備の評価対象設備・機器を表１に示す。なお，吸着塔に収容する吸

着材の構成は，最も保守的なケースとして，吸着塔１～３をセシウム・ストロンチウム同

時吸着塔，吸着塔４をアンチモン吸着塔，吸着塔５を重金属塔として評価した。 

 

表１ 評価対象設備・機器（サブドレン他浄化設備） 

機器 
評価上考慮 

する基数（基） 
放射能条件 

前処理フィルタ 

1～2塔目 4 前処理フィルタ 1～2塔目 

3 塔目 2 前処理フィルタ 3塔目 

吸着塔 

1～3塔目 6 吸着塔 1～3塔目 

4 塔目 2 吸着塔 4塔目 

5 塔目 2 吸着塔 5塔目 

 

1.2 放射能条件の設定 

 サブドレン他浄化設備の放射能条件は以下の事項を考慮して設定する。 

・ 前処理フィルタ及び吸着塔は，各々が交換直前で放射性物質の捕捉量又は吸着量が最

大になっているものとする。 

・ 前処理フィルタ１～２は，フィルタ２塔に分散する放射性物質の全量が前処理フィル

タ２で捕捉されているものとする。 

・ 吸着塔１～３は，吸着塔３塔に分散する放射性物質の全量が吸着塔１で吸着されてい

るものとする。 

・ 吸着塔のうちアンチモン吸着塔，重金属塔は除外可能とし，セシウム・ストロンチウ

ム同時吸着塔は最大５塔まで装填可能とするが，表１が最も保守的なケースとなる。 

 

 

以上 
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